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平成　１４　年度国立環境研究所年報の発刊に当たって

　平成　１４　年度の国立環境研究所年報を発刊することとなりました。本研究所が独立行政

法人となり，最初の中期目標・中期計画によって活動を開始してから２年目の成果を報告

するものであります。本年度は，組織に基本的な変更はありませんが，温室効果ガスイン

ベントリオフィスを設置し，さらに管理部門の監査に関する部分の独立性を高めるように

し，研究および管理面での要請に応えるようにいたしました。

　研究所の運営は独立行政法人化後一年間の様々の経験，試行の結果，数多くの問題が明

瞭になり，改善が行われました。効率的な運営を目指しての努力は職員の意見をくみ上げ

る作業によって進められ，書式や手続きの簡素化が実現しております。短時間には解決で

きない問題も改善を目指しての検討がすすめられております。とくに大型施設の見直しに

ついて大きな進歩がありました。また環境試料タイムカプセル棟（仮称），ナノ粒子健康

影響実験施設（仮称）にも着工し一層の施設の充実をすすめております。

　研究については，次期の中期目標・中期計画を視野においた検討作業がすすめられてお

ります。持続可能な社会の実現を目指しての環境研究は長期的視点でのモニタリングを含

む，極めて基礎的な研究と多岐にわたる学際的研究が必要でありますが，その全てを本研

究所で推進することは不可能であります。社会的要請と本研究所の潜在的能力を考慮しつ

つ取組むべき課題を選定していく必要があります。大変困難な作業ではありますが，これ

らの作業をすすめつつ，長期的ビジョンを作成中であります。環境問題は地球温暖化のよ

うな人間の活動を総和として引きおこされる容量型の問題と内分泌撹乱化学物質のような

汚染型の問題があり，それぞれへのアプローチの方法は異なります。多様な研究が展開さ

れなければなりませんが，その多様さ，複雑さをカバーしつつ研究をすすめております。

平成　１４　年度の成果として本年報に３７２編の研究報告が収められております。皆様に本研究

所の活動をご理解いただき，素直な評価・批判を賜り，今後の研究所運営に反映させてい

ただきたくよろしくお願い申し上げます。

　　　平成　１５　年６月　

独立行政法人�国立環境研究所　　　　　　　

� 　　理事長　合　志　陽　一
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　委託・補助金による研究【厚生労働省経費】

��厚労��厚生科学　　　厚生科学研究費補助金
　委託・補助金による研究【その他の省庁の経費】

��農水��独法　　　独立行政法人（農水省）
　特殊法人等による公募型研究

������　　　新規産業創造型提案
��戦略基礎　　　戦略的基礎研究
��計算科学　　　計算科学技術活用型特定研究開発推進事業
��生研機構　　　新技術・新分野創出のための基礎研究
��医薬品機構　　　保健医療分野における基礎研究
��その他公募　　　その他
��共同研究　　　共同研究
��委託請負　　　その他機関からの委託・請負
��寄付　　　寄付による研究

　その他
��個別名を記載　　　その他（いずれにも該当しないもの）
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Ⅰ　概　況



　国立環境研究所は，昭和４９年，環境庁国立公害研究

所として筑波研究学園都市内に設置された。

　その後，環境研究に対する社会・行政ニーズに対応す

るため，平成２年７月に，研究部門の大幅な再編成を行

い，名称も「国立環境研究所」と改めた。同年１０月に

は，地球環境研究，モニタリングの中核拠点として「地

球環境研究センター」を所内に設置した。

　また，平成１３年１月の省庁再編に伴い，新たに廃棄

物研究部を設置した。

　さらに，「中央省庁等改革の推進に関する方針」（平成

１１年４月）により，独立行政法人に移行することとさ

れ，「独立行政法人通則法」（平成１１年７月）及び「独立

行政法人国立環境研究所法」（平成１１年１２月）に基づ

き，平成１３年４月に独立行政法人として発足した。環

境大臣が定めた５ヵ年の中期目標（平成１３～１７年度）

に基づき，これを達成するための中期計画及び年度計画

を策定し，柔軟な運営による質の高い研究活動を効果

的，効率的に実施していくことを目指している。

　本研究所の特色は，研究者の専門分野が物理学，化

学，生物学，工学，医学，薬学さらに人文・社会科学分

野と幅広い構成となっていること，大学の研究者や地方

公共団体環境研究機関の研究者等所外の専門家の参加も

得て研究を学際的に実施していること，及び第一級の環

境研究を実施するために必要な大型実験施設を駆使し，

野外の実験調査研究と併せ，研究をプロジェクト化して

総合的に実施していることにある。

（１）予算及び人員

　本年度の予算は，研究所総体の運営に必要な経費とし

て運営費交付金９，５１６百万円，施設整備費補助金２４０百

万円が計上されたほか，競争的資金や受託等により，約

３，７９８百万円を確保した。

　本年末の役職員数は２６４名（役員３名，任期付き研究

員を含む）で，このほか，非常勤の研究者を研究費によ

り雇用する流動研究員制度に基づく採用を行った。

（２）施設

　本年度には，平成１３年度第２次補正予算により，環

境試料や絶滅のおそれのある生物の細胞の長期保存等を

行う環境試料タイムカプセル棟（仮称）の建設工事を

行ったほか，本年度補正予算により，動物実験棟の改修

による自動車排ガスから排出されるナノ粒子等の超微小

粒子の健康影響研究を行うナノ粒子健康影響実験施設

（仮称）の整備に着手した。

（３）研究活動

　中期計画の達成に向け，重点研究分野（表）を中心

に，以下の環境研究の推進を図っている。これらの研究

活動については，研究計画を作成し，関係者に配布する

とともに，ホームページで公開した。

�　重点特別研究プロジェクト

　社会的要請が強く，環境研究としても大きな課題とさ

れている６つのプロジェクトを，　プロジェクトグルー

プを組織して実施している。

①地球温暖化の影響評価と対策効果

②成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

③内分泌かく乱化学物質とダイオキシン類のリスク評価

と管理

④生物多様性の減少機構の解明と保全

⑤東アジアの流域圏における生態系機能のモデル化と持

続可能な環境管理

⑥大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼル排気粒

子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明と影響

評価

��　政策対応型調査研究

　環境行政の新たなニーズに対応した以下の調査・研究

を，二つのセンターで実施している。

①循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究

②化学物質環境リスクに関する調査・研究

���　基盤的調査・研究

　重点研究分野をはじめ，長期的視点に立った基盤研究

や，創造的・先導的調査研究を，６つの研究領域等で実

施している。

　独創的・競争的な研究活動を促すとともに，将来の重

点研究プロジェクト等に発展させるべき研究を奨励する

こと等のため，所内の公募と評価に基づき運営する所内

公募研究制度に基づき，奨励研究１４課題，後期奨励研

究等２６課題，特別研究７課題を実施した。　

��　知的研究基盤の整備

　研究の効率的実施や研究ネットワークの形成に資する

ため，環境研究基盤技術ラボラトリー（環境標準試料の

作製等を実施）及び地球環境研究センター（地球環境の

戦略的モニタリング等を実施）において，知的研究基盤

を整備している。

　研究活動評価については，内閣総理大臣決定「国の研

究開発評価に関する大綱的指針（平成１３年１１月２８

日）」を踏まえ策定した「国立環境研究所研究評価実施

要領」に基づき，研究課題の評価を行ってきている。本

年度には，外部の有識者及び専門家による外部評価とし

て，重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査・研

究の年度評価（助言）とともに，前年度に終了した特別

研究２課題の事後評価及び本年度から開始する新規特別

研究提案課題２課題並びに１５年度から開始する新規特
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別研究提案課題３課題の事前評価を行った。評価結果に

ついては，ホームページ上で公開している。

�

（４）環境情報の提供

　環境情報センターにおいて，環境の保全に関する国内

外の資料の収集，整理及び提供並びに電子計算機システ

ムの運用を行い，国民等への環境に関する適切な情報の

提供サービスを実施した。

―���―
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重点研究分野

①�地球温暖化を始めとする地球環境問題への取り組み

－温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個別対策の効果評価に関する研究

－地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見通しに関する観測・解析・モデリングと影響評価に関する研究

－京都議定書及び第二約束期間への我が国及びアジア諸国の対応可能性の政策研究

－オゾン層変動及び影響の解　明と対策効果の監視・評価に関する研究

②�廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社会の構築分野

－環境低負荷型・循環型社会への転換支援のためのシステム分析手法と基盤整備に関する研究

－廃棄物の資源化・適正処理技術及びシステムに関する研究

－廃棄物処理に係るリスク制御に関する研究

－汚染環境の浄化技術に関する研究

③�化学物質等の環境リスクの評価と管理分野

－内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管理に関する研究

－ダイオキシン類のリスク評価と管理に関する研究

－化学物質の環境動態の解明とモニタリング手法の開発に関する研究

－化学物質のリスク評価と管理に関する研究

－環境有害因子の健康影響の発生メカニズムの解明とその検出手法の開発に関する研究

④�多様な自然環境の保全と持続可能な利用分野

－生物多様性の減少機構の解明と保全に関する研究

－生態系の構造と機能及びその管理手法に関する研究

⑤�環境の総合的管理分野（都市域の環境対策、広域的環境問題等）

－浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関する研究

－酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影響に関する研究

－流域圏の総合的環境管理に関する研究

－湖沼・海域環境の保全に関する研究

－地下水汚染機構の解明とその予測に関する研究

－土壌劣化，土壌汚染の機構解明とその予測に関する研究

⑥�開発途上国の環境問題分野

－途上国の環境汚染対策に関する研究

－途上国の経済発展と環境保全の関わりに関する研究

⑦�環境問題の解明・対策のための監視観測分野

－地球環境モニタリング

－衛星観測プロジェクト



Ⅱ　研究組織の概要



１．１　社会環境システム研究領域

　環境問題の解明や解決には，理学，工学，医学から社

会科学までを含む広範な領域の研究を推進するととも

に，これらの研究を統合して政策決定者に対して適切な

メッセージを出さなければならない。この基本的な政策

ニーズに応えるため，社会環境システム研究領域の研究

が推進されている。この領域の主たる研究活動は，（１）

個々の基礎的研究を統合するコンピュータモデル開発，

政策評価のためのシステム分析手法開発，そしてこれら

のモデルや手法を用いた政策分析から構成される「政策

統合評価研究」，（２）環境経済学，国際政治学等，環境

問題の解明・解決に不可欠の「社会科学研究」，さらに，

（３）環境情報の体系化やリモートセンシング手法の開

発を担う「情報解析研究」の３つに大きく分類される。

そして，統合評価モデル，資源循環，環境計画，環境経

済，情報解析の５つの研究をベースにして，重点特別研

究プロジェクトや政策対応型調査・研究，地球環境研究

センターと連携して，各種の政策ニーズに対応した質の

高い研究を推進してきた。

　具体的な研究内容としては，経済発展と環境保全をめ

ざしてアジア地域にイノベーションの導入を図る国際共

同研究，環境産業の効果や生態系の価値を評価するため

の新しい経済モデル開発，ライフサイクルアセスメント

やマテリアル・フロー解析などの循環型社会形成のため

の定量的分析手法の開発，地球環境保全に関する国際的

な環境外交交渉の分析，環境保全のための経済的インセ

ンティブの計量，環境意識や環境関連の消費に関する国

際比較，森林，草原，湿原等の自然環境を保全するため

の衛星によるリモートセンシング手法の高度化，リモー

トセンシング・データによる生態系モニタリング手法の

改良，生態系の変化を予測するための数理モデルの開

発，などがあげられる。

　この研究領域の成果は，国連環境計画（����），気

候変動政府間パネル（����），経済協力開発機構

（�����，千年紀生態系評価（��），アジア環境大臣会

合（��������）等の国際機関，日本，中国，インド，韓

国等のアジアの政府機関，東京都や愛知県等の我が国の

地方公共団体，民間企業やの環境���などの非政府組

織などで活用され，具体的な国内外の政策ニーズに応え

ている。

１．２　化学環境研究領域

　人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環とそれに基づく環境の変化，また複雑

化，多様化する有機物質の汚染とその環境リスクを理解

し，それらの課題を解決するため科学的知見を集積する

ことが重要である。このため化学環境研究領域において

は，環境における物質の計測，地球レベル或いは地域レ

ベルでの動態の解明，及びその生物学的な意義の解明に

関する研究を行っている。

　基盤研究部門である化学環境研究領域では，以下の４

研究室において，それぞれ独自の研究がなされている

が，研究者の多くは地球環境関連のプロジェクトや環境

ホルモン，���等の有害物質関連のプロジェクトにも

参加して研究を行っている。

　計測技術研究室は，新たな環境計測技術の開発に主眼

がおかれ，環境汚染物質分析の高感度化等，計測技術の

高度化を進めた。常温動作可能の�線検出器の開発，窒

素同位体比測定方法，及び黄砂モニタリング手法につい

て研究開発を進めた。また，環境分野におけるナノテク

ノロジーやエネルギー関連技術などについて調査を行っ

た。

　計測管理研究室では，ダイオキシン類の環境モニタリ

ングについて，土壌，底質，水生生物，大気試料などの

分析法の最適化，環境標準試料����������	
２２「土

壌」を用いた精度管理などの研究を行った。また，有害

大気汚染物質の�����による常時監視の精度とその管

理，微小空気浮遊粒子の計測とその化学分析の可能性な

どの検討を行った。

　動態化学研究室では，環境中元素の存在状態と動態の

解明並びに加速器質量分析法の開発研究を進めた。生体

中有機セレンの保存性検討，土壌酸性化モデルの検討，

�線顕微鏡によるサンゴの解析，放射性炭素測定法の微

量化手法の開発などを推進した。また，海洋における

����等の分布の解明を行った。

　生態化学研究室では，有機スズ汚染の現状とそれによ

る巻き貝の異常に関する研究を行い，アワビにおける雄

性化現象のメカニズムの解明の研究を行った。またヒ素

の環境中での化学形態変化や医薬品の生態影響解明の手

法の研究を開始した。

　以上の研究の他，主任研究官により独自の研究展開が

はかられた。すなわち，ハロゲン化メチル等地球的規模

での生物起源の揮発性炭化水素の動態などの研究を行っ

た。

１．３　環境健康研究領域

　環境健康研究領域においては，環境有害因子（窒素酸

化物・ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，ダイオキ

シンや環境ホルモンなどの有害化学物質，重金属，花

粉，紫外線等）が，いかにヒトの健康に影響を及ぼすか
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に関する実験的・疫学的研究を行っている。上記の環境

有害因子の健康リスクに関する文献レビューをとりまと

めた。また，研究員の一部は筑波大学の連携大学院併任

教官として，あるいは環境行政に係る国内外の専門委員

会委員として活動している。

　分子細胞毒性研究室では，ダイオキシン類が免疫機能

や生殖機能，胎盤機能に及ぼす影響の解析を進め，個体

の発生や細胞の分化段階でダイオキシンに対する感受性

が高い時期を特定した。これらの時期において，影響と

関連する遺伝子やタンパクについて検索中である。また

ダイオキシン感受性の種差について，ダイオキシン受容

体として働く������������	�
��������の一次構造との

関連について検討した。

　生体防御研究室においては，低濃度大気汚染物質が免

疫系のみならず脳神経系に与える影響を解明しその相互

作用について明らかにするために，抗原感作したマウス

における脳内での神経ペプチド産生に及ぼす影響につい

て検討を行った。また，大気汚染物質の影響評価のため

のラット気道上皮細胞を用いた新たな気道上皮組織の構

築について研究した。

　健康指標研究室では，主として，ヒ素化合物の癌関連

遺伝子の発現に及ぼす実験的研究，代謝動態に関する速

度論的研究，毒性発現機構，曝露指標に関する研究など

が行われた。また，マクロファージの粒子貧食に係わる

分子種の同定，植物由来エストロジェン様物質が骨代謝

に及ぼす影響に関する研究が行われた。

　疫学・国際保健研究室においては，人間集団を対象と

した環境保健指標の開発のため，人口動態死亡統を用い

た浮遊粒子状物質濃度と循環器疾患，呼吸器疾患による

死亡との関連解析，ならびにゴミ焼却施設等のデーター

ベース作成と各種健康影響との関連性について解析を開

始した。中国における都市大気汚染による健康影響と予

防対策に関する国際共同研究では，瀋陽市において二酸

化硫黄，粒子状物質濃度の環境測定と住民の個人暴露調

査を開始し，小学生を対象にした肺機能検査，質問票調

査などによる呼吸器影響の調査を実施した。

１．４　大気圏環境研究領域

　大気圏環境研究領域では，地球温暖化を始めとする地

球環境問題への取り組み，環境の総合的管理（都市域の

環境対策，広域的環境問題），開発途上国の環境問題，

環境問題の解明・対策のための監視観測，の各重点研究

分野において，地球温暖化，成層圏オゾン層破壊，酸性

雨といった地球規模の環境問題や，都市の粒子状物質大

気汚染問題に代表されるような地域的な環境問題を解決

するための基礎となる研究を推進した。本年度は，２課

題の特別研究，３課題の奨励研究，１６課題の経常研究，

１２課題を越える外部資金による研究を行ったほか，地

球温暖化研究プロジェクト，成層圏オゾン層変動研究プ

ロジェクト，��２．５・���研究プロジェクト等の併任メ

ンバーとして，また地球環境研究センターの併任または

協力研究者として，プロジェクト研究推進への協力を

行った。

　大気物理研究室では，大気海洋結合気候モデルを用い

た温室効果ガスおよびエアロゾルの増減に伴う将来の気

候変化のシミュレーション等，気象学・大気物理学を基

礎とした大気循環および物質循環の研究を行った。

　大気反応研究室では，気相の化学反応の研究と大気中

の反応性微量成分およびエアロゾルの化学成分の観測に

関する研究を室内実験，野外観測の両面からそれぞれ

行った。

　遠隔計測研究室では，レーザーレーダー（ライダー）

を用いた観測研究や手法の開発を行うとともに，地上，

研究船を利用した黄砂エアロゾルや人為起源エアロゾル

の輸送機構，西部太平洋地域のエアロゾルと雲の立体分

布と光学特性に関する，広地域にわたる観測的研究を行

い解析を行った。

　大気動態研究室では，温室効果気体および関連物質の

動態を調べるため，濃度の長期観測や同位体比の測定を

行った。また廃坑を利用した人工雲実験を行い，樹木に

対する微小水滴沈着の実験を行った。

　酸性雨研究チームでは，酸性大気汚染物質の樹木沈着

ならびに環境汚染のタイムカプセル樹木入皮に蓄積した

汚染物質（鉛及びヒ素）の時系列変化に関する測定を

行った。また，越境大気汚染の定量化のため，冬季の大

気汚染物質の観測，発生源インベントリーの精緻化，

ソース・リセプターマトリックスの作成を行った。

１．５　水土壌圏環境研究領域

　水土壌圏環境研究領域では，酸性雨，海洋汚染といっ

た地球環境問題，及び湖沼・海域の水環境保全や水質改

善などの地域環境問題に関して現象解明，影響評価，予

測，環境改善手法開発等の基礎的研究を行っている。本

年度は地球環境研究２課題，受託研究１課題，民間委託

研究１課題，経常研究１０課題，奨励研究１課題，特別

研究２課題，環境保全調査等委託費１課題，環境保全調

査等請負費１課題，国立機関再委託費１課題，原子力試

験研究１課題，文部科学省・科学研究費補助金による研

究２課題を行った。

　水環境質研究室では，分子生物学的手法を用いた微生
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物の環境中での挙動を研究した。機能遺伝子に対する定

量的���によって漂着重油の生分解過程における分解

菌の挙動解明と，淡水中での藍藻類の増殖活性測定に用

いるプローブの設計を行った。

　土壌環境研究室では，次世代技術利用金属（銀，イン

ジウム，ビスマス，アンチモン，錫など）の土壌中動態

を土壌環境シミュレーター実験により，また，土壌生態

系への影響を微生物培養試験により検討した。アルミニ

ウムの土壌から水圏への溶出と水圏での滞留の機構に関

する調査・研究や，バイカル湖堆積物の元素組成を指標

にした古環境の復元なども行った。

　地下環境研究室では，深層地下水揚水に伴う地盤沈下

機構に関する調査研究を行った。また，新たに湖沼底泥

から得られた柱状試料の年代測定と化学分析による水・

土壌圏の化学物質汚染の履歴に関する研究を開始した。

　湖沼環境研究室では湖沼を含む流域圏における溶存有

機物（���）の存在形態や量を測定し，流域発生源モ

デルと湖内３次元流動モデルを用いて，湖水中の���

および難分解性���の場所的・季節的変動を把握した。

また，���の特性・機能・水生生態系への影響の定量

評価手法を改善し，流域由来の汚濁負荷変動による湖水

���の変化と，その変化が植物プランクトン増殖・種

組成等に及ぼす影響を検討した。

　海洋環境研究室では人為影響による海洋汚染および海

洋における物質循環の変動に関する研究を行った。「グ

ローバル水循環系のリン・窒素負荷増大とシリカ減少に

よる海洋環境変質に関する研究」および「サンゴ礁生態

系の撹乱と回復促進に関する研究」を行ったほか，ノリ

変色問題に関連して「有明海における高レベル栄養塩濃

度維持機構に関する研究：適正な浅海域管理をめざして」

を行った。

１．６　生物圏環境研究領域

　生物圏環境研究領域では，分子レベルから生態レベル

までの生物にかかわる基礎・応用研究を推進している。

本年度では奨励研究を含めて１２課題の経常研究，１課

題の特別研究を行った。また，地球環境研究総合推進費

による研究７課題，科学技術振興費による研究１課題，

科学技術振興調整費による研究１課題，文部科学省・科

学研究費補助金による研究４課題，他省庁からの委託に

よる研究２課題が推進された。

　生態系機構研究室では，湿地生態系（湿原・湖沼・河

川・干潟）及び高山生態系の構造と機能を解明する研究

を行った。絶滅のおそれのある野生生物の生息する自然

環境の保全と復元・再生について調査した。尾瀬沼では

帰化・在来水生植物の分布と底質調査を実施し，河川渓

流や河口の汽水域では自然環境保全のため評価手法を検

討した。また，植物体と底泥から放出されるガスフラッ

クス測定をほ場のヨシ群落で行い生態系機能の評価法を

検討した。

　系統・多様性研究室では，微生物や底生動物の機能，

形態，遺伝子の多様性に関して，１）東南アジアにおけ

る微細藻類多様性の基盤整備のための分類学的調査�

２）干潟のセルロース分解機能の時・空間変動の評価法

の確立　３）ユスリカの幼虫による分類と環境選好性の

検討　４）アオコ毒遺伝子を安定して検出する実験系の

確立　５）地衣類一個体中に共生する複数種の藻類を遺

伝子マーカーにより同定する実験系の確立　６）藻類資

源の中核的拠点としての機能の整備などの研究を行っ

た。

　熱帯生態系保全研究室では，熱帯地域の人間活動の結

果発生する生態系変化の現況を把握し，地域全体の生態

系管理へむけた手法を開発することを目的として，マ

レーシア半島部のモデルサイトにおいて，１）森林認証

制度支援のための生態系指標の開発　２）多様性評価の

ためのラピッドアセスメント開発　３）地域社会におけ

る生態系管理へのインセンティブ導入のための研究を行

なった。また，高山草原における炭素動態と温暖化影響

を明らかにするため，中国青海高山草原定位站で生物気

象環境・���と���フラックスの観測，光合成・蒸散

及び土壌呼吸の測定を行い，草原生態系の炭素動態の季

節変化を検討した。

　分子生態毒性研究室では，様々な環境要因が原因と

なって植物に生じるストレスとそれに対する植物の耐性

機構を分子レベルで明らかにすることを目的に，シロイ

ヌナズナの環境ストレス感受性突然変異体の単離とその

解析を行っている。これまでに単離したオゾン感受性変

異体のうち５系統について原因遺伝子の染色体上のおよ

その位置を決定した。さらにそのうちの１系統について

生理学的解析を行い，それがジャスモン酸低感受性であ

ることを発見した。

１．７　地球温暖化の影響評価と対策効果プロ

ジェクトグループ

　地球温暖化問題は今，巨大な不確実性を抱えながら

も，現象解明から対策研究へとその重点を移しつつあ

る。京都議定書の達成が緊急の課題になり，さらに，

２０２０年から２０３０年を目指した対策や今後一世紀にわた

る長期的な対応のあり方が問われている。しかも，残さ

れている現象面の色々な不確実さを解明していかなけれ
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ばならない。

　本プロジェクトは，過去１０年以上にわたって蓄積さ

れた研究成果を基礎にして，これらの新しい研究ニーズ

に体系的に応えることを目的とする。このため，経済発

展・気候変動及びそれらの影響を統合的に評価するモデ

ルを開発・適用して，京都議定書及びそれ以降の温暖化

対策が地球規模の気候変動及びその地域的影響を緩和す

る効果を推計する。そして，中・長期的な対応方策のあ

り方を経済社会の発展の道筋との関係で明らかにし，こ

れらの対応方策をアジア地域の持続可能な発展に融合さ

せる総合戦略について検討する。また，フィールド観

測，遠隔計測，統計データ等をもとに，陸域と海洋の吸

収比，森林の二酸化炭素吸収�放出量・貯留量，二酸化

炭素の海洋吸収とその気候変動に対する応答等を推計

し，炭素循環とその変動要因を解明する。

　本研究は，「炭素循環研究」と「統合モデル研究」の

二つの分野に分けて，炭素循環，炭素吸収源評価，社会

経済・排出モデル，気候モデル，影響・適応モデルの５

つの研究チームによって実施している。本年度の主要な

研究成果としては，炭素循環研究分野においては，モニ

タリングのための施設や体制を整えることができ，今ま

での観測をもとにしていくつかの分析結果を出せたこ

と，統合モデル研究分野においては，気候モデルについ

て再現実験が終了してモデルの高分解能化・高精度化へ

の準備が整ったこと，統合評価モデルについて主要なモ

デル開発が進み，各種のシミュレーション結果を国際機

関や政府などに提供することができたこと，などがあげ

られる。これらの研究成果は，����（気候変動に関する

政府間パネル），��（千年紀生態系評価），����（国連

環境計画），����（経済開発協力機構），��������（ア

ジア太平洋環境大臣会合），中韓環境産業円卓会議など

の国際機関，日本，中国，インド，韓国，タイなどの政

府，東京都，愛知県等の地方公共団体，民間企業，

���などの非政府団体に活用された。また，中国，イ

ンド，タイ，韓国，マレーシア等のアジアの発展途上国

との共同研究を通じて，これらの国々のキャパシティ・

ビルディングにも貢献した。

１．８　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機

構解明プロジェクトグループ

　本プロジェクトでは，高緯度域を対象にした人工衛星

搭載センサー（衛星観測），及び中緯度域に設置した地上

遠隔計測機器等によるオゾン層の観測を行い，オゾン層

変動の監視やオゾン層変動機構の解明に資するデータを

国内外に提供する。さらに，データ解析，モデリング等

によりオゾン層変動機構に係る科学的知見の蓄積を図

り，将来のオゾン層変動の予測，検証に貢献することを

目的としている。このため，衛星観測研究チーム，地上

リモートセンシング研究チーム，オゾン層モデリング研

究チームの３チーム体制で，以下に示す研究に当たって

いる。

（１）衛星搭載センサーによるオゾン層変動の観測

　改良型大気周縁赤外分光計（����）取得データの処

理システムの改良とその検証を行い，新たなバージョン

のデータプロダクトを公表した。平成１４年１２月に打ち

上げられた人工衛星搭載オゾン層観測センサー�����

Ⅱ（環境省が開発）の初期チェックを行った。また

������Ⅱによって取得される観測データを処理し，国内

外に向けてデータプロダクトを提供するための準備を

行った。

（２）地上リモートセンシングによるオゾン層変動の監視

　地球環境研究センターと連携しつつ，つくば（国立環

境研究所）及び陸別（陸別成層圏総合観測室）における

地上からのオゾン層モニタリングの継続実施ならびにモ

ニタリングデータ質の向上やモニタリング手法の改良に

取り組んだ。国際的観測ネットワークである����へ

の観測データの提供に向け，データ取得・再解析を進め

ると共にデータの質の検証を行った。

（３）オゾン層変動の解析とモデリング

　極域オゾン層変動に係る物理・化学的に重要な要素プ

ロセスについて，����ならびに������Ⅱデータやその

他の観測データ・気象データの解析を通し，オゾン破壊

機構の解明や仮説の検証，さらには長期変動をもたらす

因子の抽出とそのオゾン変動に対する寄与の見積もりを

行った。さらに，北極域での脱硝酸過程（脱窒過程）の

定量化や極渦内および周辺部でのオゾン分解速度の定量

化を行った。また，成層圏での力学および化学過程を組

み込んだ三次元モデルの開発にも取り組み，とモデル数

値実験を通した���漸増に応答するオゾン層変動の数

値実験を行い，その数値実験結果をもとにオゾン層変動

の原因を調べた。これまでのオゾン層の長期変動のシ

ミュレーション実験を通した長期変動要因の解明とし

て，低緯度での低濃度オゾン領域の変動について調べ

た。

１．９　環境ホルモン・ダイオキシン研究プロ

ジェクトグループ

　環境ホルモン（内分泌撹乱化学物質）及びダイオキシ

ン類のリスク評価と管理の手法の開発研究を行うプロ

ジェクト研究グループであり，以下の７つの研究チーム
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を中心にして研究展開をはかってきた。

　①　計測・生物検定・動態解明研究チームでは，内分泌

撹乱化学物質の機器分析や受容体依存的な生体反応を検

知する生物試験法の開発を行うと共に�これらを化学物

質のスクリーニング評価や環境モニタリングに適用し

た。

　②　生体機能評価研究チームでは，内分泌撹乱化学物

質の，特に脳・神経系への影響を評価するための測定解

析手法の評価を行い，内分泌撹乱化学物質の影響の評価

を行った。人の脳観察の手法として，高磁場���の開

発・応用をすすめた。

　③　病態生理研究チームでは，内分泌撹乱物質の免疫

系への影響を評価するための解析手法の開発を行うと共

に，化学物質と我が国において急増している各種のアレ

ルギー疾患との関連について研究した。

　④　生態影響研究チームでは，巻貝類，魚類，鳥類な

どの野生生物における個体数減少，性比の変化，生殖器

奇形などの異常の有無等についてフィールドを設定して

明らかとする研究を行った。また実験室内試験として，

無せきつい動物及びメダカ等の試験生物で内分泌撹乱化

学物質の影響のバイオマーカーを明らかとする研究を

行った。

　⑤　健康影響研究チームでは，ダイオキシンの人・生

殖・発生影響にかかわるリスクを評価するため母乳細胞

での����������等の発現や，マウス胎児での

����応答遺伝子探索等の生体影響評価指標（バイオ

マーカー）の開発研究を行った。

　⑥　対策技術チームでは，内分泌撹乱化学物質やダイ

オキシンの処理技術の開発を進めた。また，ダイオキシ

ンの発生や排出抑制のための簡易計測法の開発を行った。

　⑦　総合化研究チームでは内分泌撹乱化学物質やダイ

オキシンの管理と評価のために，地理情報システムを

ベースとした情報システムの構築を行い，環境予測や汚

染分布等の解析及び発生源対策に役立てる総合的な手法

を開発した。

１．１０　生物多様性の減少機構の解明と保全プロ

ジェクトグループ

　生物多様性減少の多くの原因のなかで，生息地の破

壊・分断化と侵入生物・遺伝子組換え生物に着目し，生

物多様性減少の防止策並びに適切な生態系管理方策を講

じるための科学的知見を得ることを目的にする。このプ

ロジェクトでは，ある地域内の生物種数や種多様性だけ

を生物多様性と呼ぶのではなく，地域固有の生物が存在

することが生物多様性の重要な側面であると考える。ま

た，生物多様性には遺伝子，種，生態系の３つのレベル

が存在する。各レベルの生物多様性を空間的な広がりの

中でとらえ，それに対する人間活動の影響を評価する。

　生物個体群研究チームは，土地利用変化による生物生

息域の喪失が生物個体群の存続に与える影響を評価する

ために，生物近縁種間及び種内地域個体群間の相互関係

の生態遺伝学的解析や地理情報システムによる生息適地

推定モデルの開発を行っている。

　多様性機能研究チームは，流域を構成する様々なラン

ドスケープを客観的に定義し，その質，量，およびその

配置と生物多様性との関係を導き出すことによって，ラ

ンドスケープの分断・縮小などの人為的改変が，生物多

様性におよぼす影響を評価している。そして生態系保全

を流域レベルの空間スケールで行うための生物多様性予

測モデルの開発を行っている。

　群集動態研究チームは，生物の多様性の形成と存続の

メカニズムの解明を目的として，生物群集のシミュレー

ションモデルを開発して研究を進めている。特に（１）

森林生態系の個体ベースモデルと，（２）進化的な時間

スケールでの群集の動態を表現するモデルを用いた研究

に重点をおいて，現実の生態系との対応関係を検討しつ

つ理論的な解析を進めている。

　侵入生物研究チームは，侵入生物が在来生物種および

生態系に及ぼす影響を調べるために，侵入生物の生態学

的特性，起源，分布拡大状況などの情報を収集するとと

もに，野外調査および実験系によって侵入生物と在来生

物の間の生物間相互作用について生態学的・集団遺伝学

的・生化学的に分析を進めている。

　分子生態影響評価研究チームは，外来遺伝子を植物に

導入した時の宿主への影響および環境中における組換え

体の野生種への影響を調査するための手法を開発してい

る。また，遺伝子組換えダイズとその近縁野生種である

ツルマメの交配種を作製し，導入した遺伝子の安定性の

調査を行っている。さらに，遺伝子組換え微生物を導入

したときの微生物生態系への影響を調べるための新たな

手法の開発を目指し，環境中の微生物遺伝子に及ぼす影

響を検討している。

１�１１　東アジアの流域圏における生態系機能の

モデルと持続可能な環境管理プロジェクト

グループ

　２１世紀の日本及びアジア・太平洋地域における均衡あ

る経済発展にとって，森林減少，水質汚濁，水資源枯

渇，土壌流出等の自然資源の枯渇・劣化が大きな制約要

因となりつつある。こうした環境問題に対処するために
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は，環境の基本ユニットである『流域圏（山～河川～

海）』が持つ受容力を科学的に観測・把握し，モデル化を

行うことにより環境受容力の脆弱な地域を予測した上

で，環境負荷の減少，環境保全計画の策定，開発計画の

見直し，環境修復技術の適用等環境管理を行っていくこ

とが最も必要である。本プロジェクトは，東アジアを対

象として，流域圏が持つ生態系機能（大気との熱・物質

交換，植生の保水能力と洪水・乾燥調節，水循環と淡水

供給，土壌形成と侵食制御，物質循環と浄化，農業生産

と土地利用，海域物質循環と生物生産など）を総合的に

観測・把握し，そのモデル化と予測手法の開発を行うも

のである。�

　衛星データ解析チームでは，アジア・太平洋地域を対

象として，広域の地表面を定期的に観測することのでき

る各種の衛星センサ（���������	
，���������	な

ど）を利用することにより，環境の変化を実証的に把握

し，自然資源の持続的管理に資する情報を得ることを目

的としている。具体的には，土地利用・土地被覆及び生

態系の現状と変化の把握，重要サイトと攪乱サイトの同

定，温暖化や砂漠化による影響の監視などを行ってい

る。

　海域環境管理研究チームでは，都市・流域における健

全な水・物質循環の再生と，生物多様性を支える自然共

生型環境を創造することを目標とし，流域圏全体を統合

管理し，環境資源を経済的に評価するモデル等を構築

し，統合化したモデルを東京湾流域圏の適用し，「降水

流出制御，「水質改善基盤」，「有機物循環」，「土地利用

制御」という観点から，東京湾再生を具現化する政策シ

ナリオの提言にいたる研究を行っている。

　流域環境管理研究チームでは，中国内陸部の経済発展

のため推進されている長江・黄河の内陸開発推進のため

の三峡ダム，長江から黄河への導水事業（南水北調）な

どの大規模水資源開発に伴う流域生態系，農業生産及び

水資源保全に与える影響を予測し，持続可能な発展をも

たらすために陸域環境統合モデルの確立を国際的連携の

もとに行っている。

１．１２　大気中微小粒子状物質（��２．５）・デイー

ゼル排気粒子（���）等の大気中粒子状物

質の動態解明と影響評価研究プロジェクト

グループ

　��２．５や���を中心とした粒子状物質による大気汚

染の，発生機構から影響評価までを一貫して研究する。

発生源特性，測定方法，環境大気中での挙動，地域濃度

分布及び人への曝露量予測，動物曝露実験による閾値の

推定，についての検討を行う。

　交通公害防止研究チームでは，シャシーダイナモ実験

や車載型計測の手法を用いて，実走行状態での発生源特

性を把握する。これとともにトンネル調査や沿道調査等

により自動車からの排気成分の実態を明らかにする。ま

た，固定発生源からの粒子状物質発生量を調査し，固

定・移動発生源からの都市，沿道��・���発生量を明

らかにする。さらに��・���対策の視点から交通・物

流システムの改善策とその効果の評価を行う。

　都市大気保全研究チームでは，風洞実験，航空機観

測，モデル解析等により，環境大気中における二次生成

粒子状物質を含む粒子状物質の動態を立体的に把握す

る。具体的には広域��２．５・���モデル，および都市・

沿道��２．５・���モデルを検証し，都市・沿道大気汚

染予測システムを構築し，このモデルを用いて発生源と

環境濃度との関連性を明らかにする。

　エアロゾル測定研究チームでは，ガス状成分，粒子状

物質計測のための各種測定手法を比較評価し，発生源と

環境における粒径別粒子状物質やガス状物質の組成や濃

度を把握する。また空間的な分布を把握するための計

測・分析手法や広域・都市・沿道��２．５・���把握の

ためのモニタリングシステムを構築する。

　疫学・曝露評価研究チームでは，地理情報システム

（���）を運用し，��２．５・���の地域分布の予測を行

う。この結果を統計解析し，それぞれの地域における曝

露量を予測する。さらに，全国・地域��２．５・���曝

露予測結果と疫学データとの関連性を解析し，健康リス

ク評価に関する資料を提供する。

　毒性・影響評価研究チームでは，実験的研究を実施し

て���の健康影響に関する知見を集積する。デイーゼ

ル排気成分の曝露実験を行い，排気中の粒子あるいはガ

ス成分の呼吸器系への影響並びに循環器系への影響を順

次解明する。これらの結果を基に，デイーゼル排気曝露

の動物への濃度―影響関係から閾値の算定を行う。

１．１３　循環型社会形成推進・廃棄物研究セン

ター

　平成１３年４月に発足した循環型社会形成推進・廃棄物

研究センター（以下，循環・廃棄物研究センター）では，

循環型社会における適正な物質循環や廃棄物管理のあり

方を研究・提案することを目的としている。その目指す

ところは２０世紀型の大量生産・大量消費・大量廃棄型の

社会から，さまざまな研究と政策のツールを駆使して，

物質循環を基本とした環境低負荷型で一次資源利用抑制

型の循環型社会を構築することにある。研究と政策の
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ツールとしては，技術，法制度，経済的手段，情報，モ

ニタリング手法などがあり，問題の対象に応じて，効果

的に組み合わせる必要がある。具体的には，環境低負荷

型・循環型社会構築に関わる研究を目指しており，「循環

型社会構築」の枕詞として「環境低負荷型」を授けてい

ることが，今後の研究推進に向けた一つの意志と考えて

いる。循環・廃棄物研究センターでは，循環型社会への

転換を支援するための評価手法や基盤システム整備に関

する研究を一つの核にとらえている。廃棄物の発生から

再資源化・処理及び処分にいたるまでの様々な局面での

廃棄物問題について，廃棄物の発生抑制や資源化，適正

処理に関連した対策技術やシステムの開発，評価なども

重要な研究対象となる。また，有害物質の管理やリスク

管理を念頭においた現象解明的研究から制御に関する研

究もカバーして，研究を進めている。

　現在の重点課題は政策対応型調査・研究として，２００１

年から５年間の中期計画で策定された４つの研究テーマ

で，１）循環型社会の評価手法と基盤整備に関する研究

２）廃棄物の資源化・処理・処分技術の研究　３）循環

廃棄に関連する総合的なリスク制御手法に関する研究�

４）液状廃棄物の環境低負荷・循環技術の研究である。

環境保全を図りつつ，一次資源利用と廃棄物発生を抑制

し，再利用する物質の流れを創り上げ，適正な廃棄物の

管理を行うことをめざした研究である。

　本年度は，１）循環型社会の評価手法と基盤整備に関

する研究では，産業連関表と廃棄物統計との結合による

廃棄物発生構造の分析やマテリアルフローに基づく循環

の指標の開発で多くの成果が挙がり，循環型社会形成推

進基本法の循環基本計画における循環指標の策定に貢献

できたものと考えている。２）廃棄物の資源化・処理・

処分技術の研究では，平成１４年３月に竣工した循環・廃

棄物研究棟を活用した有機性廃棄物の乳酸発酵やアンモ

ニア回収技術の開発研究，安定型処分場における硫化水

素発生防止対策，またリンの高度除去技術とリン回収再

資源化技術の開発に取り組んでいる。３）循環廃棄に関

連する総合的なリスク制御手法に関する研究では，��

レセプター結合アッセイや酵素免疫測定系アッセイの廃

棄物への応用研究で多くの成果を挙げることができた。

１．１４　化学物質環境リスク研究センター

　化学物質汚染は，ダイオキシン類，内分泌攪乱化学物

質など，新たな汚染が顕在化するたびに複雑化，多様化

し，そのリスク管理はますます難しくなっている。化学

物質環境リスク研究センターは化学物質の環境リスク管

理に係る政策を支援する政策対応型調査・研究を実施す

るために設けられた組織であり，リスク管理の基本とな

るリスク評価の３つの主要な要素である，曝露評価，健

康リスク評価及び生態リスク評価をそれぞれ担当する３

つの研究室から構成されている。

　当センターでは，化学物質のリスク評価・管理に係る

課題を現行のリスク管理政策からの要請に対応して，あ

るいはリスク管理政策の将来的な展開に向けて，幅広い

課題を対象としているが，化学物質に係わる所内の関連

研究との整合・連携を図りながら，化学物質の曝露や有

害性に係る知見やデータを創出するとともに，それらを

統合・解析して環境リスクを評価・管理する手法を開発

することを目指している。また，これらの手法を用いて

環境リスクの現状を評価し，結果を公表することによ

り，化学物質環境リスクの適正な管理に向けて社会的合

意形成に資する情報を提供することを目的としている。

　平成１７年度までの中期計画では，政策対応型調査・研

究として「化学物質環境リスクに関する調査・研究―効

率的な化学物質環境リスク管理のための高精度リスク評

価手法等の開発に関する研究」を実施している。この研

究では，リスク管理を推進する上で解決すべき課題とし

て，現時点では対応できていないリスクの管理と増大す

るリスク管理コストの適正化の２つの観点から，曝露評

価，健康リスク評価，生態リスク評価及びリスクコミュ

ニケーション手法の研究を行っている。

　本年度は中期計画の２年度目として，曝露評価は変動

を考慮した曝露評価手法と少ない情報に基づく曝露評価

手法，健康リスク評価は感受性を考慮したリスク管理手

法，複合曝露による健康リスク評価手法とバイオアッセ

イ手法の実用化，生態リスク評価は生物種別の毒性試験

結果に基づく生態リスク評価手法の高度化や底質等の生

態毒性試験法について研究を進めるとともに，リスクコ

ミュニケーションの促進に向けて既開発のデータベース

の充実とリスク情報の提供方法を検討した。

　また，化審法の審査，環境リスク初期評価など，ルー

チンで行われている環境施策の支援を行うとともに，土

壌汚染対策法の制定や化審法の改訂など，法制度の整備

に向けて必要となるデータや知見を提供した。

１．１５　地球環境研究センター

　地球環境問題は，近代科学のめざましい発展のもと，

人口の増加・エネルギーと資源の大量消費などにより，

過去に類のない繁栄を享受しているところに起因してい

る。こうした状況に直面し，地球環境問題解決の国際的

機運が高まっている反面，科学的理解が不十分なため，

実際の対策をとる国際的・国内的合意が形成されにくい
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のが現状である。例えば，地球温暖化に関しては気候変

動枠組み条約（������）が１９９２年に締結され，地球

温暖化防止京都会議（���３）で削減目標が設定され

たが，例えば議定書で取り決められた森林の二酸化炭素

吸収については科学的根拠に基づいた評価は困難である

こと，将来の二酸化炭素濃度安定目標もいまだ科学的に

十分な根拠を持って提案できていないこと，将来どこで

どの様な影響が出るかも不確実であるなど，国際社会の

疑問に対し研究側が十分応えられていない。

　地球温暖化や成層圏オゾン層などの研究プロジェクト

は，上記のような地球環境問題のある分野で，限られた

期間に目的とする課題を遂行するものである。地球環境

研究センターはこれらと連携しながら，もっと長期的視

点で知的基盤を整備する研究として，以下の業務を実施

している。

　地球環境問題は容量的な問題であり，長期の人為活動

の蓄積が徐々に地球規模の問題を引き起こしている。そ

のため大気，海洋，生物圏のモニタリングを実施し，そ

の長期の変動を把握すると共に，それから変動の要因を

抽出しメカニズムを解明する研究にデータを提供してい

る。内容的には　①成層圏オゾン破壊と有害紫外線　②

温室効果ガスの発生，大気蓄積，森林や海洋吸収　③水

資源�水質などの分野で地球規模の視点でモニタリング

を実施している�また，将来を予測するためのモデル構

築に必要な地理的情報や社会・経済的データを提供し，

スーパーコンピュータを整備し地球環境の変動を予測す

るモデル研究を支援している。（モニタリング，データ

ベース，研究支援）

　地球環境問題の第二の特徴は，問題が相互に強くリン

クしていることである。例えば，二酸化炭素放出源とな

る森林伐採は種の多様性も減少させているし，温暖化の

進行は脆弱な自然を破壊し，海面上昇は農地を奪い，森

林の農地転用を促進させることが予想される。従って，

地球環境問題の研究においては俯瞰的・総合的視点で推

進することが必要であり，地球環境研究センターは地球

環境研究者の相互理解を増進し，国の内外の共同研究を

促進することを大きな柱としている。例えば，アジアの

陸域生態系の炭素収支を観測する��������事務局，我

が国の温室効果ガス排出インベントリーを取りまとめる

インベントリーオフィスなどを開設した。����，

����，����が実施する国際炭素プロジェクトの国際

オフィス開設の準備を進めている。（研究の総合化）

　地球環境問題の第三の特徴は，あらゆる年齢・階層・

職業の人々が，地球環境問題の深刻さを理解し，それを

解決するために努力することを必要としていることであ

る。地球環境研究センターは研究成果を広く理解しても

らうために，分かりやすい広報活動にも力を尽くしてい

る。我が国や国際的研究動向を伝える『地球環境研究セ

ンターニュース』の毎月発行，ホームページの充実，マ

スコミや地球環境教育への協力などを実施している。

１．１６　環境研究基盤技術ラボラトリー

　環境研究基盤技術ラボラトリー（基盤ラボ）が業務と

するのは（１）環境標準試料の作成と分譲（２）環境試

料の作成と長期保存（３）共通機器の管理（４）環境微

生物の収集・保存と分譲（５）絶滅危惧生物の細胞・遺

伝子保存および（６）生物資源情報の整備などである。

本年度は（１）環境標準試料として前年度作成した茶葉

試料の重金属および難分解性有機塩素化合物の保証値の

決定を行った。また，有償分譲数は９６件であった。

（２）環境試料の長期保存では東京湾における底質試料

および魚介類試料を収集した。また，環境試料を液体窒

素下で長期保存する施設（環境試料タイムカプセル棟）

の設計を行った。本施設は平成１５年度末完成予定であ

る。（３）共通機器では使用料を徴収しており，徴収額

（年間役６００万円）は機器の運転に必要なガスの購入費

用とした。また，共通機器を使用形態に応じて３つのグ

ループに分類し，体制の整備を行った。（４）環境微生

物の収集・保存と分譲では微細藻類とくに藍藻類を中心

に収集・保存と分類学的同定を行った。また，分譲可能

な株のリストはホームページから検索・分譲依頼ができ

るように整備され，データは逐次更新されている。本年

度の有償分譲株数は４２４件であった。（５）絶滅危惧生

物の細胞・遺伝子保存ではトキの凍結細胞および臓器を

早稲田大学から引き継ぎ，生物保存棟内の液体窒素容器

中で保存している。また，シャジクモやチスジノリ等の

絶滅危惧藻類の保護栽培を前年度に引き続いて行った。

年間５株のペースで収集を行っている。（６）生物資源

情報では，生物資源に係わる情報・分類・保存に関する

国際的協力活動を展開し，国内外の生物資源ネットワー

ク体制の構築に向けた準備を進めた。

　研究として地球環境研究総合推進費で（１）アジアに

おける水資源域の水質評価と有毒アオコ発生モニタリン

グ手法の開発に関する研究（２）アジア・オセアニア生

物多様性減少解決イニシアチブ。科学技術振興調整費で

（３）生物多様性情報基盤の先導的構築，そして所内研

究調整費から（４）分子認識サイト構築法の開発とその

環境研究への応用。奨励研究として（５）藍藻の有毒物

質（ミクロシスチン及び����ミクロシスチン）の発ガ

ン促進作用に関する研究，また，知的基盤研究として
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（６）化学形態分析のための環境標準試料の作成と評価

に関する研究　（７）微生物系統保存施設に保存されて

いる微細藻類株の分類学的情報の収集とデータベース化

に関する研究および環境試料長期保存（スペシメンバン

ク）に関する研究を行った。これらの研究は研究計画通

り進展し，期待通りの成果が得られた。
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Ⅲ　重点特別研究プロジェクトおよび�
政策対応型調査・研究の概要



１．重点特別研究プロジェクト

１．１　地球温暖化の影響評価と対策効果

１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔研究課題コード〕０１０５��０１１

〔代表者〕井上　元（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループサブリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球温暖化を引き起こす大気中の二酸化炭素

などの濃度上昇は，化石燃料消費・セメント生産や農業

開発や材木消費に伴う森林減少が直接的な引き金となっ

ている。排出された二酸化炭素の約４割が大気中に残留

し，約２割が海洋に，約４割が陸域生態系に吸収されて

いると見積もられているが，特に陸域生態系による吸収

量の推定の誤差は大きい。本研究では，これら二酸化炭

素の陸域・海洋への吸収の空間的・時間的パターンを明

らかにすること，さらにそれらを支配するメカニズムを

理解することにより，気候変動下での二酸化炭素濃度の

変動を予測することを目的とする。国際的な共同研究の

枠組みの中で，①大気観測から陸域・海洋の二酸化炭素

吸収比を明らかにすること　②大気海洋の二酸化炭素平

衡測定から，海洋表層水の二酸化炭素吸収分布とその季

節変動を明らかにすること　③大気境界層の二酸化炭素

変動から広域の森林吸収を評価する手法を開発すること�

④森林の二酸化炭素収支や炭素循環を直接観測すること�

⑤その結果を広域に拡大適用するための遠隔計測手法を開

発すること　⑥林内の炭素循環のメカニズムやそれを支配

する要因を明らかにすることなどの研究を実施している。

　また，京都議定書において二酸化炭素の排出削減努力

として森林吸収を評価すること，その国際的な取引など

の仕組みができたので，その政策を支援する研究も重要

な課題である。

〔内容および成果〕

　グローバルな陸域・海洋吸収の評価を目的として，国

際的な協力の下で二酸化炭素のモニタリングが実施され

ている。本研究では，これらモニタリングと連携しつ

つ，高度な観測研究を実施している�

　陸域と海洋の二酸化炭素吸収比を推定する方法とし

て，定点での酸素濃度自動分析，太平洋上の船舶での大

気サンプリングによる酸素�窒素比・炭素同位体比観測

を開始した。同時に同位体測定結果を相互に比較し，空

間的吸収パターンを推定するため，国際的データ統合に

向けた同位体比測定の試料の調整や比較実験等を行って

いる。大気から濃縮した試料の同位体比の値付けの分散

は，目的とする０．０１‰よりも大きく全体では０．１２‰，

半値幅で０．０４‰もあることが分かり，大気中の同位体

比に近い標準試料の製造と配布体制の確率が急務である

ことが明らかになった。

　森林による二酸化炭素吸収評価を大気観測から推定す

るための基礎研究として，森林と大気境界層との相互作

用，大気境界層と自由対流圏の大気輸送などの研究を実

施している。そのため，大陸で二酸化炭素や輸送に関連

する物質の自動観測を開始した。現地で作成した第三次

標準ガスを検定しつつ観測を行う方式が，必要な精度管

理に利用できることが明らかになり，標準ガスの輸送が

困難な地域での自立的な長期観測の展望が開けた。この

観測を１０００��規模のネットワークで実施し，二酸化炭

素の収支分布を数百キロメートルの分解能で推定するこ

とを目指した，新たなプロジェクトを立ち上げつつある。

　森林における二酸化炭素収支を地上観測で評価するこ

とを目的として，苫小牧での二酸化炭素フラックス，土

壌呼吸，二酸化炭素の高度分布，炭素同位体の変動など

の自動観測・自動サンプリング装置の開発運用を実施し

ている。前年度に開発した土壌呼吸を多地点で自動連続

観測するシステムより，地温や降雨などと土壌呼吸の変

動の関連が明らかになりつつある�また，新たに幹呼吸

の自動観測システムの開発を行っている。

　遠隔計測による樹高分布，スペクトル画像の航空機観

測や定点季節変動観測を実施した。遠隔計測による樹高

分布観測データを自動解析し，樹木本数やその樹冠サイ

ズなどが抽出できた。また，樹高分布測定を定期的に実

施し，年間の地上バイオマス変動を測定できる見通しが

ついた。高分解能スペクトルデータから，植物の光合成

活性を推定する手法を開発している�

　また，京都議定書で評価される全炭素アカウンティン

グシステムに関する研究を開始し，森林モデルにより我

が国における人工林や自然林の炭素固定量の推定を行った。

　海洋吸収に関しては，北太平洋海域の商用船で行った

大気・海洋二酸化炭素分圧観測データの解析を行い，そ

の年々変動を抽出した。その結果，この地域ではエル

ニーニョの影響を受けていないと考えられる。本研究を

契機として国際的に同様な観測を行う計画が進んでお

り，その測定法の相互比較実験を行い，本研究で開発し

た装置が最も良好で国際標準機器として利用される可能

性が高まっている。

〔関連研究課題〕

０１０４��１０２� 大気中二酸化炭素の接地境界層から自由

対流圏にかけての輸送に関する基礎的研究　４１��

０２０２��３３６� 重量充填法による大気中の�����比測定

用標準ガスの調製方法の開発　４２��

０００２��１００� 生態系における安定同位体比の測定によ
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る物質フローの解明に関する研究　４３��

０１０３��１５２� １）太平洋の海洋表層二酸化炭素データ

解析による二酸化炭素吸収放出の解明に関する研究　

４）海洋二酸化炭素データ統合に関する分析標準化に関

する研究　４４��

０１０３��１５３� 鉄濃度調節が炭素循環に及ぼす影響に関

する研究　４５��

０２０４��３３８� 吸収量評価モデルの開発と不確実性解析

４８��

０００２��２６６� 東アジア生態系のフラックスネットワー

ク確立に関する研究　５０��

０１０３��１０５� 大気境界層観測による森林から亜大陸規

模の二酸化炭素吸収推定　５０��

０１０３��１５１� 大気中の酸素濃度及び炭素同位体比を指

標にしたグローバルな海洋・陸域���吸収量の変動解析

に関する研究　５２��

０１０４��２６５� 地域規模の二酸化炭素排出・吸収量評価

方法の開発　５３��

９７０２��１５４� 北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列

観測　５３��

０２０２��４４１� カラマツ群落の反射特性から個葉の分光

特性を推定するための手法に関する研究　５４��

０２０２��４５４� 気候変動モデルに必要な海洋生物化学パ

ラメータの海域別代表値の較正　５５��

０２０４��４６１� 大気・陸域生態系間の温暖化気体の交換

プロセス解明に関する基礎研究　５６��

０２０２��４６７� 半導体型メタンセンサーを用いたメタン

連続測定装置の安定化に関する研究　５８��

０２０２��４６８� 葉面反射特性とクロロフィル蛍光を利用

したユーカリの光合成活性の評価　５８��

０２０２��４７０� 極域ツンドラ土壌における溶存性有機態

窒素（���）動態を規定する生物地球化学的メカニズムの

解明：炭素蓄積および気候変動に対する応答との関連　５９��

０２０２��４７３� 植物における酸素と二酸化炭素の交換比

率に関する研究　５９��

０２０４��４７５� トップダウン（大気観測）アプローチに

よるメソスケールの陸域炭素収支解析　６０��

０２０２��４６９� 森林生態系における幹・主根呼吸の多点

自動連続測定システムの試作　２３９��

１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化

のシナリオ分析とアジアを中心とした

総合対策研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１２

〔代表者〕森田恒幸（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球温暖化問題は今，新しい局面を迎えてい

る。２０１０年に向けた対策の方針を定めた京都議定書が

国際的に合意され，その達成が緊急の課題になってい

る。また，京都議定書以降２０２０年から２０３０年を目指し

た対策のあり方について�国際的な議論が始まってい

る。さらに，今後一世紀にわたる長期的な対策のあり方

が問われている。

　本研究は，経済発展・気候変動及びそれらの影響を統

合的に評価するモデルを開発・適用して，京都議定書及

びそれ以降の温暖化対策が地球規模の気候変動及びその

地域的影響を緩和する効果を推計し，中・長期的な対応

方策のあり方を経済社会の発展の道筋との関係で明らか

にするとともに，これらの対応方策をアジア地域の持続

可能な発展に融合させる総合戦略について検討すること

を目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究プロジェクトの５年間の研究目標は以下の通り

である。

　①我が国，アジア地域，及び世界を対象とする温室効

果ガス・エアロゾル排出モデルを改良・開発し（社会経

済・排出モデル研究チーム），大気海洋結合気候モデルの

高精度化，並びに地域気候モデルの開発・高精度化を図

り（気候モデル研究チーム），さらに，水資源や農業等

への影響モデルの開発・改良に取り組む（影響・適応モ

デル研究チーム）。また，アジア全域及び主要国に適用

できる環境－経済統合モデルを開発する（社会経済・排

出モデル研究チーム）。

　②地球温暖化に関する排出・気候変動・影響，さらに

はアジア地域の経済発展と環境の関係を一貫して分析す

るため，個々のモデルをつなぐインターフェースを開発

して，モデルの統合化を図る。（気候モデル研究チーム，

影響・適応モデル研究チーム，社会経済・排出モデル研

究チーム）

　③最新の社会経済的動向や技術評価をベースにして

個々の対策技術や対策措置の効果を推計し，我が国，ア

ジア，及び世界の温室効果ガスがどの程度削減可能かを

推計し（社会経済・排出モデル研究チーム），この対策措

置を前提とした排出シナリオを基にして，全球的及び地

域的に気候変動がどの程度緩和されるかを推計するとと

もに，これらの推計における不確実性の度合い及びその

要因について評価する（気候モデル研究チーム）。さら

に，気候変動の緩和を前提にして，このような緩和が社

会的・環境的影響をどの程度軽減させるかについてアジ
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ア地域を中心に推計し，これらの影響に適応可能かどう

かを検討するとともに，推計の不確実性の度合い及びそ

の要因について評価する（影響・適応モデル研究チーム）。

　④以上のシナリオ分析を基にアジア地域の総合的対策

の在り方を明らかにするため，アジアの経済発展と温暖

化対策，さらには温暖化対策と他の環境対策との関係を

分析する。特に，温暖化対策を含む環境対策分野のイノ

ベーションのポテンシャル及びその実現のための投資の

緊急性を評価する（社会経済・排出モデル研究チーム）。

　⑤分析結果を各種背景データと有機的に関連づけて戦

略的データ・ベースを構築し，研究の普及を図るととも

に，アジア途上国への分析技術の移転を図る。（社会経

済・排出モデル研究チーム，影響・適応モデル研究チーム）

　本年度における成果は，まず，社会経済・排出モデル

の開発については，エネルギー関連排出モデルを改良し

て非���ガスの排出に適用するとともに，汎用化を進

めた。また，経済・マテリアル統合モデルを開発してイ

ンド・中国に適用するとともに，�簡略型統合モデルを改

良して世界に拡張した。さらに，多地域多部門一般均衡

モデルの開発を進めるとともに，モデルを用いたシナリ

オの定量化の作業を進めた。これらの成果は，政府，

����，��，エコアジア等で活用された。

　気候モデルの開発については，大循環モデルの今まで

のシミュレーション結果を精査してモデルの改良方針を

明確化するとともに，大循環モデルの高分解能化・高精

度化を進めた。また，各種の気候および地球環境のモニ

タリングデータを収集し，エアロゾル等の排出データ

ベースを作成することにより，過去の歴史の再現実験を

行った。

　影響モデルの開発については，����に基づく気候シ

ナリオデータを作成し影響評価へ適用した。また，水資

源影響モデルの改良によりアジア地域の水需要推計に適

用するとともに，適応政策分析用経済モデルを開発し

て，中国の河川投資評価に適用した。さらに，温暖化影

響の経済へのフィードバックを推計するために，農業影

響の経済成長への影響を評価するとともに，影響評価の

ための新しい経済モデルの開発に着手した。

〔関連研究課題〕

０２０２��４７４� �������分析計出力連続校正システム

の開発と校正頻度がフラックス測定精度に与える影響の

評価　５９��

０００２��０２４� 脆弱性評価指標と脆弱性マップに関する

研究　６３��

０２０４��３４３� 地球温暖化の生物圏への影響，適応，脆

弱性評価に関する研究　６４��

０００２��０３５� アジア太平洋地域統合モデル（���）を

基礎とした気候・経済発展統合政策の評価手法に関する

途上国等共同研究　６４��

０００２��０８０� 気候変動の将来の見通しの向上を目指した

エアロゾル・水・植生等の過程のモデル化に関する研究　６６��

０１０３��３４１� 地球温暖化の総合解析を目指した気候モ

デルと影響・対策評価モデルの統合に関する研究　６７��

０００２��０１５� 持続可能な発展を目的とした国際制度の

構築に関する研究　７０��

０００２��０２８� 地球温暖化対策のための京都議定書にお

ける国際制度に関する政策的・法的研究　７１��

０２０６��４２３�２１世紀の陸域炭素管理オプションの総

合評価と炭素収支の統合予測モデルの開発　７４��

０１０３��０２５� 持続可能なコンパクト・シティの在り方

と実現方策に関する研究　２５２��

１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機

構解明

〔研究課題コード〕０１０５��０２１

〔代表者〕笹野泰弘（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明研究プロジェクトグループリー

ダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕特定フロン等によるオゾン層破壊の問題に関

しては，オゾン層保護条約，モントリオール議定書等を

始めとする国際的な取り決めにより，種々の対策が施さ

れてきたにもかかわらず，依然として南極オゾンホール

の年々の発現，北極域の春季オゾン破壊が進んでおり，

必ずしも当初の予測通りには事態は進行していない。成

層圏の気象・気候や，極成層圏雲の物理・化学過程とオ

ゾン破壊に関する科学的知見の不足が予測と現実との差

異の一因であると考えられ，オゾン層破壊機構理解の一

層の深化を図り，また成層圏オゾン層の状況の監視を行

うことが必要とされている。このため，環境省・国立環

境研究所では人工衛星搭載オゾンセンサーや地上設置遠

隔計測機器によるオゾン層の観測，データ解析研究，モ

デル研究等を続けてきたところである。

　中期計画期間は，オゾン層保護対策の効果が現れ，成

層圏ではオゾン層破壊物質濃度がピークに達し，緩やか

な減少傾向に転ずる時期と考えられている。とりわけ極

域（高緯度域）成層圏オゾン層は，種々の要因の影響を

最も顕著に受ける領域と考えられ，また中緯度域も極域

でのオゾン層破壊の影響を頻繁に受けることが想定され

ることから，本プロジェクトでは，高緯度域を対象にし

た人工衛星搭載センサー（衛星観測），及び中緯度域に設
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置した地上遠隔計測機器等によるオゾン層の観測を行

い，オゾン層変動の監視やオゾン層変動機構の解明に資

するデータを国内外に提供する。さらに，データ解析，

モデリング等によりオゾン層変動機構に係る科学的知見

の蓄積を図り，将来のオゾン層変動の予測，検証に貢献

することを目的とする。

〔内容および成果〕

　改良型大気周縁赤外分光計（����）取得データの処

理システムの改良と検証を行うと共に，平成１４年１２月

に打ち上げられた人工衛星搭載オゾン層観測センサー

������Ⅱ（環境省が開発）で取得される観測データを処

理し，オゾン層研究，オゾン層監視等，科学的利用のた

めのデータプロダクトとして，国内外に向けて提供す

る。つくば（国立環境研究所）及び陸別（陸別成層圏総

合観測室）における地上からのオゾン層モニタリングを

継続実施し，国際的ネットワークである����データ

ベースにデータを提供するとともに，国内外に向けて

データの提供を行う。極域オゾン層変動に係る物理・化

学的に重要な要素プロセスについて，����データをは

じめとした観測データの解析を通し，オゾン破壊機構の

解明や仮説の検証，さらには長期変動をもたらす因子の

抽出及びオゾン変動に対する寄与の解明を行う。また，

成層圏での力学および化学過程を組み込んだ三次元モデ

ルの開発とモデル数値実験を通した���漸増に対する

オゾン層の応答の解明，これまでのオゾン層の長期変動

の再現実験を通した長期変動要因の解明を行い，オゾン

層の将来予測やこれまでのオゾン層保護対策の評価（効

果）につなげる。以上について，次のような結果を得た。

　����５．２０の����導出アルゴリズムによって得られ

た大気成分データの精度検証を行うと共に新たなアルゴ

リズムによって導出されたオゾン及び大気成分データの

提供を行った。����５．２０データの検証としては，検証

実験データや他の利用可能なデータとの比較から，例え

ばオゾンデータに関しては，１１～６４��の高度領域で

観測誤差から推定される誤差範囲内でお互いが一致して

いることを確かめた。また，新たな����６．０データで

は，これまで精度良く抽出する事が困難だった硝酸塩素

（������）データの導出に成功した。

　������Ⅱデータ処理運用システムの改訂を行い，その

運用性能試験を行った。また，������Ⅱデータ処理運用

システムと宇宙開発事業団との間に������Ⅱ観測データ

受信用の専用回線を設置し，ファイル転送の確認試験を

実施した。������Ⅱの運用に関連するシステムは，平成

１５年１月２０日～２３日にかけて行われた初期チェック

アウトにおいて，ハード面（ジンバルミラー動作，オペ

レーションモード及び観測ゲイン切り替え，太陽追尾動

作）の確認を行うと共に実際の太陽掩蔽観測でデータ処

理運用システムの性能が所定のレベルにある事を確認し

た。初期チェック時の観測では，妥当なオゾンの分布が

観測された他，硝酸，二酸化窒素，水蒸気，亜酸化窒

素，メタン，及び可視エアロゾル消散係数の高度分布も

予定していた精度で得られた。

　国立環境研究所（つくば）設置のミリ波オゾン分光計

について，１９９６年以来のデータを解析し，高度３８～

７６��におけるオゾンの季節変動の解析を行い，３８��

～５６��の高度領域ではこれまで知られている季節変化

と一致する変化が観測された。またこれまで間接的にし

か認められていなかった高度５６��～６８��でのオゾン

半年周期変動を世界で初めて明瞭に示すことに成功し

た。さらに高度６８��～７６��の上部中間圏では，

６８��以下と比べて振幅が大きく位相が逆転したオゾン

半年周期変動をとらえることができた。ミリ波オゾン分

光計の改良として，下部成層圏から上部成層圏までの連

続観測を可能にするための広帯域化を進めるとともに，

広帯域でのスペクトルのベースライン平坦化のために，

光路長変調器及びエレベーションスイッチ方式の観測に

対応した光学系を追加した。その結果，低高度域の情報

を含んだ信号領域でのデータ質がそれまでのバランス法

に比べ向上することを確かめた。一方，国立環境研究所

（つくば）におけるオゾンレーザーレーダー観測データ

の再解析では，ライダー信号の受信系におけるノイズや

バックグランド信号の除去を通した信号の質の向上に加

え，エアロゾルによるレーザー光の散乱と減衰の効果の

補正に取り組み，その結果，ピナツボ噴火後においても

妥当性のある気温やエアロゾルの鉛直分布が得られた。

妥当性の確かめられたエアロゾル補正をもとにオゾン

データの再解析を１９８８年以降の全ての観測結果に関し

て行った。再解析結果を������Ⅱおよびオゾンゾンデ

データと比較しお互いによく一致することが確かめられた。

　����データを利用した極域オゾン層破壊機構の解明

として，北極域の極渦内外で測定された����データか

ら得られたガス状硝酸濃度を既知の����－���相関関

係と比較することで，硝酸の消失量を見積もった。その

結果，極渦外では顕著な硝酸の消失が認められないこ

と，極渦内においても気温が氷粒子飽和温度以下に達す

るまでは顕著な硝酸の消失が認められないことが分かっ

た。これに対し，極渦内の気温が氷粒子飽和温度以下ま

で冷却されると，極渦の中心部分から脱窒と思われる硝

酸の不可逆的な消失が観測され始め，その消失の程度は

徐々に大きくかつ脱窒が観測される領域も拡大している
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ことが見いだされた。さらに，高度１８～２３��の高度

領域で脱窒が観測されると同時に，高度１２～１６��で

は逆にガス状硝酸濃度が増加し，重力沈降した���か

らの硝酸の蒸発（硝化，�������������）が起こっている

ことを見いだした。また�����手法（同一空気塊を異

なる時刻に観測する事でその間の空気塊内でのオゾンな

どの化学的な減少速度を見出す手法）を����データか

らのオゾン分解速度の見積もりに応用した。その結果，

１，０００を超える非常に多くの�����ペアを得ることに成

功し，極渦の動きが複雑な北極域でのオゾン分解速度を

空間的・時間的に詳細に決定することができた。

　成層圏での力学および化学プロセスとその結合を陽に

取り入れた大気大循環モデル（����������	
��）

を用いて，成層圏オゾン全量の緯度－時間断面を計算

（アンサンブル実験）し，����観測データと比較を

行った。その結果，����������	
��の数値実験結

果はほぼ全ての緯度帯で，経度平均した実測のオゾン全

量の季節進行をほぼ再現していることを確かめた。さら

に実測値とのよりよい一致を目指して，それまでのモデ

ル中では考慮していなかった光解離率の計算における大

気の球面効果をあらわに考慮するなどの工夫により，９

月のオゾン破壊率は大きくなり南極オゾンホールの開始

時期は早まるなどの改善が見られることを見出した。

　オ ゾ ン 層 の 将 来 予 測 に 向 け た 研 究 と し て，

����������	
��を用いて，���濃度・���（海面水

温）・ハロゲン化合物，���，���の濃度などの条件を変

えたコントロール実験を行った。特に南極オゾンホール

に関しては，���や���を一定に保ったコントロール条

件下でのモデル計算結果は，成層圏での塩素濃度の変化

に対応して，２０００年頃までは南極オゾンホール内のオ

ゾン濃度の平均値は減少傾向にあること，塩素濃度がほ

ぼ横ばいになっている２０００～２０１０頃は平均オゾン濃度

もほぼ横ばいにあること，その後塩素濃度の減少に伴い

平均オゾン濃度も増加傾向にあることを示した。一方，

���の増加や海面水温の変化を考慮に入れた条件で同様

にモデル計算を行った結果，南極オゾンの最低濃度の長

期的な変動はコントロール条件下での変動とほぼ同じで

ある，と言う計算結果が得られた。今回の数値実験結果

をもたらした要因について現在検討を加えている。

　����������	
��をベースに気温や風速などの気

象場をナッジングと言う手法で気象データに同化させた

ナッジング化学輸送モデル（ナッジング���）の開発

では，臭素系の反応の導入をほぼ完了した。ナッジング

���を用いて，オゾン全量が２２５��を下回る領域が

観測される亜熱帯西太平洋域での低オゾン濃度領域での

オゾン変動に関して，１９９６年と１９９７年のオゾンのグ

ローバル分布のシミュレーション計算を行った。その結

果，どちらの年もナッジング���は，観測結果を良く

再現していることが分かった。またモデル計算を行った

２年間の亜熱帯オゾン極小域の位置の違いが，亜熱帯西

太平洋域の冬季のオゾン全量の変動を引き起こしている

ことが示唆された。このようなオゾン極小位置の年々変

動は，���や����の影響を受けているであろうと推

測できる。

〔関連研究課題〕

０１０２��１５７� 大気化学に係わる不均一反応の速度論的

研究　７５��

９９０３��１５８� ３次元モデルによる成層圏光化学－放射

－力学相互作用の研究　７６��

０２０４��３４７� オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将

来予測に関する研究　７６��

０１０３��１６３� 衛星データを利用したオゾン層変動の機

構解明に関する研究　７７��

９９０２��１６１�高分解能大気大循環化学モデルの開発と

成層圏物質循環の研究　７８��

０１０４��１６４�将来大気における成層圏水蒸気と極成層

圏雲の表面積の変動に関する研究　７８��

０２０３��４２４�化学輸送モデルを用いたオゾンの輸送過

程に関する研究　７９��

０２０６��４１３�������Ⅱ及び�����データの処理・保存・

提供のためのシステム開発・改訂及び運用　２３９��

０１０５��２５９� 大気衛星観測データの放射伝達解析に関

する研究　２４０��

０２０５��３８８� ������Ⅱ及び�����データ処理運用シス

テムの開発に関する基礎的研究　２４０��

０００２��１６２� 衛星観測による酸素分子�バンドデータ

からの気温・気圧の高度分布導出に関する研究　２４０��

０２０４��３８９�温室効果気体観測用衛星搭載型差分吸光

ライダーに関する研究　２４１��

０２０２��４４６　成層圏オゾン回復期における各種大気科

学過程のオゾンへの影響評価　２４１��

０２０２��４４７� 南極成層圏雲の生成過程の解明　２４２��

０２０２��４５１� 地上����で得られる成層圏水蒸気の同

位対比を用いた成層圏・対流圏交換の解明　２４２��

１．３　内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン

類のリスク評価と管理

１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策

に関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０３１
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〔代表者〕森田昌敏（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループプロジェクトリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌撹乱化学物質（環境ホルモン）の環境

汚染の状況を理解し，環境生物への影響及び人への影響

を明らかにすると共に汚染の影響を未然に防止するため

の手法の開発を行う。

〔内容および成果〕

　以下の６つの研究課題を中心として展開した。①内分

泌撹乱化学物質の新たな計測・評価試験手法の開発と環

境動態の解明　②野生生物の生殖に及ぼす内分泌撹乱化

学物質の影響評価　③内分泌撹乱化学物質の脳・神経系

への影響評価　④内分泌撹乱化学物質の生殖系・免疫系

への影響評価　⑤内分泌撹乱化学物質の分解処理技術�

⑥内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のための統合情報

システムの開発。

　内分泌撹乱化学物質の新たな計測手法の開発では，

霞ヶ浦湖水を共通試料として�����法�とイオントラッ

プ質量分析法との比較を行った。ビスフェノール��の

�����測定は，環境試料用に設計されたキット改良し，

さらに高感度化したものによって行った結果，機器分析

と良好な相関が得られた。

　����α酵母による約３００物質のスクリーニング結果を

データベース化しインターネット上で公開した。また，

���の代謝物である水酸化���約１００化合物につい

て，ヒト甲状腺ホルモン受容体α（�����α）酵母と

����α酵母による試験を行った。また，遺伝子組み換え

酵母を用いた内分泌かく乱化学物質アッセイ法としてメ

ダ カ���α，β，及 び�γ�を 用 い る 酵 母��������	
�

�����系 を 構 築 し た。����α�導 入 株 は 多 く の４�

���������	�に対して����α導入株より高いエストロゲ

ン活性を示した。

　東京湾における�２関連化合物，��，��及び���

の挙動調査のため，東京湾全域をカバーするように選定

した２０定点において，年４回の表層水と底層水の採水

を開始した。�２関連物質の濃度は，夏，冬ともに底層

水（最大０．０８����）で低く，表層水（最大０．６３����）

で高く，また，オクチルフェノールはノニルフェノール

の１�１０の濃度であり，底層水（それぞれ最大２４．８����

および２．８６����）で低く，表層水（それぞれ最大

６２．３����および６．２３����）で高い傾向が見られた。ま

た，前年度に引き続き行った霞ヶ浦湖水の����α酵母に

よるバイオアッセイ法によるエストロゲン活性調査にお

いて，霞ヶ浦湖水のエストロゲン活性は極めて低いこと

が示された。

　野生生物の生殖におよぼす内分泌かく乱化学物質の影

響に関して海産生物及び淡水生物について研究を実施し

た。アワビ類の内分泌かく乱現象に焦点を当てた成貝と

受精卵及び浮遊幼生を用いた室内実験，種苗生産試験及

びフィールドにおける潜水観察を実施し，新たに斧足類

（二枚貝類）を対象とした調査に着手した。また東京湾

における環境ホルモン汚染と潜在的な生物影響の把握に

向けた包括的な調査研究を開始した。淡水生物を対象と

したものとして，メダカの雌性化及び霞ヶ浦におけるヒ

メタニシ調査を継続して実施した。ヌカエビの抱卵期の

メスにノニルフェノールを０．１～１００����の濃度で暴露

すると産仔された幼生の死亡率の増大，稚エビの成長の

遅延などが確認された。また，チカイエカの幼虫にオク

チルフェノールを１～１００�����の濃度で暴露すると幼

虫の脱皮や羽化の遅延がみられ，これらは甲殻類や昆虫

の内分泌系であるエクジソンレセプターへの作用による

ものと考えられた。

　内分泌かく乱化学物質の脳・神経系への影響評価に関

する研究では，我が国で最も高磁場の４．７����装置を

用いて解剖学的画像測定法の検討を行い，１��の位置

分解能での３次元画像法を実現した。また，脳局所の代

謝解析を行うため，信号検出器の製作を行い，��，����

���スペクトルを同時測定する方法を考案した。

　実験動物を用いる研究では，甲状腺ホルモン欠乏マウ

スや，ビスフェノール�（２０μ��）投与仔ラットで，自

発運動活性の増加を認めた。前者では運動活性の増加と

線条体，前頭皮質のドパミン代謝回転との間に負の相関

が見られた。また，後者では中脳のドパミントランス

ポーター遺伝子の発現に変動が見られた。多動性が観察

されるヒト注意力欠陥多動性障害の原因の一つと報告さ

れているドパミントランスポーター遺伝子発現変動との

関連を検討している。トリメチルスズ（９�����）の経

口投与により作出した海馬傷害動物モデルでは，投与５

日後に海馬歯状回の顆粒細胞層でアポトシースを，それ

を取り囲む部位で細胞新生を検出した。

　内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に関する研究と

して，高温・高圧の熱水による抽出・分解により土壌中

のダイオキシン類を効率よく除去できることが証明され

た。除去されるダイオキシン類は�単に水に抽出される

だけでなく�容器中で一部が分解することが確認され

た。超音波照射による分解については�急速な分解には

いたらなかった。植物による分解ではビスフェノール�

を，また微生物においてはフタル酸エステルを効率よく

分解又は不活性化が進行することを明らかとした。
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　内分泌かく乱化学物質等の管理と評価のための統合情

報システムに関する研究として，最終的に一体のシステ

ム開発を行うことを目標として�このうちの幾つかの部

分を本年度継続ないし着手するとともに�統合情報シス

テムの共通システム開発についても継続して開発している。

　発生源情報および環境濃度情報の整備を利用し，���

による地理統計解析を用いて統計補間等の検討を継続し

て行い�モニタリングデータに基づく環境状況把握の新

たな方法論を模索した。流域一グリッド複合型の地理的

分解能を持つ多媒体環境動態モデルの開発をほぼ完了

し，関東地方及び信濃川水系におけるダイオキシン類の

過去４０年間の多媒体・空間・時間分解能を持つ環境動態

に関するケーススタディーを実施し，近年のモニタリン

グデータを，平均値で２倍程度と従来の多媒体モデルの

精度を大きく上回る精度で再現できることを確認した。

さらに，これらのモデルおよびデータベースの���上シ

ステムへの組み込み手法を検討した。

〔関連研究課題〕

０１０５��１６５�内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法

と環境動態に関する開発　１２６��

０１０５��１６６�野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化

学物質の影響に関する研究　１２７��

０１０５��１６７�内分泌かく乱化学物質の脳・神経系への

影響評価に関する研究　１２８��

０１０５��３７８�内分泌かく乱化学物質の生殖系への影響

評価に関する研究　１２９��

０１０５��１６８�内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に

関する研究　１２９��

０１０５��１６９�内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のた

めの統合情報システムに関する研究　１３０��

０２０４��３９５�アレルギー反応を指標とした化学物質の

リスク評価と毒性メカニズムの解明に関する研究：－化

学物質のヒトへの新たなリスクの提言と激増するアト

ピー疾患の抑圧に向けて－　１３１��

０１０５��０４３� 海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖

機能障害に関する研究　１３２��

０１０５��１８５� 環境ホルモンの呼吸器・免疫系に対する影

響　１３３��

０１０５��１７７� 重金属及びフタル酸エステル類の内分泌

攪乱影響の解明とバイオマーカーの開発　１３３��

０１０５��１７６� 淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質

の影響　１３４��

０１０５��３５４�ウズラでの環境ホルモン感受性試験の国

際標準化　１３４��

０１０５��１８１� 酵母アッセイシステムを用いた�９代謝

化内分泌かく乱物質の検出と化学構造の決定　１３５��

０００２��０５４�相模湾生物の有機スズ化合物による汚染

及び生態影響の実態解明　１３５��

０１０２��２８５�生活習慣病の循環器・呼吸器病変に及ぼ

すディーゼル排気微粒子の影響に関する研究　１３６��

０１０５��２８４� ディーゼル排気の内分泌撹乱作用と生殖

系への影響　１３７��

０２０２��３５１�環境因子による健康影響の食品成分によ

る軽減策の開発に関する研究　１３８��

０２０２��４５２� ヒメタニシに存在する甲状腺ホルモン様

物質の構造決定　１３８��

０２０４��４５３�内分泌かく乱物質がアワビ資源に及ぼす

影響の評価に関する研究　１３８��

０１０５��１８３� 生体���分光法の高度化に関する研究

１５８��

０２０２��３９３�大気環境中のエンドトキシンの有害性評

価と測定における蛍光偏光法の有用性とその応用について

２０７��

１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度

化に関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０３２

〔代表者〕森田昌敏（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループプロジェクトリーダー）

〔期　間〕平成１３年～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン汚染について新しい観点から，

新たな計測法や処理技術の開発，新たな汚染物質として

の臭素化ダイオキシンに関する知見，����として地球

的規模汚染の状況の解明，簡易・迅速な計測法や曝露量

評価のためのバイオマーカーとそれを用いたリスク評価

手法の開発を行うことを通じてダイオキシン類対策に資

する。

〔内容および成果〕

　ダイオキシンの簡易・迅速分析法について，低分解能

�����による適用可能領域の確定，必要な前処理方法

について検討を行った。低分解能�����を用いても，

高濃度試料については使用可能であることが明らかと

なったが，計算のソフトウェア等での自動化が必要であ

ると考えられる。またバイオアッセイによるスクリーニ

ング手法についても検討を行った。ダイオキシン類のリ

アルモニタリング機器の設計を行って，予備的なデータ

をとった。

　ダイオキシン類のリスク評価と管理に関する研究とし

て，生体影響評価に関する研究を中心に行った。
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　母乳に含まれる乳腺由来の細胞が，ダイオキシン類の

生体影響指標の試料として利用可能かどうかを探る目的

で，この細胞の単離法の確立，ダイオキシン関連遺伝子

の発現及び培養条件下での曝露による反応性について検

討した。ダイオキシンによって鋭敏に誘導される���１

�１，���１�１����のリアルタイム���による定量の

結果，母乳細胞では���１�１の発現が高く，���１�１の

発現が低いことが分かった，培養母乳細胞に����を

曝露した結果，���１�１は１００��より誘導がかかり，

１０��でコントロールの３倍以上の����が検出され

たが，これに対し���１�１は１０��でも誘導されなかっ

た。一般に���１�１は���１�１に比べて����への反

応が高いため，母乳細胞は血球系の細胞よりも曝露影響

を調べる上でも都合が良いと考えられた。

　ダイオキシン曝露の新たな生体指標の検索・開発を目

的として，新たな����応答遺伝子を探索するために，

培養細胞に����を曝露して���マイクロアレイ法を

行った。妊娠１２．５日目の �５７��６��マウスに�

５μ�����の����を経口投与し，妊娠１８．５日目に胎児

をとりだした。肝臓・脳・頭蓋骨の���を回収し，リ

アルタイム���を行った。その結果，培養細胞から見

いだした新たな����応答遺伝子のいくつかは，マウ

ス胎児組織中でも����の影響を受けることが明らか

になった。しかしながら，雌雄あるいは組織の違いによ

り発現変化の程度が異なっていた。

〔関連研究課題〕

０００３��１７０�ダイオキシン類の新たな計測法に関する

研究　１３９��

０１０５��２７３�地球規模のダイオキシン類及び����汚

染に関する研究　１４１��

０００５��１７１�ダイオキシン類の体内負荷量および生体

影響評価に関する研究　１４１��

０１０２��１７５� 環境有害物質の甲状腺ホルモン抑制機構

の解明　１４２��

０１０５��１７２� 臭素化ダイオキシン類の環境影響評価に

関する研究　１４３��

０１０５��１７３� ダイオキシン類及び����の環境運命予

測に関する研究　１４３��

０２０４��３５３�ダイオキシン類による地域環境汚染の実

態とその原因解明に関する研究　１４４��

９８０２��１７９�環境有害物質が雄性生殖機能に及ぼす影

響評価に関する研究　１４５��

０２０２��４４９� 環境汚染物質が���メチル化と胎児の

生長発育に及ぼす影響　１６５��

１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔研究課題コード〕０１０５��０４１

〔代表者〕渡邉　信（生物多様性の減少機構と保全プロ

ジェクトグループリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕生物多様性減少の多くの原因のなかで，特

に，生息地の破壊・分断化と侵入生物・遺伝子組換え生

物に着目し，生物多様性減少機構を解明し，その防止策

ならびに適切な生態系管理方策を講じるための科学的知

見を得る。在来の野生生物について遺伝子，種，生態系

（群集）の３つのレベルで地域の生物多様性の特性を明

らかにするとともに，種分布の分断化や侵入生物・組換

え生物による撹乱の状況を地図情報化する。さらに，地

理空間情報と種の繁殖様式情報を統合した種間競争モデ

ルによって，在来種を駆逐する危険性の高い侵入生物の

特性を明らかにする。

（１）土地利用変化による生物生息域の喪失の影響を評

価するために　①生物分布域の形成・変化過程の把握　

②生息環境条件から生息適地の推定を進める。そのため

に遺伝学あるいは景観解析の手法を活用しながら，生物

近縁種間及び種内地域個体群間の相互関係の解析や地理

情報システムによる生息適地推定モデルの開発を行う。

（２）流域を構成する様々なランドスケープを客観的に

定義し，その質，量，および配置と生物多様性との関係

を導き出すことによって，人為的改変が生物多様性にお

よぼす影響を評価する。そして生態系保全を流域�レベ

ルの空間スケールで行うための生物多様性予測モデルの

開発を行う。

（３）森林での多種の共存メカニズムについての仮説の

有効性を個体ベースモデルを用いて検討する。

個体ベースモデルは，システムを構成する個々の個体を

区別して表現するモデルである。とくに局所的な相互作

用や，種子の空間散布パターンにも注目した解析を進

め，これらの要素が多種共存システムのなかで持つ意味

を明らかにする。

（４）本研究では，日本における侵入生物種に関する情

報を体系的に整理したデータベースを構築するととも

に，侵入種による在来種に対する生態影響機構の生物学

的データを得るために代表的な侵入種について在来生物

相に及ぼす影響を実証研究に基づいて解析し，それらの

データをもとに侵入種の影響評価手法の確立を目指す。

（５）有用な遺伝子を異種生物に導入した各種遺伝子組

換え体が作成され開放系での使用も行われているが，生

物多様性の破壊要因となる可能性がある。従って本研究

では，遺伝子組換え生物の挙動を解析するための遺伝的
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マーカーを検索・作成すると共に，遺伝子組換え生物の

生態系影響評価について，既存の安全性評価手法の再検

討並びに新たな検査手法の開発や，モデル実験生態系の

基本構造の設計を行う。また，組換え遺伝子の自然界へ

の侵入・拡大の可能性を検討する。

〔内容および成果〕

（１）日本・アジアの地理的スケールで，重点的に生物

多様性を保全すべき地域を設定する手法を開発するため

に，当初２年は野生生物保全の目的にふさわしい地理区

分の設定手法を検討した。同時に環境省による自然環境

保全基礎調査の結果が，この目的のためにどの程度利用

できるかを検討した。ここでは繁殖鳥，チョウ，トンボ

の３分類群の調査データを利用した。約４０��のメッ

シュを単位に種多様性の高い地域を選んだところ，分類

群ごとに全く異なる地域が選ばれることがわかり，単純

に種多様性を尺度に保全地域を設定することが難しいこ

とが示された。次に種構成にもとづくクラスター分析を

行って，地域ごとの類似性を計算したところ，すべての

分類群にほぼ共通な６つの地理区に分類できることがわ

かった。地理区ごとに，保全地域を設定すべき場所が特

徴的に存在することが示唆された。

　利根川中流域を対象に生息適地推定のための���土地

利用図を作り始めた。オオヨシキリ・オオセッカ・カワ

トンボの生息適地推定モデル・生息個体数推定モデルを

改良した。地区内の生息種全体を保全するための区画ご

とのかけがえの無さ（��������������	
＝置換不能度）に

ついて迅速計算法を考案した。淡水魚イトヨのマイクロ

サテライト遺伝子解析を行い，明確な類縁が存在するこ

とと多くの群で絶滅危険性が遺伝学的にも裏付けられる

ことが判明した。

（２）兵庫県のため池に生息するトンボの種数決定要因

を解析した。その結果，ため池内の環境条件（非コンク

リート堤の長さ，水草の存在，窒素蓄積量）だけでな

く，ため池の外２００�以内の森林面積にも依存すること

がわかった。複数の生態系の組合せがしばしば生物の分

布を規定していることを示した。

　北海道の日高十勝地方で現地調査を行い，砂防ダムと

発電用ダムによる河川流域の分断がこの地域に生息する

淡水魚類の種多様性にどの程度の影響を及ぼしているの

かを定量的に評価した。その結果，砂防ダム上流におい

て同じ標高帯のダムに分断されていない地点と比べ，淡

水魚類が平均で２種類以上減少していることが分かっ

た。さらに，北海道全域で過去に様々な個人や団体に

よって行われた魚類調査から，９６０編の報告書と論文を

整理して淡水魚類の生息状況をデータベース化した。そ

のデータを基に全道的にダムによる分断の影響を地理情

報システム（���）を活用して解析した。その結果も日

高十勝地方のものと大きくみて共通するものであり，全

道的に回遊魚を中心としてダムの分断により淡水魚類の

種多様度が０．３７６ほど低下していることが分かった。全

魚種を通じて最もダムの影響を強く受けていたのはサク

ラマスであった。一方，１９９０年以降，ダムによる分断

とは関係なくトゲウオ科のイトヨとサケ科のイトウが著

しく生息確率を低下させていることが判明した。

（３）森林の樹木の多種共存メカニズム解明のためのモ

デル開発，サクラソウ個体群保全のための遺伝構造の動

態モデルの開発，種多様性の変動メカニズム解明に資す

る進化的時間スケールの仮想生態系モデルの開発を行っ

た。これまで，同じような資源（光，水，栄養塩）を利

用する樹木がなぜ森林の中で共存できるのかは説明が困

難で，地理的な隔離，種ごとの微妙な環境要求の違い，

種分化と絶滅のバランスなどの説があるが，それぞれ弱

点を抱えている。ここでは，森林動態の個体ベースモデ

ルを用いて，繁殖の時間変動が種ごとに異なる場合に共

存が生じやすいかどうかを検討し，その重要性が示唆さ

れた。また，「食う�食われる」系における種数変動機

構を進化的時間スケールで把握するモデルを開発した。

（４）重要な侵入種の生態的特性に関する情報が収集さ

れ，侵入種リストが完成した。侵入種データベースのた

めの基本骨格が完成した。また，侵入生物種が種多様性

に及ぼす影響機構を解明する目的で，昆虫，メジロ，輸

入鳥類，アライグマ，カメ・ハブ，イワナ，帰化植物・

緑化材料，ブラックバスに関する調査と情報集積を行っ

た。とくに，輸入昆虫（セイヨウマルハナバチ，クワガ

タムシ）での実態解明が進んだ。セイヨウオオマルハナ

バチおよび外国産クワガタムシの輸入実態が明らかに

なった。在来種および外国産種の���データベースが

構築され，種間交雑による遺伝的浸透のモニタリングが

可能となった。寄生性ダニが国外より持ち込まれている

ことが明らかとなった。

（５）遺伝子組換え植物の挙動調査用マーカーの開発を

行った。その成果として，形態マーカー，体色マーカー

を組み込んだ植物を作製することができた。また，遺伝

子組換えによる宿主遺伝子システムの撹乱とその評価手

法の開発を行った。マイクロアレイ法の適用により，遺

伝子導入は宿主の遺伝子発現量を変化させる傾向がある

ことを確認したが，どの遺伝子の発現が変化するかは現

時点では予測困難であった。組換え植物から野生種への

遺伝子移行の可能性検討のための実験系を確立した。具

体的には，組換えダイズとツルマメ雑種の作製に成功
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し，除草剤耐性遺伝子の高感度検出法を開発した。

　微生物生態系への影響評価のための基礎的手法の開発

を行った。���状態の再現，組換え微生物の挙動調査

用マーカーの開発及び特定の微生物を高感度で検出・定

量する手法（定量用���プライマー，リアルタイム

���プロダクト検出）を開発した。

〔関連研究課題〕

０１０５��２０７�流域ランドスケープにおける生物多様性

の維持機構に関する研究　１６７��

０１０５��２１０�遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法

に関する研究　１６８��

０１０５��１９５� 流域スケールでの水生生物の生息環境と

その保全および管理に関する研究　１７３��

０１０５��２０５� 侵入生物による生物多様性影響機構に関

する研究　１７５��

０２０４��３６８� アジアオセアニア地域における生物多様

性の減少解決のための世界分類学イニシアティブに関す

る研究　１７７��

０１０３��３６９�生物多様性情報学基盤の先導的構築

１７９��

０２０２��４３８� 日本在来生物種の遺伝的多様性および固

有性の把握に関する研究　１８１��

１．５　東アジアの流域圏における生態系機能の

モデル化と持続可能な環境管理

〔研究課題コード〕０１０５��０５１

〔代表者〕渡辺正孝�東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループリーダー�

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕２１世紀の日本及び東アジアにおける均衡あ

る経済発展にとって，森林減少，水質汚濁，水資源枯

渇，土壌流出等の自然資源の枯渇・劣化が大きな制約要

因となりつつある。こうした環境問題に対処するため

に，環境の基本ユニットである『流域圏（山～河川～

海）』が持つ受容力を科学的に観測・把握し，モデル化を

行うことにより環境受容力の脆弱な地域を予測した上

で，環境負荷の減少，環境保全計画の策定，開発計画の

見直し，環境修復技術の適用等環境管理を行っていくこ

とが最も必要である。本プロジェクトは，日本及び東ア

ジアを対象として，流域圏が持つ生態系機能（大気との

熱・物質交換，植生の保水能力と洪水・乾燥調節，水循

環と淡水供給，土壌形成と侵食制御，物質循環と浄化，

農業生産と土地利用，海域物質循環と生物生産など）を

総合的に観測・把握し，そのモデル化と予測手法の開発

を行うものである。

〔内容および成果〕

　具体的な研究内容を以下に示す。

（１）アジア・太平洋地域の統合的モニタリング

　国立環境研究所������，中国科学院地理科学与資源

研究所��������，国立シンガポール大学，オーストラ

リア，中国生態システム研究ネットワーク，中国科学院

新彊生態与地理研究所，中国科学院亜熱帯農業研究所，

中国科学院西北高原生物研究所が参画した高機能地球観

測センサー���������	
����を用いた共同環境観測

体制を確立した。これを基礎に，アジア�太平洋全地域

をカバーする４つの���������	
衛星データ受信ス

テーション（北京，阜康，シンガポールとオーストラリ

ア），５つの地上観測基地（山東省：禹城，新疆ウイグル

自治区：阜康，湖南省：桃源，青海省：海北，江西省：

千煙州，及び２つのデータ解析センター（������と

����）より構成される環境モニタリングネットワーク

を作り上げた。

（２）�����衛星データと同化した水・熱循環プロセ

スモデルの開発に関する研究

　自然植生や農作物が成長に必要とする土壌表層部での

水分保持能と現存水分量の把握により，流域保水能の定

量的評価を行うことを目的とする。本研究では，現地観

測，�����衛星データ及び地表流・中間流・地下水流

を含めた広域的な水・熱循環プロセスベースの統合型数

値モデルを融合したモデルを開発した。土地被覆及び土

壌構造を考慮し，植生分布の時間的・空間的変化とそれ

に伴う流域での水・熱収支の相互作用を考慮したものと

なっており，データの蓄積されている釧路流域について

その検証を行った。

（３）長江流域の水資源管理モデルの開発に関する研究

　三峡ダム建設や南水北調プロジェクトの実施は，長江

流域のみならず中国全体において水循環に大きな変化を

もたらすことが予想される。また，急速な経済発展に伴

う都市部への人口集中や，西部大開発プロジェクトによ

る上流域の土地利用変化は，流域環境への圧力をこれま

で以上に増大させることが懸念されている。このような

大規模な環境改変が進む中において，持続可能な水資源

利用は長江流域環境管理の最重要課題であり，流域にお

ける時間的，空間的な水動態を定量的に評価し得る水文

モデルをツールとして，最適な水資源管理手法を確立す

ることが求められている。

　本研究では長江流域全体を対象として，空間的に多様

な土地利用形態を反映した日単位での水動態シミュレー

ションを行う流域水文モデルの開発と適用を進めてい
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る。特に，モデルは長江流域固有の地形特性や土地利用

形態がもたらす水動態を的確に表現する必要があること

から，流域内の低平地帯における主な土地利用形態の一

つである水田域の水文過程や，長江本流と中下流域にあ

る巨大湖，洞庭湖や�陽湖との間に生じる水理学的相互

作用に基づく湖からの流入水量，それぞれを再現し得る

要素モデルを開発し，その妥当性を検証した。次いで，

これら要素モデルを既存の流域水文モデルへ組込んだ統

合化を図り，長江流域全体を対象とする水動態シミュ

レーションを実施した。さらに，本統合モデルの応用と

して，三峡ダムによる洞庭湖周辺域における洪水氾濫発

生に対する抑制効果を検討した。

（４）長江経由の懸濁物質の河口・沿岸域における動態

と生態系への影響

　本研究は長江経由の環境負荷が東シナ海，特に長江河

口域の海洋生態系機能及び生物多様性に及ぼしている影

響を評価し，また将来的に推定される環境負荷の質・量

の変化に伴う海洋環境への影響を予測するために必要な

知見の集積，また予測手法の開発を目的とした。これま

での研究により，以下のことが判明した。

　１）長江流域における工業・生活排水総量は２２０．５�億

�
�に達し，年々増加傾向にあり，評価した河川延長の

２６．３％はⅢ類環境基準を超えており，多くの湖沼特に全

国的に重点対象となる“三湖”（太湖，巣湖，�池）の富

栄養化状況が厳しい。２）本流の汚濁負荷の特徴とし

て，懸濁態粒子濃度が６０�４００����で非常に高く，��濃

度は一定して約１１０～１３０μ��程度となっている。３）

全リンの中で懸濁態リンが占める割合及び全窒素の中で

占める��３��が占める割合はそれぞれ８０～９０％，７０

～８０％である。４）窒素濃度に比べて溶存性リン濃度

が非常に低く，�������比は７０�１２０あり，海洋生物の

レッドフィールド比の１６よりはるかに高い。これは長

江河口域および隣接する東シナ海における植物プランク

トンの増殖と，それに伴う生物生産の主な制限因子が，

リンであることと一致している。５）高濁度に伴う光制

限のため内部生産が起こり難く，高い窒素濃度の割には

���，���，���濃度が低い。６）大都市及び大湖

沼を通過する毎に汚濁負荷�特にアンモニア態窒素，

���）の増加がみられ，特に重慶，洞庭湖，武漢，�

陽湖，南京，上海付近で顕著であった。７）葛洲覇ダム

湖による��，��，��４��，���等汚濁負荷の削減効

果が見られた。

（５）東京湾流域圏における自然共生型環境管理

　本研究は，東京湾流域圏における健全な水・物質循環

の再生と，生物多様性を支える自然共生型環境を創造す

ることを目標とし，流域圏全体を統合管理し，環境資源

を経済的に評価するモデル等を構築，「降水流出制御」

「水質改善基盤」「有機物循環」「土地利用制御」という四

つの政策シナリオとして具現化させることを目的とし，

以下の３つの成果が得られた。

　１�中国長江流域圏で開発された統合モデルを都市生

態系を中心とする東京湾流域圏に適用した。特に荒川流

域を対象として，自然地エリア，農地エリア，都市エリ

ア，沿岸海域エリアのモデル化及び下水道ネットワーク

のモデル化を試みた。また，合流式下水道を持つ東京都

との共同研究をスタートさせ，その���データベース作

成を行った。

　２�東京都２３区の下水道は，大部分が合流式である

ため，降雨による増水時には，未処理の下水がそのまま

河川，海域に越流することになり，さらに汚濁負荷を増

大させている可能性が高いと考えられ，平成１４年１０月

初旬に，台風２１号が関東地方に上陸した際の増水時に

実態調査を行った。その結果，人為由来の糞便性大腸菌

の濃度は概して下水のポンプ排水場や処理場の放水口が

近い運河部では，荒川河口部～アクアラインよりも高い

濃度が示され，下水の越流による寄与が示されていた。

　３）流域圏の都市，農地，自然地のエリアを越える水

循環，有機物質循環のフローを，流域圏内の複数のサブ

流域ごとに明らかにした上で，サブ流域間の相互の物質

収支を統合して流域圏内部及び流域外部に対する，水資

源と物質，エネルギーの収支構造を明らかにする基礎的

なフレームの構築を進めた。

〔関連研究課題〕

０１０３��０３０� 高度情報・通信技術を用いた渡り鳥の移

動経路と生息環境の解析および評価に関する研究　１７４��

０１０５��２６９�衛星データを利用したアジア・太平洋地

域の総合的モニタリング　２１６��

０１０５��２７０�流域環境管理に関する研究　２１６��

９６０５��２１１� 流域水環境管理モデルに関する研究　２１８��

０１０２��４３１� リモートセンシング情報を活用した地域

の保水能力の把握技術開発　２２０��

０００５��２７１�東シナ海における長江経由の汚染・汚濁

物質の動態と生態系影響評価　２２１��

０００５��２７２�沿岸域環境総合管理に関する研究　２２２��

１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディー

ゼル排気粒子（���）等の大気中粒子状物

質の動態解明と影響評価

〔研究課題コード〕０１０５��０６１

〔代表者〕�若松伸司（大気中微小粒子状物質（��２．５）・�
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ディーゼル排気粒子（���）等の大気中粒

子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト

グループリーダー）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕大気中の粒子状物質が人の健康に与える影響

に関して，��２．５と呼ばれる微小成分がとくに有害と

疑われることが米国を中心とした疫学調査により報告さ

れている。我が国においても大気浮遊粒子状物質

（���）の環境基準が未達成の地域が多く，特にディー

ゼル車排ガスの影響を強く受ける沿道地域における大気

環境の改善が緊急の課題となっている。発がん性を中心

としたディーゼル排気粒子（���）の健康リスク評価

は国際的，国内的にも一定の結論が得られており，発生

源対策も進みつつあるが，対策効果の評価に当たって

は，発生源と環境濃度・曝露量との定量的な関連性把握

が必須である。一方，���や��２．５の発生源としては

人為起源と自然起源とがあり，発生源から直接排出され

る一次生成エアロゾルと，ガス状物質が環境大気中にお

いて物理的・化学的な変化を受けて生成する二次エアロ

ゾルが混在する。この生成と変化には硫黄酸化物，窒素

酸化物，有機化合物（���）等のガス状物質が複雑に

関与しており，反応と気象の影響を同時に受ける。この

ため，実フィールドにおける知見を基に，生成メカニズ

ムを解明しなければならない。さらに，我が国における

��２．５の健康影響に関する知見の蓄積は不十分であ

り，疫学，毒性学の両面からその影響の程度，メカニズ

ム等を明らかにする必要がある。また，重量濃度だけで

なく，超微小粒子の個数にも注目すべきとの問題提起も

なされている。

　こうした背景を踏まえ，本プロジェクトでは，都市大

気中における��２．５や���を中心とした粒子状物質に

よる大気汚染の動態解明と健康影響の評価のために，

ディーゼル自動車をはじめとする都市大気汚染の発生源

の実態解明，測定方法とくに微小粒子の物理・化学的性

状の測定方法の開発，排出後のガス・粒子の環境大気中

での挙動の解明，動物曝露実験による閾値の推定等に関

する要素研究を行うとともに，とくに���に着目して

フィールド調査を重視した測定方法の高度化を進めると

ともに発生から人への曝露までを総合した評価モデルを

構築し，発生源対策シナリオごとの健康影響低減効果の

定量的予測手法を構築することを目的とする。

〔内容および成果〕

　浮遊粒子状物質等の都市大気汚染の発生源特性の把

握，測定方法の開発，環境大気中での挙動の解明，地域

濃度分布及び人への曝露量の予測，動物曝露実験による

閾値の推定，発生源対策シナリオについて検討を行う。

　本年度の研究成果を以下にとりまとめて示す。

排出実態と環境動態の把握に関する研究：

　発生特性の把握と環境における挙動に関してフィール

ド調査を中心とする研究を重点的に実施した。発生源に

関しては，特定の走行モードに着目した既定の測定方法

では実態に即した把握ができないとの認識から，実際の

走行実態を重視したリアルワールドの発生量把握に焦点

を当てた。この目的のために，シャシーダイナモ実験，

車載計測，トンネル・沿道調査などの手法を組み合わせ，

主にディーゼル車からの排出特性を調べた。今回，特に

着目したのは自動車からの超微小粒子の排出実態と排出

後の挙動である。これは，現在予定されているディーゼ

ル車に対する規制においては���等の後処理装置が採

用されることにより，粒子の排出重量は大幅に改善され

ることが見込まれるものの，超微粒子の数は低減せず，

むしろ増加する可能性もあることが懸念されているため

である。

　各種走行状態下での自動車からの発生実態の把握，拡

散チャンバーを用いた大気放出後の粒径成長の把握，沿

道での実態把握，航空機による広域的挙動の把握などを

行い，最新の測定・観測結果を取得した。特に航空機に

よる超微小粒子の立体分布観測は世界で初めての試みで

ある。

　得られた結果の特徴的な点としては沿道において

ディーゼル車排気由来の２０～３０ナノメートルにピーク

を持つ粒子が存在すること，この粒子は揮発性の物質に

より構成されているらしいこと，航空機観測の結果から

は上空においても比較的小さな粒径にピークが観測され

ていること，等が分かった。今後の発生源の変化が環境

中における超微小粒子の動態にどのような変化をもたら

すのかを注視していかねばならない。一方，高濃度が発

生する沿道大気汚染の状況を改善するためにどのような

対策が考えられるかを詳細に検討するために風洞実験を

行い特に高架道路が沿道の大気汚染分布に及ぼす影響を

明らかにした。

計測法の検討に関する研究：

　大気中浮遊粒子状物質の主要成分として炭素状物質が

あり，特に沿道では，その寄与が大きい。炭素状成分は

主に，無機炭素（��）と有機炭素（��）から成るが，

その構成比率を明らかにする必要がある。何故ならば，

��は主にディーゼルからの一次排出粒子に多く含まれ

るのに対し，��は一次粒子と共に光化学大気汚染によ

る二次粒子の寄与が大きいので，発生源の寄与評価に大

きく影響する為である。
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　�����の分離分析に関しては，定められた方法が無

く，手法や分析条件により測定結果が異なる。本プロ

ジェクトでは，早い段階から熱分離による測定システム

を検討し，機器の性能評価を終えた後，実大気での各種

濃度レベルの分析を行い�����の分離分析手法を提案

した。すなわち，反射光強度と炭素量の関連性から試料

加熱時における��の炭化量を補正評価する方法を開発

した。研究の結果，��＋��の総炭素成分量は測定方

法や分析条件で異なることは無いが，従来の解析方法を

用いた場合，一般環境では��を沿道では��を過小評

価することが明らかとなった。環境試料の採取方法によ

る違いについても継続的に検討している。これと共に，

��２�５の自動計測機器の精度を検討するために並行評

価試験を行い，結果を解析した。季節的な影響として湿

度影響が示唆され，我が国のような夏季の高湿度地域で

のモニタリングの課題が明らかとなった。

健康影響の評価に関する研究：

　��２．５に含まれる���の寄与は，特に沿道地域では

大きいと考えられるので健康影響評価の実施が重要な課

題である。これまでは，健康影響の研究は，��２．５は

主に疫学的なアプローチで，���に関しては毒性学的

なアプローチで行われてきており，本研究においても，

疫学的な方法と毒性学的方法を基に，健康影響の評価を

行った。疫学研究としては，我が国における日死亡と粒

子状物質の関連性を調べるために，ある一日における，

特定の地域の死亡数，大気汚染濃度，気象データを含め

たデータベースを構築した。このデータベースを基に死

亡リスク比を日本の代表的な都市について求め，アメリ

カの解析結果と比較評価し，単位濃度当たりの急性死亡

の増加割合に関してほぼ同等の結果を得た。一方，毒性

評価に関しては，主にディーゼルからの排気の影響を調

べた。微小粒子に対する高感受性群として呼吸器や循環

器に疾患を持った人々や老人が挙げられているので，高

感受性である事の科学的根拠や量―反応関係を把握する

ために，病態モデル動物を用いた実験など，呼吸器のみ

ならず循環器系に対する影響について検討した。これと

共に毒性スクリーニング手法の開発および毒性物質の解

析に関する研究を実施した。

曝露量に基づく対策評価モデル等に関する研究：

　従来，対策評価は地域全体の排出量や特定の地点の大

気汚染濃度等を指標にして行われてきたが，健康への悪

影響の防止という大気汚染対策の原点に立ち戻れば，地

域に居住する人口集団全体への曝露量評価が基本となる

べきである。この視点から，本研究においては対策の急

がれる���問題にまず焦点をあて，自動車交通量モデ

ルを開発し，大気汚染物質の排出量の推計を介して大気

汚染濃度分布を推計し，さらに，人の行動を加味した曝

露評価モデルを用いることにより，対策による交通量や

排出係数の変化が当該地域に居住する人に対する曝露量

に及ぼす影響を評価することができるシステムの構築を

図っている。構成要素となるサブモデルとして，交通シ

ステム対策評価モデル，���排出量の詳細推計・地域分

布予測モデル，交通流モデルを構築し精度の向上を図っ

た。これと共に，このモデルシステムにリアルワールド

の排出係数を与えることができる車載型計測システムを

開発利用し，様々な走行状態でのデータを取得した。一

方，曝露量推計のために当該地域に居住する人に対する

全生活時間帯の曝露量評価システムを独自に開発した。

　平成１５年度以降は，シャシーダイナモ実験，車載計

測，トンネル・沿道調査などを組み合わせ，更に研究を

継続したい。超微小粒子の組成が大きな関心事であり，

ディーゼルの排気由来の２０～３０ナノメートルにピーク

を持つ粒子の同定が必要である。特に計測法には重要で

ある。発生源，環境，動物曝露評価等の研究において共

通の測定システムを用いることによってのみ，発生源か

ら健康影響までを統一的に定量的に評価することが可能

となるからである。

　疫学研究では，大気汚染の急性影響評価が課題となっ

ている。我が国では時間単位の常時監視モニタリング

データが得られるため，より詳細な解析が可能である。

毒性評価研究においては，ディーゼル排気が循環機能に

及ぼす影響を生活習慣病や心筋炎などの病態モデル動物

を使い実験すること，アレルギー関連疾患の増悪機構の

解析を行うこと，粒子状物質の毒性スクリーニングを行

うこと，���成分の毒性物質の解析を行うこと等が課

題である。

　研究推進に当たっては国立環境研究所内の多くの研究

者の協力を仰ぐと共に，環境省，産業界，地方自治体，

大学，外部関連研究プロジェクト等と連携，協力して今

後の研究を実施して行きたい。

〔関連研究課題〕

０００５��２４５� 粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響　１５６��

９９０３��０５９� 気道の抗原提示細胞に関する基礎研究

１５７��

０２０２��３６０� 動脈硬化モデル培養系の作成　１６０��

０２０４��４２２�大気中有害化学物質に対する遺伝的感受

性要因の抽出法の確立　１６４��

０２０２��４５５� 大気汚染物質が気道に及ぼす毒性影響の

包括的な解析と影響指標の探索　１６５��

０１０５��２９５���２．５・���発生源の把握と対策評価に
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関する研究　１９７��

０１０５��２９６���２．５・���の環境動態に関する研究

１９７��

０１０５��２９７���２．５・���の測定に関する研究　

１９８��

０１０５��２９８���２．５・���の疫学・曝露評価に関す

る研究　１９８��

０１０５��２９９���２．５・���の毒性・影響評価に関す

る研究　１９９��

９９０３��２１５� 肺における細胞外基質代謝に関する研究

２０１��

０１０５��２１８� 大気環境影響評価に関する基礎的研究

２０１��

０１０５��２１６� 複雑市街地における局所高濃度大気汚染

の発生とその予測に関する研究　２０２��

９７０２��２２０� 大気中における微小粒子分散系の生成，

時間発展および沈着に関する研究　２０２��

０００４��０７３�中国における都市大気汚染による健康影

響と予防対策に関する国際共同研究　２０４��

０１０５��３００�西日本地域を中心とした大気汚染の長期

的なトレンド解析　２０４��

０２０４��３７７�ディーゼル車排出ガスを主因とした局地

汚染の改善に関する研究　２０５��

０１０３��３０２�車載型機器による実走行時自動車排ガス

計測・管理システムの実証　２０６��

０１０２��３０１�環太平洋地域の巨大都市地域における大

気環境比較研究　２０７��

０２０２��４３５� 粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関

する調査研究　２０７��

０２０２��４４０� 大気汚染と健康関連���との関連に関

する研究　２０８��

２．政策対応型調査・研究

２．１　循環型社会形成推進・廃棄物管理に関す

る調査・研究

２．１．１　循環型社会への転換策の支援のため

の評価手法開発と基盤システム整備に

関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１１

〔代表者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕大量生産・大量消費・大量廃棄型といわれる

現在の経済・社会から，循環型の経済・社会へ向けて舵

が切られはじめたが，目指すべき到達点やそこにいたる

までの具体的な方策の検討はまだ緒についたばかりであ

る。こうしたなか，循環型社会のあり方を長期的な視点

から見定めていくことの必要性及び当面の政策への対応

という観点から，資源の循環利用に係るさまざまな技術

や社会システムの得失を総合的に評価し，導入を図るべ

き手段を見極め，施策に反映させていくとともに，こう

した評価の基礎となる情報基盤を整備し，資源循環の現

状と問題点の的確な理解を支援することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，循環資源をはじめとする物質のフローを

経済統計と整合的に記述・分析し，循環の度合いを表現

する手法，資源の循環利用促進による環境負荷の低減効

果を総合的に評価する手法，地域特性にあった循環シス

テムの構築を支援する手法，および循環資源利用製品の

安全性を評価する手法の４つの分野における手法開発を

進める。これらを循環型社会への転換に係る諸施策の立

案・実施・達成状況評価の場に提供することにより，社

会を構成するさまざまな主体による効果的な「循環」の

実践の促進に貢献することが期待される。

　第１の分野である「産業連関表と連動したマテリアル

フロー分析手法の確立」においては，循環資源に関する

フローを体系的に表現するため，金額・物量併記の産業

連関分析モデルの設計を進めるとともに，関連研究で設

計した物量単位の投入産出表のうち循環資源関連部門の

細分化，諸統計・調査資料をもとにした廃棄物の処理・

処分・再利用に関する物量フローの集計を行った。また，

これらの産業連関（投入産出）表を用いて，最終需要と

産業廃棄物発生との関係に関する実証分析を行った。一

方，こうしたマテリアルフローの把握に基づく「循環の

指標」として，「物質利用時間」「物質利用効率」「使用済

み製品再資源化率」「使用済み製品再生利用率」「直接物

質投入量」「国内排出物量」の６つの指標を提案した。そ

して，循環型社会形成推進基本法における循環基本計画

では，����直接物質投入量，再使用・再生利用量�（直

接物質投入量＋再使用・再生利用量），最終処分量が採用

された。

　第２の分野である「ライフサイクル的視点を考慮した

資源循環促進策の評価」においては，廃棄物・リサイク

ルに関連する���の研究事例を収集し，本分野に���

を適用する上で必要な手法の再検討を行った。容器包装

プラスチックに重点をおいて，リサイクル技術に関する

技術動向，プロセスツリー，インベントリデータに関す

る情報を収集した。また，一般廃棄物の処理・処分に関

する���手法の実用性向上のためのソフトウェア改良

を行った。また，資源循環の促進策の導入効果の評価の
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ための基礎情報として，耐久消費財の買い替え・廃棄に

関する意識調査，耐久消費財に関するマテリアルフロー

調査を行った。資源循環の国際的側面に関する研究とし

て，アジア諸国との間での国際リサイクル，先進国のリ

サイクル事情に関する情報収集を行った。

　第３の分野である「循環システムの地域適合性診断手

法の構築」においては，事例調査対象地域（埼玉県）に

おける産業・経済構造や，建材と建設解体廃棄物の流通，

発生，再生品需要に関する地理情報を収集し，県内外に

おけるマテリアルフローを���上に作成した。また，中

間処理能力の分布，循環資源の選別・精製技術，再生資

源への要求品質等を調べ，資源の移動と需給の適合に係

わる要因を整理，評価した。さらに，これらの情報を用

いて，地域レベルのリサイクル率，環境影響や経済波及

効果等，資源循環システムの地域適合性を診断する手法

の開発を進めた。

　第４の分野である「リサイクル製品の安全性評価及び

有効利用」においては，都市ごみ溶融スラグなどのリサ

イクル製品について，利用実態調査や溶出成分の基礎的

実験を行うとともに，国内外の環境安全管理の方法を比

較考察するなど，基礎的な調査・検討を行った。また，

生活居住環境におけるリサイクル製品中の有害物質の各

種毒性に対応したバイオアッセイ法や簡易測定法など安

全性評価に関する基礎的検討を進めた。さらに，木材系

廃棄物の利用法に関して，炭化物ボードの室内でのホル

ムアルデヒド長期吸着効果の確認や有害ガス類吸着能に

及ぼす炭化温度の影響などに関する基礎的研究を実施した。

〔関連研究課題〕

０１０５��３９７� 産業連関表と連動したマテリアルフロー

分析手法に関する研究　８２��

０１０５��３９８� ライフサイクル的視点を考慮した資源循

環促進策の評価　８３��

０１０５��３９９� 循環システムの地域適合性診断手法に関

する研究　８３��

０１０５��４００� リサイクル製品等の安全性評価及び有効

利用法に関する研究　８４��

０００２��０２９� 環境負荷低減のための産業転換促進手法

に関する研究　８７��

０１０３��２７８� 耐久財起源の循環資源の適正管理に関す

る研究　８８��

０２０２��４２５� リサイクルに係わる法制度的措置に伴う

産業転換に関する研究　９０��

０１０２��３０５� 廃棄物溶融スラグの再生利用促進に関す

る研究　９０��

０２０４��４３４� 木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究

９１��

２．１．２　廃棄物の循環資源化技術・適正処理・

処分技術及びシステムに関する研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１２

〔代表者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕資源の循環及び廃棄物の適正処理・処分のた

めの技術・システム及びその評価手法を開発し，これら

を循環型社会の基盤技術・システムの要素技術に資する

ことを目的として，熱的処理システムの循環型社会への

適合性評価手法の開発，最終処分場用地確保と容量増加

に必要な技術・システムの開発，海面最終処分場のリス

クや環境影響のキャラクタライゼーション，処分場の安

定度や不適正サイトの修復必要性を診断する指標やそれ

らを促進・改善する技術の評価手法の開発，有機性廃棄

物に関する発生構造・需給要件及び物質フローの把握と

循環資源化要素技術及びシステム評価手法の開発を行う。

〔内容及び成果〕

（１）循環・廃棄過程における環境負荷の低減技術開発

　熱処理プロセスからの環境負荷削減技術に関し，排ガ

ス高度処理のための活性炭等の吸着特性データを実験に

より蓄積し，比表面積と直径１��以下のミクロ孔が吸

着能を決める重要因子であることを見出した。また，排

出低減管理のための迅速な有害物質モニタリング手法を

提示した。ガス化溶融飛灰を用いた加熱実験により，未

燃炭素含有率との関係に基づく生成量推定の可能性を見

出した。環境負荷物質の物理化学パラメーターに関し，

水への溶解度（��）及びオクタノール�水分配係数等

を，難燃剤を中心に一連の有機臭素化合物について測

定・評価した。��に関し，置換臭素数に基づく置換基効

果を見出した。特にブロモフェノール類について，算出

したヘンリー定数から水�大気間の分配性に関する重要

な知見を得た。一方，重金属を効率よく抽出・回収する

プロセス設計に必要な分配比及び固液平衡関係を定量的

に推算可能な活量係数式を提案した。これより，物質挙

動の解析・評価に当り有用な知見・ツールを与えた。

（２）有機性廃棄物の資源化システム及び評価手法の開発

　埼玉県における有機性廃棄物の排出源実態調査を行

い，排出原単位の作成，地域区分ごとの発生構造特性を

示し，循環資源特性化データベースの項目設計と情報整

備を進めた。全国各地の大型コンポスト施設を対象とし

て製品及び工程の安全性評価を実施し，指標細菌

����������	
	��，し尿原料中ウイルス，家畜糞尿原料中
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クリプトスポリジウムオーシスト及び重金属類について

評価した。乳酸発酵においては，最適発酵条件（回収乳

酸量，純度及び生成速度）として，初期��及び培養中

の��制御，及びマンガンイオン添加の効果を明らかに

した。実証実験装置による乳酸発酵の物質収支並びに回

収乳酸の品質を明らかにした。生ごみの乳酸発酵残さの

連続メタン発酵実験から，�����分解率６６％を達成

し，バイオガス中メタンガス濃度は４５％となった。ア

ンモニア回収技術では，熱処理���（リン酸マグネシウ

ムアンモニウム）及び熱処理���（リン酸水素マグネシ

ウム）のアンモニア吸収特性の比較検討を行い，���

吸収速度≫���速度，及び両者の比アンモニア吸収量

を確認した。特に示差熱分析計を用いた���の熱・重量

解析により，加熱処理により使用���が再生されるこ

とを示した。

（３）最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の

確立

　残余容量が逼迫した我が国の現状から，処分場の再生

技術について技術レビューを行い，技術データベースの

作成及び実際の処分場への適用計画策定を進めている。

適地選定手法に関する研究では，引き続き海面と陸上処

分場のライフサイクルインベントリー，ライフサイクル

コスト，及びライフサイクルリスクに関する検討を行

い，海面及び陸上処分場における特性値を明らかにし

た。海面処分場におけるリスク削減のための維持管理要

件を整理し，環境影響評価のフレームを作成した。さら

に，保有水集排水工法を提案すると共に，本工を施工し

た場合の水と空気の挙動をモデルにより解析し，安定化

促進効果を明らかにした。

（４）最終処分場安定化促進・リスク削減技術の開発と

評価手法の確立

　安定型廃棄物の硫化水素発生ポテンシャル評価法を精

緻化した。また，廃石膏ボードの硫化水素発生のメカニ

ズムを明らかにし，大型ライシメータにより実証を進め

ている。最終処分場安定化状況の診断のために，３つの

処分場を調査し以下の結果を得た。サーモグラフ及びを

レーザーメタン計を用いた埋立地ガス放出地点の検出法

を用いた迅速地表面ガスフラックス推定手法により，埋

立処分場のメタン排出量の特性を検討した。調査した３

処分場の動植物叢の生態学的指標の特長をまとめた。非

破壊地下物理探査手法（電気探査法）の処分場への適用

性について継続検討し，処分場状態把握及び敷地境界特

定について基礎的な情報を集めた。さらに，最終処分場

埋立廃棄物の安定化促進技術を開発するために実際の埋

立処分場に実証規模テストセルを建設し，運転を開始し

た。セル内には水分及び温度センサーが設置され，最適

設計・運転のためのデータ収集，解析を進めている。

〔関連研究課題〕

０１０５��４０１� 循環廃棄過程における環境負荷の低減技

術開発に関する研究　９３��

０１０５��４０２� 最終処分場容量増加技術の開発と適地選

定手法の確立に関する研究　９４��

０１０５��４０３� 最終処分場安定化促進・リスク削減技術

の開発と評価手法の確立に関する研究　９５��

０１０５��４０４� 有機性廃棄物の資源化技術・システムの

開発に関する研究　９５��

９９０３��２３８� 埋立地浸出水の高度処理に関する研究

９６��

０００２��２４１�廃棄物最終処分場における微量汚染物質

の長期的挙動とその制御方策に関する研究　９７��

０２０４��４２０� バイオ指標導入による最終処分場の安定

化促進技術の評価　１００��

２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応

した総合リスク制御手法の開発に関す

る研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１３

〔代表者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕循環資源や廃棄物に含有される有害化学物質

によるリスクを総合的に管理する手法を開発することに

より，資源再生利用や中間処理施設，最終処分場におけ

る安全確認と再生利用量の拡大を目指す。ダイオキシン

類などの分解処理技術の開発を行うとともに，液体クロ

マトグラフ�質量分析（�����）を用いた未知物質の

同定手法開発などにより監視測定技術を高度化し，厳正

な排出監視確保に資するため，以下の研究を行う。

　１）循環資源や廃棄物，土壌，排水，排ガスなどに含

有される重金属類や���などの有害物質を，バイオ

アッセイ法により包括的に，かつ簡易に検出する測定監

視手法を開発する。また，ダイオキシン類縁化合物把握

にむけたバイオアッセイ手法の適用と未知物質の探索を

行うことにより，循環廃棄過程における塩素化ダイオキ

シン類以外の制御対象物質群候補をスクリーニングする。

　２）有機臭素化合物を緊急の検討対象物質とし，その

主たる発生源，環境移動経路をフィールド研究から確認

し，その制御手法を検討する。とくに臭素化・塩素化ダ

イオキシン類は分析手法が確立されていないため，現行

の塩素化ダイオキシン類の公定法と同等の精度を持つ測

―����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



定分析手法を確立する。

　３）循環資源や廃棄物に含まれる物質の多くは不揮発

性物質および不安定物質と考えられるが，現在の分析手

法では把握できないものも多い。そこで，�����によ

る系統的分析システムを完成させ，廃棄物埋立地浸出水

中の不揮発性物質を分析する。とくに浸出水の処理過程

で生成する有害物質に着目し，その同定と定量を試みる。

　４）廃棄物および関連試料中に含まれる有機塩素系化

合物（���，ダイオキシン類など）を高効率で抽出，

無害化する手法を開発する。また，こうした技術開発を

ふまえ，ダイオキシン類や重金属類などの有害物質の種

類と量を追跡評価する物質フロー解析を行い，システム

としての制御方策を提言する。

〔内容および成果〕

　１）バイオアッセイによる循環資源・廃棄物の包括モ

ニタリングについては，まず，��レセプター結合アッ

セイである�����法を，都市ごみ焼却飛灰に適用する

研究を推進した結果，��������レベルの高感度検出

把握が可能となった。また，廃���処理のモニタリン

グにおいては，���総濃度で数���レベルまでの検出

は�����法，酵素免疫測定系アッセイにより検出が行

えることを確認した。また，廃棄物処分場浸出水試料を

対象とした広範な生物試験手法（バイオアッセイバッテ

リー）の標準化について検討した結果，急性毒性，遺伝

子毒性，内分泌撹乱性，生態毒性などの幅広い毒性が検

出可能であり，濃縮，抽出等の前処理を行わなくとも試

験別で有意な差のある毒性が検出されることがわかった。

　２）有機臭素化合物の発生と制御に関しては，廃テレ

ビの年代別の有機臭素系難燃剤の含有実態を把握し，廃

テレビの寿命曲線から時系列的な廃棄予測モデルを作成

した。７カ所の埋立処分場浸出水から，ポリ臭素化ジ

フェニルエーテルが検出された。その主要異性体は

�����４７，�９９および�１００であり，それらの３異性体の

合算濃度は最大４����（平均０．５６����）であり，テレビ

������材の細破砕物からの溶出も確認された。２臭素

化の����に対する水溶解度を実験的に求めたところ，

塩素化ダイオキシン類と比較して１０�～１０�倍であり，

水に対する移動性はかなり高いことが確認された。

　３）循環資源・廃棄物中有機成分の包括的分析システ

ム構築においては，浸出水試料中の有機成分を液々抽出

あるいは固相抽出で効率良く抽出・分画することに成功

した。また，�����のイオン化法を工夫することによ

り，従来測定が困難であった物質の検出を実現した。有

機成分のキャラクタリゼーションについては予備的実験

ではあるが，化合物群としての検出法や全体像の把握手

法，未知物質の同定手法の研究で，有用な結果を得るこ

とができ，今後の方向を定めることができた。

　４）循環資源・廃棄物中ダイオキシン類や���等の分

解技術開発については，以下のような実験結果を得た。

廃���をパラジウム・カーボン触媒及び光照射で分解

し，触媒法ではオルト位が脱離しにくく，光分解ではオ

ルト位が脱離しやすい等，両分解法による反応機構の違

いについて解明した。電解還元で生成させたラジカルア

ニオンをメディエータとする脱塩素化法によって１�ク

ロロナフタリン及び���の迅速かつ完全な脱塩素化を

実現した。また，メディエータの量を調整することで，

反応速度を制御できることも明らかとなった。

〔関連研究課題〕

０１０２��３０７� 最終処分場による環境汚染防止のための

対策手法検討調査　９８��

０１０５��４０５� バイオアッセイによる循環資源・廃棄物

の包括モニタリングに関する研究　１０１��

０１０５��４０６� 有機臭素化合物の発生と制御に関する研究

１０２��

０１０５��４０７� 循環資源・廃棄物中有機成分の包括的分

析システムに関する研究　１０３��

０１０５��４０８� 循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・

���等の分解技術の開発に関する研究　１０４��

０１０５��２４３� 廃棄物及び循環資源処理過程における有

機ハロゲンの簡易測定法の開発と毒性評価　１０５��

０１０４��２４０�廃棄物の熱的処理における臭素化ダイオ

キシン類の長期的管理方策に関する研究　１０６��

０１０３��３０６� 残留性有機汚染物質（����）を含む廃

棄物処理に関する調査研究　１０９��

０２０４��４３６� 不法投棄廃棄物等に含まれる化学物質の

包括的計測手法の開発に関する研究　１１２��

０１０３��２７９� 最終処分場管理における化学物質リスク

の早期警戒システムの構築　１１３��

０２０２��４４４� 廃棄物の生態毒性評価のための溶出試験

法の検討と水生生物試験の適用に関する研究　１１４��

２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型

環境改善技術システムの開発に関する

研究

〔研究課題コード〕０１０５��０１４

〔代表者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年）

〔目　的〕２１世紀の環境問題における極めて重要な課

題の一つとして，し尿や生活雑排水等の液状廃棄物対策
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がある。このような液状廃棄物対策を効果的に進める上

では環境低負荷・資源循環型の環境改善技術システムが

必要不可欠である。すなわち，これからの技術開発にお

いては生物処理工学いわゆるバイオエンジニアリングと

しての浄化槽等の活用や，土壌・湿地等の生態系に工学

を組み込んだ生態工学いわゆるエコエンジニアリングを

活用した環境低負荷・資源循環型の処理システム技術開

発と評価・解析に関する研究が重要となる。本研究にお

いてはこれらの点を踏まえ，開発途上国への展開を視野

に入れ，液状廃棄物の処理システム技術開発および活用

方策に関する課題を解決するための実証化研究をバイ

オ・エコエンジニアリング研究施設等を活用して推進す

る。研究開発課題としては，（１）窒素，リン除去・回収

型高度処理浄化槽，消毒等維持管理システムの開発�

（２）浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発�

（３）開発途上国の国情に適した浄化システム技術の開

発　（４）バイオ・エコと物理化学処理の組合せを含めた

技術による環境改善システムの開発に関し研究を実施した。

〔内容および成果〕

（１）浄化槽からのリン排出低減とリンの回収資源化を

両立させることが可能な技術の確立のために，ジルコニ

ウムフェライト系化合物を基材としたリン吸着担体を用

い，吸脱着特性などの実験室内データを取得した。ま

た，実際の浄化槽からのリン回収実験を行うことで，回

収効率や回収のための最適プロセス操作条件などについ

ての実証化研究を実施した。実排水に対して８．７��

�����担体��のリン吸着が可能なことなど，リン回収に

係わる基盤となる各種基盤データや操作条件を明らかに

することができた。

（２）浄化槽などの排水処理において，窒素除去の律速

因子である硝化反応を支配する有用硝化細菌群の動態に

ついて分子生物学的手法としての競合�����法を用い

ることで迅速かつ容易にこれら硝化細菌群を検出する技

術を確立した。さらに蛍光抗体法を用いることで各種坦

体の硝化菌の空間分布の観察を行い，最適なリアクター

デザインのためのモデル化に必要な硝化細菌の時空間動

態と処理性能との関係についての定量的な知見を得るた

めの基盤を固めることができた。また，懸濁物質を濾過

摂食する有用微小動物の輪虫類���������	
������������

を浄化槽に定着させることで処理水の透明度を著しく向

上させることが可能であることが分かった。この

���������	
������������の増殖活性の向上には米糠の添

加が効果的であることが判明し，有用微小動物を用いた

浄化能向上技法の実用化に向けての目処を得ることがで

きた。

（３）開発途上国の国情を考慮した生活排水等の液状廃

棄物としては，生産を兼ねた，水耕栽培および水生植物

による浄化方法が，再資源化と浄化の両立を目指す上で

極めて有効な手法である。そこで，実際にタイ王国にお

いてクレソンやクウシンサイなどの食用植物を用いた植

栽浄化実験を実施した。藻類が繁茂した汚濁湖水からの

窒素，リンなどの植物体による吸収除去と，根茎に生息

する微小動物などによるバイオフィルターの作用によ

り，懸濁物や藻類などの除去に対しての効果を実証する

ことができた。さらに，収穫した植物が食用としての安

全性と市場価値についての検討を行い，浄化と作物生産

が両立できる可能性が高いことを示すことができた。

（４）バイオ�エコエンジニアリングによる処理の限界

を克服する上で不可欠な，物理化学的処理とのベスト

ミックス化のための要素技術として，ラジカル反応を利

用した電気化学的処理に着目した。生物処理では削減困

難な溶存有機物除去に効果的であることや鉄電極などに

よる電気分解がリン除去・回収において有効であること

を応用した浄化槽とのハイブリッド化手法について検討

した。また，近年霞ヶ浦などで年間を通じて優占化して

いる糸状性ラン藻オシラトリアの発生に関与するリン，

金属イオン，キレート能を持つ溶存有機物との関係につ

いての実験を行い，オシラトリアの増殖には����の

ような強いキレート作用を持つ有機物により増殖が抑制

されることが明らかとなった。また，有機物の金属イオ

ンに対するキレート能の違いが優占種に影響を与えてい

る可能性が高いことが判明した。また，霞ヶ浦では場所

により湖底の底泥から溶出する有機物に差があり，発生

するラン藻類の種構成に影響を与えている可能性も示唆

され，窒素，リンの他に温度因子や底泥からの鉄，マン

ガンおよびキレート作用を持つ溶存有機物が極めて重要

であり，これらの因子に着目した対策手法の開発の重要

性が明らかとなった。

〔関連研究課題〕

０１０５��４０９� 窒素・リン除去・回収型技術システムの

開発に関する研究　１１５��

０１０５��４１０� 浄化システム管理技術の簡易容易化手法

の開発に関する研究　１１６��

０１０５��４１１� 開発途上国に適した省エネ・省コスト・

省維持管理浄化システムの開発に関する研究　１１７��

０１０５��４１２� バイオ・エコと物理化学処理の組合せを

含めた技術による環境改善システムの開発に関する研究

１１８��

０２０４��４２６� 新世紀枯渇化リン資源回収型の総量規制

対応システム技術開発　１１９��
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０２０４��４２８� 生活排水処理システム浄化槽の窒素除去

の律速因子となる硝化細菌の迅速測定・高度処理・維持

管理技術の開発研究　１２０��

０２０２��４５６� エコエンジニアリングによる水環境修復

の生態学的機構解明に関する研究　１２４��

２．２　化学物質環境リスクに関する調査・研究

－効率的な化学物質環境リスク管理のため

の高精度リスク評価手法等の開発に関する

研究

〔研究課題コード〕０１０５��０２１

〔代表者〕中杉修身（化学物質環境リスク研究センター長）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類，内分泌かく乱化学物質な

ど，化学物質汚染の複雑化，多様化に伴い，そのリスク

管理はますます難しくなっている。内分泌かく乱化学物

質や複合曝露など，未対応のリスクが存在する一方で，

対応する化学物質の増加や対応が困難な化学物質の出現

によってリスク管理に要するコストが増大している。

　リスク管理を適切に行うには，的確なリスク評価がそ

の前提となる。リスク評価が適切に行われないと，リス

ク管理に過大な社会コストを要する一方で，影響を受け

やすい人や生物を切り捨てることになりかねない。これ

らの課題を克服するには，段階的なリスク評価により対

象を絞り込み，高いリスクが予想される問題について高

精度のリスク評価を行っていくことが必要となる。ま

た，予防的なリスク管理は，十分な知見の整備を待たず

に行わなければならないため，社会的な合意が必要とな

り，リスクコミュニケーションを促進する必要がある。

　本研究では，現行のリスク管理政策の要請に対応し

て，あるいはリスク管理政策の将来的な展開に向けて，

曝露評価，健康リスク評価，生態リスク評価およびリス

クコミュニケーションに係る７つの研究課題を実施して

いる。

〔内容および成果〕

　本研究では，曝露評価，健康リスク評価，生態リスク

評価およびリスクコミュニケーションのそれぞれについ

て，高精度あるいは効率的な手法の開発を行っている。

　現行のリスク管理政策からの要請に対応しては，少な

い情報による曝露評価手法，生物種別の毒性試験結果に

基づく生態リスク評価手法の高度化とリスク情報加工・

提供方法の開発の３つの課題について研究を進めている。

　化審法の審査では生分解性と生物蓄積性から曝露可能

性が判断されているが，より適切に曝露を評価するに

は，申請時に届け出られる少ない情報から環境濃度を推

定する手法を開発する必要がある。そこで，統計予測モ

デルの開発と既存モデルをベースとしたモデルの構築・

改良を行った。本年度は，有害大気汚染物質のモニタリ

ング結果を被説明変数に人間活動や化学物質の性状を表

す指標を説明変数とした重回帰分析を行い，８割以上の

予測値が実測値の±１オーダーの範囲に収まる回帰式を

得た。さらに非意図的生成の有無を変数に加えることに

より，予測値のほとんどが実測値の±１オーダーに収

まったが，説明変数の有意性や符号の点で問題点が残っ

ている。既存モデルの改良では，政策支援に広く利用さ

れている多媒体モデル����をエクセル化し，使いやす

くするとともに，流量変化と底質の巻き上げを考慮した

河川モデル，既存の海水流動モデルに生態毒性モデルを

組み合わせた内湾モデルを構築した。東京湾中のビス

フェノール�を対象に行った内湾モデルの検証では，予

測値と実測値がよい一致を示した。

　化学物質による生態リスクの管理は，我が国は他の先

進国に比べて遅れていたが，化学物質の審査や水質環境

基準に生態リスク評価の導入が進められている。しか

し，生態系を構成する多様な生物の相互作用を考慮した

評価は難しいため，現状では藻類，ミジンコや魚といっ

た生物種別の毒性試験結果に基づいて生態リスクが評価

されている。しかし，生物種ごとに化学物質の感受性は

異なるものと考えられる。そこで，既存の生物毒性試験

結果を解析し，化学物質の種類に対応して感受性の高い

生物種の抽出を行っている。本年度は，環境リスク初期

評価にあたって収集・評価された毒性試験結果を用い，

藻類，甲殻類と魚類のいずれかに特異的に強い毒性を示

す化学物質種の抽出を試みた。これまでのところ，アミ

ン類，とくに芳香族アミン類が甲殻類に対し特異的に強

い毒性を示すこと，クロロアルケン類の中でも１，３�

ジクロロプロペンやテトラクロロエチレンが特定の生物

種に強い毒性を示すことが明らかとなった。また，生態

毒性試験について，����が提案する底質毒性試験法

の適用を調べ，我が国での実施可能性を検証するととも

に，改良すべき点の指摘を行った。

　リスクコミュニケーションの促進はリスク管理にとっ

て大きな課題であるが，そのためにはリスク情報を的確

に伝えることが最も重要な要素となっている。そこで，

分かりやすく伝えるためのリスク情報の加工・伝達方法

を検討するとともに，リスク情報の提供を行っている。

本年度は既に開設しているデータベースに既存化学物

質，審査済み新規化学物質や農薬のデータを追加・充実

するとともに，２つの情報検索ページを作成し，利用し

やすいように改良した。ヒット数は月平均で３０万件を
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超えている。また，事業者と周辺住民のリスクコミュニ

ケーションを促進する手法を検討するため，２つの事業

者が周辺住民に対して実施した説明会の参加者に対し，

アンケート調査を実施し，説明会前後での意識の変化を

調べた。

　リスク管理政策の将来的な展開に向けては，空間的・

時間的変動を考慮した曝露評価手法の開発，感受性要因

の解明とそれを考慮した健康リスク管理手法の開発，複

合曝露による健康リスク評価手法の開発とリスク管理へ

のバイオアッセイ手法の活用の４つの課題について研究

を進めている。

　これまでの健康リスク評価は一生涯にわたる定常的な

曝露に基づいて行われている。しかし，対策の実施によ

り曝露量は変動する。また，内分泌かく乱化学物質には

特定時期の曝露が重要であることが分かってきた。一

方，発生源の近傍での高曝露は，環境モニタリングによ

る曝露評価では把握されないおそれがある。そこで，時

間的・空間的な変動を考慮した曝露評価手法を開発して

いる。本年度は，河川モデルを搭載する河川構造データ

ベースを構築した。全国約４０，０００の単位流域・河道につ

いて，平均勾配，定常流量などのデータを整備するとと

もに，信濃川水系でモリネートを対象にシステムの計算

機能の検証を行った。また，空間データの変換に基づく

曝露評価手法を開発し，ダイオキシン類に適用してイン

ベントリの空間分布から大気濃度分布を求め，それに人

口分布を重ね合わせて曝露分布を求める試算を行った。

　化学物質に対する感受性は人によって大きく異なる可

能性があり，平均的な人のリスク評価に基づく対応では

感受性の高い集団のリスクを過小評価するおそれがあ

る。そこで，感受性を支配する遺伝的要因を解明すると

ともに，高感受性に配慮した健康リスク管理手法の開発

を進めている。本年度は，インフォームドコンセントを

行って１，０００人あまりから採取した血液から���を抽

出し，アセトアルデヒドデヒドロゲナーゼ２の一塩基多

型頻度を調べた。また，中国の慢性ヒ素中毒多発地区の

住民から採取した尿と毛髪の試料や合わせて採取した飲

料水と石炭中のヒ素等の分析を行った。尿中ヒ素濃度と

中毒症状の間に関係は見いだせなかったが，中に高いヒ

素代謝能を有する住民の存在を見いだした。

　環境中に，とくに大気中には多様な化学物質が存在し

ている。有害大気汚染物質のモニタリングや����パイ

ロット調査の結果によれば，とくに大気中には多くの化

学物質が存在しており，人や生物は呼吸を通じて多様な

化学物質に同時に曝露されていると考えられる。しか

し，このような複合曝露は，化学物質の組み合わせに

よって相加，相乗，拮抗といった多様な相互作用を示

す。このため，複合曝露のリスク評価はほとんど行われ

ていない。そこで，相加性を仮定して複合曝露評価手法

の検討を開始している。本年度は，有害大気汚染物質モ

ニタリング調査結果を用いて複合曝露による発がんリス

クの計算を行った。ユニットリスクを算定し，都道府県

ごとの平均濃度をかけることにより，発がんリスクを計

算した。人口の多い都道府県が個人的に高い発がんリス

クを示した。これらの都道府県は人口も多いことから集

団としてのリスクも高いことになる。また，大気環境基

準をベースとした複合曝露リスク評価指標についても試

算を行った。

　リスク管理コストの増大の一因は対応する化学物質の

数が増加し続けていることにある。また，化学物質の有

害性は主に動物実験によって確認されているが，コスト

と時間がかかることや動物愛護の観点からより効率的な

有害性判定方法が求められている。これらの問題を解決

する手段としてバイオアッセイ手法が注目され，多様な

手法が開発されているが，活用されている場面は少な

い。そこで，環境モニタリングを中心としてバイオアッ

セイ手法のリスク管理への活用を試みている。本年度

は，バイオアッセイ手法の活用方法に応じて求められる

要件を整理し，その観点から変異原性と免疫毒性を調べ

る手法について，各手法の特性比較を行った。また，バ

イオアッセイ手法による測定結果の定量的意味を把握す

るため，変異原性試験の測定結果と動物実験の結果を比

較する実験を実施している。ディーゼル排ガス粒子とベ

ンゾ［�］ピレンを対象に遺伝子導入動物を用いて試験

を実施し，用量と肺組織の突然変異頻度の関係を見いだ

すとともに，それらと肺腫瘍発生率の関係を求めた。さ

らに，突然変異頻度とエームス試験による変異原活性の

定量的な関係を求めた。

　平成１５年度以降は，本年度まで実施してきた研究を

継続・推進するとともに，����データの解析と結果の

公表などを行っていく予定である。

〔関連研究課題〕

９８０２��２４６� 植物エストロジェンおよび内分泌攪乱化

学物質の骨代謝バランスに関する研究　１３６��

０００２��０６５�トランスジェニックゼブラフィッシュを

用いた複合汚染水の総合的毒性評価法の開発　１５２��

９８０２��２４８� セスジユスリカを用いた底質試験法の検討

１５３��
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Ⅳ　重点研究分野ごとの研究課題



１．地球温暖化を始めとする地球環境問題への

取り組み

１．１　温室効果ガスの排出源・吸収源評価と個

別対策の効果評価に関する研究

（１）大気と森林生態系間の酸素と二酸化炭素の交換比

率に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��０９９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠嶋康徳（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕陸上植物が光合成や呼吸をする際の酸素と二

酸化炭素の交換比率は大気中の酸素濃度の変動を解析す

る上で重要である。しかし，実際の生態系において酸素

と二酸化炭素の交換比率を計測した例はごく限られてい

る。本研究では森林生態系において大気中の酸素と二酸

化炭素の変動を測定し，その交換比率を調べることを目

的とする。

〔内容および成果〕

　森林内に設置された大気自動採取システムを用いて，

森林内空気を毎月採取し，酸素濃度および二酸化炭素濃

度の変動から森林生態系における交換比率を求めた。そ

の結果，植物の活動が比較的活発な期間（７月から１０

月）の二酸化炭素と酸素の交換比率の平均値（２０００年

から２００２年の３年間の平均）は０．９９±０．０６とほぼ一

定の値を示し，季節変動も認められなかった。観測され

た交換比率は，陸域生物圏の交換比率として一般に使わ

れている値（１．１０±０．０５）と比べて約１０％小さな値で

あった。

　さらに本年度は，土壌呼吸による酸素と二酸化炭素の

交換比率を調べるために，土壌にチャンバーを設置しそ

の中の空気を数分ごとに採取した。チャンバーはあらか

じめ土壌中の根を取り除いた場所と根を残したままの場

所の２ヵ所に設置し，７月から９月にかけて採取を行っ

た。採取した空気の二酸化炭素と酸素濃度の変化から交

換比率を求めたところ，根を残した所の平均値は０．９６

±０．０３，根を除いた土壌の平均値は１．０３±０．０３で

あった。これらの結果は森林内大気の観測結果と整合的

であった。また，土壌中の根の有無による交換比率の違

いは，根呼吸の交換比率が１よりも小さい値であること

を示唆しているように思われた。今後，さらに根呼吸や

土壌中微生物の呼吸等，各プロセスごとの交換比率を研

究する必要がある。

〔備　考〕

（２）大気中における物質輸送・循環の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕神沢　博（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕地球大気中における物質の輸送および物質循

環の研究を行う。温室効果気体，オゾンおよびオゾン破

壊関連気体，エアロゾル，等の大気微量成分の物質循環

は，気候変動，地球環境にとって重要な要素である。具

体的な目的は，以下のとおりである。温室効果気体，オ

ゾンおよびオゾン破壊関連気体の衛星データの質を明ら

かにする。衛星データにより主に極域成層圏の極渦に関

連した物質輸送過程の一側面を明らかにする。衛星デー

タと全球気象データを組み合わせ，温室効果気体，オゾ

ンおよびオゾン破壊関連気体の循環について，極渦に関

連した一側面を明らかにする。

〔内容および成果〕

　前年度までに検証した水蒸気，亜酸化窒素，メタン等

の長寿命成分の衛星データを解析し，冬に発達する極渦

中の下降運動を推定し，極渦の孤立性の程度を議論し

た。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．２および１．４にも関連

（３）大気中二酸化炭素の接地境界層から自由対流圏に

かけての輸送に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��１０２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕町田敏暢（大気圏環境研究領域）・井上　元・

遠嶋康徳・高橋善幸

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕二酸化炭素の放出源・吸収源の強度や分布を

明らかにし，将来の濃度予測を確かなものにするために

大気中二酸化炭素濃度の時間的・空間的変動が世界各地

で観測されている。しかしながら二酸化炭素の観測が主

に行われている接地境界層内と自由対流圏との間の輸送

過程に関する知識が不足しているために，二酸化炭素の

放出源・吸収源の定量的な見積に障害が生じている。本

研究では主に陸域において陸上生態系の影響を強く受け

た大気中の二酸化炭素濃度を地上付近から自由対流圏ま

で高度毎に長期間の観測を行うことによって，二酸化炭
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素の境界層��自由対流圏間の交換過程の季節依存性や強

度について知見を得ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　接地境界層内における二酸化炭素濃度の日変動を詳細

に解析した結果，１）境界層内の日変動の振幅は季節に

依存し，同じ季節でも気温の逆転層の形成と密接な関わ

りのあることや，２）日中の大気が混合された後の濃度

に日々の変化があり，夏季にその変動が大きく冬季には

小さくなっていることが明らかになった。春季と秋季で

は日中濃度のレベルは同程度でも濃度のばらつきは明ら

かに秋季の方が大きかった。これは主に日射に依存する

光合成活動に対して気温や土壌水分量に依存する呼吸や

分解活動に時間的空間的不均一性がより大きいことが原

因の一つと考えられる。

〔備　考〕

（４）木製品における炭素蓄積に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０４��３３５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕橋本征二（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・森口祐一

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕地球の炭素循環における森林セクターの役割

は十分明らかとなっていないが，その一つが木製品によ

る炭素固定とされる。一方，気候変動防止のための国際

的な取組において，木製品による炭素固定が対策の候補

に挙げられている。しかしながら，その炭素蓄積量や気

候変動対策上の位置づけに関する研究は世界的にも少な

く，日本を対象とした包括的な研究はない。本研究は，

木製品における炭素固定について明らかにするととも

に，国別インベントリーにおける異なる勘定方法の評価

を行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度は，日本を対象として木製品としての炭素流動

量，蓄積量を推計する詳細なモデルを作成し，これをも

とに廃木材のリサイクルや木製品の長寿命化などの効果

を検討した。得られた結論は以下のとおりである。�

１）木製品の炭素蓄積量は，１９９０年には３１８����，

１９９９年には３６８����と推計された。１９９０年における

木製品の炭素蓄積量は，１９９０年における日本の森林生

態系（植生のみ）の炭素蓄積量の約２２％に相当する。

２）炭素蓄積量の変化は，１９９０年には６．９����増加，

１９９９年には３．０����増加と推計された。分析を行った

期間内では，炭素蓄積量は増加しているが，その増加量

は年々減少している。１９９０年における炭素蓄積量の増

加は，１９９０年における化石燃料とセメント生産からの

炭素排出量の約２％に相当する。３）リサイクルや長寿

命化は，木製品の炭素蓄積量やその変化を減少させる。

したがって，木製品による炭素固定の効果は小さくなる

が，化石燃料とセメント生産からの炭素排出量と比較す

るとその影響はそれほど大きくない。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野２．１にも関連

（５）重量充填法による大気中の�２��２比測定用標準ガ

スの調製方法の開発

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３３６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕遠嶋康徳（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕大気中の��濃度の変動は地球表層の炭素循

環の解明に役立つことが明らかにされてきた。��濃度

の変動（通常は�����比の変動として表される）は標準

空気からの偏差として測定される。しかし，���レベ

ルで��濃度が既知の標準空気は存在せず，各研究機関

がそれぞれ容器に保存した実際の大気を標準として用い

ているのが現状である。そこで本研究では，重量充填法

を用いた��濃度測定の標準ガスの調製方法を確立する

ことを目的とする。また，調製される標準ガスを用いて

大気中��濃度を再評価も試みる。

〔内容および成果〕

　大型化学天秤で重さを秤量しながら高純度の���，

��，��，��ガスを大気の組成と同じになるよう高圧容

器に充填した。このように重量充填方によって調製され

た標準ガスの�����比を������法で分析し，重量値

との比較から標準ガスの調製精度や環境研の�����比ス

ケールと��濃度の関係を明らかにした。また，大気の

�����比の観測結果から大気中��濃度の再評価を試み

た。

　ガス充填に伴う高圧容器の膨張によって生じる浮力の

効果（��濃度で０．５���）や，充填に用いた高純度��

および��ガスの同位体組成の大気との違い（分子量の

違い）による効果（１．４���）等について補正を行い，

最終的に重量値に基づく組成を決定した。重量充填法に

よって調製した１２本の標準ガスについて�����比の重

量値と分析値を比較したところ，充填精度はおよそ３

―����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



���であると見積もることができた。今回調製した標

準ガスを用いると２０００年の波照間で観測された大気中

��濃度の年平均値はこれまで知られている大気中��濃

度（２０９４±６０���）より約８０���低くなっていること

がわかった。

〔備　考〕

（６）大気汚染・温暖化関連物質監視のためのフーリエ

変換赤外分光計測技術の開発に関する研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０００２��０７８

〔担当者〕中根英昭（大気圏環境研究領域）・畠山史郎・

杉本伸夫・井上　元・長浜智生

〔期　間〕平成１２～１４年度�（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地域規模の大気汚染の深刻化と地球規模の大

気汚染への寄与の増大という二つの側面から，大気汚

染・温暖化関連物質の実態把握と対策の重要性はますま

す大きくなっている。多様な大気汚染物質の動態を把握

するためには，これらを同時に観測することが重要であ

る。温室効果ガスについては，ソース・シンクの情報を

含む鉛直分布の連続測定が重要である。

　上の要求を満たす測定手法として，フーリエ変換赤外

分光（����）計測が有力な候補である。特に最近操作

性が良好になった高分解能����装置の持つ大きな情報

量を活用するならば，多成分の大気汚染物質の同時観測

をオープンパスで行うこと，温暖化関連物質の高度分布

の観測を行うことの可能性が開ける。本研究では，上の

可能性を現実化する測定手法を提案し，これについて実

際に高分解能����装置を用いた実験を行い，測定手法

の有効性を実証することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，オープンパスの長光路吸収測定による大

気汚染物質の多成分同時観測について，水蒸気等の干渉

等の問題を排除するためのハードウェア的，ソフトウェ

ア的技術を開発する。また，赤外吸収スペクトルの幅が

気圧（高度）によって変化すること等を利用して，大気

汚染物質や温室効果ガスの鉛直分布を求める技術を開発

する。具体的には，（１）長光路吸収法による大気汚染

物質の同時多成分計測技術の開発，及び（２）太陽光源

赤外吸収スペクトルを用いた温暖化関連物質の鉛直分布

計測技術の開発の二つのサブテーマによって研究を行

う。

（１）長光路吸収法による大気汚染物質の同時多成分計

測技術の開発

　本サブテーマでは，赤外光源から放出された赤外光を

水平に大気中に放出し，光路中の大気中の汚染物質に

よって吸収させた後に����装置に導入して吸収スペク

トルを観測する。観測された多成分の気体の吸収スペク

トルを個々の吸収スペクトルを用いて分離し，個々の気

体の濃度を導出する。個々の気体の濃度を導出するプロ

グラムの開発，水蒸気等による干渉が分解能によってど

のように変化するか等に関して検討する。本年度は，動

物棟４階から温暖化棟までの４００�の光路を用い，一酸

化炭素，メタン，一酸化二窒素，二酸化炭素，水蒸気の

濃度を測定した。

（２）太陽光源赤外吸収スペクトルを用いた温暖化関連

物質の鉛直分布計測技術の開発

　本サブテーマでは，太陽を追尾して太陽光を����装

置に取り込み，太陽と地上の間の大気による吸収スペク

トルを観測する。このスペクトルの形状から気体濃度の

鉛直分布を導出する。本年度は，太陽光源を光源として

大気の高分解能赤外吸収スペクトルを観測し，解析ソフ

トウェア���������を用いて一酸化炭素，メタン，

亜酸化窒素の鉛直分布を導いた。特に，一酸化炭素にお

いては，吸収スペクトルの飽和の程度の異なる吸収線を

用いて対流圏における高度分布を求めた。

〔備　考〕

共同研究者：村田　功（東北大学大学院）

　アジアフラックスネットワークの確立による

東アジア生態系の炭素固定量把握に関する研究

（７）２）生態系における安定同位体比の測定による物

質フローの解明に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���３

〔研究課題コード〕０００２��１００

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕高橋善幸（大気圏環境研究領域）・町田敏暢・

遠嶋康徳

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕大気，土壌，植物各相のサンプリングによる

試料を分析し，炭素，水素，酸素の安定同位体比を測定

する。測定結果の解析により生態系呼吸起源の���の

同位体比を推定し，その変動を検証する。気温・降水な

どの環境要素の変化により大気と生態系の間の同位体交

換プロセスがどのように影響を受けるかについて解析す

る。

〔内容および成果〕

　北海道のカラマツ林内に設置した大気試料自動採取装

置を用いて，一定の時間間隔で大気試料を採取し，���
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濃度とその炭素安定同位体比（δ����）及び酸素安定同

位体比（δ����）の日変動を観察した�この観測を植物

の光合成活性の高い６月から９月には月に２～３回，晩

秋から雪解けまでの期間は１～２ヵ月に１度の頻度で

行った�

　光合成活動の無い夜間に森林内で観測された���濃

度と同位体比の時間変動から上空大気起源の���と生

態系呼吸起源���の二成分系を想定した単純混合モデ

ルを用いてこの生態系の呼吸により放出された���の

δ����及びδ����を推定した。植物の活動が盛んな６月

から９月の期間では呼吸起源���のδ�
��
�は２������以

上の範囲で有意な時間的変動性を持っており�平均値

は�２８．０������であった�この平均値は北米の北方林で

の観測で報告されている値に比べて有意に低い値であ

り，カラマツの持つ生理的な特徴や成長期に降水量が多

い東アジア特有の気候が反映されていると考えられる�

　６月から９月に観測されたデータを用いて林内の水分

の指標の一つである飽差（飽和水蒸気圧からの水蒸気圧

の不足分；���������		
�������������）に対してラグ

相関解析を行ったところ，呼吸起源���のδ�
��
�は観測

の５～６日前の���ともっとも強く相関していること

が明らかとなった�これは�北米の常緑針葉樹林などで

の観測から報告された特徴と一致しており�大気�陸域

生態系の���交換において，光合成による取り込みと

呼吸による放出が短いタイムスケールでリンクしている

ことを示唆している。

　本研究により，生態系から放出される���の同位体

比が気候的な変化により変動することが，観測事実から

確認された。

〔備　考〕

課題代表者：林　陽生（農業環境技術研究所）

サブテーマ代表者：村山昌平（産業技術総合研究所）

共同研究機関：産業技術総合研究所，農業環境技術研究

所

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．１にも関連

　太平洋域の人為起源二酸化炭素の海洋吸収量

解明に関する研究

（８）１）太平洋の海洋表層二酸化炭素データ解析によ

る二酸化炭素吸収放出の解明に関する研究�４）海

洋二酸化炭素データ統合に関する分析標準化に関す

る研究

〔区分名〕環境��地球推進���９

〔研究課題コード〕０１０３��１５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕野尻幸宏（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェトグループ）・荒巻能史・藤井賢彦

〔期　間〕平成１３～１５年度�２００１～２００３年度）

〔目　的〕海洋は大気中に放出された人為起源二酸化炭

素の吸収源として働いているが，その吸収が将来どう変

動するか予測することは，二酸化炭素の排出規制を決め

る上できわめて重要である。現在の海洋の二酸化炭素吸

収を定量化し，予測モデルを正確にするために，現在ま

でに得られている国内外機関の海洋表層二酸化炭素デー

タを活用して，特に北太平洋の二酸化炭素正味吸収量を

解明することを目標とする。また，海洋表層二酸化炭素

分圧と海水中の全炭酸・アルカリ度など炭酸系物質の化

学分析の正確さを保証し，国内的，国際的なデータの統

一利用を可能にするための，分析標準化を行う。

〔内容および成果〕

　地球環境研究センターモニタリング事業で，１９９５年

から１９９９年にかけて実施した観測協力貨物船��������

データから得た北太平洋中高緯度海域の表層二酸化炭素

分圧�����）の分布は，１９６０年代から１９９５年までの

データに基づいて���������らが報告した気候値とほと

んど差がなかった。��������データ解析では，年々変

動の抽出を試みたが，明瞭な答えが見いだせなかった。

そこで，１９９５～１９９９年の��������と１９９９～２００１年

の観測協力船���������	
���のデータを合わせて使い，

新たな方法で年々変動の客観解析を行った。その結果，

１９９５～２００１年の６年データセットからこの海域のΔ

�����（海洋��大気���分圧差）の平均的な分布図（気候

値とする）を得た。気候値と各年の分布マップを比較し

て，年々変動を推定した。各年のマップ作成において，

４．５×４．５度のグリッド内に４つの季節の観測値がある

という条件でグリッドデータの有効無効を判断したの

で，海域カバーは悪くなった。各年のグリッドデータと

気候値グリッドデータの両者が存在するグリッドだけに

ついて，差分の各年マップを作成した。

　その結果として，プラスマイナス２０μ����ほどの振

幅で，この海域にはΔ�����の年々変動があることが明

らかになった。１９９８年のような全域でやや低めの年，

２０００年のようなやや高めの年がある。ただし，明瞭な

高低は局所的におこり，西部亜寒帯太平洋，東部亜寒帯

太平洋というような海盆全体で起こる現象ではないこと

が分かった。これに対して，水温の年々変動はより広範

囲で起こっていた。そこで，西部亜寒帯，ベーリング

海，東部亜寒帯というスケールの平均現象を見る目的

で，緯度１０度×経度１５度の範囲の平均値を求めた。海
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盆内で高い����や低い����が見られる場合，海盆の

他の場所で反対方向の����変化があることが多かっ

た。その結果，特に西部亜寒帯海域では年々変動がなく

なり，海盆全体の����年々変化が著しく小さいことが

明らかになった。一方，ベーリング海のような小さめの

海盆では，より大きな����年々変動が見られ，水温の

経年変化とより強い関係を持つことが分かった。

　政府間海洋学委員会二酸化炭素諮問委員会

��������	���
��������������������
����������	��

��������	
���）では，従来から，海水の���パラメー

タ測定の精度向上を目指す活動を行ってきた。海洋表層

の���交換を求めるデータセットとして必要な���分

圧観測では，瓶詰標準試料の使用が不可能であり，測定

機器を持ち寄る相互検定が，現実的な正確度確認の方法

である。そこで，水産工学研究所室内海水プールに臨時

設備を準備し，各国研究機関の参加を募り，２００３年３

月に国際比較実験を実施した。参加機関は，国立環境研

究所，産業技術総合研究所，水産総合研究センター，モ

ンタレー湾水族館研究所，米国大気海洋局，英国イース

トアングリア大学，ドイツキール大学，ニュージーラン

ド国立大気水圏研究所，韓国プサン大学・ソウル大学合

同チーム，モンタナ大学，フランス国立共同研究機構の

８ヵ国１１機関であった。１０台の船上仕様測定装置，３

台の係留仕様測定装置を同時運転した。プールの���

分圧は塩酸または水酸化ナトリウムの注入で自由に調整

できるので，測定の正確さと分圧値の関係を知ることが

でき，自然海域での比較実験より有利である。参加測定

装置の気液平衡器には，検定済み水温計を提供し，０．０１

度の精度でプール水温と平衡器水温の差を測定し，共通

配管から平衡器に分岐することによる温度変化影響を除

くことができるようにした。

　その結果，国立環境研究所の装置は参加装置の中で安

定な動作で優秀であった。船上連続運転仕様の装置によ

る測定は，不調の装置を除けばおよそ２���の範囲で

一致した。係留仕様の装置は，出荷時の検定でそのまま

使用したので不利であり，やや大きな差があった。ま

た，平衡器に付着する有機物の分解が���分圧値を高

くするという誤差要因が確認され，装置運用に配慮をす

る必要があることが分かった。本実験から得られる知見

は，国際的な海洋表層���分圧観測データベースを評

価する指針となりうるものとなった。

〔備　考〕

　海水中微量元素である鉄濃度調節による海洋

二酸化炭素吸収機能の強化と海洋生態系への影

響に関する研究

（９）３）鉄濃度調節が炭素循環に及ぼす影響に関する

研究

〔区分名〕環境��地球推進���５７

〔研究課題コード〕０１０３��１５３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕野尻幸宏（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェトグループ）・横内陽子・今井圭理

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕海洋は大気中に放出された人為起源二酸化炭

素の吸収源として働いているが，海域によってはその吸

収能が微量栄養塩の不足で規定されている。北太平洋高

緯度海域もその一つであり，最も不足が起こりやすい鉄

を散布することで二酸化炭素吸収能が増強されると考え

られる。将来，温暖化対策として大規模な海洋鉄散布が

行われる可能性があるので，その対策技術が海洋環境・

海洋生態系へ与える影響を事前に明らかにすることが必

要である。そのため，中規模（メソスケール）の鉄濃度

調節実験をこの海域で行う。メソスケール実験は，海洋

をバックで仕切るエンクロジャー規模実験より大きく，

１０��四方程度の鉄添加海域を作る実海洋実験であり，

周辺海域に長期的影響を及ぼさない規模の実験である。

本研究所は，鉄濃度調節実験で起こる海水炭酸系の変

化・炭素固定と生物生産の関係の研究を分担する。

〔内容および成果〕

　�����（北太平洋の海洋科学に関する政府間機構）の

もとで，国際共同研究として，海洋鉄肥沃化に関する共

同実験計画が提案され，日本とカナダが中心となって実

行に移された。２００１年夏に北西太平洋亜寒帯海域で海

洋鉄散布実験を行い，２００２年夏にアラスカ湾海域で同

様の実験を行った。本年は２００１年実験の試料分析，

データ解析と，２００２年の実験実施，試料分析を行った。

　北太平洋亜寒帯海域は，冬季の海洋の鉛直混合により

主要な栄養塩である硝酸，リン酸，ケイ酸の濃度が非常

に高くなる海域である。春から夏にかけて海洋表層で植

物プランクトンが生育することによって海水中の無機炭

素と栄養塩が固定され，表層水の栄養塩濃度が低下して

ゆく。条件のよい海洋では，これら栄養塩濃度はほとん

どゼロに近くなるまで低下するのであるが，北太平洋亜

寒帯海域の広い範囲では，９月頃の最低濃度の時期でも

枯渇状態にならず，他の何らかの植物プランクトン生育

条件が満たされないことが知られていた。このような海
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域は，����（��������	�
���������	�����：栄養塩

が高いにもかかわらず植物量が少ない）海域と呼ばれ，

その原因として，日射の不足，動物プランクトンによる

捕食など，いろいろな説が提唱され従来から議論となっ

ていた。����海域の原因としての鉄不足仮説には，

１９９０年代以降実験的な証拠が与えられ，このような海

域に鉄を加えることが植物プランクトンの成長を促進

し，海水中の溶存無機炭酸の固定を増強することで，ひ

いては大気中の二酸化炭素の吸収を起こすという操作が

現実にありうると考えられるようになった。

　広大な����海域は，北太平洋亜寒帯，東部赤道太

平洋，南極海の３ヵ所である。１９９３年の東部赤道太平

洋海域ではじめて中規模実験が行われて以来，南極海の

実験も行われた。この課題による２００１，２００２年の実験

は，北太平洋亜寒帯でのはじめての実験である。

　２００１年の実験の解析では，表層二酸化炭素分圧デー

タ，沈降粒子成分分析結果などから，実験期間の炭素収

支を描くことができた。表層海水の全炭酸の減少量と大

気からのガス交換による供給量から，海水中から除去さ

れた無機炭素量が推定され，２週間の実験期間中で１．３

モル����であった。それに対し，観測期間末に海水中に

存在する粒子状有機炭素量と溶存有機炭素量の和を求め

たところ１．０８モル����であった。漂流セディメントト

ラップで測定された鉛直有機炭素輸送量は水深６０�面

を基準として０．１７モル����であった。従って，鉄散布

から約２週間の追跡観測期間に限っていえば，植物プラ

ンクトンに固定された炭素の大部分は，冬季の混合層よ

り深い深度まで輸送されていなかった。これは，以前の

赤道や南極海域での結果と近く，鉄散布は顕著な植物プ

ランクトン量増加をもたらしはするものの冬季混合層以

深への輸送量が速やかに高まるものではないことを示し

た。このことは，鉄散布の二酸化炭素吸収増加対策とし

ての効果に疑いをもたらすものであるが，固定された有

機炭素が観測期間以降に表層海洋で分解され無機炭素に

戻るのか，あるいは，観測期間以降に大きな鉛直輸送フ

ラックスを示すのかが重要なポイントであり，より長い

追跡観測が必要なことが明らかとなった。

　２００２年７～８月の日加共同実験では，カナダ海洋研

究所観測船，カナダ傭船観測船，水産庁開洋丸の３隻が

実験に参加した。開洋丸は散布後３～４週間の観測を担

当し，鉄散布の効果についてより長期の影響を観測し

た。鉄散布による植物プランクトン増殖効果は，２００１

年の実験に比べて小さく最大濃度は１�３程度，表層二酸

化炭素分圧低下は１�２程度であった。漂流セディメント

トラップ実験による沈降粒子増加は３週間以降に顕著に

なった。試料分析とデータ解析から炭素収支の解析を

行っている。

〔備　考〕

研究代表者：津田　敦（水産総合研究センター北海道区

水産研究所）

共同研究者：武田重信（東京大学）

　交通需要の地域特性に適合した運輸部門の環

境効率向上策とその普及促進に関する研究

（１０）２）輸送機関の環境効率評価と需要に適合した普

及促進策に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���５５

〔研究課題コード〕０００２��２２２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�近 藤 美 則（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・森口祐一・松橋啓介・�

工藤祐揮

〔期　間〕平成１２～１４年度�（２０００～２００２年度）

〔目　的〕日本の運輸部門からの二酸化炭素（���）排

出量は，総排出量の２割を占め，一貫して増加を続けて

いる。アジア諸国をはじめとする発展途上国において

も，モータリゼーションの急速な進展により運輸部門の

排出が急増傾向にある。���排出量の削減目標達成に

は，運輸部門からの排出の８～９割を占める自動車から

の排出削減が不可欠である。このためには，日本の優れ

たエネルギー効率の自動車技術や公共交通システム技術

を交通需要の地域特性にあわせて内外に適用することが

望まれる。排出削減目標の達成期限や国際的枠組み適用

に関する検討状況を勘案すれば，短期間に効率の高い技

術を内外で大量に普及促進のための社会・経済的支援策

を併せて検討することが緊急課題と考えられる。そのた

め，まず石油燃料のほか，天然ガス，バイオマス・太陽

エネルギーなどの代替エネルギー源と車両の駆動方式に

ついて，エネルギー供給まで遡った総合的効率の高い技

術を見出し，中長期的な普及戦略の根拠を得る。つぎ

に，自動車の使用実態を反映した温室効果ガス排出量評

価手法を確立し，排出比例型賦課制度の根拠データを提

供する。また，公共交通システムの効率向上策の技術的

検討を行うとともにその導入可能性，環境改善効果等を

他の交通手段と比べつつ定量的に評価する。さらに，交

通需要の地域特性の異なる類型ごとに，公共交通システ

ム整備，高効率車への代替促進などの施策の費用対効果
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を明らかにする。

〔内容および成果〕

　地域特性に適合するとともに，エネルギーの生産・供

給・利用の面から見て効率の高い輸送機関を明らかにす

るために，地域別に輸送機関に利用可能なエネルギー源

とその生産・製造プロセス，エネルギー利用にいたるま

でのエネルギー供給フロー，輸送機関の駆動方式と効

率，エネルギー転換・蓄積デバイス等に関するデータの

収集と整理をもとに，データベースの製作及び輸送機関

の地域特性別の効率評価ツールを作成した。さらに，ア

ジア諸国の気候条件および交通需要に適合した輸送機関

の要素技術を検討するとともに技術的評価を実施した。

　交通に伴う環境負荷は，輸送機関の特性はもとより，

その走行速度や混雑率といった利用時の状況にも大きく

影響を受けることから，それを考慮せずに優劣を論じる

ことは難しい。また，新規の輸送機関を導入・整備する

際には，輸送機関単体とともにそのインフラを建設・維

持することによって生じる環境負荷をも考慮する必要が

ある。以上の点を定量的に考慮するために，従来の

���（ライフサイクルアセスメント）における評価範囲

を交通システム全体への波及効果まで広げた拡張ライフ

サイクル環境負荷（�����）の概念を提示し，それに

従った輸送機関の環境面からの評価の方法論を示した。

〔備　考〕

（独）産業技術総合研究所・（独）交通安全環境研究所・名

古屋大学・慶應義塾大学・群馬大学との共同研究である。

　市町村における温室効果ガス排出量推計およ

び温暖化防止政策立案手法に関する研究

（１１）２）市町村における運輸部門温室効果ガス排出量

推計手法の開発および要因分析

〔区分名〕環境��地球推進���６１

〔研究課題コード〕０２０４��３３７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�松 橋 啓 介（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・工藤祐揮

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕国内の市町村において効率的かつ有効な温暖

化防止政策を早期に実施することが不可欠なため，容易

に入手可能な統計データを用いて排出量を推計する手法

と政策手段の効果把握等のノウハウを提供することが課

題全体の目的である。そのために本研究では，特に運輸

部門について，市町村単位の温室効果ガス排出量を既存

統計データから推計する手法を開発したうえで，排出要

因の分析や排出実態に基づく市区町村の地域類型化を行

い，あわせて温暖化対策の類型別体系的整理やその効果

推計を行うことを目標とする。

〔内容および成果〕

　市町村が運輸部門の温室効果ガス排出量を容易に推計

できるような手法を開発するために，まずパーソント

リップ調査等の対象地域について，市町村別に手段別

���排出量を算出する。次に排出量特性による地域類型

を踏まえて，交通状況や土地利用状況を表す各種指標等

との関係から，全国市町村の���排出量推計式を作成

する。さらに，燃料販売量に基づく全国排出量と比較

し，排出量推計式の利用可能性を検証するとともに，将

来排出量の予測を行う。

　本年度は，関東地域を対象に，道路交通センサス��

調査およびパーソントリップ調査のデータを用いて，市

区町村別手段別���排出量推計を到着地ベースで行っ

た。集計方法には，他に排出地ベース，居住地ベースの

集計があり得る。到着地ベースの集計結果を見ると，勤

務地や観光地等の特徴を良く表していることから，こう

した面での対策を検討・評価する際に利用可能と考えら

れた。集計方法による排出量の違いを用いて，地域類型

化を行うことを検討したい。

〔備　考〕

研究代表者：中口毅博（特定非営利活動法人環境自治体

会議環境政策研究所）

（１２）��４，�２�のインベントリーの精緻化と開発中核

技術の内外への普及

〔区分名〕環境��地球推進���５１

〔研究課題コード〕０００２��２２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・山田正人

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕バスケットアプローチによる削減目標達成の

ため，排出量推計精度の極めて低い人為的���，���排

出分野でのインベントリー整備と実効性の高い対策技術

の開発が重要であり，排出ポテンシャルが大きい生活

系・事業場系排水処理および固形廃棄物処理の廃棄物分

野についてアジア地域の開発途上国を視野に入れ，イン

ベントリーの充実化と普及可能な対策技術の開発を行

い，導入効果の評価を踏まえ，対費用効果の優れた技術
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の普及を図る研究を推進する。

〔内容および成果〕

（１）生活系・事業場系排水処理および固形廃棄物処理

におけるインベントリーと排出抑制対策技術に関す

る検討

　実際の合併処理浄化槽を用いて，富栄養化対策として

の嫌気処理の組み込みの���，���排出抑制に対する効

果を検証した結果，水温の変動により，排出量は変動す

るものの窒素除去の運転操作条件の適正化が排出抑制に

効果的であることが明らかになった。ここで���排出

に関して���還元酵素をコードする遺伝子（����遺伝

子）に基づき微生物群集構造解析を行った結果，これら

の遺伝子の発現に���が強く影響すること，嫌気のみ

ならず微好気条件下で発現する細菌群の存在が明らかに

なった。これらの検討を基に，���が開発した����

１に���の反応に関わる式を組み込み検討した結果，

まず従属栄養細菌による好気脱窒が，次に独立栄養細菌

による好気脱窒がおこり���が生成していることが推

定され，それらは��，���，��などの環境条件の影

響を受けて複数のピークを生じるものの好気条件下では

好気脱窒を仮定することでおおむね挙動を再現すること

ができた。一方嫌気条件下では数値解析により���の還

元を速やかに進行させる有機物濃度を維持することが

���の十分な還元による���の蓄積抑制をもたらすこ

とが示された。

　開発途上国で一般的な生態工学的排水処理手法からの

排出量を運転操作条件との関係で検討し，インベント

リーの精緻化を図った。また，���の大きな排出源であ

る廃棄物埋め立て処分場からの排出量インベントリー精

緻化のために処理処分運転操作条件を踏まえた排出量の

提示と排出量推計モデルの確立を行った。

（２）対策技術およびインベントリーの総合評価に関す

る検討

　対策技術評価では多様な対策技術を一元的に相対比較

する手法の開発を目指し，①費用対効果等対策技術の特

性評価　②間接影響を含む総合評価の枠組構築　③対策

技術受入地域の特性評価と検討を進めたが，購買力平価

による各国消費者物価，各国労働費用統計から，海外で

の費用対効果の簡便な評価方法を提案し，総合評価全体

を再構築した。インベントリー研究の評価では，����

の不確実性評価のもつインベントリー研究成果の過小評

価傾向について過去の排出量推計の不確実性を最新の知

見から見直す方法を提案し，試行の結果，本手法は研究

成果から不確実性評価までの透明性は高いものの，従来

の研究成果を支持しつつ不確実性を小幅に低減する研究

と，従来の成果を否定することで不確実性を大きく低減

する研究とに二分化する傾向があることがわかり，過去

の排出量推計に関し，ピアレビューを含む慎重な対応の

必要性が示唆された。

〔備　考〕

共同研究機関：筑波大学・東北大学・早稲田大学・中国

環境科学研究院・瀋陽応用生態研究所・

上海交通大学・中国精華大学・タイアジ

ア工科大学・タイカセサート大学・イン

ドヴィクラム大学・ソウル市立大学

　京都議定書吸収源としての森林機能評価に関

する研究

（１３）２）吸収量評価モデルの開発と不確実性解析

〔区分名〕環境��地球推進���６０

〔研究課題コード〕０２０４��３３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕山形与志樹（地球温暖化の影響評価と対策効

果プロジェクトグループ）・�

���������	�
�����・石井　敦

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕本課題では，国レベルでの吸収量算定への応

用を目的として，生態学的なアプローチによる吸収量評

価モデルの開発および不確実性解析と取組んでいる。評

価対象とする吸収源活動としては，京都議定書の３条３

項（植林），３条４項（森林管理）活動に加えて，森林

生態系全体の吸収源機能を対象とした。これは，第二約

束期間以降では全炭素収支（フルカーボンアカウンティ

ング）手法が導入される可能が高いため，森林生態系全

体の吸収量をカウントするモデルの開発を目標とする。

また，本研究で用いられるモデルやモニタリング手法が

議定書交渉で用いられるための方法論やプロセスも併せ

て検討し，その検討結果をモデル開発にフィードバック

していくことも予定している。

〔内容および成果〕

　吸収量評価システムの構築に際しては，広域な推定に

おいて不確実性を抑制するために，適切な複雑さを持つ

吸収量モデルの開発が最も重要なコンポーネントとな

る。生態学アプローチでは，森林生態系の炭素吸収に関

与する各プロセス（光合成量，植物呼吸，落葉・残材，

土壌呼吸，伐採等）を直接モデル化する。本プロジェク

トでは，生態学アプローチによるモデル開発を試みた。

　本モデルにおける入力パラメータは，気温，降水量，

光合成有効放射量，土壌の生産性，人工林における伐採
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期間の長さである。本モデルを用いたシミュレーション

において，気温・日射量等の気象情報については，全て

アメダス等の気象データを用いてモデルに入力してい

る。土壌の生産性については，現在サブモデルを開発中

であり，人工林における伐採期間については，詳細な森

林管理情報が得られない場合が多く，全国レベルでは樹

齢情報から７０年の伐採期間を想定して計算を実施して

いる。

　出力パラメータは，光合成の総量に当たる���，植

物による呼吸量を差引いた���，さらに土壌による呼

吸を差引いた���，そしてさらに伐採等の影響を差引

いた���であり，モデルによってこれらの生産量を推

定するための変数として，森林生態系の各種プロセスに

対応したパラメータが設定されている。

　森林が立地する地域の気象条件から，長期的な平衡状

態において蓄積する土壌中の炭素ストックを，腐食速度

の違いによって３層に分けて取り扱い，それぞれの炭素

プールにおける炭素の供給をモデルによって決定するア

プローチを用いている。

　現在，吸収量評価モデルの基本設計の検討を終了し，

第一ステップのモデル開発を終了した段階である。な

お，本モデルを用いて日本の森林生態系における年間吸

収量を推定する際に必要となる，モデルパラメータ（森

林・環境情報）については，日本全国をカバーする１��

メッシュデータとして整備した。

　実際に，本モデルを用いて日本全国の森林生態系（人

工林）に蓄積している炭素ストック量の推定を試みた結

果，日本の森林全体の炭素ストック総量は３．７�����と

推定された。

　次に，本モデルを用いて日本全国の森林生態系（人工

林）の年間炭素吸収量を推定した。モデルによる分析の

結果，森林バイオマスの成長量に相当する純一次生産量

は１４０��������，土壌呼吸や伐採等に伴う排出を差引い

た森林生態系における正味の炭素吸収量に相当する純生

態系生産量は１６�������とそれぞれ推定された。

　さらに，実測データに基づく吸収量評価モデルの高精

度化を目的として，フラックスタワーにおける���フ

ラックス観測データを用いて吸収量モデルの較正・検証

研究を実施した。

　観測されたフラックスデータを用いて，吸収量評価モ

デルの較正（キャリブレーション）を実施するため，一

方でモデルを用いて，現地で観測された森林・気象デー

タ（���，����）から光合成量を算出（光合成モデル

の式）し，他方でフラックスデータから，同様に現地で

観測された土壌呼吸量に基づいて推定された全生態系

（植生＋土壌）呼吸量（全生態系呼吸量モデルの式）を

差引いて推定された光合成量を比較によって，森林（ミ

ズナラ，シラカンバ）植生と下層植生（クマイザサ）の

光合成パラメータ（最大光合成量，最適気温）を逆推定

した。

　較正されたモデルを用いてフラックスサイトの森林に

おける光合成量をシミュレートした結果を実測のフラッ

クスデータから推定した結果，森林生態系における光合

成量の時間変動を本モデルによって高精度に推定可能で

あることが示された。

　さらに，モデルの較正の結果得られた森林および下層

植生の光合成パラメータから，それぞれの光合成量を分

離することが可能となり，下草による光合成量が森林の

２割近くもの値となっていることが示され，常緑のササ

が気温が低い段階から光合成を開始し，森林の葉が展開

して日射量が減少して光合成が抑制される様子，また森

林の落葉後に再度光合成が行われていることが明らかと

なった。

　本プロジェクトの研究成果は，議定書交渉のような外

交における政策的有用性も併せて追求することが求めら

れている。そうした場合の科学研究には，外交の文脈を

取り入れる必要性があることが分かってきている。例え

ば，全炭素収支などの吸収源算入方法は，京都議定書の

究極目標を考える上で必要であり，そうした外交の文脈

に適うものである。したがって，こうした全炭素収支が

第二約束期間から導入される可能性が高い。したがっ

て，モデルやモニタリング手法もこうした点に留意して

開発を進めることが肝要である。

本プロジェクトの炭素吸収量評価モデルの開発に関して

得られた成果は下記の通りである。

・日本全国の森林における吸収量を算定可能なモデルの

開発を実施した。

・全国の森林に関する環境・森林情報を１��メッシュ

に整備して吸収量の算定を試みた。

・フラックス観測値を用いてモデルの較正・検証を実施

したところ，モデルによるフラックスの時間変動が高

精度に推定され，森林と下層植生による光合成量の分

離にも成功した。

最後に，今後の研究課題としては，下記の研究に取組

む予定である。

・複数地点におけるフラックス観測データを用いてモデ

ルの較正・検証を進める

・十分な計測データによって検証がなされていない土壌

呼吸サブモデルの高精度化

・広域的な吸収量算定システムの実現に向けた，リモー
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トセンシング情報のモデルへの組込み

・森林インベントリーデータによる炭素吸収量推定との

比較・検証

・政策的有用性のあるモデルやモニタリング手法の検討

〔備　考〕

研究代表者：天野正博（森林総合研究所）

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．１および��．１．３にも関

連

　アジアフラックスネットワーク確立による東

アジア生態系の炭素固定把握に関する研究

（１４）３）東アジア生態系のフラックスネットワーク確

立に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���３

〔研究課題コード〕０００２��２６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕藤沼康実（地球環境研究センター）・�

犬飼　孔・勝本正之・鳥山　敦

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化の抑制の一助として，陸域生態系

はその二酸化炭素吸収能力から機能している。わが国を

含む東アジア地域の森林などの陸域生態系の二酸化炭素

吸収能力を定量的に把握することが立ち遅れている。そ

のために，東アジア地域における二酸化炭素フラックス

観測の強化を図るために，フラックス観測ネットワー

ク，��������が確立された。

　本研究では，��������の機能を充実させるための基

盤環境を整備することを目的としており，その第一段階

として東アジア地域で展開されている様々なフラックス

観測に関する情報を収集し，情報を共有化することによ

り，ネットワーク機能を強化を図る。さらに，フラック

ス観測ネットワークとして，観測技術や解析手法，デー

タ検証体制の整備を行う。

〔内容および成果〕

　平成１４年１月より，地球環境研究センターが，

��������の事務局と指定されたことを受けて，事務局

機能の強化を進めた。ネットワーク内の情報の共有を図

るためにインターネットにホームページを開設し，それ

ぞれの観測サイト情報に係わるデータセットを発信する

とともに，電子版のニュースレターを刊行した（本年度

は４回刊行）。

　また，ネットワーク内のフラックス観測�データ処理

に係わる手法の統一を図るために，観測ガイドブック

「陸域生態系における二酸化炭素等のフラックス観測の

実際」の編集をすすめた。

〔備　考〕

研究代表者：林　陽生（（独）農業環境技術研究所）

サブテーマ代表者：�宮田　明（（独）農業環境技術研究所）

（１５）大気境界層観測による森林から亜大陸規模の二酸

化炭素吸収推定

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０３��１０５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕町田敏暢（大気圏環境研究領域）・井上　元・

遠嶋康徳・高橋善幸

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕京都議定書で決められた人為的な森林活動の

評価は，植林や伐採の規模が１０��のオーダーなので，

二酸化炭素の吸収量を評価するためにはフラックス法，

森林統計，遠隔計測などの方法が適している。しかしな

がら，今後の国際交渉の場では，直接の人為活動である

植林や伐採だけではなく，森林保全，営林，農牧畜など

を含む全炭素の排出・蓄積を評価する方向で検討が進め

られると予想される。これに対応するために森林（１

��）から亜大陸規模（１０００��）の炭素収支を評価する

方法を開発する事が重要な研究課題となる。本研究で

は，陸域の炭素収支を直接反映する大気境界層内部とそ

の直上の自由対流圏における二酸化炭素濃度や他の関連

気体の観測を通して，森林規模から亜大陸規模にかけて

の炭素収支を評価するための観測手法や解析手法の確立

を目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究は地表付近の二酸化炭素濃度および関連気体の

連続観測および連続観測地点上空における二酸化炭素濃

度の航空機観測により，観測手法の検討を行うものであ

る。本年度は，前年度にシベリア，ベレゾレチカ村

（５６�１０��，８４�２０��）の森林内にある通信中継タワー

に設置した二酸化炭素濃度連続測定装置と小型航空機に

取り付けた航空機用二酸化炭素測定装置を用いて通年観

測を行った。また，夏季に航空機を用いた集中観測を

行った。以下にその詳細を記す。

　１．タワー観測

　ベレゾレチカタワーで観測された二酸化炭素濃度はい

ずれの季節も日中に低く，夜間から早朝にかけて増加

し，日の出とともに減少する日変動を示した。日変動の

振幅は冬季に小さく，いずれの高度においても最大で約

１５���であるが，夏季には高度８０�で最大６０���，高
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度５�では１２０���にも達する。高度による二酸化炭素

の濃度差は逆転層の有無によって差がみられ，明瞭な逆

転層が観測されない日には観測を行っている全ての高度

において５���以内の差の範囲内で変化しているのに

対し，逆転層が観測された日の早朝には高度８０�と５

�における濃度差が冬季で最大約１５���，夏季には最

大で約１２０����にも及んだ。

　ベレゾレチカタワーで観測された二酸化炭素濃度の中

から日中のほぼ最低値を示す現地時間１４時から１６時の

データを抽出した。日中の濃度は冬季に高く夏季に低い

明瞭な季節変動を示しており，冬季の最高濃度と夏季の

最低濃度との差は４０���にも達した。近接した日々の

濃度の違いは２月から５月にかけては比較的小さく，最

大で約１０���であるが７月には１日で３０���もの変化

を示すこともあった。

　２．定期航空機観測

　航空機を用いた定期観測の例として図に２００１年１０月

から２００２年１２月までに得られたベレゾレチカ上空にお

ける二酸化炭素濃度の鉛直プロファイルを示す。

　二酸化炭素濃度の鉛直勾配は冬季には非常に小さく，

高度０．５��以上ではほぼ一定であるが，地表付近でや

や高い濃度を示している。２月から５月中旬までは濃度

の経時変化はほとんどなかった。シベリアでは冬季にな

ると日中になっても地表付近の気温の逆転層が消滅しな

いことがある。このような大気状態の際には図の２００２

年２月２日のプロファイルに見られるように地表付近に

二酸化炭素が蓄積することによって非常に高い濃度が観

測される。

　５月下旬になると二酸化炭素濃度は全ての高度で減少

を始め，６月に入ると濃度勾配が逆転して低高度で低い

濃度を示しながら減少を続け，７月中旬にその年の最低

濃度を示す。夏季は冬季に比べて鉛直方向の濃度勾配が

大きく，高度２��と０．１５��の差が最大で１５���にも

達した。また，夏季には大気境界層内の乱流による二酸

化炭素の輸送状態に大きな空間分布があるために鉛直方

向の濃度のばらつきが大きくなっている。

　各高度帯における二酸化炭素濃度の時間変動に着目す

ると，季節変動の振幅は０．２５��以下の高度帯で最も大

きく，約３８���にも達している。振幅は上空に行くに

従って小さくなり，０．２５～０．７５��で３１���，０．７５～

１．２５��で２６���，１．２５～１．７５��で２１���，２��以

上の高度帯では約１７���である。季節変動の位相も低

高度が上空に比べてわずかに先行している。

　ベレゾレチカ上空における二酸化炭素濃度の季節変動

を同じ西シベリアのノボシビルスク（５５��，８３��）上

空での航空機サンプリングによる観測結果と比較した。

ノボシビルスク上空０．５��における二酸化炭素濃度の

季節振幅は約２６���である。これに対してベレゾレチ

カ上空における季節変動は同じ高度帯である０．２５�

０．７５��の平均値が５���も大きく，高度０．７５�１．２５��

の高高度であってもノボシビルスク上空の０．５��と同

等レベルの振幅であり，ベレゾレチカ周辺の陸上生態系

の活動がノボシビルスク周辺の生態系に比べてより盛ん

であることが示唆される。

　ベレゾレチカタワーで現地時間の日中に観測された二

酸化炭素濃度とベレゾレチカ上空０．２５��以下で航空機

によって観測された二酸化炭素濃度を比較した。両者の

値は冬季にはよく一致している。夏季はタワー観測値の

日々変動の中で比較的低濃度のデータが航空機観測値と

一致している。これは航空機観測が気象条件の整った日

に実施されていることが原因の一つであると考えられ

る。春季から夏季にかけての濃度減少期には両者の差が

小さいが，夏季から秋季にかけての濃度増加期ではタ

ワーの観測値がその上空より高くなることが多い。光合

成活動が卓越する濃度減少期と呼吸・分解活動が盛んに

なる濃度増加期とでは大気の輸送メカニズムが大きく

違っているのかもしれない。

　３．航空機集中観測

　２００２年７月に航空機を用いた集中飛行を行い，ベレ

ゾレチカ上空の二酸化炭素濃度の日変動を観測した。二

酸化炭素濃度の鉛直分布は明け方から日没時にかけての

境界層の発達に伴う等濃度層上端高度の上昇と生態系へ

の二酸化炭素の吸収に伴う濃度の減少が特徴的な例とし

て挙げられる。

　しかし一部では混合層高度が日中徐々に低下する現象

も観測された。同時に，混合層内の二酸化炭素濃度が日

中増加する現象も見られた。これは混合層内の二酸化炭
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図　２００１年１０月から２００２年７月にかけてベレゾ
レチカ上空で観測された���濃度の鉛直分布



素濃度が，ローカルな地表面による影響だけではなく，

大規模なスケールの大気場の影響をも反映していること

を示している。今回の現象が観測された日は，西方に低

気圧が存在しており，これに伴う温暖前線の移動によっ

て，上下層で異なる空気塊の境界面が徐々に下がること

が混合層高度の低下として観測されたものと考えられ

る。また，同日における，日中の二酸化炭素濃度の増加

は，自由対流圏から混合層内への二酸化炭素の輸送量

が，地上における生態系の吸収量を上回ることに起因す

るものと考えられる。

〔備　考〕

（１６）大気中の酸素濃度及び炭素同位体比を指標にした

グローバルな海洋・陸域��２吸収量の変動解析に関

する研究

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０３��１５１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕向井人史（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループ）・遠嶋康徳・野尻幸宏・

町田敏暢・高橋善幸・柴田康行・米田　穣

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕人為的に放出された二酸化炭素は地球規模で

の濃度上昇を引き起こしているが，現在地球上の生物や

海洋は出された二酸化炭素の約半分を吸収し，大気中の

濃度増加速度をおさえる役割をしている。一方，海洋や

陸域での吸収量は年々変化することが認められている。

本研究では，特に船舶，地上観測拠点などを利用しなが

ら大気中の酸素濃度や二酸化炭素の炭素同位体比を緯度

的に広範囲に観測することによって二酸化炭素の地球規

模の収支について解析する。これにより，どのような気

候変動や海洋変動が二酸化炭素濃度増加を加速するのか

を検討し，今後の濃度上昇予測に役立てる。

〔内容および成果〕

（１）船舶における酸素濃度測定

　前年度開発したガラスボトルでのサンプリング装置を

用いて，地球環境研究センターが運営している日本��カ

ナダ路線と日本��オーストラリア路線の定期貨物船と自

動車運搬船でのサンプリング開始した。しかし，４月の

段階で日本－オーストラリア間を運行するゴールデンワ

トル（大阪商船三井���）の路線変更が起こったた

め，別の貨物船（��������	）への協力をお願いし，

９月より人手によるサンプリングが再開された。同時

に，自動サンプリング装置を別の船舶���������	（フジ

トランス）の協力のもと設置が完了した。

　限られた年間のデータから見ると，あまり季節変化の

ない二酸化炭素とは対照的に酸素濃度には季節変化がみ

られることがわかった。これは，南半球での主に海洋に

おける光合成が酸素濃度の季節変化を起こすためと考え

られた。今後，データを蓄積することで二酸化炭素の全

球的な収支を検討する。

　また，同時に緯度別の各温室効果ガスの濃度測定も行

い，北半球での高濃度やそれぞれの季節変化が観察され

た。

　同位体比分析，放射性炭素の分析も逐次進んでおり，

人為起源の二酸化炭素の蓄積などを示す結果が得られ

た。

（２）地上ステーションにおける二酸化炭素の同位体比

および酸素濃度測定

　波照間（沖縄県）および落石岬（北海道）の大気のモ

ニタリングステーションで，１週間に２回程度の割合で

自動的にガラスボトルに大気をサンプリングした。これ

を，研究所に１ヵ月ごとに送り返し分析を行った。炭素

の同位体比は，短期的には濃度の動きと逆相関を示し，

光合成や呼吸による二酸化炭素の変動を良く表してい

た。近年，小さいエルニーニョと呼応し二酸化炭素濃度

増加見られた。同位体比等の分析を今後進めて，その発

生源に言及する予定である。

　酸素濃度の比較的長い結果を元に推定を行うと，海洋

が約２．５��程度の二酸化炭素吸収を行っていることが

推察された。また，陸上の植物による吸収が変動するこ

とも示唆された。これは，太平洋上で取られた試料での

同位体比分析の結果とも定性的に一致した。

（３）同位体比測定を含む測定の国際的相互比較

　二酸化炭素同位体比の世界的な比較実験を行うべく研

究室で製作した参照試料（��������	
���������４

������２������������	�
����������
）の世界の各研究

機関での測定比較実験を行いつつ，その他の研究機関が

作成した参照物質の相互分析も行った。オランダの

���が作成した同位体比測定用の参照物質���１９，２０

に関しては，������の場合と同様，両機関の差はおよ

そ炭素同位体比で常に０．０２‰であった。このことから，

系統的なスケールの誤差はある程度除けることがわかっ

た。絶対値の検定のために，国際基準となっている炭酸

塩と同様の模擬試料を作成するために準備を行った。ま

た，空気試料による相互比較のためにアメリカの

���������による大気試料の相互比較実験を行っ

た。また，オーストラリアの科学工業研究機構

（�����）の大気研究部が製作した南半球の大気をベー
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スとしたシリンダー内の値の保存性について検討し，同

位体比に関して良好な結果を得た。

〔備　考〕

共同研究機関：オーストラリア�����

共同研究者：���������	
�������	�������	（�����）・

中澤高清（東北大学）・北川　浩（名古屋

大学）

（１７）地域規模の二酸化炭素排出・吸収量評価方法の開発

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０４��２６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕藤沼康実（地球環境研究センター）・�

犬飼　孔・勝本正之・井上　元

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕広域的大気観測により地域あるいは国規模で

の温室効果ガスの放出量を見積もることは，国別インベ

ントリーの精度向上のためにも重要・不可欠な解析手法

である。

　本研究では，森林や都市が１００��規模にパッチ状に

存在し，かつ，南北が海であるため入出の差が測定しや

すい北海道西部（小樽－札幌－苫小牧地域）を対象にし

て，様々なスケールや方法を駆使した大気観測を総合的

に行うことにより，地域規模の二酸化炭素排出・吸収量

の評価を試みるケーススタディーを行う。

〔内容および成果〕

　本年度には，現地での観測を進めるとともに，観測の

基盤となる当該地域の二酸化炭素発生量�吸収量に係わ

る統計データの収集と計算モデルの最適化を進めた。

　航空機等による二酸化炭素分布のキャンペーン観測：

本年度夏季と冬季に小型航空機を借り上げ，北海道西部

の石狩低地上空で二酸化炭素濃度の高度プロファイルと

観測気団の移流を観測した。また，対流圏輸送モデルに

よる二酸化炭素分布予測のために，当該地域の気象デー

タを収集解析し，キャンペーン観測と検証した。

　モデル計算による観測のデザインとシュミレーショ

ン：北海道西部地域の人為的な二酸化炭素発生量・吸収

量の把握のために，当該地域の産業活動・運輸活動・民

生用燃料消費量等の基盤となる統計データとともに，二

酸化炭素吸収源としての土地利用・森林分布などのデー

タを収集し，モデル計算に利用できうる形式のデータ

セットの整備を進めた。また，大気の輸送モデルによる

シミレーションのためのモデルの最適化作業を進めた。

〔備　考〕

共同研究機関：北海道大学北方生物圏フィールド科学セ

ンター森林圏ステーション

（１８）北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列観測

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９７０２��１５４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕野尻　幸宏（地球温暖化の影響評価と対策効

果プロジェトグループ）・向井人史・横内陽子・

藤井賢彦・今井圭理・江頭　毅

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕海洋は人為起源二酸化炭素の吸収源として働

いているが，その吸収が将来どう変動するか予測するこ

とがきわめて重要である。予測モデルの確立には，現在

の海洋炭素循環を正確に記述する観測・プロセス研究を

行う必要がある。表層海洋で季節変化を伴って起こる現

象を的確に明らかにするには外洋域での定点時系列観測

が有益な情報を与える。本課題では，北西太平洋亜寒帯

域定点で繰り返し観測を行い，データ解析とモデル化か

ら，その炭素循環プロセスを明らかにすることを目的と

する。海洋定点観測で，海水中の化学成分の濃度季節変

動と生物生産季節変動を明らかにし，海洋生物生産と関

連した炭素循環プロセスを正確に記述するとともに，物

理・化学・生物現象を結合したモデルでそのプロセスを

理解する。

〔内容および成果〕

　本年度は，プロジェクト最終年度にあたり，研究期間

に実施した観測結果の解析，終了報告書作成，最終シン

ポジウム発表を行った。北緯４４度，東経１５５度の定点

����（����������	�
��������������������）で，

４隻の観測協力船によって１９９８年６月から２０００年１０

月の集中観測期間中に２７回の定点観測を行った。

　定点����の表層海水全炭酸濃度には，秋から冬に

増大して２月に極大となる，春から夏に減少して８月に

極小となる，という明瞭な季節性がみられた。亜熱帯海

域起源海水影響のない結果を抽出すると，全炭酸の冬と

夏の値の間に１０７μ�������（１９９９年）の濃度差があっ

た。これは，定点観測点で全炭酸が継続測定されている

����，���，ステーション�と比較して最大振幅であ

る。また，アルカリ度変化から，炭酸系の季節変化に対

する炭酸カルシウム殻生成種の影響が小さいことがわ

かった。溶存無機炭酸濃度の鉛直分布は大まかには栄養

塩と同様であった。これらの成分の季節振幅が各定点の

中で最も大きいのに対し，その位相は他の観測点とほぼ
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等しく，減少速度が最も大きいのは５～６月，増加速度

が最も大きいのは１１～１２月であった。

　����定点表層海水の���分圧は６月から１２月まで

が大気より低く大気���の吸収域として働く。����

定点では水温の変化も大きく，これは夏には���分圧

を上昇させる方向に作用するが，この温度効果を上回る

生物生産があるため，６月から１０月まで３００～３４０�

�μ����で推移する。１０月以降は鉛直混合が活発になり下

層の全炭酸が豊富な水が表層にもたらされるため���

分圧は上昇する。冬季には，強い鉛直混合が温度低下の

効果を上回って���放出域に変わる。この変化過程は，

貨物船による表層観測で最近知られるようになったが，

現場の観測で鉛直構造を含めて確認することができた。

風速の気候値から交換速度を算出し，大気海洋間の

���交 換 量 を 求 め る と，６月 か ら ８ 月 は

５０����������の吸収，１０月に吸収速度が最大となり

１５０����������に達する。その後，２月には放出に転

じ，２月後半から４月までが最大放出となる。

　一方，海域の生物生産を，溶存成分の季節変化と一次

生産速度から評価した。主要な栄養塩であるリン・窒素

と全炭酸の取り込み比を���の大気海洋交換の効果を

補正して求めた。その結果，���比は１２４から１０８，

���比は７．７から６．６であり典型的な海洋生物の取り

込み比（レッドフィールド比）１：１６：１０６に近いもので

あった。海水中の全炭酸変化から見積もられる新生産速

度は５～６月に最も高くなり６００����������に達し

た。６～１０月にかけては約２５０����������で推移し

た。これらの値は同期間の基礎生産速度の測定値に近い

値であった。この期間に限っては表層の基礎生産に占め

る再生生産の割合が非常に小さいことが明らかになり，

植物プランクトンに同化された炭素が効率よく下方に輸

送されている。また，栄養塩や全炭酸の変化について，

ステーション�との比較を行うと，その季節振幅では定

点����の方が大きいのではあるが，混合層深度を補

正すると同程度の新生産であることがわかった。海域の

物理の相違による浅い混合層深度が生物生産に影響があ

ることが示された。

　これらの観測パラメータを鉛直一次元海洋生態系モデ

ルに適用し，現場の生物化学過程を再現することを試み

た。従来の窒素循環のみを考慮した海洋生態系モデルに

ケイ素を加え，植物プランクトンとしてケイ藻が重要と

なる亜寒帯海域の表現を改善することを行った。海域の

物理パラメータとして重要な塩分について，データベー

スの気候値は不十分であり，定点����の実測値でモ

デルを駆動することで，より現実的な生物化学過程が表

現された。観測の知見は，亜寒帯海洋の生態系を表現す

るために極めて有用であった。本観測研究は，１９９８～

２０００年に限定して実施されたが，そのデータベースが

作成され，データ利用体制ができた。

〔備　考〕

共同研究者：�渡辺　豊・岸　道郎（北海道大学）・加藤義

久（東海大学）

（１９）カラマツ群落の反射特性から個葉の分光特性を推

定するための手法に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕武田知己（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループ）・小熊宏之・中路達郎・

山形与志樹

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕リモートセンシング技術を用いて森林の温室

効果ガス吸収能を高精度に推定するためには，個葉レベ

ルで得られる葉の生理活性と分光特性の関係を群落レベ

ルで得られる反射特性へとスケールアップさせる必要が

ある。そのためには，群落に入射した日射が個葉におい

て吸収・散乱される過程を明らかにする必要があるため，

群落内における日射量の分布を正確に推定することが必

要不可欠である。そこで本研究では，日射の吸収・散乱

と密接に関係のある群落構造をモデル化するために，

レーザ距離センサを用いた新しい群落構造の測定手法を

開発し，このモデルを用いて群落内における日射量の分

布を推定した。

〔内容および成果〕

　１．測定方法

　測定対象には，北方林の主要造林樹種であるニホンカ

ラマツ（���������	
����）を使用した。群落構造の測定

に使用したレーザ距離センサとは，センサから発射した

レーザが測定対象物に反射されて戻ってくるまでの時間

とレーザの発射角度から，測定対象物の���座標を測定

することが可能である。群落構造は，レーザ距離センサ

をカラマツ林の林床に設置し，群落に対してθ�の角度

で発射したレーザが樹冠を透過する確率�（θ�）を層別

に測定した後，以下の式を用いて計算した。

　�（θ��）＝���｛�������（�θ��）｝　　　　　　　　　（１）

　ここで，�は葉面積指数，�は光線の入射角と葉の傾

斜角によって決定される係数である。

２．測定結果
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　図において，レーザ距離センサの測定結果と比較する

ために，群落構造を測定する手法で現在良く用いられて

いる����２０００を使った測定結果も同時に示した。����

２０００は葉面積密度の垂直分布を測定できないため，林

床で測定した総葉面積を層別に平均することで垂直分布

を表した。

　レーザ距離センサによって測定した葉面積密度の垂直

分布は１０�から１５�の高さに集中しており，層別刈り

取りによって同時に測定したカラマツ葉の乾物重量の垂

直分布とピークの高さが良く一致した（図�）。

　レーザ距離センサで測定した葉面積密度から

��������	���の法則にしたがって推定した日射量の垂

直分布は，����２０００を使って推定した日射量の垂直分

布と比較して，全天日射計で測定したカラマツ林内の日

射量の垂直分布を良く再現していた。

　以上の結果から，レーザ距離センサで測定した葉面積

密度の垂直分布と，林内日射量の垂直分布は，従来の方

法と比較して実測値と良く一致することが確認された。

これにより，個葉の高さ別分光特性を考慮したカラマツ

林内の光散乱過程をシミュレーションすることが可能と

なり，今後はさらに，三次元的な分布へと拡張していく

予定である。

〔備　考〕

（２０）気候変動モデルに必要な海洋生物化学パラメータ

の海域別代表値の較正

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４５４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕野尻幸宏（地球温暖化の影響評価と対策効果

プロジェクトグループ）・藤井賢彦

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化を含む気候変動の予測精度向上の

ためには，海面での���吸収・放出を通じて全球的な炭

素循環に寄与する海洋生態系のメカニズムを極力現実的

な形で予測モデルに組み込む必要がある。しかし，従来

のモデルは海域による生物化学過程の違いを陽に扱って

こなかった。この違いによって生ずる炭素循環過程の海

域ごとの特徴を再現することができる予測モデル構築の

ための準備として，本研究では海洋生態系モデルに導入

されている生物化学パラメータの海域別代表値を得るこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　担当者らのグループが構築した１５コンパートメント

海洋生態系モデルに若干の修正を加えたものを亜寒帯北

太平洋，赤道東太平洋，南極海など各海域に属する観測

定点に適応し，境界条件として各定点での日射量・風速・

水温・塩分を与えてモデルを駆動した。シミュレーショ

ン結果が観測を最も現実的に再現するように，生物化学

パラメータの値を較正した。得られた結果は，各海域で

の生物化学過程は主に湧昇速度や混合層深度など物理環

境の違いによって特徴づけられていることを示した。一

方で最大光合成速度や栄養塩の半飽和定数など，植物プ

ランクトンによる光合成に関する主要なパラメータ値は

定点によって異なり，将来の予測モデルにおいても生物

化学パラメータの値を海域ごとに定める必要性が明らか

になった。特に最大光合成速度は表層における鉄濃度が

低い海域で小さな値が得られ，観測から示唆される結果

と調和的であると同時に，より現実的な生物化学過程の

再現には新たに光合成の鉄濃度制限プロセスをモデルに

導入する妥当性を示した。同様にシミュレーション結果

が動物プランクトンによる捕食に関するパラメータにも

強く依存するとの知見を得たが，参照値としての動物プ

ランクトン存在量や種構成比のデータが少なく，いわゆ

る光合成のトップダウンのシミュレーションという点に

おいて課題を残した。

〔備　考〕

（２１）複数時期の空中写真を用いた天然林森林動態の研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４５８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕小熊宏之（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）
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図　�）葉面積密度の垂直分布，�）全天日射量の
垂直分布

葉面積密度［�２��３］ 日射量［���２］



〔目　的〕森林の吸収源評価を行う場合に問題となるの

が，天然林の齢構造・林分構造といったインベントリー

データが精度良く整備されていないことである。特に北

海道では天然林が６６％を占めるため大きな問題となっ

ている。天然林は人工林と異なり，更新時期が明確でな

く，また不均一性を持つため，その林分構造データを広

域に得ることは困難である。そこで，本研究においては

これら林分構造について空中写真から抽出する手法の研

究を行い，モデルを用いた���吸排出量予測精度の向

上や追加的人為活動の抽出，森林資源管理に資すること

を目標とする。

〔内容および成果〕

　空中写真をデジタル化し，２．５�メッシュで樹冠高の

抽出を行った。また，約１０年ごとに撮影された複数年

次の空中写真について樹冠高の変化量を求めた。また長

期広域プロット調査が行われている試験林およびその周

辺の森林をテストサイトとして，本システムの検証を

行った。結果の例を図に示す。林道の開設や伐採・造林

など，現地の施業状況が把握されていた。今後は，この

樹冠高の変化量を元に林分の変化より森林の撹乱体制を

抽出し，齢構造・林分構造の推定を行うこととする。

〔備　考〕

共同研究者：米　康充（株式会社パスコ）

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．１にも関連

（２２）大気・陸域生態系間の温暖化気体の交換プロセス

解明に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０４��４６１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕高橋善幸（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕生態系内において大気と陸域生態系間のガス

交換による二酸化炭素，メタンなど温暖化ガスの濃度変

化を観測し，温度や水分などの環境変動との関連を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　森林内の大気や土壌から放出されるガスを採取する装

置を開発し，研究所内の林にてテストを行った上で，北

海道の森林サイトに設置し観測を７月から月に１度の頻

度で開始した。

　カラマツ林の森林土壌では，メタン・一酸化炭素・水

素については吸収源となっており，亜酸化窒素について

は弱い放出源となっている様子が明らかとなった。特

に，水素については，極めて強い吸収速度が観測され

た。

　それぞれの成分について，吸収・放出速度は観測期間

の違いにより差がある様子が確認された。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．１にも関連

（２３）自動車��２排出抑制対策評価のための実燃費

データベースの構築

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４６２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�工 藤 祐 揮（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・森口祐一・近藤美則

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕運輸部門における地球温暖化防止対策のう

ち，自動車単体の燃費向上による改善の指標としては

１０．１５モード燃費が採用されているが，実燃費は１０．１５

モード燃費と大きく異なり，また大都市とその他地域に

よっても異なる。本研究では地域性を考慮した自動車部

門における地球温暖化防止対策の検討および評価のため

に，ユーザーの自己申告に基づく給油情報を元に自動車

の階層構造型実燃費データベースを構築し，モード燃費

と実燃費の違いおよび実燃費の地域性を明らかにするこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　２年間，延べ１００万件に及ぶユーザー約４万人の自己

申告に基づく給油情報を元に，地域別（都道府県，市町

村），月別，車両タイプ別（セダン，��車など），燃料
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図　１９８０年～２００１年の樹冠高変化量と現地状況



種別，排気量別，車両重量別等の階層構造を持つ実燃費

データベースを構築するとともに，実燃費と１０．１５モー

ド燃費の乖離の実態，車格別の実燃費，実燃費の地域に

よる差異などを統計学的に明らかにした。

　また構築したデータベースの利用例として，実燃費を

考慮した自動車からの都道府県別���排出量の推計を

行った。

　推計結果は，燃料の出荷量から求められる���排出

量の実績値と整合性がとれており，本研究で構築した実

燃費データベースは，自動車単体の燃費向上を考慮した

自動車からの各種���排出抑制策の検討・評価のための

有用なツールとなると考えられる。

〔備　考〕

（２４）温室効果ガス排出・吸収目録策定に関する研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０２０２��４６４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中根英昭（地球環境研究センター）・�

相沢智之・吉田由起子

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕２００２年６月に我が国が受託した京都議定書

で は，���，���，���，����，����，���の６種 類

の温室効果ガスが削減対象となっており，わが国には，

第一約束期間（２００８～２０１２年の５年間）における温室

効果ガスの平均排出量を，基準年（���，���，���つ

いては１９９０年，���，���，���については１９９５年）

の排出量から６％削減するという目標が割り当てられて

いる。これに伴い，温室効果ガスの排出量の算定をより

正確に行うことが必要となり，先進各国は第一約束期間

の１年前（２００７年）までに上記温室効果ガスの排出・吸

収量目録（インベントリ）の国内推計システムを整備す

ることとされている。

　このような背景を受け，気候変動枠組条約の下で条約

事務局に提出する我が国の温室効果ガス排出量・吸収量

目録（以下「インベントリ」）の作成及びその作成方法

の改善，排出量の増減の分析，インベントリ関連情報の

開示，インベントリ関連情報の収集を目的とする。

〔内容および成果〕

　前述の目的に従い，（１）インベントリ作成方法の改

善　（２）インベントリ作成　（３）インベントリのトレ

ンド分析　（４）インベントリ関連データの開示，国際

会議への参加等の活動行った。

（１）インベントリ作成方法の改善

　気候変動枠組条約及び京都議定書下のインベントリに

ついては，暦年ベースでの報告が求められている。しか

し，温室効果ガス排出量の太宗を占めるエネルギー起源

���の排出量の算定に用いている「総合エネルギー統

計」は会計年度ベースでの値のみが公表されている。

　そこで，暦年ベースのインベントリ作成のために「石

油等消費動態統計年報」等から暦年ベースのエネルギー

バランス表を作成し，暦年の排出量の試算を行った。

　石油等消費動態統計年報等を用いて試算した１９９０年

（暦年）のエネルギー起源���排出量は１，０３３百万トン

となり，１９９０年度の排出量１，０４５百万トンと比べ，１２

百万トンの減少となった。その結果，２０００年排出量の

基準年比は＋１２．１％となり，２０００年度排出量の基準年

比�１０．６％と比べ，１．５％増加することが明らかになっ

た。

（２）インベントリ作成

　１９９０年～２０００年までの日本の温室効果ガス排出量及

び吸収量の推計を行い，共通報告様式（���）を含む

インベントリとして２００２年８月に条約事務局にインベ

ントリの提出を行った。２００２年提出インベントリでは，

２０００年の日本の総排出量は基準年�から８．０％増加して

いることが明らかになった。現在は，２００３年４月１５日

の提出期限までにインベントリを提出することを目指

し，１９９０～２００１年までの日本の温室効果ガス排出量及

び吸収量の推計を行っている。また，国家インベントリ

報告書（���），インベントリの暦年化，算定方法の変

更等のインベントリの改善を継続して行っている。

（３）インベントリのトレンド分析

　２０００年度の温室効果ガス排出量について，前年度か

らの増減の要因分析を行った。総発電電力量が２．１％増

加したこと等が排出量の増加に寄与し，輸送量当たりエ

ネルギー消費量が前年度比，旅客部門で２．３％，貨物部

門で４．６％減少したことが排出量の減少に寄与している

ことが明らかになった。

　また，総合エネルギー統計の発熱量が２０００年度から

改訂されたことに伴う各部門の排出量の増減を比較する

ために，２０００年度のエネルギーバランス表（ジュール

表）に旧発熱量を適用した場合のエネルギー起源���

排出量の試算を行った。この試算結果と新発熱量に基づ

くエネルギーバランス表（ジュール表）に基づくエネル

ギー起源���排出量の比較を行った。この結果，全部

門とも���排出原単位項の変化が大きいことが明らか

になった。エネルギー消費に占める電力の割合が高い民

生（業務）部門，民生（家庭）部門では，新発熱量の場

合には���排出原単位が増加に寄与していたが，旧発
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熱量では減少に転じた。

（４）その他

　インベントリ作成に関する知見を活用し，��におい

て日本の温室効果ガス排出量データの提供を開始した。

また，第３回日本国報告書に対する国際審査への対応，

����排出係数データベースへの参画，������レ

ビュー活動への参画，温室効果ガスインベントリレ

ビュートレーニングへの参加，国際交渉支援等の活動を

実施した。

〔備　考〕

共同研究者：森本高司（（株）���総合研究所）

（２５）半導体型メタンセンサーを用いたメタン連続測定

装置の安定化に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４６７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕須藤洋志（地球環境研究センター）・井上　元

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕メタン濃度の高精度測定は，現在ガスクロマ

トグラフィー計測により実現されている。しかしなが

ら，消耗ガスおよび電力が必要であり，可搬性にも欠け

るため，実験環境設備の整っていない場所での使用は難

しい。これに対し半導体型センサーは小型で可搬性に優

れており，さらに省電力であることから定常的な電力供

給が困難である野外観測地であっても，自立システムの

構築が可能である。

　これまでの研究で，本センサーの分解能は極めて条件

の良い測定において１０���程度であることが確認され，

大気中濃度測定に関し一応の見通しを得た。しかし長期

連続測定に関しまだ課題を残している。本センサーは温

度依存性が大きく，センサー部の微少な温度変化に伴い

出力信号が大きく変動することが確認されている。そこ

で本センサーを用いたメタン連続測定を可能にする新し

いセンサー部の温度制御システムを開発し，長期安定性

に関し評価を行うことが本研究の目的である。

〔内容および成果〕

　本センサーはセンサー部とヒーター部から構成されて

おり，センサー温度はヒーター部の発熱量により制御さ

れる。ヒーター発熱量はヒーターを構成している白金抵

抗体に印加される電力により決定される。そこで本研究

ではセンサーヒーターに使用されている白金抵抗体が温

度に依存し抵抗値変化することに着目し，ヒーターの抵

抗値を測定し，同時にその値を一定（抵抗値が一定であ

れば温度が一定となる）にするフィードバック回路（デ

ジタル���制御）を試作し，センサー温度制御を実施し

た。そして，本システムの導入によるメタン測定の安定

性について，従来の一定電圧を印加するシステムと比較

し，評価を行った。

〔備　考〕

（２６）葉面反射特性とクロロフィル蛍光を利用したユー

カリの光合成活性の評価

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４６８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕中路達郎（地球環境研究センター）・�

小熊宏之・武田知己・藤沼康実

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕リモートセンシング技術を利用した植生の炭

素固定能力の評価手法を開発するために，分光カメラに

よる植物葉表面の反射特性と光合成活性の関係を研究し

た。本研究では，光合成の光利用評価への活用が期待さ

れている分光反射指標として���（�����������	
�

�����������	
����）に着目し，光合成における量子収率

との間の関係が光強度や気温などの外的環境要因によっ

て影響を受けるかどうか検証した。

〔内容および成果〕

　温帯域の広葉樹であるポプラを人工光型グロースキャ

ビネットで育成し，光環境（０�１８００μ������２���１）

と気温（２０～４０℃）を変化させながら，���と光合成

活性，葉内生化学成分の同時測定を行った。ポプラを用

いた実験では，リモートセンシング指標の一つである

���は，葉内のキサントフィルサイクルの挙動と一致し

た変動をとり，強光条件で低下する傾向を示した。一

方，光合成の光化学系Ⅱの量子収率も，光強度の増加に

伴い低下する傾向にあった。そのため，���と光化学系

Ⅱ量子収率の間には正の相関関係が認められた。高温条

件下でも，光強度の増加に伴う���の低下と系Ⅱ量子収

率の低下が認められ，両者の間には正の相関関係が得ら

れた。この結果は，���がキサントフィルサイクルを介

した熱放散を反映し，さらに，生育環境における光合成

活性の光利用を評価するためにも活用可能であることを

示している。これらのポプラにおける研究成果を踏ま

え，ユーカリを初めとした多様な樹種において，検証を

行った。

〔備　考〕
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（２７）極域ツンドラ土壌における溶存性有機態窒素

（���）動態を規定する生物地球化学的メカニズム

の解明：炭素蓄積および気候変動に対する応答との

関連

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４７０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕保原　達（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕土壌への炭素蓄積量の大きい極域の陸上生態

系では，有機態が土壌中において主要な窒素循環形態と

なっていることが明らかにされており，���（溶存性有

機態窒素）の生態学的機能や動態について明らかにする

ことが急務となっている。そこで本研究では，土壌中の

���動態を制御している生物地球化学的要因を明らか

にし，その生態学的な関連性に関する知見を得ることを

目的としている。

〔内容および成果〕

　本研究では，極域ツンドラとその対照として我が国の

温帯林において，植生タイプの異なる複数の生態系で土

壌をサンプリングし，３種類の溶媒（蒸留水，���，リ

ン酸緩衝液）を用いて土壌を抽出操作した。抽出液は，

溶存性有機態炭素（���）濃度，���濃度，無機態窒

素濃度，タンニン濃度等について分析を行った。その結

果，極域ツンドラでは���が多く無機態窒素

（���������	
�������	�������）が少ない傾向にあった

のに対し，温帯では有機態が少なく無機態の窒素が多く

抽出された。また，���の土壌への吸着状態について

は，溶存性有機物の抽出量がリン酸緩衝液で抽出した場

合に最も大きかった（水抽出の８～２５倍）ことから，

土壌中の���の大半がキレート態として土壌に蓄積し

ていることが示唆された。

〔備　考〕

研究代表者：保原　達（地球環境研究センター）

共同研究者：木庭啓介（京都大学情報学研究科）・�

阿江教治（農業環境技術研究所）・�

���������	
���（�����������	
����

�����������	�
������）

（２８）植物における酸素と二酸化炭素の交換比率に関す

る研究�

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明統合評価

〔担当者〕李　美善（地球環境研究センター）・�

遠嶋康徳・井上　元

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕大気中の��は呼吸や光合成，燃焼などの過

程で���と交換するため，大気中の��濃度の変動は地

球レベルの炭素循環に新たな情報を与えると期待されて

いる。陸域生物圏における��と���の交換比率（��

������）は大気中��濃度の変動を解析する際に重要な

パラメータである。しかしながら��������については

ほとんど実測例がなく，その時・空間的な変動について

はほとんど不明である。そこで，本研究では実験室レベ

ルで土壌と植物の呼吸における交換比率の測定を行う。

〔内容および成果〕

　サンプリングした土壌や生きている植物の根，葉，幹

などの各部位を密閉できるチャンバーに入れて，チャン

バー内の��および���濃度の変動から交換比率を求め

る。実験では条件を変えながらいくつかの樹種を用い，

交換比率についての基礎的な情報を得た。さまざまな土

壌採取により土壌呼吸における��と���の濃度変動か

ら交換比率，��������の推定を試みた。

〔備　考〕

（２９）��２��２�分析計出力連続校正システムの開発と

校正頻度がフラックス測定精度に与える影響の評価

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４７４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕下山　宏（地球環境研究センター）・�

藤沼康実・井上　元

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕現在，渦相関法を用いた森林における���・

���フラックスの測定には，分析光路の開放型，もし

くは非開放型の測定計器を用いている。しかしながら，

これまでに同一の観測地点においても，両者のフラック

ス観測値が一致しないことが多数報告されている。この

原因のひとつとして，各測器の安定性や校正頻度の相違

により，正確なデータセットが得られていない可能性が

示唆される。そこで本研究では，観測されたフラックス

の相違を，校正方法の問題の視点から，その原因を解明

することを目的としている。

〔内容および成果〕

　本研究では，まず連続的に校正を行う計算プログラム
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を作成した。長期的に絶対値出力の安定した基準器に対

し，渦相関法に用いる応答性の速い測器の出力を合わせ

るために，以下のような方法を用いた。

　�は校正係数，�はパワースペクトル密度，�は比較に

用いる濃度変動の周波数域である。この方法を用いるこ

とにより，短い時間スケールでの校正を行うことができ

る。このプログラムの検証を，北海道大学手塩研究林

������サイトでの，開放型および非開放型分析計を

用いたフラックス観測の，３０分間のデータセット毎に

当てはめて行った。この結果，比較周波数域における濃

度変動のパワーが十分大きい場合には，校正により両者

の測定値が良く一致することが確認された。また，�の

経時変化から，開放型分析計出力の温度や日射量に対す

る感度変化の存在が確認された。

〔備　考〕

研究代表者：下山　宏

共同研究機関：北海道大学北方生物圏���

共同研究者：高木健太郎（北海道大学）

（３０）トップダウン（大気観測）アプローチによるメソ

スケールの陸域炭素収支解析

〔区分名〕環境��地球推進���１

〔研究課題コード〕０２０４��４７５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕井上　元（地球環境研究センター）・町田敏暢

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕本研究は，ボトムアップ（微気象・生態学的）

アプローチにより陸域生態系の炭素収支を推定する方法

とは逆に，大気中の二酸化炭素濃度の観測から，その地

表面での吸収・放出量の分布を推定するものである。即

ち，地表面における二酸化炭素の吸収・放出と大気中の

移流拡散の結果として濃度分布が決まるが，その分布観

測から逆に地表面の収支を推定する。この推定値をボト

ムアップアプローチによって得られた結果と比較検討す

ることにより，二酸化炭素収支のより客観的な推定を行

う（インバースモデル解析）と共に，森林による二酸化

炭素収支モデルやスケールアップの方法の妥当性を検証

する。

　インバースモデル解析に必要なデータは，二酸化炭素

の３次元分布の変動であるが，ここでは新たな観測手段

の開発も視野に入れつつ，実現性のある地上観測で代用

する。研究フィールドとしては，地形的に単純であり，

大きな点源が無く，南北に森林生態系の生産力の違いが

ある西シベリア大低地を選定した。大気の水平輸送の風

上・風下であるシベリア大低地の東西端に南北に並ぶそ

れぞれ数点の観測ライン，その中間や南北に数点の合計

１０カ所で，１００�規模のタワーから大気を採取し自動分

析する。

　初期値として炭素収支モデルとそのパラメータの地理

情報から地表面での二酸化炭素発生�吸収量を推定す

る。その収支分布の下で大気の輸送を一定期間計算し，

大気分布の初期値に依存せず地表面の二酸化炭素収支と

輸送プロセスにのみ依存する二酸化炭素の３次元分布を

計算する。これと二酸化炭素濃度観測ネットワークの

データとの差が最小になるように，二酸化炭素収支の分

布を補正する。この方法はグローバルなスケールでは成

功を収めているが，ここで開発するメソスケールのイン

バースモデル解析は先例のないチャレンジな課題であ

る。この課題を遂行するには中規模の大気擾乱の影響，

雲生成を伴う強い鉛直対流，雲による光合成有効日射の

変化などのプロセスを限られた観測データから推定し，

モデルに取り込む必要がある。

〔内容および成果〕

　平成１４～１６年の第�期終了時の目標は，地上観測

ネットワークを構築し，信頼のできる通年観測データを

出し始めることである。また，森林など炭素収支モデル

と大気輸送モデルにより二酸化炭素濃度分布とその季節

変動を求め観測データと比較する。メソスケールのイン

バースモデルの開発に着手し，上記の問題を観測と協力

しながら解決する。

　そのため本年度には，①現存するタワーの調査と所有

者との交渉，観測地点の確定　②電力供給や物資輸送の

不自由な環境での高精度測定の機器開発　③開発した機

器の長期安定性試験を実施した。

　観測ネットワークの最適配置を現在存在する通信タ

ワーを利用するという制約条件でモデルから推定した�

その結果，偏西風の上流に３ヵ所，そこを通過した大気

が南北に蛇行することを考慮し下流に５ヵ所，中間に南

および中央に１ヵ所づつ，合計１０ヵ所が適切であると

いう結論になった。この地域では天然ガスや石油のパイ

プラインがあり，その運用に必要な通信タワーがあるの

で，その所有会社との交渉を行い基本的な合意を得た�

しかしながら人為的な影響を直接受けない場所を選ぶの

で，これらの地点で供給をうけられる電力は３００�に限

られる。そのため観測システムは空調を必要とせず，測

定機器も可能な限り省電力とするシステムを開発した�

また，輸送が困難な場所となるので，測定精度を保証す
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る標準ガスの使用量を少なくするため，現地で三次標準

を製作しつつ測定に使用するシステムを開発した。同時

に輸送・建設を容易にするため軽量化を図った�当面５

台を製作し日本において長期の試験運転を実施し，平成

１５年度の現地設営に備えている�

　データ解析に必要な���データとして，地質分類，植

生分類データをデジタル化・整備した。一部では森林の

樹種／樹齢データを入手し���化した。

〔備　考〕

支援研究者（５名）

ロシア側研究者・技術者（８名）

１．２　地球温暖化に伴う地球環境変動の将来見

通しに関する観測・解析・モデリングと影

響評価に関する研究

（１）環境保全に係わる統合評価モデルの開発に関する

研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０３４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕甲斐沼美紀子（社会環境システム研究領域）・

増井利彦・藤野純一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境保全に向けた取り組みを評価するため

に，経済活動，土地利用の変化，リサイクル，ライフス

タイルなど環境問題に関わりのある分野を対象に，様々

な学問領域の知見を取り込んだ「統合評価モデル」の開

発を行い，環境保全のための各種施策がマクロ経済に与

える影響や環境保全や経済発展政策などを総合的に評価

することを目的とする。

〔内容および成果〕

　地域・地球環境保全に関する政策と経済政策，土地利

用政策などの複数の政策が経済発展と持続的な環境保全

に及ぼす影響を評価するためのモデリング技術について

検討する。例えばバイオマスエネルギー生産と土地利用

政策が，エネルギー供給，地域・地球経済に及ぼす影響

を総合的に評価することが可能なモデルの開発を行う。

本年度は，バイオエネルギー，省エネ技術，環境負荷除

去技術，リサイクル等の導入可能性とそれらが地域・地

球環境保全に与える影響をモデルにより評価するための

モデリング技術について検討した。また，経済発展と環

境制約との関連を評価するため，各種環境政策がマクロ

経済に及ぼす影響を総合的に評価するモデルの開発を進

めた。

〔備　考〕

（２）肺における感染防御能を修飾する気候要因に関す

る研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０５��３４０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山元昭二（環境健康研究領域）・藤巻秀和

〔期　間〕平成１４～１７年度（２００２～２００５年度）

〔目　的〕本研究では，呼吸器への細菌感染が気候因

子，特に暑熱によりどのように修飾されるかを情報伝達

因子としてのサイトカインレベルで検証し，肺胞マクロ

ファージや多形核白血球，特異抗体，細胞性免疫の３つ

の系から成る肺の抗細菌防御系への暑熱影響を明らかに

する。

〔内容および成果〕

　マウスを高温環境飼育装置で最長２週間暴露し，黄色

ブドウ球菌，変形桿菌等を感染実験室内感染吸入装置で

高温暴露マウスに感染させ，肺での殺菌活性や肺胞洗浄

液中の細胞成分・液性成分等への影響を調べた。動物実

験と平行して，代表的な呼吸器感染症である肺結核症発

生の季節変動の有無と気象因子との関係について関東地

区の７０歳以上の患者（医療機関受診発見）を対象に疫

学的解析を行った。高齢者の菌陽性肺結核の罹患率（ま

たは新登録患者数）は冬季に低く夏季に高くなる傾向が

みられたが，実際の発病（自覚症状の出現）は，４月か

ら９月にかけて増加することが推測された。

〔備　考〕

（３）エアロゾルと雲の相互作用の解明のためのライ

ダー手法の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��３３９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕杉本伸夫（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕雲の生成を通じたエアロゾルの放射影響（間

接効果）は，大気の放射過程の中で最も理解されていな

い部分である。本研究はエアロゾルの間接効果の解明の

ために必要な雲の微物理的パラメータやエアロゾルの特

性を遠隔計測するためのライダー手法の検討を行い，観

測研究に応用できる新しい手法の基礎技術を開発するこ

とを目的とする。
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〔内容および成果〕

　雲の粒径分布測定手法，氷雲の非球形性や氷晶の配向

などの特性をフィールドで観測するための従来の手法

（バイスタティック方式，雲レーダー・ライダー同時観

測）の問題点を明らかにし，改良や新しいアプローチの

可能性を検討する。

　バイスタティックライダーによる雲の粒径測定手法を

開発し，研究船「みらい」を用いて観測実験を行った。

また，雲レーダーとの同時観測との比較を行った。バイ

スタティック手法の検討の結果，１波長，１受信系の構

成では粒径の導出結果が粒径分布関数の仮定に大きく依

存するため，複数の受信系を持つ構成が望ましいことが

分かった。

〔備　考〕

（４）ミー散乱ライダーによるエアロゾルおよび雲の気

候学的特性に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��０９６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水　厚（大気圏環境研究領域）・杉本伸夫・

松井一郎

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕本研究所において開発された連続運転型ミー

散乱ライダーによる東アジア域での雲・エアロゾルの観

測結果を解析し，大気環境に影響を及ぼすエアロゾルの

３次元動態の把握や地球温暖化問題におけるエアロゾル

間接効果の検証などを行う。

〔内容および成果〕

　２００１年度以前からライダー観測を行ってきたつくば・

長崎・北京のデータについて，２００２年度春季の黄砂およ

び球形（液滴）エアロゾルの鉛直分布の特性を前年度の

ものと比較した。その結果，黄砂の出現頻度が長崎で前

年度より減りつくばでは地表付近で増加したなどの年々

変動が明らかになり，輸送パターンの変化による黄砂動

態の変化を観測的に実証した。一方，新規に設置された

ライダーについては全地点のデータを準リアルタイムで

ＷＷＷ上に公開し，国際共同観測等においてライダー連

続観測の結果が有効に利用される体制を構築した。

〔備　考〕

（５）エアロゾルの気候影響評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��０８６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕日暮明子（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕エアロゾルの気候影響の重要性が認識されは

じめてきているが，その気候影響評価に十分な全球での

エアロゾル特性は明らかになっていないのが実状であ

る。本研究では，エアロゾルの気候影響評価をよりよい

精度で行っていくために，衛星データを利用し，全球で

のエアロゾル光学特性の把握を行う。

〔内容および成果〕

　多波長衛星データの利用によるエアロゾルアルゴリズ

ムの開発において，短波可視～可視～近赤外域の４波長

データを用いたエアロゾルの光学的厚さ・サイズイン

デックス・光吸収性の同時推定アルゴリズムが開発され，

更に推定された粒径の大小と光吸収性から代表的な４つ

のエアロゾルタイプ（砂塵性・炭素性・硫酸塩・海塩エ

アロゾル）への大別も可能となった。開発アルゴリズム

を�������，�����データに適用し，解析結果を地上

放射観測・化学成分分析・エアロゾル輸送モデルの結果

と比較し，妥当性を評価した。その結果，多種類のエア

ロゾルが混在する場合，特に大陸からの影響を受けた場

合にみられる硫酸塩エアロゾルと炭素性エアロゾルが同

程度で混在する場合には，アルゴリズムの特性上，吸収

特性の影響を強く受ける傾向が示されたが，汚染質やダ

ストストームの流入など，場の特徴は概ねよくとらえら

れていることが分かった。

〔備　考〕

（６）数値気候モデルが持つ不確実性の評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０８５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野沢　徹（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕人為起源物質等による気候変化を将来にわ

たって見通すためには，数値気候モデルを用いるのが有

効である。このような数値モデルは基本的な物理法則に

従って構成されているが，我々の現象理解や計算機能力

の限界，方程式系の非線型性などに起因する不確実性を

持っている。数値気候モデルによる将来の気候変化予測

を定量的に評価するためには，モデルが持つ不確実性に

関する知識が不可欠である。本研究では，����������

����を用いて様々な数値実験を行い，モデルが持つ
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不確実性の程度を明らかにする。

〔内容および成果〕

　前年度末に行われた所内スーパーコンピュータの更新

により，比較的高分解能な数値実験が可能となったた

め，解像度が異なる複数の数値実験を行い，分解能の違

いによって得られた気候がどの程度変化し得るかを把握

し，各物理過程のパラメタリゼーションに起因する不確

定性が，モデルの解像度の違いによりどの程度変化する

かを調べた。エアロゾル間接効果スキームなどは大気下

層の鉛直解像度に対する感度が大きい可能性が示唆され

たが，系統的なパラメータ実験などを行って引き続き検

討する必要がある。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野�Ⅳ．１．２にも関連

（７）南北両半球における���（揮発性有機化合物）

のベースラインモニタリング

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０１０５��０４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕横内陽子（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕自然生態系から放出される微量有機物質に

は，成層圏オゾン破壊物質（塩化メチル・臭化メチル）

や雲凝結核の前駆物質（���）などが含まれるため，

気候変動による生態系の変化はこのような���の増減

を介して地球環境にフィードバックをもたらす可能性が

高い。しかしながら，人為起源物質であるフロン，代替

フロン類を除くと���のバックグラウンド濃度の観測

例は極めて少ない。本研究では，南北両半球の代表的

バックグラウンドステーションであるカナダ・アラート

（北緯８２度，西経６２度）とオーストラリア・ケープグリ

ム（南緯４１度，東経４５度）において塩化メチルを始め

とする自然起源���の定期観測を行い，それらの季節

変動・長期トレンドを把握する。これによって各���

濃度の今後の変動予測を可能にすると共に，将来的には

大気観測から���発生源である自然生態系の変動を検

出することを目指す。

〔内容および成果〕

（１）前年度に引き続き，アラートおよびケープグリム

における月２回の���モニタリング観測を実施した。

（２）アラートにおける観測結果をもとに，大気中臭化

メチルが年平均４～６％の割合で減少していることを明

らかにした。この傾向はモントリオール議定書およびそ

の改正による人為的排出量削減計画に対応したシミュ

レーションとよい一致を示した。

（３）両半球における大気中クロロホルム濃度の観測結

果を基に，発生源解析を行った。その結果，地球全体で

は土壌がクロロホルムの最も重要な発生源でることが示

された。塩化メチルのようなモノハロメタンの場合，そ

れらの自然発生源は低緯度に偏っているが，クロロホル

ムについてはそのような傾向は見られなかった。

〔備　考〕

共同研究機関：カナダ／����������	
�����・オース

トラリア／�����・（独）航空宇宙技術研

究所

「山岳地域におけるハロゲン化メチルの動態に関する研

究」（長野県衛生公害研究所との共同研究）

　気候変動・海面上昇の総合的評価と適応策に関

する研究

（８）３）脆弱性評価指標と脆弱性マップに関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���１２

〔研究課題コード〕０００２��０２４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕原沢英夫（社会環境システム研究領域）・�

高橋　潔

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化は海面上昇を引き起こすととも

に，気候の変動性も変化させる。台風，洪水，高潮など

の異常気象の発生頻度や強度の変化も想定される。海面

上昇にこうした台風，高潮などの異常気象が重複すると

その被害は甚大なものとなる。過去の異常気象の発生状

況とその影響の程度，対応策について情報を広範に収集

し整理し，海面上昇及び高潮などが重複して発生した場

合に被害が深刻化する地域を特定しておくことが適応策

を検討するうえで不可欠である。本研究は過去の気象災

害，気象データから異常気象現象とその影響についての

知見を収集・整理し，温暖化がもたらす長期的な海面上

昇と短期的な異常気象との複合的な影響を特定し，沿岸

低地の気象，地形，社会・経済データより脆弱性指標を

作成し，この指標を用いて脆弱な地域を特定する事を目

的とする。

〔内容および成果〕

（１）アジア地域の沿岸域の異常気象現象の影響　アジ

ア地域における異常気象現象の発生とその影響について

知見の収集と解析を行った。アジア地域の沿岸部を中心
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として発生した台風，洪水などの気象災害について過去

の記録及び対応する気象・水象データを収集し，現象の

発生状況の把握，分析を行った。また気象現象の沿岸地

域への影響について知見の収集と解析を行った。異常気

象現象がもたらす社会システムへの影響について，過去

の気象災害を事例として収集するとともに，気象災害と

社会・経済的な影響についての関連性について解析した。

（２）弱性指標の開発と適用　沿岸地域の脆弱性を評価

できる指標を作成した。沿岸低地の標高や人口，社会イ

ンフラの密集度などの気象，地形，社会・経済データや

対応策の検討を行い，これらのデータより地域，とくに

沿岸域の脆弱性を表す指標である。台風の発生状況と影

響リスク算定の基礎となる確率を算定し，地理情報シス

テムを利用して地図化を行った。その結果，アジア地域

の特に脆弱な沿岸域を特定することができた。

〔備　考〕

研究代表者：中島秀俊（国土地理院）

（９）地球温暖化の生物圏への影響，適応，脆弱性評価

に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���１１

〔研究課題コード〕０２０４��３４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕�原沢英夫（社会環境システム研究領域）・�

名取俊樹・高橋潔・肱岡靖明

〔期　間〕平成１４～１６年度�（２００２～２００４年度）

〔目　的〕高山，森林，農地などの生態系において温暖

化の影響が顕在化している。今後進行する温暖化の生態

系への影響を的確に把握し，影響の範囲や程度，影響を

軽減する適応策の評価手法の開発と総合的な脆弱性評価

が緊急課題となっている。本研究は，日本及びアジア地

域における高山生態系，自然・人工林生態系，農業生態

系への温暖化影響を，適応策も考慮して評価する手法を

開発し，具体的に適用することにより，生態系の脆弱性

評価を行うことを目的としている。高山生態系，自然・

人工林生態系，農業生態系を対象に，����第３次報告

書に示された最高５．８℃気温上昇した場合の生態系影響

を再評価する，日本及びアジア地域において影響が甚大

な脆弱な生態系や地域を特定し地図化する，影響リスク

の低減の可能性等を含めて適応策の検討を行う。

〔内容および成果〕

　本研究プロジェクトのうち本研究所が担当するサブ課

題の内容及び成果は以下のとおりである。

（１）自然，人工生態系の総合影響予測と適応策の総合

評価に関する研究

　温暖化の生態系影響を適応策も含めて評価，予測する

モデルを作成するとともに，モデルの検証，最新の気候

シナリオ，各種データの整備・作成を行い，生態系影響

モデルを気候・自然地理的条件を考慮して適用する。本

年度は，生態系影響モデルの試作を行うとともに，基本

入力となる地域気候シナリオ及び降雪データについて検

討を行った。

（２）高山生態系の脆弱性評価と適応策に関する研究

　高山帯の利用形態と高山生態系（動物・植物）の分布

の関係を調べ，脆弱性評価方法を検討する。さらに最新

の気候シナリオに基づき高山生態系（動物・植物）の分

布等への影響予測を行うとともに，高山生態系の脆弱性

評価と予測される影響を低減するための適応策をまとめ

る。本年度は，高山生態系の利用形態と生態系の分布に

ついての既存知見の整理と現地調査を行い，脆弱性評価

方法の基本的知見を得た。

〔備　考〕

（１０）アジア太平洋地域統合モデル（���）を基礎とし

た気候・経済発展統合政策の評価手法に関する途上

国等共同研究

〔区分名〕環境��地球推進���５４

〔研究課題コード〕０００２��０３５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕甲斐沼美紀子（社会環境システム研究領域）・

森田恒幸・増井利彦・藤野純一・原沢英夫・

高橋　潔・肱岡靖明

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化対策は１９９７年の京都会議を契機

に大きな進展が図られようとしているが，気候変動枠組

条約の目標である気候安定化を達成するには，先進国の

みならず発展途上国を含めて，今後一世紀にわたって温

室効果ガスの一層の削減対策が求められている。特に，

アジア地域の発展途上国は，高い経済成長のポテンシャ

ルとともに公害などの深刻な国内問題を抱えており，気

候政策だけでなく，気候政策と地域環境政策等の国内政

策，あるいは気候政策と経済政策を同時に有機的に実施

していくことが不可欠である。このような政策ニーズに

対応するために，新たな政策評価の枠組みと方法論を開

発し，これらを発展途上国に移転することを目的とす

る。
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〔内容および成果〕

　本研究は，アジア地域の研究者と共同して地球温暖化

対策とこの地域での経済発展との統合政策を評価するモ

デルを開発するものである。開発しているモデルは，国

別エンドユースモデル，経済・マテリアル統合モデル，

簡略型統合モデル，多地域多部門応用一般均衡モデルな

どである。これらのモデルを用いて，長期的な社会・経

済シナリオをベースとして，気候安定化シナリオと経済

発展シナリオの統合化を検討し，����，エコ・アジア，

��������などにシナリオを提供した。

　エンドユース・モデルは，エネルギー価格の変化によ

り技術代替が生じる現象を中心にして，エネルギー消費

の変化を積み上げ方式により推計するものである。日

本，中国，インド，韓国，タイ，マレーシア，ベトナム

などを対象としてモデルの開発を行い，化石燃料消費に

よる���排出量の推計および排出規制や炭素税などの

対策を導入した場合の排出削減効果や，地球環境対策が

地域環境に与える副次的効果について分析した。

　アジア各国では���以外の温室効果ガス排出量の対

策も重要な課題である。本年度は����，���の排出量

及び対策効果を推計するモジュールを追加した。本モデ

ルを用いて，アジア各国のなりゆき排出シナリオを推計

するとともに，インドの���対策について検討した。

　経済・マテリアル統合モデルは，二酸化炭素排出量の

排出量の算出はもとより，経済活動と様々な環境負荷の

関係を定量的に表現し，環境保全に向けた活動が経済活

動に及ぼす影響を評価することを目的として開発してき

た経済モデルであり，特定の国を対象としたトップダウ

ンモデルである。日本，インド，中国を対象としたモデ

ルの開発と政策シミュレーションを行った。日本につい

ては，���排出量や廃棄物最終処分量の削減がもたらす

経済への影響と，環境投資の拡大や技術進歩，消費行動

の変化による経済の回復について分析した。また，中国

モデルを用いて���による���削減と経済影響につい

て分析した。インドモデルでは，���排出量のほかに，

有害廃棄物の発生と処理・処分を取り扱うことができる

モジュールを開発し，インドにおける有害廃棄物対策が

もたらす影響を分析した。

　将来の環境について推計しようとする場合，様々な要

素が複雑に絡み合っており，また，不確実な事象が数多

くあるために，推計を非常に困難なものにしている。そ

こで，複数の人の知見を取り入れながら，様々なシナリ

オを描いて対策を検討する必要がある。将来の種々の将

来シナリオを対話を通して検討するための簡略型統合モ

デルを開発している。

　本モデルを用いてアジア地域４２カ国を対象として，

種々のシナリオに対応した���排出量などについて予

測した。また，アジアの簡略型モデルの枠組みを世界

１４カ国に拡大し，世界におけるアジアの位置づけにつ

いてのシナリオを分析した。

　大気安定化シナリオを�������（安定化シナリオ

ジェネレーター）を用いて推計し，���排出シナリオ，

���排出シナリオを推計し，�����に提供した。また，

エコシステム評価のための経済モデルを開発しており，

温暖化対策に加えて，生態系の変化とそれによる人間の

福祉への影響に関する評価を行い，アジアの持続的発展

のあり方について検討した。

〔備　考〕

共同研究者：松岡　譲（京都大学）

� ����������	
（中国エネルギー研究所）

（１１）環礁州島の地形形成－人間居住の相互作用とその

環境変動に対する応答予測に関する予備的研究

〔区分名〕環境��地球推進����２

〔研究課題コード〕０２０２��３４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山野博哉（社会環境システム研究領域）・田村

正行

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕島嶼国，とくに環礁上の州島は標高が最大数

�と低平で，利用可能な土地と資源が限られており，環

境変動に対する脆弱性が著しく高い。環礁州島の形成と

維持には，州島を形成する砂の物理・海岸工学的過程だ

けでなく，州島の沖に位置するサンゴ礁が州島を作る砂

を供給する生物過程や，州島の上に居住する人間の伝統

的な植生管理がきわめて重要な役割を果たしていること

が明らかになってきた。本研究では，環礁州島の形成と

維持に，物理・海岸工学過程に加えて，サンゴ礁の生物

過程と伝統的な植生管理の寄与，それ以外にどのような

過程を検討するべきかを検討して，州島の形成・維持に

関わるすべての過程を抽出する。その上で，こうした地

形形成�人間居住の相互作用の歴史的展開と維持機構，

現在・将来の環境変動と経済システムの変化による相互

作用の変化予測，変化を監視し適切な対応策をとるため

の具体的方策について検討する。

〔内容および成果〕

　予備的に環礁の分布をリストアップするとともに，

マーシャル諸島共和国マジュロ環礁において地学・人文

科学・リモートセンシングの研究者による予察調査を
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行った。その結果，州島地形の構成物がほとんどサンゴ

礁由来の生物遺骸片であること，自然の地形－植生分帯

構成が州島の地形維持に寄与していること，伝統的な土

地利用はそうした機能の維持と資源管理の両立をはかっ

ていることなどが明らかになり，我々が建てた仮説（州

島の維持における生物過程と人間との相互作用の重要

性）の妥当性と共同で研究を進めることの必要性を確認

した。さらに２００２年１１月には，国立環境研究所におい

て公開ワークショップを開催して，目標の設定，必要な

体制と方法論について議論を行った。

〔備　考〕

研究代表者：茅根　創（東京大学）

共同研究者：大場秀章（東京大学）・近森　正（帝京平成

大学）・山口　徹（千葉商科大学）

（１２）東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のた

めのモニタリングシステム構築に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���６

〔研究課題コード〕０２０４��３４４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕横内陽子（化学環境研究領域）・遠嶋康徳・�

向井人史

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕フロン等の長寿命ハロカーボン類は強力な温

室効果気体であり，その温暖化への寄与は二酸化炭素全

量の約２５％に匹敵している。このうち，モントリオー

ル議定書による規制対象となっていない���（ハイドロ

フロオロカーボン），���（パーフルオロカーボン）と

��６（六フッ化硫黄）については地球温暖化防止の観点

から京都議定書によって先進国における削減が求められ

ている。しかし，現状では大気中���，���，��６の

総濃度は年間数パーセントの割合で増加しており，ま

た，日本を取り巻くアジア諸国では今後の経済的発展に

伴ってこれらのガス排出量がむしろ増加することが懸念

されている。本研究は，東アジアの影響を検出するのに

適した波照間観測ステーションにおいて���等ハロ

カーボン類の連続観測を立ち上げると共に日本沿海上空

における航空機観測を実施して東アジア�日本における

これらのガス濃度のトレンドとその影響を把握し，さら

に化学輸送モデルを用いた解析によってハロカ－ボン排

出量を推定する。

〔内容および成果〕

（１）大気中のハロカーボン類を濃縮してガスクロマト

グラフ／質量分析計（�����）に導入するための大気

濃縮システムの開発を行った。最も沸点の低い四フッ化

炭素（��４）も含めてハロカーボン類を定量的に捕集

するために，吸着力の強いカーボキセン１０００を充填し

たトラップを－１４０℃に冷却して用いた。サンプル中に

共存する大量の窒素，酸素，二酸化炭素の除去は，ト

ラップの段階的な昇温と多段濃縮法の組み合わせによっ

て行った。また，－１５０℃まで冷却可能な冷凍庫を利用

することによって，自動運転の弊害となる液体窒素など

の寒剤の使用を避けることができた。バルブ，温度，流

量の設定等全ての動作はコンピュータからの自動制御と

した。標準ガスを用いた性能評価試験により，ほとんど

全てのハロカーボン類について１���以下の検出限界が

得られた。

（２）航空機観測用の大気サンプリングシステムを製作

して，相模湾上空における高度別の����，���，

���測定を定期的に実施した。高度４０００�と７０００�に

おける測定結果を基に自由対流圏における代替フロン類

の増加傾向を解析した。また，５００～２０００�の低高度

データについて日本本土からのハロカーボン排出量解析

のための基礎データとした。

〔備　考〕

共 同 研 究 機 関：（独）航空宇宙技術研究所・（独）産業

技術総合研究所

国際共同研究組織：������（���������	
���
�

��������	
�����������	
����）

（１３）気候変動の将来の見通しの向上を目指したエアロ

ゾル・水・植生等の過程のモデル化に関する研究

〔区分名〕環境�地球推進���１

〔研究課題コード〕０００２��０８０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕神沢　博（大気圏環境研究領域）・菅田誠治・

野沢　徹・日暮明子・秋吉英治

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化にともなう気候変化・気候変動の

気候モデルによる将来の見通しが，影響評価・対策に十

分に活かせるものとなるには，気候変動評価の不確定性

の幅を明らかにする必要がある。また，地球環境変動の

研究の推進のためには，現在の気候モデルに欠けている

物質循環や生態系との相互作用を取り入れて総合化した

気候モデルを開発して用いる必要がある。これらの課題

は現在大きな研究課題として残されており，�����にお

いても重要視されている。
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　本研究課題では，（１）人為起源の対流圏エアロゾル

と対流圏オゾンによる気候変化の不確定性を明らかにす

ること　（２）水蒸気，雲，地表水文過程などによって

もたらされる気候変化・気候変動の不確定性を明らかに

すること　（３）気候変化・気候変動と対流圏物質循環，

森林生態系間のフィードバックを含めた総合的なモデル

の基礎を確立することを主な目的とし，さらに，それら

の知見を統合し，総合的な気候・物質循環モデルの開発

改良とその応用を目指す。手法としては，数値モデルに

よる研究が中心となる。

〔内容および成果〕

　気候変動の将来の見通しの精度の向上を目指し，温室

効果ガスの増加による地球温暖化に対する人為起源エア

ロゾルの冷却効果，水循環の役割等をモデル化するとと

もに，水循環における植生の役割を明らかにすることを

主たる目的として生態系のモデル化を行い，気候モデル

と生態系モデルとの連携を強化する。本課題は，以下の

３つのサブテーマで構成される。

（１）対流圏エアロゾルおよび対流圏オゾンの気候影響

に関する研究

（２）地球温暖化に伴う気候変化と水循環過程との相互

関係に関する研究

（３）地球温暖化における陸上生態系フィードバックに

関する研究

　国立環境研究所では，サブテーマ（１），（２）を担当

する。他研究機関の担当するサブテーマ（３）にも課題

代表機関として関与する。

　当研究所の具体的な実施計画は，以下のとおりであ

る。エアロゾルの間接効果を表現するモデルの開発，エ

アロゾル・オゾン相互作用モデル開発，および，多波長

衛星データによるエアロゾル光学特性推定アルゴリズム

の開発を行う。エアロゾル及びオゾンモデルを全球気候

モデルに組み込むモデルの開発を行う。熱帯降雨観測衛

星データとモデル結果とを用いた降水過程の日変化・季

節内変動・季節変化の比較解析を行う。水蒸気・雲過程

の季節変化・経年変化に関する衛星観測データとモデル

結果の比較解析，および，気候モデルにおける積雲パラ

メタリゼーションの比較検討を行う。開発したモデルを

利用して数値実験を行い，人為起源の地球温暖化関連物

質の将来の排出シナリオに沿った気候の将来の見通しに

ついて，その不確定性を含めた評価解析を行う。

　本年度に得られた成果は，以下のとおりである。エア

ロゾルの雲生成を通しての放射に関する間接効果を表現

するモデルの開発，および，エアロゾルとオゾンの化学

過程を通しての相互作用モデル開発を行った。また，衛

星データによる対流圏エアロゾル光学特性の長期変動の

解析，降水過程の日変化・季節内変動・季節変化に関す

る観測と気候モデル計算結果の比較解析，等を行った。

〔備　考〕

共同研究機関：森林総合研究所・農業環境技術研究所・

産業技術総合研究所・東京大学・九州大

学

（１４）地球温暖化の総合解析を目指した気候モデルと影

響・対策評価モデルの統合に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進����３

〔研究課題コード〕０１０３��３４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕井上　元（地球環境研究センター）・�

神沢　博・野沢　徹・日暮明子・菅田誠治・

森田恒幸・原沢英夫・甲斐沼美紀子・増井利彦・

高橋　潔

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕本研究は，温暖化の影響，各種温暖化対策の

必要性と効果を政策担当者，国民等に対して具体的に提

供することを目的とし，対策評価，温暖化の見通しの評

価，影響評価の３つのモデル間の相互作用を解析するア

ジア太平洋地域向けの統合モデルを開発して，温室効果

気体およびエアロゾルの排出が地域の気候変化を通して

農業の収量変化や水資源の変化へ及ぼす影響に対する基

礎的情報を得ることを目標とする。

　現在，地球温暖化研究において解決すべき大きな課題

として，（１）地球温暖化をもたらす温室効果気体およ

び地球温暖化を基本的には抑制する対流圏エアロゾルの

２つの大気微量成分について，人為的発生量を対策モデ

ル数値計算により定量的に評価し，その評価に基づい

て，気候の将来の見通しを得るための空間３次元気候モ

デル数値計算を行い，地球温暖化の時空間分布を定量的

に推定すること（２）その推定結果に基づいて，影響評

価モデル数値計算を行い，地球温暖化の影響を定量的に

推定することの２つが挙げられる。本研究では，最終的

にこの２点を遂行することを目指す。具体的には，開発

済みの全球気候モデルを，影響および対策評価と結びつ

けるために，対策研究の成果を気候モデルに組み込む手

法を開発して，その開発した手法を組み込んだ気候モデ

ルを利用し，影響研究に資する成果を得る。このよう

に，排出シナリオに対する気候シナリオ，その気候シナ

リオに対する影響シナリオについて一貫したモデルを作
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成し，それらのシナリオの評価を実施する。また，開発

したモデルを，２０世紀の過去１００年間の地球温暖化研

究に適用することを試みる。

〔内容および成果〕

　本課題は，以下の３つのサブテーマで構成される。

（１）排出シナリオと気候モデルとのインターフェイス

開発に関する研究

（２）気候モデルと影響評価モデルとのインターフェイ

ス開発に関する研究

（３）気候モデルと影響・対策評価モデルとを統合した

モデルによる総合評価実験に関する研究

　排出シナリオと気候モデルとのインターフェイス開発

に関する研究として，気候モデルで利用可能な各種温室

効果気体（二酸化炭素，メタン，亜酸化窒素，オゾン，

フロンガス，等）および各種エアロゾル源（硫酸塩，炭

素性，土壌性，海塩，等）の排出シナリオに関する検討

を行う。気候モデル（ここでのモデルは主に全球気候モ

デル）が外部パラメータとして必要とする各種温室効果

気体の濃度の年々変化および，各種エアロゾル，オゾン

の空間分布の時間変化を，それらのソース排出データか

ら導出する方法を検討し，実験を行う。排出シナリオの

パラメータの不確実性が気候シナリオにどれくらいの誤

差を与えるのかを調べる感度実験を行い，総合評価実験

の結果の解釈に用いる。また，気候モデルと影響評価モ

デルとのインターフェイス開発に関する研究として，全

球気候モデルと影響モデルを繋ぐインターフェイスモデ

ルとしてのアジア太平洋地域向けの地域気候モデルの開

発を行う。全球および地域気候モデルの系統誤差やパラ

メータの不確実性が影響モデルにどれくらいの誤差を与

えるのかを調べる感度実験を行う。水資源，農業活動に

対する影響評価を行うモデルにとって必要なパラメータ

を必要な時間分解能で地域気候モデルから出力する方法

を検討し，実験を行う。さらに，気候モデルと影響・対

策評価モデルとを統合したモデルによる総合評価実験に

関する研究として，総合評価実験の検証に必要な各種の

気候および地球環境のモニタリングデータの内容を検討

し，収集を行う。過去の排出シナリオデータを与えて全

球気候モデルによる過去１００年の気候再現実験を行い，

全球気候シナリオデータを得る。地域気候モデルを用い

てアジア太平洋地域を対象とした過去１００年の地域気候

シナリオ（気温，降水量，雲分布，日射，等）を求め，

気候シナリオの排出シナリオに対する応答を調べるとと

もに，農業の収量変化や水資源の変化が，どの程度再現

できるかを調べる。

　本年度の研究成果は以下のとおりである。エアロゾル

およびオゾン前駆物質の各国毎排出量データから全球格

子点データを作成するツールを開発した。開発したツー

ルを用いて，過去１００年間の気候再現実験を行う際に必

要となる各種排出量の格子点データを構築した。全球気

候モデルの出力データを境界条件として，アジア太平洋

地域向けの地域気候モデル計算を行うテスト実験を行っ

た。全球気候モデルの大気部分のみを用いて，過去１００

年間の気候再現実験に向けたモデルの調整およびテスト

実験を行った。

〔備　考〕

共同研究機関：東京大学

（１５）高スペクトル分解ライダー等による雲・エアロゾ

ル観測の研究

〔区分名〕環境��地球推進���４

〔研究課題コード〕０２０４��３４２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕杉本伸夫（大気圏環境研究領域）・松井一郎・

清水　厚

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕将来の衛星観測を目指し，高スペクトル分解

ライダー等によるエアロゾルおよび雲の光学特性の観測

手法，雲レーダー，マルチスペクトルイメージャーなど

との複合利用による雲，エアロゾルの微物理量を導出す

るための手法を開発することを目的とする。

〔内容および成果〕

　航空機による雲レーダーとの同時観測のための紫外域

の偏光ライダーを製作し，航空機（ガルフストリーム

Ⅱ）に搭載して観測実験を行った。製作したライダー

は，小型のフラッシュランプ励起���レーザーの第三

高調波（３５５��）と口径１５��の受信望遠鏡を用いて，

航空機から下向きに散乱光の２つの偏光成分を受信す

る。観測実験では，雲レーダー（通信総合研究所）との

同時観測に成功し，氷雲および水雲の粒径，雲水量など

の導出のためのデータを得た。

　一方，宇宙開発事業団と欧州宇宙機構が共同で開発中

の大気放射観測衛星���������に搭載される紫外域の

高スペクトル分解ライダーとマルチスペクトルイメー

ジャー（���）との複合利用によるエアロゾルの解析に

ついて検討を行った。この結果，高スペクトル分解ライ

ダーによる紫外域の光学的厚さとライダー比によるエア

ロゾルタイプの推定が���の解析の有効な拘束条件と

なり，複合利用が非常に有効であることが示された。ま

た，衛星解析のための基礎データとして，各種のエアロ
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ゾルについてライダー比の気候値を決定することが重要

であることが示された。

〔備　考〕

研究代表者：中島映至（東京大学）

（１６）有機エアロゾルの地域規模・地球規模の気候影響

に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���８

〔研究課題コード〕０２０４��３４６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）・高見昭憲・

佐藤　圭・杉本伸夫・清水　厚・三好猛雄

〔期　間〕平成１４年～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕地球温暖化研究おいて，「二酸化炭素をはじ

めとする温室効果ガスの発生・吸収量の評価・予測，循

環メカニズムの解明」の重要性とともに，「エアロゾル，

オゾン，���その他の物質が気候変化に及ぼす影響とそ

の濃度の将来動向予測」の研究が，緊急に取り組むべき

重要な課題のひとつとなっている。とりわけ，エアロゾ

ルは地球・地域の気候を支配する放射収支に大きな影響

を持っていることが知られているにも係わらず，温室効

果ガスに比べて，その実態の解明が遅れている。それ

は，エアロゾルによる放射強制力はその空間分布のみな

らず，サイズ，形状，化学組成などに依存しており，そ

の発生，成長，変質，移流，消滅の過程を詳細に捉える

ことの困難さに起因している。モデルによって温暖化の

将来予測を精確に行うためには，これらエアロゾルによ

る放射強制力をタイプごとに，空間分布を考慮して精確

に求めなければならない。

　有機エアロゾルについては，地球温暖化の将来予測を

行う上で現在必要とされる精度を満たすための情報とそ

の信頼性が不足していること，��������	
����	���

（���）と呼ばれるアジアにかかる密度の高いヘイズが

主に有機エアロゾルによって構成されており，このヘイ

ズについては生成機構，広域空間分布と輸送過程，気候

変動に与える影響など未知のことが非常に多く残されて

いること，の２点から考えて，���に含まれる有機エ

アロゾルを主要な研究対象として，有機エアロゾルの温

暖化抑制効果を解明することにより，アジア地域を覆う

ヘイズについて生成機構，広域空間分布と輸送過程，気

候変動に与える影響などを解明し，国際的な環境問題の

解明に貢献するとともに，温暖化機構の精緻化を期す

る。

〔内容および成果〕

　上記のような観点から，東アジア・北西太平洋地域に

輸送される有機エアロゾルの現状を把握することは緊急

の必要性を持っている。このため次のような研究を行っ

てきた。

（１）従来フィルターサンプルにより行われていたエア

ロゾルの化学分析は時間分解能が低く短時間の変動を把

握することができなかった。エアロゾル質量分析計の導

入により短時間の変動を観測する。

（２）���の発生源地域である南アジア，東南アジア

においてエアロゾルの空間分布，変動を観測する。

（３）エアロゾル輸送・生成・除去の全球モデルの開発

とそれを用いて南アジア－東南アジア等アジア域に焦点

をあてたシミュレーションの実行を行う。

（４）衛星データの解析により得られた排出データを３

�領域化学モデルに組み込み，実測データとの比較から

排出係数を求めて，南アジア－東南アジア地域における

バイオマスバーニングからの��，���，メタン，非メ

タン炭化水素及びススの発生量を見積もる。

　本年度の成果としては，（１）エアロゾル質量分析計

の粒子線生成システムを導入し，サンプル空気から個々

のエアロゾルを分離し，化学成分を分析した。大気チャ

ンバーでエアロゾルを生成し，検出感度や化学成分分析

の精度について検討した。福江島において大陸起源のエ

アロゾルの成分分析を試験的に試み，野外観測時におけ

る問題点の解析を開始した。

（２）タイのシ・サムロンで２００１年秋から継続中のライ

ダー観測データを解析した結果，２月から４月にかけて

バイオマス燃焼起源のものと考えられるエアロゾルの濃

度が非常に高いことが明らかになった。また，大気境界

層構造に大きな季節変化がみられることが分かった。一

方，タイのライダーの２波長化の改良を行い，粒径に関

するデータの取得を開始した。

（３）有機（��）および元素状（��）炭素粒子の全

球規模排出源の調査とデータファイル化を行った。ま

た，全球モデルにこれら��，��の輸送をサブモ

ジュールとして組み込み全球規模の試算を行い化石燃料

燃焼，バイオマス燃焼，植生起源��の相対寄与を推定

した。

（４）沖縄県辺戸岬の環境省酸性雨観測所において，一

酸化炭素およびオゾンの連続観測を行った。月に２回程

度，同地で反応性炭化水素を捕集し，東京都立大学にお

いて分析を行った。

〔備　考〕

共同研究者：北田敏広（豊橋技術科学大学）・梶井克純

（東京都立大学）

―����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



（１７）����データ解析によるサンゴ礁白化現象のモ

ニタリング

〔区分名〕その他公募

〔研究課題コード〕０００４��２８８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山野博哉（社会環境システム研究領域）・�

田村正行

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕近年，サンゴ礁が白化現象によって衰退して

いることが報告されている。この白化現象の最も大きな

要因は水温の上昇であるとされている。近年，白化現象

の起こる頻度は全世界的に急激に増加し，地球温暖化と

の関連が議論されている。現在，白化現象の確認は目視

によってなされているため，広範囲でサンゴ礁をモニタ

リングし，白化現象を検出する手法の開発が急務であ

る。サンゴ礁域の水深は小さいため，衛星や航空機から

の観測が可能である。本研究においては，����搭載の

������２センサを用いたサンゴ礁白化現象のモニタリ

ング手法を開発する。

〔内容および成果〕

　����衛星の打ち上げは２００４年であるため，本年度

においては前年度に引き続きに以下の検討を行った。

（１）白化サンゴ・健全なサンゴ・白化して斃死したサン

ゴの分光反射率測定　（２）シミュレーションによる白

化現象検出の可能性の検討　（３）����衛星と同じ波

長帯を持つ����������衛星データの解析。その結

果，白化現象の検出には空間解像度の向上が最も重要な

要因であることが明らかになった。������２センサは

���������	
＋など従来型のセンサに比べて空間解像

度が１０�に向上しているため，高い精度で白化現象を

検出できると考えられる。

〔備　考〕

宇宙開発事業団との公募型共同研究

（１８）大気中塩化メチルの動態解明に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０３��４７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕横内陽子（化学環境研究領域）・斉藤拓也

〔期　間〕平成１４～１５年度（２００２～２００３年度）

〔目　的〕主要な大気中ハロカーボンである塩化メチル

について，その濃度変動と環境要因との関係を明らかに

する。

〔内容および成果〕

　過去の大気中における塩化メチルの変遷を明らかにす

るための基礎的な研究として，氷床コア中の塩化メチル

濃度の測定法の検討を行った。まず，氷床コアから抽出

される微量のガス試料から塩化メチルの濃度測定を可能

とするため，サンプル導入に真空ラインを用いて，試料

の損失の少ない試料濃縮装置を構築した。これをガスク

ロマトグラフ�質量分析計と組み合わせることで，約

１０��の塩化メチル（濃度５００���，１０��の空気試料に

相当）を２～３％の精度で測定することが可能となっ

た。次に氷床コアから空気を抽出する方法として，真空

容器中でコアを融解させる方法と低温下の真空容器中で

コアを切削する方法の二通りについて，標準ガスを用い

た検討を行なった。その結果，空気抽出法として切削法

が適当な手法であり，抽出された空気試料中の塩化メチ

ルを十分な精度で測定することが可能となった。

〔備　考〕

共同研究者：中澤高清，青木修司（東北大学大学大学院

理学研究科）・奨励研究「南極氷床コア中塩

化メチルの測定」（平成１４年度）・住友財団

環境研究助成「南極氷床コア中塩化メチル

の測定法の確立と過去の濃度変遷の復元」

（平成１４～１５年度）

１．３　京都議定書及び第二約束期間への我が国

及びアジア諸国の対応可能性の政策研究

（１）持続可能な発展を目的とした国際制度の構築に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０１５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕亀山康子（社会環境システム研究領域）・�

久保田　泉

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕「持続可能な発展」という概念が注目され始

めた１９８０年代後半以来，新たな国際組織の設立や企業

や環境保護団体等「国」以外の主体の参加等，国際社会

で急速な変化が見られてきた。本研究では，持続可能な

発展の実現に向けた国際制度の構築を分析し，今後の課

題を挙げた。また，１９９２年の地球サミットからヨハネ

スブルグサミットまでの１０年間における日本の環境政

策の発展について考察した。

〔内容および成果〕
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　国連環境計画（����）の第３回地球環境見通し

（����３）作成作業に参加し，アジア・太平洋地域にお

ける環境の現状と今後の見通しに関する将来シナリオに

関して，他の地域のシナリオとの整合性を調整しつつ最

終シナリオをまとめた。この成果は，����から����

３として公表された。また，米国メリーランド大学のヨ

ハネスブルグサミット関連プロジェクトに参加し，１９９２

年の地球サミットがその後１０年間における日本の環境

政策の変遷に与えた影響について考察した。我が国で

は，環境に配慮した政策がこの１０年間で一般的になっ

てきたのみならず，政策決定過程により多くの主体（企

業や環境保護団体など）を参加させるようになったこと

が特徴として挙げられた。

〔備　考〕

（２）地球温暖化対策のための京都議定書における国際

制度に関する政策的・法的研究

〔区分名〕環境��地球推進���２

〔研究課題コード〕０００２��０２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕亀山康子（社会環境システム研究領域）・�

久保田　泉

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地球温暖化抑制を目的として１９９７年に採択

された京都議定書では，先進国に２００８年から２０１２年ま

での５年間における温室効果ガス排出量に関して数量目

標が定められた。また，排出量取引，共同実施，クリー

ン開発メカニズム（���）等新たな国際制度の設立が

認められた。これらの諸制度は，各国内の温暖化対策の

みならず，２０１３年以降の先進国からの排出量目標の設

定方法や途上国の参加方法等，今後の国際的取組みの枠

組みそのものを大きく変えることから，これらの諸制度

に対する主要国の政策決定について十分な分析を行って

おく必要がある。本研究課題では，京都議定書における

国際制度に関する政策決定の日・米・欧比較分析を行っ

た。

〔内容および成果〕

（１）京都議定書における国際制度に関する政策決定の

日・米・欧比較分析：���７のマラケシュ合意の結果に

より本格的に動き出した京都議定書の国際制度に対する

日・米・欧の意思決定過程について分析を進めた。本年

度は特に欧州の動向を調査した。

　��の政策決定過程は，��統合が進むにつれて大き

く変わってきており，その結果である決定そのものに影

響を与えている。気候変動枠組条約や京都議定書の作成

時期においては，オランダやドイツが強力なリーダー

シップをとり，先進国にとっては厳しい排出量抑制目標

を設定することになった。しかし，その後��統合が進

むにつれ，オランダにとってはリーダーシップをとるメ

リットが減少しつつある。反対に，英国は，従来は欧州

と米国の仲介役を務めることが多かったが，��統合に

応じて，欧州の一員として動くケースが増えてきた。他

方，ドイツは国内世論の方が��の動向よりも意思決定

に影響を与えやすいことも分かった。今後はさらにこの

傾向が強まると考えられることから，欧州の強い（半ば

理想を掲げた）リーダーシップは期待しづらく，むしろ

実質的なルール作りが焦点となるといえる。

　また，一昨年前に開催した国連大学高等研究所との共

催「気候変動レジームの国際政治と国内政策決定に関す

るワークショップ」の第２弾を企画し，国連大学にて開

催した。ここでは，生物多様性問題の専門家も招待し，

地球環境問題解決に向けた手法について意見交換を行っ

た。

〔備　考〕

（３）京都議定書の目標達成に向けた各種施策（排出権

取引，環境税，自主協定等）の効果実証に関する計

量経済学的研究

〔区分名〕環境��地球推進���１１

〔研究課題コード〕０２０４��３５８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕日引　聡（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度�

〔目　的〕本研究は，企業（あるいは，事業所）レベル

のミクロデ－タを使って，計量経済モデルを構築し，企

業行動を分析することにより，その政策効果を分析する

とともに，京都議定書遵守のための環境政策（炭素税，

排出量取引制度，自主協定）の立案に向けて，望ましい

政策のあり方についての基礎的な知見の提供に資するこ

とを目的としており，以下の３つのサブプロジェクトか

らなる。

（１）排ガス規制などの規制的手段，硫黄賦課金などの

経済的手段や燃料価格が日本の企業の燃料選択および汚

染物質排出量にどのような影響を及ぼしているかについ

て計量経済学的手法を用いて分析する。

（２）企業サーベイを実施し，それによって得られたデ

－タを利用して計量経済モデルを構築し，環境保全的行
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動とその要因の関係を分析する。また，ケ－ススタディ

－として，���１４００１やアメリカで実施されている���

削減に関する自主協定など企業の自主的取組みについ

て，計量経済モデルを構築し，その有効性を分析する。

（３）アメリカの���排出権制度がどの程度環境汚染物

質の削減費用の低下に対して有効であったかについて，

計量経済モデルを構築し，その政策効果を分析する。

〔内容および成果〕

　従来の研究をレビューし，計量モデル構築のための理

論的フレームワーク，推計手法の適用を検討し，企業レ

ベルのミクロデータなどを整理，収集した。

　この他，本年度は，特に，���１４００１認証取得を市場

がどのように評価するかについて，計量経済学的手法を

用いて分析した。企業イメージの向上や環境リスクの事

前回避などが将来の企業収益に結びつくという評価を市

場から得られるならば，���１４００１認証取得によって企

業の資金調達が有利になる。このため，そのような市場

の評価は，企業にとって���１４００１認証取得のインセン

ティブをして働く。本研究では，金融市場を分析するこ

とにより，金融市場が企業の認証取得による環境保全行

動を評価しているかどうかについて実証的に明らかにす

る。

　本研究では，������������	
�（２００１）らの研究と同

様に，トービンの�を推計し，企業の環境活動とトービ

ンの�の関係を分析する。トービンの�は企業規模や企

業の収益性，���１４００１認証取得を反映して決まるもの

と考えられる。したがって，その企業の財務・業績状況，

規模，属する産業など，企業�の�番目の属性変数を

���，認証取得ダミーを�（認証取得している場合には�

＝１，そうでない場合には��＝０である。）とすると，

推計すべき式は以下のように表される。

（１）

　ただし，��企業�のトービンの�，ε��は正規分布に従

う誤差項である。

　ここで，���１４００１取得ダミー変数をそのまま回帰分

析に用いると�����������	
��	��が発生し，推計値にバ

イアスが生じる可能性がある。このため，他の企業属性

と同じように外生変数として扱うことができない。これ

に対しては，以下の手順を踏むことによって，�����

���������	
���の問題を回避できることが知られている。

　①企業の���１４００１の取得に関してロジットモデルを

構築し，パラメータを推計する。

　②推計結果を用いて，各企業について���１４００１取得

確率を計算する。

　③���１４００１ダミーの代わりに，②で推計した

���１４００１取得確率と他の変数を用いて，（１）式を最

小二乗推定する。

　分析対象としては東証一部上場企業（２００１年３月３１

日現在�のうち，製造業に分類される業種に属する企業

を対象とした。（対象企業数は５７３社（欠損値があるサ

ンプルは除去した））データは，各企業の財務諸表など

から収集した。

　これらのデータを使って推計した結果，���１４００１の

認証取得は企業の株価を上昇させることが明らかとなっ

た。このことは市場が環境活動を考慮して企業を評価し

ていることを示している。市場がこのように環境活動を

評価すると，資金調達の際に���１４００１の認証を取得す

ることによって，企業の資金調達はより容易になる。こ

のため，企業は市場の評価を考慮に入れて行動するイン

センティブを持つようになる。このことは，市場が企業

の環境負荷などの外部性を一部内部化する機能を果たし

ている可能性があることを示している。

〔備　考〕

共同研究機関：上智大学・イリノイ大学・����

共同研究者：有村俊秀（上智大学）・����　�����イリ

ノイ大学）・��������	
��	（����）

（４）炭素吸収量の認証と排出量取引に向けた高精度リ

モートセンシング手法の開発に関する研究

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０５��２５７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山形与志樹（地球温暖化の影響評価と対策効

果プロジェクトグループ）・小熊宏之・武田知

己・石井　敦・���������	�
�����

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本研究では，京都議定書の実施に向けて展開

する最新の国際動向に即しつつ，最新のセンサ・情報技

術を駆使して，光合成活性やバイオマス変化など，炭素

吸収量算定に必要な情報をリモートセンシングによって

計測する手法の開発に取組んでいる。

　京都議定書では，温室効果ガスの吸収源として森林吸

収が認められている。ここで，森林による炭素吸収量を

評価する上で，森林植生の光合成活性に関連した情報は

最も重要である。リモートセンシングによる光合成活性

の評価は，正規化差分植生指数（����）から光合成有

効放射吸収量を推定し，そこから光合成による純一次生
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産量を推定する試みが大半であり，日中の光合成活性の

変動などを直接的にとらえるものでは無かった。本研究

は，光合成活性と直接的に関連した情報を把握するため

の新しいリモートセンシング手法の開発を目的として，

単葉から群落といった各スケールにおける研究を展開し

ている。

〔内容および成果〕

　Ⅰ．単葉レベルにおける，分光計測を用いたカラマツ

の光合成活性評価

　単葉レベルにおける光合成活性は，森林全体の���

の吸排出量を推定する際の基本要素である。そこで，単

葉・葉群レベルでの光合成活性が，リモートセンシング

で観測できる分光反射特性の変動としてどのように現わ

れるか，逆に分光反射特性から単葉レベルでの光合成活

性の評価が可能であるか，といった光合成活動と分光反

射特性との関係の解明を行い，リモートセンシング観測

の可能性について検討した。対象として，北方林の主要

造林樹種であるニホンカラマツ（���������	
����）を選

び，比較するリモートセンシング手法として，葉内色素

の光応答を反映したリモートセンシング指標として提案

されている���（�����������	
���
���	���������）の

有効性を検討した。観測実験は，２００２年８月３０日の６

時から１８時にかけて，国立環境研究所実験圃場（茨城

県つくば市）内の４年生カラマツ林で連続分光反射率の

測定と，光合成活性の連続測定（１時間ごと）を行っ

た。樹冠上２．５�に設置した分光計で得られた５３１��

と５７０��における葉面反射率（��λ）を用い，以下の式

にしたがって���を算出した。

　����＝（�����－�����）�（�����＋�����）

　分光反射と同時に，針葉の純光合成速度（��），実効

量子収率（Δ������）および光合成有効放射束密度

（����）を測定し，��と����の除算値を���固定に

おける光利用効率（���）として算出した。

　���の日変動は，Δ������と���と同様の傾向を示

し，両者と有意な正の相関が得られ，���が葉の光化学

系活性と光利用効率といった光合成機能をよく反映して

いることが示された（図１）。葉の純光合成速度は���

と����の積であることから，図１�から���を変数と

した���の算出式を作成し，その値と����との積か

ら，以下の式に示したような純光合成速度の推定値

（�����）を試算した。

　�������＝（���・０．４７０５＋０．０４１４）・����

　実測した針葉の純光合成速度（��）と，リモートセ

ンシング情報（���，����）から推定した������の間

には有意な正の関係が得られ（図２），���を利用した

純光合成速度推定の可能性が示された。より推定精度向

上のために，���と高い相関関係が認められた光化学系

活性の後の光合成反応系（酵素活性やガス拡散）を考慮

したモデル化が今後の課題である。

　Ⅱ．群落レベルにおける，分光計測による光合成活性

の評価

　リモートセンシングによって森林全体の���固定量

を評価するためには，前述した単葉レベルから群落レベ

ルへの発展が必要である。���は光依存性の高い指標で

あり，群落レベルで���を評価するためには，���の日

変動と，太陽の方位角・高度との関係を明らかにしてお

く必要がある。そこで，カラマツ林において，分光計を

回転させて観測を行い，���に対する太陽方位角の影響

について検討を行った。太陽光線に照射されている樹冠

面（葉群）では���の低下が認められ，低下部分は太陽

の日周運動と共に群落内を移動した。前述した単葉レベ

ルの測定結果から，この���の低下は強光ストレスによ

る光化学系活性の低下を反映した結果と予想される。
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図１����と（�）Δ��������（�）���の関係．�
���������	
���������	�����	������＜０．０１��
��������＜�０．００１

図２�リモートセンシング情報から推定した純光
合成速度（������）と実測した純光合成速度
（��）



　このように，群落レベルの観測では光合成ストレスに

よる���の日変動が可能であり，さらに，太陽方位に依

存したその変動特性も明らかになった。今後は，単葉レ

ベルで検証を進めている���と光合成活性の関係を群落

レベルにスケールアップするため，葉，あるいは葉群の

構造と方向性をモデル化し，光散乱プロセスを解明し，

群落全体の光合成活性を評価する予定である。

〔備　考〕

研究代表者：山形与志樹（国立環境研究所）

（５）２１世紀の陸域炭素管理オプションの総合評価と

炭素収支の統合予測モデルの開発

〔区分名〕環境��地球推進���１

〔研究課題コード〕０２０６��４２３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕山形与志樹（地球温暖化の影響評価と対策効

果プロジェクトグループ）・松本泰子・�

岡松暁子・石井　敦

〔期　間〕平成１４～１８年度（２００２～２００６年度）

〔目　的〕陸域炭素収支変動に関する最新の知見を踏ま

えて，京都議定書の第二約束期間以降における吸収源の

取扱い等，中長期的な科学的炭素管理手法に関する統合

的（自然・社会科学の両面）な検討を実施する。本課題

の目的は，１）炭素管理統合予測モデル：炭素収支予測

モデルを用いて，陸域吸収源活動を活用した中長期的な

陸域炭素管理オプションを評価し，人間活動と自然生態

の相互作用を考慮した，炭素管理に係わる統合予測モデ

ルを開発する研究と，２）炭素管理オプションの総合評

価：陸域炭素収支を中長期的に適切に管理するため，ど

のような気候レジーム（制度）が望ましいのか，他の国

際環境レジームとの関連も考慮し，効果的なレジーム形

成の要件を明らかにすることである。

〔内容および成果〕

　統合的炭素管理分析モデルの開発

　各種の炭素管理オプション（吸収源活動等）を実施す

るための最適戦略（動的なポートフォリオ）を，高い不

確実性（リスク）の下における適応的な国際レジーム形

成の視点から検討するため，炭素管理の目標設定（第二

約束期間以降の吸収源活動の取扱い等）に関する分析を

統合的（科学技術と政治経済）に取り扱うことが可能な

モデルの開発を開始した。

　本年度は，グローバルに最適な炭素管理オプションの

中長期的な実施戦略が，国際的な目標として設定される

プロセスを明示的に分析するために，目標設定に関する

継時的な国際交渉プロセスをシミュレートする研究に着

手した。研究の結果，微分ゲーム理論を応用したモデル

の開発に成功し，国際協調が得られる場合に実現可能な

目標設定（協力解）と，動的なゲーム的情況において実

際に国際合意可能な目標設定（マルコビアン・ナッシュ

均衡）の違いを定量的に分析することが可能となった。

炭素管理オプションの総合評価

　中長期的な炭素管理を実現するためは，どのようなレ

ジーム（制度）が望ましいのか，他の国際レジームとの

関連も考慮し，レジームの有効性の要件に関する各種分

析を実施する。

・非政府アクターの役割

　環境���や企業に代表される非政府アクターは，各

国内および政府間の意思決定に様々な影響を与える，国

際気候レジーム形成上の主要な因子のひとつとして政治

学や社会学の分野で認識されている。本研究は，有効な

国際気候レジームの促進に非政府アクターが果たす役割

を明らかにするために，特に国際環境���と環境

���の国際ネットワークが，科学コミュニティ，企業，

政府および政府間，それぞれの意思決定に与える影響の

分析を行うことを目的とする。

　本年度は，１）日本の大手家電メーカーの製品開発に

関する事例研究における，企業の意思決定に国際環境

���が与えた影響の分析　２）気候変動政策の国際化

に伴う環境���の国際ネットワークの意義と潜在的可

能性の分析　３）環境���が科学コミュニティに与え

てきた影響，および科学的知見を通じて政府間意思決定

に与えてきた影響の分析，を行った。１）に関しては，

環境���が知見を媒介することによって，特定の技術

の主流化を共通の目的とする自律的ネットワークが多様

なアクターによって形成され，市場でのニッチ管理が行

われたことが明らかになった。２）に関しては，ボトム

アップ的な国際的共通認識の形成を必要とする衡平性の

問題などの，国際的公論形成と学習プロセスの場として

のネットワークの意義が明らかになった。３）に関して

は，欧米でのインタビュー調査と文献調査を行った。

・科学アセスメントの影響

　京都議定書を初めとする国際制度では，科学的知見が

大きな影響力を発揮する。吸収源評価もその例外ではな

く，そのため，どのような科学アセスメントがどのよう

な影響を国際制度（人為的活動の枠組み）にもたらすの

かを明らかにすることが重要となってくる。そして科学

アセスメントは，国際レジームの一部を形成し，国際レ

ジームのエージェントが持つ便益�費用勘定やその根本
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的な世界観まで変えてしまう影響力を持つため，科学ア

セスメントの分析はエージェントベースモデルにおける

アクターをどのように設定するか等を考える上で重要と

なってくる。

　国際制度における交渉では，学術研究とは違う振る舞

いをする科学アセスメントが各国の意思決定に大きな影

響を与え得ることが分かってきている。本研究では，そ

うした科学アセスメントの実施過程とその方法論を，欧

州酸性雨レジームの事例をもとに分析し，それをディプ

ロマトリ・サイエンスとしてモデル化した。

・履行確保メカニズムの可能性

　国際法上の義務の履行確保に関しては，具体的な条約

義務の履行を各国の国内法に大幅に委ねつつも，１９世

紀以来，国際組織の設立等を通じて様々な分野で制度化

されてきた。特に今日では国際法上の義務違反に関し，

条約締約国の協力に基づく国際管理型の履行確保方式に

関心が集まっており，とりわけ監視制度や報告制度の意

義の検討がさかんに行われている。国境を越えた環境損

害や地球規模の環境損害が主要な関心事項となった今

日，国際環境問題に関わる条約の遵守は，そこにいかな

る国際レジーム（制度）が必要な関係当事国を含んで形

成・促進されるか，さらにそこで実効的な履行・遵守手

段が設定され得るかどうかに大きくかかっている。国際

環境問題に関する法的規制はまさしく，一方でその実効

性の確保が各国の国内法に委ねられてきた分野であり，

他方で専門的かつ国際的な管理体制を整えようとしてい

る分野である。

　国家の国際義務違反に対しては，従来，国家責任を追

及したり，紛争解決手続に付したりすることによって，

平和的な解決を図ったり，貿易制限のような，他のレ

ジームとの連携を通して義務の履行を確保するように努

めてきた。これらの既存の国際法の履行確保の諸形態を

再検討し，その有効性と限界を明らかにすることは，今

日的問題への課題を導き出すために不可欠である。従っ

て，本年度は，今後の研究の基盤として，まずこれらの

諸形態の整理と再評価，既存のレジームの再検討を行っ

た。その上で，地球環境問題をめぐる今日的問題の解決

に必要となる，予防原則，国際社会の共通利益概念等，

新しい概念の確立のために，これらの概念の出現の経緯

を検討し，それらを一般国際法の中で確立するための要

件の検討を開始した。

〔備　考〕

研究代表者：及川武久（筑波大学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．４にも関連

１．４　オゾン層変動及び影響の解明と対策効果

の監視・評価に関する研究

（１）極渦の変動に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��０７７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中根英昭（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕モントリオール議定書とその改訂を中心とし

た国際的な取り決めに基づく協力によって，フロン等か

ら放出される塩素の成層圏濃度は２０００年頃をピークと

して徐々に減少することが見込まれるにいたった。成層

圏オゾン層が成層圏塩素濃度に追随して回復するか否か

を決定する大きな要因の一つに極渦の強度がある。この

数十年間の極渦の変動を解明することが本研究の目的で

ある。

〔内容および成果〕

　����再解析データを用いて，１９５８年以降の南半球

の渦位分布データを作成し，これから極渦の強度，半径

等を表すパラメータを導出し，その短期的，長期的変動

について解明すると共に北半球との比較を行った。

〔備　考〕

（２）大気化学に係わる不均一反応の速度論的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１５７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕今村隆史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度�（２００１～２００２年度）

〔目　的〕大気中の微量分子の変質過程や生成過程に関

与する化学反応，特に気－液や気－固系の物質移動を伴

う反応の速度定数の決定や反応機構の解明を通して，大

気化学反応モデルのための基礎データを提供する事を目

的としている。

〔内容および成果〕

　本年度は無機エアロゾル生成に揮発性有機物の共存が

与える影響に関する研究を行った。具体的には光化学反

応チャンバーを用い，���の光化学酸化反応で生成する

エアロゾル（理想的な条件では，硫酸エアロゾルが生

成）の濃度を測定した。エアロゾル生成量は���の消費

量と直線関係にあり，���が酸化し硫酸に変換されたの

ちエアロゾルが生成しているものと結論できる。この反
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応系にプロピレンを共存させ，有機化合物の酸化反応が

エアロゾル生成に与える影響を調べた。���が存在しな

いプロピレンの���光酸化反応系では，生成物は全て

ガス状物質であり，エアロゾルの生成は認められなかっ

た。一方，����プロピレン共存系では，エアロゾルの

生成量がプロピレンの添加量が増大するに従って，増大

することが分かった。この結果は，一旦硫酸エアロゾル

が生成すると，プロピレンの酸化反応で生成する多くの

酸化生成物がエアロゾル中に取り込まれ，結果としてエ

アロゾル成長が進むことを示唆しているものと考えている。

〔備　考〕

（３）３次元モデルによる成層圏光化学－放射－力学相

互作用の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��１５８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕秋吉英治（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕年々変化する温室効果ガス濃度やハロゲンガ

ス濃度の大気環境の中で，オゾン層の将来予測を行うた

めには，大気中の光化学過程，放射過程，力学輸送過程

の個々の過程を理解するのみならず，その相互作用を理

解することが必要である。そのために，オゾンホールや

極渦崩壊など，成層圏で起こる顕著な現象に対して，そ

の相互作用を考慮に入れた３次元モデルによる数値実験

を行い，相互作用に関する知見を得る。

〔内容および成果〕

　３次元光化学輸送モデルを用いた数値計算を行って，

夏の北極域下部成層圏において活性化された���オゾ

ン破壊サイクルによって生じたオゾン減少域が，大気中

のプラネタリースケールの波動によって中緯度へ張り出

した事例を，光化学と輸送の両プロセスから解析した。

〔備　考〕

（４）オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来予測に

関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���１

〔研究課題コード〕０２０４��３４７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕今村隆史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・�

神沢　博・秋吉英治

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕ハロゲン化合物ばかりでなく，���，���，

���などの気体やエアロゾルなどの化学物質の成層圏濃

度・分布はオゾンホール出現前の１９７０年代とは既に大き

く異なっている。ハロゲン化合物以外の物質も直接的・

間接的に成層圏におけるオゾンの生成・消滅に影響を与

えると考えられる。それ故，塩素・臭素濃度が仮にオゾ

ン層破壊が顕著化する以前のレベルまで下がったとして

も，それに呼応して成層圏オゾン層が１９８０年以前のレ

ベルへ素直に回復されるという完全な保障は無い。よっ

てオゾン層破壊の将来予測のため，有機ハロゲン化合物

以外の成層圏での大気組成の変動や地球温暖化の進行が

オゾン層の回復に如何に影響を及ぼすか，を明らかにす

ることを目的の一つとしている。一方で，有機ハロゲン

化合物に対する規制効果が現れるにいたった現在，これ

までのオゾン層保護対策を評価し，その効果を最大限に

生かす今後の対策を考える上で不可欠な科学的知見の提

供が必要である。そこでこれまでのオゾン層の長期変動

にハロゲン物質がどの程度影響を及ぼしたのか，今後の

オゾン層変動に成層圏における大気組成の変動がどの様

に影響を及ぼし得るのかを明らかにすることがもう一つ

の目的である。

〔内容および成果〕

　成層圏，特に中部�下部成層圏，におけるオゾンの分

布は，化学的な生成・消滅反応だけではなく大気の運動

による輸送の影響を大きく受ける。一方，オゾン分布そ

れ自体は短波放射の吸収を通して成層圏の気温場，循環

場に作用する。よって，成層圏オゾン層の長期変動を予

測するためには，オゾンを中心とした力学・放射・化学

の結合系ととらえる必要がある。本研究課題ではそのよ

うな目的のため，化学－放射－力学結合した大気大循環

モデル（����������	
��，東京大学気候システム

研究センターと国立環境研究所が共同開発で開発した大

気大循環モデル）を用いた数値実験を行った。まず，モ

デルによるオゾンの分布の再現性を確かめるために，

����で観測された全球オゾン分布とその季節変化を

調べた。その結果，����������	
��の数値実験結

果はほぼ全ての緯度帯で経度平均した実測のオゾン全量

の季節進行をほぼ再現していることが分かった。ただ，

南半球において，例えばオゾンホールの出現が実際より

約１ヵ月程度遅れるなどの問題があることも分かった。

これらの問題点の解決は今後の問題であるが，その原因

の一つとして，モデル中の光解離率の計算において大気

の球面効果を考慮していないために，特に９月の南極域
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などの薄暮時において計算される光解離率が過小評価さ

れてしまう点が考えられる。球面効果を考慮した光解離

率の計算をテストしたところ，確かに９月のオゾン破壊

率は大きくなり，南極オゾンホールの開始時期は早ま

る，という結果を得た。

　オゾン層の将来予測に向けて，����������	
��

を用いて，���濃度，海面水温（���），ハロゲン化合

物，���，���の濃度などの条件を変えたコントロール

実験を行った。その結果，南極オゾンホールが起こる典

型的な期間でのオゾン全量に関して，���濃度および

���を一定とした参照系と，���濃度および���を変化

させた���漸増系での数値実験を行った結果，１９８６年

～２０００年は全体として減少傾向を，２０００年～２０１５年

頃はむしろ一定状況で推移，その後はほぼ単調な回復傾

向になることを示した。���や���の変化を考慮した場

合と考慮しない場合で，オゾン全量が基本的にほぼ同じ

振る舞いを示す点については，気温変動傾向が���や

���の変化に殆ど依存しなかったためと推定できた。

　����������	
��をベースに気象要素を観測デー

タにナッジングと呼ばれる手法で同化させた三次元化学

輸送モデル（ナッジング���）に臭素反応系を導入し

た。開発したナッジング���を用いて，亜熱帯域に見

られるオゾンホールレベルの低濃度オゾン領域の存在と

その年々変動の解析を行った。１９９６�１９９７年の２年間

の数値シミュレーションは実測のオゾン濃度・分布なら

びにその変動を良く再現できた。亜熱帯西太平洋域の冬

季の２年間の変動はオゾン極小域の位置の違いによって

引き起こされていることが分かった。また，このような

オゾン極小位置の年々変動は，���や����の影響を

受けている可能性があることを見いだした。また，これ

までの中緯度での長期オゾン変動の再現とハロゲン規制

効果を調べる目的の長期ランのためのデータ整備を行っ

た。

〔備　考〕

共同研究機関：国土交通省気象研究所・北海道大学・�

東京大学・名古屋大学・京都大学・�

奈良女子大学・九州大学

（５）衛星データを利用したオゾン層変動の機構解明に

関する研究

〔区分名〕環境��地球推進��１０

〔研究課題コード〕０１０３��１６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕中島英彰（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・�

笹野泰弘・横田達也・杉田考史・神沢　博・

秋吉英治・菅田誠治

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕本研究は我が国の観測衛星センサーによって

得られたデータ，及び将来得られるであろうデータを用

いて，特に極域オゾン層変動の物理・化学的メカニズム

の解明と，その変動が極域オゾン層に与える影響を定量

的に把握することを目的とする。そのため，衛星観測ス

ペクトルデータから微量気体量を導出するアルゴリズム

の高度化のための研究，そこで用いる気体分光データの

精緻化のための研究，オゾン層破壊に重要な役割を果た

している極域成層圏雲の組成及びその微物理過程に関す

る研究，衛星データ質の評価に関する研究，精度の確立

された衛星データを用いた地球物理学的研究，３次元化

学輸送モデルと衛星データの比較による，オゾン破壊メ

カニズムの理解に関する研究を行う。

〔内容および成果〕

　第２年度にあたる本年度は，以下に述べるような研究

を行った。まず，������Ⅱデータ処理解析手法の改良を

引き続き行った。����の実観測データを利用して，気

体・エアロゾル同時算出を試み，������Ⅱへの適用を目

指した研究を実施した。�����用のマイクロウィンド

ウの客観的な最適選択手法についての検討を進めた。さ

らに�����の気体・エアロゾル同時算出手法の高度化研

究を行った。これら衛星観測スペクトルデータのから気

体濃度導出のために必要な分光データ精密化を，特に

���の吸収線パラメータの温度依存性を明らかにするた

め，���の４．３μｍ帯を対象に，低温下における高分解

吸収スペクトルを測定し，パラメータを決定した。ま

た，地上分光観測データから微量気体の高度分布を得る

ための解析手法を開発し，時空間変動を導出した。また

����や気球データ等から極成層圏雲の組成・時空間分布

の推定研究を行った。����データの流跡線解析に，日

断熱冷却による空気塊の下降運動の効果を取り入れた。

また，������Ⅱのデータ品質検証のための各種検証デー

タの整備を行った。極渦崩壊後のオゾンの分布を３次元

化学輸送モデルによって計算し，夏の下部成層圏におけ

る光化学過程と輸送過程の相互作用を明らかにした。ま

た，ラグランジュ的な解析との相互解析に着手した。光

化学ラグランジアンモデルの出力と検証実験データとの

比較から，実際に成層圏で起こっていたと考えられる極

成層圏雲の生成・消滅過程を明らかにすることができた。

〔備　考〕

研究分担者：�栗木　哲（統計数理研究所）・今須良一（東
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京大学）・深堀正志，青木忠生（気象研究

所）・山田耕一（産業技術総合研究所）・�

村山泰啓（通信総合研究所）・林田佐智子

（奈良女子大学）・林　政彦（福岡大学）・�

村田　功（東北大学）・小池　真（東京大

学）・塩谷雅人，津田敏隆（京都大学）

　成層圏力学過程とオゾンの変動およびその気

候への影響

（６）高分解能大気大循環化学モデルの開発と成層圏物

質循環の研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０２��１６１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕秋吉英治（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕３次元高空間分解能の化学輸送モデルと化学

大循環モデルを開発し，成層圏オゾン変動，成層圏と対

流圏を含む大気圏での物質輸送を理解する。成層圏オゾ

ンの変動とその気候に及ぼす影響を研究するために，成

層圏を含む大気大循環モデル（���）に，（１）複雑な

化学反応系をモデルに組み込み，成層圏オゾン変動をし

らべること　（２）高分解能のモデルに力学，輸送過程

と化学過程の関係性を調べること，を行うことにより問

題を考察する。

〔内容および成果〕

　��，���，���，����と極成層圏雲（���，氷粒

子）上での不均一反応を導入した３次元化学大循環モデ

ルを開発し，このモデルを用いてオゾン層の将来予測実

験を行った。その結果，南極域のオゾン全量に関して，

次のような結果を得た。（１）１９８６年から２０００年まで

はほぼ一様な減少傾向を示した。（２）２０００年から２０１５

年くらいまでは，若干増加するが，オゾン全量は

１５０��程度にとどまり，あまり回復しない。（３）２０１０

年代後半から回復し始め，２０３０年頃には２２０��に回復

する。このモデルの結果として，将来の二酸化炭素の増

加は，南極オゾンホールの回復にあまり影響はなく，主

に将来大気中の塩素量の減少に従ってオゾンホールが回

復することがわかった。また，北極に関しては，輸送効

果によるオゾンの年々変動が大きく，将来のオゾン変動

について，南極域で計算されたオゾン減少→回復といっ

たようなはっきりとした長期傾向を示さなかった。

〔備　考〕

研究代表者：高橋正明（東京大学気候システム研究セン

ター）

（７）将来大気における成層圏水蒸気と極成層圏雲の表

面積の変動に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０４��１６４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕秋吉英治（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕１次元光化学－放射結合モデル，化学ボック

スモデル，化学輸送モデル，及び３次元化学大循環モデ

ルを用いた数値実験により，二酸化炭素やメタンガスな

どの温室効果気体の増加が引き起こす，地球温暖化に伴

う極成層圏雲の量の変化，特に不均一反応過程に直接影

響を及ぼす極成層圏雲の表面積の変化と，オゾン破壊と

の関連を明らかにすることを目的とする。二酸化炭素倍

増など，温暖化地球大気において，成層圏の水蒸気と気

温はどの程度変化するのか，それによって，極成層圏雲

の表面積はどの程度変化するのか，その表面積の変動に

関して粒径分布依存性などの不確定性がどの程度あるも

のなのか，そして，化学過程はどう変わるかを調べ，オ

ゾン層への影響をより確かなものとする。

〔内容および成果〕

　東京大学気候システムセンター�国立環境研究所で共

同開発を行ってきた大循環化学モデルに，新たに硫黄系

の物質（���，���，硫酸など）の光化学反応過程を導

入した。このモデルで定常状態を作り，火山爆発などの

ない平穏時の大気中の硫黄系物質の３次元分布やその季

節変動を調べた。計算によって得られた硫酸エアロゾル

の表面積の分布は，これまでに観測された事実とよく

合っていて，エアロゾルの量の最も多い下部成層圏にお

いて，熱帯域では０．５μ���程度，高緯度では１μ���程度

の表面積の値を再現できた。この現実的な硫酸エアロゾ

ルの分布を再現するために重要な過程は，硫酸エアロゾ

ルの����������	�	�
と，熱帯付近の強い対流活動による

���の対流圏から成層圏への直接流入である。また，こ

の硫酸エアロゾルの存在により，対流圏上部－成層圏下

部の高度では，極域で数％以上のオゾン減少を，低中緯

度では数％のオゾン増加を生じることが分かった。この

低中緯度のオゾン増加は，エアロゾルの存在によって

���濃度が減少し，���によるオゾン破壊が弱められ

たためだと考えられる。極域では，これよりも塩素の活
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性化が勝ってオゾン減少を生じたと考えられる。

〔備　考〕

　超伝導受信機を用いたオゾン等の大気微量分

子の高度分布測定装置の開発

（８）３）オゾン・���変動の解析とモデル化

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９７０２��０７９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中根英昭（大気圏環境研究領域）・秋吉英治・

長浜智生

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕オゾン層破壊の原因を明らかにするために

は，オゾン及びオゾン層破壊の証拠物質である���の

高度分布を測定することが必要である。ミリ波分光計は

オゾンと���の両分子を測ることの出来る装置である。

本研究は，２００���帯のミリ波分光計を開発し，これを

南米チリに設置して観測を行うと共に観測データを用い

て，南極オゾンホールとの関係等，オゾン及びオゾン層

破壊物質の動態解明とモデル化を行うことを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　本研究は次の３つのサブテーマから構成されている。

（１）大気微量分子高度分布測定システムの開発

（２）エアロゾル変動の解析とモデル化

（３）オゾン・���変動の解析とモデル化

　本研究所が担当しているサブテーマ（３）では，三次

元的に運動する気塊中の光化学反応を記述するモデル

（トラジェクトリーボックスモデル）と����予報デー

タを用い，リバースドメインフィリング（���）法を

用いて，���等の予測を可能にした。本年度は，極渦，

���の両者の予測システムを運用した。プロジェクト

全体としては，チリのラスカンパナス観測所においてミ

リ波による���の観測データを蓄積する成果をあげた。

〔備　考〕

研究代表者：福井康雄（名古屋大学大学院）

（９）化学輸送モデルを用いたオゾンの輸送過程に関す

る研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０３��４２４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕秋吉英治（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４～１５年度（２００２～２００３年度）

〔目　的〕モントリオール議定書に基づいて，地上から

放出されるフロンガスの量は最近減少し始めているにも

関わらず，南極や北極で毎年起こっているオゾンホール

が弱まる傾向は今のところない。この極域のオゾン破壊

は，隣接する中緯度へもオゾン量の影響を及ぼすことが

知られている。また，本来極域のオゾン破壊とは無関係

と考えられる場所でも，短期間ではあるがオゾン全量の

減少の事例が近年報告されている。本研究では，このよ

うないわゆるオゾンホールが起こると考えられる場所と

時期以外に起こるオゾン全量の減少現象について，その

発生メカニズムをオゾンの大気中での輸送と光化学の両

面から明らかにし，地球大気の変化の兆候をとらえるこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　亜熱帯西太平洋域にはオゾン極小域があり，台北，那

覇，香港などで，２００１年１２月に１０日ほどのタイムス

ケールでオゾン全量が２２０��以下に減り，特に香港で

は１９０��に達した。�������の衛星観測によって

も，この領域のオゾン全量が近年低い値を示すように

なってきている。そこで，このような低いオゾン全量が

どのようなメカニズムで起こるのかを明らかにするため

に，１９９６年から２００２年までのその年々変動を調べた。

亜熱帯西太平洋域の�������によるオゾン全量につ

いて，その時系列解析を行い，季節変動成分，���成

分，����成分，圏界面高度など気温に関連した成分な

どの各成分の振幅を調べたところ，���（赤道大気の準

２年振動）成分の寄与が大きく，���が特別な位相に

なったときに，この亜熱帯西太平洋域のオゾン極小が起

こることが分かった。この亜熱帯域のオゾンの極小は，

���の位相に伴って，オゾンの極小域が赤道から亜熱

帯の方へ北に移動することによって生じる。エルニー

ニョの影響は，���ほど大きくはないが，亜熱帯西太

平洋のオゾン極小域の東方への移動に関係している。こ

のような亜熱帯域に生じるオゾンの極小が，オゾンに関

わる気相光化学反応とオゾンの輸送によってのみ説明で

きるかどうかを調べるため，不均一反応過程を除外した

化学輸送モデルによるオゾン分布の計算を，１９９３年か

ら２００２年までについて行った。このオゾン極小域の移

動について，おむね観測と一致する結果が得られた。

〔備　考〕
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（１０）非地形性重力波抵抗スキームの���������中

層大気モデルへの導入

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕永島達也（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕現行の���������中層大気モデルには，冬

期の極渦が観測に比して強く長続きし過ぎるという問題

点があり，これに伴って極渦内部の気温が低く計算され

てしまう。このため，特に南極域下部成層圏において，

気温やオゾンの季節進行が観測に比べて１ヵ月程度遅く

なってしまう。本研究では，���������モデルに非地

形性重力波抵抗スキームを組み込み，中層大気の再現性

を向上させることを目的とする。

〔内容および成果〕

　非地形性重力波抵抗スキームとして，����������	に

より提唱されたスキームを���������モデルに導入し

た。低分解能，中分解能のモデルを用いた数値実験を多

数行うことにより，それぞれの分解能において中層大気

の再現性を向上させるために最適な，スキームの調整パ

ラメタの値に関して検討を行った。

〔備　考〕

１．５　その他

（１）都市交通の環境負荷制御システムに関する基礎的

研究

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９７０２��０３２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕日引　聡（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕燃料消費量および自動車保有に関する日本全

体のマクロな時系列データを使って，ガソリン車および

ディーゼル車の自動車需要（保有）モデルとガソリンお

よび軽油消費モデルを構築し，燃料価格の変化が，自動

車保有量，燃料消費量（ガソリンおよび軽油）および

���排出量に及ぼす影響を分析する。さらに，そのモ

デルを使って政策シミュレーションを行い，燃料税制を

環境保全的なものに改正することによる日本全体の

���排出量の削減効果について分析する。

〔内容および成果〕

　ガソリン車は燃料としてガソリンを使用し，ディーゼ

ル車は燃料として軽油を使用する。燃料の消費量は，燃

料の価格だけでなく，自動車保有量によっても影響を受

ける。また，自動車保有量は，自動車価格だけでなく，

燃料価格の影響を受ける。したがって，本稿では，次式

で示すように，自動車需要を決定するモデルと燃料需要

を決定するモデルの同時決定モデルを考える。

（１）

（２）

　ただし，���はｔ期における自動車�（�＝�（ガソリン

車），�（ディーゼル車））の１人あたり保有台数，���は

自動車�（�＝�，�）において使用する車１台あたり燃料

需要量，��はｔ期における実質���，���はｔ期におけ

る実質ガソリン価格，���は�期における実質軽油価格，

�������は１人あたり自動車保有量のラグ変数，�������は１

台あたり燃料需要のラグ変数あり，����，����はそれぞれ

正規分布に従う誤差項である。

　本研究では，１９７０年から２０００年までの時系列のデー

タを用いて，推計を行った。ただし，����������

�������検定により，説明変数と誤差項の間に相関は

ないという仮説が棄却されたので，自動車保有量決定

式・燃料消費量決定式は，それぞれ独立に最小二乗推定

を行った。

　推計したパラメータから，燃料需要の自己価格弾力

性，燃料価格の自動車保有に対する弾力性を求めると，

表の通りになる。

　最後に，���１�に対する燃料課税額を均等化させ，

燃料税制のゆがみを是正するために，２０００年において

ガソリンに対する課税額を据え置きながら，軽油に対す

る課税額をガソリン並に引き上げるケースについて政策

シミュレーションを行い，燃料税制改正によるガソリン

車およびディーゼル車保有量への影響，ガソリンおよび

軽油需要の変化とそれに伴って生じる���排出量への

影響を分析した。その結果，得られた結論は次のとおり

である。

（１）短期において軽油需要量が２５．７％減少し，ガソ
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表　燃料価格の自己燃料需要弾力性�自動車保有弾
力性

燃　料自動車
長　期短　期長　期短　期
－０．２２５－０．１６７－０．１０５－０．１０５ガソリン
－０．２４６－０．１６５－１．２５２－０．０９７軽　　油



リン需要量が７．８％増加するため，���排出量は短

期的には１４．４％削減する。

（２）長期的には，ガソリン車保有量は９．６％増加し，

ガソリン需要量は６．２％増加する一方で，ディーゼ

ル車保有量は０になるため，軽油需要量はゼロにな

る。このため，���は６４．４％削減される。

〔備　考〕

研究代表者：岩田規久男（学習院大学）

―����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



２．廃棄物の総合管理と環境低負荷型・循環型社

会の構築

２．１　環境低負荷型・循環型社会への転換支援

のためのシステム分析手法と基盤整備に関

する研究

（１）産業連関表と連動したマテリアルフロー分析手法

に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��３９７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕森口祐一（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・加河茂美・橋本征二・寺園　淳・

稲葉陸太・田崎智宏

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕循環型社会への転換に向けたさまざまな検討

を行うための基盤として，資源，製品，廃棄物などのも

のの流れに関する統計情報の体系化とその分析手法の開

発が急務である。とくに，経済・社会の活動と，廃棄物

との関わりを分析する上では，廃棄物統計と経済統計と

を一貫した枠組みの中で分析できるような基盤を整える

必要がある。そこで本研究では，産業連関分析の手法と

マテリアルフロー分析の手法とを組み合わせた分析の枠

組みを開発し，廃棄物統計をはじめとする関連情報をこ

の枠組みのもとに体系的に整備するとともに，生産・消

費構造と廃棄物発生との関わりに関する実証分析や，循

環型社会形成の進捗の度合いを計測するための指標開発

などの応用研究を行うことによって，循環型社会への転

換に係る諸施策の立案・実施・達状況評価を支援するこ

とを目指す。

〔内容および成果〕

　本研究では，従来，資源・エネルギー消費や���排出

といった分野で応用されてきた産業連関分析およびマテ

リアルフロー分析の手法を活かしながら，経済活動のい

わゆる静脈部門におけるものの流れを，産業連関表を介

して経済統計と整合のとれた枠組みの中でとらえるため

の手法開発とデータ整備を行う。このため，主に①循環

資源を取り入れた物量投入産出表の枠組みとデータベー

ス構築　②産業連関表と廃棄物統計との結合による廃棄

物発生構造の分析　③マテリアルフローに基づく循環の

指標の開発の３つの課題に取組んだ。

　このため，先行研究で枠組みを構築した多次元投入産

出�表（���������	
������������
��������
�������

����������	
�）に廃棄物やその他の副生物のマテリア

ルフローを取り入れるための拡張を行うとともに，生産

活動から発生した副生物の中間処理，再利用，最終処分

等のフローを表現する循環資源フロー表を設計した。ま

た，都道府県ごとの産業廃棄物統計調査データをもと

に，産業連関表の部門との対応を考慮して業種小分類

別，廃棄物種類別の産業廃棄物発生量を推計するととも

に，産業廃棄物の発生から各種処理方法を経て処分に至

るまでの経路について，発生業種別，廃棄物種類別に整

理して発生業種ごと・処理方法別の処理量の推計を行い，

業種分類と産業連関表の部門分類との対照により，産業

連関表の部門別発生量・処理量として再集計した。

　また，産業連関表と廃棄物統計の結合によるこの推計

データを用いて，廃棄物の発生構造を需要の側から分析

した。すなわち，どのような消費財，資本財の生産活動

が産業廃棄物発生量及び産業廃棄物最終処分量に直接・

間接的に影響を与えているのかを定量的に明らかにする

ことを試みた。その結果，家庭による財・サービスの

「消費」行為によって直接・間接的に誘発する産業廃棄物

の発生量は，家庭による直接的な「廃棄」行為によって

排出される一般廃棄物量の約３倍にのぼること，最終処

分量でみると，公共，民間の資本形成に伴う誘発量が全

体の約２�３を占めることなどが明らかとなった。

　一方，物質循環を促進するにあたっては，その実態を

把握し，目安となる指標を設定し，施策の効果を客観的

に把握できるようにする必要があるが，現存する指標の

計算根拠は実に様々であり，より適切な指標を設定する

必要がある。そこで，本研究では，資源の上流から下流

への流れ（マテリアルフロー）をもれなくとらえること

を意識しながら，とらえるべき物質循環の形態を分類し

た上で，それぞれの形態の特徴を検討し，それをもとに

物質循環の指標について提案を行った。このため，物質

の循環的利用の形態を，使用済み製品の再使用，副産物

の再生利用，使用済み製品の再生利用の３種類に整理

し，これらの形態ごとに，その量を計測する上での特徴

を踏まえた指標について検討した。その結果，「物質利

用時間」，「物質利用効率」，「使用済み製品再資源化率」，

「使用済み製品再生利用率」，「直接物質投入量」，「国内

排出物量」の６つの指標を提案し，これらが物質のライ

フサイクルの要所要所をとらえたものとなっていること

を示した。なお，これら「循環の指標」の検討を通じ

て，平成１５年３月に閣議決定された「循環型社会形成

推進基本計画」に盛り込むためのマテリアルフローに着

目した数値目標の策定を支援した。

〔備　考〕
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（２）ライフサイクル的視点を考慮した資源循環促進策

の評価

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��３９８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕�

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕森口祐一（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・加河茂美・橋本征二・森　保文・

寺園　淳・稲葉陸太・田崎智宏・山田正人・

大迫政浩・松井康弘

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本研究は，さまざまな資源循環促進策，すな

わち政府，企業，市民など各々の立場からどのような行

動に取り組めば，環境への負荷の低減にどれだけ貢献で

きるのかを明らかにすることを目指す。リサイクルは本

当に環境によいのかといった疑問がある中，資源の採取

から製品の生産，流通，使用，その廃棄にいたるまでの

一連の過程を総合的にとらえて環境への影響を評価する

ライフサイクルアセスメント（���）の手法を用いる

ことにより，真に効果的な循環の技術や仕組みを明らか

にすることを目的とする。また，資源循環に関わる各主

体の意識や行動の把握や分析によって，政策の立案・実

施の支援のための基礎的情報を得る。

〔内容および成果〕

　本研究では，いわゆる３�をはじめとする資源循環促

進策について，�）���をはじめとする評価手法面の研

究とプラスチックのリサイクル技術など具体的な対象に

ついての���の事例研究　�）個別リサイクル法など実

社会における資源循環促進策についての環境面以外を含

めた多面的な評価の２分野について研究を展開する計画

である。後者については，２．１（１０）「耐久財起源の循環

資源の適正管理に関する研究」と連携して行ったので，

成果はその項に記載し，ここでは前者を中心に記載す

る。

　本年度は，リサイクル技術をはじめとする資源循環促

進策の効果の評価に���手法を適用するため，廃棄物・

リサイクル分野における���の事例研究についてレ

ビューを行い，インベントリ分析およびインパクト評価

の手法における廃棄物・リサイクルに特有の課題につい

て整理した。インパクト評価に関しては，埋立処分場の

立地を山間部，平地，沿岸部と区分して，立地区分ごと

に影響係数を推定するのが妥当と考えられた。

　一方，���手法を実際に適用して評価する事例研究

の対象として，社会的関心が高く，熱回収（いわゆる

サーマルリサイクル）も含めた多様な代替案が提案され

ているプラスチックごみを選定し，容器包装リサイクル

法において認められているか数種類の技術を中心に，現

地調査，事業者・事業団体からのヒアリング等により，

リサイクル技術の調査，データ収集を行った。

　これらの技術について，これまでに行われた���結

果を収集するとともに，追加的なデータの収集可能性を

調査し，技術間の相互比較の可能性について検討した。

現状では，比較を行う際に揃えるべきシステム境界や，

リサイクルによって，どのような原材料・製品・サービ

スがどれだけ代替されるかの設定の方法に不一致な点が

多く，結果を比較・解釈する際には十分な注意が必要で

ある。特に，これらの技術から得られるガスや油などの

再生原料は，直接に比較しうる同等の性状の原料がない

場合も多く，用途をさらに追跡して，既存の製品と比較

できるところまで評価範囲の拡張を行う必要がある。ま

た，これらの技術に���を適用する際には，「配分（ア

ロケーション）」の考慮が重要である。とくに，素材産

業の既存のプロセスと結合したり，既存プロセスに内部

化されているリサイクルシステムでは，プラスチックご

みのリサイクルというサービスの生産と，本来の製品の

生産との間での「配分」問題を生じること，さらに，本

来の生産においても，複数の製品・副製品を生産してお

り，ここでも「配分」が避けられず，この配分の考え方

次第で，結果が大きく異なる可能性があり，この点が今

後研究を進める上での重要な課題である。収集した情報

をもとに解析を進め，容器包装リサイクル法などの法制

度の運用，見直しなどに活用可能な情報を提供すること

が課題である。

　一方，ごみ処理の広域化や各種リサイクル法の施行に

伴い，自治体におけるごみ処理計画の内容や住民の意識

が，単なるごみ処理という観点からリサイクルや環境配

慮の重視，計画段階からの積極的な住民関与などへと変

化しつつある。このため，適切な計画策定ができるよう

に，ごみ処理に係わる環境負荷やコストを分析し，計画

の策定を支援するソフトウェアが求められていることか

ら，地方自治体の廃棄物処理行政の支援を用途として想

定した���ソフトウェアの開発，機能改良を進めた。

〔備　考〕

（３）循環システムの地域適合性診断手法に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��３９９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評
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価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕山田正人（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・森口祐一・大迫政浩・石垣智基・

稲葉陸太・寺園　淳・橋本征二・加河茂美・

田崎智宏・松井康弘・川畑隆常

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地域の産業基盤，物質・エネルギー需給，循

環資源・廃棄物に係る施設立地等に関する情報を，地理

情報システム等の情報技術を活用して統合的に分析する

手法を開発する。これを用いて，地域に適合した資源循

環システムの高度化を図るための統合型地域循環診断シ

ステムを関係主体と協力して開発する。

〔内容および成果〕

　埼玉県内における骨材等の流通形態を概観した。建築

資材の調達において商流と物流は経路が大きく異なって

いる場合があり，また，資材の移動の範囲は，骨材・砕

石のように産出される場所や資材の重量，また生コンク

リートのように運搬性，貯蔵性等の特性に制約されてい

た。これらの制約を緩和するものとして，主に県北の産

地と県南の需要地の間の自動車専用道路や主要国道等に

よる輸送時間と中継拠点の立地の関係，また在庫や流通

加工（例えば生コンクリート製造）等の中継拠点の機能

の把握が重要であると考えられた。

　埼玉県の産業廃棄物運搬・処分業者による処理実績報

告（平成１２年度）の原票（約３０万件）を電子化し，産

業廃棄物物流データベースを構築し，コンクリート塊と

再生骨材の需給分布について解析した。埼玉県は関東圏

内における産業廃棄物の中間処理を担う立地にあり，主

に県南は東京都からのがれき類�コンクリート塊を受け

入れ，破砕等の中間処理能力は建築工事等の需要地に多

く分布する。それ以外の地域からの発生は，まず近隣の

処理能力（施設）を有する市町村に移動して一次処理さ

れ，さらに自動車専用道路や国道等を通じて需要地まで

運ばれると考えられた。

　地理情報システム（���）で得られる市町村間の距離

と，各市町村の産業廃棄物中間処理能力データを用い

て，木くずの発生地点から中間処理�再生施設�最終処

分場までの移動範囲を予測する物流モデルを構築し，廃

棄物物流データベースから得られた実際の移動範囲との

比較を行った。物流モデルの構築に当たっては，産業廃

棄物の処理に伴う物流を，ある廃棄物の排出源に対し

て，距離的あるいは時間的に近い場所に，その廃棄物を

処理する施設及び能力が存在する場合に起こる移動現象

としてとらえ，単純化したアルゴリズムを作成した。幹

線道路距離の考え方についての解析したところ，ある場

所で発生した廃棄物が中間処理目的等で移動する範囲

は，主に施設等の拠点の分布とそこに達するまでの移動

時間に支配されると考えられた。

　中間処理と再生業者へのヒアリング等により，供給側

と需要側の循環資源の品質上の適合性を検討した。コン

クリート塊の循環利用では，路盤材以外の用途，すなわ

ちコンクリート骨材利用において，中間�再生処理業者

の受け入れ側の条件と比較して，利用側が材料として要

求する品質項目が多く，アンバランスであることがわ

かった。循環範囲の推定のためには，より詳細な発生源

によるコンクリート塊の分類により用途に適合した資源

を検索した上で，拠点配置と需要に合わせた品質変換技

術の適用を考える必要がある。

　循環資源に関する地域内・地域間フローを体系的に表

現するため，金額・物量併記の地域間産業連関フレーム

ワークを新たに設計するとともに，循環資源関連部門の

細分化を施した物量単位の投入産出表との関係から地域

内リサイクル乗数を導いた。また，これらの産業連関

（投入産出）表を用いた実証分析を行うため，廃棄物関

係の諸統計・調査資料をもとに廃棄物の処理・処分・再

利用に関する地域内・地域間物量フローの集計を行った。

���を用いた循環システム導入による地域の物質収支，

環境負荷全体への影響を評価では，システム境界に含ま

れるプロセスの存在地域を区別し，評価対象地域の内外

での負荷排出への寄与度を明確化することが重要であ

り，また，地域の物理的・社会的特性を考慮したインパ

クトアセスメントを構築する必要があると考えられた。

また，市町村や都道府県といった規模では物質循環が完

結しないのが現状である。そこでまず，評価対象地域と

周辺地域との物質の出入りを把握したのち，地域内での

完結度，地域外への依存度などを評価する指標が必要で

あると考えられた。

〔備　考〕

共同研究機関：埼玉県環境科学国際センター

共同研究者：渡辺洋一（埼玉県環境科学国際センター）

課題名：循環資源の地域流通円滑化のための中継基地シ

ステムの開発

（４）リサイクル製品等の安全性評価及び有効利用法に

関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４００

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

―����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



〔担当者〕後藤純雄（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・中島大介・田崎智宏・江副優香・

大迫政浩・金　容珍・貴田晶子・酒井伸一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕循環型社会を構築するためには，様々なタイ

プの廃棄物の利用法を拡大するなどの再資源化を図るこ

とが極めて重要である。一方，その利用や処分過程にお

いては安全性を確保すると同時に環境への負荷を最小限

にすることも重要である。本研究においては，リサイク

ル製品の安全性評価及び有効利用に関する研究として，

リサイクル製品の利用の現状把握，安全性の評価，利用

法の拡大，各種試験法の標準化に関する研究を主に進め

ている。特に，都市ごみ溶融スラグ，焼却灰，建設廃材

などを利用したリサイクル製品の用途を踏まえた溶出試

験法，含有成分測定法，安全性試験法を確立し，国際的

調和も考慮した公定法，���あるいは���などにおける

標準化のための基礎資料を提供することを主な目的とし

ている。

〔内容および成果〕

　リサイクル製品の利用状況の把握と安全性評価及び利

用法の拡大に関する研究として本研究では，１）都市ご

み溶融スラグ，焼却灰，防腐剤含有廃木材等の有効利用

法の検討とその化学性状の把握　２）リサイクル製品に

含まれる有害物質の挙動のモデル化，人体曝露のモデル

化，安全性評価法の開発　３）土壌・地下環境中および

生活居住空間中でのリサイクル製品の安全性評価試験法

の提案などを行うこととしている。

　本研究の２年度目に当たる本年度は主に以下の成果を

得た。

　１）都市ごみ溶融スラグの利用実態調査を実施し，全

国的な傾向と利用を阻害する要因などを解析した。スラ

グを有効利用する際の環境安全性を確保するための試験

方法を設計・開発するために，各種試験（全含有量試験，

酸抽出量試験，アベイラビリティ試験，単一バッチ試

験，��依存性試験，拡散試験，シリアルバッチ試験，

カラム試験）を適用し，溶出挙動などを特性化し，酸抽

出量の把握による直接接触の影響把握試験と，主に表面

洗浄による短期溶出と，内部拡散による長期溶出フラッ

クスをシリアルバッチ試験により把握する方法を提案し

た。さらに，施設間及び施設内の品質のばらつきの要因

を解析し，環境安全性からみた品質の管理手法の考え方

を提案した。

　２）リサイクル製品の安全性を担保しながら利用して

いくための管理制度について，国内外のリサイクル品に

係る環境安全管理制度を比較し，様々な安全管理の視点

を抽出した上で管理制度の枠組みを設計した。対象とす

るリスクは環境中への溶出リスクと人の直接摂食リスク

を想定し，利用状況・利用用途をより踏まえた安全性評

価の枠組みを検討した。その結果，リサイクル製品の試

験は基本的に有姿で行うこととし，より実際の利用・曝

露条件をふまえたものとした。また，リサイクル原料の

試験は，利用用途が明確にできない場合などに用いるこ

とを想定し，仮に土壌粒子レベルまで粉砕されても環境

安全上の支障がないように設計した。

　３）木材系廃棄物の利用法を拡大するための研究とし

て，炭化物の有害ガス吸着能を室内で利用する方法につ

いて検討し，モデル実験室に設置した炭化物ボードがホ

ルムアルデヒドの吸着能を長期間（６ヵ月）にわたって

維持し得ることや木炭作成時の炭化温度が有害ガス（ベ

ンゼン，スチレンなど）の吸着能に影響し４００℃の場合

にはほとんど吸着能を示さないが６００，８００，１０００℃ と

高くなると吸着能が高くなることを認めた。また，炭化

物に含まれる可能性の高い有害物質の測定法の作成に関

しては，木炭に微量含まれるダイオキシン類はアセトン

を溶媒としたソックスレー抽出がトルエンを用いたそれ

より有効であることやトルエン－エタノールソックス

レー抽出物の変異原性試験から����プレインキュベー

ション法で陽性を示す場合があることなどを認めた。

　４）生活居住環境におけるリサイクル製品の人体曝露

を考慮した安全性評価に関する研究においては，空気中

の有害物質の簡易測定法や防蟻剤の分析法の作成，及び

発光���試験，��������	
免疫毒性試験，発がんプロ

モーター試験法などのバイオアッセイに関する基礎的検

討を進めた。その結果，可搬型�����は，室内等の現

場での有害物質検索や濃度測定に有利であることや防蟻

剤の測定には�����分析が有効であることなどを認め

た。

〔備　考〕

（５）意思決定主体の態度・行動モデルを用いた環境負

荷低減施策の分析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０４��３４８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕寺園　淳（社会環境システム研究領域）・�

日引　聡・森口祐一

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕環境負荷の発生と強い関係のある複数の行動

選択肢を前にしたとき，費用や利便性などが障害となっ
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て，意思決定主体（市民，事業者，行政など）は環境負

荷の大きい選択肢をとらざるを得ないケースがある。本

研究では，現行で実施されている政策・制度をより環境

配慮型に近づけるための政策評価手法を開発することを

目的とする。そのために，資源循環と都市計画の分野に

おけるいくつかの政策・制度について，意思決定主体の

態度や行動をモデル化し，現行を含む複数のシナリオ下

での意思決定主体の行動から導かれる環境負荷低減効果

を予測することによって，現行の制度改善の必要性を論

じる。以上を通じて，環境負荷と関係の強い政策・制度

の策定にあたって，意思決定主体の行動パターンを定量

化した形で予測に含め，環境負荷低減のために彼らの行

動変化を促す仕組みを作ることを目標とする。

〔内容および成果〕

　都市施設整備に関する費用便益分析について，日独で

現行実施されている手法と制度を比較検討した。日独の

費用便益分析を比較すると，環境負荷の評価面ではドイ

ツの方がやや包括的であり，貨幣評価原単位も高めに

なっていることがわかった。また，日本においては費用

便益を行う制度的な保証が不足していること，ドイツで

は事後評価機会の保証がなく透明性に課題があることな

どの特徴がわかった。費用便益分析と財源（ドイツの場

合，公共交通施設への石油税の補填）を適切にリンクさ

せることで，環境低負荷型の都市施設整備が行える可能

性を検討した。さらに，実際の費用便益分析について，

ドイツのカールスルーエとウルムの事例を調査した。

　また，ロジット型の態度・行動モデルの設計に関する

既存研究について情報収集した。

〔備　考〕

（６）環境負荷の低減と自然資源の適正管理のための施

策とその評価手法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕森口祐一（社会環境システム研究領域）・�

森　保文・寺園　淳・乙間末廣

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境への負荷の小さい持続可能な社会の構築

が環境政策の基本目標として掲げられる中，本研究は，

生産・消費活動に伴う資源消費・環境負荷の現状や施策・

技術の導入による改善効果を評価する手法を開発・提供

することにより，企業・消費者・政府等の関係主体の取

り組みの促進に資することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本課題では，以下のような研究内容を計画している。

　１）ライフサイクルアセスメント（���）の実践と

応用に関する研究

　２）環境負荷や資源消費がもたらす影響の評価手法の

開発と���への適用に関する研究

　３）環境パフォーマンス評価や持続可能性評価のため

の指標の開発と情報提供手法に関する研究

　本年度は，引き続き���における影響評価における

地域性の考慮や統合評価など手法面の情報収集およびク

リティカルレビューの動向についての情報収集を行っ

た。また，環境パフォーマンス指標や環境効率指標の利

用動向について情報収集した。

　一方，素材産業，バイオマス利用，余暇活動拡大など

を事例研究対象として，技術革新や需要変化が資源消費

と環境負荷発生に与える影響の分析を���（旧科学技術

庁）フェローと共同で行った結果をとりまとめた。

〔備　考〕

（７）環境配慮型ライフスタイルの形成要因についての

研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��０１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青柳みどり（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕本課題では，本課題では，一般消費者や企業

の環境配慮行動を促すための手段について調査分析を行

うことによってその阻害要因，促進要因を明らかにする

ことが本研究の目的である。既存研究のレビューと仮説

の設定，企業・消費者のの環境配慮対策，行動を促す要

因についてまとめ，ライフスタイルのあるべき方向を探

る。また，この問題を，市民だけの問題としてではな

く，行政，企業，消費者のパートナーシップという観点

からもとらえ，環境に配慮した地域づくりという観点か

らも検討を行う。

〔内容および成果〕

　東京都の平成１３年度環境にやさしい消費実態調査の

原データを用い，消費者が環境配慮型商品の購買を行う

ための促進要因，阻害要因について分析を行った。東京

都在住の３，０００世帯を対象としたアンケート調査を用

い，環境配慮型商品購買の購買先，商品選択の際の考慮

項目とその選択理由などを聞いたデータである。飲料

（リターナブルびんいり），再生原料を用いた文房具，詰
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め替え容器入り洗剤，省エネ家電の４品目を対象として

分析を行った結果，低環境配慮グループは，高環境配慮

グループに比べて安売りなどの価格戦略に反応しやす

く，また機能やデザインなどに反応することや，購買先

としては量販店が多いことなどが判明した。しかしなが

ら化学物質などについてはどちらのグループも重視して

おり，健康についての要因は環境配慮の高低にかかわら

ず重要な商品選択要因であることが分かった。

　また，文献レビューとして，企業の環境配慮とその

マーケティングについて海外の事例のレビュー，また企

業の社会的責任と環境配慮についての海外の研究動向に

ついてのレビューを行った。その結果，海外において

は，環境配慮とともに人権への配慮なども同時に議論さ

れていることが多いことが判明した。

〔備　考〕

（８）環境負荷低減のための産業転換促進手法に関する

研究

〔区分名〕環境��地球推進���２

〔研究課題コード〕０００２��０２９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕森　保文（社会環境システム研究領域）・�

森口祐一・原沢英夫・日引　聡・乙間末廣

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕国際規格である���１４００１が国内外で急速に

普及しているが，この環境マネジメントシステムは審査

登録を受けるという手順が必要である点で純然たる自己

規制とは異なっており，その環境改善の有効性が議論と

なっている。

　本研究では，国内の���１４００１審査登録事業所および

それ以外の事業所を対象として，���１４００１への対応，

および環境負荷削減に関するアンケート調査を実施し

た。また，環境マネジメントシステムの導入状況や環境

負荷の管理方法について，より詳細な情報を得てアン

ケート調査を補足するためにインタビュー調査を実施し

た。この調査から，���１４００１審査登録と環境負荷削減

の関係について検討した。

〔内容および成果〕

　���１４００１を審査登録している事業所には，未取得事

業所に比べ，環境規制や市民団体などによる圧力を受け

ているなどの特徴が見られ，また，環境目標の設定など

の環境行動の面でも進んでいた。

　事業所は，環境マネジメントを環境パフォーマンスの

向上に有効と認識しているが，その利点は，構築のため

のコストよりも小さいと考えていた。利点としては，消

費者に対する市場での利点を挙げる事業所が多かった。

　���１４００１を審査登録した事業所では，環境負荷削減

の数値目標を，同業他社よりも厳しく設定する意識があ

り，また，数値目標が���１４００１によって管理されるた

め，確実に達成しなければならないという強制力が働い

ていた。

　以上から，���１４００１を審査登録した事業所は，環境

マネジメントシステムが環境パフォーマンスの向上に必

要と認識しているが，実際の効果としては，市場での優

位性などの経済的な利点を期待している。しかしその利

点は実際には小さいと評価されていた。一方，

���１４００１を審査登録した事業所は，環境負荷削減の数

値目標について，厳しい値を設定する傾向にあり，目標

の達成に強制力を感じていることが明らかになった。こ

のことから，���１４００１が環境負荷削減を促進する可能

性が確認された。

〔備　考〕

共同研究者：花木啓祐（東京大学）

　環境勘定・環境指標を用いた企業・産業・国民

経済レベルでの持続可能性評価手法の開発に関

する研究

（９）２）マテリアルフロー勘定を用いた環境・資源効

率指標の開発に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���９

〔研究課題コード〕０１０３��０３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕森口祐一（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕「持続可能な発展」や「環境政策と経済・産業

政策の統合」は概念としては広まったものの，その具体

的意味の共通理解は不十分なままであり，その実現への

具体的道筋はいまだに明らかではない。従来の国レベル

の経済指標や生産性指標，企業の経営指標は，地球環境

保全を考慮した意思決定には不十分であり，各経済主体

の活動が，持続可能な方向に向けられているかを判断す

るための尺度が必要である。リオ＋１０へのインプット

として「持続可能な発展」の進捗を計測する指標開発が

����等で行われてきた。また，１９９３年の国民経済計

算体系（���）の国際標準改訂の際に試行的に導入さ

れた環境経済統合勘定（����）について，２０００年版改

訂草案が公表され，これに呼応した新たな研究の実施が
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早急に必要である。一方，企業レベルでも環境面からの

格付けなどの社会的ニーズが手法開発に先行しており，

信頼できる手法の提供が急務である。そこで，本研究

は，環境勘定（環境会計）や環境指標の手法を用いて，

さまざまなレベルの経済主体ごとに，その活動の環境面

での持続可能性の度合いを計測するための手法を開発す

ることにより，産業・経済活動のより持続可能な方向へ

の転換に資することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本課題は３つのサブテーマから構成されるが，当研究

所ではサブテーマ「マテリアルフロー勘定を用いた環

境・資源効率指標の開発に関する研究」を担当した。ま

た，課題全体の代表者として，他の共同研究機関が担当

するサブテーマ「����の改訂等に伴う環境経済勘定の

再構築に関する研究」によるマクロレベルの勘定・指標

と，サブテーマ「産業における環境効率・資源生産性評

価手法の開発と適用に関する研究」によるミクロレベル

の勘定・指標とをつなぐ役割を担った。

　担当サブテーマについて，本年度は，前年度に引き続

き，先行研究で試作した多次元物量投入産出表

（������）について，����２０００との整合性の向上

や，「隠れたマテリアルフロー」・貿易による国際連関を

通じた問題の記述のための枠組みの改良，誘発分析シス

テムの拡張，データ推計法の改善等を行った。また，物

量単位の貿易量データの拡充を行った。

　������では，各産業について，他産業および環境

との間での物質の収支が漏れなく読み取れる。これらの

情報を，各産業の生産額，付加価値額などを組み合わせ

ることにより，各産業の「直接にみた」環境・資源効率

指標が算定され，また，逆行列による波及計算を行うこ

とにより，他産業で間接的に発生する資源消費や環境負

荷を指標にとりいれることができることを，エネルギー

消費量や���排出量を例に示した。

　一方，これまでの特定の時点の詳細なデータ構築に加

え，一国への資源投入の総量に関する時系列データを産

業部門別に分割して，各時点の産業連関表と組み合わせ

たデータを作成し，家計消費や資本形成などの最終需要

と，資源の種類別・部門別投入量との関係の構造変化を

分析できるようにした。

　さらに，産業エコロジー分野における国際研究集会へ

の参加，����における環境指標，持続可能な発展の

指標（デ・カップリング指標）の検討作業への参加など

を通じて，指標開発・利用の動向，とくに，マテリアル

フロー分析の指標開発への利用動向について情報収集し

た。

〔備　考〕

共同研究機関：内閣府経済社会総合研究所・（独）産業技

術総合研究所���研究センター・ヴッ

パータール気候・環境・エネルギー研究

所（ドイツ）・ライデン大学（オランダ）・

世界資源研究所（米国）・ウイーン大学

（オーストリア）

共同研究者：井村秀文（名古屋大学）・有吉範敏（熊本

大学）・和田喜彦（札幌大学）

（１０）耐久財起源の循環資源の適正管理に関する研究

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０１０３��２７８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕森口祐一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・寺園　淳・加河茂美・橋本征二・

田崎智宏

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕既に建設解体廃棄物や耐久消費財は，廃棄物

発生量に大きな割合を占めているが，今後，使い捨て型

の廃棄物の減量化が見込まれること，社会が成熟し，過

去からのストックが更新の時期を迎えることを考慮すれ

ば，耐久財起源の循環資源は，重要度を増すと考えられ

る。そこで本研究は，こうした耐久財起源の循環資源に

焦点をあて，今後の発生量を予測し，そこに含まれる物

質の有用性・有害性などの質的側面を評価するとともに，

リサイクル・適正処理処分促進のための技術や施策等の

管理手法とその効果について検討することにより，循環

型社会形成に資する知見を提供することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，産業連関分析，マテリアルフロー分析，

意識・行動調査，法制度分析などの手法と，家電・自動

車などの耐久消費財や建築物といった事例研究対象とを

組み合わせることで，耐久財に起因する廃棄物の発生と

循環利用に関する現状分析と主要な問題点の抽出を行

う。

　産業連関モデルならびに自動車の廃棄モデルを用いて

乗用車の長期使用がもたらす環境と経済への影響を分析

し，１９９５年の産業構造の下で５年間の期間を経て０～

２年の長期使用が達成された場合における国内総生産，

雇用者所得，エネルギー必要量，廃棄物処分量の変化量

を定量的に求めることができた。

　自動車と家電・パソコンの廃棄行動・長期使用行動等
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に及ぼす要因をこれらの保有状況と廃棄状況の両面から

解析した結果，車の廃棄・買替行動には，車の変更意思

とともに車検時期が大きな要因であることが分かった。

一方，家電等では故障が廃棄行動の主な要因であり，さ

らに「置き場所があれば，まだ使えれば捨てない」とい

う行動様式を確認できた。以上の結果をもとに，廃棄行

動の要因図を作成した。また，修理・リユース行動へ導

いて廃棄行動を減らすことが考えられるが，家電等につ

いて，これらの行動意識は必ずしも高くないだけでな

く，意識の高い人でもこれらの行動を断念せざるを得な

い状況を確認できた。加えて，家電等のリユースが必ず

しも製品使用年数を長くさせず，望まれる効果が得られ

るとは限らないことが示唆された。

　自動車・家電の循環・廃棄フローの実態に関して，自

動車解体業者およびシュレッダー業者へのヒアリング調

査および既存情報の整理により，これまで十分に明らか

にされてこなかった解体業に係る物質フロー量ならびに

シュレッダー業に係る自動車処理量，金属回収量ならび

にダストの発生量を推算できた。家電については，家電

リサイクル法施行による再商品化量，不法投棄量，海外

輸出等のデータを整理し，使用済み家電発生予測量と家

電リサイクル法による家電回収量とのギャップが生じる

要因を考察した。

　都市構造物の国・地域ブロックレベルの検討では，主

要建材のマテリアルバランス図を作成することで，これ

まで資源投入と廃棄物排出の差から社会への蓄積として

解釈されていたフローを，潜在廃棄物とそうでないもの

に分類した。また，建材廃棄量の将来推計を行った結

果，２０３０年頃には２０００年の２倍程度の建材廃棄が見込

まれた。コンクリート塊の廃棄量が大きく，その需給バ

ランスが将来的には問題となることが示唆された。

〔備　考〕

共同研究者：柳下正治（名古屋大学）・谷川寛樹（和歌山

大学）

（１１）社会的受容性獲得のための情報伝達技術の開発

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９９０３��０３３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕寺園　淳（社会環境システム研究領域）・�

森口祐一・松橋啓介

〔期　間〕平成１１～１６年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕環境問題の多様化，複雑化に伴い，環境低負

荷型社会を各主体が協力して築くためには，様々な環境

問題の重要性をバランスよく評価し，意思決定につなげ

る必要性がますます高まっている。本研究では，各種環

境問題に対する定量的・科学的情報を提供しながら，い

くつかの事例に関する市民との討論などを通じて，彼ら

の環境観（価値観）を把握する。得られた環境観を用い

て従来のライフサイクルアセスメント手法などを改良

し，様々な意思決定に適用可能な環境影響の総合評価手

法を開発することを本研究の目的とする。同時に，市民

の行動に影響する因子を把握し，環境低負荷型社会構築

のための情報提供や政策への評価手法適用のあり方を探

る。

〔内容および成果〕

　ごみや交通は市民の日常生活と関係の深いテーマであ

るが，代替案ごとに環境負荷などのトレードオフが存在

する場合が多く，望ましいシステムを市民が選択するこ

とが容易ではない。本研究では，環境情報が市民の意思

決定に与える影響を把握するために，ごみ問題に関する

ワークショップの開催と，交通・ごみ問題を複合させた

アンケート調査を行った。

　まず，プラスチックごみの処理システムの比較評価に

関するワークショップ（前年度開催）の結果，重視され

た環境問題は「健康影響」と「処分場」の２つであっ

た。代替案については，提供された環境情報に応じて参

加者が下す判断に変化が認められた一方，詳細な環境情

報よりも（内容的には意味の少ない）基礎情報を提示し

た段階での判断の変化が大きかったことから，参加者の

思い込み（バイアス）を取り除くことの重要性が認めら

れた。

　また，交通・ごみ問題に関するアンケート調査では，

神奈川県で実施しているエコ・パークアンドライド（エ

コ���）社会実験に対する受容性調査や，エコ���と

ペットボトルに対する環境性能・利便性・経済性評価の

コンジョイント分析を行った。現在までに進めている解

析の結果，エコ���の評価では回答者の効用値に対し

て価格の寄与率が大きく，利便性や環境性能（電気自動

車，低燃費車，ガソリン車）が続いている。ごみ問題の

対象としてのペットボトルの評価では，エコ���より

は価格の寄与率が小さく，利便性（回収場所までの距

離）や環境面（リターナブル・リサイクルの有無）の寄

与が大きくなっているもようである。交通・ごみに対す

る評価の相違と個人の環境観との関係などについても，

解析を行う。

〔備　考〕

研究代表者：安井　至（東京大学）
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（１２）リサイクルに係わる法制度的措置に伴う産業転換

に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���２

〔研究課題コード〕０２０２��４２５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕山田正人（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・大迫政浩・石垣智基・川畑隆常

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕法制度によって推進されているリサイクル事

業を軸とした地域の産業構造の変化や，産業構造の転換

が地域産業に及ぼす影響について，マテリアルフローや

環境影響，経済効果等の角度から分析することを目的と

する。特に地域のリサイクル事業への取組としてエコタ

ウン事業を分析対象とし，事業特性と産業転換の関連に

ついて分析を行う。

〔内容および成果〕

　前年度までの検討で地場産業の転換型（地場の鉱業技

術を利用）と分類された秋田県エコタウン事業を事例と

して，廃家電が発生してから再資源化されるまでのマテ

リアルフローおよびコストフローを整理した。廃家電か

ら得られる資源（鉄，アルミニウム，銅，ガラス，���

メタル）の循環の範囲は北東北（青森県，秋田県，岩手

県）エリアであり，循環の大きさは北東北エリアの古物

流通量（スクラップ市場）の数％以下であった。また，

各種リサイクル法等の制度が地域循環系の構築また運営

に与える効果と，エコタウン事業等への補助金，廃家電

の物流，資源化，ならびに循環資源の売却等の費用を整

理し，制度や投資がリサイクル事業における資源循環範

囲や循環量に与える影響を評価する手法について検討し

た。

〔備　考〕

前年度までは国立公衆衛生院（研究代表者　渡辺征夫）

にて実施（担当者は分担研究者として参加）。

（１３）廃棄物溶融スラグの再生利用促進に関する研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０２��３０５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・酒井伸一・貴田晶子・田崎智宏

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕廃棄物の焼却過程におけるダイオキシン類の

低減及び最終処分場の延命化の観点から，焼却灰等の溶

融処理が進みつつあるが，発生するスラグの土木資材等

への再生利用については，必ずしも十分に進んでいな

い。その原因の一つとして，環境安全性の問題が指摘さ

れていることから，本研究ではスラグの再生利用を促進

させるために，再生利用の際の長期に亘る安全性を確認

するための実験的評価手法および再生品全体についての

管理手法を構築することを目的とした。

〔内容および成果〕

　１）各種溶出試験による溶出挙動の特性化と試験系の設計

　廃棄物溶融スラグ１２試料の各種溶出試験結果から，

注 目 す べ き 元 素 の 鉛 の 含 有 量 範 囲 は�１０～

１３０００�����，環境影響最大溶出量はほぼ��％以下と低

い割合であった。有効含有量である塩酸抽出量は１０～

１００％と試料によって大きく異なっていた。土壌汚染対

策法の直接摂食リスクを考慮した塩酸抽出量はスラグの

再生利用の際にも参考にすべきものと考えられる。鉛の

有効含有量は，溶融飛灰を溶融炉に再投入しスラグ化率

を上げる施設で高かったが，溶融条件により低減可能と

考えられた。実環境を模擬したカラム試験の鉛溶出量

は，バッチ振とう試験の溶出量より低かった。長期溶出

量を求める拡散試験およびシリアルバッチ試験の結果か

ら，易溶出性のアルカリ金属では，初期の表面溶出後内

部拡散が律速となる傾向が，また，元素によっては��

変化による新たな化学反応やスラグ表面への再吸着等が

起こっていた可能性が考えられた。

　以上の結果を踏まえ，スラグ再生品の水系汚染経路の

環境影響について評価するための試験系を次のように提

案した。有効利用の際の形状（有姿）のままシリアル

バッチ試験（液固比１０：１，かくはん翼によるかくは

んで第一段階６時間，その後２４時間溶出操作の繰り返

し）に供し，第一段階を短期評価，第二段階以降を長期

評価として溶出フラックスを評価する。短期評価におけ

る安全性の判断基準は，水質環境基準をベースにフラッ

クスを評価し，長期評価においては，各段階のフラック

スのうちの最大値を土壌環境基準と比較する。

　２）スラグの利用用途と同じ天然資源，廃棄物資源及

びスラグの二次製品の環境影響量

　スラグの環境影響量の比較対照として，各種セメン

ト，砕石，鉄鋼スラグ等を，二次製品としてアスファル

ト合材，２８試料の環境影響量を溶融スラグと比較した。

セメント類はクロム，鉛及びホウ素が，また鉄鋼スラグ

ではホウ素が，コンポスト類からヒ素の溶出がみられ

た。アスファルト合材等ではスラグ利用の有無による差
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はみられなかった。鉛を高濃度含むスラグを骨材に用い

たモルタルの粉砕物から鉛が溶出するものの，粒径が大

きくなると共に溶出量は減少した。一次資源等からも定

常的ではないが微量元素が溶出し，スラグはこれらと比

較して一般の環境条件（��等）では影響量に有意な差

はみられなかった。

　３）スラグ有効利用に関する環境安全性評価と管理制

度の枠組み設計

　国内外の再生品に係る環境安全管理制度を比較し，

様々な安全管理の視点を抽出した上で管理制度の枠組み

を設計した。土壌環境管理における状況を踏まえ，環境

中への溶出と直接摂食を想定することにした。直接摂食

については，スラグの粒径分布と強度が土壌とは異な

り，曝露特性に違いがあることから，土壌の摂食に関わ

る原因と粒子径との関係を文献データで整理し，試験確

立のための方向性を示した。環境安全管理の枠組みにつ

いては，従来の再生原料だけの判定制度だけでなく，再

生製品の判定制度を設けた。再生製品の試験は基本的に

有姿で行うこととし，より実際の利用・曝露条件を踏ま

えたものとした。再生原料の試験は，利用用途が明確に

できない場合などを想定し，仮に土壌粒子レベルまで粉

砕されても環境安全上の支障がないように設計した。

〔備　考〕

（１４）木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０２０４��４３４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．１　循環型社会への転換策の支援のための評

価手法開発と基盤システム整備に関する研究

〔担当者〕後藤純雄（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・中島大介・江副優香・酒井伸一

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４度）

〔目　的〕持続可能な社会を構築するためには，様々な

タイプの廃棄物を再生しその利用法を拡大するなどの再

資源化を図ることが極めて重要である。一方，廃棄物に

は様々な有害物質が含まれる場合が多いことからその再

生利用においては安全性を確保すると同時に環境への負

荷を最小限にすることも重要である。本研究において

は，各種建設廃材の中でも再利用や再生利用があまり進

んでいない木材系廃棄物の利用法を拡大するため，炭化

物などを利用した再生品を開発すると共にその有効利用

法について検討する。すなわち，炭化物の加工，製造法

や利用法について検討すると共に，木材系廃棄物に含ま

れる有害物質の挙動についても検討し，特に，炭化物

ボードの利用に関しては，室内空気汚染物質の吸着除去

効果などについての検討を加えることを主な目的として

いる。

〔内容および成果〕

　木材系廃棄物の利用を拡大するため，本研究では，

１）木材系炭化物の炭化条件やそれらに含まれる有害成

分についての基礎的検討を行うと共に，炭化物ボードな

どを用いて室内汚染物質であるホルムアルデヒド等の吸

着能の検討を行う。２）各種汚染物質の炭化物への吸着

能やその他の物性を調べ，炭化物の性能を向上させると

共に，炭化条件�（加熱温度，加熱時間等）に伴う吸着

特性などを調べる。３）有害物質を含む可能性のある木

材系廃棄物のモデル炭化試験から有害物質の挙動に関す

る検討を行うと共に，木材系廃棄物に含まれる有害物質

の除去法を作成する。４）炭化物ボードなどの長期安定

使用法，再利用法，及び最終処分法などについても検討

を加えることとしている。

　本研究の初年度にあたる本年度は，主に次の成果を得

た。

　１）木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究の一環

として，木材系炭化物をセルロース繊維等と接着して炭

化物ボード等を作成し，その利用法として，モデル実験

室（床面積約１０��）を用いたホルムアルデヒドの長期

（６ヵ月間）の吸着試験を実施した。その結果，炭化物

ボードを設置（１．２�����）した場合には，設置しな

かった場合に較べて６ヵ月の長期にわたってホルムアル

デヒドがほとんど検出されず吸着能が維持されたことな

どがわかった。また，ベンチスケールの炭化物ボードの

吸着試験からホルムアルデヒドに対する吸着効果のほか

トルエン，アンモニアについても吸着効果があることを

認めた。

　２）炭化条件に関する検討の一環として，１時間加熱

して作成した木炭の有害ガス（ベンゼン，スチレンな

ど）の吸着能に及ぼす炭化温度条件をガラス製容器�

（３�）を用いたガス吸着試験で調べた。その結果，炭化

温度が４００℃ の場合にはほとんど吸着能を示さないが，

炭化温度が６００，８００，１，０００℃と高くなるに従って吸着

能が高くなることや，被験物質によって吸着速度が異な

ることなどを認めた。

　３）有害物質の挙動に関する検討として，木材系廃棄

物の炭化物に含まれる可能性の高い有害成分（ダイオキ

シン類，変異原性物質など）の分析法などについても検

討を加えた。市販の木炭（バーべキュー用）に微量に含

まれるダイオキシン類の抽出法を検討した結果，アセト

ンを溶媒としたソックスレー抽出がトルエンを用いたそ
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れより有効であることを認めた。また，炭化物に含まれ

る有害物質の生物評価に関する検討として，同木炭のト

ルエン－エタノール＝３：７（���）ソックスレー抽出

物の変異原性を����プレインキュベーション法で調べ

た。その結果，サルモネラ菌��１００株の非代謝活性化

条件（－�９）において陽性を示すことなどを認めた。

　４）炭化物や炭化物ボードの物性に関する検討では，

２）で作成した炭化物（木炭）の走査型電子顕微鏡

（���）による構造観察のほか，レーザーラマンスペク

トルから炭化レベルを調べる方法についても検討を加え

た。���を用いると各炭化温度で作成された炭化物の

表面の微細構造（２０～１００μ��）の観察が可能であるこ

と，レーザーラマン分光では炭化温度が高くなるとラマ

ン強度全体が下がる傾向があることや結晶性グラファイ

ト由来の�バンドに比べて非晶質炭素に由来する�バ

ンドの相対強度が上昇する傾向にあることなどを認め

た。

〔備　考〕

共同研究機関：東京理科大学理学部・明星大学理工学部・

京都大学環境保全センター

（１５）アジア地域における資源循環・廃棄の構造解析

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０２０４��４８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕寺園　淳（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・酒井伸一・森口祐一・楊　建新・

���������	�


〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕日本からの使用済み製品・材料の輸出が輸入

国側でどのように取り扱われているか，国境を超えた資

源の循環が適切に成立しているのか，について判断でき

る情報が不足している。本研究の目的は第一に，このよ

うな国際的な資源循環の構造を解明し，持続可能な資源

循環のあり方を議論する基礎情報を提供することであ

る。第二には，日本発の中古製品や廃棄物の輸出とこれ

に起因している可能性のある各地の環境汚染との関係を

明らかにし，その防止に貢献することである。さらに，

国外の廃棄側における隠れたフローを考慮するという，

従来のマテリアルフロー分析の拡張によって，国際的な

資源循環の情報基盤整備に資することも目指す。

〔内容および成果〕

　平成１４年１１月に，国立環境研究所において「持続可

能な資源循環に関する国際シンポジウム」を開催し，中

国，インド，インドネシア，韓国（誌上発表），フィリ

ピン，トルコ及び日本の７ヵ国９名の専門家を招聘した

各国の廃棄物管理の状況に関する情報収集と，欧米のマ

テリアルフロー分析専門家からのマテリアルフロー分析

の研究動向紹介や拡張の可能性に関する討論を行った。

　日本からの今後の再生資源輸出動向把握やアジア諸国

との資源循環・廃棄物管理制度の連携を考えると，アジ

ア各国の廃棄物管理状況に関する知見が重要であるが，

上記シンポジウムや文献レビューを通じて，以下の情報

が得られた。すなわち，廃棄物の発生抑制やリサイクル

に向けた各国のアプローチは多様であること，廃棄物統

計が十分に整備されている国は少ないこと，電気・電子

廃棄物（�������）や使用済み自動車（���）について

は現時点では問題の顕在化が特定の国に限られているこ

と，などである。また，多くの国では都市ごみから資源

回収を行う際のインフォーマルセクタへの依存度は高

く，回収量の把握が困難であるとともに，経済の発展に

つれて資源回収体制の整備も課題となると考えられた。

　国際的なリサイクルの量的側面としては，日本からの

再生資源輸出が１９９０年代後半から著しく伸びており，

鉄・非鉄の金属くず，古紙，プラスチックくずの輸出量

は２００２年において９００万トンに達し，輸出総量の１割

近くを占めることがわかった。この輸出先の大半が中国

であることから，中国における現地調査を実施し，主に

容器包装材由来のプラスチックリサイクルの現状把握を

試みた。その結果，中国国内の盛んな需要を背景とし

て，日本や欧州からの容器包装プラスチックが多量に輸

入され，零細業者によって繊維材料化（一部は再生繊維

製品が日本へ再輸出）されている現状を確認した。ま

た，質的側面としては，上記シンポジウムでは�������

に関して，中国の零細業者における被覆電線の野焼き，

ブラウン管の粉砕と放置，チップの酸処理と廃液の垂れ

流し，などの課題が指摘された。

　日本のリサイクル法制は国内での循環を前提として検

討されてきた経緯もあるが，このような国際的なリサイ

クルに対する対応上の課題として，動脈側プロセスと静

脈側プロセスとの情報交流確保，再生資源輸出フローの

把握の向上，輸出先での需要変化予測に加えて，リサイ

クル海外依存の道義面も挙げた。

〔備　考〕

共同研究機関：国連大学高等研究所

共同研究者：佐藤裕子（国連大学高等研究所）

―����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



２．２　廃棄物の資源化・適正処理技術及びシス

テムに関する研究

（１）循環廃棄過程における環境負荷の低減技術開発に

関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕川本克也（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・西村和之・倉持秀敏

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕循環型社会に適合した適正な廃棄物処理技

術，循環資源製造技術及びこれら技術の適合性評価手法

を開発する。焼却やガス化溶融技術等の熱的な処理技術

を中心に，微量汚染物質や二酸化炭素排出特性等を明確

にするとともに，高度の環境負荷低減技術を開発し，資

源・エネルギー消費量等を加味した総合評価手法を提案

する。

〔内容および成果〕

（１）熱処理プロセスからの環境負荷削減技術：排ガス

高度処理に用いられる活性炭および活性コークスの基礎

特性を明確にすることにより，ダイオキシン類等の低減

に最適な材料選択手法とシステム化の確立をねらった。

試験材料充填層に代替物としての１，２，３，４�テトラ

クロロベンゼン含有ガスを連続的に流し，出口濃度の変

化を測定することにより動的に平衡吸着量を求めた。ま

た，細孔半径の範囲を１��以下，１～３０��，３０��以

上に区分して累積細孔容積を求めた。比表面積は活性炭

が５９０～１２００����，活性コークスが２８５�����であっ

た。材料単位量当りの平衡吸着量より，��������	
型吸

着等温式とそのパラメーターを得て，材料間で吸着能に

１０倍以上の違いがあり，比表面積の小さい活性炭でも

活性コークスに比較して大きな平衡吸着量をもつことを

明らかにした。これには比表面積以外の因子が寄与し，

細孔径範囲ごとの細孔容積と平衡吸着量との関係解析か

ら，比表面積と半径１��以下のミクロ孔が，吸着能を

決める重要な因子であることを見出した。

　一方，ガス化溶融炉で発生した灰試料を用いた加熱実

験により，排ガス冷却過程でのダイオキシン類再合成特

性を明らかにした。試料を反応管内に充填し，塩化水素

を含む模擬排ガスを流通させながら加熱し，排出ガス中

および実験後の灰試料に含有されるダイオキシン類を測

定した。この結果，灰試料の（未燃）炭素含有率すなわ

ち単位量当りの炭素量とダイオキシン類生成量との関に

は，炭素含有率が０．０１％程度の非常に低い範囲におい

て，ほぼ比例関係が成立した。すなわち，未燃炭素含有

率をパラメーターとして，加熱環境下でのダイオキシン

類生成の推定が可能と推測された。ただし，量的な要因

だけでなく炭素の形態による影響も考えられるため，実

験検討を継続している。

（２）環境負荷物質の物理化学パラメーター：水への溶

解度（��），１�オクタノール�水分配係数（���）およ

びヘンリー定数（��）などの物理化学パラメーターを

知ることは，環境負荷物質の発生挙動，環境中挙動を解

析する上で非常に重要であるが，優先的な取り組みが必

要な環境負荷物質である有機臭素化合物に関する基盤

データは極めて少ない。そこで，臭素系難燃剤のポリブ

ロモフェノール類（�����：モノ～ペンタ）およびテト

ラブロモビスフェノール�を対象に上記パラメーターを

精密に測定した。��の測定では，�����（��������

������������	
�����������	����������）法 を，���

の測定では����法を用いた。また，示差走査熱量計

で測定した融点および融解エンタルピーと��から，活

量係数を求めて��を導出した。得られた物理化学パラ

メーターをもとに，分子内臭素数の効果，温度依存性，

各物性値との関係を考察した。さらに，多環芳香族化合

物（����）やポリブロモベンゼン（�����）の物理化

学パラメーターと比較することより，�����について

の環境挙動特性を体系的に明らかにした。��に関して

は，臭素数が１つ増えるのに伴いこれが約１桁減少する

置換基効果を見出した。温度依存性については，溶解エ

ンタルピーΔ����������より，溶解が吸熱反応であり，��

が温度とともに増加することがわかった。��に関して

は，臭素数に依存せずほぼ一定値であった。また，同じ

溶解度レベルの����や�����の値と比較すると，

�����の��は２，３桁低い値となった。この挙動の違

いは，�����の低い蒸気圧に起因していると考えられ

た。���と��との関係では，高臭素で��が低い物質ほ

ど���の値が高くなった。これより，環境挙動特性につ

いて，分子中臭素数が増えると水への移動性が減少し，

生物濃縮性が高くなると推定された。しかし��の結果

からは，水と大気間の分配性について，����や�����

に比べてかなり水への分配性が大きく，しかもそれは臭

素数に依存しないと考えられた。

　以上より，有害性除去・資源化のための高度分離等の

開発研究および熱的処理プロセス排出化学物質のデータ

ベース化の一環として有用な知見を得た。また，臭素系

難燃剤化合物について基本的なデータベースを蓄積する

ことができ，潜在的に環境負荷となり得る有害化学物質
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および資源回収の対象となる物質の挙動を解析・評価す

る上で有用な知見・ツールを与えた。

〔備　考〕

（２）最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の

確立に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・���������	�
・�

石垣智基・遠藤和人

〔期　間〕平成１３～１７年度後期（２００１～２００５年度）

〔目　的〕最終処分場残余容量の逼迫と新規陸上処分場

建設の困難性から，最終処分場容量の増加技術や海面最

終処分場の役割の重要性が指摘されてきている。海面最

終処分場の安全性を確保するため，多岐にわたる科学

的・工学的視野からの適地選定に関する研究が必要であ

る。そこで本研究では海面最終処分場の環境負荷量，リ

スク及びコストに関するライフサイクル評価，並びに海

面処分場内における物質及び水分の移動とその収支を把

握することにより処分場のリスクを評価し，環境影響評

価を行う手法を確立することを目的としている。

〔内容および成果〕

　ライフサイクル評価として，建設コストに係わる評価

を行い，環境影響評価として，外海水位と同等の水位で

保有水を集水する排水暗きょ工による移流ポテンシャル

低減化工法によりリスクを低減すると共に，覆土表面よ

り大気を浸透させて埋立廃棄物層内を好気的雰囲気に改

変する工法を提案し，その効果を明らかにする。

（１）海面最終処分場の環境負荷量，リスク及びコスト

に関するライフサイクル評価；陸上最終処分場について

は，我が国の実際の最終処分場（２．８��，１９７千��）を

事例として，海面処分場は，大阪湾臨海環境整備セン

ターの海面最終処分場しゃ水護岸の標準断面を基にモデ

ル的に管理型最終処分場（１１２０×７５０�，面積８４��，

９，３１３千��）を設計して工事積算書を作成した。建設コ

ストの積算は，工事積算書を積上げて計算した。なお，

「����������	�
������������������	�４０００������������	
」

（金属材料研究所）のデータベースを利用した。また，

処分場の運用・維持管理期間は１５年として計算した。本

仮定にしたがった海面及び陸上最終処分場の建設コスト

は，埋立容積１��当たりそれぞれ６，０１５円，１２，５９６円

と試算された。コストの計算は初期コストに限定されて

おり，今後は運用及び埋立終了後の維持管理経費を含め

たライフサイクルコストで評価する必要がある。次に，

環境負荷量として消費エネルギー，二酸化炭素の計算を

行った。エネルギー消費量は海面，陸上それぞれが１

�
�当たり６６８���，４２０���，二酸化炭素は５０��，３８��

と試算され，海面処分場の方がエネルギー消費量が１．６

倍，二酸化炭素発生量が１．３倍大きくなっている。積出

基地と搬入（輸送）に関する環境負荷の寄与が大きい傾

向が確認された。搬入に関しては輸送距離がエネルギー

消費量や二酸化炭素排出量に比例するので，広域化はそ

れだけ環境負荷量を増加させることになる。また，水処

理部分に対しては，海面で１％，陸上で３％と維持管理

に関する費用が極めて小さい。水処理施設の建設に係わ

る環境負荷量の内訳は，海面の場合は４％の割合である

のに対して，陸上では６０％程度に達することがわかっ

た。これは，スケール効果の他に陸上では降雨対策が必

要になるためである。

（２）海面最終処分場における水分の挙動と環境影響評

価；海面最終処分場の保有水水位を低下させる工法とし

て，鉛直井戸による揚水もしくはウェルポイント工法が

考えられるが，不均一かつ膨大な水量を有する海面処分

場の保有水に対しては非経済的である。そのため，保有

水を重力水として集水する工法がよい。集水暗きょを外

海水位と同レベルに敷設した集水暗きょ工が，当研究室

の提案により実際の海面処分場で実施された。外海と保

有水の水位が同レベルになることで，移流ポテンシャル

がなくなり，拡散ポテンシャルのみが残ることで海面最

終処分場の汚染ポテンシャルを軽減させ，リスク削減に

大きな効果が期待される。

　集水効果を確認するため断面二次元解析を実施した。

幅８０�，深さ１７�の海面処分場を想定し，初期保有水

を外海より３�高い位置に設定した。集水暗きょは解析

断面に対して２本設置した。廃棄物層は均一層と仮定

し，透水係数として１０�������を与えた。解析結果よ

り，排水暗きょ設置後の数日で保有水が集水暗きょの位

置まで低下することが確認された。浸透ベクトルを可視

化することで，保有水や雨水浸透水が集水暗きょに向

かって移動していることが確認された。しかしながら，

暗きょ下部からの浸透も認められるため，排水暗きょの

下面に遮水シートなどで遮水工を施すなど，下部からの

浸透を抑制する工法の必要性が確認された。また，本工

法によって処分場から系外へと向かう流線をほぼ皆無の

状態にすることが可能と思われる。

〔備　考〕
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共同研究機関：埼玉県環境科学国際センター

共同研究者：八戸昭一（埼玉県環境科学国際セン

ター）

課題名：最終処分場における環境汚染ポテンシャル評価

のための地理情報システムの開発

（３）最終処分場安定化促進・リスク削減技術の開発と

評価手法の確立に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・���������	�
・�

石垣智基・遠藤和人・大河内由美子

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕廃棄物最終処分場の安定化の進行度を評価す

る指標として，地温，内部貯留水，埋立地ガス，浸出水

の性状等を対象として，現場での緊急点検及び長期監視

に対応した迅速かつ非破壊での計測手法を開発する。ま

た，最終処分場安定化促進及び再生に必要な技術並びに

不適正処分場の改善・修復法を開発するとともにその技

術評価を行う。

〔内容及び成果〕

　閉鎖型チャンバー法による最終処分場地表面からの埋

立ガス放出量測定を簡便かつ高精度で行うための測定地

点スクリーニング手法として，熱画像観測装置（サーマ

ルビデオカメラ）及びレーザーメタン検出器を併用する

ことにより，微量ガスフラックスの検知及び地表面から

のガス放出量測定精度向上に有効であることが示され

た。前年度来の成果で得られたガスフラックスと地温の

相関関係を用いて，等温線図より地球統計学的手法で体

積値を算出するとともに，ガス放出量の推定を行い，最

終処分場での連続測定に供し，その有効性について確認

した。最終処分場内の埋立物及び内部貯留水の状態や挙

動を調査する手法として高密度電気探査法を適用した結

果，比抵抗値分布の差異から，電解質に富んだ包有水を

含む焼却灰，汚泥等の廃棄物や，含水率及び電解質濃度

の低いがれき類及び容器包装系の廃棄物など異なる種類

の埋立物の存在や，集排水管の影響による部分的な含水

率の低下など，内部の保有水の挙動に関する知見が得ら

れた。最終処分場地表面における植生調査の結果，帰化

種の占有率が高く，マメ科，イネ科，キク科などの種子

の散布性，貧栄養土壌での生育，乾燥や高温耐性等にお

いて利点を有する植物種が優占することが示された。ま

た埋立終了後の経過年数に応じて，帰化種の優占率が低

く，種多様性が向上する可能性も示唆された。また，植

生に比べて土壌動物生態系は周辺地との共通種も高く，

土地改変後の回復が早い事が推測された。処分場覆土中

に存在するメタン酸化細菌の群集構造の解析を行った結

果，安定化の進行に伴うメタン放出量の低下に応じて，

優占する細菌群が高濃度メタン利用性の高い細菌群から

低濃度メタン利用性の高い細菌群へ変遷することが示さ

れた。また処分場浸出水中の微生物群集の解析手法とし

て分子生物学的手法を適用し，処分場に存在する微生物

群に関する生態学的情報を整備するとともに，安定化進

行度との関連性評価に資する微生物群集データベース化

の構想実現に着手した。

　強制通気及び浸出水循環或いは通水による埋立廃棄物

安定化促進技術開発のために，実際の処分場に実証規模

のテストセルを設計・建設し，運転開始時の各種設備の

性能評価を行った。テストセルの運転制御因子として

は，通気は毎分２��（埋立物１��当たり５．５�）で８時間

運転し，浸出水循環は９０分間隔で，毎分１５�，１５分

間，１日あたり３，６００�浸出水を通水し，また１６時間休

止させる間欠運転を行った。その結果セル内部に設置し

た熱電対及び水分センサーから運転開始前及び開始後の

物理的性状に関する情報を連続的に取得可能であり，セ

ンサーの廃棄物層内への適用の有効性が示された。ま

た，通気及び浸出水循環の影響により，内部保有水の不

均一な移動や，微生物の活性化による温度上昇などの現

象が確認され，運転が廃棄物層内の物理的性状に一定の

影響を与えていることが示された。

〔備　考〕

共同研究機関：埼玉県環境科学国際センター

担　�当　�者：長森正尚

課　�題　�名：埋立地ガスならびに土壌保有水を用いた

最終処分場安定化診断技術の開発

（４）有機性廃棄物の資源化技術・システムの開発に関

する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・川本克也・山田正人・大迫政浩・

西村和之・大河内由美子・松井康弘
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〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕有機性廃棄物の資源化技術として，乳酸化・

炭化などの炭素回収技術，並びにアンモニア回収技術を

開発するとともに，それらの技術を利用した資源化シス

テムを地域における有機性廃棄物の排出構造やリサイク

ル製品の需要構造を踏まえて最適化する手法を提案す

る。

〔内容および成果〕

　埼玉県における事業系及び食品工業からの有機性廃棄

物並びに農業系（特に耕種系）廃棄物の排出に関する実

態調査を行い，排出原単位を作成するとともに地域区分

ごとの有機性廃棄物発生構造特性を示した。同時に農家

への聞き取り調査及びアンケートを実施し，資源化製品

としての堆肥需要に関する調査を行い，農地に還元され

うる堆肥量推定に必要となる基礎情報を収集した。ま

た，循環資源特性化データベースの項目設計と組成分析

に着手し，地域におけるマテリアルフロー作成に必要な

情報整備に取り組んだ。一方，製造地域や原料廃棄物・

リサイクル工程の異なる大型コンポスト施設を対象とし

た有機性廃棄物資源化製品の安全性評価を実施し，原料

からの検出頻度の高かった���������	�
�
��が指標細菌と

して有用であることを指摘するとともに，し尿起源汚泥

原料から各種ウイルスの検出頻度が高いことを明らかに

した。また，家畜糞尿原料からはクリプトスポリジウム

オーシストが検出され，重金属類は減容化等によりコン

ポスト化過程で濃縮されることを示した。

　炭素回収技術開発として，乳酸発酵及びメタン発酵

（バイオガス化）に取り組んだ。乳酸発酵においてはス

ターチ及び生ごみを基質として，回収乳酸量の増大と�

（＋）－乳酸純度の向上を目的とした発酵条件を検討し，

初期��及び培養中の��制御が重要であることを明ら

かにした。また，マンガンイオンの添加により発酵速度

が向上し発酵時間の短縮につながることを見いだした。

最適発酵条件においては，生ごみ中の糖成分のうち７割

が乳酸に変換された。これらの結果並びに実証実験装置

における運転結果に基づいて，実証実験装置による固液

分離特性，電気透析特性を反映した乳酸発酵の物質収支

並びに回収乳酸の品質を明らかにした。メタン発酵で

は，生ごみの乳酸発酵残さを基質として連続投入した結

果，��制御なしで６６％の�����分解率を達成し，乾燥

重量基準での基質分解率は７２％となった。バイオガス

発生量及びガス中メタンガス濃度は，基質投入負荷量が

低いためか共に低く，メタンガス濃度の平均は４５％で

あることがわかった。

　アンモニア回収技術では，熱処理���（リン酸マグネ

シウムアンモニウム）及び熱処理���（リン酸水素マグ

ネシウム）のアンモニア吸収特性の比較検討を行った。

その結果，���による吸収反応速度は���の速度を大

きく上回ることを示すと共に，���および���重量当

たりのアンモニア吸収量を決定した。また，廃水中の初

期アンモニア濃度と�������によるアンモニア吸収

反応の初期速度との間の相関を明らかにした。さらに

������を用いたアンモニア吸収�未吸収���の熱・

重量解析を行ったところ，アンモニア吸収後の���を

加熱することにより吸熱反応を伴う重量減少が確認さ

れ，取り込んだアンモニアの気化・放出の様子が観察さ

れるとともに，加熱処理により使用���が再生される

ことを示した。

〔備　考〕

共同研究者：今岡　務（広島工業大学）・岡田光正（広

島大学大学院）・西嶋　渉（広島大学大学

院）・土手　裕（宮崎大学）・秋山　茂（北

里大学）・藤原　拓（高知大学）・�

西尾　治（国立感染症研究所）

共同研究機関：埼玉県環境科学国際センター

担　�当　�者：小野雄策

課　�題　�名：埼玉県における食品系廃棄物の発生に関

する調査研究と資源化システムの評価

（５）埋立地浸出水の高度処理に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕９９０３��２３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・徐　開欽

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕埋立地から発生する浸出水には，多種多様な

化学物質が含まれており，とくに上水源の湖沼における

有毒アオコ発生の原因となる高濃度窒素，微生物により

分解除去困難な難分解性物質，微量で生態系や生体に影

響を及ぼす可能性の高い内分泌攪乱物質などの微量化学

汚染物質の混入の可能性が極めて高い。本研究では，こ

れらの点を踏まえ埋立地浸出水の効率的かつ高度な処理

手法の開発を目的として，浸出水に含有されている微量

汚染物質に着目し，浸出水の高度処理における微量汚染

物質の生分解特性について実験的検討を行った。

〔内容および成果〕

　各埋立地浸出水中の汚染物質に関する調査から，内分
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泌攪乱作用等の毒性や検出頻度，濃度ともに高いベンゾ

フェノンに着目し，これが混入した埋立地浸出水の生物

活性炭による連続処理を行った。ベンゾフェノンの生分

解能を調べるために反応槽から生物活性炭を一部採取

し，活性炭上の生物膜から剥離，懸濁させた微生物群の

ベンゾフェノンの分解活性を測定した。その結果，活性

炭上の生物膜由来の微生物群がベンゾフェノン分解活性

を持っていることが確認された。とくに，高活性の分解

菌はベンゾフェノンを他の炭素源とともに共酸化により

分解している可能性が考えられた。さらに，この微生物

群の最適分解条件を検討した結果，浸出水中に利用可能

な窒素源が不足している場合，窒素源の添加が有効であ

ること，また，金属塩などを微量要素として添加するこ

との有効性も示された。これらの結果は，効率の高いベ

ンゾフェノン分解能を有する処理プロセス設計や適正操

作条件を提案するための基礎的知見として極めて重要で

あると考えられた。

〔備　考〕

共同研究機関：岡山県環境保健センター・神奈川県環境

科学センター

（６）焼却処理におけるダイオキシン類発生量予測指標

に関する基礎的研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０１０２��２３７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕安原昭夫（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・橋本俊次

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕廃棄物焼却におけるダイオキシン類生成を抑

制するため，廃棄物を構成する種々の素材の焼却を行

い，ダイオキシン類の生成要因を明らかにするととも

に，焼却物からのダイオキシン類発生量を事前に予測す

る簡易指標について検討する。これにより，ダイオキシ

ン類の抑制技術の開発，および省エネルギー化に貢献す

る。

〔内容および成果〕

（１）リグニンを含有する自然素材（木材，落ち葉，紙

など）を７００℃以下の温度で焼却した時に，燃焼室で生

成したダイオキシン類量と素材中のリグニン含有量の間

に，相関が認められた。

（２）落ち葉を低温（６００℃ 位）で燃やした時に発生す

るダイオキシン類を測定した結果，排出係数は１２～

３９����であり，毒性等量では０．１９～０．７４��������	�

であった。落ち葉（乾燥）中の塩素含量が０．０２３～

０．０７４％と少量であるため，不完全燃焼であっても，ダ

イオキシン類の生成は多くないことが実証された。

（３）家庭の台所ごみ（生ゴミ）を想定した模擬生ゴミ

（塩素含量は０．９９～１．２２％）を６７品目の食材から調製

して，小型焼却炉で燃焼させ，発生するダイオキシン類

を測定した。不完全燃焼であったが，ダイオキシン類

（���換算値）の排出係数は９１～１９０���������（排出

濃度は１．７～２．０��������	�）とそれほど高くなかっ

た。塩素含量の多い素材の燃焼ではダイオキシン類の生

成が多いと同時に，主要な無機成分であるナトリウムと

カリウムの比率がナトリウム側に高いほど，ダイオキシ

ン類が生成しやすい傾向を示した。

（４）テトラヒドロフランに溶解させた塩化ビニル樹脂

を新聞紙に含浸させ，乾燥したものを焼却材料とした。

無機塩として炭酸水素ナトリウムを添加した場合と，添

加しない場合とで，ダイオキシン類の生成状況を調べた

結果，無機塩を添加した場合にダイオキシン生成が高く

なった。

（５）これまでの焼却実験の結果をまとめた結果，ダイ

オキシン類発生の主要因は塩素化合物の存在と焼却時の

炉床温度であることがはっきりした。無機塩素源が１％

以上で存在する場合には，炉床温度が８００℃以上であれ

ば，ダイオキシン類の発生を低く抑えることができる

が，８００℃ 以下であれば，塩素含量に比例してダイオキ

シン類が発生した。一方，有機塩素が存在する場合には

炉床温度が約１，０００℃以上でダイオキシン類の発生はほ

とんど無くなるが，１，０００℃ 以下の炉床温度では

（１，０００－炉床温度）と塩素含量に比例した量のダイオ

キシン類が発生することが分かった。

〔備　考〕

共同研究者：形見武男（岐阜県生物産業技術研究所）

（７）廃棄物最終処分場における微量汚染物質の長期的

挙動とその制御方策に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０００２��２４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・井上雄三・金　容珍

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕最終処分場に対する安全性への懸念の中で，

処分場に存在する微量汚染物質の長期的挙動の把握とそ
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の制御方策の確立が喫緊の課題として要請されている。

そこで本研究では，重金属類などの無機汚染物質とダイ

オキシン類などの疎水性有機汚染物質（����）の埋立

層内における超長期的挙動モデルを構築し，長期的にリ

スクを制御するための技術を提案する。

〔内容および成果〕

　１）腐植質の抽出と特性化

　ダイオキシン類等の挙動に影響を与える腐植質につい

て，より定量的に特性化を行うために，改良した抽出方

法によって埋立物からの腐植質の定量・定性化を行った。

ライシメータに充填され６～８年間経過後の焼却残渣か

ら抽出した腐植酸を対象した検討結果から，分光学的特

性としての紫外・可視光吸収特性，元素組成，分子量分

布から，質的あるいは量的に明確な特性化は困難である

が，焼却残渣中で腐植酸の生成が起こっていることが確

認された。

　２）腐植質と疎水性有機汚染物質の相互作用

　ライシメータ（大型模型槽）から採取した長期経過後

の埋立物試料について，物理的・化学的特性の変化によ

る����の溶出特性への影響について検討した。その結

果，腐植化は上層ほど進んでおり，ダイオキシン類の溶

出は溶存性有機炭素（���）との相関がある程度認め

られた。また，同族体の構成パターンについては下層ほ

ど高塩素化体の割合が高く，腐植化の進んでいる上層か

ら腐植質とダイオキシン類，特に高塩素化体との結合し

たコロイド状の複合体が溶出し下方移動している可能性

が認められた。

　３）腐植質と有害重金属類との相互作用

　無機性の有害金属類と腐植物質との相互作用について

は，ライシメータから採取した試料以外に，実際の産業

廃棄物埋立地におけるボーリング調査により採取した試

料を合わせて検討した。その結果，��，��，��，��，

��，��などの重金属類の溶出濃度は，主要化合物を仮

定した溶解平衡関係では説明できず，また，腐植化の程

度や���などとの関係も認められたことから，腐植質

との錯体形成が影響している可能性が認められた。

　４）促進エージング法による焼却灰の鉱物学的安定化挙動

　制御技術として埋立前の焼却灰の鉱物学的安定化のた

めの促進エージング法について検討した。その結果，焼

却灰中の鉛は，主に炭酸塩態と逐次抽出法での難溶性残

留物で構成されていた。また，粒径が大きい方が残留物

の占める割合が高く，飛灰と比較して焼却灰の鉛の溶出

が行われにくいのは，その化合形態に影響されている。

���ガスの接触による不溶化については，濃度５～

１５％においては，���ガス濃度を低くしたほうが有効で

ある。また，含水率を低くしても��の不溶化にそれほ

ど影響を与えない。

　５）水熱反応による焼却灰の鉱物学的安定化挙動

　埋立前の促進安定化技術として，焼却施設などのボイ

ラー蒸気を利用した水熱反応による鉱物学的安定化技術

について新たに開発するための検討を行った。その結

果，蒸気圧力０．７���（１６９℃）の条件で，３０分処理す

ることにより，��の溶出を０．００５����以下（未処理

０．３４����）に抑制できた。水熱反応により��の溶出を

抑制し��を低下させる効果を確認した。水熱反応を行

うことにより灰中の��と��成分が珪酸化カルシウム

（トバモライト）等の鉱物化反応を生じ，溶出しにくい

性状に変化したものと考えられる。

　６）埋立層内の汚染物質の超長期的挙動予測モデル

　最終処分場での汚染物質の超長期的浸出挙動をモデリ

ングするための諸因子のまとめを行い，昨年度開発した

廃棄物埋立層内の超長期的物質挙動予測モデルに改良を

加え，いくつかの埋立層内の初期条件の違いをシナリオ

として設定して数千年単位のシミュレーションを行っ

た。シナリオの中では，洗浄型の促進エージング法，非

洗浄型の促進エージング法，および水熱反応を利用した

処理による埋立前の初期性状の違いも反映させ，それら

の処理法の効果について長期的挙動の側面から確認し

た。

〔備　考〕

　本研究は，北海道大学工学研究科　田中信寿教授およ

び九州大学工学研究院　島岡隆行教授の研究グループと

の共同研究である。

（８）最終処分場による環境汚染防止のための対策手法

検討調査

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０１０２��３０７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・���������	�
・�

石垣智基・遠藤和人

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕廃棄物最終処分場の跡地利用が為された場

合，利用方法によっては，環境保全上の問題が生ずるお

それがある。こうした問題に対処するためには，最終処

分場に関する情報を効率的に活用するためのシステムが

必要であり，また，安全性を適正に確保するための最終
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処分場及びその周辺環境の基盤情報整備並びに評価手法

の確立や具体的な対策手法を検討することが求められ

る。

　前年度は跡地利用に伴う環境汚染防止のための対策手

法として，跡地利用に向けての必要な情報を整理すると

ともに，跡地の開発・利用に係る問題とその対策事例の

収集・整理を行った。また，���情報や公共水域等に係

る電子情報が揃う都道府県等において，廃棄物の処理及

び清掃に関する法律第１９条の１０第１項に規定されてい

る届出台帳の情報を電子化し，最終処分場跡地利用時の

環境汚染防止対策に役立てるために，「最終処分場台帳

情報閲覧システム」を構築した。さらに跡地利用促進を

目的とした最終処分場の廃止に向けた管理方策として，

処分場内環境情報や周辺環境情報の整備を行い，維持管

理記録の解析並びに適正管理及び安定化評価手法を検討

した。

　本年度は，最終処分場の跡地利用が適切に行われるよ

う，また前年度に収集及び整理した基礎的な情報をもと

に，跡地利用時における環境汚染を未然に防止するため

の具体的な最終処分場の現況評価及び対策手法を検討し

た。

〔内容および成果〕

（１）処分場跡地とその周辺環境の情報基盤の整備手法

の検討

　法改正の時期及び維持管理記録の項目に着目して，前

年度に引き続いて，最終処分場跡地等の適正な利用に資

する処分場の経年変化や周辺環境の特性等の情報基盤を

検討した。なお，本年度に整備する情報としては次に掲

げる項目に着目した；１）埋立工法　２）埋立構造（特

に遮水構造）　３）周辺環境に係わる情報（地形，地盤，

地質，植生，水系，気象，土地利用等）　４）受け入れ

廃棄物の量　５）受け入れ廃棄物の質　６）地下水水質�

７）内部保有水（浸出水原水）の性状　８）放流水の量

と性状　９）ガスの性状と発生量　１０）内部温度　１１）

沈下の程度等。以上の項目の中で，特に４～１１につい

ては埋立開始からの経時変化を考慮した情報の収集を行

い，次項（２）の実地調査の結果と対比させて，処分場

の敷地境界並びに安定化現況を解析・評価できるような

情報基盤整備の手法を検討した。なお，時期や項目につ

いての情報の整理と解析結果の表示には，（前年度に開

発した地理情報システム（���）を活用した。

（２）処分場跡地等の敷地境界及び安定化現況実地調査

方法の検討

　最終処分場跡地等の敷地（埋立区域）境界の特定並び

に安定化の現状評価の具体的方法について，前年度に整

理した適用可能技術，調査手法及び評価視点を踏まえ，

実地調査を行い，調査項目及びその調査技術を検討し

た。検討に当たっては，５２年基準省令以前及び以降の

処分場を対象として３つのサイトを選定し，現地調査を

行った。具体的な手法としては航空写真等の履歴の解

析，非破壊型の物理探査技術，地表面ガスフラックス測

定技術，並びに植生調査を基本にして実地調査を行い，

調査結果を前項（１）で整備した処分場の形状，浸出水

水質や発生ガス濃度等の経年変化等の情報と対比させ

て，敷地境界あるいは安定化の指標としての適用可能性

を検討した。

（３）既存対策技術に関する情報の収集と評価，並びに

改良・開発要件の検討

　最終処分場跡地等の環境汚染防止又は環境改善に利用

されている既存対策技術，（提案中のものを含む）につ

いて情報を収集・整理し，その効果や費用等について技

術評価を行い，改良並びに新規開発の要件を抽出した。

また，（２）で選定した処分場について，ケースワーク

を行い，以上で評価された技術の適用を想定した改善計

画を策定した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．２．３にも関連

（９）廃棄物の焼却に伴うダイオキシン類の発生挙動解

明と抑制技術の開発に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��４１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕安原昭夫（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕固形廃棄物を対象に，焼却処理における燃焼

物の種類，燃焼条件とダイオキシン類生成量の関係を明

らかにし，ダイオキシン類発生量の低減化方策を調べ

る。

〔内容および成果〕

　前年度に行った実験結果の解析を行うとともに，塩素

原子が焼却炉の耐火レンガ中に残留することを確認する

補足実験などを行った。銅化合物は排ガス処理部ではダ

イオキシン生成を促進する触媒として機能することが多

く報告されているが，燃焼部ではダイオキシン類生成を

抑制する働きをする結果が得られた。熱化学的パラメー

ターを使った解析では，この現象を説明できないことか

ら，銅が関与した化学反応の組み合わせではなく，熱力
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学的解析が必要と思われた。排ガス処理部と燃焼部での

大きな違いは温度であり，温度が高いと，ダイオキシン

類が銅によって分解される可能性が推測される。ダイオ

キシン発生を低減化するには，８５０℃ 以上の高温燃焼が

望ましいが，低温燃焼の場合は焼却材料中の塩素含量を

０．１％以下に調整すれば可能となる。

〔備　考〕

（１０）バイオ指標導入による最終処分場の安定化促進技

術の評価

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０２０４��４２０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．２　廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分

技術及びシステムに関する研究

〔担当者〕井上雄三（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・���������	�
・�

石垣智基・遠藤和人

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕既存処分場の埋立物サンプルや浸出水の微生

物群生態調査を行い，簡便かつ安価な微生物群集モニタ

リング手法を確立するとともに，安定化過程における微

生物学的な知見の集積及び体系化を行う。また，既存処

分場への安定化促進工法導入や実証規模における安定化

促進実験から，既存の安定化指標（浸出水の水質，層内

温度，ガス発生量，沈下量）と微生物群集との関連につ

いて検討し，処分場の安定化を判定するための新たな安

定化指標の導入を試みる。

〔内容および成果〕

（１）安定化促進技術の開発；陸上処分場における安定

化促進技術の開発のため，既存既存処分場の一郭に処分

場と同様な埋立条件をもつテストセルを建設し，資源化

処理残渣（シュレッダーダスト）と焼却灰の混合廃棄物

を充填した。通気及び浸出水循環法を利用した生物安定

化促進技術と従来の埋立法との違いを実証的に比較検証

する。具体的には，埼玉県環境整備センター内に３種類

のテストセル（①通気・浸出水循環　②浸出水循環　③

無操作コントロール）を建設（それぞれの埋立容量は

３５０��程度）し，実際の処分場と同様な条件で通気及び

浸出水の循環の効果をエンジニアリング的に明らかに

し，①及び②の設計・運転条件を検討した。テストセル

には温度センサーと水分センサーが着装され，データの

記録が行われている。運転初期のセルの挙動から，通気

は微生物分解を促進し，温度を急激に上昇させることが

判明した。浸出水の循環のみではテストセル内の廃棄物

層の温度は上昇しなかったが，浸出水��が１１．５から

１０．４まで低下した。

　海面埋立処分場の安定化促進技術の開発として，北九

州市響灘西地区処分場内に浸出水循環式安定化促進施設

（幅１０�，長さ２０�）を建設した。浸出水と余水を循環

させることにより，水質浄化や硫化水素の発生を抑制

し，海面埋立処分場における安定化及び微生物活動の解

明を目指している。初期の稼働により，���の削減効

果と硫化水素の発生抑制効果が確認された。

（２）安定化評価のためのバイオ指標；安定化と微生物

生態系との関連性を明らかにするためには，微生物全体

の変遷をとらえるのみではなく，安定化に重要な特定微

生物群を�������で検出・定量するためのツールが必要と

なる。標的���定量手法の有効性を検討するため，

�������法，�����������	
��法，内部標準法の３種

類の定量的���法を比較したところ，�������法が

最も有効であることが結論付けられた。環境試料を対象

としてアンモニア酸化細菌の検出について検討した結

果，����を標的遺伝子とした〔�����１�，�����２

�〕と〔���５９８�，���７１８�〕をプライマーペアとして

用いた���������	法により，高感度な検出が可能であ

ることが示唆された。また，メタン生成菌については，

１６�����を標的とする〔１４６�，１３２４�〕と，����を標

的とする〔����，����〕プライマーペアの併用によ

り，メタン生成菌の定量および種構成の評価が可能にな

ることが示された。

　環境試料用に開発された簡易検出キット（�������

��������	）を用いた���������	法に基づく微生物群

集解析が埋立地浸出水の安定性（安全性）の評価指標と

して有用であるかについても検討した。まず，陸上と海

面埋立処分場のそれぞれに対して適切な希釈液の検討を

行った。生理食塩水は焼却残さ主体の埋立地浸出水中の

微生物にとって阻害的に働く傾向がみられた。また，バ

クテリア画分の抽出法および希釈水の影響について検討

した結果，抽出前後で菌数の変化がほとんど無く，土壌

中の細菌を取りこぼし無く抽出できる手法を開発した。

　最終処分場浸出水中の特徴的な微生物生態系を解析可

能な手法として制限酵素末端断片長解析（��������

��������	
���������	��������	���������������	
��）

法の適用を試みた。履歴の異なる処分場浸出水の��

����解析を行った結果，微生物生態系で優占している

と考えられるグループが少なくとも２～３種類存在して

いることが推測された。蛍光末端断片（���������	
���

����������	
������）の系統分類学的情報については，

１６�����クローンの塩基配列および各クローンの���

―�����―
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断片長解析の結果と比較することで明らかにされ，浸出

水中微生物相が推測でき，処分場ごとに存在している微

生物生態系の差違を表現可能であることが示唆された。

〔備　考〕

共同研究機関：大阪大学大学院工学研究科・北九州市環

境科学研究所・福岡大学大学院工学研究科

（１１）埋立処分場における内部発生熱に影響される水移

動モデルの構築

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠藤和人（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・井上雄三

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕海面ならびに陸上最終処分場の管理におい

て，内水の移動は最も重要な管理項目の一つである。廃

棄物の埋立中もそうであるが，閉鎖から廃止にかけての

安定化期においても内水の移動は重要となる。しかしな

がら，推測値と観測値の間には大きな隔たりがあり，水

収支がとれないケースが多くみられる。これは，埋め立

てられた廃棄物の物理的特性を把握していないためと考

えられる。本研究では特に内部発生熱と不均一性に着目

した。内部発生熱による水分移動モデルを構築し，より

効率的な内水管理システムと安定化予測技術の開発を目

的としている。

〔内容および成果〕

　微生物反応や水和反応に起因した廃棄物層内での発熱

に伴う水分移動を，数値解析的にモデル化し，実証実験

として研究室レベルの室内実験を実施する。数値解析モ

デルは水相と熱輸送に関する連続方程式とダルシー式に

よって構築し，熱と水分移動ならびに蒸発の影響を考慮

する。室内実験は一次元カラム試験とする。カラム試験

は直径１５��，長さ１００��の寸法とし，供試体には，

まず，ガラスビーズならびに豊浦砂を使用する。これら

標準的な粒状体試料を用いて測定装置の調整を行い，次

の段階として焼却灰や焼却残さを試料として実験を行

う。温度（熱電対による），間隙水圧（テンシオメー

ターによる），体積含水率（���プローブによる）の経

時変化を測定し，水飽和と不飽和時の熱拡散係数，保水

ポテンシャル変化とそれにともなう蒸発量を測定する。

〔備　考〕

２．３　廃棄物処理に係るリスク制御に関する研究

（１）バイオアッセイによる循環資源・廃棄物の包括モ

ニタリングに関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・井上雄三・山田正人・大迫政浩・

滝上英孝・毛利紫乃

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本研究では，循環資源や廃棄物，土壌，排

水，排ガスなどに含有される���などの有害物質を，

バイオアッセイ法により包括的に，かつ簡易に検出する

測定監視手法を開発すること，また，ダイオキシン類縁

化合物把握にむけたバイオアッセイ手法の適用と未知物

質の探索を行うことにより，循環廃棄過程における塩素

化ダイオキシン類以外の制御対象物質群候補をスクリー

ニングすることを中期計画の目標としている。平成１３

年度から本年度にかけては，��レセプター結合アッセ

イ（�����（��������	
������������������������

���������	）および酵素免疫測定系アッセイ（�����）

の導入と前処理系の開発を含めたモニタリング手法検討

及び循環資源・廃棄物試料への適用を行うことが挙げら

れ，実試料として，フライアッシュ及び廃���油を対

象としたモニタリング研究を実施した。また，有害化学

物質全般の包括的かつ迅速な測定監視手法（早期警戒シ

ステム）の開発に向けて，廃棄物埋立処分場浸出水管理

を対象として，種々のバイオアッセイ（急性毒性試験，

遺伝子毒性・変異原性試験，内分泌かく乱関連バイオー

マーカー試験）を組み合わせ，試験結果の総合化を検討

するアプローチを行った。

〔内容および成果〕

（１）廃棄物焼却フライアッシュのダイオキシン類縁化

合物把握に向けたバイオアッセイの適用

　フライアッシュ試料をバイオアッセイで分析する際の

妨害成分（����など）除去法について検討した結果，

バイオアッセイにおける����の過剰活性影響を除去

し，ダイオキシン類縁化合物を選択的に分析する必要が

ある場合には，４４％硫酸シリカゲル加熱還流法が，濃硫

酸処理法や硫酸シリカゲルカラム処理法と比較して，

����の除去法として最も有効と認められる結果が得ら

れ，以降のモニタリングの前処理法として採用した。窒

素雰囲気下におけるフライアッシュ脱塩素化処理過程で
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国立環境研究所年報（平成１４年度）



のバイオアッセイ手法の導入をはかるため，脱塩素化処

理実機装置の処理前原灰と処理灰の採取と，ラボ装置に

よる脱塩素化試料の作成を実施した。これらの試料に対

して，�����を適用し，毒性等量値（バイオ－���）

を求め，ダイオキシン類の化学分析値と比較した結果，

化学分析値とバイオアッセイ値間に類似の傾向が認めら

れた。バイオアッセイ値は化学分析値に比べて高めの値

ではあるが，１．１～５．５倍の範囲にあり，脱塩素化処理

での条件スクリーニングあるいはモニタリング手段とし

ての有効性が認められた。

（２）廃���の分解処理過程のモニタリング手法とし

てのバイオアッセイ

　廃���の分解処理過程におけるバイオアッセイモニ

タリング手法の確立を目指し，２つの���化学処理

（触媒水素化脱塩素化法（����法）及び有機アルカリ

金属分解法（������法））を組み合わせた廃���コン

デンサー油の処理実験を行い，分解処理前後の化学性状

と併せ，バイオアッセイ情報の獲得を試みた。����法

及び，������法を併用することにより，���濃度は

１００％に近いレベルから０．１３���にまで最高７桁の低減

が図られている。一方で，�����では，数千���

�����という活性値から０．１，０．０１��������レベル

にまで４，５桁の毒性の低減がなされている。これら高

濃度���を含むコンデンサー油の化学処理試料につい

ては，����分配のみを行う前処理，あるいは硫酸シ

リカゲルカラム処理を追加した前処理により，化学

���に対応したバイオ－���が���レベル（���総

量で）の処理試料まで得られている。また，���主要

異性体である�����１１８のモノクローナル抗体を用い

た�����によっても同様の前処理を鉱物油に施すこと

により，総���濃度�数���に対応できることが分かっ

た。

（３）処分場管理における化学物質リスクの早期警戒シ

ステムの構築

　履歴，構成の推測可能な５処分場より浸出水８試料，

処理水６試料について化学分析，生物試験を行った。両

生類初期胚，魚類，藻類，甲殻類の生物個体，ならびに

細菌を使用した急性毒性試験で数種の浸出水に検出され

た毒性は処理により低減しており，感度の差はあるもの

の結果に類似の傾向が見られた。細胞毒性に関し，浸出

水で特に試験系への阻害が懸念される高浸透圧の問題を

検討したところ，数種の試料では培地の塩化ナトリウム

添加濃度の調整が必要であったが，２８０�������まで

対応可能とされた。廃棄物処分場浸出水試料を対象とし

た広範な生物試験手法（バイオアッセイバッテリー）の

標準化について検討した結果，急性毒性，遺伝子毒性，

内分泌撹乱性，生態毒性などの幅広い毒性が検出可能で

あり，処分場管理のためのスコアリング手法を提案し

た。

〔備　考〕

（２）有機臭素化合物の発生と制御に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・橋本俊次・鈴木茂・大迫政浩・�

田崎智宏・川本克也・倉持秀敏

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕難燃剤は，プラスチックや合成繊維，合成ゴ

ムなどの可燃性物質に添加または反応させることによ

り，難燃効果を与えるもので，ヒトの日々の生活に不可

欠のものであるが，一方，こうした物質によるヒトの健

康や環境に対する影響が心配されはじめている。つま

り，１９９０年代後半になって，ヒトの母乳中にあるポリ

臭素化ジフェニルエーテル（�����）の濃度が急増し

ていることが分かってきた。ポリ塩素化ダイオキシン類

（���������）やポリ塩素化ビフェニル（���）など

の多くの有機塩素化合物は２０世紀最後の四半世紀で減

少傾向にあるのに対し，�����の濃度は１９７２年から

１９９７年の間で指数関数的増加を示しており，５年間で２

倍増加のペースであることが報告されている。

　そこで，有機臭素化合物を緊急の検討対象とし，その

主たる発生源，環境移動経路をフィールド研究から確認

し，制御手法を検討することを目的としている。

〔内容および成果〕

　臭素系化合物の含有量分析結果および文献情報等か

ら，後カバーには１９８７～１９９０年，前カバーには１９９３

～１９９６年に臭素系難燃剤が利用され始めたと推測され

た。テレビの寿命とサイズを踏まえた廃棄モデルによる

予測・推算の結果，２０００年度に廃棄されるテレビのうち

の８１％が臭素系難燃剤を含んでいることが分かった。

非代替シナリオでは，近年のテレビの出荷台数はほぼ一

定であるにもかかわらず，テレビカバーに含まれて使用

済みとなる��量は２０２０年度まで増加し続け，２０００年

度比で３．７倍となる。一方，非臭素系難燃剤シナリオ

は，最短期間で非臭素系難燃剤に代替が進む場合を想定

したものであるが，この場合は，全��量のピークが
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２０１０年度頃になると予測され，２０００年度比で２．６倍の

全��量であった。

　７ヵ所の埋立浸出水の実測調査の結果，検出された

�����の主要異性体は�����４７，�９９および�１００であ

り，それらの３異性体の合算濃度は浸出水原水����～

４����（平均０．５６����）で，処理水で����であった。原

水については米国の調査結果より低いレベルであった。

埋立浸出水で一定の検出が見られたため，難燃加工プラ

スチックの溶出試験を行った。メタノールを溶媒として

使った場合の溶出濃度が最も高いが，蒸留水を用いた場

合にも検出された。また，試料間で比較すると��ケー

シング材の細破砕物からの溶出濃度が高かった。フミン

酸を溶媒として使った場合にも高い溶出濃度がみられ

た。いずれの溶媒でも，��ケーシング材では粗破砕物

より細破砕物の溶出濃度が若干高かった。

　つぎに，ジェネレータカラム法をベースとした水への

溶解度の測定装置を作成し，�����等の有機臭素化合

物の水への溶解度を測定した。�２��に対して得られた

溶解度とヘンリー定数を塩素化ダイオキシン類

（���������）と比較すると，溶解度は���������

の１０�～１０�倍であり，ヘンリー定数は１～１０倍のオー

ダーであった。この物性値の差は，���������に比べ

て測定物質の水に対する移動性はかなり高いが，水��大

気環境間の分配性についてはあまり大きな差はないこと

を示唆している。

　熱分解ガスクロマトグラフ質量分析計（�������）

を用い，臭素化合物を含むプラスチックを各条件によ

り，熱抽出・熱分解測定することで，その生成物につい

て検討を行った。加熱温度を２００℃，３００℃，５００℃，

８００℃に変え，ヘリウム雰囲気および空気（窒素：酸素

＝４：１）雰囲気下で熱分解測定を行ったところ，５００℃

までは加熱温度に伴い，生成物ピークが増加することが

確認できた。しかし，８００℃ では，５００℃ の時よりも

ピーク数が減少する傾向にあった。これは，ほとんどの

試料で見られる現象であった。とくに５００℃ 以上の場

合，検出されたピーク数は，ヘリウムよりも空気の場合

の方が少なく，酸素により分解が促進されていることが

示唆された。３００℃，ヘリウム雰囲気における測定では，

多くの試料から，ブロモフェノール類とブロモベンゼン

類が同定された。一部の試料からは，臭素系難燃剤であ

るブロモジフェニルエーテル類やブロモビスフェノール

類が同定された。

　以上をまとめると，下記のような成果として整理でき

る。廃テレビの年代別の有機臭素系難燃剤の含有実態を

把握し，廃テレビの寿命曲線から時系列的な廃棄予測モ

デルを作成した。７カ所の埋立処分場浸出水から，ポリ

臭素化ジフェニルエーテルが検出された。その主要異性

体は�����４７，�９９および�１００であり，それらの３異

性体の合算濃度は最大４����（平均０．５６����）であり，

テレビケーシング材の細破砕物からの溶出も確認され

た。２臭素化の����に対する水溶解度を実験的に求め

たところ，塩素化ダイオキシン類と比較して１０�～１０�

倍であり，水に対する移動性はかなり高いことが確認さ

れた。

〔備　考〕

（３）循環資源・廃棄物中有機成分の包括的分析システ

ムに関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕安原昭夫（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・鈴木　茂・山本貴士・松永充史

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕循環資源や廃棄物に含まれる物質の多くは不

揮発性物質や熱的に不安定な物質と考えられ，現在の分

析手法では把握できないものも多い。それらの物質につ

いて�����による系統的分析手法を完成させると共

に，他の分析手法を組み合わせて，未知物質にもある程

度対応できる包括的分析システムを構築する。この手法

を最終処分場浸出水などの液状試料に応用して分析シス

テムの有効性を検証する。

〔内容および成果〕

　最終処分場浸出水などを試料として，（１）系統的試

料処理法の開発　（２）高感度�����の開発　（３）有

機成分のキャラクタリゼーション法の開発，を柱に研究

を実施した。

（１）系統的試料処理法の開発：実際の浸出水に４７種類

のモデル化合物を添加して調製した模擬浸出水を使用し

て，多段固相吸着・分画溶出法と液々抽出・ゲルろ過ク

ロマトグラフィー（���）分画法を比較検討した。疎水

性吸着剤（���������１８，���������，���������	
��

���２の１種）とグラファイトカーボン（���������	

２または��������	）を抽出剤とする方法で，以下の３

種類の組み合わせを検討した；①���������	
�����２

��������	
抽出�酸性・中性・塩基性の溶媒脱離　②

���������１８���������	
２中性・酸性・塩基性抽出�

溶媒脱離　③���������	�
�������２中性・酸性・
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塩基性抽出�溶媒脱離。多段固相吸着・分画溶出法によ

るモデル化合物の回収（水溶液中を含む）率を調べた結

果，大半は何れかの方法で効率よく抽出できたが，何れ

の方法でも抽出されなかったのはグリオキサールなど４

物質であった。抽出法による回収率の差が大きい物質は

ジクワットなど８物質であった。一方，液々抽出・���

分画法では，ヘキサン�ジエチルエーテル�ジクロロメ

タンによる逐次抽出と水系���を組み合わせ，モデル

化合物を添加した浸出水で詳細な検討を行った。液々抽

出・���分画法については，�������が�０．８より大き

い化合物は，ジクロロメタンで効率よく回収できた。

液々抽出は固相抽出に比べ，溶液中におけるクラスター

形成の影響を受けにくいため，化合物による抽出率の差

が小さかった。モデル化合物を添加した浸出水の水系

���分画では，ヘキサン画分に全体の半数以上の物質

が溶出し，ジクロロメタン画分には�������の小さい

数物質が溶出したのみであった。

（２）高感度�����の開発：５５種類の化学物質につい

て現在広く使われている�����のイオン化法（����，

���）による検出感度を測定し，化合物の構造と感度の

相関を調べた。これらを化合物を群別に分類し，生成イ

オンの質量電荷比（���：実質は�＝１）と相対感度を

比較した結果，有機臭素化合物の感度は他の化合物（リ

ン酸エステル，ニトロ化合物，���）より２，３桁程

度低かった。有機臭素化合物は一般にイオン化エネル

ギーや酸度が高く，かつプロトン親和力や電子親和力が

低い。溶媒イオンを介してイオン化が進む����，���

ではイオン化はほとんど起こらない。

　低感度の化合物を高感度で測定するための新たなイオ

ン化法として����法（インスプレーグロー放電イオン

化法）を開発した。このイオン化装置は，市販の

�����の����イオン化装置に，グロー放電電極，放

電電源を付加して製作し，スプレーガスにアルゴンを用

いたものである。����と����によるニトロナフタレ

ンの感度を比較したところ，����によるイオン強度，

���比は����にくらべ，それぞれ約３０倍，約５０倍大

きかった。����でもイオン化が困難であった有機ハロ

ゲン化合物のうち，臭素化炭化水素の検出を容易にする

技術（��������	
�法と名付けた）の基礎的開発に成

功した。本法は，有機臭素化合物より電子親和力が低

く，酸度の高い溶媒を������として，有機臭素化合物

のイオン化効率を高めるものである。従来イオン化が困

難であった臭素化炭化水素を����法より１桁程度以上

高感度で検出することができた。

（３）有機成分のキャラクタリゼーション法の開発：有

機塩素化合物を���上で検出するには芳香族アミン系

の発色剤が有効であった。検出感度は化合物により異な

り，クロルデンで０．１μ��，塩素化パラフィンで１０μ��，

���で２μ��，クロルピリフォスで１μ��程度になる。

実際の家屋木材片から約０．６���のクロルデンを検出し

た。リン系農薬（クロルピリフォスなど）を４�（４�ニ

トロベンジル）ピリジンで発色させる方法を開発した。

検出感度はモノクロトフォス，���で０．１μ��，クロル

ピリフォスで０．５μ��，エチルチオメトンで１μ��程度

であった。

　この他，���による分子量分布の測定，�������に

よる極性分布の測定，イオン交換系の固液抽出による分

画試験，誘導体化による未知物質の同定などで有益な結

果を得ている。

〔備　考〕

（４）循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・���等の分

解技術の開発に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　循環資源・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕安原昭夫（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・橋本俊次・野馬幸生・松永充史・

川本克也・酒井伸一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕廃棄物および関連試料中に含まれる有機塩素

系化合物（���やダイオキシン類など）や難分解性有

機汚染物質を高効率で無害化する技術を開発する。（１）

既存の���分解技術における分解機構の解明　（２）電

解還元や熱水抽出分解，微生物分解などの新技術開発を

メインテーマに研究を行う。

〔内容および成果〕

（１）廃���化学処理（既存技術）における分解機構

の解明：既存技術のうち，光分解及びパラジウム・カー

ボン（����）触媒分解に着目し，９種類の���異性体

（�１，�２，�３，�２１，�５２，�１１８，�１２６，�１５３，�２０９）�

を出発物質として分解実験を行い，経時的に採取した試

料から分解過程における中間体を特定，分解経路や塩素

置換位置による反応速度の違いを明らかにした。光反応

では，イソプロパノール，水酸化ナトリウム，���各

異性体を混合し，窒素雰囲気下２５℃ で，紫外線照射

（低圧水銀ランプ，５�，２５４��）により反応を開始し

た。触媒反応では，ヘキサデカンと���各異性体を混
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合後，����触媒を投入，窒素雰囲気下２６０℃ で，水素

ガスの注入により反応を開始した。結果を詳細に検討し

た結果，以下のような結論を得た。①塩素の置換位置の

影響；触媒反応ではオルト位塩素の脱離が遅く，オルト

塩素数が多いほど反応は遅くなる。一方，光反応ではオ

ルト位に存在する塩素数によって異なる。メタ位とパラ

位の反応性の違いは大きくないが，個々の異性体ではい

ずれかに偏っていることがよくあり，どのようなときに

差が出るかは他の塩素置換位置と数によって決定されて

いるようであった。②光反応では総塩素数が多いものは

分解速度定数がわずかに大きい傾向を示した。また，隣

接する塩素数が多いほど分解しやすい傾向もみられ，塩

素密度が高いほど塩素が脱離しやすいと考えられる。触

媒反応では�２０９の分解速度定数が著しく小さいため，

総塩素数が多いと分解しにくい。また，オルト位塩素が

ないフェニル基では塩素数が多いほど分解速度定数が大

きく，分解しやすい傾向が見られた。しかし，全体とし

て両フェニル基に置換している総塩素数の違いによる反

応性の差は明確でなく，オルト位塩素の有無等，他の要

因の方が大きく影響していると考えられた。両フェニル

基の塩素数が異なる場合には，光反応では塩素数の多い

方から脱離して両フェニル基の塩素数が同じになるよう

に反応が進んでいた。塩素数が少ないほど安定で反応性

が弱いので，各フェニル基を単独に考えれば塩素数の多

いフェニル基の反応性が高いためであろう�。触媒反応

では塩素の多い方からではなく，むしろ塩素数の少ない

フェニル基の方が反応しやすい傾向にあり，これは立体

障害の小さい方が����に接近しやすいためと考えられ

た。③連続した三塩素置換体の場合，光反応では，オル

ト位塩素または連続３塩素のうち真ん中の塩素から脱離

していた。これはフェニル基のねじれまたは塩素密度の

高さが原因で，反応性が上がると考えられた。触媒反応

では塩素原子に隣接した原子が両端とも塩素原子の場合

（��������）に，片方に水素原子が隣接（�������）し

ている場合よりも脱塩素しにくい傾向を示した。隣接し

た３つの炭素に結合した原子の影響により，反応性は

�����������������������の順となり，これは塩素

原子の誘起効果によると考えられた。

（２）電解還元法による有機塩素化合物の脱塩素化技術

開発：１�クロロナフタレン（��）と���を対象物質

として実験を行った。��の電解還元は電位をナフタレ

ンの還元電位（－３０００��）に設定することで，反応完

結まで十分な電流密度が得られた。電流効率は１０６％

で，脱塩素生成物であるナフタレンの生成量は��の濃

度に対して９７�％であった。��の脱塩素で生成したナ

フタレンがその還元電位で還元され，ラジカルアニオン

になり，これが還元剤として働いていると推定された。

ナフタレンの還元は可逆反応であり，過電圧下で生成し

たラジカルアニオンは��を速やかに還元してナフタレ

ンに戻る。そこでナフタレンを最初から過剰に添加して

おくと，反応が安定に進行することがわかった。この方

法は��濃度が低い場合や水分等の妨害不純物が存在す

る場合に特に有効であった。反応機構を解析した結果，

ラジカルアニオンの溶液中への拡散が重要な要素であ

り，反応速度はメディエータ濃度に１次，基質濃度に�

１�２次で比例することを確認した。���などの多塩素化

物の場合は予想した電位では十分な脱塩素化が起こらな

かったが，最初からメディエータ前駆体（ビフェニル，

ナフタレンなど）を添加しておくと，非常に迅速な脱塩

素化が起こり，中間の低塩素化物を一時的に生成するだ

けで，ほぼ理論量のビフェニルが生成した。また，カネ

クロール４００の場合は，反応中異性体分布はほとんど変

化しなかったが，これは個々の脱塩素化反応が非常に速

いため，中間体が残留できないためと考えられた。還元

力の弱いメディエータを用いた場合には反応中間体が確

認できたので，反応機構を解明することができた。塩素

の脱離されやすさは��＞���＞��の順であるが，この順位

はメディエータとの反応性でなく，生成した���のラ

ジカルアニオンから脱離しやすい塩素の位置を反映した

ものである。このように強力なラジカルアニオンをメ

ディエータとして用いた場合，���異性体間で反応性

に差はないと考えられる。���を脱塩素化する場合，

塩素数に応じた電気量が必要であり，塩素含量がわかれ

ば反応速度が予測可能である。

（３）熱水抽出分解については，ダイオキシン類で汚染

された底質試料で種々の反応条件をチェックしていると

ころである。また，微生物分解については，１００℃ 以上

の温度で増殖できる微生物を探索中であり，確実なデー

タは得られていない。

〔備　考〕

（５）廃棄物及び循環資源処理過程における有機ハロゲ

ンの簡易測定法の開発と毒性評価

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��２４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕山本貴士（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・後藤純雄・安原昭夫
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〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕廃棄物及び循環資源の処理過程における有害

化学物質，特にダイオキシン類に代表される有機ハロゲ

ンの管理及び制御は，資源循環型社会を形成するための

重要な要素の一つである。現在，これらの物質について

は，規制対象となっている一部の物質のみが個別分析法

によって測定されている。しかし，有機ハロゲンの総量

はこれら個別の物質の定量結果の総和よりも大きく，し

かもそれらの存在実態についてはほとんど分かっていな

い現状にある。そこで，本研究は，これら有機ハロゲン

を選択的あるいは包括的に，迅速かつ簡易に測定する手

法を開発することを目的とする。同時に，生物評価試験

を組み合わせ，これらの適用によって廃棄物処理および

循環資源過程に伴う有機ハロゲンの排出実態や毒性に関

する情報を集積し，有機ハロゲンによるリスクの制御に

役立てることを最終の目的とする。

〔内容および成果〕

　最終処分場浸出水処理施設での塩素処理を想定し，複

数のプラスチック添加剤の塩素処理を行い，得られた混

合生成物の変異原性や主要な生成物について検討した。

その結果，塩素をほとんど消費しないベンゾトリアゾー

ルやチオフェノール系添加剤では変異原性は認められな

かった。一方，塩素を消費したベンゾフェノン系添加剤

では菌の生育阻害が認められ，また２，４�ジヒドロキシ

ベンゾフェノンの反応生成物に変異原活性が認められた

（��９８及び��１００）。この物質の反応生成物として，

２，４�ジヒドロキシベンゾフェノンの塩素化物（モノ体

及びジ体），クロロレゾルシノール（ジ体及びトリ体），

テトラクロロプロペンなどの塩素置換体が，�����で

測定された。また，２，４�ジヒドロキシベンゾフェノン

の反応生成物をポリアミド���で分画し，画分毎の変

異原性について検討した。

〔備　考〕

（６）廃棄物の熱的処理における臭素化ダイオキシン類

の長期的管理方策に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０１０４��２４０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・大迫政浩・橋本俊次・貴田晶子・

鈴木規之・田崎智宏・高橋　真・金　容珍

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕臭素化ダイオキシン類及びその他の有機臭素

化合物の廃棄物の熱的処理・再資源化工程からの発生挙

動，環境への進入に関する知見も踏まえてリスクを把握

し，臭素化ダイオキシン類及び臭素系難燃剤（����）

に対する適正かつ長期的な管理方策の提示を目的とす

る。本年度は，臭素化ダイオキシン類の分析法を確立

し，その測定データの信頼性を評価するために，諸機関

参加による相互検定研究を実施する。含有可能性のある

廃棄物の廃棄物処理・再資源化過程において調査を実施

し，挙動メカニズム及び環境進入可能性について検討す

る。臭素系難燃剤等の使用実態に関する統計調査及びヒ

アリング等によって，廃棄物・循環資源中の臭素化合物

の時系列的廃棄予測を行う。

〔内容および成果〕

　１）有機臭素化合物の測定に係る相互検定研究

　均質に調製された複数種の共通試料を諸機関が分析す

ることで，有機臭素化合物分析における測定データのば

らつきの実態を把握するとともに，前処理や測定機器の

使用条件等における問題点を検討し，分析手法・技術の

改善や測定精度の向上，測定結果の信頼性の確保に資す

ることを目的とした相互検定研究に着手した。本年度

は，相互検定に係る関連情報の収集と共通試料の作成お

よびその均質性の確認，分析対象項目の選定を行い，対

象項目として，① ���������　② ����������	�


③ �����　④ �����と ���������	
���	
�	�　⑤

���と２，４，６����������	�
���　⑥����を選定し，そ

れらが含まれる共通試料として作製予定の４種類のう

ち，風乾底質と混合標準試料溶液を作製し，底質試料に

ついては均質性を確認した。

　２）燃焼過程における������含有ポリマーの挙動

　代表的な臭素系難燃剤������を含有する場合の燃

焼挙動に与える影響を検討するために，ラボスケール炉

を用いた２条件の燃焼実験を行った。その結果，

������含有ポリマーを添加した���試料を燃焼した

際の������はシステム全体で９９．９９９９％以上の分解率

を示し，������含有ポリマーが一部の有機臭素化合

物の燃焼挙動に与える影響は一次燃焼過程までと考えら

れた。また，今回の燃焼システムにおいて��������，

�����及び������は分解系，����������	
及び

塩化ダイオキシン類は生成系であった。試料中臭素濃度

と最終排ガスにおける有機臭素化合物の排出量の間の相

関は低く，排ガス処理により有機臭素化合物は効果的に

除去されることがわかった。

　３）難燃加工プラスチック中有機臭素化合物の溶出挙動

　浸出水中の����の起源として考えられる難燃加工プ
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ラスチック４種類を対象として，異なる溶媒（蒸留水，

２０％メタノール溶液，１，０００�������標準フミン酸溶

液）での����の溶出挙動について，溶出試験（液固比

１００�１，温度３０℃，５日間）を行った。その結果，

�����および�����の溶出濃度は，蒸留水でそれぞれ

１．２～２２０，０．３３～１６，０００�����，メタノール溶液で３５

～２３，０００，３．０～８４０，０００����，フミン酸溶液で３４～

１，２００，５．４～５６，０００�����であり，細破砕物で高くなっ

た。溶出濃度は含有量と相関があり，各臭素化合物の物

性及び溶媒に依存して溶出率は異なった。メタノールの

溶出促進には����������	効果が関係し，フミン酸の場

合は臭素化合物とフミン酸の溶存性複合体の形成が寄与

している。フミン酸共存下での溶出試験結果を埋立地浸

出水と比較すると，８臭素化以上の同族体は溶出試験結

果がはるかに高かったが，７臭素化以下はむしろ浸出水

のほうが高かった。

�４）廃テレビ由来の有機臭素化合物の時系列的廃棄予測

　難燃加工製品の中長期的な対策策定のために，テレビ

のプラスチックカバーに用いられている����である

�����と�����，な ら び に 副 生 成 物 で あ る

���������を対象に，年間廃棄量等の時系列的な解析

を前年度のモデルを改良して行った。その結果，廃テレ

ビのうちの８１％が臭素系難燃剤を含んでおり，テレビ

の大型化が原因となり，近年のテレビの出荷台数はほぼ

一定であるにもかかわらず，��の廃棄量は２０２０年度ま

で増加し続けた。２００６年度までにノンハロゲンの難燃

剤に完全代替したとしても，��の廃棄量は２００９年度ま

では増加し続けたことから，今後もテレビカバーの適正

な処理が望まれる。また，テレビに用いられている

����の国内需要に占める割合は，９０年代で増加し続

けており，フロー把握の重要性が高いことが分かった。

〔備　考〕

（７）内分泌攪乱化学物質等の有害化学物質の簡易・迅

速・自動分析技術に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０００３��２４２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕ダイオキシン類や���などの内分泌攪乱性

有害化学物質の簡易・迅速分析技術として，免疫測定法

の適用可能性を検討し，最適な試験系の提案を行う。す

なわち，都市ごみ焼却施設からのばいじんおよび汚染土

壌中のダイオキシン類と廃油中の���を免疫測定する

ための前処理系の開発を行う。また，ダイオキシン類に

対する免役測定法を開発するために，モノクローナル抗

体を作製し評価し，キット化する。特に本年度は，昨年

度までに開発した前処理法を用いて，４塩素，５塩素化

体に特異的に感度を有するモノクローナル抗体を用いた

高感度キットの適用性評価を行った。

〔内容および成果〕

　１）試料調製法

　試料として，排ガス，飛灰および土壌を用いた。用い

た試験キットは酵素結合型の免疫測定法（�����）であ

り，測定には，ソックスレー抽出後，その抽出液を硫酸

処理し，続いて多層シリカゲルカラム処理を施し，

����に転溶したものを試料として供した。また，同

一の抽出液を���法に準拠してクリーンアップした試料

を 高 分 解 能 ガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ 質 量 分 析

（���������）に供した。�����用の標準物質には，

毒性係数を持たない２，４，５����������	�
���（２，４，５�

���）にグリシルグリシンを結合させた化合物�

（２，４，５�����������	���
��）を用い，試料中の毒性等

量（���）を算出した。

　２）免疫測定方法

　試料１００μ��に緩衝液（���系）１００μ��と抗ダイオキ

シン抗体２００μ��を加え混合した後，その混合液１００μ��

を２，４，５����に���を結合させたコンジュゲートを

固相化した９６穴マイクロタイタープレートに分注した。

１時間反応させた後，洗浄し，酵素標識抗マウス���ヤ

ギ抗体１００μ��を分注した。室温で１時間反応後，再度

洗浄し，発色試薬を１００μ��加えた。室温で３０分反応さ

せた後，０．５������硫酸１００μ��を加えて反応を停止し，

マイクロプレートリーダーにて４５０��の波長で吸光度

を測定した。

　３）結果および考察

　排ガス試料１９検体を�����法と�����法で測定し，

相関分析を行った結果，相関係数０．９８２の有意な正の相

関関係が認められた。同様に飛灰試料１２検体及び土壌

試料６検体の相関分析を行った結果，それぞれ相関係数

０．９９６および０．９９７の有意な正の相関関係が認められ

た。以上の結果から，�����法と�����法の測定値に

有意な相関関係が認められ，本測定系がダイオキシン類

の迅速測定法として利用できることが見いだされた。

〔備　考〕

本研究は，独立行政法人産業技術総合研究所との共同研

究である。用いた試験キットは，（株）タクマ，東洋紡績
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（株）の開発したキットであり，共同で評価研究を実施し

ている。

（８）非制御燃焼過程におけるダイオキシン類等の残留

性有機汚染物質の生成と挙動

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０００２��２７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・安原昭夫・橋本俊次・鈴木規之・

平井康宏

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕非意図的副生成物としての残留性有機汚染物

質（����）の代表例である塩素化ダイオキシン類につ

いては，既知の発生源インベントリーにもとづいた削減

方策が推進されつつある。このダイオキシン類の既知の

発生源に対して，正確に発生量を見積もることが困難

で，かつ場合によっては大きな発生源負荷となる可能性

があるのが，非制御下の燃焼過程である。具体的には，

廃棄物埋立場の自然発火現象や建築構造物の火災といっ

た非制御下の燃焼過程からの発生であり，日本や米国に

おけるごみの裏庭燃焼のみならず，アジア諸国ではこう

した発生源が多くあるものと考えられる。そこで，廃棄

物埋立場の自然発火現象に伴う����の発生と影響の実

態に関し，フィールド研究を行う。これに並行して，非

制御燃焼過程からの����発生源単位を燃焼試験から推

定する手法を検討し，発生量の見積りを行う。こうした

発生源からの����生成と環境蓄積との関係を把握する

ため，底質コアと海棲哺乳動物を用いた時系列トレンド

解析も研究目的の一つとする。

〔内容および成果〕

　本年度は５テーマについて研究を進めた。

　１）廃棄物自然発火に伴う化学物質汚染と影響－野生

生物および家畜の汚染

　インドに遍在する都市ゴミ集積場で採取した野生のカ

ラスおよび牛のミルクを対象に，ダイオキシン類等残留

性有機汚染物質による汚染の実態解明を試みた。その結

果，ゴミ集積場周辺で飼育されている牛のミルク中ダイ

オキシン類濃度は，対照地域に比べ高値を示し，ゴミ集

積場周辺在住者の主要なダイオキシン類曝露源であるこ

とが示唆された。さらに，インドのゴミ集積場で採取し

たカラスのダイオキシン類濃度も，対照地域と比べ高値

を示したことから，ゴミ集積場由来のダイオキシン類汚

染が周辺に生息する野生生物にまで及んでいることが推

察された。途上国の都市ゴミ集積場周辺に生息する家畜

や野生生物は，集積場由来のダイオキシン類に曝露され

ている可能性があり，今後さらなる汚染実態の調査と野

生生物への毒性影響調査が必要であろう。

　２）非制御燃焼に伴う有機ハロゲン化合物の挙動と環

境移動

　埋立場の非制御燃焼で生成したダイオキシン類ならび

に埋立場内の残留量を排出係数をベースに推定し，また

埋立場周辺で飼育されている牛のミルク中ダイオキシン

類濃度および周辺居住者の母乳中濃度等の推定を行っ

た。モデル解析では，燃焼実験による排出係数と埋立場

土壌中濃度の関係を廃棄物燃焼比率と場内沈着率とを用

いて記述し，埋立場土壌中濃度実測値と予測値との比較

から両パラメータの範囲を推定した。また，場内沈着率

については，大気拡散モデルによる推定結果と比較し

た。曝露モデルでは希釈された燃焼排ガスの吸入，埋立

場土壌の直接摂食，埋立場内で飼育された牛のミルクの

飲用を想定した。インド埋立場での牛ミルク中ダイオキ

シン類推定濃度は，水牛と家牛の中間程度の値となり，

モデルの不確実性や観測値のばらつきを考慮すれば推定

値と実測値はよい一致を見た。埋立場内での曝露におい

ては，土壌直接摂食にくらべ牛ミルクを経由した曝露量

の方が大きく，希釈された排ガスの吸入による影響は小

さいと推定された。埋立場での非制御燃焼は，周辺に食

物連鎖ルートがある場合にはとくに注意を要するといえ

る。

　３）非制御下の燃焼過程から発生する残留性有機汚染

物質の生成に関する実証的研究－�������による

有機ハロゲンの測定－

　廃棄物に見立てた各種試料を，温度，雰囲気ガス，

����添加の有無等条件を変えつつ，熱分解ガスクロマ

トグラフ質量分析計により測定を行った。３�クロマ

トグラム解析による定性的な分析では，����を添加し

た場合の廃塩化ビニルや廃��バックパネルなどから，

５００℃以上の条件で，ジクロロベンゼン，トリクロロベ

ンゼン，テトラクロロベンゼン，ペンタクロロベンゼ

ン，トリクロロフェノール，ペンタクロロフェノールが

検出・同定された。廃塩化ビニルを除くそれ以外の試料，

条件では，有機塩素化合物は同定できなかった。廃塩化

ビニルのみは，実験を行った全ての条件で有機塩素化合

物が検出された。���による定量では，ポリクロロナフ

タレンは検出できなかった。しかし，クロロベンゼン類

（���）は，ほとんどの実験で検出され，２００℃，３００℃

より５００℃，８００℃の高温で���発生量は増加する，高

温の場合，特に８００℃では，空気より空気：窒素（１：１）
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混合気で���発生量が多いことなどがわかった。

　４）湖沼および沿岸堆積物中に記録された環境汚染の

歴史トレンドの解明に関する研究

　過去百数十年間の環境変遷の歴史トレンドを記録して

いると考えられる湖沼および沿岸堆積物を解析すること

で，過去の環境汚染の歴史的変遷を明らかにした。大阪

市内のため池，大阪湾，広島湾の堆積物を採取し，堆積

物試料の堆積年代は���
��法及び���

��法を併用して特定

した。広島湾河口では１９７０年代後半に堆積速度が

０．６５５から１．６１�����に急増し（堆積速度は圧密の補

正を行い，表層における厚さで示している），マスフ

ラックスも０．２から０．５�������に変化する。重金属汚

染が始まる時代は大阪湾などに比べてやや遅く，１９２０

年頃からである。また，大阪湾では１９６０年以降，堆積

物中の重金属濃度が低下するが，広島湾ではそのような

減少傾向は認められなかった。これは，大阪湾では第二

次大戦前に後背地の産業構造が成熟しており，多くの重

金属排出源が存在したのに対し，広島湾では戦後の高度

経済成長期になってから汚染源が増加したことを反映し

ている。

　５）ポリ臭素化ジフェニルエーテルと���の底質中

歴史トレンド

　�����発生源の影響を受けている可能性のある河川・

湾内の表層底質および底質コアを採取し，その濃度分布

から�����発生源の特定を試みた。その結果，�����

製造工場の下流側およびプラスチック成型工場団地の下

流側においてそれぞれ上流側よりも高濃度の�����が

検出された。また湾内の表層底質について，河口から沖

合にかけて�����の距離減衰が確認された。広島湾内

で採取した底質コアの�����濃度推移は近年にかけて

濃度上昇が見られ，１９９９年の層で最大濃度２．３����が

検出された。

　次に，����の製造から廃棄に至るまでのマスフロー

と排出係数を設定することによって，����製品からの

環境中への排出量を推定した。同時に都市ごみ焼却由来

の����排出量も推定した。排出シナリオの不確実性を

考慮し，����，���シナリオを設定した。その結果，

＃１６９，＃１８９，＃１２６などの異性体はごみ焼却由来の

寄与が大きいことなど異性体による発生源の違いを示す

ことができた。�����に関しても同様の排出シナリオ

を設定した。その結果，廃棄された難燃化製品の解体等

による�����排出量が大きい可能性が示唆された。さ

らに，底質コア中濃度推移についてモデル予測値と実測

値を比較することによって排出シナリオの妥当性を検討

した。�����に関しては，実環境の底質コアにおける

最表層に向かっての濃度上昇がモデルにおいても表現さ

れた。

〔備　考〕

共同研究者：高月　紘（京都大学）・山崎秀夫（近畿大

学）・田辺信介（愛媛大学）

（９）残留性有機汚染物質（����）を含む廃棄物処理

に関する調査研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０３��３０６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・野馬幸生・滝上英孝

〔期　間〕平成１３～１５年度�２００１～２００３年度）

〔目　的〕残留性有機汚染物質（����）に関するス

トックホルム条約や我が国の���廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法など，最新の国際，国内動向

を踏まえながら，����廃棄物の排出実態の把握や処理

基準の策定等を進めるために必要となる科学的知見の収

集整理や調査検討を行うことにより，����廃棄物の適

正処理の推進に資することを目的とする。研究目標とし

ては以下を設定している。

　平成１３年度　����発生源の把握に取り組む。���

を中心に非意図的副生成����等の排出実態の把握を行

う。����廃棄物の収集運搬，保管に関する技術的事項

の整理を行う。

　平成１４年度　物質循環・廃棄過程における����存在

状況の把握に取り組む。非意図的副生成����等の排出

実態の把握及び現存量の推定を行う。����廃棄物の処

理処分基準に関する技術的事項の整理を行う。

　平成１５年度　����廃棄物の処理基準策定に資する

技術的事項の整理を行う。現時点では����条約の対象

となっていない重要な残留性汚染物質への対応方針につ

いて検討する。

〔内容および成果〕

　本年度の研究内容としては次の通りである。

（１）廃農薬系����廃棄物処理，並びに非意図的に副

生成する����の発生制御に関連する情報として，

����の環境挙動に関する文献調査を行う。����条約

が規定している１２物質のうち����農薬９物質（アル

ドリン，ディルドリン，エンドリン，クロルデン，ヘプ

タクロル，ヘキサクロロベンゼン，トキサフェン，マイ

レックス，���）を調査対象物質とし，����の環境中
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濃度，環境負荷量に関して環境媒体及び����ごとに分

類，整理を行う。

（２）非意図的副生成����等の存在に関する実態調査

を行う。非意図的副生成����等（主に���を対象と

する）について，����のインプット，施設内での物質

挙動，排出量を測定し，システムにおける����物質と

副生成物の挙動及び環境負荷量に関する調査を行う。

（３）廃農薬系����の処理技術を対象として，さまざ

まな汚染物形態への適用性や環境負荷量の視点から比較

考察，評価を行い，当該処理技術に係る基準の設定に資

する技術的な留意事項の整理を行う。

　本年度の調査研究を実施し，下記のような成果を得

た。

（１）����発生源に関する文献調査：

　����農薬９種に関し，文献検索を実施し，約６８０件

の文献抄録を抽出し，調査に用いた。水質，底質，土

壌，大気，生物相に分類し，媒体別に濃度データをまと

め，濃度分布帯についての情報を得た。また，個別濃度

データに付帯する情報を整理し，廃棄物汚染源との関連

情報について生成・起源に関する情報を抽出，整理した。

（２）非意図的副生成����等の存在に関する実態調

査：

　本調査は，物質循環，廃棄過程における非意図的副生

成����の存在量把握，対策のための基礎資料を提供す

ることを目的に，廃棄物処理施設やその他の再生資源処

理加工施設等を主体に施設選定を進め，����の投入，

発生量および，施設内での物質挙動，排出量について測

定，調査を行った。

　本年度の調査対象施設については，国内で大規模な焼

却炉を有する産業廃棄物処理施設，および製造過程での

蒸留残渣中に���を含むとみられるテトラクロロエチ

レンの製造工場の協力を得て，それぞれ投入産業廃棄物

の焼却過程，蒸留残渣の焼却過程における各ポイントで

試料採取を実施し，����数物質について物質収支を把

握すべく調査を行った。調査結果より，事業所ごとに

���の排出量，排出原単位について推定を行い，国内，

世界スケールの���の排出量推定インベントリと比較

を行った。

（３）廃農薬系����の処理技術についての技術的な留

意事項：

　主に環境省水環境部及び農林水産省で検討中の廃農薬

系����の処理技術を対象として，さまざまな汚染物形

態への適用性や環境負荷量の視点から比較考察，評価を

行い，当該処理技術に係る基準の設定に資する技術的事

項の整理を行った。廃農薬系����処理量に対する排ガ

ス量，排水量，処理残渣量等より����成分ごとの収支

計算を行い，各工程における分配割合と分解率を算出し

た。この算出値より，����成分ごとにシステム全体で

の分解率がバーゼル条約の技術ガイドラインドラフトで

提唱している９９．９９９９％を達成できているかどうかを確

認し，分解率９９．９９９９％を達成するために必要な処理投

入量と定量下限値を試算した。また，廃農薬系����廃

棄物処理に適用することが可能と考えられる各処理技術

毎に，処理施設の構造，維持管理上の留意点について整

理を進めた。

〔備　考〕

環境省廃棄物・リサイクル対策部からの受託調査研究と

して実施

（１０）人工衛星による不法投棄等の監視システムに関す

る研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０５��２３９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕大迫政浩（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・田崎智宏・森口祐一・田村正行・

酒井伸一・松井康弘・川畑隆常

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕廃棄物の不法投棄等を未然に防止するととも

に，不法投棄等の不適正処理が行われた場合には，早期

に発見し速やかな対応を講じることが生活環境保全上の

支障を防止する観点から重要である。本研究は，不法投

棄等の状況を効率的に監視できるよう，人工衛星を活用

した不法投棄等監視システムを開発することを目的とす

る。具体的には，人工衛星による監視エリアを事前に絞

り込み衛星監視の効率化を図るための地理情報システム

（���）を用いた要監視地域のゾーニングシステム，人

工衛星により撮影した画像の解析によって高精度に投棄

箇所を識別・検出するための投棄箇所検知システム，お

よび自治体の実務を効果的に支援するための衛星監視業

務運用システムの設計・構築を行う。また，これらの目

的を達成するために各種の基礎調査を行い，必要な情報

の収集・整理も併せて行う。

〔内容および成果〕

　まず，基礎調査として，投棄物のフローについてヒア

リング調査等を行い，フローのパターンとその関連要因

に関する構造化を行った。また，不法投棄現場６００件以

上の位置情報ならびに地理属性情報をデータベース化し

た。
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　次に，これらの情報をもとに，不法投棄要監視地域の

ゾーニングを行った。ゾーニングは，２５�メッシュ単

位で関東圏域を対象に行うこととし，①投棄件数　②投

棄規模　③投棄物の物流に着目した３種類の方法を検討

した。その結果，①については人口密度，森林縁距離，

地形分類，主要道路距離，道路距離，所得，失業率の７

因子を採用し，前年度より精度の高い推測結果を得るこ

とができた。監視地域を全域の２０％に絞り込んだ場合

の不法投棄場所の網羅率（全不法投棄件数に対する監視

地域内の不法投棄件数の占める割合）は約５０％となっ

た。②については，２つの方法を試みたが①を規模ゾー

ニングに適用した場合より大幅な精度向上が図れないこ

とが分かった。③については，不法投棄現場に持ち込ま

れた廃棄物の移動距離・時間のデータを収集し，関東圏

域の廃棄物排出源とその中間処理場における排出量・処

理能力量の重心をそれぞれ求め，そこから廃棄物の到達

可能地域を推測した。この結果と①の結果を組み合わせ

て解析し，投棄物の物流と投棄場所の双方を考慮した

ゾーニング結果を得た。

　人工衛星を用いた投棄箇所検知については，前年度の

検討において可能性が高いと考えられた前兆行為として

の森林伐採を検知する方法について，多時期の解析なら

びにバンド比演算を行い検知精度の向上を図った。ま

た，不法投棄現場の平面的な特徴や投棄物の特徴を検知

するために，空間周波数ならびに投棄物スペクトルの詳

細な解析を行い，森林地域以外での検知精度の向上を

図った。これらの成果を踏まえ，３県，各２回の検証試

験を実施した。既存不法投棄現場の検知精度ならびに新

規に検知された地点の地上パトロールを行い，その検知

精度を評価し，精度が十分でない検知方法についてはそ

の改善方法を検討した。

　衛星監視業務運用システムの設計・構築については，

検証試験時に衛星監視業務運用システムを構築し，イン

ターネットを介して自治体担当者に利用してもらい，そ

の有効性と問題点を抽出した。その上で，翌年度行う実

証試験に向けて，システムの改善設計を行った。

〔備　考〕

（１１）ダイオキシン類・���の分解処理とバイオアッセ

イモニタリング

〔区分名〕文科��革新的技術

〔研究課題コード〕０００２��２８０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・野馬幸生・滝上英孝

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕難分解性の残留性有機汚染物質（����）の

代表的物質であるダイオキシン類や���に対して，分

解処理技術の機構解明と包括的・簡易モニタリング手法

の確立を目的としている。具体的には，（１）毒性発現

機構とリンクした指標の確立　（２）分解処理機構の解

明　（３）分析の簡易迅速化と制御指標の検討を主たる

目標としている。

〔内容および成果〕

　本年度の研究として，５テーマを主体として実施し，

以下の成果，知見が得られた。

（１）廃木材関連試料のモニタリング：��������

（��������	
����������������������������������）バ

イオアッセイをバイオマス試料の����スクリーニング

に適用することを目的とし，廃木材及び廃木材より製造

される家畜敷料の調査を実施した。その結果，クレオ

ソート及び���で防腐処理された廃木材試料では，ク

レオソートの主要成分である����に加えて���及び

��������が高濃度に検出された。敷料においても一

部，�������の濃度が高く汚染源検索に努めるべき試

料が見つかった。これらの試料では，有機抽出後，４４％

硫酸シリカゲル加熱還流処理を行うことにより，夾雑成

分の影響を除いて，�������相当の��������	

が得られる見通しが得られた。

（２）ダイオキシン類含有フライアッシュの脱塩素化処

過程の機構解明とモニタリング：��������	を用いて

稼働中のフライアッシュ加熱脱塩素化装置の処理前原灰

と処理灰の１ヵ月間連続モニタリングを行った結果，試

料採取から分析までの全工程４日間のサイクルでモニタ

リングが可能であった。��������	でみると処理前

後で９９％以上のダイオキシン類除去効率が達成されて

おり，処理灰の分析値はほぼ０．０１��������以下で最

終処分場の搬入基準３��������を十分に下回る結果

が得られた。

（３）廃���の化学処理過程のバイオアッセイ：カネク

ロールや���含有鉱物油について紫外線分解法や����

触媒分解法，������分解法を実施し，経時採取試料に

��������を適用した。その結果，試料量を最大２５��

まで増やすことで総���濃度が���オーダーの処理試

料（毒性当量値にして１��������を切るレベル）ま

で�����で対応するモニタリングが可能であった。

���＃１１８モノクローナル抗体を用いた�����は，カ

ネクロールの各種類について＃１１８濃度相応の検出が可

能であり，保管���の簡易測定への適用見通しがつけ
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られた。

（４）廃���の化学分解処理機構の解明：����触媒を

用いた水素化化学処理，及び紫外線分解法による脱塩素

化処理により，���製品中主要異性体（単品及び複数）

を出発物質として分解処理実験を行った。紫外線分解法

では，反応経路は脱離する塩素に隣接する塩素の数や，

フェニル基上の塩素数などによって決まることが示唆さ

れた。����触媒分解法では，立体的な障害の少ない塩

素が反応を受けやすい傾向にあった。両処理とも，二種

類の���異性体を混合分解した場合，それぞれの異性

体単体の経路を単純合成した結果が得られた。

（５）薬物代謝酵素誘導系を用いたバイオアッセイの環

境生態研究：バイカルアザラシはダイオキシン類や

����・����など高濃度の����を体内に蓄積し，その

体内残留濃度は肝臓中の���１・２ファミリーや

�����の発現レベルを変化させるほどの汚染レベルを

示した。���および���情報伝達系や異物代謝酵素系

の撹乱とバイカル湖でみられた本種の大量死および奇形

などの異常との関連が示唆された。また，血中��レベ

ルが減少し，脳や神経系などに影響が及んでいる可能性

も考えられた。

〔備　考〕

研究代表者：酒井伸一（循環型社会形成推進・廃棄物

研究センター）

共同研究機関：京都大学・愛媛大学他１２機関

共同研究者：高月　紘（京都大学）・田辺信介（愛媛大

学）他

（１２）不法投棄廃棄物等に含まれる化学物質の包括的計

測手法の開発に関する研究

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０２０４��４３６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕鈴木　茂（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・安原昭夫・松永充史

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕不法投棄等による発生起源，化学組成の不明

な廃棄物について，（１）応急対応策のため短時間に廃

棄物に含まれる化学物質の概要を把握するための簡易な

計測技術の開発　（２）最終的処理方法決定や処理後の

経過観測等のため，廃棄物の化学物質組成を詳しく分析

する高度計測技術の開発を行い，不法投棄等による廃棄

物中の化学物質を総合的に把握する。

〔内容および成果〕

（１）「包括的計測」の試料採取のために，危険性有害

性試料の採取手順を定めた不法投棄廃棄物試料採取マ

ニュアル案を開発，提案した。

（２）廃棄物関連試料中化学物質の簡易計測方法の基礎

検討として，（２）�１����，クロルデン，クロルピリ

フォスについて，薄層クロマトグラフ（���）での選

択性，感度を評価した。有機塩素検出試薬では３，３�，

５，５�����������	
���������（����）が，有機リン検

出試薬では４�（４���������	
�）��������（���）が良好

な結果を与えた。家屋の床下建材から２６年前に使用し

たと思われる有機塩素（クロルデン）を検出した。

（２）�２������および���による発色とカーボンモレ

キュラーシーブミニカラムによる分離を検討し，

「���，クロルデン，クロルピリフォスの簡易分析法の

暫定案」を提案した。

（３）廃棄物中化学物質の９割以上を占める難揮発性化

学物質の分析法開発として，液体クロマトグラフィー質

量分析法（�����）による検討を，水系試料を基本に

実施した。（３）�１�廃棄物関連化学物質の分析法開発と

検証に主眼を置いた�����の研究では，テトラブロモ

ビスフェノール�（������）など主要なプラスチック

難燃剤６物質を廃棄物処分場浸出水から検出する手法，

イソキサチオンなど要監視項目の農薬類４物質を浸出水

から検出する手法，��������など水溶性化学物質を浸出

水から検出する手法を開発した。さらに開発した分析法

を用いて浸出水を調査し，������が埋め立て終了後

長期間浸出し，プラスチック汚染のひとつのマーカーと

なることを明らかにし，浸出水中の未知物質検索に適用

して，プラスチック可塑剤，界面活性剤などを検出し

た。（３）�２�抽出分画法の開発に主眼を置いた�����

の研究では，水�オクタノール分配係数（������），分

子量，官能基が異なるモデル化合物を浸出水などのマト

リクスに加え，固相抽出，溶媒抽出・����による分画

法について研究を行った。������が概ね�１以上のモ

デル化合物は，これら３種類の方法すべてで抽出され，

������が�１より低いモデル化合物は，グラファイト

カーボン，ビニルピロリドンポリマーに比較的よく抽出

されたが，一部の化合物は水溶液の画分に残ることが明

らかになった。（３）�３�検出技術の開発，応用に関する

�����の研究では，大気圧化学イオン化（����），エ

レクトロスプレーイオン化（���）による約１００物質に

ついて感度を評価した。無感度，低感度の物質について

��������	
��	���������	����������（����）法（特 願

２００２�１８４６２２（平 成１４年 ６ 月２５日）を 検 討 し，
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���������	，１，３���������	�
	�	，��������		�
など

２０物質で従来の数倍から数百倍の感度を得た。また，

大気圧光イオン化（����）法は��メチルカルバメート

系農薬で従来と同等以上の感度が確認された。

（４）廃棄物主要成分の定性分析法として（４）�１�

�������，���に よ る 浸 出 水 中 有 機 化 合 物 の

����������	���
�を検討し，浸出水中有機化合物の主成

分は９０％以上がイオン性を持ち，分子量分布が広いこ

とが示唆された。（４）�２�誘導体化������による３８

種類カルボニル化合物のヒドラゾンの����������	���
�

を検討し，分子量は把握できるが，��スペクトルの多

くはヒドラゾン骨格に由来し，構造をあまり反映しない

と判断された。

（５）揮発性・半揮発性有機化合物を対象としたガスク

ロマトグラフ質量分析法（�����）の廃棄物試料への

応用方法を検討し，分析マニュアルを提案した。（５）�

１�加熱脱着�����による方法を開発し，プラスチッ

ク関連製品中の１８種の化学物質を検索した。（５）�２�

�����による揮発性および半・中揮発性有機化合物の

系統分析法では，（�）パージトラップ�����又はヘッ

ドスペース�����による約７０種の揮発性有機化合物

の分析法　（�）水蒸気蒸留・�����による約６０種の半

揮発性有機化合物の分析法　（�）溶媒抽出又は固相抽

出による約２５０種の中揮発性有機化合物の分析法　（�）

溶媒抽出又は固相抽出による９種の水溶性有機化合物の

分析法について提案した。

　次年度研究に向けて，廃棄物の燃焼などで発生が懸念

されるクロロフェノール，ビスフェノール�，アルキル

フェノールの�����による大気分析法を開発した。

〔備　考〕

共同研究機関：神奈川県環境科学センター・大阪府環境

情報センター・大阪市立環境科学研究所

（１３）最終処分場管理における化学物質リスクの早期警

戒システムの構築

〔区分名〕環境��廃棄物処理

〔研究課題コード〕０１０３��２７９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕山田正人（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・井上雄三・安原昭夫・酒井伸一・

大迫政浩・鈴木　茂・山本貴士・滝上英孝・

毛利紫乃

〔期　間〕平成１３～１５年度�（２００１～２００３年度）

〔目　的〕化学物質汚染への関心の高まりによる住民の

不安感により，ごみ焼却施設や最終処分場等の廃棄物管

理施設の設置や運営が困難になっている。処分場管理に

おいて増加する分析費用は自治体を圧迫し，リスクに応

じた適正な対策のために，包括的で迅速かつコスト負担

の少ないリスクポテンシャルの把握法が希求されてい

る。従来の個別化学物質分析に対し，予防原則に基づく

環境リスク管理手法は，優先管理すべき「場」と「化学

物質群」の絞込み，予測不能な複合毒性のカバー，予防

的対策発動の判断基準，リスクコミュニケーション機能

を期待される。本研究は，より精緻かつ合理的なリスク

管理を目指し，①優先管理すべき化学物質の順位付け

（ランキング）「循環・廃棄物分野における化学物質プラ

イオリティリスト」を作成　②生化学，生物試験の計測

技術を現場監視に適合させ，指標の総合性と不確実性に

配慮して対象環境や施設特性，要求に対応した試験の最

適な組みあわせ（テストバッテリー）と結果の総合化手

法を検討　③予防的かつ合理的な対策発動の基準値（ア

クションレベル）を設定からなる最終処分場における

「早期警戒システム」の構築を目的とする。規制物質に

対する検知・監視手法の総合化であるとともに，未規制

物質によるリスクをすくい上げるものである。

〔内容および成果〕

　本年度は初年度までのランキング対象化学物質選定手

法の改良及び����本施行データ（平成１５年３月２０日

公開）による更新と，浸出水，処理水への一般水質，有

機・無機化学分析，２０種余りの生物試験の適用，浸出水

特有の試験系への阻害物質対策の検討に加え，結果のス

コアリング，バッテリー化の試案を行った。

　化学物質プライオリティリストの作成：���������	

����と����対象物質から行っていた物質選定を，より

広く設定するため，アルゴリズムは��������を参考と

し，����及び����対象物質の選定に使用されたスコ

アファクター（毒性と曝露ポテンシャル）より，発ガン

性：２，変異原性：１，生殖毒性：３，生物濃縮ポテン

シャル：３，残留性：３，生態毒性：３としてスコアリン

グを行った。よって前年度はパイロット事業����化合

物中で���������に挙げられた１３２�１７８物質であった

が，本年度は本施行３６５物質を対象として総得点ランキ

ングが得られる。

　浸出水の分析結果：５処分場，６回の採水による１４試

料を対象とした（初年度より継続）。化学分析（一般水

質・無機元素・イオン・吸着型全有機ハロゲン（���）・

フェノール・フタル酸エステル・有機酸）より，無機成

分はほぼ全体像を把握，アルカリ金属，アルカリ土類金
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属が主要成分であり，有害金属の濃度は極めて低く，二

酸化炭素の考慮によりイオンバランスが釣り合う。浸出

水で全有機炭素（���）が１００����以上を示し，今回

の分析では有機物の１～数％が把握できるのみである。

���と全リン，全リンと全窒素の間には高い相関が

あった。１，４�ジオキサン，ノニルフェノール，ビス

フェノール�，ジクロロフェノール，１，４�ジクロロベ

ンゼンなどが常時検出されたが，多くは微生物分解を受

け，���は約半量にまで低減されることが判明した。

両生類初期胚，魚類，藻類，甲殻類，ならびに細菌によ

る試験で浸出水に検出された急性毒性は処理により低減

しており，類似の傾向が見られた。遺伝子毒性に関し，

生物個体を使用した小核試験，コメットアッセイで毒性

が検出可能であったが，急性毒性を示す試料では希釈が

必要である。一方細菌試験���試験では１０倍の減圧濃

縮が必要であり，センサー化の検討を継続している。魚

類ビテロジェニン誘導能試験では処理水で毒性が検出さ

れ，急性毒性，遺伝子毒性，内分泌攪乱性間に関連は見

られなかった。重金属，アンモニア，塩類と連動する試

験系においても，いくつかの試料にそれらで説明しきれ

ない毒性がみられ，また全般に有機分析結果との関連は

不明瞭である。周辺水環境への影響と地下水，水源を通

したヒトへの曝露の両者を想定しているが，処分場管理

のために，急性毒性，生態毒性では半数影響濃度（試料

％）遺伝子毒性，内分泌撹乱性では有意差水準を使用

し，３段階，５段階のスコアリングを行った。また以上

の試験を毒性カテゴリに分け，それぞれから試験を選択

することでバッテリー化が行える可能性を見いだした。

設備や費用，現場の要求や状況に応じて選択可能なバッ

テリーが望ましく，現場での実施者，監視者に解りやす

い指針作りの必要性が示された。

〔備　考〕

共同研究課題名：最終処分場における魚類を用いた浸出

水モニタリング系の開発（担当：長谷

隆仁）にも関連

研 究 代 表 者：山田正人

共同研究機関：静岡県立大学・岡山大学・東京大学・

富山県立大学・北里大学・神戸商船大

学・福岡大学・埼玉県環境科学国際セ

ンター

（１４）廃棄物の生態毒性評価のための溶出試験法の検討

と水生生物試験の適用に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した

総合リスク制御手法の開発に関する研究

〔担当者〕毛利紫乃（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・山田正人・大迫政浩

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕国際的に生態影響評価法標準化の流れがあ

り，廃棄物分野にも及んでいる。廃棄物の有害性を判定

する現行の溶出試験は重金属の人体影響を想定したもの

で，有機物を含めた固形廃棄物の総合的な生体毒性の評

価法の構築は急務である。本半期では生態毒性に適応し

た廃棄物溶出法確立のための課題の明確化を目標とす

る。

〔内容および成果〕

　廃棄物試料として飛灰，底灰，シュレッダーダスト，

混合破砕物分別残さ，木チップ，石膏ボードに対し，環

告１３号（産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法）に

準じた溶出試験を行った。甲殻類急性遊泳阻害，藻類成

長阻害，比較検討のための細胞毒性試験と重金属分析，

イオンクロマト分析の結果よりそれぞれの試験系で高感

度に検出される物質群が想定された。しかしながら重金

属ならびに塩類の分析値では説明のつかない毒性もみら

れ，生物試験の適用の必要性が示された。また全有機性

炭素（���）の溶出量は試料によって二桁以上異なり，

��，溶出時間をパラメータとした溶出実験では���は

初期��に依存するものの廃棄物によって全く異なる挙

動を示した。管理指標として全有機物の詳細分析が事実

上不可能であることからも，有機物に着目した毒性成分

の溶出挙動の追求の必要性が明らかとなった。

〔備　考〕

（１５）����汚染物，処理物の多角的なバイオアッセ

イモニタリング

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４５７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕滝上英孝（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成１４年度�（２００２年度）

〔目　的〕複数のバイオアッセイを活用した����（残

留性有機汚染物質）汚染物，処理物の多角的モニタリン

グを行う。

〔内容および成果〕

　����の毒性を総合的に評価するために，ダイオキシ

―�����―
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ン様活性を測定する��������	
��
�，エストロゲン

様活性を測定する��������	
��
�，甲状腺ホルモン

様活性を測定する����（�����������	�）����������		�


を研究に適用し，下記の３項目について主たる成果を得

た。

　１）�����������	
��
�の導入とバリデーションを実

施し，標準品では，臭素化難燃剤，ヒドロキシ����等

への結合親和性を確認した。

　２）����廃棄物及びその分解処理特性の評価とし

て，����分解処理法として先行する廃���の化学処

理４方法（有機アルカリ金属分解法，金属ナトリウム分

散体法，���触媒分解法，触媒水素化脱塩素化法）に

ついて処理過程における経時的モニタリングを行った。

いずれの処理法においても調製した安定画分（���，

ダイオキシン類を含む）のダイオキシン様活性は処理最

終物において１���������以下の活性値にまで低減し

ていることが確認できた。

　３）����環境汚染物の評価として環境底質（都市沿

岸域，河川）を対象としたダイオキシン様����の鉛

直，平面分布について調査を実施した。ダイオキシン様

活性を有するとされる２画分，���，ポリ臭素化ジ

フェニルエーテル含有画分と塩素化�臭素化ダイオキシ

ン類含有画分を調製し��������を実施したところ，

全般的にバイオアッセイ値は前者では底質乾重あたり数

��������，後者では数十��������となっており，

化学分析���と非常によく対応する結果が得られた。

また，エストロゲン活性については汚染底質数種の上述

調製画分を用いて調査を行ったが，アゴニスト，アンタ

ゴニスト作用は検出されなかった。

〔備　考〕

共同研究者：�����������	
���（オランダ���������	

�����������	�
�������
��
������	
����

����）

２．４　汚染環境の浄化技術に関する研究

（１）窒素・リン除去・回収型技術システムの開発に関

する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４０９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・岩見徳雄・板山朋総・

井上雄三・山田正人・西村和之

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕し尿や生活雑排水等の液状廃棄物処理におい

て，窒素，リンなどの栄養塩類を高度に除去し，かつ，

派生する汚泥の適正な処理を行うことは，湖沼の富栄養

化を防止する上で極めて重要な課題である。一方で，リ

ンは枯渇する資源であり，１００％を輸入に頼っている我

が国では，将来的に入手が困難となり食料安全保障の観

点からも深刻化が予想される。そこで，リンについては

排水や派生汚泥からの回収を念頭においた処理技術の開

発が不可欠となる。本研究では，リン除去・回収を可能

とし窒素除去にも効果的な高度処理システムの開発及び

システムの効果的普及における衛生学的配慮として消毒

等の維持管理技術システムを含めた開発研究を推進す

る。

〔内容および成果〕

　浄化槽からのリン排出低減とリン回収資源化の両立可

能な高度処理技術を確立するために，し尿処理に対して

ハイドロタルサイト（����）系化合物を基材としたリ

ン吸着剤，合併処理浄化槽に対してはジルコニウムフェ

ライト系化合物を基材としたリン吸着担体を用い，吸脱

着特性などの基盤データの取得を図った。さらに，合併

処理浄化槽においては，土浦市のモデル地区に設置され

た１６基の浄化槽（５～７人槽）の後段に担体充填量を

５人槽で約５０��，７人槽では約７０��に設計されたリ

ン吸着担体充填カラムを設置して，合併処理浄化槽の性

能目標を���１０������，���１０������，���１����
��として実際の浄化槽からのリン除去�回収実験を行

い，高度処理と高回収化を図る上での適正操作条件につ

いての実証研究を実施した。

　合併処理浄化槽に比べ高濃度にリンを含むし尿処理施

設の処理水において，����は��５．５以上で安定なリ

ン除去能を示し，飽和吸着容量は５０．８��������となっ

た。����のリン吸着に対して塩素イオンは１０００���

����
��，硫酸イオンは２００��������までの濃度で影響が

小さく，かつ，硫酸イオンが２４０～３００��������の場

合でも硫酸イオンよりオルトリン酸の方が優先的に吸着

されることがわかり，し尿処理水への適用性の高いこと

が示された。

　合併処理浄化槽による実証研究の結果，各家庭の家族

構成，生活様式などにより浄化槽に流入する水量負荷は

大きく異なるものの，各人槽比において処理水質として

���１������を約４ヵ月間達成可能なことが実証され

た。こうして，リン吸着担体充填カラムを付設すること

により，リンの排出低減が極めて効果的に達成できるこ

とがわかった。また，リン吸着坦体を充填したカラム内

―�����―
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における上層，中層，下層のリンの吸着破過状況を調べ

たところ，いずれの層においても均一に８．７�������

担体��のリンが吸着されており，室内実験で同様にして

行ったモデル実験の結果とほぼ一致する吸着量が示さ

れ，実証試験においても設計どおりの性能が得られるこ

とがわかった。また，ジルコニウムフェライト系担体を

用いた吸着脱リン法は，窒素，リン除去能を有さない既

存の合併処理浄化槽に対しても導入可能で，循環脱窒法

との組み合わせ改造を行うことで窒素，リンの除去性能

を向上させ���１０������以下，���１０������以下，

���１������以下の処理水質の維持可能なことが明らか

となった。

　ジルコニウムフェライト系のリン吸着担体の脱着原理

は，可逆的なイオン交換，すなわち，アルカリ領域で吸

着しているオルトリン酸イオンが水酸イオンと交換し脱

離することにある。この原理を利用して，��７付近で

排水中のオルトリン酸イオンを吸着し，後に水酸化ナト

リウム溶液を用いてオルトリン酸を脱離させ，その脱離

液からオルトリン酸をリン酸ナトリウム塩として晶析さ

せ，その結晶を回収するというリン回収工程を考えた。

つぎに，適正なリン脱離方法を検討するために，リンの

吸着保持量として約９�������担体��に調整した吸着担

体を用いて脱離実験を行った。その結果，脱離液として

７％水酸化ナトリウム溶液（以降脱離液と称す）が適正

な濃度であり，吸着坦体量（嵩として）に対して１０倍

量の容積（１０���）以上の水酸化ナトリウム溶液が必要

であることが明らかとなった。さらに，脱離液使用量の

ミニマム化を図るために，リンの脱離率と脱離液の繰り

返 し 使 用 量 を 検 討 し た。す な わ ち，脱 離 液 を

１０，２０，３０���用いて担体からリンを脱離させた場合の

リン脱離率と，それぞれの���量において，一度使用し

た脱離液をリンの晶析させずに再び脱離に用いる場合の

繰り返し使用回数と脱離率の関係を調べた。その結果，

１０���における脱離率は初期が７８．２％，３回目では

６３．５％となり繰り返し使用回数が増すごとに脱離率の低

下が顕著であった。一方，２０，３０���における脱離率の

低下は１０���ほど顕著ではなく３回繰り返し使用時の

平均脱利率は２０���で８４．７％，３０���では８５．５％とな

り，脱離率の目標値を８５％程度に設定した場合，脱離

液の使用���量は２０程度で，３回は繰り返し使用可能

なことがわかった。

〔備　考〕

共同研究機関：筑波大学応用生物化学系・武田薬品工業

（株）・（社）茨城県水質保全協会・早稲田

大学理工学部・（財）茨城県科学技術振興

財団・（財）日本建築センター・埼玉県環

境科学国際センター

（２）浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発に

関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４１０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・岩見徳雄・板山朋総

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地域におけるエネルギー消費の低減および物

質循環の効率化を図る上では，窒素除去，リン除去回収

型の高度処理浄化槽や汚水処理施設などにおいて浄化機

能を安定化・高効率化させる上でのシステム管理技術は

必要不可欠である。とくに，浄化性能の適正管理を支援

する技術としての有用微生物の検出方法および定着促進

方法，窒素，リンの簡易測定方法などを開発するととも

に，それらを活用した管理技術の確立は，我が国のみな

らず開発途上国を含めた環境行政や管理現場サイドから

も強く要望されている。そこで，浄化槽や汚水処理施設

などの生物処理システムにおいて有用生物としての窒素

除去の中核を担う硝化細菌に着目し，生物膜や生物付着

担体などにおける硝化細菌群の時間的，空間的分布，さ

らには，作用や機能についても検出，測定できる免疫学

的手法，分子生物学的手法を開発し，これらの手法と試

験紙などの管理現場において迅速に窒素，リンの測定が

可能な手法と併用しつつ相補的解析を行い，適正管理手

法の開発につながる知見を得ること，有用微生物の定着

促進手法などを開発し，活用することで浄化槽などの分

散型液状廃棄物処理システムにおいて常時安定な浄化性

能を維持し，処理水質の向上を図るための基礎および応

用技術を確立することを目的として研究を推進する。

〔内容および成果〕

　浄化槽や汚水処理施設において，窒素除去を担う有用

硝化細菌群の時間，空間動態を分子生物学的手法として

の競合�����法を用いることで，迅速かつ容易に硝化

細菌群を検出する基礎技術を確立し，現場における硝化

活性の迅速かつ的確な診断ツールとしての適用を検討し

た。その結果，硝化細菌群としてアンモニア酸化細菌と

亜硝酸酸化細菌のそれぞれの菌体破砕物を抗原としてマ

ウスに投与し，ハイブリドーマ作成およびスクリニーン

グ過程を経て目的とする硝化菌の表面抗原を認識するモ
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ノクローナル抗体を得ることに成功した。さらに，この

抗体と活性汚泥中の他の細菌群とのクロスリアクション

を検討した結果，この抗体は硝化細菌を検出する特異性

を持つことが分かり，混合微生物生態系中の硝化細菌を

認識する上での有効性が確認された。この抗体を硝化細

菌の定量化に適用させるために競合�����法にて活用

し，公定方法としての���法による硝化細菌の定量化

手法との測定精度を比較した結果，高い正の相関が得ら

れ，実際の生物膜法，活性汚泥法などの生物処理におい

て硝化細菌の時間動態を定量化する有効な測定手法を開

発することができた。この手法を用いて生物膜において

アンモニア酸化細菌と亜硝酸酸化細菌の各分布構造の簡

易的な認識を可能とするために，抗体に２色の蛍光マー

カーを付与した二抗体サンドイッチ�����法を検討し

た。その結果，各硝化細菌が異なった蛍光色でラベルさ

れ，坦体中や表面近傍の硝化細菌群の分布構造を観察す

ることに成功した。また，実際の包括固定化坦体におい

て，硝化速度の上昇とこれらの硝化菌群の空間分布の変

化についての相関を測定することに成功した。さらに，

アンモニア酸化細菌の検出法として機能遺伝子をター

ゲットとした����������	法を検討し，この手法により

硝化細菌の個体数のみならず活性度を適正に評価できる

可能性を見出すことができ，現場の汚水処理機能の評価

に極めて有効な知見を得ることができた。

　また，処理水の透明度向上と汚泥減容化に有効な輪虫

類���������	
������������の定着促進による水質改善

効果を実際の浄化槽で検討した。その結果，浄化槽の運

転開始時に���������	
������を増殖促進成分（米糠抽出

物）とともに添加することで，その個体を２週間程度で

１０��������に担体内へ高密度定着化できること，個体数

の減少時には増殖促進成分を添加することで再び高密度

定 着 化 が 図 れ る こ と が わ か っ た。 さ ら に，�

���������	
������の増殖に対応して懸濁物の顕著な減少

が確認され，���������	
������の増殖が水質改善に極め

て有効であることが示唆される結果が得られており，実

用化に対しての目途を得ることができた。

〔備　考〕

共同研究機関：早稲田大学理工学部・筑波大学応用生物

化学系・筑波大学農林工学系・東京農業

大学応用生物科学部

（３）開発途上国の国情に適した省エネ・省コスト・省

維持管理浄化システムの開発に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４１１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・岩見徳雄・板山朋総

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕し尿や生活雑排水等の液状廃棄物に対して，

エネルギー消費の低減および省コスト，省維持管理シス

テムをアジア太平洋地域の開発途上国も視野に入れた各

国，各地域に移転可能な技術として開発することは，国

際的な自然環境保全と生活環境の改善に責務を負う我が

国の重要な課題であると考えられる。そのなかで自然生

態系の持つ浄化能力を有効に活用し，また，自然の持つ

物質サイクルとも協調が可能な土壌・湿地等の生態系に

工学を組み込んだ生態工学は，最も有望な技術として着

目されている。そこで，開発途上国の国情を考慮し，低

コスト化を図ることが可能な生活排水等の液状廃棄物の

処理と，さらには資源リサイクルの理念を開発途上国に

も普及させる目的で，資源化と浄化の両立化可能な食料

生産を兼ねた水耕栽培，水生植物による浄化方法および

ラグーンにフィッシュポンドを組み込む等による窒素や

リンなどの資源サイクルを確立することを目的とし研究

開発を推進している。

〔内容および成果〕

　藻類が発生した湖沼水を水生植物で浄化する植栽浄化

実験をタイ王国における一般的な食用野菜のクウシンサ

イ（別 名：パ ッ ク ブ ン，��������）と ク レ ソ ン

（�����������）を用い，タイの汚濁池の浄化能力，野

菜の刈り取り量，収穫した野菜中の重金属類について検

討するために，タイの������������	�
����
��������

（���）内に設置された，傾斜１�１００，縦１０�，横２�の

水路５本のうち２本を用いて実施した。原水は���内に

ある汚濁池の水を用いた。４月より植栽を行った後，実

験を５月８日より開始し１２月１８日には終了した。水量

負荷はクウシンサイ水路，クレソン水路ともに高水量負

荷の１．５��������������で行い，水のサンプリングは約

２週間に１回行った。５月２４日と８月２９日に刈り取り

を行った。実験期間中の汚濁池水の平均水質は，���

約２７�������，��約２２�������，���約０．１１�������，�

�����約０．２６１�������
��であった。測定項目は，水路へ

の流入水と流出水の��，���，���，�����，��，

��および気温とした。

　タイでの植栽浄化実験の結果，クウシンサイ水路にお

ける���，��，���除去率はそれぞれ２６，２３，３８％，

クレソン水路では，それぞれ１７，１０，２９％となった。
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これらのデータから除去速度を算定するとクウシンサイ

水路は ���，��，���それぞれ１０，１４，０．０３４���

��
��
���

��， ク レ ソ ン 水 路 で は そ れ ぞ れ ８．３，�

１０．８，０．０２２������������となった。各水質項目ともに良

好な平均除去速度を示した。とくに���は，１０�����

�
����

��以上の高い浄化能力を示すことが明らかとなっ

た。ここで，３ヵ月間におけるタイと日本とのクウシン

サ イ の 収 穫 量 を 比 較 す る と， タ イ は ５，０６０���

��
��，日本では４，９７８������となり，大きな差は見られ

なかった。

　収穫した植物中（乾燥重量中）の��，��，��を測定

した結果，クウシンサイの含有する��，��，��はそれ

ぞれ０．０６４，０．００５，０．０５４��・�����，クレソンの含有す

る��，��，��はそれぞれ０．０９６，０．００４��・�����および

��であった。この値は日本における一般野菜中の含有

量とほぼ同等であり，食用として安全であることが判明

した。ここで，クウシンサイの市場価格と実験で得られ

た単位面積当たりのクウシンサイの生産力から生産額を

推算すると，１，０００��当たりの収穫物の売り上げは，約

８２万バーツとなり，１，０００��当たりの水耕栽培浄化施設

の初期建設費用６２万５千バーツをクウシンサイの市場

売り上げにより賄うことが十分に可能であると考えられ

る。

　以上の成果から，エコエンジニアリングとしての可食

性植物を用いた浄化システムは水路建設費など，一定の

初期コストは必要ではあるものの，その後の維持管理は

極めて省コスト，省エネであり，また食料生産などの経

済的な付加価値も期待できることから，これまで高コス

トのために導入が困難であった開発途上国への窒素，リ

ン負荷削減対策のための技術導入策として極めて有望で

あると考えられる。今後は，これまでの研究成果を踏ま

え，水耕栽培の植栽密度や収穫頻度，害虫制御など諸管

理条件の適正化と浄化機能の効率化に加え，東南アジア

で有効なラグーン浄化システムの生態学的解析として，

とくに本システムに魚類など高次捕食者が加わった場合

の窒素，リンなどの物質フローへの影響と汚泥減量化に

対する検討，さらに，食料生産を考慮した場合の安全性

評価などを重点課題として研究の進展を図るものとす

る。

〔備　考〕

共同研究機関：東京農業大学応用生物科学部・東北大学

工学研究科・埼玉県環境科学国際セン

ター・（財）茨城県科学技術振興財団・中

国環境科学研究院・韓国国立環境研究院・

タイ王国���・����・ベトナムハノイ

大学・貴州省環境科学研究所・無錫市環

境科学研究部

（４）バイオ・エコと物理化学処理の組合せを含めた技

術による環境改善システムの開発に関する研究

〔区分名〕政策対応型

〔研究課題コード〕０１０５��４１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・岩見徳雄・板山朋総

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕バイオ�エコエンジニアリングによる処理の

限界を考慮した場合，物理化学的処理との最適な組み合

わせによる窒素，リンの除去高度処理と資源化プロセス

の要素技術を開発するとともに，負荷削減および資源循

環の両立を図るための経済評価，有毒アオコ発生機構な

どの生態学的知見をもとにした各処理・対策技術の負荷

削減効果の評価および負荷削減と対費用効果との解析�

評価に基づく地域特性に応じたベストミックス化システ

ムをそれらの整備に係わる行政制度のあり方を含めて提

案することは極めて重要な課題である。本研究では，物

理化学的処理の要素技術として電気化学的処理パイロッ

トプラントを開発して実証試験を行い，効率的な有機

物，窒素，リン除去のための電極の選定，運転操作パラ

メーターの検討を行い基盤的知見の収集を図るととも

に，確立されるバイオ・エコエンジニアリングシステム

としての高度合併処理浄化槽，食物残滓破砕物に対応可

能な処理プロセス，植裁・土壌浄化プロセス等および物

理・化学的処理等についての性能評価としての藻類生産

能力（���），湖沼シミュレータによるアオコ発生抑制

効果の解析評価技術を開発するとともに，地域の物質循

環等を考慮に入れた地域特性に応じた最適整備手法を確

立することを目的とし研究を実施している。

〔内容および成果〕

　物理化学処理装置として，２つの反応槽（反応槽１，

反応槽２）と，沈殿槽の組み合わせた処理水量

７．２�������の電気化学的処理パイロットプラントを開発

した。反応槽１と２に酸化金属����電極を設置し，反

応槽１の電極に低電圧を与えることで・��ラジカルが発

生し，反応槽２の電極に高電圧パルスを与えることで，

非常に反応性が高い・��ラジカルが発生している。こ

れらのラジカルは酸化力が強い多くの分子種をカスケー

ド的に生成し，排水中の有機物と速やかに酸化していく
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ものと考えられる。これは鉄やマンガンなどの藍藻類の

発生に必要な金属イオンを可溶化させるキレート能を

持ったフミン等の難分解性物質も酸化処理が可能であ

る。また，リンに関しても安定した高効率処理が可能で

ある。これは電極反応によりリンが金属と化合し除去さ

れているためである。さらに，この原理を応用し鉄電極

を用いた電気分解リン除去装置を浄化槽の好気槽内に設

置することで生物処理のみでは困難な高効率リン除去の

ためのハイブリッド化システムについての研究を実施し

た。

　つぎに，近年，霞ヶ浦などで年間を通じて優占化して

いる糸状性ラン藻の発生に関する生態学的知見として，

藻類の増殖には窒素，リンのみならず，多種類の金属イ

オンが必要であることが重要と考えられている。なかで

も，鉄，マンガンなどは比較的多量に必要とされる。し

かし，これらの金属イオンは通常，湖水環境中では溶存

有機物と化合しキレート態で可溶化しており，ラン藻類

もこのキレート態の金属を利用するものと考えられてい

る。そこで，強いキレート能を持つ溶存有機物としての

����と���������	��属を用いその増殖と鉄，キレート化

合物およびリン酸との関係についての実験を行った。そ

の結果，一定濃度以上のリン酸添加は，多くの鉄がリン

酸鉄となり沈殿したため，���������	��属の増殖は抑制さ

れた。また，����濃度が高い場合にも���������	��属の

増殖は抑制された。これらの結果から，���������	��属の

増殖には����のような結合能の強いキレート作用を

持つ有機物が存在すると，鉄を利用することが難しくな

り，増殖が抑制されることが明らかとなった。また，弱

いキレートの存在は増殖を促進する可能性が示唆され

た。同じラン藻でも�����������属の場合には強いキレー

ト作用の溶存態有機物の存在により増殖が促進される。

このように鉄などの金属イオンに対するキレート能の違

いが優占種に影響を与えている可能性が高いことが判明

し，また，霞ヶ浦では場所により湖底の底泥から溶出す

る有機物に差があり，発生するラン藻類の種構成に影響

を与えている可能性も示唆された。

　以上の成果から，窒素，リン除去方式の高度処理シス

テムによる負荷削減対策に加え，キレート能の変化に着

目した有機物の削減対策も有毒アオコの発生につながる

ラン藻類の増殖抑制には必要であり，電気化学処理や浄

化槽などの生物処理とのハイブリッド化システムは，こ

の有機物分解とリンの削減を同時に実現できる有効な方

法であること判明した。今後は，水の藻類増殖能

（���）試験等とともに安全性試験を実施し，各処理シ

ステムの面的整備について，負荷削減効果とともに安全

性の側面からも評価することとする。

〔備　考〕

共同研究機関：筑波大学応用生物化学系・農林工学系・

（財）茨城県薬剤師会・中国環境科学研究

院・韓国国立環境研究院・タイ王国���・

����・ベトナムハノイ大学

（５）新世紀枯渇化リン資源回収型の総量規制対応シス

テム技術開発

〔区分名〕文科��産官学連携

〔研究課題コード〕０２０４��４２６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・岩見徳雄・板山朋聡

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕２１世紀において国民生活に欠かすことので

きない工業製品，化学薬品，農作物等の生産をはじめ重

要な資源としての世界のリン酸鉱石は１００年以内に枯渇

すると予測されている。一方で，内湾等の閉鎖性水域に

おける毒性物質等を産生する藻類の異常増殖の引き金と

なる制限物質の窒素・リンに対し，本年度より第５次水

質総量規制が実施されているが，ここでは資源循環型の

思想導入の重要性が国家的にも強く指摘されているとこ

ろである。それ故，リン除去技術の導入においては資源

としての回収，循環を重要な位置づけとすることが必要

不可欠である。

　本研究では上記の点を鑑み，生活系・事業場系排水等

の処理システムに，幅広い濃度のリンを含有する排水に

適用可能なジルコニウム系資材を活用した高効率リン回

収および再資源化システムをインプラント方式等の組み

込みにより，窒素・リンの規制強化に対応可能な高度排

水処理システムの開発を行い，資源循環型システムの構

築を目的として推進することとする。

〔内容および成果〕

　本年度は高効率リン回収・省コスト化ジルコニウム系

担体活用技術の開発および生活系・事業場系排水からの

吸着脱リンプロセスの運転，また，特にリン回収・再生

のための酸，アルカリ添加方法を中心に改良を行い，高

度リン回収技術の開発を目指すと同時に，リンを含有す

る余剰汚泥等の可溶化・リン資源回収システムの開発を

目標として実施してきた。これらの課題に対し，所期の

目標どおり推進できている。すなわち，サブテーマ１

「生活系・事業場系排水，汚泥からのリン回収プロセスの
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開発に関する研究」では，生活系・事業場系排水の生物

処理システムのリン含有水から効率的にリンを回収でき

ることが明らかになったと同時に，リン回収システムの

重要な技法として汚泥を硫酸酸性とすることでリンの溶

出が効率的に行われること，また溶出リンが効率的に吸

着できることが明らかとなった。サブテーマ２「回収リ

ン酸の肥料化・薬品化による資源循環型システムの構築

に関する研究」では，脱着液中のリン酸を精製度の違い

により肥料化・薬品化に選別する技法が明らかになった

と同時に，吸着リンの脱着のための適正な薬品量の選定

がおおむね明らかになった。サブテーマ３「吸着脱リン

プロセスを導入した環境低負荷資源循環型システムの実

用化に関する研究」では，高効率リン回収ジルコニウム

担体の開発によって，従来困難であった特異的かつ高効

率なリン回収および再資源化が可能となること，この担

体を用いた吸着脱リンプロセスを生活系・事業場系排水

に適用することにより，省コストかつ資源循環型の環境

低負荷プロセスの構築が可能となることをパラメータと

して汚水の性状，リンの含有濃度，吸脱着特性などから

の評価で明らかにしたと同時に，特に食品産業排水のリ

ン含有量の高い麦汁液からリンを回収する条件として，

固液分離前処理後ジルコニウム担体を酸性下，流動条件

下で���（水理学的滞留時間）を４時間に設定すること

で効率的な実用システムが構築できる可能性が明らかと

なった。

〔備　考〕

共同研究機関：筑波大学・早稲田大学・アサヒビール株

式会社・ダイキ株式会社・日本化学工業

株式会社・武田薬品工業株式会社

共同研究者：松村正利・前川孝昭（筑波大学）・常田　

聡（早稲田大学）・松田英樹（アサヒビー

ル株式会社）・高野　功（ダイキ株式会

社）・今村良平（日本化学工業株式会社）・

宮坂　章（武田薬品工業株式会社）

（６）生活排水処理システム浄化槽の窒素除去の律速因

子となる硝化細菌の迅速測定・高度処理・維持管理

技術の開発研究

〔区分名〕環境�廃棄物処理

〔研究課題コード〕０２０４��４２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・礒田博子

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕閉鎖系水域としての湖沼，内海，内湾におけ

る富栄養化対策として，高度処理浄化槽が極めて重要な

位置づけになってきている。特に，生物反応によりアオ

コ，赤潮の藻類増殖の制限因子である窒素を除去する上

では，硝化・脱窒の律速反応を支配する硝化細菌の個体

群動態を迅速に検出することが維持管理対策上極めて重

要である。このことから，従来よりブラックボックスと

して扱われてきた生物処理反応槽の維持管理の適正化に

資する分子生物学的手法を用いた硝化細菌の迅速検出法

の技術開発を開発途上国を視野に入れて行う。すなわ

ち，本研究では����法や��������法等の分子生物

学的手法を導入し生物処理反応槽内における硝化細菌の

個体群動態の解析を行い，簡易かつ迅速な硝化細菌の測

定技術の確立に基づく現場対応に資する効率的な維持管

理技術と同時に既存型単独・合併処理浄化槽の高度処理

化を図る上での微生物機能からの改善手法を構築する。

分散型の排水処理システムである高度処理浄化槽は生活

排水対策において極めて重要な位置づけにあり，平成

１４年４月１日から開始されることになった第五次水質

総量規制において窒素・リンの規制強化が打ち出された

ことからもわかるように，し尿と生活雑排水を合わせて

処理し，かつ，富栄養化の制限因子である窒素・リン等

の栄養塩類を高度に除去可能な高度合併処理浄化槽の高

度効率的・安定的な運転管理技術の開発は新世紀におけ

る生活排水処理システムの整備を図るにあたって必要不

可欠であるといえる。浄化槽における窒素除去プロセス

は硝化反応と脱窒反応から成るが，律速段階は硝化反応

であり，槽内における硝化細菌の個体群動態の解析は更

なる高度効率的な窒素除去プロセス・維持管理手法の開

発に極めて重要であることから，本研究では分子生物学

的手法を用いた硝化細菌の迅速測定・高度処理対応維持

管理技術の開発を目的として実施する。

〔内容および成果〕

　公共用水域の汚濁負荷削減対策としての分散型の排水

処理システムである高度合併処理浄化槽は，周辺地域に

おける水のかん養および健全な水環境の創造という観点

から，生活排水対策において重要な位置づけにある。特

に窒素除去においては，硝化細菌が律速反応を担ってい

ることから，反応槽内における硝化細菌の個体群動態の

解析は高度効率的な窒素除去プロセス・維持管理手法の

開発に極めて重要である。

　本年度は，膜分離活性汚泥および生物膜方式の高度合

併処理浄化槽を対象として，運転開始時からの硝化細菌

の����法による硝化細菌の定量化および��������
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法による群集構造解析を行い，硝化細菌の個体群動態と

浄化槽の処理状況・環境条件との関係について解析を

行った。����法では，全真正細菌を検出するとともに，

β�������������	�に属するアンモニア酸化細菌全般を対

象とし，検出・定量化を行った。亜硝酸酸化細菌につい

ては系内に存在する亜硝酸酸化細菌のほとんどが

����������属であったことから，これらの細菌を対象と

して定量的解析を行った。��������法については，

アンモニア酸化細菌全般を検出対象とし，１６������を

ターゲットとした���������	を行い，得られた増幅産

物について����法を行った。その結果，硝化反応の

進行初期において全真正細菌に対する硝化細菌の割合が

急激に上昇する様子が確認されるとともに，安定期にお

いては硝化細菌の占有率に顕著な変動は見られなかっ

た。しかしながら，アンモニア酸化細菌の群集構造を解

析した結果，安定期において硝化細菌の占有率に大きな

変動が見られなくても反応槽内に存在するアンモニア酸

化細菌の種構成は変化しており，優占種が変化していた

ことが推察された。従って，流入する排水の質的・量的

変動の大きい生活排水処理システムにおいては，硝化細

菌の個体数変動とともに，群集構造の変化を合わせた解

析を行い，実際に処理活性を発揮している特に主要な菌

群を質的・量的に把握することが重要であることがわ

かった。これを基に，窒素の効率的除去の可能な高度合

併処理浄化槽の維持管理，適正容量の構造決定を行う上

での基盤の構築が可能となった。

〔備　考〕

共同研究機関：筑波大学・早稲田大学

共同研究者：松村正利（筑波大学）・常田　聡（早稲田

大学）

（７）環境浄化への微生物の利用およびその影響評価に

関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２００

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕岩崎一弘（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境浄化・保全に向けて微生物機能を積極的

に活用していくための基礎技術の開発を目的とする。そ

のために本研究では，有機塩素化合物，油，重金属等の

環境汚染物質を分解・除去する微生物の探索を行い，そ

の機能の解明および強化を試み有用な環境浄化菌を開発

するとともにこれらの浄化菌を利用した浄化システムを

構築し，さらに環境汚染物質，環境浄化菌等の微生物生

態系への影響の解析を目標とする。

〔内容および成果〕

　有機塩素化合物による環境汚染を微生物によって浄化

するために，これまでトリクロロエチレンおよびトリク

ロロエタンを分解可能なエタン酸化細菌��２７株を分

離している。これらの有害物質の分解経路の解析からト

リクロロ酢酸（����）等の中間分解産物が検出されて

いる。そこでより効果的な浄化を目指し，����分解

菌の検索を試みた。土壌試料約０．２�を����２０００���

�
��を基質とした無機塩培地１０��に分取し，２８℃ で振と

う培養して����分解菌の検索を行った。およそ１５０

試料の土壌を試験して，１ヵ月後にわずかに微生物の増

殖がみとめられた培養液をさらに同様の培地に植え継

ぎ，����を唯一の炭素源として増殖可能な混合培養

系を得た。この混合培養系を１５５���容バイアルビンで

２８℃，４日間振とう培養した後，培養液全量を抽出し

�����分析によって����分解活性を確認した。

〔備　考〕

共同研究機関：名古屋市環境科学研究所「微生物分解を

用いた土壌汚染修復に関する研究」

（８）生物・物理・化学的手法を活用した汚水および汚

泥処理に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��２３４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物セン

ター）・水落元之・松重一夫・徐　開欽

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕湖沼，海洋，内湾，河川，地下水等の汚濁

水，生活排水，事業場排水，埋立地浸出水等の汚水，お

よびこれらの処理過程で発生する汚泥を生物・物理・化

学的に効率よく分解・除去あるいは有用物質を回収する

手法を，集積培養，遺伝子操作等の技術と生態学的技術

を活用して確立する基盤的検討を行う。

〔内容および成果〕

　カビ臭生成藻類，有毒物質含有藻類，赤潮藻類等を捕

食し，微生物生態系において最も高次に位置する輪虫

類，貧毛類等有用微生物の実際の環境中における生理活

性特性を解析し，その結果をもとに有用微生物の安定し

た大量培養技術の評価および適用方法の検討を行った。

洗米排水を培地として用い大量培養した輪虫類を生活排
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水処理リアクター内に投入した結果，輪虫類によって細

菌類が捕食され余剰汚泥の減容化が確認されたが，一方

で投入した輪虫類の定着化には更なる条件検討が必要で

あることが示唆された。

〔備　考〕

共同研究機関：神奈川県環境科学センター・岡山県環境

保健センター・東京都環境科学研究所・

茨城県公害技術センター

（９）水質改善効果の評価手法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��２３５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物セン

ター）・水落元之・松重一夫・徐　開欽

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕湖沼等における水域の適正水質に関して，生

態系の観点から解析するため，単なる生物培養系ではな

く，生態系における物理的・化学的・生物的要因とそれ

らの相互作用による物質循環・エネルギーフローの変遷

を解析可能なマイクロコズムによる生態系影響評価手法

を確立する。これにより，各種農薬等の化学物質の水域

における有毒性・残存性等をマイクロコズムにおける構

成種の個体群動態を解析し，生態系の観点から自然水域

における影響評価を行う。

〔内容および成果〕

　カフェンストロール，トリシクラゾール等の各種除草

剤・殺虫剤の生態系への複合的・相乗的な影響を評価す

るため，ホールタイプマイクロコズムの安定期における

添加実験において添加濃度および組み合わせ等をパラ

メータとして各種構成生物の個体群動態の解析を行い，

除草剤，殺虫剤等の組み合わせによる影響を生態系影響

評価を行った結果，本手法のような生態系全体に及ぼす

影響が把握できる試験法の有用性が示唆された。

〔備　考〕

共同研究者：�川端善一郎（京都大学生態学研究セン

ター）・常田　聡（早稲田大学）

（１０）有害藻類発生湖沼の有機物，栄養塩類，生物群集

の動態解析と修復効果の評価に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０００２��２３１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・今井章雄・松重一夫

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕水環境修復が強く要望されている富栄養化湖

沼における水質悪化の原因は藍藻類の異常増殖によるも

のである。これらのいわゆるアオコの増殖原因および有

機物濃度の上昇要因は発生源からの流入負荷，底泥から

の溶出負荷に由来する有機物，栄養塩類としての窒素，

リン等が重要な要因として挙げられ，これらの要因が密

接に関連して湖内生態系の群集構造が大きく変化するこ

とが指摘されている。しかしながら，そのメカニズムに

ついては現在のところ解明されておらず，富栄養化制限

因子，湖沼環境基準評価因子等と湖内生態系構成生物の

群集構造変化との関係を明らかにすることが必要不可欠

と考えられている。

　また，���（世界保健機関）において富栄養化湖沼

で発生する有害藻類の産生する毒性物質ミクロキスチン

に対し，１μ��・���というガイドライン設定されたこと

からも毒性物質に着目した藻類の増殖抑制と分解機構に

関する研究を推進する必要がある。

　このような研究を必要としている対象有害藻類発生湖

沼としては，茨城県霞ヶ浦，福井県三方五湖，神奈川県

相模湖，岡山県児島湖，石川県河北潟，東京都内池沼等

が挙げられることから，地方公設試験研究機関との連携

により上記研究課題の解決に資する研究が推進可能と考

えられる。

　これらの湖沼の不健全な生態系への遷移をくい止め，

かつ修復していく上では，湖内における溶存有機物の分

画パターンとの相違性，窒素，リン濃度，生物群集構造

等と発生源等からの負荷削減効果との比較解析が極めて

重要と考えられる。

　本研究では上記の点を鑑み，健全な湖沼生態系への修

復を目的に位置づけ，有害藻類発生湖沼の有機物，栄養

塩類，生物群集の動態解析と修復効果の評価に関する研

究に関する研究を推進することとする。

〔内容および成果〕

　湖内流入有機物および藍藻類由来有機物の分画とその

性状把握を前年に引き続き樹脂分画手法により行った。

その結果，種によって���分画分布は顕著に異なるが

ラン藻由来の有機物の多くは親水性酸であり，フミン物

質はほとんど存在しないことが示唆された。このため，

湖水への主要な外来性���として河川水���を由来

としたフミン物質が優占する傾向にあり，湖への排水処

理水の放流量が増大すれば，湖水���の組成がより親

水性へと変化していくことが推察された。
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　ま た，藍 藻 類 の 代 謝 有 機 物 で あ る 毒 性 物 質

����������	およびカビ臭物質２����の分解に貢献する

微生物種の把握を行った。その結果，����������	分解

菌として����������	
����を単離することに成功し，そ

の細胞内酵素により����������	
�，����������	
�や

����������	

に対しても分解活性を有していることを

明らかにした。カビ臭の分解には生物膜が大きく貢献

し，糸状体摂食者の���������	���
������	およびろ

過摂食者の���������	
����	��������
�����
����によって

有害糸状藻類��������の分解が促進され，カビ臭物質２

メチルイソボルネオールの分解についても微小動物と細

菌の共存が効率的な分解除去に大きな役割を果たしてい

ることが明らかとなった。

　発生源及び湖内蓄積有機物に対する物理化学的手法の

高度化については，水処理用チタニアボールの開発に成

功し，これを組み込んだ紫外線とオゾン照射処理法を用

いると種々の有機酸がオゾン，紫外線により分解され，

次第に他の有機酸へ転化していく経緯から効率的な分解

が進行することが明らかとなった。

　以上のように本研究において湖内有機物の起源と特

性，および藍藻由来の有害物質の分解のための生物膜処

理技術およびそれに関わる微生物主の把握，オゾンチ・

タニウムを用いた有機物の物理化学的分解の可能性を見

出すことができた。

〔備　考〕

共同研究機関：独立行政法人産業技術総合研究所・茨城

県公害技術センター・福井県衛生環境研

究センター・岡山県環境保健センター・

石川県保健環境センター・神奈川県環境

科学センター・東京都環境科学研究所

（１１）生態工学を導入した汚濁湖沼水域の水環境修復技

術の開発とシステム導入による改善効果の総合評価

に関する研究

〔区分名〕その他公募

〔研究課題コード〕９７０２��２３６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進�廃棄物研究

センター）・水落元之・岩見徳雄・板山朋総

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕霞ヶ浦などの汚濁が累進的に加速している湖

沼環境の修復を図る上では，汚水処理において，従来の

���除去から窒素・リン除去への変換とともに，省エネ

ルギー，省コストで資源を地域内で自己完結化でき，か

つ高度�効率的で環境に優しい技術の構築と環境負荷の

少ない持続可能な社会の創造が重要である。これらの点

を踏まえ，本研究では生態工学，生物工学を導入した水

環境に関わる生態系保全，環境基準の達成を前提とした

改善・修復技術の確立を図るために，発生源対策，直接

浄化対策のための処理技術の高度化，処理システム導入

の効果，生態系への影響評価にかかる各要素技術を開発

し，最適導入を図る上での総合的な解析評価を行うと同

時に，それを支援するマルチビジョンによるシステム化

を図ることを目的として推進した。

〔内容および成果〕

　発生源対策，直接浄化対策，湖内モニタリングの各種

要素技術の開発を所期の目標どおり行うことができた。

さらに，これらの要素技術の最適導入を検討するため

に，改善対象である水質項目（���，窒素，リン）に

対する浄化性能の評価および導入�維持管理コストを算

出し，それらの結果を面源からの汚濁負荷情報，既存技

術の情報と併せて構築した流域負荷モデルに入力して，

新規に開発された要素技術の流域での負荷削減効果およ

び投資額に関する解析を行った。その結果，各種要素技

術を霞ヶ浦というフィールドにおいて最大限の効果を発

揮しうる導入パターンを推計することができた。また，

汚濁負荷を分類し，それらと関係する社会活動や負荷の

削減要素を考慮したモデルを構築し，汚濁負荷の削減目

標値（０～２５％）とその達成期限（１０年）を設定して，

新技術および既存技術を様々に配置した場合の比較解析

から目標達成のために最適かつ省エネ，省コストな最善

の配置パターンを推計することができ，新規の湖内モニ

タリング技術とともに，霞ヶ浦流域管理手法の基盤を構

築することができた。さらに，新技術を実際に導入する

上での流域住民に対する支払意志額を問うアンケート調

査の結果から，浄化技術導入に対する評価額を算出する

ことができ，将来的な水質改善対策の施行における指針

を得ることができた。なお，これらの研究成果を地域

���としての役割を担う霞ヶ浦環境センター（仮称），

バイオ�エコエンジニアリング研究施設ならびに本プロ

ジェクトで起業化された機関等で継続し，ネットワーク

化を図っていく体制もほぼ整備することができた。

〔備　考〕

研究代表者：須藤隆一（東北工業大学）

共同研究者：松村正利・前川孝昭・氷鉋揚四郎（筑波大

学）
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（１２）バイオトリータビリティ試験

〔区分名〕委託請負

〔研究課題コード〕０１０２��４２７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕岩崎一弘（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕三重県桑名市の産業廃棄物不法投棄汚染現場

は，平成１３年６月より行政代執行による地形測量が着

手され，これまで廃棄物が埋め立てられた不法投棄地の

周りに遮水壁が設けられ浄化事業が開始されている。し

かしながら，不法投棄地周辺にも埋め立て地内の有害物

質が地下水流により流出・拡散しており浄化対策が必要

とされており，三重県ではこの汚染周辺地の浄化に原位

置バイオレメディエーションを予定している。本研究で

は，現場での有効な処理法を予測するためにバイオト

リータビリティ試験を行った。

〔内容および成果〕

　本汚染周辺地の地下水では，重金属，１，２�ジクロロ

エタン（���）等の揮発性有機塩素化合物，さらにベ

ンゼン（��）等の炭化水素などが検出されており，と

くに比較的汚染濃度の高い���，��を対象物質とし

た。

　汚染周辺地の地下土壌コアサンプル，また第１及び第

２帯水層地下水試料を試験に用いた。本試験で対象とし

た有害化学物質は，揮発性有機塩素化合物（主に嫌気条

件で分解）および炭化水素（主に好気条件で分解）であ

るため，嫌気及び好気条件での分解試験を実施した。嫌

気分解試験結果から，本現場には特に深部地下水中に

���を分解する嫌気性菌が存在していると考えられた。

また��分解に関して，浅部の系では比較的分解してい

るが，実験開始時には酸素が若干残ってしまい，好気分

解反応が生じたのではないかと考えられる。

　一方，好気条件下での���分解に関して，メタン及

びリン，窒素添加系でのみ分解が認められた。���は

難分解性物質であるため好気条件下では，共代謝による

分解すなわちメタン等の基質が必要であったと考えられ

る。また��分解に関して，予想通り良好に分解するこ

とが示された。

　これらの試験結果より，本汚染現場のバイオレメディ

エーションの条件としては，メタンを共代謝化合物とし

た好気条件での処理が適しており，さらに第１帯水層地

下水を第２帯水層に導入する運転方法が効果的であると

考えられた。

〔備　考〕

（１３）エコエンジニアリングによる水環境修復の生態学

的機構解明に関する研究

〔区分名〕研究調整費

〔研究課題コード〕０２０２��４５６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．１．４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境

改善技術システムの開発に関する研究

〔担当者〕板山朋聡（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年）

〔目　的〕富栄養化水域の水環境保全対策として，窒

素・リン負荷削減対策や湖内対策のためのエコエンジニ

アリングを用いた直接浄化としての水生植物浄化や土壌

浄化について，これらの手法による水域浄化効果を生態

学的に解析・評価する上では，単なる浄化システムの流

入・流出における窒素，リン濃度等の水質を比較するの

みでは不十分である。従って，浄化対象である富栄養化

湖沼のモデル生態系としての屋外実験池を用いた実験を

行うために，屋外モデル実験池の設計と設置を行うとと

もに，各種浄化実験や藻類の発生に関与する底泥からの

溶出実験を実施し，水域浄化効果を生態学的機構解明の

ための基礎的知見を得ることを目的とした。

〔内容および成果〕

　富栄養化湖沼の湖内対策としてのエコエンジニアリン

グを用いた直接浄化手法の生態学的浄化機構を検討する

ための屋外モデル実験池としては，長さ８�幅５�深さ

２�の素掘りの池を６面設置し，全ての池に対する日照

が均一になるような配置および形状とした。また，これ

らの実験池はエコエンジニアリング実験施設の既設植栽

水路に接続し湖水循環型の直接浄化実験が可能な設計と

し，さらに，藻類などの生物構成種やその遷移パターン

を自然湖沼と類似させるために，実験池の底部には霞ヶ

浦の流入河川から採取した底泥を投入した。さらに，底

泥からの溶出抑制による浄化実験の実施を可能とした。

また，屋外実験池の設置と並行して，小型植栽水路を用

いた湖水循環式による富栄養化湖沼の直接浄化の短期的

モデル実験を実施し，根茎のフィルター作用による藻類

などの懸濁物質のトラップと，微生物作用による蓄積し

た懸濁物の分解，窒素，リンの溶出と植物による吸収が

直接浄化に効果的であることが判明し，今後の浄化実験

につながる基礎的知見を取得することができた。また途

上国対応型の生活排水対策技術としての酸化池と水耕栽

培植物を組み合わせた窒素・リン・有機物除去システム
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開発の基礎となる植栽水路浄化実験を行い，今後の，水

域の環境修復における生態学的機構解析の上で重要な物

質収支に関する基礎的な知見を得ることができた。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．２．４にも関連
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３．化学物質等の環境リスクの評価と管理

３．１　内分泌かく乱化学物質のリスク評価と管

理に関する研究

（１）内分泌かく乱化学物質の新たな計測手法と環境動

態に関する開発

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕�白石寛明（化学物質環境リスク研究セン

ター）・白石不二雄・�����������	・彼谷邦光・

高木博夫・堀口敏宏・西川智浩・磯部友彦・

寺崎正紀・鑪迫典久

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境中の化学物質を内分泌攪乱物質（環境ホ

ルモン）としてを定性定量にするには，新たな有機化学

物質の微量分析の開発とともにその活性を評価するシス

テムの構築が必要である。化学物質の微量分析とバイオ

アッセイスクリーニング法を環境分析に適用することに

よって環境中における環境ホルモンの種類と量が把握で

きるようになる。本研究では，１）環境ホルモンの微量

計測法の開発に関する研究　２）環境ホルモンの新たな

生物検出法に関する研究の２分野により環境ホルモンの

環境中における汚染実態を明らかにする。

〔内容および成果〕

　Ⅰ　計測法の高度化

　１）��������を用いた内分泌かく乱化学物質分析

の高度化：環境水中のエストラジオール（�２）および

抱合体の固相抽出法（���������	
�	���１）による

��������の試水１�を分析に用いた場合の検出下限値

（���，クロマトグラムにおいて���比が３以上）は，

０．１１～３．１����となった。エストロン（�１）および�

２の硫酸抱合体は，下水処理法流水，河川水，湖水中に

最大２．２����で検出されたが，グルクロン酸抱合体は全

て検出限界未満だった。下水処理放流水中からも，硫酸

抱合体とフリー体が検出されたが，グルクロン酸抱合体

は検出されなかった。

　２）免疫化学的測定法の開発：霞ヶ浦湖水を共通試料

として�����法�とイオントラップ質量分析法との比較

を行った。ビスフェノール�（���）の�����測定は，

環境試料用に設計されたキットを改良し，さらに高感度

化したものによって行い，前処理は行わず，抽出液をそ

のまま試料とした。�����法では，前処理をしていな

いにもかかわらず，２００��以下の試料量で測定でき，機

器分析と良好な相関（�����＝１．２２７×����＋

０．３３，��＝０．８４７３）が得られた。

　３）核磁気共鳴分析法（���）を用いた内分泌かく

乱化学物質分析の高度化：市販の���（��������	
��

�������９７％）を����で分画し各フラクションに含ま

れる不純物を���，�������を用いて同定した。不

純物には２，４’����，２�２’����，���にさらにア

セトンとフェノールが縮合したトリフェノール体，フェ

ノールにアセトンが２分子縮合したものなど，���の

合成法から予想される化合物が主なものであった。ヒト

エストロゲン受容体α（���α）酵母によるエストロ

ゲンアッセイによると不純物のエストロゲン活性に対す

る寄与が１３．３％に上ることが明らかになったが，不純

物として同定された化合物では説明できなかった。さら

に同定を進め，活性を示す不純物の有無を検討する予定

である。

　Ⅱ　評価法の高度化

　１）遺伝子組み換え酵母を用いた内分泌かく乱化学物

質アッセイ法の開発：メダカエストロゲン受容体

（���）の受容体結合部位α，β，及びγ（���αの

２４７番目のアミノ酸より下流に相当する領域）を酵母

ツーハイブリッドアッセイ系に導入し，アルキルフェ

ノールなどのエストロゲン活性を���導入株と比較し

た。���α導入株は多くの４�アルキルフェノールに

対して���α導入株より高いエストロゲン活性を示し

た。���α導入株のエストラジオールに対する感受性

は，����α導入株に比べて，は約５分の１と低く，その

他のエストラジオール関連物質にも同様に低い傾向が示

された。

　２）酵母ツーハイブリッドアッセイデータベースの構

築：���α酵母による約３００物質のスクリーニング結果

をデータベース化しインターネット上で公開した。ま

た，���の代謝物である水酸化���約１００化合物につ

いて，ヒト甲状腺ホルモン受容体α（����α）酵母と

����α酵母による試験を行ったところ，３，４，及び５

塩素置換���水酸化体に甲状腺ホルモン活性及びエス

トロゲン活性を示すものが認められた。

　Ⅲ　環境動態

　１）東京湾におけるエストロゲン活性物質の挙動：東

京湾全域をカバーするように選定した２０定点において，

年４回の表層水と底層水の採水を開始した。�２関連物

質の濃度は，夏，冬ともに底層水（最大０．０８����）で

低く，表層水（最大０．６３����）で高く，また，冬に高

い傾向がうかがえた。２００２年１２月の測定ではノニル

フェノール（��）とオクチルフェノール（��）はよい
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相関が見られ，��は��の１�１０の濃度であった。これ

らも底層水（それぞれ最大２４．８����および２．８６����）

で 低 く，表 層 水（そ れ ぞ れ 最 大６２．３����お よ び

６．２３����）で高い傾向が見られた。また，�２関連物質

とこれらのアルキルフェノールには相関が認められ，下

水道由来であることが示唆された。ビスフェノール�

も，表層が高い傾向が見られるが�２関連物質との相関

は必ずしもよくなく，他の進入経路の存在が示唆されて

いる。

　２）酵母エストロゲンアッセイ法による環境試料中の

ホルモン活性の調査：前年度に引き続き，霞ヶ浦湖水の

���α酵母によるバイオアッセイ法によるエストロゲ

ン活性を調べた。２年間の調査において，霞ヶ浦湖水は

エストロゲン活性は極めて低いことが示された。�����

法によっても�２濃度は低かった。各種の事業所排水に

ついて���α及び���α酵母を用いた両アッセイ系で

エストロゲン活性を調査した。その結果，浸出水には

���α酵母に比べて���α酵母に対して強く作用する

エストロゲンアゴニスト化学物質の存在が示された。

〔備　考〕

（２）野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化学物質の

影響に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕森田昌敏（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・堀口敏宏・白石寛明・白石不二雄・

高木博夫・高橋慎司・多田　満・菅谷芳雄・

鑪迫典久・橋詰和慶・平井慈恵

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕我が国に生息する巻貝類，淡水魚類，海産魚

類，鳥類などの野生生物における個体数減少，性比の変

化あるいは生殖器の奇形などの生殖に関する種々の異常

の有無並びにその程度について多角的に検討し，何らか

の異常が認められる場合にはそれがその種の個体群に及

ぼす継世代的影響を推定して評価するとともに異常をも

たらした原因の究明に努める。

〔内容及び成果〕

　本年度の「野生生物の生殖に及ぼす内分泌かく乱化学

物質の影響に関する研究」では，海産生物を対象とした

ものとしてアワビ類の内分泌かく乱現象に関する調査研

究を継続して実施したほか，斧足類（二枚貝類）を対象

とした調査に着手し，また東京湾における環境ホルモン

汚染と潜在的な生物影響の把握に向けた包括的な調査研

究を開始した。また淡水生物を対象としたものとして

霞ヶ浦におけるヒメタニシ調査を継続して実施した。そ

れらの概要を以下に述べる�

　１．アワビ類　前年度までに得られた知見を基に，有

機スズ化合物と雌アワビの雄性化との間の用量－反応関

係を評価するべく，���を用いた流水式連続曝露試験

を実施した�また���などの有機スズ曝露による産卵，

受精，胚発生，孵化，幼生の生残，着底，成長及びアワ

ビ資源への加入にいたる各過程に及ぼす影響を評価する

ためのマダカアワビ種苗生産試験，マダカアワビの胚発

生及び浮遊幼生に対する有機スズ化合物の毒性試験，

フィールドにおけるアワビ幼生の分布と着底稚貝の成長

に関する調査及び検討を開始した�

　２．斧足類（二枚貝類）　アサリ等の二枚貝類におけ

る内分泌攪乱現象の顕在化または潜在的影響に関する調

査に着手し，全国的規模で試料収集を開始した。また東

京湾に設定した定点で毎月採集した試料を用いて成長と

性比に関する検討を行った。

　３．海産魚類　前年度までに得られた調査結果を基

に，東京湾における環境ホルモン汚染とその潜在的な生

物影響を明らかにするために，平成１４年１０月から東京

湾をフィールドとする包括的な調査を開始した�これ

は，清水　誠�東京大学名誉教授が１９７７年から東京湾

で実施してこられた生物調査をベースに，水・底質試料

の採集も加えた拡大版のサンプリング調査である。すな

わち，①東京湾内に２０定点を設けて，年に４回（毎年

２月，５月，８月及び１１月）各定点で水質及び底質試

料を採集し，これらの水・底質試料に含有される環境ホ

ルモンの化学分析及びホルモン活性のバイオアッセイを

行い，必要に応じて，ホルモン活性を有する成分の同定

も行う，②用船した５トンの小型底引き網漁船による

１０分間の試験漁獲を行い，漁獲物から魚類�甲殻類�頭

足類及びウニ類を採集して，採集された生物試料につい

て種の査定，個体数と種別の重量の計測を行う，③マコ

ガレイについて，個体別に体長�体重を測定し，耳石に

よる年齢査定，胃内容物調査や生殖巣組織の病理標本の

作製と観察，血中ビテロゲニン及び�２等のステロイド

ホルモン濃度の測定，環境ホルモン含有量の化学分析・

定量を行う，などの計画である。本計画に沿って平成

１４年１０月からマコガレイの毎月のサンプリングを開始

し，同年１２月と平成１５年２月に２０定点における採集

調査を実施した。水質，底質及び生物試料の分析と解析
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を進めている。

　４．ヒメタニシ　霞ヶ浦におけるヒメタニシの性比に

関する調査を継続して実施した結果，平成１３年度と同

様，個体群全体で雌：雄＝５５：４５と雌がやや多い結果が

得られた。しかしながら，それが示唆する意味を理解す

るためにはヒメタニシの生理，生態に関する基礎的知見

の蓄積が不可欠であるため，飼育実験の他，フィールド

調査によって分布，年齢と成長，成熟に関する検討に着

手した。採集されたヒメタニシの蓋輪紋数を算定した結

果，雌の方が雄よりも輪紋数が多いこと，輪紋数と口径

が相関することが明らかとなった。今後，輪紋数が有効

な年齢形質であるかどうかを吟味し，個体群の年齢組成

と雌雄の成長速度，寿命，性比に関する解析を進める予

定である。また生殖腺熟度指数（���）から霞ヶ浦のヒ

メタニシの繁殖盛期は６～７月頃と推察され，並行して

行う組織検査により繁殖盛期の特定を図る予定である。

〔備　考〕

（３）内分泌かく乱化学物質の脳・神経系への影響評価

に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕三森文行（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・梅津豊司・今井秀樹・石堂正美・�

渡邉英宏・黒河佳香

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境ホルモン化学物質がヒトの脳・神経系に

影響を与えるのではないかとの懸念がある。本研究はこ

れらの化学物質の脳・神経系への影響を評価するための

測定・解析手法の開発を目的とする。このため，ヒトや

実験動物を対象とする超高磁場���測定法の研究，実

験動物を用いる行動試験，組織化学的試験法，神経生化

学的試験法の評価と体系化を行い，環境ホルモン化学物

質が脳・神経の機能や代謝に及ぼす影響の評価法を整備

することを目標とする。

〔内容および成果〕

　脳の超高磁場���試験法の研究においては，我が国

で最も高磁場の４．７��������装置を用いて，解剖学的

画像や代謝機能を効率よく測定するための手法の研究を

行った。この結果，３次元�����法を用いて１��の

位置分解能でコントラストの高い精細な画像が得られ

た。３次元データセットを用いて脳の任意の部位，任意

の方向の断面の検索が可能となった。これは，ヒト脳の

データ集積を行う上できわめて有効である。さらに，得

られた脳画像に基づいて脳局所の代謝解析を行うための

スペクトル測定法の開発を行い，同一の選択領域から�
�
�，�������スペクトルを同時測定する方法を考案し

た。これより脳局所のグルタミン酸等の神経伝達物質の

挙動，エネルギー代謝を無侵襲で測定可能となった。

　実験動物の行動試験法の研究においては，プロピオチ

オウラシルや６�ヒドロキシドパミン投与により，障害

モデル動物を作製した。前者はヒトのクレチン病モデ

ル，後者は多動性障害モデルと考えられる。このモデル

動物を用いて自発運動活性，シャトル型条件回避反応，

受動的回避反応等の行動試験法を適用した。この結果，

２５０���以上のプロピオチオウラシル投与で得られたマ

ウスと多動性障害モデルラットでは自発運動活性の増加

がみられた。また，実際の環境ホルモン化学物質と考え

られるビスフェノール�（２０μ��）を生後５日目に脳の

大槽内に直接投与した雄仔ラットでも４～５週後に自発

運動活性の増加がみられた。これより，ビスフェノール

�は運動活性を有意に増加させると考えられる。

　組織化学的試験法の研究では，成熟ラットにトリメチ

ルスズ（９�����）を経口的に１回投与し，海馬傷害動

物モデルを作製した。このモデル動物で病理組織学的，

免疫組織化学的染色により，投与１４日後の脳で，海馬

領域の神経細胞の脱落を観測した。この神経細胞死はコ

ルチコステロン，デキサメタゾン等のステロイドホルモ

ンにより軽減され，副腎切除により増悪された。また，

�����法キット，����取り込みキットを用いて，投

与５日後に海馬歯状回の顆粒細胞層でアポトシースを，

それを取り囲む部位で細胞新生を検出した。

　神経伝達物質及び遺伝子レベルでの研究では，行動試

験法で得られた結果を神経伝達物質レベルで解明するた

めに，運動活性のこう進した動物脳を分画して����

や���アレイ法を用いた解析を行った。この結果，甲

状腺ホルモン欠乏動物脳で，線条体，前頭皮質のドパミ

ン代謝回転と運動活性の亢進との間に負の相関が認めら

れた。また，ビスフェノール�投与動物で中脳のドパミ

ントランスポーター遺伝子の発現に変動が見られた。多

動性が観察されるヒト注意欠陥多動性障害の原因の一つ

と報告されているドパミントランスポーター遺伝子発現

変動との関連を検討している。

〔備　考〕
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（４）内分泌かく乱化学物質の生殖系への影響評価に関

する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��３７８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕森田昌敏（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・高野裕久・米元純三・梅津豊司・�

今井秀樹・白石不二雄・石堂正美・�

鎌田　亮・寺崎正紀

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌撹乱化学物質がヒトの生殖系に影響を

与えるのではないかという立場から，これら化学物質の

生殖系への影響を評価するための測定・解析手法の開発

及びメカニズムの解明を目的とした研究を行う。

〔内容および成果〕

　化学物質のエストロゲン様作用が雌性生殖器官に及ぼ

す影響を評価するための第１歩として子宮肥大法を取り

上げ，検討を行った。ラットには飼育室への導入から屠

殺までの間，植物エストロゲンを含まない特殊飼料を与

えた。この飼料にエストロゲン様活性が検出されないこ

とは酵母の��������	
������により確認した。また

全ての実験操作は環境ホルモン棟で行われ，飼育ケージ

にアルミ製の物を用いる等，化学物質，特に環境ホルモ

ンへの暴露を極力避ける様，飼育に配慮した。まずプレ

ヴァリデーション試験として，����が規定している

プロトコール�によりエチニルエストラジオールの効

果を検討した。結果，����������では０．３μ�����以上

で，����������	
��では０．１μ�����以上で有意な子宮の

肥大が認められた。他の研究機関が発表している既知の

データと比較したところ，その用量－効果相関曲線と

我々の結果はよく一致することが確認された。次いで同

じプロトコールによりビスフェノール�の影響について

検討した。結果，������������	
������������いずれも

１００�����以上の投与で明らかな子宮の肥大が認められ

た。これらの子宮は半分を凍結保存，半分を１０％ホル

マリン溶液で固定し，後日組織学的検討，分子生物学的

検討を行うために保存した。そのため組織学的検討，免

疫染色の手法，およびマーカー遺伝子の検出法について

基礎的な検討も行った。

〔備　考〕

（５）内分泌かく乱化学物質の分解処理技術に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕安原昭夫（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・橋本俊次・中宮邦近

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類や���などの有機塩素化合

物やフタル酸エステルなどを中心とした内分泌かく乱化

学物質による環境汚染を修復することは，これからの循

環型社会の形成にとって極めて重要かつ緊急の課題であ

る。本研究では，これらの内分泌かく乱化学物質で汚染

された土壌などを対象として，以下の手法による内分泌

かく乱化学物質の効率的な分解処理技術の開発を行う：

（１）高温・高圧の熱水による抽出・分解，（２）超音波

照射による分解，（３）微生物による分解。

〔内容および成果〕

（１）高温・高圧の熱水による抽出・分解の研究では，

抽出・除去率を左右するパラメーターとして温度，圧力，

時間を変え，土壌からのダイオキシン類の抽出・除去率

を測定し，実験パラメーターとの関係について検討し

た。その結果，水だけで汚染土壌からダイオキシン類を

除去できた。温度は，除去率を左右する最も重要な因子

であり，温度に比例して除去率が上がることを確認し

た。３５０℃ 以上での抽出が効果的であり，９９％以上のダ

イオキシン類が除去された。しかしながら，１５０℃ にお

いても約５０％のダイオキシン類の試料からの消失が確

認された。加圧によって，除去を促進できることも確認

できた。ただ無加圧の状態であっても，ダイオキシン類

の除去は可能であり，圧力は熱水抽出における副次的な

因子であることが判明した。また，３００℃ の場合では，

最初の３０分の抽出で８０％程度が除去され，２４０分で

９５％以上の除去が確認できたが，１５０℃では土壌中のダ

イオキシン類濃度の減少は緩やかであった。ダイオキシ

ン類の同族体組成の変化について検討したところ，高温

条件において，高塩素化物は速やかに減少するのに対

し，低塩素化物の減少割合は小さく，場合によっては，

増加する現象がみられた。このことから，土壌中のダイ

オキシン類は熱水によって単に抽出除去されるのではな

く，脱塩素反応が起きていると推測された。また，観察

された脱塩素反応の速度は，温度に依存することも観測

された。分解経路を調べるため，鹿沼土，赤玉土，黒土
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の３種の土壌に����を添加し，同様の熱水抽出実験

を行った。この実験では，処理後の����や������

の増加や����から����や���への変化は観察され

ず，ダイオキシン分解の主経路は脱塩素反応であること

が分かった。添加試験の結果より半減期を算出したとこ

ろ，黒土が最短で４５分，鹿沼土が最長で１５８分と計算

された。

（２）超音波照射による分解では，２００���の超音波照

射で生成する��ラジカルによる酸化反応とキャビティ

における熱分解反応で有機物を分解できると考えた。本

実 験 で は 基 本 的 な 反 応 を 確 認 す る た め に，

２，３，７，８�四塩化ジベンゾ���ジオキシンの水溶液

に超音波を照射した。照射時間を変えた時のダイオキシ

ンの分解を調べた結果，照射時間と共にダイオキシン類

が１次反応的に減少することが分かった。また，分解生

成物として予想される低塩素化ダイオキシン類が検出で

きなかったことから，完全な脱塩素化が起っていること

と推測された。しかし，分解速度が極めて遅いために，

実用性は小さいと考えられる。

（３）フタル酸ジ（２�エチルヘキシル）（����）の微

生物を用いた分解技術を開発するため，まず����を

単一炭素源として高い効率で利用する微生物のスクリー

ニングを行った。単一炭素源として����を０．３％加え

た液体培地に研究所内の土壌を加え，３０℃ で好気的に

培養を行った。約１週間の培養の後，幾つかの液体培地

に微生物の増殖が確認できた。そこで当該微生物の単離

を行ったところ，４つの菌株を得た。このうち，単離に

用いた培地に対して最も増殖速度の速い�菌株を用いて

以後の研究を行った。�菌株はコリネ型の桿菌（１μ��

×０．５μ��）で，１６�����配列より，���������	
������

と同定した。この菌体は０．１％の����を添加した培地

に対して２０時間以内に培養を終了する（３０℃，培養開

始時の��は６．８）。更に�菌株は����以外の幾つかの

フタル酸エステルを単一炭素源として増殖することが確

認された。

〔備　考〕

（６）内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のための統合

情報システムに関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��１６９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕鈴木規之（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクト

チーム）・桜井健郎・田邊　潔・森口祐一・�

松橋啓介・中杉修身

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌かく乱化学物質等の評価・管理・影響

等について考えられる事象についての情報システムを整

備し，環境リスクの総合的な管理に役立つツールを作成

することである。

〔内容および成果〕

　本課題は，多様な環境リスクの管理に関して，さまざ

まな主体の参加のもとでの科学的知見に基づく透明な意

思決定を支援のために，①環境リスク要因物質の環境排

出推計モデルの開発　②環境中動態モデル�暴露評価モ

デルの開発　③環境リスク評価�管理のための統合デー

タベースの構築　④多様な環境リスク管理のためのコ

ミュニケーション手法に関する研究を，化学物質のリス

ク評価と管理のための統合情報システム（��������

�����）の概念によって統合化し，化学物質の多様な性

質を反映させたリスク評価と管理，適切な政策立案等に

資することを目的とする。「統合情報システム」の概念

については，平成８年度「輸送・循環システムに係る環

境負荷の定量化と環境影響の総合評価手法に関する研

究」（代表　森田昌敏　幹事　森口祐一）より開始して現

在まで継続して実施されてきているものであり，本年度

までにおいては，総合化研究チームとともに，化学環境

研究領域，社会環境システム研究領域，化学物質環境リ

スク研究センター，��２．５・���プロジェクト等での関

連する課題と協調して研究を実施してきた。

　本年度は，特に環境ホルモンプロジェクトに係るテー

マとして，②環境中動態モデル・曝露評価モデルの開発

として，グリッド－流域複合多媒体モデル（��

�����）の開発，③の一部として地理統計手法を用い

たモニタリングデータの解析，を実施し，また，ダイオ

キシンの環境動態解析のケーススタディーを実施した。

システム開発として空間データ変換に基づく統合化情報

処理技術の開発を開始した。

　グリッド－流域複合多媒体モデル（��������	�
���

�������������������������������	
�����������������）

については，開発をほぼ完了し，ダイオキシンを例とす

る環境動態解析のケーススタディーを実施した。本モデ

ルは，（�）現状において全国規模で利用可能な最大分解

能を有する地上媒体として単位流域（河川水質予測モデ

ルの基盤）（全国で約４０，００００流域）および大気は５��

グリッド（全国で約２０，０００グリッド）および沿岸海域

を計算領域とする多媒体モデルを開発した。本モデル
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は，従来の多媒体モデルの持つ媒体間挙動のプロセスを

全て含みながら，同時に現在国内において統一的に利用

可能なものとしては最小の地理情報単位の一つである単

位流域を基盤とすることにより，従来の多媒体運命予測

モデルの能力を大幅に強化することを目標としたもので

ある。本モデルは，日本全域に渡って約５��の空間分

解能を，全媒体について，実際の河川・流域・湖沼等の

地表形態に対応する形で有しており，一般環境からの曝

露評価においてはほぼ必要十分と考えられる分解能を有

するとともに，例えば土壌・底質等の二次排出源から例

えば沿岸魚への移行など，モデル的解析が当面求められ

る目標あるいは曝露シナリオに対して，ほぼ完全に対応

することが出来ると考えている。

　ダイオキシン類を対象とするケーススタディーにおい

ては，過去の農薬起源のダイオキシン類と焼却起源ダイ

オキシン類をあわせた経年的インベントリに基づき，

１９６０～１９９９年の４０年間を計算期間とする長期環境動

態を推定した。計算対象領域は関東地方＋富士川水系＋

信濃川水系３８，６００���，２７水系４２４１単位流域，１，６００

大気グリッド。土地利用等の情報は３次メッシュデータ

より��������	
���上で空間配分機能を用いて設定した。

対象物質及びシナリオとしては，ダイオキシン類につい

て，都市ごみ焼却，���不純物，���不純物由来の排

出を，１９６０年より１９９９年まで作成。計算は������

���を�����で代表させた仮想的設定によっている

が，一部異性体個別の計算も実施した。この設定による

４０年間の経時変化を計算した。

　ダイオキシン類を用いた地理空間手法については，イ

ンベントリに基づくモデル的手法とは対極の手法として

モニタリングデータの空間補間等の統計手法によるアプ

ローチを検討していく必要があると考え，局所回帰によ

るダイオキシン類の地理空間補間を試みた。特にモニタ

リングデータ等の離散的点データを用いる空間補間はな

お十分手法が整備されているとは言いがたく，今後とも

研究を進める必要がある。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．２にも関連

（７）アレルギー反応を指標とした化学物質のリスク評

価と毒性メカニズムの解明に関する研究

　　－化学物質のヒトへの新たなリスクの提言と激増す

るアトピー疾患の抑圧に向けて－

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０２０４��３９５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質およびダイ

オキシン類のリスク評価と管理プロジェクト

グループ）・柳澤利枝・石堂正美・白石不二雄

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕近年，アトピー疾患は若年者を中心に急増

し，新たな「国民病」となっている。その増加の急峻性

より，アトピー疾患の増加・増悪要因は遺伝因子より環

境因子の変化に求めやすい。環境因子の中でも，『化学

物質』はアトピー疾患の急増の一因である可能性が十分

にあるが，これまで，化学物質の健康影響評価は，皮

膚・粘膜刺激性，発がん性，呼吸器，消化器，神経，肝，

腎，血液等への一般毒性によって論じられ，アトピー疾

患への影響をヒトに外挿可能な病態モデルを用いて明ら

かにしようとする試みはなかった。

　本研究の第一の目的は，ヒトに外挿が可能な適切な病

態モデルを用いて，化学物質の暴露がアトピー疾患に及

ぼす影響を明らかにし，ヒトにおいて重要であるにも関

わらず見落とされていた可能性がある新たな健康影響指

標を提言することにある。第二に，先導的に選択したい

くつかの化学物質について，物質の持つ特異性を明らか

にする。第三に，ヒトと動物の病態に共通して重要な役

割を演じている遺伝子やタンパクのレベルで，増悪メカ

ニズムを明らかにする。第四に，アレルゲン腹腔内投与

後の特異的抗体，好酸球，サイトカイン，ケモカインの

変化を指標とする「�������スクリーニング」の有用性を

検討する。

〔内容および成果〕

全体計画

　数種類の化学物質を先導的に選択し，マウスに暴露す

る。動物にアレルゲンの投与を開始し，成長過程におけ

るアトピー疾患の増悪の有無を確認する。

　先導的に選択する化学物質としては，（１）「核内レセ

プター」を介して作用する物質（フタル酸をエステル

等）（２）「フリーラジカル」を生成する物質（フェナン

トラキノン等のキノン類）（３）ディーゼル排気微粒子等

の化石燃料の燃焼により生ずる微粒子に含まれる芳香族

炭化水素群を選択する。化学物質の暴露量は，環境省に

おける暴露評価の基礎データを参考に，種差と不確実要

素を考慮に入れ，ヒトの推定暴露量の１００～１，０００倍程

度までを目安とし，可能な限り少量の暴露を基本とする。

　対象とするアトピー疾患モデルとしては，発症年齢の

若年化が著しいアトピー性皮膚炎とアレルギーマーチの

終着点にあたる気管支喘息を選択する。ヒトにおける病
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態を的確に再現しうる動物モデルを用いる。

　さらに，化学物質によるアトピー疾患の増悪メカニズ

ムを明らかにするために，分子生物学的検討を加える。

動物とヒトの病態において共通して重要な役割を演じて

いる遺伝子とタンパクをターゲットとする。これによ

り，動物モデルにおける実験成果をヒトの健康影響に外

挿するための，確固たるエビデンスを与える。対象とす

る分子あるいは細胞種としては，アレルゲン特異的な抗

体，リンパ球，肥満細胞，好酸球等の免疫担当細胞，サ

イトカイン（���５，���４，���）およびケモカイン

（�������，������，���，���，���８等）等を対

象とする。

　初年度に，既に，デイーゼル排気微粒子に含まれ，フ

リーラジカルを生成するキノン系化学物質（フェナント

ラキノン，ナフトキノン）が気管支喘息を増悪すること

を明らかにした。特に，アレルゲン特異的抗体の産生に

対するアジュバント効果が顕著であった。現在，フタル

酸エステルがアトピー性皮膚炎に及ぼす影響，ディーゼ

ル排気微粒子に含まれる化学物質群が気管支喘息に与え

る影響の詳細な解析を進めている。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１にも関連

（８）内分泌攪乱化学物質による脳機能障害の分子機構

の解明

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１９１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕石堂正美（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクト

チーム）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕最近，自閉症患者数が極めて多いことが分

かってきた。注意欠陥多動性障害や自閉症を含む広汎性

発達障害は学齢期の学習障害や多動症を特徴とし，成人

してからもコミュニケーションの困難さを有する。いず

れの疾患も脳機能の障害であり，社会的に大きな問題と

なっている。一方，内分泌攪乱化学物質が脳神経系の機

能に影響を及ぼす可能性が指摘され始めているが�その

詳細については未だ不明なところが多い。子供の脳が最

も発達する時期である妊娠中や授乳期に内分泌攪乱化学

物質が子宮内暴露や母乳によって摂取される可能性は十

分考えられる。本研究では，内分泌攪乱化学物質を幼弱

ラットの脳内に直接投与した場合に生じる脳の発達障害

を行動学的に探索するスクリーニングの系を開発し，多

動性障害を誘起する環境ホルモンを同定するとともにそ

の分子機序を解明する。

〔内容および成果〕

　生後５日齢の雄性ラットに内分泌攪乱化学物質を大槽

内投与し，４～５週齢における自発運動量を測定した。

同様に６�ヒドロキシドーパミンを投与して，多動性障

害モデル動物を作製した。その結果，ビスフェノール�

の他にトリブチルスズがラットの自発運動量を有意に増

加させることが明らかになった。この過活動は，多動性

障害モデル動物が示す多動と同様のパターンを示した。

つまり，内分泌攪乱化学物質がドーパミン神経の発達障

害を引き起こす可能性を示唆するものであった。多動性

障害動物における遺伝子発現の変化を���マクロアレ

イ法で解析した結果，ビスフェノール�によりドーパミ

ン輸送体の遺伝子発現が変動することが明らかになっ

た。

〔備　考〕

（９）海産無脊椎動物の内分泌攪乱並びに生殖機能障害

に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕堀口敏宏（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕いくつかの化学物質により生物の内分泌及び

生殖に攪乱が引き起こされることが知られており，一部

の野生生物においてはすでに異常が顕在化している。し

かし，国内の野生生物における内分泌攪乱や生殖機能障

害及びそれに起因する個体数減少については不明な部分

が多い。ここでは外因性内分泌攪乱化学物質（環境ホル

モン）の影響を最も受けやすい生物群と考えられる水生

生物，特に海産無脊椎動物を対象に内分泌攪乱の実態把

握と原因究明及び機構解明を目指す。

〔内容および成果〕

　船底防汚塗料などとして使用されてきた有機スズ化合

物（トリブチルスズ（���）及びトリフェニルスズ

（����））が���レベルのごく低濃度でも特異的に作用

して腹足類にインポセックスを引き起こすことが知られ

ており，筆者らは，１９９０年以降，邦産腹足類における
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インポセックスと有機スズ汚染に関する野外調査と室内

実験を継続的に行ってきた。本年度は，１９９９年から

２００１年にかけて実施されたイボニシのインポセックス

と有機スズ汚染に関する全国調査の結果を，前年度に引

き続き，解析した。

　１９９９年１月から２００１年１０月までに全国の１７４地点

で採集されたイボニシ試料を解剖して観察し，各地点に

おけるインポセックスの出現率，相対ペニス長指数

（���������	�
�����
����
������	���
���），輸精管順位

指数（����������	��
����	���	�������
��	���）及び

陰門閉塞個体の出現率を明らかにするとともに，イボニ

シの全組織中に含まれる有機スズ（ブチルスズ及びフェ

ニルスズ）化合物の濃度をプロピル化�������法によ

り測定した。その結果，全国的になお広範にインポセッ

クスが見られ，西日本において東日本よりも重篤な傾向

が見られた。またこの傾向はイボニシの体内有機スズ濃

度においても見られた。さらに，一部の地点では局所的

に���の高レベル汚染が見られるなど，いわゆる有機

スズ汚染の“��������”が各地で観察された。また過去

の調査結果との比較により，イボニシにおける有機スズ

汚染レベルとインポセックス症状の経年的推移について

検討した結果，イボニシ全組織中の����濃度に関して

は，概ね，各地点で引き続き経年的に減少する傾向が見

られたが，���濃度に関してはさまざまであり，多く

の地点で経年的に緩やかに低減しつつあった反面，ほぼ

横這いと見られる地点もあり，また２，３の地点では経

年的にその濃度が上昇した。インポセックス症状につい

ても，体内有機スズ濃度の推移をほぼ反映した経年的推

移を示した。一方，体内有機スズ濃度（���と����

のモル合算値）とインポセックス症状（��������	及び

��������	）との関係はシグモイド曲線を描き，特に

��������	との関係曲線は１９９０～１９９２年にかけて実施

された第一次調査のときに得られた関係曲線と類似して

いた。これは，イボニシの有機スズ汚染レベルとインポ

セックス症状との関係において，当時と今回の結果に顕

著な差が見られないことを示し，有機スズ化合物の製造

や使用等に対する規制によって高レベル汚染の低減が見

られるものの，有機スズ汚染に鋭敏なイボニシにインポ

セックスを引き起こす程度の汚染がなお残存しているこ

とを示唆するものである。

〔備　考〕

（１０）環境ホルモンの呼吸器・免疫系に対する影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質およびダイ

オキシン類のリスク評価と管理プロジェクト

グループ）・柳澤利枝

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌かく乱性化学物質（環境ホルモン）が

生殖系や神経系に及ぼす影響については研究が進行しつ

つある。しかし，その他の臓器あるいは系統に関しては

ほとんど検討は開始されていない。環境ホルモンの摂取

経路としては消化器系と共に呼吸器系が需要であり，環

境ホルモンが呼吸器系に及ぼす影響は速やかに取り掛か

るべき課題である。なかでも，近年急増しつつあるアレ

ルギー性呼吸器疾患と環境ホルモンの関連は注目に値す

る。本研究では環境ホルモンの経気道投与が呼吸器，免

疫系に及ぼす影響について検討を加える。

〔内容および成果〕

　前年度までに，ディーゼル排気微粒子等に含まれる内

分泌かく乱化学物質や芳香族炭化水素が，濃度依存的に

肺の���１�１を誘導することが明らかにした。内分泌か

く乱化学物質が���１�１等の誘導を経てその作用を発揮

するためには，核内レセプターや転写因子の活性化によ

る下流遺伝子の発現が重要である。肺における核内レセ

プターや転写因子の動態を検討するために，肺組織から

核タンパクと細胞質タンパクを分離採取する方法をほぼ

確立した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１にも関連

（１１）重金属及びフタル酸エステル類の内分泌攪乱影響

の解明とバイオマーカーの開発

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７７

〔重点特別研究プロジェクト名、政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕曽根秀子（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本研究では，ヒト培養細胞，遺伝子改変動物

や疾患モデル動物等を用いて重金属及びフタル酸エステ

ル類の内分泌攪乱影響を解明し，影響解明の中からメカ

ニズムに関連したバイオマーカーを探索，開発すること
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を目標とした。

〔内容および成果〕

　これまでに，����を雌マウスに曝露し，卵巣中のエ

ストロゲン受容体やテストステロンからエストロゲン変

換酵素アロマターゼの発現量を調べた。その結果，

����の単回投与では，高用量でのみアロマターゼ発現

の阻害影響が認められた。しかし，����の標的分子と

して知られている�����α遺伝子の欠損及び野生型マウ

スに����の低用量を第一～三世代に渡って曝露した

ところ，継世代に渡り野生型マウスの卵巣中のアロマ

ターゼ����が上昇し，エストロゲン受容体が低下し

ていることが認められた。欠損型ではこの影響は認めら

れなかった。これらの結果は，����が����αを介し

てエストロゲン代謝酵素に影響を及ぼす可能性のあるこ

とを示唆している。また，銅及び砒素によって酸化スト

レスが上昇した疾患モデル動物においては，アルドース

還元酵素が鋭敏にその発現を上昇させることがわかっ

た。この酵素の遺伝子の５��非翻訳領域における転写

活性化部位を調べると，アンドロゲンやエストロゲン受

容体の結合領域が存在することがわかり，内分泌攪乱に

よって影響を受ける可能性のあることが示唆された。以

上のことより，エストロゲン代謝酵素やアルドース還元

酵素等のシグナル伝達系分子がバイオマーカーとなりう

る可能性があることが示唆された。今後，更にそれらの

分子が内分泌かくのリスク評価におけるバイオマーカー

として有用であるかどうかを検討する必要がある。

〔備　考〕

共同研究機関：筑波大学・北京大学

共同研究者：川野道宏（筑波大学）・���������（北京

大学）・高橋良哉（東邦大学）

（１２）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす化学物質の影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕多田　満（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕淡水無脊椎動物の繁殖に対する内分泌かく乱

化学物質等化学物質の影響を把握するために，水温や密

度条件などの生態的要因を変えることでいかなる影響を

及ぼすかを検討する。そのために本研究ではチカイエカ

等の実験個体群を用いた研究を行い，淡水無脊椎動物の

繁殖に対する内分泌かく乱化学物質等化学物質の影響解

明に資することを目標とする。

〔内容および成果〕

　実験室において継代飼育が可能となったチカイエカの

繁殖に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響を把握するた

めに，まず水温を変えることでいかなる影響を及ぼすか

を検討した。チカイエカの孵化後２４時間以内の１齢幼

虫に��ノニルフェノールを１．０，１０，１００μ����の濃度

で暴露し，恒温器を用いて水温３０℃ の高温条件下で幼

虫の成長から羽化まで観察を行い，成虫の性比，産卵な

ど繁殖に及ぼす影響を検討した。幼虫期間はおよそ１週

間，幼虫の死亡率は３．２％以下，羽化率は０．９４～０．９７，

性比（���）は全濃度区で１．４，メス１個体あたりの産

卵塊数は各濃度区でそれぞれ０．８，０．７，０．９と対照区の

１．０に比べて減少した。なお，２３℃ではメス１個体あた

りの産卵塊数は各濃度区でそれぞれ１．２，１．０，０．９で

あったため，１．０，１０μ����の濃度区では高温条件に

よってメス１個体あたりの産卵塊数が減少することが明

らかとなった。

〔備　考〕

共同研究者：掛川洋次・渡邉　泉（東京農工大学）

（１３）ウズラでの環境ホルモン感受性試験の国際標準化

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��３５４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕高橋慎司（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクト

チーム）・清水　明・鎌田　亮

〔目　的〕環境ホルモンの生態毒性試験用実験鳥類とし

て，ウズラおよびボブホワイトを用いて国際標準化のイ

ンフラを整える。今回は，標準化飼料として植物性ホル

モンを低減化したものを開発するとともに，給水装置の

改善を行い，ウズラ用えさ・水の標準化を行う。

〔内容および成果〕

　環境ホルモンのスクリーニング用飼料として，植物性

ホルモン低減化飼料（���������	�
����������，���）

をオリエンタル酵母社と共同で開発した。幼ウズラ用

���を孵化後４週齢まで給餌し，その後に成ウズラ用

���を給与しながら体重および繁殖能力を比較した結

果，���は対照飼料及び市販飼料と同等の成長と性成

熟を示すことがわかった。但し，成ウズラ用���は卵
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殻強度を低下する傾向が認められたので，更に検討する

必要がある。

　また，水質を向上させるために��処理装置を導入

し，伝導率を約１０倍に改善した結果，卵殻強度が高く

なる傾向が認められた。その他の卵質への影響について

も現在，検討している。

〔備　考〕

（１４）酵母アッセイシステムを用いた�９代謝化内分泌

かく乱物質の検出と化学構造の決定

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕白石不二雄（内分泌かく乱化学物質及びダイ

オキシン類のリスク評価と管理プロジェクト

グループ）・白石寛明・佐野友春・彼谷邦光

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕内分泌かく乱化学物質は生体に取り込まれる

と細胞内のホルモンレセプターに結合して蛋白合成を促

進したり，あるいは逆に生体内ホルモン（リガンド）の

結合を阻害するアンタゴニスト作用により，生体に悪影

響を及ぼすことが懸念されている。化学物質の中には，

生体内の薬物代謝酵素で代謝され（�９代謝化），ホル

モン様作用を発現する物質が産生されることを我々は酵

母アッセイのスクリーニングにより確認している。�９

代謝化において産生される化学物質は単一ではなく，

様々な構造形態が予想される。代謝化物質のうち，活性

を示す物質の同定を行い，それらの活性を評価する。

〔内容および成果〕

　内分泌かく乱作用が疑われている化学物質について，

入手できた水酸化ポリ塩化ビフェニール（������）

１５種類について，酵母アッセイによりエストロゲン及

び甲状腺ホルモン活性を検討したところ，活性を示す物

質が数種類確認された。これらの活性を示した���

���の中には，生体内で代謝されることにより作り出

される物質であることが報告されており，化学物質の代

謝化による水酸化体の生成は内分泌かく乱作用に重要な

意味を持つことが明らかとなった。さらに，塩素置換数

のことなる������の数多くの異性体についてエスト

ロゲン及び甲状腺ホルモンの内分泌かく乱作用を検討中

である。

〔備　考〕

（１５）環境リスクの診断，評価およびリスク対応型

（���������	）の意思決定支援システムの構築

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０００２��００７

〔重点特別研究プロジェジェクト名，政策対応型・研究名〕

〔担当者〕兜　�徳（首席研究官）

〔研究期間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕環境リスクの適切な管理のために，その生起

する過程と頻度および生じる重大さに加えて，対策とし

て構想しうる範囲とその対策ごとの効果を関係主体が認

識することを支援する「リスク対応型（���������	）の

意思決定支援システム」を構築することを目的とした。

〔内容および結果〕

　平成１２年度は初年度であり，環境リスクの診断から

対応に関する意思決定プロセスを支援する既存のシステ

ムの国際動向についての基礎的な調査を行ったほか，ダ

イオキシンや環境ホルモン汚染の個別問題について基本

となる要素などを検討した。前年度は，リスク情報に関

する通信ネットワークシステムを具体的に構築して試運

転を開始し，研究班員やリスク研究学会員の間で，

���プロセスを通した検討を行った。筆者は，とくに

ダイオキシンの所沢の事例，ダイオキシンのリスク評価

関係の情報のインプットにかかわったほか，リスク診断

について検討した。本年度には，これらの限られたテー

マについてではあるが，モデルとなる意思決定のための

支援システムを提案することができた。

〔備　考〕

研究代表者：盛岡　通（大阪大学）

共同研究者：池田三郎（筑波大学）・高尾　厚（神戸大

学）・酒井泰弘（筑波大学）・森澤真輔（京

都大学）・関沢　純（国立医薬品食品衛生研

究所）・東海明宏（北海道大学）・吉川肇子

（慶応大学）・城戸由能（京都大学）・前田恭

伸（静岡大学）・中谷内一也（静岡大学）・

谷口武俊（電力中央研究所）・恒見清孝（大

阪大学）

（１６）相模湾生物の有機スズ化合物による汚染及び生態

影響の実態解明

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０５４

〔重点特別研究プロジェジェクト名，政策対応型・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究
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〔担当者〕堀口敏宏（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕相模湾に棲息する生物種とその分布，物質循

環を明らかにし，同時に絶滅危惧種や貴重種の調査，環

境汚染による生物動態の動向把握を通して，相模湾の環

境と生物の流動性を解明し，生物保護区制定に向けて活

用することが地域連携推進経費に係る本研究課題の究極

の目的であり，その一環として，本サブテーマでは相模

湾における有機スズ汚染の動向とともに，それにより引

き起こされてきた巻貝類のインポセックスの推移及びそ

れが巻貝個体群の動態に及ぼしてきた影響を明らかにす

ることを目的とする。

〔内容及び成果〕

　船底防汚塗料などに使用されてきた有機スズ化合物

（トリブチルスズ（���）及び（����））がごく低濃度

でも特異的に腹足類にインポセックスを誘導することが

知られているが，本研究では，腹足類の有機スズ汚染と

内分泌攪乱現象に関する調査研究の一環として，浅海域

の食物網における有機スズ化合物の分布について検討し

た。特に本年度は，１９９６年９月に相模湾の�の内湾部

及び外海部で漁獲された魚類，甲殻類及び貝類（内湾産

魚類１０種，甲殻類２種，貝類６種，外海産魚類１１種）

並びに同海域で採集された海藻類（内湾域５種及び外海

部９種）における有機スズ化合物の濃縮係数（���）

について検討した。すなわち，同海域の内湾部及び外海

部における表層海水中有機スズ濃度の平均値に対する上

述の魚介類中有機スズ濃度の比を���として調べた。

その結果，例えば，肝臓中濃度（一部の貝類及び全ての

海藻類では全組織中濃度）に注目した���は，内湾部

の魚類，甲殻類，貝類及び海藻類の���についてそれ

ぞれ４０００～８５０００，２６２００～５２９００，１２５００～６４７００及び１０００

～４４００であり，����についてはそれぞれ３６００００～

７０３８０００，３８３０００～５５６０００，１８４０００～２３１５０００及び≦２９０００

であった。また外海部の魚類，貝類及び海藻類では

���の���がそれぞれ１３９００～１９７０００，７２００～３１０００及

び１５００～５３０００で あ り，����で は そ れ ぞ れ１２０００～

３３９８０００，２４７０００～２７２０００及び≦９９０００であった。なお，

筋肉中���濃度に注目した���は上述の肝臓中���

に比べて，概ね，魚類で１�１０～１�２，甲殻類で１�５０，貝

類で１�５０～１�１０であり，筋肉中����濃度に注目した

���は肝臓中 ���に対して，概ね，魚類で１�１００～�

１�１０，甲殻類で１�２０，貝類で１�１０であった。

〔備　考〕

本研究は文部科学省科学研究費補助金地域連携推進経費

における「相模湾環境保全へ向けての生物保護区制定の

ための学術的研究」（研究代表者：東京大学大学院理学系

研究科教授　森澤正昭）のサブテーマの一つである。

（１７）生活習慣病の循環器・呼吸器病変に及ぼすディー

ゼル排気微粒子の影響に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��２８５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質およびダイ

オキシン類のリスク評価と管理プロジェクト

グループ）・柳澤利枝

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕ディーゼル排気（��）やそれに含まれる微

粒子（���）が生活習慣病に関連する呼吸器および循

環器傷害を増悪するか否かを動物モデルを用いて明らか

にし，これまでの疫学的知見に実験的論拠を与えること

を第一の目的とする。また，増悪のメカニズムを遺伝子

レベルまで掘り下げて解明し，ヒトにおける影響を類推

すると共に，ヒトの健康影響評価に適用可能な指標（バ

イオマーカー）を探索することを第二の目的とする。

〔内容および成果〕

　���は細菌毒素による肺傷害を相乗的に増悪する。

この増悪効果には，炎症性タンパクのの発現亢進に重要

な転写因子の活性化と並行していた。また，���によ

り細菌毒素に対する受容体の発現はこう進した。生活習

慣病や易感染性を持つポピュレーションが浮遊粒子状物

質による汚染に対し，重篤な健康影響を受けやすいこと

が疫学的に報告されている。今回の実験結果は，本疫学

的知見に，実験的論拠を，少なくとも部分的に与えるも

のと考えられる。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１にも関連

（１８）植物エストロジェンおよび内分泌攪乱化学物質の

骨代謝バランスに関する研究

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９８０２��２４６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．２　効率的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕平野靖史郎（環境健康研究領域）・崔　　星・�

菅野さな枝

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）
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〔目　的〕現代文明社会を支えている人工の化学物質の

中には，生物の内分泌系を撹乱することにより生殖，内

分泌，免疫，神経系に重大な悪影響を与える化学物質が

あることが明らかとなってきた。哺乳類以外の野生生物

では，因果関係が明らかな例がいくつか報告されている

が，人では内分泌撹乱化学物質の健康影響は明らかに

なっていない。内分泌撹乱化学物質の人の健康および生

態系へのリスク評価を行うことは現時点の急務である。

本研究では，内分泌撹乱化学物質の影響評価に，影響を

与える植物エストロジェン（����������	�
）と人工の

内分泌撹乱物質との相互作用を��������，�������の系を用

いて評価することを目的とする。

〔内容及び成果〕

　環境中でエストロジェン様作用を持つことが知られて

いる人工の内分泌撹乱物質が，骨形成に与える影響を骨

芽細胞である��３�３��１細胞を用いて調べた。骨芽細

胞の分化の指標として用いられるアルカリフォスファタ

－ゼ（���）活性，及び石灰化により増加するカルシウ

ム（��）とリン（�）の濃度を調べ，植物性エストロ

ジェンを用いた結果と比較検討した。人工の内分泌撹乱

物質として��ノニルフェノール（��），ビスフェノー

ル�（���），及びフタル酸エステル（����）を用い

た。その結果，��と����を添加した細胞では���活

性と細胞��及び�濃度に変化は見られなかったが，

���を添加した細胞では濃度依存的に���の活性が増

加し，細胞��及び�濃度も増加することがわかった。

エストラジオールに比べ効果は弱いものの，植物性エス

トロジェンと同様に，���によっても，���活性，及

び��と�濃度が増加したことより，ある種の人工の内

分泌撹乱物質は骨芽細胞の分化を促進し，石灰化を引き

起こす作用を持つことが明らかとなった。

　植物性エストロジェンが，破骨細胞の分化に及ぼす影

響についても調べた。マクロファージ系の細胞である，

���２６４．７を 破 骨 細 胞 分 化 因 子 で あ る�����

（������������	
�������������������	����）存在下で培

養すると，破骨細胞に分化することが知られている。そ

こで，�����で活性化した���２６４．７に，植物性エ

ストロジェンを添加後培養し，酒石酸抵抗性酸性ホス

ファターゼ（����）活性を調べることによって，破骨

細胞への分化に植物性エストロジェンが及ぼす影響を検

討した。エストラジオールとゲニステイン及びダイゼイ

ンによっては顕著な変化は見られなかったが，クメスト

ロールは����活性を減少させた。そのことより，クメ

ストロールは破骨細胞への分化を抑制する働きがあるこ

とが示唆された。破骨細胞の分化には�����から細胞

内でのシグナル伝達が必須であることが知られている。

そこで，これらの破骨細胞への分化の抑制は，シグナル

伝達系の活性の抑制が原因ではないかと考え，�����

からのシグナル伝達系の変化を調べている。現在，

�����によって，�������������	��
�������������（���）�

のリン酸化が促進される結果が得られ，そのリン酸化に

クメストロールが関与しているかどうかを，検討中であ

る。

〔備　考〕

課題代表者：香山不二雄（自治医科大学教授）

大　課　題：植物由来および人工の内分泌撹乱物質の相

互作用評価

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１にも関連

（１９）ディーゼル排気の内分泌撹乱作用と生殖系への影響

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕０１０５��２８４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質およびダイ

オキシン類のリスク評価と管理プロジェクト

グループ）・柳澤利枝

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ディーゼル排ガスおよび微粒子には多数の化

学物質が含まれ，その健康影響が危惧されている。これ

らの健康影響は呼吸器・循環器系にとどまらず，内分泌

攪乱作用の存在も示唆されている。本研究では，ディー

ゼル排ガスおよび微粒子の内分泌攪乱作用とそのメカニ

ズムを分子生物学的に明らかにすることをめざす。

〔内容および成果〕

　内分泌かく乱化学物質がその作用を発揮するために

は，核内レセプターや転写因子の活性化による下流遺伝

子の発現が重要である。また，核内レセプターと他の転

写因子の相互作用によるシグナル伝達の変化が，内分泌

かく乱化学物質の作用の一因とも考えられている。今年

度は，組織材料から核タンパクと細胞質タンパクを分離

採取する方法を，ほぼ確立した。ディーゼル排気微粒子

の気管内投与は��������	��
��������の�５０��������の

活性化を誘導する傾向が認められた。また，マウスをデ

イーゼル排気に暴露させ，生殖器における諸遺伝子の発

現の変化を検討しつつある。

〔備　考〕

研究代表者：武田　健（東京理科大学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１．にも関連
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（２０）環境因子による健康影響の食品成分による軽減策

の開発に関する研究

〔区分名〕寄付

〔研究課題コード〕０２０２��３５１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質およびダイ

オキシン類のリスク評価と管理プロジェクト

グループ）・柳澤利枝・桜井美穂

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕種々の環境因子は，慢性的な少量暴露によ

り，単独であるいは他の因子と複合的に，健康に悪影響

を及ぼすことが一般的である。環境因子による健康影響

を軽減するためには，悪影響の原因となる環境因子の暴

露を避けることが第一の手段であることはいうまでもな

い。しかし，暴露を皆無とすることはしばしば困難であ

り，暴露回避以外の対策の開発も重要と考えられる。本

研究では，環境因子による健康影響を，自然由来成分の

摂取により軽減する，新たな対策の提案を目的とする。

〔内容および成果〕

　ディーゼル排気微粒子の経気道暴露による肺傷害は，

紫蘇抽出物の経口摂取により軽減された。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１．にも関連

明治製菓（株）ヘルス・バイオ研究所からの寄付金による

研究である。

（２１）ヒメタニシに存在する甲状腺ホルモン様物質の構

造決定

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕寺崎正紀（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・���������	�
・白石不二雄

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕ヒメタニシは霞ヶ浦など比較的汚染のひどい

湖沼にも生育する貝で，環境汚染指標生物種になってい

る。ヒメタニシに存在する，�３あるいは�４以外の甲

状腺ホルモン様活性物質の構造を決定（同定）すること

は，水環境の新たな環境ホルモン物質汚染の実態，環境

動態を調べる上で重要である。

〔内容及び成果〕

全体計画

　活性物質の溶媒への特性を利用して，����を用いた

プレパラティブスケールの分離・精製を行う。次に，高

分解能���，�����により精製した活性物質の構造を

決定し，必要であればそれらの合成を行う。環境試料中

の活性物質の酵母アッセイ法および機器分析法によるモ

ニタリング手法を確立し，環境ホルモン物質の環境動態

研究に寄与することを目標とする。

本年度までの成果の概要

　霞ヶ浦でサンプリングした雄雌のヒメタニシについて

サイロイドホルモン活性試験を行った結果，加齢３年未

満のサンプルより３年以上のサンプルで強い活性が認め

られた。このメタノール抽出液について��������カラ

ムまたは�１８ディスクを用いた２つの粗抽出法を試み

たところ，��������カラム抽出法においてより多くの

活性物質を含むフラクションを分画することができた。

このフラクションの���測定ではベンゼン環を持つ化

合物の存在が示された。また，活性フラクションをプレ

パラティブスケール����でさらに精製し，ほぼ活性

物質を単離することができた。

平成１５年度の研究概要

　アナリティカルスケールの����分析条件を決定す

る。この条件に基づき�����測定を行い，活性物質の

分子量ならびに���測定のデータから活性物質の構造

決定を行う。さらに，活性物質の合成法および活性物質

の性状について検討する。

〔備　考〕

（２２）内分泌かく乱物質がアワビ資源に及ぼす影響の評

価に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４５３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕堀口敏宏（化学環境研究領域）・白石寛明

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕国内のアワビ資源は１９７０年代以降，全国的

に減少傾向が続いてきているが，その原因は未だに明ら

かでない。一方，内分泌かく乱物質としての有機スズ化

合物がアワビ類の雌を雄性化させる作用を有することが

明らかとなった。本研究では，有機スズ化合物がアワビ

資源の減少にどの程度寄与してきたかを検討する一環と

して，アワビ類の再生産に及ぼす有機スズ化合物の影響
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を評価するため，成貝の性成熟から産卵，幼生の孵化及

び着底，そして成長の各過程に与える潜在的もしくは直

接的影響をフィールドと実験室の双方において観察する

ことを目的とする。

〔内容及び成果〕

　本年度は，下記の項目について，それぞれ，以下のよ

うに研究を実施した。

　１．アワビ類の内分泌かく乱に関する全国実態調査

　全国３２地点からマダカアワビ，メガイアワビ，クロ

アワビ及びエゾアワビを，各地点で各種について原則と

して１５個体ずつ活魚として入手して，常法により生殖

巣組織標本を作製し（ゲンドル液固定，パラフィン包

埋，ヘマトキシリン�エオシン液染色），検鏡を行って

いる。並行して，体内有機スズ含有量を定量するための

化学分析を実施している（プロピル化�������法）。

　２．アワビ類の内分泌かく乱に関する実験的検討：有

機スズ化合物の流水式曝露による雌における精子形

成の再現

　対照海域から入手したメガイアワビを用いて，コント

ロールの他，５０����及び５００����に設定されたトリブ

チルスズ（���）に対する３ヵ月間の流水式連続曝露

試験を実施した�試験海水中の���濃度を実測するた

め，毎週，試験海水を採取して化学分析を行った（プロ

ピル化�������法）。曝露開始３ヵ月後に全供試個体

を取り上げ，１．と同様の方法により，生殖巣組織標本

を作製し，検鏡を行っている。また，供試したメガイア

ワビの体内有機スズ濃度の測定も実施している（プロピ

ル化�������法）。

　３．天然海域におけるアワビ類の産卵，幼生と稚貝の

生残と成長，並びに資源の現状に関する評価

　こぶし大の御影石（計１トン）を国内の�海域に夏季

に投入し，無節石灰藻を繁茂させ，そこにおけるアワビ

稚貝の出現状況の調査を通じて，天然海域でのアワビ稚

貝の着底と分布について検討するべく，目下，調査中で

ある。

　４．アワビ類の繁殖能力の低下に及ぼす内分泌かく乱

の影響：有機スズ曝露を受けたアワビ成貝の繁殖能

力の評価

　造船所近傍から採取された海水を用いて，マダカアワ

ビ成貝（雄と雌の組み合わせで２組）を通常の飼育下で

産卵させ，産卵量と受精率の推定を行った。受精卵の発

生を経時的に観察し，孵化率を推定して，孵化したベリ

ジャー幼生について，正常（異常）発生率，生残率及び

ベリジャー幼生の着底率の推定も行った。着底後の稚貝

の生残率も推定し，成長に関する観察を継続している。

〔備　考〕

共同研究者：山川　紘（東京水産大学）

３．２　ダイオキシン類のリスク評価と管理に関

する研究

（１）ダイオキシン類の新たな計測法に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００３��１７０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕伊藤裕康（化学環境研究領域）・森田昌敏・�

橋本俊次・安原昭夫・白石不二雄・�

北村公義・崔　宰源

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕ダイオキシン対策関係閣僚会議は，平成１１

年３月２４日にダイオキシン対策推進基本方針をとりま

とめた。その中でダイオキシン類に関する検査体制の整

備や，調査研究及び技術開発の推進がうたわれている。

対策を講ずる上で，簡易測定分析など，新たなダイオキ

シンの分析法の果たす役割は大きいと考えられ，そのよ

うな分析法の開発の需要は，非常に大きいといえる。ダ

イオキシン類は毒性が高く，また存在量の極めて少ない

汚染物質であり，その分析は最も難しい超微量分析であ

る。圧倒的に多量の共存物質を除き，かつ極めて微量を

測定しなければならない。１９７０年代より発達してきた

ダイオキシン微量分析は，電子捕獲型検出器付ガスクロ

マトグラフ，パックドカラム�ガスクロマトグラフ�低

分解能質量分析法，キャピラリカラムガスクロマトグラ

フ�低分解能質量分析法を経て現在のキャピラリーラ

ム・ガスクロマトグラフ�高分解能質量分析法

（�������）に到達し，環境試料の微量測定ができる

にいたっている。また，高分解能質量分析法をもってし

ても，その選択性は十分ではなく，試料の分析にあたっ

ては装置にかける前に，多段階のクリーンアップ操作に

よって夾雑物を除去しなければならない。これは，分析

にかかる時間と人手を必要としており，結果として分析

コストの１�３以上を占めていると推定される。ダイオキ

シン分析を複雑にしているもう一つの要因はダイオキシ

ン類の異性体は多数あり，有毒なダイオキシンはその一

部であるが，その各異性体を測定しなければ正確な毒性

評価が定まらないことである。

　このように，現状の分析法は多くの試行の上で研究さ

れてきたものであり，今後も基準的な公定分析法として

残るものと考えられる。新しい分析法は，現行分析法の
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欠点を補って，ダイオキシン対策をすすめる上での実践

的な分析法として期待される。

〔内容および成果〕

　ダイオキシン類の微量分析技術の開発とダイオキシン

類を迅速に計測する手法の開発を，産官学の協力のもと

で行うことにより，ダイオキシン類問題の全体像及び詳

細な分布（汚染）状況を明らかにし，それらの対策を促

進する。

次のサブテーマに分けて研究を推進する。

　サブテーマⅠ．ダイオキシン類分析に関わる標準物質

に関する研究

　Ⅰ�１．標準物質の調整と評価に関する研究，ダイオ

キシン類の標準物質の調整と種々の濃度評価を行う。産

官学の分析機関の協力のもと，濃度検定を行い，分析法

の評価を行い，その確立に貢献する。

　Ⅰ�２．標準物質の安定性に関する研究，ダイオキシ

ン類の標準試料の安定性について，様々な媒体（試料）

について調査・検討を行う。

　測定標準物質により測定値が異なる原因の検討を行う

とともに，ダイオキシン類の構成の異なる種々の標準物

質を作製し，これが測定値に与える影響について検討を

行った。ダイオキシン類の各異性体の濃度が１��以下

になるとその精度は３０％以上となり，妨害成分の影響

を受けることが分かった。また，簡易測定法の標準物質

は，各異性体を加えた試料であるべきか現在検討中であ

る。

　サブテーマⅡ．ダイオキシン類の簡易計測法の開発に

関する研究

　Ⅱ�１．低分解能質量分析計（�������）を用いた

ダイオキシン類の同定手法に関する研究，�������に

よる計測法と高分解能�����と比較し，適用可能な試

料の種類及び範囲，必要な前処理方法等を検討し，必要

に応じて装置及び計測法を改良する。

　Ⅱ�２．バイオアッセイ法の分析手法に関する研究，

新規開発及び既存の手法の前処理を含めた最適化を通じ

て，迅速・簡便なダイオキシン類の検出に有効なバイオ

アッセイ法について検討する。

　Ⅱ�３．前処理の簡易化に関する研究，分析前処理の

簡易化を行い，問題点，改良点などを明確にし，その実

用性，適用範囲等について検討する。

　前年度に引き続き検討を進め，�����による迅速分

析法を検討し，分離能，感度の点で有用であることが

判った。本装置は低分解質量分析計（����）としては

高額であるが，公定法等で用いられている����の半

額以下でありダイオキシン類分析のコスト削減に有用で

ある。また，試料注入からデータ処理が自動化されるこ

とによって人の手をわずらわすことが減少し，人件費の

省力化になると考えられる。また，����は，小型で省

スペースであり，����の１台の専有面積に数台設置

でき，処理能力の向上が図られる。しかしながら，

����は感度の面では����に比べると絶対量で１０～

５０倍程度悪いといえる。超高感度分析を要求される血

液，母乳，環境水等には向かないと判断されるが，煙導

排ガス，焼却灰，汚染土壌試料等，ダイオキシン分析で

高濃度される試料に関しては十分に使用できる。今後装

置の改良等では����に匹敵するような性能を得られ

る可能性がある。方法の確立と共に分析機関，メーカー

に情報の提供をする。

　サブテーマⅢ．ダイオキシン類のオンサイト測定法に

関する研究

　Ⅲ�１．排ガスのリアルタイムモニタリング手法の開

発に関する研究，焼却施設などの排ガスのリアルタイム

モニタリング手法の開発・改良を行い，現場での応用を

目指す。

　Ⅲ�２．移動型ダイオキシン類測定手法の開発に関す

る研究，移動型ダイオキシン分析手法の開発。改良を行

い，現場での応用を目指す。

　焼却炉の煙導から直接排ガスを採取し，排ガス中に含

まれるダイオキシン類を測定する装置を開発している

が，種々な問題点があり開発中である。装置の概要を資

料に示す。現行の排ガス分析の公定法で用いられている

問題点である大量の水蒸気がフィルター部での結露対

策，試料トラップ管に充填剤の材質，等問題点が多い。

最終段の�����については前記の����を用いること

で問題ないと考えられる。しかしながら，当初は２台の

ガスクロマトグラフ（��）を用いることとしていた

が，１台に２個のカラムオーブン（デュアルカラムオー

ブン）を備えた��に変換し，改良している。スペース

をとらない��であり，現場測定に向いていると判断さ

れるが，大量のガスを導入するなどを考慮すると，困難

な問題が生じている。今後は，さらなる装置の改善が必

要と判断されている。車載型についてはオンサイトで予

定している装置は使用困難と判断される，四重極型

�����で試行は行ったが，操作性，感度の点でダイオ

キシン類分析に用いるには，より多くの改良が必要であ

ることが分かった。

〔備　考〕

共同研究者��松村　徹（国土環境（株））・藤巻　奨・�

大塚紀一郎（日本電子（株））
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（２）地球規模のダイオキシン類及び����汚染に関

する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕森田昌敏（統括研究官）・橋本俊次・鈴木規之・

柴田康行・�澤嘉一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類は����（難分解性有機汚染

物質）の一部として認識されており，環境中での高い残

留性と強い毒性により，地球規模のダイオキシン類の拡

散状況に懸念がもたれている。一方で，����等の有害

物質の長距離移動性は対象物質の物性や排出形態に強く

影響され，例えばダイオキシン類については，必ずしも

長距離移動性が大きくないのではないかとも考えられ

る。本課題では，ダイオキシン類の地球規模汚染の現状

を把握するため，主に北太平洋域における，大気，水，

生物等のモニタリングを通じてダイオキシン類の地球規

模汚染の現状を把握し，リスク評価及び地球規模環境動

態に対する基礎的知見を得ることを目的とする。また，

このために必要とされる試料採取・分析手法の検討を実

施する。

〔内容および成果〕

　北太平洋地域を中心に，大気・水試料の採取方法のた

めの準備を行ってきた。本年度はダイオキシン類及び

����の分析のための試料採取方法の検討を実施し，ま

た，次年度以降の分析手法に関する予備的検討を実施し

た。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１にも関連

（３）ダイオキシン類の体内負荷量および生体影響評価

に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００５��１７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕米元純三（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・森田昌敏・兜　�徳・曽根秀子・�

遠山千春・青木康展・大迫誠一郎・�

宮原裕一・石村隆太・西村典子

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類のヒトの健康への影響，こと

に生殖・発生への影響が懸念されている。ヒトがダイオ

キシン類にどの程度曝露されており，またそれによって

どの程度影響が起きているかについてはほとんど分かっ

ていないのが現状である。特に生殖・発生への影響につ

いては，それを評価する適切なバイオマーカーがないこ

とが大きな原因である。　

　本研究では１）ダイオキシン類の曝露量，体内負荷量

を評価し，２）生体影響指標（バイオマーカー）の検

索・開発を行い，３）体内負荷量との関係を検討し，そ

の中で感受性の決定要因を明らかにする。これらによ

り，ダイオキシン類の生体影響，特に生殖・発生影響に

かかわるリスク評価のための基礎資料を得ることを目的

とする。

〔内容および成果〕

　本年度は，課題２と３を中心に研究を行った。

　課題２．生体影響指標の適用可能性の検討および新規

指標の検索・開発に関する研究

　母乳は血液に比べてダイオキシン類濃度が高く，乳脂

肪の産生，貯蔵を行っている乳腺ではダイオキシン類の

蓄積および曝露による影響が他の臓器に比べて高いこと

が推測される。そこで母乳に含まれる乳腺由来の細胞

が，ダイオキシン類の生体影響指標の試料としての利用

可能性を探る目的で，この細胞の単離法の確立，ダイオ

キシン関連遺伝子の発現および培養条件下での曝露によ

る反応性について検討した。母乳細胞は油滴を含んだ浮

遊性の球状の細胞が主であり，少量の上皮性角化細胞と

思われる付着性細胞が混ざっていた。������の結果，

ダイオキシンの遺伝子転写に対する反応に不可欠である

���と����の����の発現，���１�１および���１�１

を確認した。これらの遺伝子の発現はリンパ球では

���１�１の発現が高く，���１�１はほとんど発現してい

ないのに対して，リアルタイム���による����の定

量の結果，母乳細胞では���１�１の発現が高く，���１

�１の発現が低いことが分かった。培養母乳細胞に

����を曝露した結果，���１�１は１００��より誘導が

かかり，１０��でコントロールの３倍以上の����が検

出されたが，これに対し���１�１は１０��でも誘導され

なかった。一般に���１�１は���１�１に比べて����

への反応性が高いため，母乳細胞は血球系の細胞よりも

曝露影響を調べる上でも都合が良いと考えられる。実際

に母乳細胞のダイオキシン類曝露量および曝露形態が

���１�１を誘導し得るものかどうか�また，母乳の採取

時期（出産からの期間）や新鮮なサンプルの入手方法に
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ついての検討を進めている。

　ダイオキシン曝露の新たな生体指標の検索・開発を目

的として，新たな����応答遺伝子を探索するために，

���マイクロアレイ法を行った。前年度見いだした発

現パターンの変化した遺伝子について，リアルタイム

���を行い，����発現量の変化を確認した。その結

果，����７細胞で２３個，��９５�２細胞で１４個の遺伝

子の発現量が対照群（����）に比べ増加あるいは減

少していた。両細胞ともに，発現の変化した遺伝子数は

����の濃度依存的に増加したが，１��と１０��では

ほとんど同じだった。両細胞で共通に増加あるいは減少

した遺伝子は１０遺伝子で，他は異なる反応を示した。

また，いくつかの遺伝子についてマウス胎児での発現変

化を調べた。妊娠１２．５日目の �５７��６��マウスに�

５μ�����の����を経口投与し，妊娠１８．５日目に胎児

をとりだした。肝臓・脳・頭蓋骨の���を回収し，リ

アルタイム���を行った。その結果，今回調べた遺伝

子についてはマウス胎児でも����により発現が変化

していた。しかしながら，雌雄あるいは組織の違いによ

り発現変化の程度が異なっていた。

　以上の結果から，����７および��９５�２細胞にお

いて����がこれまで報告されている以上のエストロ

ゲン応答遺伝子の発現パターンを変化させることが明ら

かになった。また，これらの遺伝子のいくつかはマウス

胎児組織中でも����の影響を受けることが明らかに

なった。

　課題３．ダイオキシン類に対する感受性の決定要因に

関する研究

　ダイオキシンの多くの作用は���との結合を介して

発現すると考えられている。���は結合するリガンド

によって活性化する遣伝子とそれに伴って発現する酵素

の種類が異なるという性質が示されている。しかしなが

ら，リガンド結合に関与する領域はいまだ明らかとなっ

ていない。リガンド結合に関与する領域の遺伝子の変異

は感受性に影響を及ぼす可能性がある。そこで���の

芳香族アミノ酸をいくつか���（アラニン）に変えた変

異体の転写誘導活性を����細胞にてスクリーニングを

行った。その結果，一つの変異体が誘導活性を示さな

かった。この位置のアミノ酸について���以外に変えた

変異体をいくつか作って誘導活性を調べてみたところ，

芳香族アミノ酸に替えたものでは��������	と同様の活

性が見られたが，���（ロイシン）に変えたものでは，

３�メチルコランスレンでは誘導されたが，β�ナフト

フラボンでは誘導が見られなかった。これら���の変

異体は����についてもβ�ナフトフラボンに近い誘

導活性を示したことから，このアミノ酸がリガンド特異

的結合に関与していると考えられた。

〔備　考〕

（４）環境有害物質の甲状腺ホルモン抑制機構の解明

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１７５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕米元純三（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・遠山千春・西村典子

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕ダイオキシン類，���類への胎児期，新生

児期曝露により甲状腺ホルモン（�４）の低下が報告さ

れ，�４低下による脳への影響が示唆されている。しか

しながらこれらの物質への曝露による�４低下のメカニ

ズムはよくわかっていない。本研究は�４の輸送タンパ

クであるトランスサイレチン（���）をノックアウト

したマウスを用いて，ダイオキシン類，���類の�４抑

制作用における���の役割を明らかにし，�４低下のメ

カニズムを明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　１３週齢の雌の���ノックアウトマウスまたは野生型

マ ウ ス に ���７７（３，３��４，４���������	
５０����

７０��������），���１２６（３，３�，４，４�，５��������	


１．０��������），���１５３（２，２��４，４�，５，５��

��������２００���������）を経口投与した。７日後に解

剖し，血清甲状腺ホルモン（�������４；��４，������４��

��４，�������３����３，���）の定量，肝臓����誘導

遺伝子（���������	
�
���	�����	����１�６�����１�６，

����������	
４５０１�１�����１�１，���１�２）の解析を

行った。野生型，���ノックアウトマウスいずれにお

いても���投与により，��４の有意な低下が認められ

た。���７７では，ノックアウトに比べ野生型での減少

が大きかった。���１２６では，����誘導遺伝子の発

現が認められたが，���７７，���１５３では認められな

かった。以上のことから���１２６は，��レセプターを

介したメカニズムによって�４低下をきたすと考えられ

た。���７７の�４�抑制作用には，ある程度，���が関

与していることが示唆された。

〔備　考〕

―�����―
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（５）臭素化ダイオキシン類の環境影響評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕鈴木規之（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクト

チーム）・橋本俊次・森田昌敏・酒井伸一�

〔期　間〕平成１３～１７年度�（２００１～２００５年度）

〔目　的〕臭素化ダイオキシン類，臭素／塩素化混合ダ

イオキシン類，および臭素系難燃剤に関して包括的な環

境影響評価は行われておらず，検討する必要がある。本

課題では，分析技術，発生過程，曝露評価，毒性評価と

リスク評価の各課題について検討し，臭素化物の環境影

響評価を行う。

〔内容および成果〕

　人脂肪組織中臭素化ジフェニルエーテル・臭素化ダイ

オキシン類の０．８��������感度の分析法を確立し，人脂

肪中試料中に臭素化ダイオキシンが存在することを確認

した。また，臭素化ジフェニルエーテルを検出し，長期

トレンドを推定した。人脂肪に対する分析法は，脂肪試

料１�３�より，硫酸処理�フロリジルカラムクリーン

アップによる分析法であり，脂肪中の臭素化ダイオキシ

ン類分析において最低限必要かつ現時点での技術的に可

能な最大限の感度を確保した。底質に対する分析法は，

１０�３０�の底質を抽出の後，硫酸処理－銅処理－フロリ

ジルカラム－活性炭カラムを用いた多段クリーンアップ

による方法であり，妨害物質の除去と感度の点で底質分

析に適する手法とした。本分析法については，試料の抽

出，妨害物質の除去方法，�����による最終分析にお

ける問題点など各段階での塩素化ダイオキシン類と異な

る臭素化ダイオキシン類分析法の問題点の解決をほぼ終

了し，東京湾底質コア試料中の臭素化ジフェニルエーテ

ル・臭素化ダイオキシンの分析を行った。底質コア中の

これら臭素化合物の年代別変遷に関する新しい知見を得

た。

〔備　考〕

研究代表者：酒井伸一

（６）ダイオキシン類及び����の環境運命予測に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕鈴木規之（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクト

チーム）・森田昌敏

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕ダイオキシン類および����（難分解性有機

汚染物質）については，物質の長距離・越境移動による

環境影響が重要な評価ポイントとして考えられている。

しかしながら，これらの物質の輸送に関しては，従来の

大気・水等単一媒体を中心にしたアプローチでは困難で

あり，物性の特性上予想される多媒体の環境動態に基づ

く長距離輸送の可能性を検討することが必要である。

　本課題では，多媒体環境モデルを基盤とする長距離・

越境輸送モデルの検討を行い，ダイオキシン類及び

����の環境運命の現象解明と予測を行うことを目的と

する。

〔内容および成果〕

　課題３．１（６）において開発中の大気グリッド�流域

複合多媒体モデル（�������）による����等の輸送

特性把握の方法論について予備的検討を行った。本課題

は，大気グリッド－流域複合多媒体モデルを更に広域に

拡張する計画であるので，課題３．１（６）の進展とあわ

せて，順次ダイオキシン類及び����の応用として進行

する予定であるが，本年度は当該課題と共同してのプロ

グラム開発を主に実施中である。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．１にも関連

（７）多種哺乳類の��受容体遺伝子を用いた環境中ダ

イオキシン類の評価法

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕大迫誠一郎（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１４年度

〔目　的〕ダイオキシン類の生体影響はその種特異性や

臓器特異性（特に発生段階の臓器）が大きく異なるた

め，現在使用されている基準値ではそのリスクを表すに

は不十分な点が多い。個体，器官のダイオキシン感受性

を決定する要因には，主に２つが考えられており，１）

アリルハイドロカーボン受容体（���）の遺伝子多型，

２）各細胞における���バッテリーの違いである。本

研究では，１）について精査する目的で，現在まで毒性
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実験の報告のある哺乳類の��������を用いた��������

レポータージーンアッセイにより，個体レベルでの毒性

発現が果たして���依存的遺伝子発現誘導の強度に相

関するのか検討した。

〔内容および成果〕

　３�メチルコラントレン（３��）を用いた結果から，

感受性の著しく異なるとされるマウスの２系統，

�５７���６�および����２の���活性（ベンチマーク

ドーズ：�������）はそれぞれ６０１��と３，９０５��と

なり，報告されている����の１８２���������および

２，５７０���������と相関を示した。さらにウサギ

（����：１１５���������）の�������は５３０��と測定

され，マウスの２系統のデータと比較すると��５０は

���の活性にほぼ相関するものと言える。しかしなが

ら，最 も 感 受 性 の 高 い モ ル モ ッ ト（����：２

���������）の�������は７７６，３３６��で あ り，

���活性と消耗症候群による死亡の感受性は説明しえ

ないと思われた。また，ヒトの�������は１２，５３６��

であった。

〔備　考〕

（８）ダイオキシン類による地域環境汚染の実態とその

原因解明に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０２０４��３５３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類の総合的対策の高度化に

関する研究

〔担当者〕橋本俊次（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・伊藤裕康

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕この研究では，ダイオキシン類の調査におい

て実績を積んでいる複数の地方公共団体試験研究機関の

現有資源を最大限活用するとともに，当研究所において

先端的技術を投入することにより，簡易な分析法を開発

し，データ収集の迅速化と加増を図ることと，収集され

た情報をもとに，ダイオキシン類の汚染源の探索とその

寄与割合の推定を可能にするシステムの構築を行い，そ

れら情報とシステムを各機関で共有化することを目的と

している。

〔内容および成果〕

　分析の簡易化・迅速化に関する検討対象には，試料採

取，抽出，クリンナップ，測定，データ解析があるが，

本年度は，抽出から測定の部分について検討を行った。

　抽出を自動化する方法として，高圧液体抽出（���）

法による抽出条件の最適化を検討した。性格の異なる２

種類のフライアッシュ試料を用い，抽出溶媒，抽出温度

及び抽出回数について検討を行った。その結果，抽出溶

媒ではトルエンが最も優れ，抽出回数は，�������の

１サイクルに対し，�������では３サイクル以上が必

要であった。１５０～２００℃ の温度で検討を行ったところ

４～６塩素数の�������では温度の上昇とともに抽出

量も増加したが，７，８塩素数の�������では逆に低

下した。この原因については７，８塩素数の�������

の高温による分解も考えられた。また，���の発展的

使用法として，抽出の迅速化に加え精製の簡易化を図る

ための選択的抽出法について検討した。前抽出のメタ

ノールにはダイオキシン類が抽出されず，本抽出のトル

エンにおいては，直接トルエンやアセトンで抽出した場

合とほぼ同じ結果が得られた。さらに，クリーンアップ

において，硫黄除去の操作が大幅に軽減されることが確

認された。

　前処理の迅速化のために市販されている充填済みカー

トリッジカラムを用いた結果，���への対応及び再現性

を保ったまま迅速化が達成できた。６検体同時処理の場

合，最大で１�５の時短であった。

　微極性の��カラムである���５��を用いて，

２，３，７，８位塩素置換体及び発生源推定のための異性

体を中心に同定を行ったところ，各々の分離能について

比較的良好な結果が得られた。カラムの安定性及び一回

の注入による２，３，７，８位塩素置換体及び同族体の一

斉分析等の効率化では，非常に有効であり，簡易分析を

用いた発生源のパターン解析などへの適用も可能である

と判断された。

　汚染源推定のための研究では，今回，収集したデータ

を統計学的手法により解析し，発生源や環境試料中のダ

イオキシン類異性体組成の中から特徴を抽出し，その類

型化を試みた。また，そのために最適な条件や手法につ

いて検討した。

　報告されている我が国の発生源及び環境試料中のダイ

オキシン類濃度範囲は非常に広く，各試料種を代表する

異性体組成を決定するために，平均値や中央値を用いる

ことは手法の一つであったが，必ずしも良い方法とはい

えなかった。最終的に，各試料から任意の検体を経験的

判断により選定することにより最も良い結果を得ること

ができた。また，化合物組成に基づく解析を行う場合に

はデータの前処理が必須であった。この検討では，統計

学的標準化（平均０，標準偏差１）が最も優れた方法で

あることが確認された。
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　使用する化合物の数により主成分分析（���）結果

は大きく異なることも分かった。今回の検討では，

２，３，７，８位塩素置換の�������１７種と������同

族体による解析結果が発生源の違いを最も良く表現して

おり，確度の高い発生源推定を可能にすることが期待さ

れた。テストケースとして行った，大気，土壌，水質，

底質と発生源試料中のダイオキシン類異性体組成を基に

した主成分分析では，この条件を使用した場合，全ての

ケースで良好な結果が得られた。

〔備　考〕

共同研究機関：東京都環境科学研究所・宮城県保健環境

センター・茨城県公害技術センター・�

千葉県環境研究センター・広島県保健環

境センター・新潟県保健環境科学研究所・

岐阜県保健環境研究所

（９）胎盤の機能異常に着目した環境有害物質による胎

仔の異常発達のメカニズムの解明

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０００３��０７４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕石村隆太（環境健康研究領域）・大迫誠一郎・

青木康展・遠山千春

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕環境中の汚染物質のなかには，胎児の奇形，

発育不全，流産や死産をおこす有害な物質が多く存在す

る。ダイオキシン（����）のような多環芳香属炭化水

素は酸化的ストレス作用を有すると考えられている。妊

娠動物が����に曝露すると胎仔の発育不全をおこす

ことが知られている。また，ステロイドホルモン攪乱作

用を有する物質も子宮内死あるいは分娩異常をおこすこ

とが知られている。胎仔の子宮内死は経験的に知られて

いるものの，メカニズムは不明であった。胎盤は，母子

双方の血液が交わることなく発達した血管組織であり，

酸素や栄養物を交換するなど，胎仔の発育に不可欠な多

彩な機能を司る。母体に取り込まれた極微量の有害物質

は胎盤の血液関門を最初に通過するため，胎盤機能の変

調は胎仔影響に先行する。本研究では，リスク評価のた

めの基礎研究として，有害物質による胎盤の機能異常や

胎盤細胞の分化異常のメカニズムを明らかにし，胎仔の

発育異常との関連性について知見を得ることを目的とし

た。

〔内容および成果〕

　本研究では，１）妊娠ラットに胎仔の発育不全や死亡

をおこす用量の有害物質（����）を曝露し，胎盤にど

のような変化がおきたのかを組織レベルおよび遺伝子の

発現レベルから解析した。２）胎盤のモデル培養細胞

（�����１）を用い，胎盤細胞の分化に及ぼす影響を明

らかにした。

　１）ラット妊娠中期に極低用量の����（８００および

１６００�����）を投与すると，胎仔の死亡がおきることを

観察した。このとき胎盤では，グリコーゲン細胞の変

性，グリコーゲン量の増加，グルコーストランスポー

ター３の発現上昇等，グルコース動態が変化しているこ

と を 明 ら か に し た（��������	�����������������		��

���������	
２００２，１７８�１６１�１７１）。また子宮動脈を結紮

して人工的に低酸素状態を作り出した胎盤と����を

曝露し胎盤を二次元電気泳動を用いて比較した結果，

����を曝露した胎盤では低酸素状態になっている可

能 性 が 示 唆 さ れ た（��������	�����������������		��

���������	
２００２，１８５��１９７�２０６）。さらに組織レベルで

の観察から，����曝露胎盤では母体の血液洞の成熟

化が阻害されていることが明らかとなり，低酸素状態を

裏づける組織学的な結果を得ることができた。以上，

����曝露胎盤では，血管形成が異常となり，低酸素

状態およびグルコース動態の異常がおきていることが明

らかとなった。胎仔死亡リスクが上昇しているかを判断

する上で，これら胎盤の機能変化を調べることが有効で

あると考えられた。

〔備　考〕

（１０）環境有害物質が雄性生殖機能に及ぼす影響評価に

関する研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕９８０２��１７９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２　ダイオキシン類のリスク評価と管理に関

する研究

〔担当者〕米元純三（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・曽根秀子・遠山千春・青木康展・�

大迫誠一郎・宮原裕一・石村隆太・西村典子

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕我が国においては，７０年代以降，環境・公害

対策が行われた結果として激甚な局地的な公害問題の新

たな発生は認められなくなった。しかしながら環境中に

はディーゼル排ガス粒子，アスベスト，ダイオキシン類

などの有機塩素化合物，重金属類など，多種類の有害な

化学物質が人為的な活動に伴い放出され続けており，そ
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の健康へのリスクが懸念されている。また，我が国にお

いては，ごみを焼却により処分する量が欧米に比べてけ

た違いに多く，食生活の面では，米および魚介類の摂取

量が多いという特徴があり，このことは環境中からの有

害化学物質の取り込み量の増大をもたらす危険要因と

なっている。近年，野生生物において様々な生殖影響が

報告され，環境有害物質の内分泌撹乱作用によるとの指

摘がされている。また，ヒトにおいても精子数の減少，

精巣腫瘍の増加，停留精巣の増加など男性生殖機能への

影響が見られ，環境有害物質との関連が懸念されてい

る。本研究では，このような背景を踏まえ，環境有害物

質が雄性生殖機能に及ぼす影響を実験的に検討し，その

リスク評価のための基礎資料を得ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　カドミウム（��）は，精巣障害を起こすことが知ら

れている。一方，メタロチオネイン（��）は，��を

はじめ重金属の毒性，動態に関与し，また，酸化的スト

レスに対して防御的な役割を果たすことが知られてい

る。そこで��の精巣傷害における��の役割を，��

（����）ノックアウトマウス（��（�����））を用いて検討

した。野生型および��（�����）雄マウスに塩化カドミウ

ム０．２または０．５�����体重を一回皮下投与し，２４，７２

時間後に解剖し，血清中テストステロン濃度の測定，精

巣の病理学的検索を行った。血清中テストステロン濃度

は，０．２�����群では，７２時間後の��（�����）にのみ，

減少が認められた。０．５�����群では，野生型，���

（�����）とも，顕著に低下した。７２時間後には野生型で

対照レベルに回復したのに対し，��（�����）では低値の

ままであった。０．２�����群の精巣の病理組織学的検索

において，野生型においては傷害が見られなかったのに

対し，��（�����）では精細管において精母細胞の空胞化

（細胞質）などの傷害が認められた。７２時間後では，野

生型にも精巣の傷害が認められたがその程度は，���

（�����）に比べて軽度であった。以上のことから，メタ

ロチオネインは��の精巣傷害に対し，防御的に作用し

ていることが示唆された。

〔備　考〕

（１１）リスク評価のためダイオキシンによる内分泌かく

乱作用の解明

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕９９０３��０７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）・野原恵子・�

大迫誠一郎・石村隆太・青木康展・�

藤巻秀和・掛山正心・米元純三・曽根秀子・

西村典子

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕マウスやラットなどの実験動物の受精卵から

出生までの期間にダイオキシンに曝露させ，内分泌攪乱

作用を把握するとともに，そのメカニズムの解明を行う

ことを目指している。

〔内容および成果〕

（１）生殖機能への影響：マウス受精卵の特定時期の胚

細胞に����を曝露し，仮親に胚移植を行ったところ，

妊娠１４日目の胎仔重量が減少していた。この胎仔のゲ

ノム���を解析したところ，胎仔の発育に関連する

�１９及び���２のゲノミックインプリント領域のメチル

化���の比率が増加していた。

　����の精子発生に対する影響を検討するため，野

生型，及び���欠損マウスに����を投与し７日目に

解剖をした。精巣内テストステロン値，ならびに

�４５０���タンパク量は，野生型マウスでのみ減少して

いた。����の精巣内ステロイド酵素遺伝子への作用

は，下垂体・性腺軸の変調によるものではなく，精巣特

異的な現象であることが示唆された。

　低用量����の周産期曝露に伴う前立腺の発達阻害

のメカニズムの解明のため，特定時期に発現する遺伝子

への作用の有無をマイクロアレイ解析により検討した。

前立腺への作用は，���依存的，かつ妊娠１３日に特異

的なことから，１３日目に特徴的な遺伝子プロフィール

の中に前立腺発育遅延に関わる原因遺伝子がある可能性

が高い。

　妊娠１５日目のホルツマン系ラットに����を投与し

たところ，胎盤組織中の���２７や�����などの発現

量が上昇しており，胎盤の迷路部の血管の収縮が観察さ

れた。����曝露ラットの胎盤は，低酸素状態となっ

ていることが推測できた。他方，��系のラットにおい

ては，高い用量の����によっても，血管の収縮や胎

仔死亡も観察されず，また，���１�１の誘導能や���

構造に，両系統で違いが無いことが判明した。

（２）脳機能・行動への影響：脳の性分化に対する

����の影響について，雄優位性的二型核の影響を客

観的に評価するための方法の確立，さらに，サッカリン

水への甘味嗜好性についての検討を行った。

　妊娠１２．５日目に����を投与した�５７���６マウス

の脳において���シグナル系の遺伝子である����２の

����量が上昇していることから，この遺伝子の発現

の組織局在を����������	
��������によって調べた。第
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３脳室周辺において，����投与群においては非対称

性の局在を示した。

（３）免疫機能への影響：����による免疫機能低下の

メカニズムへの���の関与を調べるため，����の有

無に関わらず活性化している�����������	
�����	
��

（������）を�細胞特異的に発現させたトランスジェ

ニック（��）マウスを作製した。さらに，��������細

胞に������をトランスフェクションし，細胞周期抑

制やアポトーシスへの影響を検討した。������導入

��������細胞では，細胞数の増加が完全に抑制された。

この細胞では�１期の割合が増加し�期の割合が低下し

ており，������は細胞周期の進行を�１期で抑制し

ていると考えられた。またこの細胞ではアポトーシス細

胞が増加していた。

　妊娠１２．５日の母ラット，あるいは離乳時期の仔に，

����を投与し，生後３週齢の仔に卵白アルブミン

（���）を免疫し，その１週間後に���に対する���

抗体価を測定した。その結果，３週齢で����曝露し

た群でのみ，用量依存的に抗原特異的���産生が抑制さ

れることが明らかとなった。６週齢ラットを用いて同様

の実験を行ったが，抗体産生の抑制は認められなかった

ことから，離乳時期のマウスが����に対して感受性

が高いことが明らかとなった。

　アトピー性皮膚炎の炎症増悪と����曝露との関連

について明らかにするために，������マウスへあらか

じめ皮膚感作アレルゲンを週１回，計４回塗布し，その

後に����を経口投与した。その結果，����投与に

より，アトピー性皮膚炎自然発症マウスでの増悪を示す

���抗体価の増加はみられなかった。その他，����と

コプラナー���の免疫系への作用についても検討を進

めている。

（４）内分泌攪乱作用に基づいたダイオキシンのリスク

評価手法の提示

　ダイオキシンのリスク評価の際に，２�３�７�８��

����を標準としてその他のダイオキシン類の異性体

の相対的毒性が���概念のもとに算定されている。そ

こで，����様毒性を示すコプラナー���とその他の

ポリ塩素化ビフェニル類を用いて，リスク評価のための

検討を行った。１３週齢の野生型（����＋���＋）および

���欠損（������）雌マウスに，���７７，���１２６，

���１５３，および����を単回経口投与して，７日後

に血清および肝臓・胸腺を採取し，甲状腺ホルモン，関

連遺伝子の発現解析，免疫組織学的検索を行った。その

結果，���１２６投与による血清��４の低下は���を介

した影響であると考えられた。���７７投与による�４

の低下は主に���が関与すると考えられた。���１５３

投与による�４の低下は，���を介さないメカニズムで

ある。

　妊娠１５日の��������ラットに�����１μ�����，ま

たは対照群にコーン油を一回経口投与した。生後１日目

に，曝露群，対照群のそれぞれ半数の腹を������������

し，曝露形態の組み合わせによる４群の仔について，生

後２１日目における仔の甲状腺機能への影響，関連する

遺伝子発現の解析を行った。前年報告した血清中��４

濃度の低下および胸腺重量の減少，肝臓重量の増加に加

えて，���１�１，���１�６および���１�７の発現誘導が

授乳期に����曝露したラットに認められた。さらに

授乳期に����曝露したラットでは，肝臓レチノイド

の有意な減少および水腎症の高い発症率が認められた。

すなわち����の甲状腺機能への毒性影響は妊娠中の

����曝露に無関係で，授乳期に����曝露したラッ

トに現れることが明らかとなった。本実験結果によりコ

プラナ���の中でも，甲状腺への影響に対する毒性機

構が���を介する場合と，���には関係なく���を介

する場合があることが明らかになった。

〔備　考〕

所外共同研究者：宮原裕一（信州大学）・前田秀一郎（山

梨大学）・池田雅彦（静岡県立大学）・

久野節二（筑波大学）

所内共同研究者：福澤徳穂・呉　　慶・窪田邦宏・�

座波ひろ子・井上　薫・伊藤智彦・�

横井千沙子・竹内陽子

３．３　化学物質の環境動態の解明とモニタリン

グ手法の開発に関する研究

環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究

（１）１）ダイオキシン類測定における精度管理

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０４０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕伊藤裕康（化学環境研究領域）・橋本俊次・�

森田昌敏・田邊　潔

〔期　間〕平成１３年度～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕環境の状況を把握するために行うモニタリン

グでは，適切なサンプリング，信頼性の高い化学分析，

適切なデータ評価などが必要とされる。これらは，モニ

タリングの目的，対象物質，環境媒体によって異なり，

それぞれについて手法の最適化，高精度化が必要とされ

る。本研究では，各種のモニタリングの現状を整理し，
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問題点を把握し，精度管理を含めたモニタリング手法の

最適化・標準化を順次行う。また，モニタリングを担う

地方自治体研究機関等を含め，標準的モニタリング手法

によるクロスチェック等を行い，精度管理の高度化，普

及につとめる。当面は，問題が多いとされるダイオキシ

ン類について検討を行う。

〔内容および成果〕

　前年度の成果に基づき，精度管理を含めたモニタリン

グ手法の最適化を行う。さらに，地方自治体研究機関等

を含め，最適化した手法によるクロスチェック等を行

い，精度管理の普及，高度化につとめる。他の環境媒体

に関するモニタリング手法について，前年度と同様の検

討を行うと共に，精度管理の実態把握につとめる。最適

化した手法による精度管理の普及，高度化につとめる。

　環境中のダイオキシン類（ポリクロロジベンゾ���ジ

オキシン類（�����）とポリクロロジベンゾフラン類

（�����）の分析に関する種々の検討を行った。当研究

所で作製した環境標準試料����������	．２０「底質」

を用い，抽出，カラムクロマト等の前処理，ガスクロマ

トグラフ高分解能質量分析計（�������）による測

定，データの解析，分析の精度管理等を検討した。ま

た，フィールドで採取した土壌試料，底質試料，水生生

物試料，ミドルポリウムサンプラーによる大気試料等に

ついて分析法の検討・開発を行った。

〔備　考〕

（２）常温動作可能な��（��）および����放射線検出器

の開発

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��０４４

〔担当者〕久米　博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕フィールドで用いることができる小型可搬の

放射線元素分析装置には，常温で動作し，安定性が高く

長寿命な放射線検出器が必要である。本研究では，リチ

ウムドリフト型シリコン（��（��））や臭化タリウム

（����）を用いて，そのような要求に応える検出器を開

発することを目的とする。

〔内容および成果〕

　断面が２��×３��の����結晶を溶融帯法によって

自動的に精製する装置を作製した。溶融精製をかける回

数と，結晶中に残存する不純物の種類と濃度との関係を

調べるために，各回数で精製した結晶についてマイクロ

ビーム蛍光�線法で調べる予定にしている。ところが，

結晶を載せる石英製のボートと結晶が，精製中に癒着す

る現象が起こり，現在，その原因解明を行っている。

〔備　考〕

（３）加速器質量分析法の環境研究への応用に関する基

礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��０４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・瀬山春彦・�

田中　敦・米田　穣・植弘崇嗣・森田昌敏

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕加速器質量分析法（���）を環境研究へ応

用していく上で必要となる加速器やイオン源などの運転

技術，検出系の改良，試料採取，前処理技術等の確立，

改良を図るとともに，適用範囲を広げるためのハード，

ソフト両面の改良，新しい分析手法の開発等を行う。あ

わせて関連情報を収集，整理して今後の研究の発展の基

礎作りを行う。

〔内容及び成果〕

　炭素１４測定のための試料前処理方法について検討を

加え，より微量な試料を精度よく測定するための基礎条

件の確立を目指した。試料の燃焼，グラファイト化のた

めの真空装置を小型化し，より少ない試料量でも安定し

てグラファイトができる条件を検討して，炭素として通

常の２桁少ない１０μ��までの試料を安定してグラファ

イト化できる条件を確立した。また，内部表面積の縮

小，真空系を２重にするなどして作業工程での混入を低

減し，最高で前処理過程の混入をこれまでの数十分の１

まで下げることに成功した。

〔備　考〕

（４）環境中／生態系での元素のトレースキャラクタリ

ゼーション並びに動態に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０４２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・�刀正行・�

瀬山春彦・田中　敦・米田��穣

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕汚染元素・物質の環境循環，生態系循環の解

明や，毒性等の評価のための分析手法の開発やその高度

化を目指して，元素の存在状態�化学形態や局所的な存

在�蓄積部位に関するより詳細な情報を獲得するトレー
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スキャラクタリゼーションのための基礎的な手法開発を

行う。また，元素・物質の起源を探り，環境動態を追跡

し，さらに生態系における汚染物質の蓄積を解明する上

で重要な手がかりを与えてくれる元素の同位体比の精密

測定技術の開発，確立を進める。

〔内容及び成果〕

　生体中有機セレン化合物の安定性を検討し，輸送・保

存条件を確立した。前年度に引き続き，ケイ酸塩鉱物と

硫酸との反応を土壌酸性化のモデルとして，鉱物の酸溶

解反応について調べ，酸溶解過程が反応溶液の��によ

り変化することを明らかにした。蛍光�線分析法による

珊瑚の環境水温復元方法を検討し，水温復元のために標

準試料を作成した。これを用いハマ珊瑚の生育環境水温

を検討したところ，短期の変動時に従来考えられていた

�����比から大きくずれることがあることがわかった。

酸性湖沼であった屈斜路湖の��回復の原因について，

水収支，酸収支の観点から観測を開始した。

〔備　考〕

（５）水環境中における界面活性剤の挙動の解明とその

共存汚染化学物質の挙動や毒性に及ぼす影響の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��１２４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲葉一穂（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕合成洗剤は毒性は小さいものの排出量が大量

であること，主成分である界面活性剤の分解生成物に環

境ホルモン物質が含まれること，ミセルやエマルション

を生成して水に溶けにくい物質を可溶化し挙動を変化さ

せるおそれがあることなど水環境に与える影響は大き

い。本課題ではこのような問題点を検討するために合成

洗剤の主成分である界面活性剤の蓄積性や分解性さらに

は可溶化能力など，水環境中での挙動を支配する諸性質

を評価することを目的としている。

〔内容および成果〕

　陰イオン性界面活性剤（ドデシル硫酸ナトリウム）お

よび非イオン性界面活性剤（ポリエチレングリコール�

��オクチルフェニルエーテル）の作るミセルへのビス

フェノール�およびβ�エストラジオールの可溶化容量

について検討を行った。これらの化学物質はいずれのミ

セルにもよく可溶化し，ミセル濃度が高い場合には

９０％以上がミセル内部に取り込まれることが分かった。

高濃度の界面活性剤が存在する生活排水や工場排水中で

は疎水性の高い化学物質の挙動は大きく影響を受けるこ

とが考えられた。

〔備　考〕

（６）水域汚染挙動の底質試料を用いた時間・空間的解

析の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０４��３５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲葉一穂（水土壌圏環境研究領域）・土井妙子

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕日常的に使用されている化学物質による環境

汚染は長期間にわたって継続的に進行するため，その影

響を評価するには目的物質による汚染が時間・空間的に

どのように変動してきたのかを把握する必要がある。河

川や湖沼の底泥には疎水性の化学物質が吸着しており，

底泥の深さ方向に過去の汚染状況を時系列に記録してい

る。これを利用して深さ方向に分画した底質試料中の化

学物質の種類と濃度を測定し，放射性同位体を利用して

推定した堆積年代と比較することで化学物質汚染の時

間・空間的履歴を解析する手法の妥当性を検討する。

〔内容および成果〕

　本年度（初年度）はどのような化学物質が解析に用い

ることができるかを検討するために，既に霞ヶ浦で採取

した底泥の柱状試料を用いて予備的な検討を行った。底

泥試料からは合成洗剤由来の界面活性剤などが検出され

た。

〔備　考〕

（７）降水・降下物・大気中の放射性核種の挙動に関す

る研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��１１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕土井妙子（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕地表土壌と大気中に存在する地殻起源の天然

放射性核種である���２１０，���２１２と主に成層圏を起源

とする宇宙線生成核種の���７と大気圏核実験由来の

���１３７の降水，降下物，大気中濃度から，これらの核

種の挙動を明らかにして表層大気中の放射性物質や環境

汚染物質の輸送，拡散のメカニズムの解明を行う。

〔内容および成果〕
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　つくばにおける大気中の���７と���２１０は両者の起

源が異なるにもかかわらず春季と秋季に高濃度となる

「二山型」の季節変化を示す。中国大陸内陸部乾燥地域

の烏魯木斉，蘭州，包頭の大気中の���２１０濃度は，夏

季は低濃度で冬季につくばの１０倍以上の高濃度となる

「一山型」の季節変化を示し，つくばの「二山型」の季

節変化とは明らかに異なる。つくばの月平均降水量は１

年を通して３０��以上であるため，���２１０濃度と降水

量との間の相関はほとんど認められない。しかし，烏魯

木斉と蘭州の���２１０濃度と降水量は逆相関の関係にあ

り，冬季の高濃度は冬季に極端に降水量が少ないことに

よると考えられる。一方，北京，成都とソウルの大気中

���２１０濃度は烏魯木斉，蘭州，包頭と類似した「一山

型」季節変化を示している。さらに，春季から秋季にか

けての期間にも小さな濃度変動がみられる。北京とソウ

ルは太平洋高気圧とシベリア高気圧が発達する地点にあ

たる複雑な気象条件のもとにあるため乾燥地域と異なり

夏季に少し濃度の上昇が見られるが，中国大陸内陸部乾

燥地域の影響を大きく受けて基本的には「一山型」の季

節変化を示すと考えられる。成都は四川盆地の北西に位

置し，盆地特有の無風状態であることが多く，大気の水

平垂直拡散が少なく停滞した大気の状態になっているた

め冬季に高濃度となる「一山型」の季節変化を示すと考

えられる。

　日本列島は，冬季から春季の北西季節風が卓越する時

期に，中国大陸の風下にあたる。日本海側では，近年急

速に工業化，都市化の進んだ中国大陸の都市から排出さ

れた粒子状大気汚染物質の長距離輸送の影響が指摘され

ている。また，冬季には中国大陸からのエアロゾル中に

ある���２１０が日本海側に到来しているという観測があ

る。しかし，冬季の太平洋側のつくばにおける大気中

���２１０濃度の変動パタ－ンが，中国大陸内陸部の変動

パタ－ンと相違する。これは中国大陸から到来した気団

中の���２１０が降雪により山岳地帯で除去されるためと

考えられ，このために大陸気団が冬季の太平洋側の大気

中���２１０濃度へ及ぼす影響は，大きくはないと推定さ

れる。

〔備　考〕

（８）藍藻が生産する新規生理活性物質に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐野友春（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

高木博夫・彼谷邦光

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕アオコの有毒物質による飲料水源及び湖沼の

汚染は世界中で問題となっており，���からも藍藻の

数および肝臓毒ミクロシスチンの濃度について勧告がな

された。ミクロシスチンは藍藻が生産する環状ペプチド

で，たんぱく質脱リン酸化酵素を阻害し，肝発がんプロ

モーターであることが知られている。藍藻中にはミクロ

シスチンだけでなく，様々な種類の生理活性物質が含ま

れており，それら生理活性物質の生態系への影響や，人

への健康影響を調べるためには単離・構造決定すること

がまず重要である。本研究ではアオコを形成する藍藻中

の新規生理活性物質の構造を解析することを目的として

いる。

〔内容および成果〕

　�����������属の藍藻株を大量培養し，凍結乾燥後，ミ

クロシスチン分画を抽出したところ，タンパク質加水分

解酵素を阻害する新規化合物を３種類発見した。逆相の

����および順相の�����を用いて，これら阻害物質

を単離・精製した。分子量および分子式は高分解能

�����スペクトルにより決定した。その平面構造は，
�
��－，����－���スペクトルおよび２次元���スペク

トルを詳細に検討することにより決定した。構成アミノ

酸の絶対配置は，酸加水分解後，����および�����

により決定した。

〔備　考〕

（９）藍藻の有毒物質（ミクロシスチン及び����ミク

ロシスチン）の発がん促進作用に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３５６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐野友春（環境研究基盤技術ラボラトリー）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕ミクロシスチン及び����ミクロシスチンを

マウスに１４ヵ月間投与し，その生体影響を調べたとこ

ろ，肉眼的所見では，ミクロシスチン及び����ミクロ

シスチン投与群に肝腫瘍の発生が高頻度に認められた。

本研究では，肉眼的所見で見られた腫瘍や病変の病理切

片を作製し，発生した腫瘍の種類を病理学的に調べると

ともに，腫瘍関連マーカーの変化について調べ，ミクロ

シスチン及び����ミクロシスチンの発がん促進作用に

ついて検討することを目的としている。

〔内容および成果〕
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　マウス肝臓に見られた腫瘍の病理切片を作成して，こ

れらの腫瘍を病理学的に良性，悪性，結節等に分類し，

ミクロシスチン及び����ミクロシスチンの発がん促進

作用について調べた結果，ミクロシスチン投与群では腫

瘍発生率および悪性腫瘍発生率ともに対照群と比較して

有意に増加していた。����ミクロシスチン投与群で

は，腫瘍発生率に有意な増加は見られなかった。腫瘍関

連マーカーとして８������に関するものの測定を

行った。血清および組織中の８������は有意に増加

しており，���が酸化的ストレスを受けていることが

示唆された。また，８������修復関連酵素を調べた

ところ，ミクロシスチン投与群ではその発現量が増加し

ていたにもかかわらず，����ミクロシスチン投与群で

は発現量が減少傾向にあった。以上のことから，ミクロ

シスチンと����ミクロシスチンでは生体影響が異なる

ことも示唆された。

〔備　考〕

共同研究者：市瀬孝道（大分県立看護科学大学）

　ゴールドラッシュ地域における環境管理，環

境計画，およびリスクコミュニケーションに関

する学際的研究

（１０）１）水銀の地球化学的挙動に関する基礎研究

〔区分名〕環境�地球推進���７

〔研究課題コード〕０００２��０４８

〔担当者〕久米　博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕近年，発展途上国において「スモールスケー

ルマイニング」と呼ばれる採鉱形態が顕著になってきて

いる。これは，採掘用重機や高度な精錬設備を使用せ

ず，人力に大きく依存して行われる鉱石の採取�処理�

販売活動を指す。ゴールドラッシュは，そのうち金鉱が

採掘の対象となったものである。金を鉱石から抽出する

には，おもに水銀が用いられるため，場所によっては深

刻な水銀汚染が生じている。このようなゴールドラッ

シュ地域における環境管理，環境計画，そしてリスクコ

ミュニケーションを行うためには，環境試料の分析デー

タを基礎にした水銀汚染記載を正確に行うことが必要で

ある。ここで，環境試料は多様な形態を持ち，また分析

すべき検体数も多数に及ぶため，その分析には，高精度

であるとともに迅速さが要求される。本研究では，さま

ざまな形態を持つ試料中に含まれる水銀の迅速分析法と

して，高エネルギーイオンビームを用いた分析法である

����に着目し，その有用性を検討することを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　これまでの調査で，土壌中の水銀に対する����の結

果は，還元気化原子吸光光度法のそれとあまり良い一致

を示さず，ある粒度では３００％ものずれを示した。この

不一致の原因としては，試料すりつぶしの際に起こる汚

染や水銀の飛散が考えられた。そこで，そのような前処

理のいらない毛髪試料について両分析法の比較を行うこ

とにした。これまでに，２５検体についての原子吸光光

度法の分析が終了し，今後，同一試料についての����

分析を実施する予定ある。

〔備　考〕

研究代表者：村尾　智（産業技術総合研究所）

共同研究者：世良耕一郎（岩手医科大学）

（１１）有害化学物質による地球規模の海洋汚染評価手法

の構築に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���２

〔研究課題コード〕０００２��０４７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�刀正行（化学環境研究領域）・原島　省

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕有害化学物質（農薬，残留性有機汚染物質，

重金属等）による地球規模での海洋汚染の実態を把握す

る手法として，商船を利用した有害化学物質の濃縮捕集

システム，試料採取システムおよび連続観測システムを

構築し，広域を繰り返し観測する。また，より，広汎な

有害化学物質を対象とするために構築したシステムより

得られた試料の多成分・多元素同時分析手法を確立する。

これらの観測結果および分析結果を用いて，有害化学物

質による地球規模での海洋汚染地図の作成を検討し，汚

染物質の起源，移動，分解過程などの行方や動向を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　本年度は，前年度までに捕集した試料の分析を行うと

ともに観測システムを搭載した油輸送船および石炭運搬

船により，数ヵ月間の連続観測を実施した。

　海水中の対象化学物質はきわめて低濃度であるため効

率の良い濃縮捕集が必要であるが，従来の固相抽出剤は

十分な回収率が得られなかったため，新たにポリウレタ

ンフォームと活性炭素繊維フィルターを組み合わせた固

相抽出剤を開発し，回収率の試験を実施した。実験室で

の添加回収実験では，対象化学物質の回収率は９０～

１２０％であった。実際の海水試料濃縮捕集の際の回収率

を把握するために，次の添加回収実験を行った。８月の
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観測時に，分析対象化学物質の��
�同位体ラベル標準試

料を，濃縮捕集直前に船上において添加することによ

り，試料捕集から最終的な分析操作までの全工程の回収

率を調査した。なお，この添加回収実験は，捕集カラム

を２本直列に配置することにより，より詳細な結果を得

ることができた。この結果，最終的な分析結果では，α

�����は 約４０％，β�����は 約７５％，γ�����が 約

５０％と実験室での回収率より大幅に低かった。しかしな

がら，２本目の後段捕集カラムからは検出されていない

ことから，１本目の保持能力は十分あるものの，固相抽

出剤から十分な回収ができていないこと，あるいは前処

理を含む分析操作時に一部が失われているなどの可能性

があることが考えられた。そこで，試料保持力が強いと

思われる活性炭素繊維フィルターの再抽出操作を実施し

たところ，α����，γ����がかなりの量認められ

た。さらに，溶剤等を含め検討が必要である。

　前年度実施した石炭運搬船による濃縮捕集試料を分析

した結果，日本－オーストラリア間航路上の全ての試料

からβ����が検出された。日本－赤道間の太平洋上

では，日本付近で６０����であり，日本から離れるに

従って漸減し，赤道付近では１０����であった。一方，

α����は同様に日本から離れるに従って漸減するが，

濃度は２０����～数����とβ����に比較して低かっ

た。赤道付近からオーストラリア東岸域間からも，α�

���，β����，γ����が検出されたが濃度は

１０����以下と極めて低く，特に明確な変動は観測され

なかった。しかしながら，日本－赤道間では，���類

の異性体濃度は，若干の濃度差の変動はあるものの全て

β�����＞�α�����＞�γ����の順であったが，赤道か

らオーストラリア東岸域の海域から採取した試料中の各

異性体濃度は，変動が多いが，γ����濃度が高いこ

とが特徴的である。

　一方，クロルデン類およびノナクロル類も数����と

極めて低濃度であるが，ほとんどの海域から検出され

た。これらの農薬の海水中濃度は，あまり明確な地域差

は無いが，若干赤道－オーストラリア間の海域の方が高

い傾向が見られた。

　本年度は，石炭運搬船は８月から１月中旬まで，油輸

送船は１０月から２月中旬までほぼ連続して海洋観測お

よび試料捕集を実施し，総計数百試料を採取した。今ま

でに分析が終了した結果からは，先の観測と同様，β�

���は日本－赤道間で，日本から離れるに従って漸減

する傾向が見られ，濃度も若干変動があるものの，おお

むね１００����以下である。α����およびγ�����は，

変動が大きく，明確な傾向が認められないが，一般的な

傾向としてはβ�����同様日本から離れるに従って低

減する傾向が観測された。

〔備　考〕

共同研究者：大久保明（東京大学）・田辺信介（愛媛大

学）・藤原祺多夫（東京薬科大学）

（１２）トランスジェニックゼブラフィッシュを用いた複

合汚染水の複合的毒性評価法の開発

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．２　効率的な化学物質リスク管理のための高精度

リスク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕�青木康展（化学物質環境リスク研究セン

ター）・天沼喜美子

〔期　間〕平成１２～１４年度�（２０００～２００２年度）

〔目　的〕変異原物質検出用に開発されたトランスジェ

ニック魚を用いて，変異原性，初期発生異常，孵化異常

を組み合わせた，環境水の毒性の総合的評価法を開発す

る。同時に，多コピーの導入遺伝子を組み込んだ本トラ

ンスジェニック魚の安定した維持供給方法を検討する。

〔内容および成果〕

　我々が開発した����トランスジェニックゼブラ

フィッシュ（��）をリスク評価へ適用するためには，代

表的な変異原物質を用いた実験系の検証が必要である。

そこで，突然変異誘発機構がよく知られている発がん物

質����������	�
������
�������
���
�（����）を

��の胚に曝露して，����の変異原性を定量的に検出

できるか検討した。同時に，形態異常の解析を行った。

２４時間胚に����を１時間曝露し，曝露開始から３日

後の孵化稚魚をまとめて���を抽出し，変異原性モニ

ター����に誘発された突然変異について解析した。ま

た，胚の形態異常について，実体顕微鏡下で観察し，体

長を測定することにより定量化を試みた。

　処理濃度が０，５０，１５０����と高くなるにつれ，突然

変異頻度は，５，４０，１４０×１０���と高くなり，体長は，

３．４７，３．３１，３．２０��と短くなった。誘発された突然変

異のタイプを塩基配列決定により調べると，大部分がグ

アニンへの付加体形成に由来する�：�から�：�の塩

基置換であり，����の変異原性を塩基配列レベルで

検出できることが明らかになった。形態異常の指標とし

ての孵化稚魚の体長を測定すると，処理濃度依存的に短

くなっており，１５０����では対照群より約８％有意に短

かった。

　以上の結果から，本ゼブラフィッシュ胚は，突然変異
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の解析に加えて，形態異常も毒性評価の指標にできる可

能性が示唆された。

〔備　考〕

共同研究者：武田洋幸（東京大学）・斉藤穂高（㈱三菱化

学安全科学研究所）

（１３）環境汚染のタイムカプセル樹木入皮による都市域

及び郊外地域の汚染史の比較研究

〔区分名〕研究調整費

〔研究課題コード〕０２０２��４３９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕都市域および郊外地域において「入皮法」に

よって，それぞれの地域の大気汚染度の差を明らかにす

る。

〔内容および成果〕

　東京，およびつくば研究学園都市に植栽されたイチョ

ウの外樹皮および入皮に含まれる白金量の年変化を調

べ，白金触媒使用量ならびに自動車交通量の地域によっ

て異なる汚染量の評価を行った。

〔備　考〕

３．４　化学物質のリスク評価と管理に関する研究

（１）内分泌撹乱物質の健康影響発現機構に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０４��３５７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野原恵子（環境健康研究領域）・大迫誠一郎・

石村隆太

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕内分泌撹乱物質は免疫機能や生殖機能，胎盤

機能を低下させることが明らかにされている。その原因

として，担当臓器の発育不全，担当細胞の増殖，分化異

常が示唆されている。本研究では，特にダイオキシン類

をはじめとする内分泌撹乱物質の細胞増殖，分化への作

用に着目し，その健康影響発現機構を明らかにすること

を目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では�ダイオキシンをはじめとする内分泌撹乱

物質による抗体産生抑制作用と，免疫細胞の増殖，分化

への影響，および胎盤や生殖細胞の増殖，分化への影響

を解析し，それらの研究で明らかとなった標的細胞の増

殖，分化に対する内分泌撹乱物質の作用機構を検討す

る。

　本年度は，ダイオキシンを投与したマウスでは対照群

に比較して抗体産生が抑制されるが，その抑制に先立っ

て，抗体産生細胞の分化に必要なサイトカイン類を分泌

する�リンパ球（�細胞）の増殖が大きく抑制されるこ

とを見出した。すなわち�細胞の増殖抑制が抗体産生抑

制の原因であることが示唆された。また�細胞株を用い

た実験から，このダイオキシンによる抑制作用は内分泌

系を介するものではなく，細胞への直接的な作用による

ことが示唆された。

〔備　考〕

（２）セスジユスリカを用いた底質試験法の検討

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��２４８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．２．２　効率的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研究

〔担当者〕�菅谷芳雄（化学物質環境リスク研究セン

ター）

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕����で検討されている底質試験法は，日

本特産のセスジユスリカも試験生物として認められた。

ところが本種を使っての底質試験の研究例は多くなく問

題点の把握が十分でない。同ガイドラインに沿って実用

試験に入る前に他の推奨種との比較検討を行う必要があ

る。本研究では，ガイドラインに沿って底質中の化学物

質の毒性評価を行う際の問題点を検討すると同時に，セ

スジユスリカの生物特性に合った試験法の開発を行う。

〔内容および成果〕

　２００２年５月に開催された�����１４������会合に提

出されたテストガイドライン（ドラフト）にそって日本

から提案している試験生物種セスジユスリカを用いて同

ドラフトの示す試験方法が適用可能であるかどうかの検

証試験を行った。

　脂溶性物質（�������＞５）における試験法の変更に

伴い同ドラフトの推奨する植物（イラクサ：国内には分

布しない種のため，自然食品として輸入されている粉末

を用いた）および国内で入手可能な６種の植物を乾燥・

粉砕し人工底質にユスリカのえさとして加えて羽化を観

察した。その結果，イラクサ以外は，これまでの人工底

質・魚飼料給餌の場合と同程度の羽化率が得られた。一

方，イラクサ粉末は，製品化の過程で窒素含有量が減少

しており羽化率が低かった。同試験法にはイラクサに限
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らず種々の植物が利用できることが分かった。

　魚飼料を給餌する方法（�������＜５）においても，

給餌量を試験日数（成長）に応じて次第に増加させるこ

とが試験環境を保つ上で重要であることが分かった。同

時にセスジユスリカを用いた場合の適量について検討し

た。試験期間中の通気方法とその量について検討し，通

気管の先端位置は水深で中央よりやや下，量は１泡�秒

よりは２～３泡�秒が適当であることが分かった。

　また，国内民間ラボと共同して共通のプロトコルで試

験を行い互いに試験結果を比較検討するための国内リン

グテストに参加した。被検物質はピレンで，本研究所で

の結果は��５０＝６５０����であった．他のラボでは必

ずしもこれに近い値ではなかったので今後ラボ間の差の

生じた要因について検討することになる。

〔備　考〕

（３）生物評価試験による浮遊粒子状物質の長期曝露モ

ニタリングに関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０００４��２２７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕後藤純雄（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・中島大介・江副優香・田邊　潔

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕人間活動に伴い様々な有害物質がガス状又は

粒子状で空気中に排出されている。環境空気中の粒子状

物質には比較的分子量の高い物質が微量ずつ混在してい

る。これらの中には発がん関連物質であると同時に，外

因性内分泌撹乱物質として疑われているベンゾ［�］ピ

レンやダイオキシン類も含まれ，それらの経気道長期曝

露に伴う健康影響が懸念されている。また，これらは主

として呼吸器系に沈着しやすく人為起源の寄与が大きな

微小粒子に多く含まれている。このため，これらの物質

の長期曝露の影響や質的経年変化に関する知見の蓄積が

対策を講ずる上で重要になってきている。また，発がん

性や気管支喘息などの長期曝露がもたらす健康影響につ

いては，浮遊粒子状物質の発生源や大気中での挙動が複

雑であることから不明な点が多い状況にある。従って，

当該物質の発生要因や曝露要因等を生物評価試験等で総

合的に把握しつつ早急に対策を講ずる必要がある。そこ

で本研究では，汚染そのものを総合的に，また比較的高

感度にとらえうる変異原性試験などの生物評価試験法及

び代表的化学物質分析法等を用い，浮遊粒子物質の長期

モニタリングに関する基礎資料を作成することを目的と

している。

〔内容および成果〕

　長期間継続的に採取した浮遊粒子状物質を生物評価試

験及び化学分析に供し，その結果から空気中発がん関連

物質の発生要因や曝露要因を把握するとともに長期曝露

評価に必要な基礎資料を得るために，本研究では，１）

浮遊粒子状物質及びそれに含まれる有害物質による都市

部大気汚染トレンド（２０～２５年）を長期低温保存試料

等を用いて明らかにする。２）生物評価試験（変異原性

試験など）を測定に適用し，汚染そのものの総合的評価

を試みる。３）都市部浮遊粒子状物質を大量に採取し，

それを標準比較試料として用いることにより生物評価試

験法，高感度化学分析法の規格化や測定精度管理手法に

ついても検討する。４）隔日サンプリング等，試料採取

の基礎資料を作成するとともに，生物評価試験や当該化

学物質分析に適した試料調製や試料保存法を作成する。

及び５）ガス�粒子間の成分組成や浮遊粒子の粒径分布

に及ぼす各種要因及び当該物質のリアルタイム測定法に

ついて発生源などを含めた検討を行うこととしている。

　本研究３年目に当たる本年度は以下の成果を得た。

（１）ハイボリウムエアサンプラーにより約２０年前か

ら石英繊維フィルター上に採集し－８０℃ に冷凍保存し

てきた浮遊粒子試料を用いてダイオキシン類（�����，

�����及び�������）濃度を測定し，その経年変化や

季節変化を求めた。その結果�����，�����は１９９０

年代中頃から低下する傾向にあることや�������では

１９８０年代当初から年々低下する傾向にあることなどを

再確認した。また，ダイオキシン類濃度は春季や夏季に

比べて秋季や冬季に高いことも認められた。

（２）ハイボリウムエアサンプラーにより採集した上記

試料の超音波抽出物の変異原性を，サルモネラ菌

��１００株及び��９８株を用いたマイクロサスペンジョ

ン法で測定した。得られた結果から単位空気当たりの変

異原比活性を求め，それらの経年変化を調べたところ

１９８０年代後半に低下し１９９０年代中頃から緩やかに低下

する傾向にあることや��１００株よりも��９８株に高い

変異原比活性を示すことなどが認められた。また，春季

や夏季に比べて秋季や冬季に高い変異原比活性を示す場

合が多いことも認められた。

（３）浮遊粒子状物質の曝露評価に関する研究の一環と

して，ポリウレタンフォーム付きアンダーセン型ロープ

レッシャーインパクターを用いて，夏季（７～９月）及

び冬季（１２～２月）に１２．１μ��以上から０．１３μ��以

下の粒子を１２段階に分級し計１７セット捕集した。それ

らのダイオキシン類（�����，�����）濃度を測定し
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た結果，夏季試料では���������及び���������を

除き，冬季試料ではすべての同族体が粒径０．５２μ��付

近 に 最 大 ピ ー ク を 示 す こ と，���������及 び

���������は夏季試料ではガス状主体となっているこ

となどを認めた。

（４）アンダーセン型ロープレッシャーインパクターを

用いて，冬季（１１～１２月）に１２．１μ��以上から０．０６

μ��以下の粒子を１３段階に分級し計５セット捕集した。

それらの変異原性を��１０２４株を用いたマイクロサス

ペンジョン法で測定した。その結果，各試料から良好な

�������������関係が得られ，�９���を添加した場合

よりもしない場合の方が高い変異原性を与えることや変

異原比活性は粒径０．５２μ��付近に最大ピークを示すこ

となどを認めた。

〔備　考〕

（４）地表水中および下水中の医薬品起源化学物質の測

定と初期リスク評価

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕岩根泰蔵（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕医薬品は，我々ヒトの保健・治療のために広

く用いられている化学物質であり，大部分が生理活性を

期待されて用いられている。しかしこれらの物質に関し

て，使用後に環境中へ放出された後の生態影響あるいは

環境残留性などについては，十分な知見が得られていな

い。既に欧米では，医薬品に関する環境リスク評価が試

みられている。しかし，医薬品物質の種類は非常に多

く，また，各物質の環境中の濃度分布は，各国における

消費傾向および薬事法規などによって異なると考えられ

る。そこで本研究では，日本における医薬品関連物質に

関する環境リスク評価研究への取り掛かりとして，国内

で用いられている医薬品についての情報を収集・整理し，

優先的に環境調査を行うべき物質を選定すると共に，表

流水および下水における分布調査の手法を検討した。

〔内容および成果〕

　最初に，様々な医薬品物質（漢方薬・ホルモン剤・診

断用薬・一般的物質などを除く）の日本における消費量

を算出した。計算には薬事統計・売上高に関する資料・

薬価に関する資料などを用いた。その結果，８５の物質

について，年間国内消費量が１０�以上であると算出され

た。

　続いて，これらの物質について，河川水中の

��������（予測環境中濃度÷予測無影響濃度）・環境

残留性・生物蓄積性の評価を行った。���の算出には，

消費量の他に利用時の未変化体排泄率を用いた。また，

諸外国における年間消費量および河川水中の濃度に関す

る報告も利用した。一方����の算出には，緑藻類・甲

殻類・魚類を対象とした既往の毒性試験結果および定量

的構造活性相関モデルによる推定値を用いた。さらに，

水中半減期および生物濃縮係数の算出にも定量的構造活

性相関モデルを用いた。環境残留性に関しては，薬局方

および医薬品集などに記載されている化学的安定性も考

慮した。

　以上より，��������が１を超える物質として，降

圧薬・抗不整脈薬であるβ遮断剤（プロプラノロール）

が選定された。ただし，プロプラノロールの消費量は年

度ごとに減少しており，同系薬剤のうち現在の���が

最も大きいアテノロールに着目する必要があると結論付

けられた。また，��������が０．１を超える物質とし

ては，抗炎症剤（メフェナム酸，インドメタシン），解

熱鎮痛剤（アセトアミノフェン），脳循環代謝改善剤

（酒石酸イフェンプロジル）が選定された。さらに，環

境残留の可能性が高い物質として，マクロライド系抗生

物質（エリスロマイシン，クラリスロマイシン）および

抗不整脈剤（ジソピラミド）が選定された。特に，マク

ロライド系抗生物質に関しては，藍藻類などの原核生物

群に対する毒性影響にも着目する必要があると結論付け

られた。なお，生物蓄積の可能性が高いと評価された物

質は無かった。さらに，これらの選定物質について

�����（液体クロマトグラフィー�質量分析法）を用い

た分析条件の検討を行った。

〔備　考〕

３．５　環境有害因子の健康影響の発生メカニズム

の解明とその検出手法の開発に関する研究

（１）多種類化学物質の過敏状態誘導に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０４��３５９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤巻秀和（環境健康研究領域）・黒河佳香・�

掛山正心

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕生体の恒常性は脳�神経－免疫－内分泌軸を

中心として維持されており，低濃度の環境化学物質がこ

の相互作用に及ぼす影響が懸念されているが実体につい
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ては不明である。環境化学物質による免疫系の攪乱は感

染抵抗性の低下やアレルギー疾患の増加に結びつく可能

性を示唆している。本研究は，環境化学物質の免疫―脳

�神経間での情報伝達機構への影響を脳�神経からの神

経ペプチドや免疫担当細胞からのサイトカインに着目し

て明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　ホルムアルデヒドの長期曝露が脳内の神経伝達物質関

連の����の発現量に及ぼす影響について検索した。

正常雌マウスに対してホルムアルデヒド（０．４���）を

１２週間曝露し，脳組織をサンプリングした。クライオ

スタット下で厚さ５０μ��の前額断切片を作成し，海馬，

扁桃体をサンプリングし，���������を抽出した。各サ

ンプルについて，伝達の興奮性にかかわるグルタミン酸

受容体（ε�１，ε�２，����，��������	）と抑制性に

かかわる����受容体（�����，����������）の

����発現量を半定量的���法により測定した。グル

タミン酸受容体 ����群については，海馬において�

ε�１上昇とε２低下が見られ，扁桃体ではε１・ε２と

もに上昇した。����，����については扁桃体で����

の低下が見られたほか，顕著な影響は見られなかった。

����関連����群については，扁桃体で低下傾向が

見られたほか，他の部位でも若干の変動がみとめられ

た。以上の結果から，ホルムアルデヒド長期曝露により

中枢神経系が分子レベルで影響をうけることが明らかと

なった。

〔備　考〕

（２）粒子状物質が呼吸器に及ぼす影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００５��２４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕平野靖史郎（環境健康研究領域）・崔　　星

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕微小粒子状物質は肺の深部に沈着し，様々な

呼吸器系細胞に影響を及ぼす。肺は様々な細胞で構成さ

れているが，その中でも，白血球の一種である肺胞マク

ロファージや，呼吸に直接関与している肺胞上皮細胞は

大気汚染物質の標的となりやすい。また，最近の疫学的

研究によれば，大気中粒子状物質濃度と，心臓・血管系

の疾患による死亡率の上昇との間に良い相関が見られ，

粒子状物質の血管内皮細胞に及ぼす影響に関する研究も

重要視されている。本研究では，肺胞腔内に沈着した粒

子状物質を貧食していると考えられている肺胞マクロ

ファージや，肺の炎症時に肺胞腔内に浸潤してくる好中

球の細胞機能の変化，上皮細胞や内皮細胞における炎症

に関連する遺伝子の発現に関する研究を行い，大気汚染

物質の呼吸器に及ぼす健康影響評価を行うための指標を

開発することを目的とする。

〔内容及び成果〕

　サブトラクション���法を用いて重金属に曝露した

肺胞２型上皮細胞に発現する遺伝子の同定と発現量の定

量を行った。カドミウムに応答し発現上昇するものする

ものとして，ヘムオキシゲナーゼ�１，���������	�

�������７０，ステロイド水酸化酵素，����２，コラーゲ

ン結合蛋白��４６の他に，いまだ遺伝子配列が登録され

ていない遺伝子を同定した。新しく同定した２つの遺伝

子については��������������	
�����１（����１）なら

びに����２と命名し，ジーンバンクにそれぞれの遺伝子

配列を登録した。カドミウムに曝露した細胞に発現上昇

することが知られているメタロチオネインは，サブトラ

クション���法では，スクリーニングされなかった。

������によりメタロチオネイン遺伝子の発現を確認

したところ，メタロチオネイン１と２の遺伝子はともに

対照群の細胞にもある程度発現しているので，カドミウ

ムを曝露した細胞と対照の細胞間で遺伝子発現量に大き

な差がなく，サブトラクション���法では曝露群と対

照群との差としては検出されなかったものと推測され

た。また，カドミウムによって著しい遺伝子発現量の上

昇を認めた����１については，����法を用いて全長の

����を解析した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．５に関連

（３）電磁界曝露によるヒト由来培養細胞の変化

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０６１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕黒河佳香（環境健康研究領域）・石堂正美

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕超低周波電磁界の発がん性に関しては，曝露

によるリスクの上昇を強く示唆する疫学研究の結果と，

細胞や動物で発がん性の所見を観察できない実験研究の

結果との乖離が大きな問題となっている。細胞を用いた

曝露実験で再現性の高い陽性所見として，��８２３株

����７の増殖への５０ヘルツ磁界の影響（増殖へのメラ
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トニンの抑制作用を磁界が阻害する）があげられるが，

この所見がどのような分子生物学的機序で起こっている

のか，他の細胞株や他の曝露条件でも見られる普遍的な

現象であるか，を知ることが本研究の目的である。

〔内容および成果〕

　��８２３株����７の５０ヘルツ磁界への３～７日間曝

露により，細胞表面に局在する����の１種である１�

型メラトニン受容体の作用（����を介したシグナル伝

達）が阻害されることが判明した。この現象が同磁界へ

の急性曝露によっても見られるか否かを調べるために，

磁界照射下で細胞内����濃度をリアルタイムに観察

するシステム（細胞用����蛍光プローブのマイクロ

インジェクション，磁界用コイル付き蛍光顕微鏡による

２波長レシオ・イメージング）を作成した。培養線維芽

細胞を用いて，����の１種であるノルアドレナリン受

容体への５０ヘルツ磁界の作用を調べた結果，曝露によ

る急性変化を示唆する所見は観察されなかった。

〔備　考〕

（４）気道の抗原提示細胞に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��０５９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�小 池 英 子（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・小林隆弘

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕大気汚染物質は，アレルギー反応を増悪させ

ることが示唆されている。この過程において，抗原提示

細胞による�細胞の活性化は重要である。本研究では，

大気汚染物質の曝露が気道の抗原提示細胞に及ぼす影響

とそのメカニズムの解明を目的とした。

〔内容および成果〕

　細胞は������ラットの肺胞マクロファージと末梢血

中の単球を使用し，���（１０，３０，１００μ�����）と粒径

の異なる２種類（５９，３５０��）の ����（３，１０，３０，�

１００μ�����）に２４時間曝露した。���はジクロロメタ

ン抽出により得た抽出物と粒子を用いた．曝露後，抗原

提示に関わる細胞表面分子（��，�７．１，�７．２）の発現

をフローサイトメーターで解析した。

　���曝露は，肺胞マクロファージの��および�７の

発現に影響を及ぼさなかったが，単球のそれらの発現を

濃度依存的に増加させた。粒子と抽出物，��������	を

比較してみると，作用は粒子よりも抽出物の方が高く，

低濃度では抽出物よりも��������	の作用が顕著に強く

観察されたが，高濃度の曝露では抽出物の作用は������

���と同程度であった。����は５９��の粒子のみ肺胞

マクロファージの��の発現を増加させた。単球の��の

発現はいずれの粒子の曝露においても増加した。�７の

発現には影響を及ぼさなかった。���は，マクロ

ファージや樹状細胞の前駆細胞である単球の��および�

７の発現を増加させること，またその活性の主要な因子

は抽出成分由来であることが明らかとなった。しかしな

がら，粒子の分画にもそれらの分子の発現を増加させる

傾向がみられたことや不活性物質とされる����の曝露

により��の発現が増加したことから，粒子の影響につ

いてさらに検討する必要がある。

〔備　考〕

（５）環境変化が人の健康に及ぼす影響解明に関する疫

学的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕小野雅司（環境健康研究領域）・田村憲治・�

新垣たずさ・村上義孝

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境汚染による非特異的あるいは遅発的な疾

病の発生に関する監視が必要となり，今日新たな環境保

健指標の開発が要請されている。本研究では，利用可能

な既存情報，各種の健康調査及び健康診断データ等を統

合し，疫学研究のための環境保健指標の開発，疫学研究

デザインの開発・検討を行うとともに，国内外での疫学

調査を通して，環境変化・環境汚染の健康影響評価を行

う。

〔内容および成果〕

（１）人口動態統計を中心とする健康関連情報並びに大

気汚染をはじめとする環境データに関するデータベース

を作成・更新した。

（２）国内外における大気汚染，ダイオキシン汚染など

地域の環境汚染レベル，及び環境変化と，疾病，死亡と

の関連を解析し，影響評価を行った。特に，���など

微小粒子状物質濃度の日変動と死亡の関連について検討

した。

（３）��２．５などの個人曝露評価のため，国内７地区
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における屋内・屋外汚染濃度調査を開始した。

（４）紫外線曝露と眼疾患発症リスクについて検討し

た。

（５）環境変化・環境汚染物質による健康影響評価のた

めの新たな解析手法の開発を継続した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１，Ⅳ．６．３にも関連

（６）環境有害因子の健康影響評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��０５８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）・小林隆弘

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕環境有害因子の毒性の有無，毒性発現機構の

解明，毒性評価および健康�影響モニタリング手法に関

する研究を推進する一環として健康リスクアセスメント

に関する文献調査を行い，健康リスクアセスメントの現

状の把握と今後の研究の方向性�を探ることを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　ダイオキシンのリスク評価に関する文献レビュー，

���に関する��・���のリスク評価の現状と今後の方

向性�ならびにカドミウム，ガス状および粒子状大気汚

染物質の実験的・疫学的研究および化学物質の呼吸器，

免疫機能への影響指標についてレビューを行った。

〔備　考〕

（７）環境因子によるアポトーシス誘導の分子機構の解明

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１９０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕石堂正美（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕今日の環境問題の中で，環境有害因子に生体

が暴露した時の，人の健康への影響を鋭敏に，かつ感度

よく評価できる手法を確立することは極めて重要な課題

になっている。私は，これまでに分子細胞生物学に立脚

した方法論を導入し，その課題に取り組んできた。その

結果，環境有害因子による細胞の「死に方」を識別する

ことにより，従来の評価法に比べ感度のよい新しい評価

法の確立への手がかりを得た。それは，「環境因子によ

るアポトーシス（自殺死）の誘導」を見出したことによ

る。本研究では，アポトーシス誘導を指標とした新しい

環境因子の健康影響評価法の確立のために，その分子機

構を解明する。

〔内容および成果〕

　アポトーシス抑制タンパク質として知られる����２

は，いろいろなアポトーシス刺激に対して抑制可能であ

ることから，����２はアポトーシス情報伝達経路の中

でも，いろいろなアポトーシス刺激に共通な経路に働い

ているものと考えられてきている。そこで，本研究では

カドミウムによるアポトーシス誘導に����２ファミ

リーがどのように関与しているかを分子レベルで解析し

た。カドミウム（１０μ��）をブタ腎臓由来培養細胞

������１細胞に曝露すると，����２ファミリーのうち

内因性の����２タンパク質が増加することが明らかに

なった。これはカドミウムによるメタロチオネインの誘

導よりも早く観察された。その他のメンバー，例えば

���，����や������には変化は見られなかった。また，

カドミウムにより����２のメッセージが誘導すること

も明らかになり，これはカドミウムによる�����の誘

導よりも早く観察された。カドミウムによる内因性

����２タンパク質誘導の生理学的・毒性学的意義を調べ

るため，����２タンパク質を過剰発現した腎臓由来の

細胞株を樹立した。その結果，����２の過剰発現によ

り，カドミウムによるアポトーシス誘導が完全に抑制さ

れることが明らかになった。一方，������１細胞を同

じ濃度のカドミウム（１０μ��）で長時間（１７時間）曝

露すると，ネクローシスが誘導する。ネクローシスは，

���酵素の細胞外漏出や電子顕微鏡による形態学的特

徴で検出可能であるが，カドミウムによるネクローシス

誘導も����２の過剰発現により部分的に抑制されるが

初めて明らかになった。

〔備　考〕

（８）生体���分光法の高度化に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕三森文行（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・渡邉英宏

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）
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〔目　的〕無侵襲でヒトや実験動物の解剖学的画像，機

能，代謝を計測することができる生体���の測定・解

析法の開発と，環境条件下における生体への応用をはか

ることを目的とする。このため，生体���分光計の

ハードウェア，ソフトウェアの開発，分光計のシステム

化等を行い，生体���分光法のヒト，実験動物への適

用をはかる。

〔内容および成果〕

　高磁場で生体組織の���緩和時間を高速で正確に測定

するために��������	
を用いる方法を検討した。従

来の反転回復法を用いた結果と比較することにより，ほ

ぼ同程度の確度で測定時間を大幅に短縮できることがわ

かった。また，���緩和時間の正確な測定を期して断熱

通過パルスを用いる方法を検討した。

〔備　考〕

（９）環境化学物質による酸化ストレスの健康影響評価

に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�青木康展（化学物質環境リスク研究セン

ター）・松本　理・大迫誠一郎・石村隆太

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕様々な環境化学物質による毒性発現機構を統

一的に説明することは，環境保健研究における重要な課

題である。例えば，ダイオキシン類や多環芳香族化合物

などの化学物質が生体内に取り込まれると，シトクロム

�４５０などの一酸素添加酵素の作用により活性酸素種が

発生し，生体内に酸化ストレスを誘起する。この酸化ス

トレスと毒性作用の関係を明らかにすることにより，化

学物質の毒性発現機構の解明を目指す。

〔内容および成果〕

　酸化ストレスに対して様々な感受性を示す遺伝子導入

動物（アリルハイドロカーボンレセプター・ノックアウ

トマウス，���２ノックアウトマウス，メタロチオネイ

ン・ノックアウトマウス）を用いて，ダイオキシン類，

変異原物質，発がん物質の毒性発現機構を検討した。

　これらのうちの高感受性動物と�������での変異原性を

検出するための遺伝子導入動物を組み合わせることによ

り，化学物質の変異原性などの有害作用をモニタリング

する手法についても検討した。

　ダイオキシン類の影響による酸化ストレスの発生につ

いても研究を進めた。ダイオキシン類を曝露したラット

の胎盤では，酸化ストレスが発生するとされる糖尿病・

アルコール摂取・カドミウム曝露の場合と類似の形態変

化が起こることを見出した。さらにプロテオーム解析に

より，抗酸化ストレス作用を有する熱ショックプロテイ

ンの発現量の上昇を明らかにした。

〔備　考〕

（１０）大気中化学物質曝露が脳機能に及ぼす影響につい

ての研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３６１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕掛山正心（環境健康研究領域）・藤巻秀和

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕大気中化学物質曝露がヒトの健康に及ぼす影

響の中でも，脳神経系に対する影響は極めて低濃度でも

顕れることが考えられるが，その科学的知見はいまだ乏

しい。そこで本研究では，マウスに対して二酸化窒素の

慢性ガス曝露を行い，脳にどのような影響があるのかを

情報伝達物質関連の����発現量の変化を指標として

調べた。

〔内容および成果〕

　正常雌マウスに対して二酸化窒素（���）を長期慢性

曝露し（１����３週間），影響をみた。���曝露によ

り，大脳新皮質，海馬，扁桃体においてグルタミン酸受

容体サブユニット�����（ε１，ε２，����������），

ド ー パ ミ ン 受 容 体（�１），����受 容 体����

（������������）の低下が認められた。視床下部で

はセロトニン受容体（５���１�）およびトリプトファ

ン水酸化酵素（５����）����の低下がみられた。以

上の結果から，きわめて低濃度の大気中化学物質曝露で

あっても，長期慢性曝露により中枢神経系が分子レベル

で影響をうけることが明らかとなった。今回対象とした

１１種の����が全般的に低下傾向にあったことから，

脳の活動性が全般的に低下している可能性が示唆された。

　次に，海馬あるいは扁桃体破壊マウスに対して���曝

露を行ったところ，情報伝達物質関連����に対する

曝露影響のいくつかが減衰または増強した。すなわち，

大脳新皮質では���によるε１およびε２の低下が海馬

破壊により消失した。さらに扁桃体破壊マウスでは，海

馬におけるε１，ε２の変化，ドーパミン受容体の変化

も消失していた。一方，視床下部の５���１�および

�����受容体����の発現低下影響は，海馬破壊によ

りさらに強くあらわれた。以上の結果から，曝露影響の
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発現に海馬・扁桃体が深く関わっていることが示唆され

た。

〔備　考〕

（１１）基底膜形成テクノロジーを用いた気道上皮組織の

構築

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３６２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕持立克身（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕ラット肺胞Ⅱ型上皮株細胞（�２細胞）が形

成した基底膜構造体（���）を細胞培養基質に用い，別

途調製した気道上皮基底細胞を���上で培養すること

により，繊毛細胞まで分化した気道上皮組織を��������

で再構築する。

〔内容および成果〕

　１）気道上皮組織構築のための基本培地を確定した。

気道上皮細胞の組織構築には，インシュリンやトランス

フェリンのみを含む合成培地を用いた。始めに，線維芽

細胞をコラーゲンゲル中に包埋培養して擬似間質を作製

した。次に，未分化なラット気道上皮細胞を基本培地中

で擬似間質と気相に曝して共培養した。その結果，やや

扁平ではあるが，偽重層化した気道上皮が形成され，一

部には最終分化した繊毛細胞が認められた。基本培地

に，���や���といった成長因子を添加した増殖培地

を用いた場合には，一部に細胞重層化が起こった。

　２）ハイドロコーチゾン（��）の添加は，気道上皮

細胞の分化を促進した。ハイドロコーチゾンは，細胞外

基質の生合成と分泌を促進することが報告されている。

そこで，��は気道上皮組織の構築に効果が有るか，擬

似間質の共存下及び非存在下で検討した。擬似間質の共

存下では，気道上皮は一層立体的になり，生体中の気管

上皮組織の様に，偽重層の上皮組織を形成した。��の

添加によって，繊毛細胞の割合は約２０％に増加した。

上面の繊毛自体も生体と同様の構造を示し，基底面直下

には基底膜構造がほぼ保持されていた。しかし，擬似間

質の非存在下で��を添加すると，気道上皮細胞の分化

は進行せず，繊毛細胞の出現は無かった。

　以上の結果，基本培地で気相に曝しながら擬似間質と

共培養することにより，��������で未分化な気道上皮細

胞から最終分化した繊毛上皮細胞を含む気道上皮組織を

作製することができた。

〔備　考〕

共同研究者：細川　剛（北海道大学大学院呼吸器病態専

攻）

（１２）動脈硬化モデル培養系の作成

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３６０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�古 山 昭 子（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕粒子状大気汚染物質をはじめとする有害化学

物質は，生活習慣病に伴う動脈硬化や血栓形成などを悪

化させ，心筋梗塞・脳血管障害・腎不全などの原因とな

る可能性がある。本研究では，有害化学物質の血管障害

への影響を効率よく検討するために，モデル動物を使用

するかわりに，短期間で動脈硬化モデル培養系を作製す

ることを目的とする。具体的には，以下の項目を目的と

した。①血管内皮細胞・平滑筋細胞・線維芽細胞を３次

元的に共培養しながら，正常血管組織構築およびに動脈

硬化モデル組織構築に必要な培養条件を明らかにする。

②異なる細胞を共培養することで生じるそれぞれの細胞

間の相互作用や血流に代わる培養液の灌流刺激の影響を

検討する。③スクリーニング用の動脈硬化モデル血管組

織として有用な影響検出法を検討する。

〔内容および成果〕

　ラット血管内皮細胞，平滑筋細胞，線維芽細胞をそれ

ぞれの細胞の特性を発現させて生体の組織構造を再現す

るべく，細胞・細胞外マトリックスとサイトカインを組

み合わせて動脈硬化様の培養血管系を作製する条件を検

討し，以下の成果を得た。Ⅰ．心臓微小血管内皮細胞と

血管平滑筋細胞の共培養系に線維芽細胞を共培養するこ

とで，特に平滑筋細胞の増殖とエラスチンの沈着を増加

させた。線維芽細胞由来の����が直接，または血管内

皮細胞に����産生を誘導してこの平滑筋細胞の増殖

を促進することが示唆された。Ⅱ．平滑筋細胞の増殖に

よる内膜肥厚が再現され，単球の血管壁浸潤と単球によ

る���の取り込みも確認された。しかしながら，ヒト

で観察される重篤な粥状動脈硬化巣の再現にはいたらな

かった。Ⅲ．灌流培養により動脈硬化モデル血管組織に

顕著な変化は認められなかった。���１�βや�����αな
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どの炎症性サイトカインの添加は組織損傷を促進し，

����β�１が組織構築を促進した。Ⅳ．ディーゼル排気

粒子抽出物に曝露したモデル血管組織で単球の血管壁浸

潤を促進するサイトカインである����１の分泌こう進

が認められ，����１が影響検出マーカーとして有用で

あると考えられた。

〔備　考〕

（１３）粒子状物質による生体影響評価手法の開発に関す

る研究

〔区分名〕環境��その他

〔研究課題コード〕０００２��４１４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕小林隆弘（環境健康研究領域）・平野靖史郎・

小池英子

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕ディーゼル排気中の微小粒子（���）は，

呼吸器疾患やアレルギー疾患を悪化させる可能性が示さ

れている。本研究では，���に対する肺の構成細胞の

初期反応を包括的に解析し，鋭敏な指標と簡便な評価手

法を見いだすことを目的としている。

〔内容および成果〕

　平成１２年度は，����マイクロアレーを用いた解析

により，���抽出物の曝露は肺胞マクロファージにお

け る���１，�����２，�����，���（�）���������	

������などの抗酸化系酵素の遺伝子の発現を誘導する

ことを明らかにした。また，これらの����の発現は，

���抽出物の濃度依存的に増加することがノーザンブ

ロッティング法により証明されたとこから，����マイ

クロアレーは多くの遺伝子解析を簡便かつ迅速に評価で

きる有用な手法であることが示唆された。平成１３年度

は，プロテオミクスにより肺胞マクロファージの蛋白質

の発現の変化を検討し，�����，�����２蛋白質の発

現が増加することを明らかにした。本年度は，����マ

イクロアレーを用いて，肺胞上皮細胞の遺伝子の発現に

ついて解析を行った。その結果，薬物代謝酵素や抗酸化

系酵素，セルサイクル・細胞増殖・がん，に関わる因子

などの増加が観察された。特に強い増加が認められたの

は，抗酸化系酵素の���１，���������，���７０�１

などであった。以上のことから，���曝露に対する肺

の構成細胞の初期反応としては，抗酸化系酵素等の誘導

といった生体の防御機構が作動する可能性が考えられ

る。また肺胞マクロファージと肺胞上皮細胞における最

も鋭敏な変化は，���１遺伝子の発現の増加であった

ことから，���などの毒性物質の強い影響要因として

は，酸化的ストレスが挙げられ，その影響に対して

���１が鋭敏な指標となることが示唆された。

〔備　考〕

（１４）メタロチオネイン欠損マウスを利用したカドミウ

ムの毒性発現および体内動態におけるメタロチオネ

インの役割

〔区分名〕環境��その他

〔研究課題コード〕０１０３��３６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕カドミウム（��）の毒性軽減や体内動態に

メタロチオネイン（��）が関与することはよく知られ

ているが，不明な点も数多く残されている。そこで，本

研究では，��のⅠ型とⅡ型の発現を抑えた��欠損マ

ウスを用いて，��の毒性および体内動態における��

の役割を明確にすることにより，��の毒性発現機構を

解明することを目的とする。本年度は，��を妊娠期に

経口曝露した後の母体の臓器，胎盤並びに胎仔臓器への

��の蓄積に及ぼす��の影響を検討した。

〔内容および成果〕

　��欠損マウスおよび野生型マウスをそれぞれ雌雄番

いで１日交配し，翌日（妊娠１日目）から５０���の��

を含む飲料水を自由に与えた。妊娠１９日目にエーテル

麻酔下で心採血後に母体臓器（肝臓，腎臓，小腸，脳），

胎盤および胎仔臓器（肝臓，脳）をそれぞれ摘出した。

各臓器中カドミウム濃度は，硝酸で湿式灰化後������

を用いて測定した。

　その結果，��を妊娠期間中に経口曝露した��欠損

マウスの母体の腎臓中��濃度は，野生型マウスに比べ

て有意に低値を示した。しかしながら，母体の肝臓，小

腸および脳中��濃度は，両系統のマウス間で有意な差

は認められなかった。一方，胎盤，胎仔肝臓および胎仔

脳中��濃度は，いずれも��欠損マウスのほうが野生

型マウスに比べて有意に高値を示した。

　以上の結果より，��の妊娠期経口曝露による母体腎

臓，胎盤，並びに胎仔の肝臓および脳における��の蓄

積に��が深く関与していることが明らかとなった。

〔備　考〕

共同研究者：佐藤雅彦（岐阜薬科大学）
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（１５）トランスジェニックマウスを用いた環境発がんに

おける酸化的ストレスの関与の解明

〔区分名〕文科�原子力

〔研究課題コード〕９９０３��０６８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕一般環境中ではヒトは放射線などの物理的因

子と多種類の有害化学物質に曝露されており，ヒトがん

の原因として環境発がんが問題となっている。そこで，

本研究では，酸化的ストレスの除去に関与するタンパク

質を過剰発現あるいは欠損したトランスジェニックマウ

スを用いて，放射線発がんおよび化学発がん感受性要因

としての酸化的ストレスの重要性を明らかにすることを

目的とする。本年度は，強力な抗酸化作用を有するメタ

ロチオネイン（��）の�型と��型の発現を抑えた��遺

伝子欠損マウスを用いて，放射線による染色体異常並び

に胸腺リンパ腫の誘発に及ぼす��の影響を検討した。

〔内容および成果〕

　８週齢雄の��遺伝子欠損マウスおよび野生型マウス

に�����（０．１，０．５��）を１回全身照射して，２４時間

後にエーテル麻酔下で，骨髄と末梢血を大腿骨および尾

静脈よりそれぞれ採取し，骨髄中多染性赤血球および末

梢血網状赤血球における小核誘発頻度を測定した。

　その結果，��遺伝子欠損マウスおよび野生型マウス

共に，�����照射により骨髄および末梢血における小核

誘発頻度が無処置群に比べて照射量依存的に増加した。

また，�����照射による小核誘発頻度を両マウスで比較

すると，��遺伝子欠損マウスの方が野生型マウスに比

べて有意に増強した。

　以上の結果より，��は，放射線による染色体異常の

防護に重要な役割を果たしていることが明らかとなっ

た。なお，放射線による胸腺リンパ腫の誘発実験は，現

在，継続中である。

〔備　考〕

共同研究者：佐藤雅彦（岐阜薬科大学）

（１６）ガス交換能を有する肺胞モデルの開発と健康影響

評価への応用

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕０００４��０７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕持立克身（環境健康研究領域）・古山昭子

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕これまで呼吸器系に対する大気汚染物質の影

響は，呼吸機能に関する生理学的研究，気道および肺胞

上皮組織の病変に関する組織化学的研究，あるいは免疫

細胞の機能に関する研究等によって評価されてきた。し

かし，これらの実験動物を用いた暴露実験を主体とする

研究では，ガス暴露装置の制約を強く受け，大気環境中

に数多くの汚染物質が共存しその複合汚染が危惧される

状況に，適切に対処できない恐れがある。この様な状況

を踏まえ，「環境化学物質に対するバイオエフェクトセ

ンサーの開発」（平成７～１１年度）では，Ⅱ型肺胞上皮

細胞と肺線維芽細胞を用いて，影響評価用肺胞上皮組織

を人工薄膜上に再構築した。本研究では，この人工上皮

組織が環境汚染物質を細胞培養液に溶解させた形で影響

評価することを前提としていた点を解消すべく，ガス状

物質についても影響評価が可能な肺胞組織同等体を構築

する。

〔内容および成果〕

　本研究の前期３年間では，ガス交換能を有する肺胞構

造体を���������に構築することを目指す。初年度は，コ

ラーゲンゲルに包埋したヒト線維芽細胞とヒト血管内皮

細胞を共培養し，内皮細胞直下に基底膜構造体が形成さ

れるか検討した。前年度は，コラーゲンゲルを薄膜に形

成した後，円筒形プラスチック培養容器の底面部に薄膜

を張り付け，肺胞上皮細胞及び血管内皮細胞を各々片面

に播種し２週間共培養した。各々の細胞の基底面下には

基底膜成分が集積し，不完全ながら基底膜が形成した。

３年目である本年度は，疎水性基質に細胞接着基質を強

固に固相化する技術を開発した。

　強疎水性表面を有するシリコンゴム製培養皿の表面に

特殊なコーティングを施した後，フィブロネクチン及び

ラミニン溶液を添加して細胞接着基質を固相化した。肺

胞上皮細胞（�２細胞）を２×１０�個����の細胞密度で

播種すると，１日間の静置培養後に�２細胞は�

���������	に伸展した。細胞と基質との接着の強度を測

る目的で，通常は細胞はく離が起こる２５％伸展率で，

１５回�分の頻度で１日間伸展負荷を掛けた。何れの固

相化基質の場合も，�２細胞ははく離することは無かっ

た。また，伸展負荷の方向と垂直方向に細胞が自律的に

細長く伸展し，強制伸展の影響を極力減衰させようと配

向し直すのが通常であるが，それも認められなかった。

このことは，固相化した細胞接着基質と細胞との接着が

強制伸展力に対抗できる程度に十分強いことを示唆す

る。今回開発した細胞接着基質の固相化技術は，今後ホ

ロファイバー等の強疎水性基質上で組織構築を行う際に

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



有効であろう。

〔備　考〕

研究代表者：持立克身

（１７）低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程

に及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕０２０６��３６４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�青木康展（化学物質環境リスク研究セン

ター）・大迫誠一郎

〔期　間〕平成１４～１８年度（２００２～２００６年度）

〔目　的〕近年，低線量の放射線が生体に及ぼす影響

が，ホルミシス現象などの観点から注目されるように

なった。古くから放射線曝露により精巣に精子形成不全

が起こることが知られているが，近年になって内分泌機

能の変調が主因であるとの知見が出てきた。しかし，低

線量放射線の内分泌機能に与える影響の観点から，配偶

子形成過程への放射線影響に関する詳細な検討はなされ

ていない。また，放射線による突然変異は配偶子形成過

程にも影響を与えると考えられるが，内分泌攪乱物質の

作用等による内分泌機能の低下により突然変異の発生率

が変動するかは不明である。本研究では放射線の影響が

最も出やすい器官である雄精巣を対象組織として，内分

泌機能解析および変異解析に適していると思われる，数

種のモデル実験動物を用いることにより，１）低線量放

射線による精巣内内分泌攪乱作用の検出（内分泌攪乱作

用解析）　２）低線量放射線による内分泌機能の変動が

突然変異発生に及ぼす影響の解析（突然変異解析）を実

施する。さらにこれらの実験から，低線量放射線影響の

リスク評価の基礎となる知見を得ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　１）内分泌攪乱作用解析：本年度は新しい生殖内分泌

機能モデル動物として組織特異的アンドロゲン受容体高

発現マウスの作成を実施した。現在，調整した����

����システムによる組み換え体が正常に機能するか�

��������で検証中である。

　２）突然変異解析：放射線曝露による精巣内ゲノム

���の変異を検出するモデルマウスとして欠失変異の

検出に適した変異原性検出用トランスジェニックマウス

（���������マウス）を使用した予備実験に着手した。

���������マウス精巣のマーカー遺伝子における欠失変

異頻度は３．１×１０���であったのに対して，�線（５００ラ

ド）照射６０日後では１．１×１０���と約３倍に増加してい

た。

〔備　考〕

共同研究者：能美健彦（国立医薬品食品衛生研究所）

（１８）人工光環境とストレス関連ホルモン分泌動態に係

る内分泌疫学的研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕９９０２��００６

〔重点特別研究プロジェジェクト名，政策対応型・研究名〕

〔担当者〕兜　�徳（首席研究官）・黒河佳香

〔期　間〕平成１１～１４年度（１９９９～２００２年度）

〔目　的〕ヒトを含めた生物の体内時計は網膜で感受す

る光をその２４時間リズムの同調因子として利用してい

るが，現代社会の中のヒトは，著しい不規則性あるいは

抑揚に乏しい規則性を持った人工光による１日の長時間

にわたり曝露されることが多いために，その体内時計は

本来的な機能発現の多大な修正を強いられていると推察

される。本研究の目的は，そうした人工光によるリズム

かく乱がヒトの各種生理学的機能（内分泌，自律神経，

免疫機能など）に何らかの変化をもたらすか否かを，実

験的および疫学的アプローチから検証することを目的と

している。

〔内容および結果〕

　ヒトの受光パターンと内分泌動態との関連を調べるた

めには，まず対象者の生体リズムの位相を揃えることが

必要となるが，そのためにメラトニンリズムを用いるこ

とには侵襲が伴うため，心拍間隔変動データを用いる方

法について基礎的検討を行った。また，受光量と体動モ

ニター計と心拍��間隔モニター計を用いた連続測定を

行い，心拍間隔変動の非線形時系列解析，受光量とリズ

ムとの相関分析，夜間に分泌される尿中ホルモン（メラ

トニン，コルチゾール）との関係について解析した。本

年度は，これまで開発検討してきた測定システムを用い

て，性・年齢・居住場所などを考慮し，睡眠までの人工

光の強さと早朝尿中のメラトニン量から知られるメラト

ニン排泄速度との関連を調べた。結果，日常生活中で一

般に経験される程度の照明強度の違いによっては，メラ

トニン廃絶速度に有意な差異は見られなかった。なお，

同結果から，より詳細に検討すればメラトニンのピーク

レベルの抑制やフェーズのシフトが起こっている可能性

がありうるが，夜間のメラトニンの分泌速度や総量の面

では差がみられない可能性が大きいことが結論された。

一方，最終年度でもあり，夜間の光曝露とメラトニン動

態に関連するワークショップを，米国の���������
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������������の��������	�
������を招へいして行い，

周波数スペクトル別の光曝露とメラトニン抑制の関連や

夜間勤務による乳がんリスクの上昇とメラトニンに関す

る最新の知見を中心に議論した。

〔備　考〕

（１９）環境発がんにおけるメタロチオネインの生理学的

意義

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕遠山千春（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕ヒトにおける発がんの原因として，多種類の

有害化学物質による環境発がんが問題となっており，環

境発がん抑制の研究はがんの予防のために重要な研究課

題である。そこで，本研究では，重金属解毒作用および

抗酸化作用を有するメタロチオネイン（��）のⅠ型と

Ⅱ型の発現を抑えた��遺伝子欠損マウスを用いて，環

境発がん抑制因子としての��の重要性を明らかにする

ことを目的とする。本年度は，�����［�］������（�［�］

�）による遺伝子損傷に及ぼす��の影響を検討した。

〔内容および成果〕

　６週齢雄の��遺伝子欠損マウスおよび野生型マウス

に，コーン油に溶解した�［�］�（２５０������）を１回経

口投与して，その２４時間後に末梢血（網状赤血球）小

核誘発頻度並びに血清中８��ヒドロキシデオキシグアノ

シン（８�����）量を測定した。その結果，�［�］�を

投与した��遺伝子欠損マウスおよび野生型マウスで

は，共に小核誘発頻度が増加し，両マウス間を比較する

と，��遺伝子欠損マウスの方が野生型マウスに比べて

小核誘発頻度の有意な増加が認められた。また，血清中

８�����量は，�［�］�投与により両マウス共に増加し

たが，両マウス間で有意な差は認められなかった。

　以上の結果より，��は，末梢血小核誘発頻度を指標

にした�［�］�による遺伝子損傷に対して防御的に作用

することが示された。

〔備　考〕

共同研究者：佐藤雅彦（岐阜薬科大学）

（２０）大気中有害化学物質に対する遺伝的感受性要因の

抽出法の確立

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４２２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕平野靖史郎（環境健康研究領域）・�崔　　星

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕大気有害物質，特に微小浮遊粒子状物質に含

まれる重金属類や有機化合物に対する感受性を決定づけ

る遺伝子群を抽出することを目的とする。　粒径が２．５

μ��以下の微小浮遊粒子状物質（��２．５）は，有害成

分を多く含み，肺深部に沈着することが知られている

が，近年米国において一般大気中の浮遊粒子状物質の中

でも，特に��２．５�が過剰死亡率を引き起こしているこ

とが報告され，注目を集めている。一方，大気有害物質

に対する感受性の違いは，加齢や胸部疾患の既往歴に

よっても修飾され得るが，遺伝要因が大きな役割を果た

しているものと推測されている。ここでは，微小粒子状

物質の毒性を決定づけていると考えられる，重金属と多

環芳香族化合物に焦点を絞り，これらの化合物に対し

て，生体防御的効果をもつ遺伝子を検索する実験的方法

をまず確立し，さらにヒト集団において，目的とする遺

伝子に多型が存在するかどうかについて調べることを目

的とする。

〔内容及び成果〕

　肺胞マクロファージ，あるいは肺胞Ⅱ型上皮細胞の培

養系に，ディーゼル排気粒子の有機抽出物を添加した

後，細胞より���を抽出して，����アレー法を用い

て発現が変化した遺伝子群のスクリーニングを行った。

発現が上昇した遺伝子は，ヘムオキシゲナーゼー１，チ

オレドキシンパーオキシダーゼ，グルタチオン�トラン

フフェラーゼなど，主として抗酸化系酵素の遺伝子であ

り，ディーゼル排気粒子抽出物が肺において，マクロ

ファージや上皮細胞に強い酸化的ストレスを与えている

ことが示唆された。本年度は，特にディーゼル排気粒

子，あるいは都市大気粒子の抽出物を曝露した微小循環

内皮細胞において，抗酸化酵素の一種であるヘムオキシ

ゲナーゼー１の遺伝子発現上昇が見られることをノーザ

ンハイブリダイゼイション法により明らかにした。用量

影響関係より，ディーゼル排気粒子抽出物は都市大気粒

子抽出物より強いヘムオキシゲナーゼー１の誘導能をも

つことが示唆された。また，この上昇は抗酸化剤である
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���アセチルシステインにより抑制されることにより，

内皮細胞に於いても上皮細胞と同様に，粒子状物質の抽

出物が酸化的ストレスにより細胞障害を起こす可能性を

示した。また，本年度，感受性要因を�������実験におい

て調べるための予備的研究を行った。重金属化合物など

に対して高感受性であることが知られている���マウス

と，抵抗性である�５７���６�マウスとの�１マウスを

作製して，それぞれの系統の遺伝的バックグラウンドを

調べる準備を始めている。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．５に関連�

（２１）環境汚染物質が���メチル化と胎児の生長発育

に及ぼす影響

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．２�ダイオキシン類の総合的対策の高度化に関

する研究

〔担当者〕大迫誠一郎（環境健康研究領域）・呉　　慶

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕ゲノム���メチル化パターンの再プログラ

ムはおもに胚仔発生期に生ずるとされる。我々は，着床

前の受精卵をダイオキシン（����）に暴露し，����

が発育に関与する遺伝子�１９����２の���メチル化パ

ターンが変化することを示唆した。本研究ではダイオキ

シン類，ノンコプラナ���など環境汚染物質が���メ

チル化パターンの変化に影響を及ぼすかどうか検討す

る。

〔内容および成果〕

　本年度は，先に報告した����による�１９����２の

メチル化パターンの変動（メチル化ゲノムの比率増大）

が，着床前の受精卵において起きていることの根拠を提

示する目的で，����存在下で培養した着床前受精卵

の���メチルトランスフェラーゼ活性を直接測定した。

その結果，対照群に比べ曝露群で約２０％の酵素活性の

上昇を認め，メチル化ゲノムの比率増大を指示するデー

タを得た。現在このアッセイ系およびジスルフィドシー

ケンス法を用いてノンコプラナ���でも同様の現象が

起きるか検証中である。

〔備　考〕

（２２）大気汚染物質が気道に及ぼす毒性影響の包括的な

解析と影響指標の探索

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�小 池 英 子（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕大気汚染物質による生体影響を包括的に検討

し，毒性評価における鋭敏な指標を見出すことを目的と

した。

〔内容および成果〕

　本研究では，大気汚染物質の主要なターゲットとなる

肺の構成細胞に着目した。株化ラット肺胞上皮��型細胞

（��４０�２）は，ディーゼル排気粒子（���）のジクロ

ロメタン抽出物（３０μ�����）に６時間曝露し，遺伝子

発現の変化を１万個の遺伝子がブロットされた���マ

イクロアレーを用いて解析した。また，発現レベルに顕

著な変化のみられた遺伝子の機能等について情報を収集

し，カテゴライズした。

　���抽出物により発現が増加した肺胞上皮細胞の遺

伝子は，薬物代謝系酵素や抗酸化系酵素，セルサイク

ル・細胞増殖・がん，に関わる因子，���，その他に分

類されるものであった。特に強い増加が認められたの

は，抗酸化系酵素の���１，���������，���７０�１，

そして細胞外マトリックスの調節因子である���２�と

���から検出された�����３と推定される因子であっ

た。逆に減少したのは，抗酸化系酵素，���，その他に

分類される因子であった。特に強い減少が認められたの

は，細胞外マトリックスの調節因子である���２であっ

た。このように肺胞上皮細胞の初期反応としては，防御

系の因子と細胞外マトリックスの制御に寄与する因子が

動くことが示唆された。また肺胞マクロファージと肺胞

上皮細胞における最も鋭敏な変化は，いずれも���１遺

伝子の発現の増加であったことから，肺胞マクロファー

ジと肺胞上皮細胞の���１タンパク質の発現について検

討したところ，どちらも���抽出物の濃度依存的に増

加することが明らかとなった。これより，���などの

毒性物質の強い影響要因としては，酸化的ストレスが挙

げられ，その影響に対して���１が鋭敏な指標となるこ
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とが示唆された。

〔備　考〕

３．６　その他

（１）環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１８４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕梅津豊司（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境中には人為由来及び天然由来の化学物質

が極めて多種類含まれており，ヒトは常にその暴露を受

けている。これらの化学物質の少なくない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考えられるが，その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にある。そこ

で動物の各種行動を指標とする行動試験法の有用性を検

討し，できるだけ迅速にそして的確な評価を下すための

システム（体系）の構築をめざす。

〔内容および成果〕

　高架式十字迷路法の基礎的な検討を行い，適切な実験

条件を見いだした。その条件下でローズ，ラベンダー，

ベルガモット，ローズオットー，サンダルウッド，レモ

ンバーベナの作用を検討した。以前の研究で抗不安作用

が明らかになったローズ，ラベンダーは本手法でも抗不

安作用を示した。加えて抗不安作用を有する新たな精油

としてレモンバーベナが見いだされた。ラベンダーの有

効成分として同定されたリナロールを，抗不安剤として

特許出願した。またペパーミントの有効成分であるメン

トールの移所運動活性増加作用の機序を追求した結果，

神経伝達物質のひとつであるドパミンが関与しているこ

とが判明した。

〔備　考〕

―�����―
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４．多様な自然環境の保全と持続可能な利用

４．１　生物多様性の減少機構の解明と保全に関

する研究

（１）流域ランドスケープにおける生物多様性の維持機

構に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２０７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕高村典子（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・福島路生

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕本プロジェクトでは，流域を構成する様々な

ランドスケープを客観的に定義し，その質，量，および

配置と生物多様性との関係を導き出すことによって，ラ

ンドスケープの分断・縮小が生物多様性におよぼす影響

を評価する。そして生態系保全を流域�レベルの空間ス

ケールで行うための生物多様性予測モデルの開発を行

う。

〔内容および成果〕

　兵庫県南部（三木市，小野市，神戸市，明石市，加古

川市，稲美町，社町）にある３５のため池を対象に，た

め池のトンボ種数やトンボ群集がどのような環境要素に

より決定されているのかを調べた。

　ため池に出現するトンボ成虫の種数は，お互いに相関

が低い，１）池の中の水生植物総種類数　２）池周辺

２００�の森林面積　３）ため池の自然堰堤の長さ（コン

クリート護岸された部分を除いた長さ）および４）池水

の全窒素量　以上４つの独立変数で変動の約８１％が説

明された（表）。

表　ため池に出現するトンボ成虫種数を説明する重回帰
分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

� 係数� ����� �

定数� １０．６５� １．４３� ７．４６
水生植物全種数� １．００� ０．１９� ５．２０
自然堰堤長� ０．０１� ０．００� ３．８４
森林面積� ０．００� ０．００� ２．７７
全窒素量� －１．４２� ０．５３� －２．６６

分散分析表
　　　自由度　　平方和　　平均平方　　Ｆ値　��Ｐ値
回帰　��������４　　１３２７．５　��������３３１．９　����３２．２　��０．０００
残渣　������３０　�����３０８．９　����������１０．３

��＝０．８１１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　また，出現したトンボ成虫４５種類を用いて除歪対応

分析を行った。成虫���第１軸の寄与率は２３．１％で

あった。化性推定値が高い種が右に，森林要求度の高い

種が左に位置する傾向を示した。これと相関を示した景

観要素から，正の向きには池周囲２００�以内に平地の水

田地帯があり，常に日当たりが良く，沈水・浮葉植物が

広がり，面積が大きく周囲長が長い堰堤に草が茂ってい

るような景観的特性が浮かび上がった。また，負の向き

は池周囲２００�以内に森林があり，日当たりが悪いよう

な景観的特性が浮かび上がった。

　成虫���第２軸の寄与率は８．５０％であった。本軸は

明らかに池の植生に関連する軸と考えられ，上方�

（図１）には，生殖弁を持ち，水生植物組織内に産卵し

ないタイプで，移動性が高く，幼虫が底生生活をする種

類が位置した。一方，下方には，産卵管を持ち，水生植

物組織内に産卵し，幼虫が植物内で生活する種類が位置

する傾向を示した。これと相関した景観要素は抽水植物

面積，抽水植物種数，浮葉植物種数，全種数，水草群落

の多様性指数（�����������	
），水生植物群落のタイプ

数（沈水植物，抽水植物，浮葉植物が幾つ揃っている

か）である。反対に正の相関を示した要素は開水面面積

であった。

　成虫���第３軸の寄与率は５．２０％，第４軸の寄与率

は３．５０％であった。トンボ種の並びに顕著な特性は見

出せなかった。ただし，成虫���第３軸と最も高い負

の相関を示した景観要素は，池周辺１��以内の住宅地・

市街地の面積，池のコンクリート護岸の長さ，池周辺

１０�以内の道路面積および池周辺１０�以内の水域面積

で，これらはいずれも市街化に伴う人為的な景観要素と

考えられた。成虫���第４軸と最も高い相関を示した

のは農薬流入，��，全窒素量，クロロフィル�量など

富栄養化の指標となる水質項目であった。
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図１　除歪対応分析によるトンボ成虫種の座標づけ



　一方，北海道では，ダムによる河川流域の分断が淡水

魚類の種多様度にどのような，またどの程度の影響を及

ぼしているのかを独自に作成した魚類データベース

（�����）の解析を通して推定した。�����は北海道で過

去に行われた魚類調査報告書や論文を約９６０編整理して

地理情報システム（���）に入力したものであり，平成

１５年３月現在，淡水魚類の生息データ（調査地点，調

査年月日，体サイズなど）を種ごとに６１，２７２件，また

調査地点数では７，０７６地点の魚類相を収録している。

�����を用いて，魚種ごとのダムの影響を種の生息状況

（ある地点に生息が確認されなければ０，されれば１）

を目的変数として次のようなロジスティック回帰モデル

を当てはめることによって推定した。

�����（μ）＝β��＋�β����������	
＋�β����������	
�＋�β��������＋�

β��������＋��β��������＋�β�����
�＋�β���������＋�β�����

　ただしμは生息確率であり，その観測値は０と１であ

る。標高（��������	），最大傾斜角（�����），年平均気

温（����），年間降水量（����）は各調査地点の置かれ

た３次メッシュ（１��）に計算された値を用いた。調査

の行われた年代（������）は１９９０年以前（０）と以後

（１）のカテゴリーに，またダムによる分断の有無

（���）は調査地点が１基以上のダムの上流に位置する

か（１），まったく下流にダムがないか（０）というカ

テゴリーに分けた。このモデルを�����に登録された魚

類のうち極端な希少種や偶発的に採捕された外来種（採

捕地点が全道で９０地点に満たない魚種）を除いた４２分

類群（また魚類以外ではスジエビも含む）を対象にパラ

メター推定を行った。

　回帰分析の結果，ダムによって数多くの魚類が影響を

受けていると同時に，ダムとは無関係に生息確率が

１９９０年を前後して変化している魚類も多いことが分

かった。そこでこの両者の影響を見るために，横軸と縦

軸にそれぞれ年代（������）とダム（���）のパラメ

ター推定値に与えられた�値を使ってそれぞれの魚種を

プロットした（図２）。この図の�＝１．９６（破線）の右

側にプロットされた魚類は９０年以降に生息確率が増大

したものであり，反対に�＝－１．９６（実線）の左側に

プロットされた魚種は９０年以降に減少したものである。

一方，�＝１．９６（破線）の上側にプロットされた魚種は

ダムができたことで生息確率が向上したものであり，反

対に�＝－１．９６（実線）の下側にプロットされた魚種

はダムによって生息確率が低下したものである。９０年

以降に増加した魚種が４２分類群中３１分類群と圧倒的に

多いのは，調査手法が９０年代ころから魚網から電気

ショッカーに変わったことによると見て間違いないだろ

う。注目すべきは，採捕効率が全体的に向上しているに

もかかわらず９０年以降に減少していると診断されたト

ゲウオ科のイトヨとサケ科のイトウという魚である。イ

トヨはダムによる分断の影響も受けているようである

が，イトウはダムの存在と無関係に生息確率が低下して

いる。ダム以外の開発行為（例えば河道の直線化や河畔

林の伐採など）がイトウの生息域を狭めている可能性が

示唆される。

　ダムの分断によって生息確率が低下した魚種は１３分

類群あるが，それらの多くはサクラマスに代表されるよ

うに海と川を行き来する“通し回遊魚”，あるいはスナ

ヤツメのように河川上流と下流を成長段階に応じて大き

く移動する生活史を持つ。一方，ダムができて生息確率

が増大した魚種のうちワカサギとコイは，しばしば各地

のダム湖に人為的に放流されることがあり，それによる

生息域拡大を反映したのであろう。エゾウグイやフクド

ジョウがダム分断後に増えているのは，彼らが一生を淡

水だけで生活できる純淡水魚であることに加えて，下流

から捕食者やえさやハビタットが競合する魚種が侵入し

なくなったことによる生態学的な帰結かもしれない。

〔備　考〕

共同研究者：金子正美（酪農学園大学）・高田雅之（北海

道環境科学研究センター）・三橋弘宗・�

田中哲夫（兵庫県人と自然の博物館）・�

角野康郎（神戸大学）・田渕俊雄（前東京大

学）・黒田久雄（茨城大学）

（２）遺伝子組換え生物の生態系影響評価手法に関する

研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２１０
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図２�北海道の淡水魚類の生息確率に及ぼす調査年代と
ダムの影響

ワカサギ

エゾウグイ

フクドジョウ

ウキゴリ

サクラマス

アメマス

スジエビ



〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕内山裕夫（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・中嶋信美・�

岩崎一弘・玉置雅紀・冨岡典子

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕遺伝子組換え技術が１９７３年に米国で開発さ

れて以来，医学，農学の分野で急速に進展し，近年では

地球規模での課題である人口，食料，環境，エネル

ギー，医療等の問題解決に不可欠な技術である。有用な

遺伝子を異種生物に導入した各種遺伝子組換え体が作成

され，実用化の段階に入っている。例えば，除草剤耐性

能等を付与された組換え作物は既に５０種以上あり，ま

た，窒素固定能を増強した組換え微生物も実用化され，

環境浄化に有用な組換え微生物の野外試験もなされてい

る。これら組換え体は開放系で使用されるため，環境へ

の影響を考慮する必要がある。一方，生物多様性の減少

が新たな環境問題となっており，遺伝子組換え生物もそ

の破壊要因となる可能性があり，生態系に与える影響に

関し科学的な知見を蓄積する必要がある。従って本研究

では，遺伝子組換え生物の挙動を解析するための遺伝的

マーカーを検索・作成すると共に，遺伝子組換え生物の

生態系影響評価について，既存の安全性評価手法の再検

討並びに新たな検査手法の開発や，モデル実験生態系の

基本構造の設計を行う。また，育種作物等の自然界への

侵入・拡大をレビューし，地図情報モデルを開発する。

〔内容および成果〕

　遺伝子組換え植物の高感度で効率的な評価法を開発す

るため，マイクロアレイ法の有効性について検討した。

実験材料としては，シロイヌナズナの生態型����０，

それに蛍光を発する���遺伝子が導入された組換え体，

葉の形態を変化させる���遺伝子が導入された組換え

体を用いた。これらの植物から����を抽出し，約

２，２００種類の����からなるマイクロアレイを用いて遺

伝子発現プロファイルを解析し，互いに比較した。まず

野生型����０の異なる個体間で比較したところ，それ

らの遺伝子発現プロファイルは酷似しており，相関係数

�
�は０．９６と高い値を示した。それに対し，遺伝子組換

え体と野生型植物の間では一群の遺伝子発現にはっきり

とした差が見られ，���遺伝子の組換え体と野生型間

の相関係数は０．９０，���遺伝子の組換え体と野生型間

の相関係数は０．８５であり，予想もしなかった遺伝子発

現への影響が多数検出された。これらの結果は，マイク

ロアレイ法の有効性を支持する。

　また，遺伝子組換え植物から近縁野生種への遺伝子移

行，拡散の可能性を評価するため，�����（除草剤グリ

ホサート耐性を付与する）遺伝子が導入された遺伝子組

換えダイズとツルマメの間で人工交配し，雑種ができる

かどうかを調べた。その結果，�１雑種（ツルマメ×ダ

イズ）の種が得られ，それから育てた植物体の組織中に

由来の����マーカーと�����遺伝子が存在すること

が，���により確認された。

　自然環境中に導入された遺伝子組換え微生物の生態系

への影響を評価する際には，導入された微生物の挙動を

把握することが重要である。挙動に影響を及ぼす因子と

して，微生物細胞内での組換え遺伝子の形態変化および

細胞の生残性が考えられる。そこでまず，環境中での微

生物細胞内におけるプラスミド遺伝子の立体構造および

含量を解析する手法を開発した。ゲルプラグから���

の回収および透析による精製を行った結果，電気泳動に

より閉環状，開環状および直鎖状プラスミド���の分

離が可能となった。本手法を用いて，水銀マーカーを導

入した組換え微生物��������	����１０１����１３４に及ぼす

光照射の影響を検討した結果，光照射により生菌数の減

少および水銀耐性能（水銀マーカー活性）の低下が認め

られた。顕微鏡観察による直接計数の結果，ほぼ実験開

始時の菌数を維持したことから，光照射により生存して

いるが培養不能な状態（����������	�
）の��������	細胞

が生じたと考えられる。さらに，プラスミドの立体構造

および���量の変化について検討を行った結果，試験

開始時はほとんどが閉環状プラスミドであったが，光照

射により閉環状プラスミドの減少に伴い開環状プラスミ

ドが増加し，その後閉環状および開環状プラスミドとも

に減少した。このことから，光により菌体内の組換えプ

ラスミドが閉環状から開環状へと構造が変化することに

より不安定化し，さらに光を受け続ける事によりコピー

数が低下し，細胞当たりのプラスミドコピー数の違いに

より，水銀耐性能の差が生じたと考えられた。

　一方，生残性に関しては，これまでは平板寒天培地を

用いた手法により細胞の生死を判定してきたが，近年，

生きてはいるが培養できない新たな状態（��������	
��

����������	��
��	�）の存在が示唆され，微生物の安全

性評価概念の再検討化が表面化した。前年度，下水道処

理場から分離した各種の細菌が過塩素酸消毒ストレスに

より���状態になる事が明らかとなったため，本年度

は���������	
����
���をモデル微生物として用い，

���菌体の挙動を検討した。この結果，���菌体の約

３％程度が溶血液等のカタラーゼ活性を有す生体成分の

存在下で平板寒天培地上にコロニーを形成し，再増殖す

ることが明らかとなった。これより，���菌体が生体
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内を経由することにより再増殖する可能性が示唆され，

環境導入した微生物の生残性を評価する際には従来法を

再検討する必要性が示された。

〔備　考〕

（３）微細藻類の多様性に及ぼす環境ストレスの影響

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１３３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕笠井文絵（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕微細藻類は一次生産者として水界の食物網を

支える重要な生物群であると同時に，有用物質の生産や

有害物質の分解などにかかわる種を含む重要な潜在的遺

伝子資源である。微細なため細胞数としては莫大な数に

増加するが，増加は主として栄養増殖によるため，遺伝

的変異は乏しい可能性がある。そこで，微細藻類の遺伝

的変異と遺伝子交流の程度を調べ，微細藻類の多様性が

人間活動に伴う急激な環境変化にどの程度脆弱なのか，

あるいは頑健なのかを明らかにする。

〔内容および成果〕

　微細藻類の集団内変異を測定する方法を検討し，既に

収集した地方集団について，開発された遺伝マーカーを

用いた変異の解析を行う。また，これらの結果から，変

異の供給源や環境ストレスの有無と変異の豊富さなどの

関係を明らかにする。

〔備　考〕

（４）円石藻の多様性研究と地球環境モニタリングへの

適用

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１４８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕河地正伸（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕海洋環境に豊富に生息し，全地球規模の炭素

循環と硫黄循環に関連することが知られる円石藻を対象

として，形態，遺伝子，生活史の多様性について，環境

要因との関連性を併せて調査し，地球環境モニタリング

のための基盤情報を蓄積することを本研究の目的とす

る。自然界における多様性の調査と研究材料の収集，保

存株を用いた分類学的研究（微細形態解析と分子系統解

析）を独自に行い，各種培養条件コントロール下で，生

活史誘導と細胞外被構造の形態変異について調査・解明

することを研究目標とする。

〔内容および成果〕

　２００１年度に引き続き黒潮影響下にある八丈島周辺の

海域で調査を行うとともに，本年度はタイ国南部のマ

レー半島東西沿岸域において，円石藻を含む微細藻類の

分布と多様性に関する調査を行った。八丈島沿岸域では

��������	
��
��
����，��������	
��
������
といった円石

藻種が新たに採取されたが，いずれも分離された細胞は

２，３度の細胞分裂を行った後，死滅した。照度，培地

等の培養条件検討が，今後さらに必要と言えた。一方，

八丈島八重根港から，長いハプトネマを有し，鞭毛を欠

いた種が培養株として得られ，微細形態の観察から，新

属新種であることが判明するなど，同海域の生物多様性

の高さが示された。タイ国では，多くの調査地で珪藻類

が第一優占グループとして認められ，その他の優占種と

して，タイ湾に面した東沿岸域では，赤潮形成藻

�����������や有毒性渦鞭毛藻の���������	�など，そして

アンダマン海に面した西沿岸では，糸状藍藻の

��������	�
	，ハプト藻（円石藻）��������	�
	が認め

られた。また多様な沿岸環境から，付着性を示す

���������	
�
，���������	��，�����������といった円

石藻の存在が確認された。日本沿岸域と比較して種数は

少なく，特定種が多様な環境に広範囲に生息する傾向が

あり，構成種の多くは沖縄諸島で確認された円石藻に共

通することが明らかとなった。

〔備　考〕

（５）環境指標生物としてのホタルの現況とその保全に

関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１３６

〔重点特別研究プロジェクト名、政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕宮下　衛（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１６年度��２０００～２００４年度�

〔目　的〕豊かな自然環境，うるおいのある自然環境の

指標として親しまれているホタルやホトケドジョウ，ヒ

ヌマイトトンボ，チスジノリなどの絶滅のおそれのある

野生生物の生息する自然環境の保全と復元・再生につい

て調査研究することを目的とする。

〔内容および成果〕

　農林水産省直轄の御前山ダム建設の本堤工事がサケや

チスジノリ，ホトケドジョウ，スナヤツメなど貴重種に

対し，何ら保全策を講じることなく２００２年１１月より着
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手された。そのため，ダムの数百�下流に生育する絶

滅危惧種・淡水産紅藻類チスジノリはダム工事の影響で

絶滅寸前にある。冬から春にかけて藻体（配偶体）の長

さが１�以上に伸長するチスジノリは，雌雄異株で受精

後，果胞子を形成する。果胞子は発芽して匍匐糸状体

（シャントランシア期）となり，生育して藻体になると

されていた。今回新たに，採集してきた果胞子を発芽さ

せた結果，匍匐糸状体に単胞子が形成され，生育して匍

匐糸状体になり再び単胞子を形成する増殖法のあること

を確認した。

　２０００年３月に開通した利根かもめ大橋では，千葉県

道路公社が設計変更までして保護したヒヌマイトトンボ

が２００１年秋までに絶滅した。現地調査の結果，これま

でヨシ原全面に淡水を供給していた土羽の水路が板柵で

固定され幅も広げられたため，ヨシ原の①水位の低下，

②堆積土砂による平面化，③乾燥化が進み，ヒヌマイト

トンボ幼虫が生息できない環境になったために絶滅した

と推定された。

〔備　考〕

（６）植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝子の探索

と機能解析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９８０２��１３４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐治　光（生物圏環境研究領域）・久保明弘・

青野光子

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕植物は環境保全に必須であり，大気汚染や紫

外線などのストレス要因が植物に及ぼす影響やそれらに

対する植物の耐性機構を明らかにすることは，基礎・応

用の両面において重要である。特に環境ストレス耐性機

構については植物の様々な遺伝子が関与していると考え

られるため，それらの遺伝子の同定と機能の解明を目指

す。

〔内容および成果〕

　これまでに単離したオゾン感受性突然変異体（��

���タギング系統，��������	）の中から，�����の選

抜マーカーであるカナマイシン抵抗性を持つものが，２２

系統得られた。さらに，これらの戻し交配による分離世

代（�２）のカナマイシン抵抗性を調べた結果，��

���が染色体上の１箇所に挿入されていると考えられ

るものが１１系統得られた。この中から，分離世代でオ

ゾン感受性と�����の挿入との連鎖を���法で調べ

たところ，オゾン感受性と�����が調べた限り連鎖し

ているものが，４系統得られた。これらのオゾン感受性

突然変異体は劣性であり，植物のオゾン耐性に必要な遺

伝子を単離する材料として利用できることが示唆され

た。

〔備　考〕

（７）底生動物の形態と環境要因との関連に関する基礎

的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��１３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕上野隆平（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕動物の形態には種間での差異や種内変異があ

り，運動・呼吸など生理的機能を持つ部位の形態は環境

要因に応じて変化することから，形態の変異の情報は環

境への適応のしくみを知る上で重要だと考えられる。ま

た，特に種内変異の情報は種の定義を明らかにするため

にも必要である。本研究では，十分に研究されていない

無脊椎動物の形態の種間・種内での変異と環境要因との

関連について調査する。

〔内容および成果〕

　オオユスリカ，セスジユスリカ３～４齢幼虫の下唇

板，腹下唇板および大顎とナカヅメユスリカ属の一種２

～４齢幼虫の下唇板および大顎について成長に伴う形態

の変化を光顕および走査型電顕により観察した。オオユ

スリカ，セスジユスリカ３齢幼虫の口器は�齢幼虫に比

べて全長はほぼ１�２だったが，形状には際だった差は見

られなかった。ナカヅメユスリカ属については下唇板，

大顎のいずれも１齢進むごとに全長はほぼ２倍になって

おり，下唇板では齢期の違いによる形状の違いは見られ

なかったが，大顎では２齢において本属の特徴である刺

列の形状と大顎全体の屈曲の程度が３～４齢幼虫のもの

とは異なっていた。

〔備　考〕

（８）河川敷に生息するスズメ目鳥類のハビタット選択

と個体群動態に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０４��１９３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕永田尚志（生物多様性の減少機構の解明と保

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１１～１６年度（１９９９～２００４年度）

〔目　的〕河川敷や湖岸に広がるヨシ原などの抽水植物

群落で繁殖するスズメ目鳥類の年令構成，性比，密度な

どの個体群構造の変動と生息環境の変化の関連を把握

し，河川敷の生息環境が各種の個体群および種間関係に

及ぼす影響を明らかにする。最終的には，河川敷に生息

する鳥類群集および希少種のオオセッカの保全に役立て

ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　利根川下流域に生息している希少動植物種のオオセッ

カの全数調査の結果を解析した。利根川右岸１６．０��～

３３．０��区間，利根川左岸２２．３～３２．５��区間，高浜地

区休耕田において，合計３７５羽のさえずっているオオ

セッカが確認された。河川敷の幅が広く全域を見渡せな

いため，オオセッカの個体数を推定するために２つのモ

デルを作成した。最初のモデルは，調査地の目視による

カバー率からの単純補正では１，２３８羽が生息していると

推定された。河川敷を５００�の区画に分けて，その区画

に分布するオオセッカの個体数を各植生面積を用いた重

回帰モデルで分析した。重回帰モデルからオオセッカが

１，１９６羽が生息していると推定された。オオセッカの分

布にもっとも影響を与えるのは湿性のカサスゲ・ヨシ群

落で，オギやセイタカアワダチソウなどの乾燥した植生

は好まれなかった。利根川下流域のオオセッカの生息域

は拡大していて，国内の最大の個体群となり１，１００羽以

上の個体が生息していると推定され，８年前の調査の３

倍以上に増加していた。しかし，オオセッカの好適な生

息地の大部分では冬季に鳥屋場が立ち並び，銃器を使っ

た狩猟が行われている。希少動植物種のオオセッカを保

全するためには，利根川下流域の生息域全域を鳥獣保護

区として指定する必要があると考えられる。

〔備　考〕

（９）シロイヌナズナのアスコルビン酸合成遺伝子を導

入した遺伝子組換え植物の開発

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��２０２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕玉置雅紀（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕種々の環境ストレスにより引き起こされる植

物への被害は，ストレスにより生じる活性酸素によって

引き起こされている。アスコルビン酸はその抗酸化作用

により活性酸素の消去に重要な働きを持つと考えられて

いる。本研究は高等植物のアスコルビン酸合成に関与す

る酵素をコードする遺伝子���������	��１，４��������	

�����������	
�（������），����������	
��������

���������	（�����）を導入した遺伝子組換え体を作製

し，アスコルビン酸含量の変化した植物の作製を行う。

最終的にはこれらの植物におけるアスコルビン酸含量と

ストレス耐性能との相関を検討する。

〔内容および成果〕

　前年度までにシロイヌナズナより単離した２種類のア

スコルビン酸合成酵素の遺伝子，������，�����の発

現を変化せた植物を作成するため，これらをセンス，ア

ンチセンス方向につないだ導入用コンストラクトを作成

し，シロイヌナズナに導入した。その結果，������の

センス系統，アンチセンス系統，�����のセンス系統，

アンチセンス系統をそれぞれ，４９系統，３９系統，６３系

統，６４系統作成することができた。これらのうちいく

つかのアスコルビン酸含量を測定したが今のところアス

コルビン酸含量が変化した植物は得られていない。

〔備　考〕

（１０）二次的自然環境における陸上��水中にわたる生物

生活史に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０５��３６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高村健二（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４～１７年度（２００２～２００５年度）

〔目　的〕二次的自然環境内の水域から陸上にかけた生

息場所において生活史を送る生物について，その生息場

所利用様式を調査し，分布の要因を探る。もって，これ

らの生物の生息地保全を図る場合に考慮すべき環境構造

を把握する。

〔内容および成果〕

　平野部の農耕地・居住地混合地域を流れる河川とその

周辺で生物生息環境の類型的分布を把握する。この調査

により，農耕地景観の色濃く残っている場所でどのよう

な生物が生息しているか，また開発の進行とともにどの

ような影響を受ける可能性があるかを検討する。

　調査方法はこれらの地域を貫通する径路沿いに徒歩に

よる目視のラインセンサスを行い，同時に捕虫網採集に

よる種類同定・昆虫類定量を行った。期間は主に４月か
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ら１０月の温暖な時期とした。とりあえずは，トンボ類

成虫を対象に河川周辺の農耕地景観において生息数と餌

生物量の調査を春から秋にかけて実施した。

　調査の結果，河川から丘陵地森林まで広く出現する種

と森林域に限定して出現する種とが認められた。また，

広く出現する種でも季節に応じて森林から河川・水田へ

と生息場所を移すことが確認された。

〔備　考〕

（１１）昆虫の生活史・繁殖行動における集団内変異性と

その維持機構

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１９２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕椿　宜高（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕昆虫のオスに見られる繁殖行動の集団内多型

現象に着目し，生活史の観点から繁殖行動に関する集団

内多型の維持機構を解明しようとする。色彩多型のよう

な遺伝的に支配されている形態形質に依存する行動多型

は頻度依存淘汰による遺伝子型の平衡多型の説明が考え

やすい。しかし，縄ばり型とスニーカー型が共存する集

団には，頻度依存淘汰ばかりでなく，密度依存淘汰も表

現型依存淘汰も働き，その効果の程度は型によって異な

ると考えられる。これらの両側面を考慮した上で多型平

衡の成立条件を解明し，これを説明するモデルを構築す

る。

〔内容および成果〕

　ハンドペアリングの手法を用いて両型のオスとメスを

交配させ，得られた卵を成虫まで飼育した結果，集団内

多型が単純なメンデル型の遺伝で決定されていることが

分かった。また，繁殖成功度にはオスのタイプの比率だ

けでなく，実効性比が関係することが分かった。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．１にも関連

（１２）流域スケールでの水生生物の生息環境とその保全

および管理に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１９５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕福島路生�（生物多様性の減少機構の解明と

保全プロジェクトグループ）・高村典子・�

亀山　哲

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕流域スケールで水生生物の生息環境を理解

し，その保全と管理に役立てる。特に，流域という大き

な空間スケールにおける地形，植生，土地利用とを地理

情報システムを利用して定量化し，そこに生息する生物

との関係を解明する。

〔内容および成果〕

　北海道を調査対象地域として，流域環境に関するいく

つかのデータベース（河川，淡水魚，ダムなど）の整備

を行った。また北海道日高�十勝地方では魚類相を調べ

てダムによる分断の魚類への影響を評価した。

〔備　考〕

（１３）植物の環境適応機構の解明とその環境影響評価へ

の利用

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３６６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕玉置雅紀（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・青野光子

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕環境ストレス耐性に関わる突然変異体の解析

や，環境ストレス下での遺伝子発現解析によって得られ

た情報を，モニタリングや浄化といった環境保全に生か

し，かつ植物の環境適応機構と環境変動による生物多様

性減少機構を理解するための知見とすることを目標とし

た。研究は２つのサブテーマに分けて行った。

〔内容および成果〕

　シロイヌナズナのオゾン暴露時における網羅的遺伝子

発現解析（サブテーマ１），およびオゾン感受性シロイ

ヌナズナ突然変異体の生理的・遺伝的解析（サブテーマ

２）を行って，オゾン障害に関わる情報伝達系や細胞死

機構についての知見を得た。

　（サブテーマ１）オゾンが植物に取り込まれると，植

物ホルモンであるエチレン（��），ジャスモン酸

（��），サリチル酸（��）を生成する。��，��，��シ

グナル伝達変異体と，オゾン誘導性遺伝子を網羅した

����マクロアレイを用いて，オゾン暴露時の遺伝子発

現の植物ホルモンシグナル依存性について検証した。そ

の結果，オゾンによる遺伝子発現は主に��によって制

御されていること，��シグナル伝達経路は��や��経

路により誘導される遺伝子に拮抗的に働くことが示唆さ
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れた。

　（サブテーマ２）シロイヌナズナ生態型���の４系統

の突然変異体を用いて原因遺伝子の染色体上のおよその

位置を決定したところ，それぞれ異なる染色体上に位置

しており，新規のオゾン感受性突然変異体であることが

示唆された。また，生態型���２の１系統の突然変異

体において，�����断片の挿入部位が特定され，この

部位のオゾン感受性との連鎖から，やはり新規の突然変

異体であることが推察された。さらに，この系統の生理

的性質を調べたところ，野生型に比べ��に対する感受

性が低く，オゾン暴露時の��発生量が高いことが分

かった。

〔備　考〕

（１４）野生生物の遺伝的多様性をモニタリングするため

の手法の開発に関する研究

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０２０２��３６７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高村健二（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕野生生物の保護管理や保全において重要とな

る生物集団の遺伝的多様性をモニタリングするための手

法を開発することを目的とする。生物多様性の基盤であ

る遺伝的多様性については，最近の技術的発達が目覚ま

しく，今後における野生生物集団への適用が期待されて

いる。

〔内容および成果〕

　日本列島各地の河川から採集されたその地の原産と目

されるイワナ属魚類について，ミトコンドリア���一

部の塩基配列をもとに系統解析した。その結果，祖先型

に近いと考えられる系統が同定された。また，濃尾平野

から紀伊半島，並びに近畿地方日本海側を夫々分布域と

して，他の系統とは明瞭に区別される系統が存在するこ

とも判明した。これらの結果は，絶滅の恐れのある日本

産イワナ属魚類の保全について有用な知見を提供してい

る。また，日本列島における生物多様性の歴史的成立に

ついて，仮説検証の上で重要な材料を提供するものであ

る。

〔備　考〕

共同研究者：北野　聡（長野県自然保護研究所）

（１５）高度情報・通信技術を用いた渡り鳥の移動経路と

生息環境の解析および評価に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���４

〔研究課題コード〕０１０３��０３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）・�

島崎彦人

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕近年，長距離移動性の渡り鳥が世界各地で急

速に減少している。その主な原因は，繁殖地，中継地，

越冬地それぞれでの環境破壊であると考えられている。

渡り鳥の急減は，単に渡り鳥そのものの消失を意味する

だけでなく，渡る先々での生態系のゆがみの発生を意味

している。渡り鳥が消失することになれば，それらを媒

介とする生物間の相互作用が機能しなくなり，生態系の

健全性が損なわれることになる。その意味で，渡り鳥の

保全は，渡り鳥によって連結されている世界各地の自然

環境の保全に深く関わっており，私たち人間の生活とも

密接に結びついている。渡り鳥の保全を目指す研究を進

展させるためには，渡り鳥が非常に広い範囲を移動する

ため，人工衛星を利用した移動追跡や衛星画像による環

境解析などの技術が不可欠である。本研究は，これらの

高度情報・通信技術を利用して渡り鳥の生態を調べると

ともに，全地球測位システム（���）を用いた新たな追

跡技術をも開発しながら，渡り鳥とその生息環境の保全

を進めることに貢献する。

〔内容および成果〕

　コウノトリを対象とし，衛星追跡データを用いた繁殖

地，中継地，越冬地の特定，重要生息地の抽出，及び衛

星画像による重要中継地の環境解析を行った。衛星追跡

により得られた追跡データ点をその前後の移動速度と移

動方向から，����，���������，��������，������の４

種類にクラスター分類し，前３者から繁殖地，中継地，

越冬地の位置と範囲を特定した。次に，滞在地でのコウ

ノトリ個体の出現数を，その地域の環境に対するコウノ

トリの選好の指標であると仮定し，各中継地において観

測された個体数を集計することにより，中継地の相対的

な重要度を評価した。その結果，重要中継地として，中

国東北平原に位置する莫莫各自然保護区，松花江中流域

湿地帯，および渤海湾北岸湿地帯の３箇所が抽出され

た。

　重要中継地におけるコウノトリの環境利用を調査する

ために，衛星画像から作成した当該地域の土地被覆分類
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図とコウノトリの出現位置とを重ね合わせ，出現位置と

土地被覆の関係および出現位置と水域からの距離との関

連性を調べた。莫莫各自然保護区の場合，衛星追跡デー

タのうち，６８％の点が自然湿地内に存在し，残り３２％

の点は水域から１．５��以内にある農地内にあった。こ

のことは，莫莫格自然保護区周辺においては，コウノト

リがえさとして好む水生動物が，自然湿地のみならず湖

沼・河川から農地へと伸びるかんがい用水路においても

比較的豊富に生息していることを反映した結果と推定さ

れる。コウノトリを保全するためには，自然湿地を保護

区化するだけではなく，農地においてコウノトリがえさ

とする水生動物が生息可能な環境を残す努力や，有害な

農薬の使用を禁止・抑制するなどの措置が極めて重要で

あると考えられる。

〔備　考〕

共同研究者：�樋口広芳（東京大学）・福田　明（静岡大

学）・����������	（ロシア���ロシア極

東支局）・���������	
�	������（ロシア

����������	州自然保護区）・���������	

���������（米国カリフォルニア大学）

（１６）サンゴ礁生態系の撹乱と回復促進に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���５

〔研究課題コード〕０００２��１２３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕原島　省（水土壌圏環境研究領域）・�刀正行

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕世界中のサンゴ礁が劣化の危機にひんしてお

り，その回復のための環境管理手法を確立する必要があ

る。このためには，サンゴ礁変動の経年変化を検知し，

それに基づいてサンゴ群体の長期的成長モデルを作成

し，さらにモデルで得られた知見から保全策を検討する

ことが基礎となる。このために，サンゴ礁海域に固定コ

ドラートを設定して水中立体画像を経年的に採取し，さ

らにサンゴ骨格標本の蛍光�線解析を行い成長状況を把

握する。

〔内容および成果〕

　前年度にひきつづき，比較的成長の速い卓状ミドリイ

シ類について，八重山諸島黒島周囲の固定トランセクト

において，２台のカメラの並列により水中ステレオ画像

を取得した。これを電子化して１９９４年から継続的に構

築している画像アーカイブ（保存ファイル）として蓄積

した。前年度までは，これらを写真測量ソフトウェアに

より解析することにより，サンゴ外縁の長径の年次変化

を求めた。本年度は，取得した画像アーカイブを����

ファイルとし，個々の画像へのアクセスを容易にして年

次間比較を行った。その結果，数年間に大きな成長速度

を示した群体の事例や劣化した群体の事例が得られた。

本����ファイルは環境情報センターよりウェブ公開さ

れ，一般の用に供される。これにより，従来のサンゴ被

度のデータだけの場合に比べサンゴ礁環境の良否をより

的確に評価できる。また，比較的成長の遅い塊状サンゴ

については，成長時の環境水温を反映しているといわれ

るサンゴ骨格標本内の�����比の分布から成長速度と

生息環境の変化を解析した。黒島港北の孤礁における

１９９４年当時のサンゴ群体分布を初期条件とし，画像の

年次変化から得られた成長速度を与えてそれらの成長を

シミュレートするモデルを作り，良好な結果を得た。

〔備　考〕

課題代表者：渋野拓郎（水産総合研究センター西海区水

産研究所）。本研究は，そのサブサブテー

マとして行われた（テーマ名：個別サンゴ

コロニーの成長・劣化解析による環境変動

評価と管理手法に関する研究）。

（１７）侵入生物による生物多様性影響機構に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���３

〔研究課題コード〕０１０５��２０５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕五箇公一（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・椿　宜高・�

高村健二・永田尚志

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕生物多様性を脅かす要因として，開発による

生息地の破壊，環境汚染物質による生息環境の悪化の他

に，本来の生息地以外に生物種が人為的要因により運ば

れ，定着する生物学的侵入があげられる。前二者はダイ

レクトに生物の死滅を招く要因であり，一般にもインパ

クトが強いが，生物学的侵入については社会的関心は相

対的に低い。しかし，生物学的侵入は一度起こると生物

間相互作用により生態系に不可逆的な変化をもたらし，

回復を非常に困難にする。生物種の移動・定着は，無論，

人間が誕生するはるか過去より，生物進化の歴史の中で

繰り返されてきた自然現象であるが，現代の人為的要因

による生物種の移動は，生物本来の移動・分散能力をは

るかに超えた，地史的プロセスを無視したものであり，

生物進化の歴史を否定する行為といえる。我が国におい

ても，一部の病害生物種を除き，何ら法的規制もないま

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



ま，様々な種類の動植物が輸入されており，侵入生物に

よる生物多様性の浸食の激化が危ぶまれる。生物および

その遺伝子は，半減期がある化学物質とは異なり，一度

定着すると増加を続け，生態系を大きく変容させる。

従って，一日も早く，有効な対策をたてる必要があり，

そのための科学的データの蓄積は生物多様性保全の戦略

上の急務である。

　本研究では日本における侵入種の実態を把握し，それ

らがもたらす在来生態系への影響を様々な角度から検証

し，得られたデータをもとに侵入種による生物多様性へ

の影響機構を解明することを目的とする。

〔内容および成果〕

（１）侵入種の生物学的特性に関する研究

　本研究では，今後の侵入生物研究で活用できる侵入生

物種リストおよび生態情報の体系的整理を目標として，

様々な侵入生物種の文献情報を収集し，侵入起源，現在

の分布状況，生態的特性に関する情報を整理しデータ

ベースを構築する。侵入種の生活史や増殖能力，耐寒

性，移動能力などの生態的特性，侵入源，分布域，在来

種への影響の仕方などの情報を論文・資料などから収集

してデータベースを構築し，侵入種の特性を類型化し各

侵入種の生態系にあたえる影響の大きさを評価し，特に

危険度の高い侵入種のランキングを行う。前年度までの

成果としてデータベース掲載対象の選定を行い，データ

ベースの設計を行った。設計に際し，データベースの基

本構造，記載項目および様式を検討した。本年度はこの

基本構造をもとに選定した侵入種の情報を実際に入力を

開始した。

（２）侵入種が種多様性におよぼす影響機構の解明に関

する研究

代表的な侵入種について在来生物相に及ぼす影響を競

合・捕食，遺伝子浸透，寄生生物の持ち込みの各要因に

分けて解析した。野外における侵入種および在来種の分

布を時間的・空間的に把握し，分布規定要因および種間

相互作用を検証する。また，侵入種と在来種の交雑の実

態を分子遺伝学的手法（���変異など）を用いて解明

する。侵入種による寄生生物の持ち込み状況を調べる。

　本年度の成果は以下の通りである。

・在来魚種モツゴへの外来魚の影響：

　オオクチバスおよびブルーギルによる捕食効果が在来

魚モツゴ集団の遺伝的変異に及ぼす影響評価を行うため

に，これら外来魚の個体群密度と在来魚モツゴの個体群

密度を様々な湖沼で調査した。その結果明らかに外来魚

密度が高い湖沼ではモツゴ個体群は減少していることが

示された。

・交雑による外来マスの侵入：

　上高地梓川上流域における在来種イワナと侵入種カワ

マスおよびブラウントラウトの種間相互作用を交雑によ

る遺伝的浸食，えさおよび繁殖空間を巡る種間競争に焦

点を当てて，分子遺伝学的調査および野外生態調査を

行った。その結果，種間交雑は�１形成にとどまらず戻

し交雑を通じて遺伝的浸食が進行していることが明らか

となり，在来魚個体群の衰退を招いていることが示唆さ

れた。

・東海地方におけるメダカとカダヤシの分布とその実

態：

　在来種メダカに対する侵入種カダヤシの影響について

巨大実験水槽を用いて行動学的解析を試みた。その結

果，メダカとカダヤシの混合比に関わらず，両種が混生

する場合，カダヤシは激しくメダカを攻撃し，最終的に

は死に至らしめるケースがあることが確認された。

・輸入鳥類による日本産鳥類へのマラリアの感染：

　ペット用輸入鳥類によって鳥マラリアが持ち込まれる

可能性を検証するために，大陸産野外鳥類についてマラ

リア特異的���プライマーを用いて感染状況を調査し

た。その結果，中国産鳥類の平均感染率は１９％で日本

産鳥類の感染率と有意差はなかったが，東南アジア産鳥

類では寄生率が４３．９％と高いことが示された。また，

輸入メジロと国産メジロを識別するための���マー

カーとしてミトコンドリア���変異を調査した結果，

日本産メジロとヒメメジロ・チョウセンメジロを識別す

ることが可能となった。

・ソウシチョウと在来鳥類の餌利用空間分離：

　九州えびの高原における侵入種ソウシチョウと在来鳥

類の種間相互作用を明らかにするために，特定地域にお

けるソウシチョウの繁殖巣除去実験を行った。除去区と

対照区における在来鳥類ウグイスの繁殖成功を比較した

結果，ソウシチョウ除去による繁殖成功の向上は認めら

れなかった。むしろウグイスの繁殖阻害要因として卵の

捕食者の存在が大きく影響すると考えられた。

・カメ類の雑種個体の形態的・遺伝的特性：

　琉球列島の固有希少種セマルハコガメおよびミナミイ

シガメについて人為移送による遺伝的攪乱の実態を把握

するため分子遺伝マーカーにより地域個体群の遺伝的変

異の調査を行った。その結果，導入された種・系統と在

来地域個体群の間で雑種が生じていることが示された。

・輸入昆虫がもたらす生態影響：

　農業用セイヨウオオマルハナバチおよびペット用クワ

ガタの野生化の実態と在来種への生態影響評価を目的と

して，野外調査および交雑実験，寄生生物の持ち込み状
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況調査を行った。その結果，セイヨウオオマルハナバチ

については在来種オオマルハナバチおよびクロマルハナ

バチと種間交雑して授精まで完了し，その結果胚発育が

不全の卵が生じることが示され，種間交雑による繁殖阻

害がもたらされる可能性が示唆された。また，在来マル

ハナバチには寄生性ダニに寄生される種と寄生されない

種が存在し，分子系統解析の結果，特定の系統群にのみ

感染が認められることが示された。輸入クワガタについ

ては前年度に引き続き野外における遺伝的浸食の実態を

分子遺伝マーカーによって調査し，その結果国外侵入種

および国内侵入種による遺伝的浸食の拡大が示唆され

た。さらに種間交雑実験の結果，�１雑種の形質・行動

について雑種優勢が働いていることが示唆され，妊性が

あることも示された。また輸入品から多数の寄生性ダニ

を検出した。

・外来牧草が絶滅危惧植物に及ぼす影響：

　鬼怒川流域の河原における侵入雑草（牧草）であるシ

ナダレスズメガヤが絶滅危惧種カワラノギクにおよぼす

生態影響評価を目的として，シナダレスズメガヤの生活

史特性を野外および室内実験で把握した。また，得られ

た生活史パラメータを基に河原における本種の分布拡大

プロセスを格子モデルによってシミュレーション予測を

行った。

　これらの結果から，侵入生物種の影響パターンとして

競合により在来種を駆逐する場合は在来種と同一の生態

ニッチェに対して強い繁殖力を示し，在来種に対する攻

撃性が強いことが傾向としてとらえられる。また大陸か

ら分離して成立した日本列島では大陸産種と日本産種が

同一祖先による場合が多く，容易に種間交雑が生じてし

まうことが実験的に検証された。さらに輸入品から様々

な種や系統の寄生生物が持ち込まれている実態も示さ

れ，早急な検疫体制の整備の必要性が示唆された。

〔備　考〕

（１８）アジアオセアニア地域における生物多様性の減少

解決のための世界分類学イニシアティブに関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���６

〔研究課題コード〕０２０４��３６８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕志村純子（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

笠井文絵・河地正伸

〔期　間〕平成１４～１６年度�（２００２～２００４年度）

〔目　的〕生物多様性条約の横断的プログラムである

「世界分類学イニシアティブ：���」を我が国およびアジ

アオセアニア地域において実施するために，生息生物種

のインベントリー構築に必要な分類学キャパシティの構

築と，情報学的なインベントリー構築支援技術の開発，

���パイロットプロジェクトをタイ・インドネシアにお

いて実施し，拡張性のあるプロジェクトにするための方

策を明らかとする。このことにより，地球環境における

生息生物種の実態を解明することを目的とする。

〔内容および成果〕

　タイならびにインドネシアの研究機関を訪問し，���

パイロットプロジェクトとしてアジアオセアニア地域へ

のプロジェクト拡張性を視野にいれた，国立環境研究所

の担当する微細藻類ならびに共同研究者の担当する多様

な分類群の生息調査における標本の保存と分類学的研究

について合意・体制つくりを行った。第６回生物多様性

条約締約国会議の結果を踏まえて，���作業計画採択後

最初の地域ワークショップを開催した。ワークショップ

において，アジア地域における分類学知識のギャップを

明確化し，作業の優先順位を明らかとし，分類学情報の

共有と知識の継承について，国際標準にもとづくデータ

公開への提案を行った。ワークショップの結果はレポー

トとしてとりまとめ，出版したほか，生物多様性条約事

務局へ報告を行った。アジア地域の研究機関における分

類学キャパシティ調査を実施した。調査の結果，アジア

地域には全世界の分類学研究者のうち約５％程度（約

１，０００名）が活発に研究活動しており，標本保存機関が

約１４０にのぼることが明らかとなった。しかしながら，

研究対象として取り扱える生物種は高等植物や脊椎動物

の他はきわめて限られており，菌類，無脊椎動物，微生

物の研究施設・保存施設・専門家の育成が優先的に取り

組むべきであると結論された。���パイロットプロジェ

クトにおける標本を担保した生息生物種情報を国際的に

共有するため，データベース開発におけるデータ構造の

共通化，分散型データベースとして情報公開するための

データ交換方式，生物学研究者によるデータベース開発

における負荷を軽減するためのツール開発，生息生物種

のマッピングツール開発，情報発信のための���

サーバーの設置を実施した。これらのツールを試験的に

使用し，植物，淡水魚，無脊椎動物に関するデータベー

スについて地理情報付加，試験的情報発信，情報ポータ

ルサイトの試験的実装を行った。

〔備　考〕

研究代表者：�志村純子（国立環境研究所）

共同研究機関：�京都大学・国立科学博物館・製品評価技

術基盤機構・筑波大学・東京大学・�

（株）ランス・タイ・カセサート大学・�
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インドネシア����

共同研究者：�戸部　博（京都大学）・白山義久（京都大

学）・松浦啓一（国立科学博物館）・�

中桐　昭（製品評価技術基盤機構）・�

佐藤　聡（筑波大学）・相良　毅（東京大

学）・小野　哲（（株）ランス）

　遺伝子地図と個体ベースモデルにもとづく野

生植物保全戦略の研究

（１９）サクラソウ個体群の個体ベースモデルの開発に関

する研究

〔区分名〕環境��環境技術

〔研究課題コード〕０００２��２０３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕竹中明夫（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕野生植物の保全を適切に進めるには，個体群

における遺伝子の流動，自然選択，遺伝的浮動およびそ

れらが個体群の空間構造と相互作用しながら適応的な遺

伝形質の変異に及ぼす影響を量的に把握することが重要

な課題となる。こうした研究は，特に，遺伝子の多様性

を考慮した生物多様性の保全策の立案などにおいて欠か

すことができない。これまで野生植物を対象とした遺伝

子流動や集団の遺伝的変異の評価においては，もっぱら

分析の容易な中立遺伝子がマーカーとして用いられてき

た。今後は，生物の生存と直接かかわる適応的形質の遺

伝子についての研究を進めていく必要がある。

　本研究では，日本の野生植物の中でも特に多くの生物

学的・生態学的な研究成果の蓄積があるサクラソウを他

殖性植物のモデルとしてとりあげる。遺伝子地図と個体

ベースモデルを活用して，個体群の存続可能性と深くか

かわる量的形質を支配する遺伝子群の動態や，個体群の

存続性などを詳細に分析する。その成果に基づいて，遺

伝子の多様性と個体群の存続に必要な条件，保全のあり

かたや指針を検討する。本研究所では，特にサクラソウ

の個体群・遺伝子動態モデルの開発を担当している。

〔内容および成果〕

　プロジェクトの他サブテーマの前年度までの成果を参

考にしながら，サクラソウの株の集中斑（パッチ）の拡

大速度と部分的な死亡，種子の散布，新個体の定着，送

粉者による花粉の散布，染色体上の遺伝子地図などを組

み込める形でサクラソウの個体群・遺伝子動態モデルの

実装を行った。

　サクラソウは多年生草本である。年々，地下に作られ

る芽が伸びることで無性的に株を増やす（クローン成

長）とともに，種子による繁殖も行う。このモデルで

は，サクラソウの生育地を二次元の格子で表現する。格

子の各小区画にはたかだか一株のサクラソウが生育可能

とする。クローン成長を表現するために，成熟株は隣接

する小区画にその複製を配置することができるとした。

送粉昆虫による花粉の流動，種子の散布，そしてクロー

ン成長によるパッチの拡大は，いずれも群落の空間構造

と密接な相互関係を持っている。空間構造を明示的に表

現するモデルとすることで，群落内の遺伝構造（個々の

遺伝子が空間的にどのようなパターンで分布している

か）の形成プロセスを扱うことが可能になる。

　サクラソウの花にはめしべが長いものと短いものの２

タイプがあり，そのどちらのタイプの花を作るかは遺伝

的に決まっている。こうした性質は異型花柱性と呼ば

れ，自家受粉による近親交配の害を避ける機能を果たす

と考えられている。サクラソウの花が種子を作るには，

その花とは別タイプの花の花粉が必要である。花粉の運

搬はマルハナバチなどの昆虫に依存している。モデルで

は，ハチの訪問を確率過程として明示的に取り扱ってい

る。一日ごとに決められた数のハチがサクラソウ個体群

に飛来し，ランダムに決められた出発点から，これもラ

ンダムに決められた飛行の方向に沿って花を訪れてい

く。

　モデルの中で，すべての株はそれぞれの遺伝子型の情

報を持っている。どの遺伝子座にどのタイプの遺伝子が

載っているかという情報にもとづき，それぞれの株の表

現型（どのタイプの花をつけるのか，花の数はいくつ

か，いつごろから開花するのか，など）が決まる。異な

るタイプの花からの花粉を受けとって作られた種子は，

種子親と花粉親との遺伝子を組み合わせた新しい遺伝子

型を持つ。

　このモデルが含むさまざまなパラメータにとりあえず

の値を与えてシミュレーションを行うことができるが，

その一部はこれまでの研究成果から推定することができ

る。さらに，詳細にサクラソウ個体の分布パターンと遺

伝的性質を調べた自生地のデータと突合せ，その動態を

どこまで再現できるかを見ることでモデルの正当性の検

討を検証する目処がたった。

〔備　考〕

研究代表者：�鷲谷いづみ（東京大学）

共同研究者：�津村義彦（森林総合研究所）・大澤　良（筑

波大学）・岸野洋久（東京大学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．１にも関連

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



（２０）植物の環境応答と形態形成の相互調節ネットワー

クに関する研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０００２��１３９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐治　光（生物圏環境研究領域）・久保明弘・

青野光子・中嶋信美・玉置雅紀

〔期　間〕平成１２～１４年度�（２０００～２００２年度）

〔目　的〕植物の大気汚染ガスに対する反応及びそれに

基づく耐性獲得機構の解明は，植物のストレス応答機構

の解明に寄与するだけでなく，大気の浄化や汚染物質の

モニタリングに植物を有効に活用していくための重要な

情報となる。そこで，植物の大気汚染ガス耐性獲得に関

与すると考えられる遺伝子を探索・単離し，その構造や

機能を明らかにする。

〔内容および成果〕

（１）シロイヌナズナのオゾン感受性変異体の解析

　シロイヌナズナのオゾン感受性突然変異体の一系統を

オゾンと接触させ，障害に関与するエチレンの生成量を

測定したところ，野生型よりもエチレン生成量が高いこ

とがわかった。また，植物の防御反応に関わることが知

られているジャスモン酸に対する感受性を根の伸長反応

によって調べたところ，この変異体は，野生型と比べ，

メチルジャスモン酸に対する感受性が低いことがわかっ

た。そ こ で こ の 変 異 体 を���１（�������������	�
�

����������������������１）と命名した。低濃度のメチル

ジャスモン酸スプレーにより，オゾン暴露時におけるエ

チレン生成量および障害が野生型においてのみ抑えられ

た。したがって，���１のオゾン感受性の原因は，ジャス

モン酸を感受できないことにより，オゾン暴露時のエチ

レン生成が抑制されないためであることが示唆された。

（２）マクロアレイによるオゾン誘導性遺伝子群の解析

　シロイヌナズナ����マクロアレイのスクリーニング

により，オゾンにより発現変化する遺伝子を２４５クロー

ン（発現増加１８５クローン，発現減少６０クローン）単

離した。更に，発現増加する１８５クローンのサブセット

アレイを作製し，これらの発現誘導性をシロイヌナズナ

のシグナル伝達変異体（���２�１，���１�１，���１�１）

で計測したところ，約半数の遺伝子の発現誘導が���２�１

で抑制され，オゾンによる遺伝子発現制御にはエチレン

シグナルが大きく関わることが示唆された。さらに，オ

ゾン暴露時のエチレン，ジャスモン酸，サリチル酸シグ

ナルの相互作用について調べた結果，多くの遺伝子の発

現が各シグナルによりきっこう的に制御されていること

がわかった。特にエチレンやジャスモン酸経路によって

誘導される細胞防御に関与する多くの遺伝子群の発現が

サリチル酸シグナルによって抑制されることが示唆された。

〔備　考〕

研究代表者：岡　穆宏（京都大学）

（２１）生物多様性情報学基盤の先導的構築

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０３��３６９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕志村純子（環境研究基盤技術ラボラトリー）

〔期　間〕平成１３～１５年度�（２００１～２００３年度）

〔目　的〕生物多様性に関する分類学情報を，分類体系

に依存しないデータベース構造を用いて標本と正確な同

定に基づいて格納する。これによって地球規模の生物多

様性に関わる情報へのアクセスを保証する。変遷の著し

い学名を標準化するためのシステムを構築し，学名デー

タベースと，博物館，植物園に保存された標本のデータ

ベースに適切な関連性をもたせたネットワーク分散型の

データシステムを構築する。国際的なデータ共有プロ

ジェクト（����など）と連携をはかり，生物多様性に

かかわる諸外国のデータベースへの適切なデータ参照を

提供するシステムを実装・公開し，生物多様性情報学基

盤の構築における我が国の国際的リーダーシップを確保

することを目的とする。

〔内容および成果〕

　分類体系に依存しない学名・分類学記載情報に関する

データベース構造をもったバックエンドデータベースを

実装し，既存の情報リソースである����（北米）����

（細菌・古細菌），シアノバクテリア（�������）の学名

情報について試験的に実装した。これらの分類概念を同

名異種，異名同種の関係について表示するためには，分

類学研究者によるデータの精査が必要である。この精査

を個々の研究者のデスクトップ上で実施するために，

バックエンドデータベースの参照ならびにデータの追記

を���によるデータ交換によって可能とする利用者イ

ンターフェースを試作した。共同研究者によって別途電

子化中である学名情報を付加した標本データと意味のあ

る同期をとった分散型データベース検索を可能とするた

め，プロトタイプとしての統合システム（ポータルサイ

ト）を基盤ラボのサブネットエリア内において試験稼働

した。ポータルサイトからは，当該課題の参画者によっ

て構築された，標本を担保とした各分類群における生物

種の採集地，標本の所在地，データおよび標本の管理
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者，同定された学名と慣用名などの情報へアクセスが可

能となっている。これらの情報は，���により交換さ

れ，再活用として標本を担保した生息地分布の参照が可

能である。このような情報を我が国から地球規模の生物

多様性保全研究における基盤情報として発信するために

は，国際的なデータ交換標準との整合を検討しなければ

ならない。そこで，アジア地域および国際地域における

データ活動を実施している研究者によるワークショップ

を開催し，とくに����との連携におけるアジア地域か

らの情報発信についてワーキンググループを設けて検討

を行った。その結果，����では国際地域における学

名・慣用名に関するデータハブを設置し，学名・慣用名

使用レコードを収集するプロジェクトならびに，学名・

慣用名の標準化に貢献する地域ネットワークづくりプロ

ジェクトに対してシード資金の提供とデータ交換が

２００３年の作業に盛り込まれることとなった。また，ア

ジア地域における情報学基盤として，タイプ標本データ

へのアクセス保証が重要であると認識され，����では

このためのプロジェクトも用意されることが決まった。

〔備　考〕

研究代表者：�志村純子（国立環境研究所）

共同研究機関：�国立科学博物館・北海道大学・東京大学・

京都大学・鹿児島大学・横浜国立大学・

総合地球環境学研究所

共同研究者：�松浦啓一（国立科学博物館）・馬渡駿介，

戸田正憲（北海道大学）・伊藤　希（筑波

大学）・伊藤元己（東京大学）・戸部　博，

北山兼弘，遊磨正秀，湯本貴和（京都大

学）・山根正気（鹿児島大学）・金子信博

（横浜国立大学）・中静　透（総合地球環

境学研究所）

（２２）汽水域における水生絶滅危惧植物の保全と修復

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��１４５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕矢部　徹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕汽水域をおもな生育場所とするコアマモ，カ

ワツルモ，リュウノヒゲモ，イトクズモといった水生植

物は，絶滅危惧種あるいは情報不足の種として環境省の

レッドデータブックに記載され，我が国ではその保護・

保全が急務となっている。しかしながら，これら植物に

関する生態学的な調査・研究例は国内ではほとんど無く，

開発に際しての保全法が確立されていないのが現状であ

る。本研究ではこれら植物の保全と修復を図るため基礎

及び実証の両面から保全生態学的研究を実施する。

〔内容および成果〕

　底質及び水質環境と各植物の分布との関連に関する野

外調査を行った。汽水産種の中でも水産上も有用である

コアマモを中心に研究を進めた。コアマモ藻場には，外

部から供給される有機物をトラップする機能があるこ

と，内部で生産される有機物の供給機能があること，一

度得た有機物は逃がさず蓄積する機能があることを実験

的に検証した。

　コアマモ群落から成る藻場は外部からの有機物をト

ラップする機能は予想されていたよりも低く，アマモ場

における従来の知見と異なっていた。これはコアマモを

始めとする汽水産海草がアマモなど沖帯に生育する海草

に比べて地上部が小型であることに起因すると考察し

た。しかし，内部生産された海草の切れ葉や枯死物と

いった有機物を供給する機能は高く，また一度内部にト

ラップした底質は流出しにくく底質を安定させる機能は

高いこと，安定した底質上には植物および動物ベントス

が有意に多く住みこむことも明らかにした。

〔備　考〕

研究代表者：國井秀伸（島根大学汽水域研究センター）

（２３）病原生物が野生生物集団に及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕文部��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��２０９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕椿　宜高（生物多様性の減少機構と保全プロ

ジェクトグループ）・高村健二・永田尚志・

五箇公一

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕カワトンボ，コジュリン，セイヨウマルハナ

バチの自然集団を系として選び，寄生率および寄生抵抗

性（免疫能）の種内変異（集団内変異と集団間変異）を

実態調査するとともに，変異の維持機構を遺伝／生理学

的手法を用いて進化生態学的な視点から明らかにする。

また集団内に寄生率の異なる二型が存在するカワトンボ

を選び，寄生抵抗性の種内変異の意義を明らかにする。

また，性的形質と病気抵抗性との関連性を調べるために

コジュリンを対象とする。侵入生物であるセイヨウマル

ハナバチは輸入時に寄生ダニがついていることが多く，

寄生ダニの在来マルハナバチとセイヨウマルハナバチへ

の影響を比較する。

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



〔内容および成果〕

　寄生虫荷重が成虫の寿命に与える影響を実験的に明ら

かにした。これまでのほとんどの報告では胞子虫の昆虫

寄主への影響は検出されていないが，食糧条件が悪い場

合には負の影響を与えることがわかった。野鳥と飼鳥に

ついて，血液中病原生物の検出を行った。その結果，東

南アジアから輸入される飼鳥や渡来鳥に多くの鳥マラリ

ア原虫が検出された。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．１にも関連

（２４）オーストラリア産鳥類における協同繁殖の多様な

進化

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４１９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕永田尚志（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕オーストラリアに生息している鳥類の２５％

の種で協同繁殖が発達している。オーストラリアの生息

環境の質が，時空間的に大きく変動するため，繁殖個体

の繁殖成功とは無関係に利他的行動が発達しやすいと考

えられている。また，ゴンドワナ大陸起源の分類群であ

るため系統的に協同繁殖が発達しやすいという仮説もあ

る。本研究では，血縁選択を通さないで協同繁殖がどの

ように発達するかを明らかにし，鳥類における協同繁殖

の進化を再構築することを目的としている。

〔内容および成果〕

　ノーザンテリトリー，ダーウィンの南９０��に位置す

るクマーリ地区に調査地を設定し，オーストラリアマル

ハシ��������������	�
�����の１６群５３羽とセアカオー

ストラリアムシクイ���������	��
��	�����の３５羽を色

足環で標識し，採血を行った。オーストラリアマルハシ

は２羽（つがい）から７羽までのグループで生活し，優

位な１番のペアが群の中心にいた。ある６羽の群は，つ

がい，３羽のやや若い成鳥，１羽の今年生まれの巣立ち

ビナで形成されていた。オーストラリアマルハシは，両

親と前年の子，巣立ちビナで構成されていると予想され

る。繁殖期は，９月～雨期にはいる１月まで続いてい

た。セアカオーストラリアムシクイは，１１月に雄がエ

クリプスから換羽し，背中が真っ赤で体色が黒い婚姻色

へと変化する。非繁殖期の大きな群は，雄が婚姻色に変

わると２～５羽程度の小さなグループへと分かれた。各

グループには，婚姻色の雄は１羽しかいなかったが，さ

えずり行動から換羽せずに雌と同じ羽色の雄も存在して

いることが明らかになった。

〔備　考〕

研究代表者：�江口和洋（九州大学）

共同研究者：�上田恵介（立教大学）・高木昌興（大阪市立

大学）

（２５）日本在来生物種の遺伝的多様性および固有性の把

握に関する研究

〔区分名〕研究調整費

〔研究課題コード〕０２０２��４３８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．４　生物多様性の減少機構の解明と保全

〔担当者〕五箇公一（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕侵入生物研究チームにおいて地球環境研究総

合推進費課題「侵入種による生物多様性影響機構に関す

る研究」を推進しており，本研究の一環として輸入昆虫

による在来種個体群の遺伝的攪乱の評価を行っている。

すなわち外国産種が日本の生態系に侵入し，在来種と交

雑することで外国産種の遺伝子が在来種個体群に蔓延し

ていく過程を分子遺伝学的手法により調査している。研

究対象種は近年流行しているペット用外国産クワガタ類

および農業用外国産マルハナバチである。この研究の過

程で，既に外国産種の遺伝子浸透が進行しつつあること

が判明したが，それに加えて日本国内における在来種の

「人為移送」による遺伝的攪乱の可能性も強く示唆され

た。一般に外国産種の導入のリスクを避けるために，日

本在来種の利用の推進が唱われるが，在来種・外国産種

の線引きは国境線という人為的境界線に寄るところが多

く，本来，侵入種問題を議論する際に必要となるのは生

物的境界線と遺伝的隔離による個体群の境界線である。

すなわち，外国産種であれ，日本国内在来種であれ，生

物境界線を越えた人為移送が生じれば，それは侵入種問

題へとつながる。しかしながら，少なくとも本研究プロ

ジェクトで研究対象としているクワガタやマルハナバチ

については日本在来種の地理的分布および各地域個体群

内・間の遺伝的多様性に関する情報が欠落しているのが

実状であり，この状況は他の昆虫類，あるいは動植物に

おいてもあてはまる。そこで，本研究では日本在来の生

物種の遺伝的構造および遺伝的多様性の実態を把握する

ために地域個体群の���データベースを構築すること

を目的とする。具体的には日本在来のクワガタおよびマ
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ルハナバチ類を日本各地より採集し，それらの���塩

基配列を解析して地域個体群間の遺伝的関係を明らかに

する。それらの���塩基配列情報は地域変異として

データベース管理する。また併せて，日本周辺のアジア

地域における個体群の���も調査し，日本の個体群の

系統的位置を解析し，その独自性・固有性を定量的に示

す。

〔内容および成果〕

　マルハナバチについては在来種１６種類の地域個体群

を採集し，ミトコンドリア���チトクロムオキシダー

ゼ遺伝子領域１０００塩基および核���ロドプシン遺伝子

領域６００塩基の塩基配列変異に基づき個体群間・種間の

系統解析を行った。その際，外来種セイヨウオオマルハ

ナバチ商品コロニー個体もサンプルとして加えた。その

結果，日本のマルハナバチ各種の遺伝的分化の実態を明

らかにするとともに，セイヨウオオマルハナバチが日本

のオオマルハナバチ亜属と極めて近縁であることが示さ

れ，飛翔性昆虫の遺伝的分化の特異性が示された。また

同一種においても北海道と本州，あるいは本州と九州の

個体群間で遺伝的差異が存在することが示され，地理的

障壁によって地域個体群間にも遺伝的分化が生じている

ことが示された。

　一方，クワガタムシについてはヒラタクワガタおよび

オオクワガタについて外国産も含めて様々な地域個体群

を採集してミトコンドリア���チトクロムオキシダー

ゼ遺伝子領域の塩基配列変異を解析し，系統解析を行っ

た。その結果，両種とも地域や離島ごとに独自の遺伝子

組成をもつ固有性の高い分集団に分化していることが示

された。特にオオクワガタおよびヒラタクワガタともに

日本の個体群はアジア地域のクワガタの進化の歴史の果

てに辿り着いた末裔にあたる集団であり，島国特有の独

特で固有な遺伝子組成を形成していることが示された。

ヒラタクワガタの系統分化プロセスからは日本の特に琉

球列島の成り立ちが類推され，貴重な生物地理学的な基

礎データともなり得ることが判明した。

〔備　考〕

４．２　生態系の構造と機能及びその管理手法に

関する研究

（１）河川等湿地に生息する底生動物の分類及び生態に

関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０５��３７０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹　潔（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４～１７年度（２００２～２００５年度）

〔目　的〕河川や干潟等湿地生態系の主要な構成種であ

る底生動物，特に甲殻類・水生昆虫について，種名を決

定するとともに，その生息環境要因との関係について研

究を行い，種々の環境影響評価や，より高度な実験的解

析のための基礎とすることを目的としている。

〔内容および成果〕

　亜熱帯島嶼地域の河川において底生動物の分布と生息

環境要因の関連を調べる目的で行った調査データの解析

をすすめた。西表島浦内川における水温のモニタリング

調査より，本流と距離的に近いポットホールが増水によ

り本流の水面下になった場合，この両者の水温が一致す

ることが分かった。また，本流に隣接する岩盤上に多数

存在するポットホールにおいて行われた底生動物の分布

調査の結果から，本流と距離的に近いポットホールでは

コンジンテナガエビやミナミテナガエビが生息するなど

本流内の底生動物と類似した生物群集がみられるが，本

流と距離的に遠いポットホールではより止水的な生物群

集がみられるなどの違いがあることが明らかになった。

〔備　考〕

（２）高山植物の実験植物化および生態的特性解明に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１４６

〔担当者〕名取俊樹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４度）

〔目　的〕近年人間活動の様々な影響が我が国の高山帯

のみに分布が限られている植物にも及んでいる。これら

の影響をできる限り正確に把握するためには，野外調査

に加え実験的検討が必要である。しかし，これらの植物

のなかには実験的検討ができ難いものがあり，その大き

な原因として栽培の困難さが上げられる。本研究ではこ

れらの植物について実験的検討を行うため，まず実験植

物化を行い，次いで生態的な特性解明を行うことを目的

とする。本年度は，特に，環境制御温室内での栽培で，

キタダケソウが環境ストレスを受けているかどうかを中

心に調べた

〔内容および成果〕

　環境制御温室内での栽培中，キタダケソウが環境スト

レスを受けているかどうかを調べるため，前年度に比べ

てより詳細に���を用いて調べた。その結果，キタダ

ケソウ本来の生育地に比べて，環境制御温室内では，概

して成長が良好と判断できないにも係わらず，ストレス
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の程度の指標となる�����値は，日没後及び昼間の暗処

理後ともストレスを受けていないと判断される値を示し

た。現在，昼間の明期中の値について，本来の生育地と

環境制御温室内との比較を行い，生育場所の違いによる

光エネルギー利用の差を検討している。

〔備　考〕

（３）水生植物群落における生物地球化学的機能の評価

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��１４４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕矢部　徹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕陸域と水域の移行帯に見られるヨシなどの水

生植物は，常に水位変動にさらされている。この水位変

動は，植物の形態や成長だけでなく生育環境である土壌

の酸化還元状態などにも影響を及ぼし，結果的に根圏の

微生物活性や栄養塩環境にも影響を及ぼしていると思わ

れる。本研究では抽水植物のヨシ群落の生物地球化学的

機能を根圏におけるヨシの酸素供給機能に着目して，評

価することを目的とした。

〔内容および成果〕

　有底枠の直上水と底質の環境を，桿からの遠近，水中

と地中，酸化還元電位（���）については垂直方向に

ついても比較した。��値は水中で７．０～７．９を示し，

底質中では６．８～７．０を示した。水中では植物プランク

トンと付着藻の光合成によって底質中より比較的高い

��になったと考えられた。桿からの距離が５��未満で

も１０��以上離れていても底質表層の��に大きな変化

はみられなかった。底質表層地温は桿からの距離が５

��未満のものより１０��以上離れているもののほうが

若干低かった。底質の���は桿からの距離が５��未満

より１０��以上離れているほうが低くなっていた。水中

で比較的高く，地中にいくにつれ低くなる傾向がみられ

た。地下５��付近において���が急に高まる層がみら

れた。これは地下５��付近でヨシ地下器官，特に不定

根層からもれ出た酸素が供給された結果と考察した。

〔備　考〕

当課題は先導的・萌芽的研究Ⅴ．（１１）にも関連

（４）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理生態機能

に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００３��２５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕戸部和夫（環境研究基盤技術ラボラトリー）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕植被の保全や植物の人為的導入は砂漠化の防

止や砂漠化した土地の回復のための重要な手法である。

そこで，本研究では，有効かつ効率的な砂漠化対策を図

るために必要な基礎的知見を提供することを目的とし

て，中国の半乾燥地域に分布している代表的な植物種の

乾燥環境あるいは塩性環境への適応機構を実験的に明ら

かする。

〔内容および成果〕

　中国の砂漠地域の砂丘などに分布し，砂漠化した土地

の緑化に頻繁に用いられている灌木の����������

�����������の初期生長過程を調べた。種子をポット内

の砂上に播種して給水を行ったところ，種子に十分量の

給水を行った場合でも種子が発芽することはなく，この

植物種の種子発芽のためには種子が砂に埋もれることが

必要であることが分かった。また，種子を砂中の異なる

深さ（２．５��，５．０��または１０．０��）に埋めて砂表

面に給水を行ったところ，砂に十分量の水を給水したと

きの実生の出現率は，種子を２．５��の深さに埋めたも

ので最も高く（５５％），種子の埋め深さの増加とともに

低下した。一方，砂への給水量を制限した条件下での実

生の出現率は，種子を２．５��の深さに埋めたものでは

０％であり，種子の埋め深さの増加とともに増加して，

１０．０��の深さに埋めたもので最も高かった（６０％）。

中国の砂砂漠に広がる砂粒の粒径は比較的小さく，砂に

給水した場合に砂の粒子間が水分で満たされ砂粒子間の

空気が排除されやすい。ここで，砂層の表面近くでは砂

が乾燥しやすく空気相が保持されやすいのに対し，砂層

深部では砂が乾燥しにくく空気相が排除されやすい。こ

の実験で得られた結果は，給水量の多い条件下では，砂

層の深い部位で酸素不足によって実生の伸長が妨げら

れ，給水量の少ない条件下では，砂の表層近くで水分欠

乏により種子発芽が抑えられたためと解釈された。得ら

れた結果から，この植物種の砂地での定着は，種子の埋

もれ深さ，最初の降雨の量やそれに引き続き降雨がある

までの時間間隔に大きく影響されることが分かった。

〔備　考〕

（５）植物の生理生態機能の画像診断法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��２５６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕戸部和夫（環境研究基盤技術ラボラトリー）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕自然環境のモニタリングのために，広域的に

広がる植物群落などの状態を推定するための手法を開発

することを目的として，植物の生理生態的状況やバイオ

マス量などを，熱赤外画像や可視－近赤外分光画像の二

次元画像として計測するための手法の開発を行う。ま

た，開発された手法を用いて，環境条件の変化が植物の

機能におよぼす影響を調べるための手法の開発を行う。

〔内容および成果〕

　大面積の地域の植生の状況をリアルタイムに計測する

ために，ハイパースペクトル画像法の適用方法の検討を

行った。本研究所別団地圃場内のコムギ畑を対象とし

て，飛行機によりハイパースペクトル画像計測を実施す

るとともに，葉緑素計によるクロロフィル量の測定とコ

ムギの乾物重の測定を行った。画像の測定結果のなか

で，特定波長成分についてのいくつかの画像の相互間の

計算を行い，クロロフィル量と乾物重のそれぞれを推定

するのに有効なパラメータ画像を決定した。その結果，

画像計測によって，広範に広がる植物群落の状態を即時

的で有効に推定することが可能となった。

〔備　考〕

共同研究者：大政謙次（東京大学）

（６）レーザープロファイラーを用いた熱帯陸域生態系

の長期観測

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕奥田敏統（生物圏環境研究領域）・�

吉田圭一郎・沼田真也・西村　千・小熊宏之

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕低地熱帯雨林で観測された地上部現存量やそ

の時空間的変動パターンを広域的に観測する技術を開発

することを念頭に，航空機搭載型レーザー測器（レー

ザープロファイラー）を用いて熱帯地域における様々な

植生タイプの林冠構造の測定と解析を行った。レーザー

プロファイラーは林冠面と地表面の同時測定が行えると

されてきたが，本研究では，熱帯林の複雑な林冠構造が

どの程度の精度で把握できるか，また広域的なバイオマ

スや林冠構造の変動のモニタリングを行うためにどのよ

うな問題点があるかを整理し，将来，衛星画像解析によ

り，高精度かつ簡便にの林冠構造やバイオマスの推定を

はかるための可能性を検討した。こうした技術開発は現

在急速に進む熱帯地域の森林減少および劣化の状況を迅

速に把握し，高い精度でモニタリングを行うために必要

不可欠である。さらに森林管理が適切に行われているか

等の監視体制を強化するためにも必要である。

〔内容および成果〕

　熱帯域に位置するモデルサイトにおいて，林冠構造や

地上部の現存量とそれらの時空間変動をレーザープロ

ファイラーを用いて迅速に把握するシステムづくりを試

みた。調査対象地はマレーシア半島部に分布する熱帯林

および森林伐採などの攪乱を受けた二次植生，木本性プ

ランテーション（ゴム園）とした。２００３年１月末にク

アラルンプール周辺域でレーザープロファイラー

（����，超高精度地形計測システム）を用いて撮影を

行った。得られた撮影資料をもとにフィルタリングを行

い，伐採後の二次植生，ゴムのプランテーションおよび

その若齢林の３次元モデルと森林の断面図を作成した。

その結果，林冠が複雑で鬱閉した植生においてもレー

ザー照射によって地表面標高や林冠面の高さの計測が同

時に行え，樹冠の分布や林内の倒木によって生じた林冠

の空隙の大きさなども捕そくできることがわかった。さ

らにそれぞれの植生の林冠構造の特徴がレーザープロ

ファイラーの撮影によって，抽出可能であることも明ら

かになった。

〔備　考〕

研究代表者：奥田敏統（国立環境研究所）

共同研究機関：マレーシア，マレーシア工科大学�

共同研究者：����������	
�（マレーシア工科大学大

学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．２にも関連

（７）干潟等湿地生態系の管理に関する国際共同研究

〔区分名〕特別研究�

〔研究課題コード〕９８０２��１４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野原精一（生物圏研究領域）・渡邉　信・�

佐竹　潔・上野隆平・矢部　徹・笠井文絵・

広木幹也・河地正伸・高村典子・福島路生・

村上正吾・林　誠二・木幡邦男・樋渡武彦・

稲森悠平・山形与志樹

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕干潟等湿地生態系は鳥類の生息地，越冬地あ

るいは中継地として国際的にも重要な生態系であるとと

もに，独特の生物相を有し，生物多様性に富む生態系で
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ある。しかしながら，人間の開発行為は湿地生態系に大

きなダメージを与えてきたことから，１９７５年には国際

的に重要な湿地及びその動植物の保全を進め，湿地の賢

明な利用を進めることを目的にラムサール条約が締結さ

れた。このような湿地生態系を保全し，持続的利用のた

めに維持管理していくために，欧米では湿地生態系の実

態調査研究での知見に基づく評価手法にしたがって，湿

地生態系ミティゲーションのためのプロジェクトが実施

されている。しかし，このような評価手法は地域性が強

く，我が国を含む東アジア地域の干潟，湿地に関しては

未だに適切な評価手法が確立していない。そこで本研究

では，東アジア地域における干潟・湿地の実態調査研究

に基づいて，干潟・湿地生態系の適切な総合評価手法を

確立することを目的としている。

〔内容および成果〕

　渡り鳥類の繁殖地ー越冬地の関係にあるロシア・中国

の湿原と日本の代表的湿原である釧路湿原，赤井谷地，

戦場ヶ原，尾瀬ヶ原の湿原，北海道東部・東京湾・伊勢

湾・有明海・沖縄の干潟などを調査研究フィールドとし，

各湿地の非撹乱生息地において研究を実施し，新湿地生

態系評価手法（����）を開発する。以下の２課題に

沿って研究を実施する。

（１）干潟等湿地生態系の特性と生物種の存続機構に関

する研究

（２）湿地生態系の変動予測と管理計画の構築に関する

研究

　以上の成果を踏まえて，自然保護と水質保全の双方の

立場での湿地生態系の評価基準となる手法を開発する。

各種生物の収容力と最大収容力を基にした���

（�����������	
�����������
���），生態系を構成する必

須の生物・物理パラメータの変動予測アンケート調査解

析を基にした���（��������	
������������������），

フィールドのあらゆる生物調査データを基にした����

（�����������	
�����������������������������），湿 地

の水文・水理，水資源及び植生地理情報等をも加味した

���（�����������	
���		����
���������

���������）モデル等を比較検討する。さらに新たに生

態系評価手法（����）の開発を行い，それを用いた適

切なミチゲーション計画策定のための検討を行う。

〔成　果〕

　干潟の対照基準地における機能評価モデル（����

モデル）に関する報告書（日本の干潟とその環境影響評

価手法）の発行準備を行った。韓国ソウルで開催された

第８回国際生態学会（�������）において研究成果の

発表を行った。また，研究者を招聘し中国黒龍江省三江

平原おける中国科学院東北地理及び農業生態研究所との

共同研究の情報交換を実施した。

　生態系機能の評価のため����モデルを事業の比較

対象地に適用するため，東京湾の比較調査を盤洲干潟・

富津干潟・西三番瀬・谷津干潟で実施した。干潟の航空

写真撮影と現地踏査，底生生物・底生藻類等の調査から

各干潟生態系の構造と機能を明らかにした。

　小櫃川河口塩生湿地における高等植物の分布調査，測

量調査，土壌環境調査を実施し，塩性湿地植物，海浜植

物，陸上植物の総合被覆度を指標に環境（土壌水の電気

伝導度，比高等）との関係を示す生育地適性（���）モ

デルを作成した。塩生湿地植物の最適��値は，比高に

関してハママツナ，ヨシが同じ，シオクグがやや高く，

電気伝導度に関してはハママツナ，シオクグ，ヨシの順

に高くなった。

　����モデルによる評価手法と既存の評価手法

（���，���，���）との比較するため情報収集を行っ

た。マクロベントスの綱ごとの個体数データを用いた多

変量解析の結果，生息場機能は水文地形学的サブクラス

および下位のサブクラスとよく一致した。

〔備　考〕

共同研究機関：ロシア科学アカデミー生物土壌科学研究

所（��������	
�
������室長）・中国

吉林省自然保護研究所（干　宏兵（���

��������）副所長）・米国スミソニアン

環境研究センター（����������	
��
�

主任研究員）・オランダ・ウトレヒト大学

（����������	
��	�	教授）

共同研究者：宋　長春研究員（中国科学院東北地理及

び農業生態研究所）・王　毅勇副研究員

（中国科学院東北地理及び農業生態研究所）

客員研究員：７名

共同研究員：２名

（８）熱帯域におけるエコシステムマネ－ジメントに関

する研究

〔区分名〕環境��地球推進���４

〔研究課題コード〕０２０４��３７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕奥田敏統（生物圏環境研究領域）・�

吉田圭一郎・沼田真也・西村　千

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕熱帯域の森林生態系の荒廃がやまない原因の

一つとして違法伐採や不完全な伐採基準による無秩序な
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開発・施業があげられる。こうした自然資源の荒廃を止

めるためには，法的整備，地元住民を対象とした健全な

森林管理へのインセンティブの導入やマーケットによる

違法伐採のコントロールが重要になる。さらに，長期資

源利用を目指した生態系の保全・管理（資源の利用と保

全の両立）を目指すためには，生態系がもつサービス機

能の解析・整理を行い，科学的な裏付けによる管理基準

（評価指標）を設定したうえで，森林認証制度やランド

スケープ管理に対して具体的な提案を行うことが望まし

い。そのため，熱帯林地域の森林伐採や土地利用転換の

結果発生している生態系変化の現況把握，および森林を

含む地域全体の生態系管理へむけた手法の開発・改善が

急務である。こうした背景を踏まえ，地域住民や現場の

管理者とともに森林の状態を効率的に把握できるような

科学的根拠に基づいた指標作りを行うことを長期目標と

して，東南アジア熱帯地域の森林生態系を中心に以下の

目的で研究を行った。１）熱帯域における生態系の様々

なサ－ビス機能を明確化する。２）森林認証制度を科学

的知見をもとに側面から支援し，適切な森林管理の促進

や違法伐採の防止に資するための研究を行う。３）地域

社会や住民にとっての森林そのものや開発の意義を明ら

かにし，森林を含めた生態系の持続的管理の他面のイン

センティブ導入を図る。４）生物多様性条約におけるエ

コシステムアプロ－チの概念に基づき生物多様性の保全

と生態系リスク管理に資する。

〔内容および成果〕

　熱帯域のエコロジカルサービス機能の現状評価，多様

性評価のためのラピッドアセスメント，及び地域社会に

おける生態系管理へのインセンティブ導入に関する研究

を行うため，幾つかの景観を含むモデルサイトを設定

し，現地研究機関と共同研究を進めるための準備作業を

行った。

　具体的には，以下のサブテーマにしたがって研究を

行った。

　１）森林認証制度支援のための生態系指標の開発に関

する研究：森林が本来持ち得ているサービス機能を整理

し，森林を保全することによって得られるサービス機能

と土地利用変換によるサービス機能との変化や，森林管

理の評価軸を抽出する上で必要なサービス機能の定量化

を行うためのデータベース構築，およびその準備作業を

行った。その一環としてパイロットサイトであるパソ保

護林及び周辺域において，野生動物（中～大型のほ乳

類）分布調査，および動植物のデータベース作成，炭素

蓄積・吸収能に関する調査，非木材性林産分の分布調査

に加え，人為撹乱後の森林群落の構造や組成および土地

利用形態の変化に伴う影響評価を行った。さらに���

（地理情報システム）を用いて，上記のエコロジカル

サービスに関するデータをマップ化し，森林開発に伴う

リスクが予測できる対話型のプログラム開発を行った。

　２）多様性評価のためのラピッドアセスメント開発に

関する研究：森林管理の評価基準を構築する上で，生態

学的根拠に基づき，簡便かつ，信頼性の高い生態指標を

導入することを目的として，森林の林冠構造などの相観

的要素の評価，定量化と，森林内の微気象，野生生物の

ハビタット，樹木個体群の遺伝的多様性に関する調査を

行い，それぞれの関連性を明らかにするための解析を

行った。

　３）地域社会における生態系管理へのインセンティブ

導入のための研究：対象地域で生活する様々な社会集団

における森林資源に対するアクセス，経済的・文化的・

社会的ニーズの差異を明確にすることを念頭に，社会集

団間の資源利用の差異や地元住民と森林との結びつきの

変化を明らかにするための現地調査を行った。特に，森

林管理形態の違いが与える影響を検討するため，マレー

シア北部の熱帯雨林及びその周辺域で基礎資料を収集し

た。

〔備　考〕

研究代表者：奥田敏統（国立環境研究所）

共同研究機関：森林総合研究所・マレーシア工科大学・

マレーシア森林研究所

共同研究者：����������	�
�．����（マレーシア森林

研究所）・����������	
�（マレーシア工

科大学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．２にも関連

（９）温帯高山草原生態系における炭素動態と温暖化影

響の解明に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進��１３

〔研究課題コード〕０１０３��１４１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕唐　艶鴻（生物圏環境研究領域）・古　　松・

�　驍勇

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕温帯高山草原生態系はアジア陸域全体におい

て大きな面積を占め，炭素蓄積密度が高く，炭素シンク

である可能性が高い。当該草原生態系における炭素動態

の解明は，アジア陸域，地球レベルの炭素収支の評価に

おいても重要なカギとなっている。とくに，青海・チ

ベット高山草原に覆う植生の変化と東アジア地域全体の

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



気候変動は極めて密接な関係を有している。このことか

ら，東アジア地域全体の温暖化影響を明らかにするため

には，当該草原生態系における温暖化影響の評価が是非

とも必要である。また，高山草原生態系は代表的な脆弱

生態系であり，温帯地域における多くの脆弱生態系の炭

素動態と温暖化影響を把握するためには，高山草原生態

系に関する新しい知見は必要不可欠である。さらに，草

原生態系の炭素蓄積量の再評価はすでに世界の他の地域

でも始められており，温帯の広大な高山草原生態系につ

いての評価も早急に開始する必要がある。本研究は，代

表的な温帯高山草原生態系，とりわけ青海・チベット高

山草原生態系において，炭素蓄積の時間的空間的変動の

測定と分析を行い，炭素蓄積過程に影響を及ぼす生物環

境要因を評価し，広域な気象環境・草原生産力に関する

既存の観測データを利用し，温帯高山草原生態系の炭素

動態，および当該草原生態系の炭素動態に及ぼす温暖化

の影響を解明することを目的とする。

〔内容および成果〕

　���フラックスの季節変動：本年度は前年度から立ち

上げた測定システムを使って，���フラックスとそれに

関連する環境要因の季節変動を観測した。平成１４年１

月から１２月までの間に，中国青海省海北草原の���動

態について２回の吸収と２回の放出があった。���の吸

収期間は草本植物の生育季節である５月下旬から９月ご

ろまでの間と冬の１１月下旬から１２月ごろの間であっ

た。一方，生態系からの���放出も年に２回，すなわ

ち，１０月から１１月ごろまでの間と３月下旬から４月ご

ろまでの間があり，特に春先の���の放出ピークが高

かった。また，冬季の���フラックス動態を解明する

ため，２００３年１月に集中観測を行い，熱収支法と通気

法による���フラックス測定，チャンバー法による蘚

苔類の光合成測定および蘚苔類のバイオマス調査を行っ

た。これらの測定と調査の結果から，まず，草原のミク

ロサイト（微環境）によって蘚苔類が大量に存在するこ

とがわかった。これらの蘚苔は生育場所によって光合成

活性が大きく異なり，枯葉の下に生育している蘚苔は乾

燥と低温のため，光合成活性が極めて低いかまたはほと

んどないことが示された。しかし，温度と湿度条件が良

ければ光合成活性が速やかに上昇する可能性も示唆され

た。また，熱収支法と通気法から今年の海北草原生態系

全体における明瞭な���吸収が認められなかった。

　草原生態系のエネルギー収支：草原の生育期間（２００２

年４月～１０月）のエネルギー収支についての観測結果

を解析し，以下の結果を得た。まず，渦相関法の測定結

果から上記の生育期間において草原生態系が平均毎日

６．８������の放射エネルギーを吸収したことがわかっ

た。青海高原の日射量がきわめて高く，４月から１０月

までの日積算光合成有効光量子密度の平均値は，

３８．７������������であり，最大日積算光合成有効光量子

密度は６４�����������������に達した。一方，放射冷却が

強く，日射量が強くても気温の上昇は少なく，４月から

１０月までの平均気温は５．９℃，最高気温が２３．０℃，平

均気温の高い７月でも最低気温が零下４．１℃ であった。

また，当該草原生態系の特徴として，地表面の温度は気

温より常に高いことが示された。さらに，生育期間中降

水の時間が多いが，一回の降水量が少なく，土壌水分は

降水量に強く依存することがわかった。

　高山草原植物の光合成特性：高山草原植物の光合成特

性を解明するため，草原の生育期間中に雲と風によって

植物群落内の光環境と葉の光合成反応に注目し，変動す

る光環境に対する光合成反応を測定した。測定は植物体

制（葉の着生角度）の異なる３つの種（匍匐の

���������������	���直立の�����������	
�������と半直立

の�����������	�
����）について行った。光強度と持続

時間の異なる光条件に対する個葉の光合成光利用効率

は，種によって大きく異なり，��������	
が最も高く，

��������	
��	が最も低いことが示された。このことは，

高山草原の炭素吸収を考えるときに，異なる体制の植物

が変動光環境下での物質生産を考慮する必要があること

が示唆された。

　草原炭素動態と植物種多様性の関連性：草原生態系は

東アジア陸地の約４０％の面積を占めており，���の吸

収と蓄積に極めて大きな貢献があると考えられる。広範

囲の草原生態系の炭素吸収・分解と蓄積を明らかにする

ため，これらのプロセスに影響を及ぼす生物的，環境的

要因を把握する必要がある。この中で，とりわけ，植物

の種多様性が草原生態系の炭素動態にどのような影響を

及ぼしているかを解明しなければならない。そこで，本

研究では，中国の草原全体を対象にして，植物の種多様

性と生産性に関するデータの収集・整理を行い，これら

の草原生態系における地上部のバイオマスと植物の種多

様性との関係を明らかにすることを目指した。その結

果，まず，中国全土におけるさまざまな草原生態系につ

いて，地上部の現存量は，生態系の植物の種多様性の増

加にともない，ほぼ直線的に増加することが示された。

一方，ローカルレベル，または同じ生態系においては，

植物の種多様性が高くなると地上部のバイオマス量も高

くなる場合が多いことがわかった。また，草原生態系の

生育時期によって，植物の種多様性が生態系のバイオマ

スに対してほとんど影響がない場合もあるし，多様性が
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高くなるとバイオマスが低下することもあることが示さ

れた。さらに，放牧強度が高くなると，植物の種多様性

と地上部，地下部のバイオマスともに低下することもわ

かった。

〔備　考〕

分担者：川島茂人・杜　明遠（（独）農業環境技術研究

所）・塩見正衛（茨城大学）・鞠子　茂（筑波大

学）・市河三英（（財）自然環境研究センター）

（１０）森林火災による自然資源への影響とその回復の評

価に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���２

〔研究課題コード〕０００２��００２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際共同研究官）・渡邉　信・�

大田伸之

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕森林火災は，森林の物質生産性や生物の種数

�個体数�遺伝的多様性等に影響を及ぼす。インドネシ

アでは，１９９７～１９９８年にエルニーニョによる異常乾季

も影響し，過去最大規模の森林火災が発生した。しか

し，基準となる生物種データ等が未整備のため，生態

系・生物多様性への影響評価が困難であり，森林管理に

支障をきたしている。本研究では，①森林火災影響をレ

ビュ－し，リモセンによる影響地域の把握等を行い，②

森林火災�非火災地域の生物相・生態系調査から，火災

被害の影響�回復における生態系・生物多様性の変化を

明らかにし，③森林火災に敏感で，影響�回復の評価・

モニタリングが容易な具体的生物指標の策定・提案を目

的とする。さらに，④先駆的リモセンによる広域評価の

可視化についても検討する。

〔内容および成果〕

（１）リモートセンシングデータなどによる森林火災の

影響と回復過程の解析と総合化

　既存研究のレビューおよび野外調査から，森林火災の

程度は，前生樹種の種数や現存量の低下ばかりでなく，

その後の先駆性樹種・草本・羊歯類の増加のプロセスに

影響することが推定された。また，森林回復には，前生

樹種の実生の供給量・成長過程と母樹からの距離・微地

形・微環境が関係していた。

　リモートセンシングによる解析からは以下の結果を得

た。

　①������および���������の衛星データは１�地

上分解能（樹冠サイズより小さい）を有し，樹木個体レ

ベルの観測が可能である。そこで，火災で分断された天

然林のパッチ構造を抽出し，衛星データ観測値のプロ

ファイルをとり，その波形から森林構造の評価手法を開

発した。

　②高頻度観測衛星の����������	�
��データを

用い，火災直後のデータを分類処理して火災跡地を抽出

した。時系列での正規化植生指数を用いて回復過程をモ

ニタリングした結果，回復過程は対数関数で近似され，

回復速度には地域差が大きいことが明らかとなった。

　③����衛星���データを用いた解析においては，火

災前後のデータでの可干渉性が予想していたよりも低

く，被害程度の差を定量的に評価することができなかっ

た。

（２）森林火災による生態系・生物多様性への影響と回

復に関する評価解析

　これまでの３年間５回の東カリマンタン・ブキットバ

ンキライ（低地熱帯林）の生物種調査の概要を表に示

す。

　本調査地域は合計３��強であるが，多くの生物種数

が把握され，また分類群により新種�新産種や���種

なども認められた。但し���が未整備の分類群も多く，

基本的な生物種調査の実施・データ整備が必要である。

また，火災地域（�区）と非火災地域（軽度：��区，重

度：��区）の比較から，分類群ごとに指標生物の候補

種が抽出された。

　生態学的には，各調査区で優占度の高い１３種の実生・

若木の密度と生育状況を調べた。２００１年９月に周辺で

��������	��
��������
�と���������	
�	�
�の種子散布が

起こったが，�区と��区でのみ実生が定着した。��

区で優占する�����������	����と���������������	��の若

木は，前者が相対全天光強度で４０％以上，土壌含水率

が１０％程度のサブ区に集中し，同区内で棲み分けが見

られた。

　調査林内の日平均温度はどの区でも同様であったが，

日最高気温は���＞����＞��区（３１．８～２８．８℃）の順に
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表　生物多様性調査�種数�の結果

指標生物
候補種

絶滅危惧／
希少種

カリマンタン
新産種

分類学上
新種

確認した
生物種

採集標本生物分類群

１６２１２０５８５３２００種子植物

３０００８７２５０羊歯植物

４？１０９０２０００蘚苔植物

６？５３４６７７５地衣植物

５？５０５１４０５００腐生菌

３？２０７８２菌根性菌

１？？４１８７０好気性土壌細菌

６０００２５１０００哺乳動物

３０？２００１００７３０５０００昆虫（カミキリムシ）

？：絶滅危惧／希少種等に関するデータが未整備



高く，日最低気温は���＜����＜��区（２１．４～２３．１℃）

の順に低かった。日最高光強度は��区や一部の��区

で大きく（９．５～３０．６����������），一方，�区では小

さかった（０．７～３．４����������）。

　腐生菌類の種数は各区で差は少なかったが，種構成に

違いがみられた。また，��区の谷筋と尾根筋では種

数，種構成ともに顕著な違いがみられた。小型哺乳類で

は�→��区に移行するにつれ，樹上性種が減少し地上

性種が増加した。��区で����������	�
����が優占し，

�～��区で����������	，��������	
��
���が出現し

た。一方，マレーズトラップ，吊り下げトラップ，

���������	トラップによるカミキリムシ相の調査では，

７００種以上を確認し，�区や��区の標徴種を明らかに

した。各区の調査結果の比較から火災４年では，��区

は回復にはいたっていないが，��区はやや回復の兆し

が認められた。

（３）森林火災の影響評価のための指標策定

　蘚苔類や地衣類では，��＞����＞���区の順に種数・被

度が低下した。�区でのみ認められる蘚苔類としては，

�����������	
����	����， ��������	
�
�����， ��������

����������，����������	�

�	������の４種があり，低地熱

帯林での高い自然度を示す指標蘚苔類となり得る可能性

が大きい．同様に地衣類では，����������	
�����や

�����������������������������が指標地衣類候補種として

抽出された。なお，これまで記録がなかった熱帯域での

着生地衣類の生長は年間１～３��であり，温帯域とほ

とんど差が無いことが判明した。

　各調査区の土壌試料のうち，��＞����＞���区の順に菌

根が多く含まれていた。菌根性樹種の個体数も同様の順

であったが，菌根の分布はその分布とは一致せず，また

地表付近の土壌水ポテンシャルとも相関が認められな

かった。菌根性菌類としては，��区で先駆的，��・�

区で極相的な種が認められ，これらの解析から���������

���������������� や ��������������	
�����， ��������

�����������などが指標菌根性菌の候補と考えられた。

　土壌細菌に関しては，��������法による分類的多

様性解析の結果，火災被害程度との間に強い関係は認め

られず，優占的分類群は共通すると考えられた。一方，

������法による単一炭素源代謝能の多様性解析の結果，

�区に比べ��・��区の土壌細菌集団は，より多種類の

炭素源を代謝可能であり，火災回復過程にある地域で

は，土壌に供給される有機物の多様性が大きいことが示

唆された。また，各区の比較から，����������	
�������

が，指標性土壌細菌の候補種として抽出された。

〔備　考〕

研究代表者：�阿部泰久（森林総合研究所）

共同研究機関：�インドネシア科学研究院（���������	
．

他）

共同研究者：�平田泰雅，斉藤英樹，槇原　寛，明間民

央（森林総合研究所）・梅原俊彦，小林達

治（通信総合研究所）・笹岡達男，鵜野澤

成（生物多様性センター）・鋤柄直純，脇

山成二，佐藤香織（自然環境研究セン

ター）・大塚重人，稲垣雄一郎（東京大

学）・山口富美夫（広島大学）・宮脇博巳

（佐賀大学）

本研究は，国立環境研究所とインドネシア科学研究院と

の間で国際共同研究の覚え書き（���）を締結し，多

数のインドネシア側研究者も参加して共同実施した。

（１１）砂漠化指標による砂漠化の評価とモニタリングに

関する総合的研究

〔区分名〕環境��地球推進���２

〔研究課題コード〕０１０３��００１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際共同研究官）・戸部和夫・�

高　　永・鄭　元潤・安　　萍

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕１９９８年に日本は砂漠化対処条約（�����）

の正式締約国となり，砂漠化問題に対する研究支援・技

術的貢献が期待されている。そこで，本研究では，①ア

ジアの砂漠化地域における各プロセス（要因，状況，影

響，対策効果等）の調査研究を進めると共に，②砂漠化

評価システム確立の基礎となる砂漠化指標の抽出を行

う。また，③砂漠化各プロセスの因果関係を説明可能な

砂漠化統合モデルの開発を進める。さらに，④広域�地

域レベルのモニタリング手法を開発することにより，砂

漠化対処条約（�����）およびその「アジア地域テー

マ別プログラムネットワーク（���）１：砂漠化のモニ

タリングと評価」の活動に資する研究を展開する。

〔内容および成果〕

（１）砂漠化の評価およびモニタリングに関する研究

　既存の砂漠化評価手法の問題点・課題を踏まえ，主に

地域スケールを対象として，評価システムの枠組検討を

行った。要因や現象，影響等を含む砂漠化の概略的な整

理をもとに評価軸を検討し，既存の評価手法における利

用状況等に留意して，各評価軸を表す指標群を選定し

た。さらに，利用の容易さ等に留意して，具体的な評価

手法について検討した。
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　村落レベルの砂漠化評価の統合モデルについては，生

物生産力モデル（����モデル），農家経済モデル（線

形計画モデル），需給評価モデルという３タイプのモデ

ルを連動させたモデルを開発し，中国内蒙古自治区の村

落調査データを用いて，各モデルの試行・改良を行った。

生物生産力モデルでは，シミュレートされた作物収量が

村落データと良く一致した。農家経済モデルでは，現状

の農家経済が整合的に説明され，また土地利用を変えた

場合の収入や環境（土壌侵食量）への影響が定量的に評

価された。

　砂漠化の広域モニタリングについては，中国やカザフ

スタンのデータを用いて，衛星データ等から，現状の広

域的生物生産力（���）を推定する手法を改良し，この

現状���と気候条件から推定される潜在���を比較す

ることにより，２０００年のアジア地域の植生荒廃地図を

作成した。これを������の土壌荒廃地図と比較し

て，砂漠化ホットスポットを抽出し，地域スケールでの

解析を行った。

（２）砂漠化の植生指標に関する研究

　中国内蒙古の乾燥度が異なる砂漠化３地域を対象とし

て，砂漠化の進行に伴って出現する典型的な植物種につ

いて調査した。指標植物候補は相当異なり，各地域毎に

そのデータベースを作成した。また，それら数種に関

し，環境制御装置を用いて種子発芽特性を調べ，野外調

査の結果と共にデータを整理解析した。

（３）砂漠化回復手法の評価に関する研究

　主として中国における砂漠化回復に関連する文献情報

を継続して収集・整理し，データベース化を行った。ま

た，中国で飛行機播種による緑化に用いられる５植物種

の種子発芽に及ぼす環境要因の影響を調べ，効果的な緑

化のための播種時期を提案した。さらに，苗木植栽によ

る緑化に用いられる３植物種につき，苗木の生育におよ

ぼす環境要因の影響等を調べ，苗木の植栽時期を提案し

た。

（４）中国における砂漠化に伴う環境資源変動評価のた

めの指標開発に関する研究

　内蒙古中部～東部における野外調査から，植生退行お

よび土壌劣化（脆弱性）指標を提示し，ナイマン旗の植

生回復試験地での禁牧による草地の炭素集積速度を明ら

かにした。また，土壌中の���２１０放射能濃度から土壌

侵食や土壌堆積量を推定した。さらに，社会・経済デー

タを収集し，経済条件変動や政策実施の影響について解

析した。

（５）中央アジアにおける砂漠化プロセスの解明と砂漠

化の評価に関する研究

　カザフスタンの北部半乾燥地域（ショルタンディ・ペ

トロパブロフスク）および南部かんがい農業地域（クジ

ルオルダ）において，砂漠化動態と社会経済要因に関す

る現地調査を実施し，資料・文献情報を収集整理した。

その結果，①北部畑作耕地での土壌有機物の減少速度は

地形と密接な関係を持ち，有機物プールの量と気象要素

（温度・降水量）で表現された。また，②南部かんがい農

場での土壌塩性化の関与要因は，畑作物の作付け年数，

灌漑水路からの相対標高，土性等であった。これらの指

標の一部は農場の管理形態�経営状況に左右される要因

であることが判明した。

（６）パキスタンにおける砂漠化プロセスの解明と指標

化に関する研究

　インダス川流域の塩類化程度の異なる４地点の圃場

で，土壌理化学性を測定した結果，いずれでも��が高

く，特に上流域では，塩害よりもアルカリ害の影響が大

きいことが判明した。またかんがい水の水質が塩害の発

生に強く影響していた。これらの地点で，生物生産力モ

デルに必要なパラメータ（気象５，水資源・管理１２，土

壌１１，耕作５，社会経済８）の収集を開始すると共に，

土壌塩類化を含めたモデルの開発について検討した。

〔備　考〕

共同研究機関：中国林業科学院・中国科学院・内蒙古農

業大学・カザフ農業大学・カザフ穀作研

究所・パキスタン国立水資源研究所

共同研究者：谷山一郎，中井　信，白戸康人，大黒俊哉

（農業環境技術研究所）・恒川篤史（東京

大学）・小崎　隆，舟川晋也，矢内純太

（京都大学）・石敏　俊（筑波大学）・�

地崎　剛，山村理人（（財）地球・人間環

境フォーラム）・松本　聰（（社）国際環境

研究協会）・洲濱智幸（（株）パスコ）・梶

井公美子，安部和子（パシフィックコン

サルタンツ（株））

本研究は，砂漠化対処条約（�����）の科学技術委員

会や「アジア地域テーマ別プログラムネットワーク

（���）１：砂漠化のモニタリングと評価」の活動と連携

して実施した。

（１２）富栄養化が水圏生態系における有害藻類の増殖お

よび気候変動気体の代謝に及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕９８０２��２３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・板山朋聡

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年）

〔目　的〕藻類由来の代謝産物を起点とし細菌から原生

動物へと連鎖して行く微生物ループが水圏生態系の炭素

フラックスにおいて極めて重要である。そこで，本研究

では微生物ループの水圏モデル生態系として，生産者

（藻類），分解者（細菌），捕食者（原生動物）から成る

マイクロコズムを構築し，窒素濃度と各構成生物の個体

数，および���をトレーサとして用いた炭素フラックス

について明らかにするとともに，水域保全および地球温

暖化対策に資する新たな生態系モデルの開発を試み健全

な生態系を構築することを目的とし研究を行った。

〔内容および成果〕

　供試マイクロコズムの構成生物としては，緑藻

����������	
�����，細菌���������	�
����	，原生動物

���������	
�������を，培地は����の無機塩溶液に窒素

源 と し て ポ リ ペ プ ト ン を 濃 度１０������（���１０），

２５�������（���２５），５０�������（���５０），１００�������（���１００）

となるように添加したものを２５℃，２，８００���（明暗

１２��周期）で，５００��の三角フラスコに３００��の培地

を入れ静置培養した。マイクロコズム培養開始後，安定

期である１４日目までの各生物の個体数の経時変化を測

定し，さらに１４日目において，��������を炭素ト

レーサとして系に添加後，穴径５．０，２．０，０．２�μ��の

フィルターを用いて経時的にろ過分画し，各生物群に取

り込まれた��量の経時変化から炭素フラックスを定量

化した。その結果，富栄養化に係わる環境因子としての

窒素濃度の増加に伴い，藻類の個体数は増加するが，窒

素濃度の増大はアンモニアの生成や��の増大などの効

果として直接または間接的に，細菌や原生動物の個体数

および藻類自身の炭素固定速度影響を及ぼし，食物網構

造や炭素フローに大きく影響を及ぼすことが明らかと

なった。これらの実験結果に基づき，有害藻類などを含

む富栄養化水域に対応した物質フラックスと個体群動態

と気候変動気体の代謝の解明に資する生態系モデルとし

てマイクロコズムが有用であることが判明した。

〔備　考〕

共同研究者：�川端善一朗（京都大学生態学研究セン

ター）・常田　聡（早稲田大学理工学部）

（１３）青海・チベット草原生態系における炭素循環のプ

ロセスとメカニズムの解明

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��１４２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕唐　艶鴻（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕青海�チベット草原生態系は地球の第三極と

もいわれている高原地域（平均標高が４０００�以上）に

位置している。当該生態系は環境条件の特異性が高く，

同緯度のほかの生態系と比べ，���分圧と��分圧が低

く，光合成有効放射や，紫外線が強く，昼夜の気温差も

大きい。このような環境条件下で生態系炭素循環のプロ

セスとメカニズムが大変興味深いが，関連する知見が極

めて乏しい。一方，広大な青海�チベット高原は典型的

な脆弱な生態系であり，当該生態系の炭素循環が地球温

暖化の影響を受けやすく，環境変動に対する反応も非常

に顕著である。しかも，青海�チベット草原生態系の炭

素�水循環が東アジア大陸の気候変動・生物多様性の変

化にも大きな影響を及ぼしている。本研究はこのような

特異な草原生態系に注目し，炭素循環のプロセスとメカ

ニズムを解明する。�

〔内容および成果〕

　青海�チベット草原生態系における炭素循環のプロセ

スとメカニズムを解明するため，中国青海省海北地区に

位置する中国科学院西北生物高原研究所生態定位站の草

原（３７°�２９�����３７°�４５��，１０１°�１２�����１０１°�２３��，標 高

３２５０�）において，���・水・熱フラックスの長期観測，

草原の代表種についての光合成・呼吸特性測定，および

異なる放牧条件下で植物のバイオマス生産と種多様性の

関係に関する実験測定を行った。���フラックス測定の

結果から，一年の間に草原生態系の���放出と吸収

ピークがそれぞれ二回あることがわかった。���の吸収

期間は，草本植物の生育季節である５月下旬から９月ご

ろまでの間と冬の１１月下旬から１２月ごろの間であっ

た。冬季における���の吸収量は極めて少なく，その

メカニズムについて不明だが，蘚苔類の光合成による貢

献があると推測される。一方，生態系からの���放出

がみられるのも年に２回，すなわち，１０月から１１月ご

ろまでの間と３月下旬から４月ごろまでの間があった。

特に春先の���の放出ピークが高く，凍土の解凍に

よって土壌系に溜め込んだ���が放出されることが大

きな要因と考えられる。つぎに，当該草原生態系の���

フラックスの変化に及ぼす環境要因について検討してみ

た。日中の積算生態系���吸収フラックスは，各月で

比較すると����の日積算値に対し，直角双曲線的な関

係を示した。一方，夜間の平均���放出速度は，温度

に対して指数関数的な正の関係を示したが，土壌水分に
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対しては負の相関関係を示した。気温と土壌温度は当該

草原生態系の炭素動態に影響を及ぼす主な環境要因と考

えられる。したがって，地球温暖化とそれに伴う生態系

の水分条件の変化によって，この草原生態系の���放

出量は大きく変わることが予想される。さらに，異なる

体制の植物について，受光体制と炭素収支との関係を調

べ，強光環境下で匍匐性の植物種は直立性と比べ光合成

活性の低下が遅く，強光環境下で高い光合成能力を維持

できることが示唆された。また，放牧圧の高い草原で

は，植物種の多様性が低下し，バイオマスも減少したこ

とがわかった。

〔備　考〕

分担者：小泉　博（岐阜大学）・鞠子　茂（筑波大学）・

関川清広（玉川大学）

（１４）安定同位体比測定技術を用いた湿地生態系の栄養

塩負荷の履歴解読に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��１５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕野原精一（生物圏研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕人間活動や開発行為等に影響されやすい移行

帯としての湿地林生態系を対象とし，人間活動により激

しく撹乱された釧路湿原において，集水域からの栄養塩

類の流入量評価とその生態系影響，並びに緩衝機能を調

査・解析し，湿地林生態系管理のための科学的知見を得

ることを目的とする。

〔内容及び成果〕

　現地での水温，��を測定し，冷蔵してつくば市の研

究所に冷蔵搬送し，水質分析を行った。分析項目は全炭

酸（���），溶存態有機炭素（���），窒素（��４��，

��２��，��３��），リン（��４��）である。全炭酸お

よび溶存態有機炭素は���分析計（����５０００，島

津），窒素およびリンは比色分析法（������２０００，ブ

ラン・ルーベ）で分析した。主要イオンはイオンクロマ

トグラフ（���１００，東亜電波）で分析した。

　周辺の集水域から河川等を通じた物質流入過程につい

て，水質及び水の安定同位体比（δ�１８�等）を測定す

ることで周辺の集水域からハンノキ林への窒素肥料流入

等の影響を検討した。調査地として釧路湿原を選定し，

その河川の水質およびハンノキの伐採が及ぼす水質影響

評価を流入河川の水質モニタリング，ハンノキの伐採実

験という二面から研究を行った。採水は�１（達古武

川），�４（アレキナイ川），�５（シラルトロエトロ川），

�６（コッタロ川），�８（雪裡川），�９（幌呂川），�１０

（温根内川），�１１（幌呂川），�１３（久著呂川）の湿原

集水域から河川等を通じた物質流入過程について河川水

質モニタリングの調査地９地点で月１回採水し，水質及

び水の酸素安定同位体比を測定した。また，冬季の湿原

凍結後の雪を採取し水質及び水の酸素安定同位体比を測

定した。その結果，湿原の中央部において湿原周辺より

も高い濃度の栄養塩類（硝酸）が検出され，降雪による

栄養塩負荷が湿原では一様で無いことが明らかになっ

た。栄養塩類の負荷，汚染源として河川以外に大気から

の負荷も無視できないものと考えられた。

〔備　考〕

（１５）浅い富栄養湖沼のひとつの安定系モデル「水生植

物系」を成立させる要因の解析

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��２０８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高村典子（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕浅い湖沼において，水生植物が繁茂している

系と水生植物がない系，おのおのの系での生物群集と環

境要因の関係を明らかにする。

〔内容及び成果〕

　浅い水域における水生植物群落の有無が，水環境とプ

ランクトン群集に与える影響を，釧路湿原の湖沼の調

査，兵庫県ため池の調査，隔離水界実験などから検討し

た。まず湖沼面積の４０％以上が沈水植物群落で被われ

ている湖では，そうでない湖沼に比べ，同じ制限栄養塩

レベルの夏季の植物プランクトン現存量が有意に低かっ

た。また，植物プランクトン群集組成が大きく異なって

いた。抽水植物・浮葉植物群落のあるため池と，そうし

た群落がなく護岸されているため池での植物プランクト

ン群集組成を比べた結果，後者ではアオコが発生する場

合が多かった。ヒシ群落の有無については，ため池の中

に隔離水界４基を構築して，そのうちの２基にヒシを植

裁した実験を行った。ヒシ群落のある水界では，水中の

光の減衰が大きく，溶存炭素濃度が高く，水中の��と

底泥付近の酸素濃度がともに低くなった。しかし，植物

プランクトン群集への影響は顕著でなかった。

〔備　考〕

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



（１６）生理過程からスケールアップした冷温体林生態系

の撹乱・環境応答：ふたつの大陸東岸の比較解析

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��２０４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕竹中明夫（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕本研究課題では，変動する気候環境のもとで

の森林生態系の自律的維持と応答のメカニズムを解明す

るために，光合成系（葉群），通導支持系（幹，枝，支

持根），栄養獲得系（菌根菌を含む細根系）の生理的素

過程の応答から個体の成長，さらには群集動態へとス

ケールアップしていく理論的・実証的な研究を行う。冷

温帯性落葉広葉樹林とその構成樹種を主要な研究対象と

しながら，北米東北部の落葉広葉樹林のデータとの対

比・検討も行う。国内での測定データに基づいてスケー

ルアップ手法を開発するとともに，北米のデータを用い

てスケールアップ手法の一般性を検証する。本研究所の

担当部分は，個体を構成するシュートから個体全体への

スケールアップ，さらに個体間の相互作用を組み込んだ

森林全体へのスケールアップを行うためのモデルの開発

である。

〔内容および成果〕

（１）ホオノキのシュート構造の解析

　３次元構造を持った樹木の成長モデルを開発するに

は，シュートの発生・肥大・死亡を基本的なプロセスと

して組み込む必要がある。どのような構造のシュートを

樹冠内のどこにどれだけ作るのかによって樹冠全体の構

造が決まる。本課題では，構造が比較的単純なホオノキ

の若齢個体を材料に選んで解析を行っている。

　前年度に選定した１３のサンプル個体の構造の計測を

本年度も継続して行った。これで，１年間のあいだの

シュートの発生，肥大，死亡のデータ，親シュートと子

シュートの葉量の関係などが得られたことになる。これ

らのデータをもとに，親シュートの構造から子シュート

の構造を推定する統計モデルを検討している。これまで

のところ，親シュートの枝長から子シュートの本数を予

測する統計モデル，親シュートの枝長から子シュートの

枝長を予測する統計モデルなどを検討した。

　こうしたモデルを統合して，個体全体の構造を再現す

る３次元構造モデルを開発すること，そのモデルを使っ

て，構造作りのコストと光獲得の利得の兼ね合いから樹

冠構造の機能的側面を評価することが次の課題である。

（２）冷温帯林の樹種ごとの空間分布パターンの解析

　多数の樹種が林冠木として共存しているメカニズムは

今なお不明の部分が大きい。多くの森林で，得意な生育

環境の分化だけでは説明しきれないほどの種数が共存し

ているように見える。長命で固着性の生物の共存を可能

にするメカニズムのひとつとして，繁殖の時間変動の効

果が考えられている。個体の死亡によってできた空き地

は，たまたまその時点で多くの繁殖子を散布した種が占

めるとすると，希少種の個体数がときおり大きく挽回す

ることが可能になり，共存が促進される。大きな挽回の

ためには，種子が多数作られること，それらが空間内に

広く散布されることが必要だろうと考えられる。しか

し，個体ベースモデルを使ったシミュレーション実験の

結果，種子が親木の周辺に集中して散布されるような場

合でもこのメカニズムが働きうることが示された。

　このようなメカニズムが森林において現実に働いてい

るとするならば，森林の構造にもそれを反映したパター

ンが見いだされるものと期待される。北海道大学フィー

ルド科学センター苫小牧研究林の落葉広葉樹林をフィー

ルドとして，上層木と林床の稚樹との種構成の関係の解

析を開始した。調査対象の林分では，２０種程度の樹種

が高木層を形成している。この程度の種多様性は，多種

の共存メカニズムの解析に適したものと考えられる。既

存の調査データを使った予備的な解析の結果を見る限

り，直上の高木の樹種と林床の稚樹の樹種との相関はあ

まり高くないようである。これは，単純に散布種子数に

反映して林床の稚樹の分布パターンが決まっているので

はないことを示唆しており，繁殖の時間変動を想定した

仮説と矛盾しない。

〔備　考〕

研究代表者：甲山隆司（北海道大学）

共同研究者：�小池孝良・大崎　満・日浦　勉・露崎史

朗・久保拓弥（北海道大学）・俵谷圭太郎

（山形大学）・彦坂幸毅（東北大学）

当課題は重点研究分野Ⅳ．４．２にも関連

（１７）���代謝系酵素組み替え植物の���浄化能力の

評価

〔区分名〕農水��独法

〔研究課題コード〕０１０３��１４７

〔担当者〕名取俊樹（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３度）

〔目　的〕形質転換体植物の応用を考える際，植物の生

活の基本単位である個体レベルでの特性把握が不可欠で

ある。本研究では，すでに得られている���代謝酵素
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形質転換体タバコの個体レベルでの大気汚染ガス吸収能

を明らかにするため，植物体周囲の温度，湿度，光強

度，ガス濃度を精密に制御し，��代謝酵素形質転換体

の個体レベルでの���浄化能の解析及び評価を行う。

本年度は，特に，���に対して敏感に反応する���の取

り込み速度を指標にして，４種の酵素遺伝子それぞれを

入れた単独遺伝子形質転換体タバコの���耐性を比較し

た。

〔内容および成果〕

　４種の形質転換体タバコに０．３～０．５������暴露を

行い，同化箱法により���の取り込み速度（光合成速

度）を比較した。その結果，形質転換を行っていない対

照植物に比べて，���暴露により光合成速度が低下し難

い形質転換体タバコが確認できた。しかし，測定した全

ての植物について，���暴露時までの栽培条件が���暴

露による光合成速度の低下に影響を与えるという興味深

い結果が得られ，現在，この現象を解析中である。

〔備　考〕

共同研究者：田中　浄（鳥取大学）

（１８）東南アジア熱帯林の生物季節様式の解明

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕沼田真也（生物圏環境研究領域）・奥田敏統・

西村　千・吉田圭一郎

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕一斉開花・結実は隔年周期で同調的に多くの

樹種，個体が開花，結実を行う現象であり，東南アジア

の非季節性熱帯においても観察される。この東南アジア

熱帯林の一斉開花には主要な林冠木が参加するため，森

林の世代交代を考える上で不可避な要素であるものの，

一斉開花のメカニズム，いつ，どこで起こるのかという

時空間的様式に関しての知見は少ない。本研究ではマ

レーシアにおける一斉開花の季節性，地理的分布様式を

検討し，一斉開花の時空間様式とその将来予測を試み

た。

〔内容および成果〕

　一斉開花と気象要因の関係を解析するため，気象デー

タが比較的揃いやすい半島マレーシアを中心に気温，降

雨量及び一斉開花の地理的分布に関する情報収集を行っ

た。解析の結果，半島マレーシアに見られる一斉開花は

１）２～４月に始まる“春咲き”と　２）８～１０月に

始まる“秋咲き”の二つのタイプに分類された。また，

この一斉開花のタイプはこの地域で卓越する二つのモン

スーン，北東モンスーンと南西モンスーンがもたらす乾

季とそれぞれ対応し，南方振動指数が通常状態の時に多

く観察されていた。以上から，一斉開花は，南方振動指

数が通常状態でかつ乾燥する時期の後に発生する可能性

が高く，今後，地球温暖化の進行に伴い，南方振動が変

化する可能性が高いため，東南アジア熱帯林は大きな費

威にさらされていると考えられる。

〔備　考〕

（１９）バイオマニピュレーションを用い霞ヶ浦沿岸域に

沈水植物群落を回復させる試み

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高村典子（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕湖岸植生修復事業を実施した霞ヶ浦湖岸域に

おいて，土壌シードバンクとバイオマニピュレーション

の双方を活用して，現在霞ヶ浦から全く消滅してしまっ

た沈水植物群落を復元させるための予備的試験を行う。

〔内容及び成果〕

　国土交通省は平成１３年度補正予算により霞ヶ浦数ヵ

所において湖岸植生修復事業を実施した。本研究は，そ

のなかのひとつ，石川地区沿岸域水深０．５～１．０�の場

所に，隔離水界（５�×５�）を４基設置し，魚を除去

することにより，大型動物プランクトンを増やし，その

濾食の効果で透明度を上げ，底泥まで光が届く環境を創

出することで，土壌シードバンクから沈水植物群落が形

成されるかどうかについて観察した。事業が遅れたた

め，実験は７月から始めた。隔離水界外の周辺水域には

沈水植物の生育が認められなかったにもかかわらず，隔

離水界内にはササバモ，クロモなど在来沈水植物種の生

育が観察された。しかし，今回の実験期間では在来種が

種をつけるまでにはいたらなかった。また，コカナダモ

やオオカナダモなどの外来種の現存量が結果的に多く

なった。今後は，このような課題の克服について検討を

進める。

〔備　考〕
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（２０）風砂流が植物の生理生態に及ぼす影響の機構解明

および風砂流に対する植物の適応能に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕清水英幸（国際共同研究官）・于　云江

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕中国北西部の乾燥・半乾燥地域では，過耕作・

過放牧・過伐採に伴う砂漠化が進行しており，砂漠化地

域では強風と共に舞い上がった砂塵「風砂流」の植生影

響が問題となっている。これは，北京近郊では砂塵暴，

また，遠く韓国・日本でも黄砂現象として知られている。

　本研究では，中国で砂漠化が深刻な乾燥・半乾燥地域

の植生に及ぼす風砂流の影響を明らかにすることを目的

とする。このため，生理生態学的・形態学的・生理生化

学的手法を用いて，炭素収支と水収支の観点から植物の

抵抗性機作を解析し，風砂流の影響予測モデルを開発す

る。また，植物種による影響差異の比較から適応能を明

らかにし，風砂流に対する抵抗性種を選抜することによ

り，各地域の環境条件に適した緑化植物の提示に資す

る。

〔内容および成果〕

（１）中国乾燥・半乾燥地域の草原植物の発芽特性解析

　中国の乾燥・半乾燥地域に生育する草原植物について

は，野外分布や野外での生育に関する報告はあるが，植

物の繁殖に重要な発芽の環境応答特性に関してはほとん

ど報告されていない。そこで，環境制御装置を用い，気

温と光強度を組み合わせ，中国の乾燥・半乾燥地域の代

表的な草原植物６種（���������	
�������������������

��������		
����������	��
��������������	�
������	���

����������	
�������	��������������	�
）の発芽実験を行っ

た。

　これら植物の光条件や気温条件に対する発芽反応は，

植 物 種 に よ っ て 顕 著 に 異 な っ た。���������	�


��������	では，暗処理で発芽率が最大を示した。低温

では，光強度の増加が発芽を顕著に抑制したが，高温で

は，光による発芽抑制効果は減少した。光照射条件下で

は，気温が高いほど発芽率は上昇する傾向を示した。一

方，��������	��
���においては，２５�１５℃（明�暗期）の

とき，発芽率が最大を示した。また，同気温の場合は，

光強度が増加するほど，発芽率は増加した。このよう

に，発芽の環境応答特性は植物種によって異なり，風砂

流の被陰効果によって種子発芽が顕著に影響される種の

存在が示唆された。今後，植物の生長に及ぼす風砂流の

物理的効果が，これらの環境要因によってどのように影

響されるかについて，環境制御実験を実施する予定であ

る。

（２）風砂流影響解析用アクリル性小型チャンバーの試作

　上記���������	�
������	�などの中国産草原植物種

の幼植物体を用いて風砂流の影響実験を行うための，ア

クリル性小型チャンバーのサイズ等を検討し，試作し

た。また，風速，砂の投入量などを調整し，風砂流の影

響実験を実施するための条件検討を行った。

〔備　考〕

共同研究機関：北京師範大学

共同研究者：史　培軍（北京師範大学）

４．３　その他

（１）生殖系列細胞を用いた希少動物種の維持・増殖法

の開発に関する基盤研究

　１）生殖系列を用いた個体作出法の開発研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０３��１８６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高橋慎司（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクト

チーム）・清水　明

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕希少鳥類を人工的に増殖させるためには，近

交退化を未然に防ぐ必要がある。我々は，鳥類実験動物

（ウズラ・ボブホワイト）を用いて近交退化現象の解明を

行っている。今回は，希少鳥類を増殖する際に必要とな

る遺伝・環境要因を胚発生段階で診断し，孵化率を向上

させるための手法を開発する。また，これらの診断手法

をボブホワイトに適用し，近交退化を回避させながら近

交系作出を試み，最終的には希少鳥類の具体的救済方策

を提言する。

〔内容および成果〕

　本年度は，実験用ウズラを用いて近交化に伴う繁殖能

力の変化を把握するとともに，近交系ウズラ間での交雑

試験を行い雑種強勢による繁殖能力の回復を図った。ま

た，鳥類実験動物（ウズラ，ボブホワイト，ニワトリ）

に卵形診断手法を適用し，種間・系統間比較を行った。

以下に，主な成果を示す。

　１）近交系ウズラの５７世代にわたる繁殖能力を解析

した結果，�２系は絶滅型へ�２系は周期的回復型へ分

離したことがわかった。すなわち，�２系のふ化率は回

復型ながら増減サイクルを示すことがわかった。これか
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らのモデルは，希少野生鳥類の繁殖能力を改善させるた

めに有用な情報を提供するが，近交退化の指標として適

応度指数（産卵率×受精率×孵化率×育成率）が重要で

あり，しかも育成率を除いても有用性は高いことがわ

かった。

　２）ウズラ・ボブホワイト・ニワトリの卵形を画像処

理し，卵形診断により種間・系統間比較が可能となった。

また，�２系の平均卵形には絶滅の兆候が認められるこ

とが卵形不良の分析より明らかにされた。

　３）近交系ウズラ間で交雑した結果，特定の家系のみ

で繁殖能力が向上することが確認できた。希少種の増殖

を有利に進めるためには相性（�������）が重要であり，

遺伝的相性と行動的相性を組み込む必要があることがわ

かった。

　４）�２及び�２系の���構成を比較した結果，両

系ウズラとも���均一系として明確に分離しており，

コンタミなく系統維持されていることが証明された。

　５）近交系ウズラの種卵は，卵形異常・卵殻不良など

により孵化率が低下している。そこで，孵化率を向上さ

せるため，遺伝的に卵殻強度の高い家系を選抜した。ま

た，水質改善を行って卵殻質の向上を図った。

　６）ニワトリ種卵を用いて，胚発生動態観察手法を開

発した。発光ダイオード照明下で非破壊的に発生卵を連

続撮影する装置を作成し，孵化卵と発生中止卵の識別を

可能にした。

〔備　考〕

（２）異なる光と水環境下で生育する植物の光合成誘導

反応に及ぼす気孔・非気孔制限の評価

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００３��１４３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕唐　艶鴻（生物圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕変動する光環境下における光合成の瞬時的反

応の生態学的役割を評価するため，異なる環境要因が光

合成の気孔と非気孔制限にどのような影響を及ぼすかを

明らかにする必要がある。本研究では正常な気孔反応を

持つ植物と開いたままの気孔を持つ植物を使って，ガス

交換の測定を行い，誘導反応に対する気孔・非気孔制限

を評価し，誘導反応の律速過程に及ぼす光と水環境の影

響を明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度においては，平成１２年度と１３年度の実験結果

から得たデータに基づき，モデルを使って変動する光環

境下での光合成に及ぼす気孔制限と非気孔制限の影響を

評価した。モデルは�����������．（１９９１）のモデルを

ベースにして，気孔の不均一開閉と温度反応特性を新た

に導入し，変動光環境をシミューレーションし，熱帯林

林床植物の気孔制限の影響を評価した。その結果，気孔

の空間的不均一性が大きいほど，変動する光環境下での

炭素吸収量の低下が見られ，気孔による制限が大きくな

ることがわかった。また，温度が高くなると，気孔の制

限も低くなることもわかった。

〔備　考〕

（３）�生物資源としての「藻類」の収集・保存・提供

〔区分名〕文科��振興費

〔研究課題コード〕０２０６��４７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕渡邉　信（生物圏環境研究領域）・笠井文絵・

河地正伸・清水　明・戸部和夫

〔期　間〕平成１４～１８年度（２００２～２００６年度）

〔目　的〕国レベルの生物資源の保存を行うため，ナ

ショナルバイオリソースプロジェクトが開始された。藻

類は進化的に多系統の生物群であり，それを反映して極

限環境を含む多様な環境に生息するため，機能的な多様

性も期待され，重要な遺伝子資源である。国立環境研究

所・微生物保存施設が中核機関となり，５サブ機関とと

もに，藻類の収集・長期保存法の開発等を行い，ライフ

サイエンス研究，環境研究の基盤整備を行う。

〔内容および成果〕

　微細藻類と大型海藻を体系的に収集し，その分類学的

研究を行うことにより保存株の信頼性を確保する。ま

た，効率的に維持できる培養条件の検討や凍結保存法の

開発を行い，多数の培養株の保存を可能にする。一方で

培養の困難な微細藻種や世代交代を行わないために系統

保存が困難な大型海藻についても積極的に収集し，細胞

や���の保存を行うことによりバイオリソースの確保

に当たり，保存株とその株情報を一元的に管理する。本

年度は初年度にあたり，体制整備を行った。

〔備　考〕

神戸大学，筑波大学，北海道大学，国立科学博物館，東

京大学がサブ機関として参加している。
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５．環境の総合的管理（都市域の環境対策，広

域的環境問題等）

５．１　浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関す

る研究

（１）��２．５・���発生源の把握と対策評価に関する

研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�森 口 祐 一（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・若松伸司・小林伸治・

近藤美則・松橋啓介・田邊　潔・工藤祐揮・

長谷川就一

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕発生源の的確な把握は，あらゆる環境問題に

おける現象の解明，影響評価，対策立案の全てにおいて

不可欠かつ重要な課題である。本課題では，���をは

じめとする一次粒子，および���や���など二次粒子

の生成原因となる物質（二次粒子前駆物質）の発生源の

種類と地域分布を把握することにより，��の大気中に

おける動態解明や影響評価のための基礎データを提供す

るとともに，これらの発生要因となる人間活動に着目し

た排出抑制対策，特に自動車交通関連の対策に関する環

境改善効果予測手法を開発することにより，��・���

問題の的確な把握と対策推進に資することを目的とす

る。

〔内容および成果〕

　本研究では，短期的課題として，シャシーダイナモ装

置による実験手法および自動車の走行モード調査手法の

検討，トンネル調査や沿道調査を用いた実走行状態での

自動車からの排出特性の解明，交通・物流データに基づ

く���排出量の地域分布の推計システムの構築を計画

している。次いで，シャシーダイナモ装置での排ガス試

験による排出成分データと走行モード実測データを組み

入れた排出モデルの高精度化を行うとともに，���以

外の一次粒子および二次粒子前駆物質の排出インベント

リの作成を行う。また，���排出量の削減策のリスト

アップ，対策効果の推計モデルの設計・構築を行い，最

終的には，交通・物流システムに係る��・���対策の

効果予測モデルの精緻化，ケーススタディによる対策シ

ナリオごとの効果予測につなげる計画である。

　このため，本年度においては，前年度に引き続き，

シャシーダイナモ装置による排ガス試験，沿道での

フィールド観測，発生源インベントリの構築，対策の

サーベイおよび効果予測システムの構築の各分野で研究

を進めた。

　シャシーダイナモ装置は，地球温暖化対策研究棟の別

棟として竣工した低公害車実験施設内にあり，前年度か

ら稼動を開始したものである。車載型機器による排ガス

計測手法の開発に関する研究および超微小粒子の計測

法・動態解明に関する研究と連携しながら，複数の

ディーゼル車両について，��，ガス状物質の計測を

行った。とくに，高希釈倍率トンネルや排出ガス拡散

チャンバを用いて，排ガスの実大気中への排出となるべ

く近い条件下において粒子の排出状況や排出後の粒径変

化を計測する手法の開発を進めた。

　また，実際の道路沿道地域におけるディーゼル車から

の排出物とくに微小粒子の挙動を把握するため，大型車

交通量の多い幹線道路沿道において，秋季，冬季の各々

約２週間のフィールド観測を実施し，��の粒径分布の

連続測定や炭素成分をはじめとする組成の解明のための

サンプリングを行った。前年度の冬季に行った予備的調

査と同様，秋季においても，道路が混雑する時間帯に，

微小粒子の個数濃度が増加する現象が観測された。

　さらに，各種の交通公害対策による環境改善効果を評

価することを目指して，動的交通流シミュレーションモ

デル，排出量推計モデル，濃度推計モデル，曝露推計モ

デルなどを組み合わせた統合的なシミュレーションモデ

ルの構造の設計を進めた。動的交通流シミュレーション

モデルは，交通需要の時間変化によって生じる渋滞流，

非渋滞流を再現可能であり，環境改善効果の検討を行う

範囲に応じた２つのモデルの構築を進めた。すなわち，

特定地域における狭域対策用には，個々の車両の挙動を

再現可能なミクロシミュレーション手法，広域対策用に

は計算負荷低減のため，道路ネットワーク上の１つのリ

ンク内に存在する車両の挙動は一様とするマクロシミュ

レーション手法の基礎的検討を行うとともに，道路ネッ

トワークデータの作成を行った。

〔備　考〕

（２）��２．５・���の環境動態に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・デイーゼ

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�若 松 伸 司（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・デイーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・上原　清・菅田誠治・

酒巻史郎・長谷川就一・早崎将光

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕都市大気中における��２．５や���を中心と

した粒子状物質の環境動態を定量的に把握するために発

生源と環境濃度との関連性に関する室内実験，野外観

測，モデル開発を行う。具体的には風洞実験，航空機観

測，モデル解析，データ解析手法を確立し，沿道スケー

ルから地域スケールの環境大気中における二次生成粒子

状物質を含む粒子状物質の動態を立体的に把握し発生源

との関連性を明らかにする。

〔内容および成果〕

　広域��２．５・���モデル，及び都市・沿道��２．５・

���モデルを検証し，都市・沿道大気汚染予測システム

を構築する。このモデルを用いて発生源と環境濃度との

関連性を定量的に明らかにする。また粒子状炭素成分計

測のための測定手法を開発し，これを用いて環境測定を

行い，都市間の比較・評価を実施する。

　本年度には，都市���・沿道大気汚染の動態把握のた

めの調査と解析を実施した。関東・関西地域における立

体分布観測データの解析を行い両地域の特徴を把握し

た。これと共に複雑な道路構造地域における風洞実験解

析手法を検討した。特に高架道路が周辺の環境に及ぼす

影響を詳細に解析した。また沿道・一般環境における有

機炭素成分と元素状炭素成分の測定を行い分析手法の検

討を行った。平成１５年度以降は測定機器の実験室およ

びフィールドにおける実証試験，特定の地域をターゲッ

トとした事例研究，モデルの検証等を実施する。

〔備　考〕

（３）��２．５・���の測定に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�福 山　力（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・内山政弘・西川雅高・

上原　清・松本幸雄・須賀伸介

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕大気中の微小粒子状物質，および粒子生成に

関わるガス状物質を対象として，高密度かつ高時間分解

能測定が可能な計測システムを確立し，それによって得

られるデータに基づいて，発生源から種々の輸送過程を

経て最終的には人体や植物体に至る粒子状物質の振る舞

いを全体的に把握すること。空間的に高い密度で展開す

ることができ，かつ高い時間分解能の測定を可能とする

測定システムとデータ処理方法の開発。

〔内容および成果〕

　１）前年度用いた光散乱式粒子センサーは吸引サンプ

リング機構等に技術的問題が認められたので，本年度は

熱対流式で可動部分を一切もたないサンプリング方式の

粒子センサーを採用し，これを前年同様固相比色法によ

る二酸化窒素センサーとともに，市街地に２０～３０�程

度の間隔で展開して高密度測定システムの試験を行っ

た。また，可搬型凝縮粒子計数器による全粒子数濃度分

布の測定も併せて行った。その結果，粒径約１μ��より

大きい粒子と小さい粒子とでは，発生源である道路から

の距離減衰の程度に違いが見られるなどの知見を得て，

粒子状物質による都市大気汚染の対策を考える際に，高

密度測定データが有用であることを明らかにした。

　２）全国常時監視局では，１０μ��分粒器付ベータ線

吸収式エアロゾル計測装置が稼働している。昨年度に引

き続き，このベータ線吸収式エアロゾル計測装置が，

��２．５を対象とする常時監視にも適用できるかどうか

の検討を行った。大気モニター棟（常時監視局のモデル

的施設）において，��２．５分級装置を同じくする

����（���������	�
�������		�������������	����）装

置と異なる４社のベータ線吸収式エアロゾル計測装置に

ついて長期比較試験を行った。ベータ線吸収式エアロゾ

ル計測装置は，装置間性能に差が見られたが，��２．５

濾過捕集法と最も相関のよかった装置は，����と同

程度の感度（２μ�����）および精度（濾過捕集法デー

タ基準で傾き誤差１０％以下）を示した。現在，ベータ

線吸収式装置の装置間誤差の原因を追及しているところ

である。

〔備　考〕

（４）��２．５・���の疫学・曝露評価に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�新 田 裕 史（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・小野雅司・田村憲治

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕都市大気中における��２．５を中心とした粒

子状物質による大気汚染を改善するためには，発生源動

態の把握，環境濃度との関連性の解析，並びに疫学・曝

露評価，毒性・影響評価を行う必要がある。その中で，

粒子状物質（��）および���に関する疫学データおよ

び曝露量データを収集・整理，解析することにより，健

康リスク評価のために必要な資料を提供する。本年度

は，通勤・通学等の人々の移動や移動先での曝露も考慮

した，������曝露量と健康影響評価のための曝露量

推計モデルの開発を行う。

〔内容および成果〕

　開発したモデルはリスク評価・管理のための集団曝露

を推計するためのものである。これまでも同様な目的を

もったモデルはいくつか提案されてきた。最も単純なモ

デルは地域の環境大気濃度と当該地域の人口を掛け合わ

せることによって集団曝露量を推計するものである。モ

デル開発の第１段階として，環境大気濃度推計モデルの

現状での精度，および既存の国勢調査や生活時間調査か

ら入手可能なデータの空間・時間分解能を考慮し，市区

町村単位の長期的な平均曝露量の推計を試みた。国勢調

査（平成１２年）のデータより，大都市圏で通勤者が多

い市を例として算定した。このケースでは全人口の約２

割が東京２３区内に就業している。推計結果から，東京

都２３区への通勤者の就業地での曝露量は常住地での曝

露量の約２～３倍程度と推計された。このことは常住地

と従業地との環境濃度差を反映したものであり，生活行

動パターンおよび大都市圏中心部への通勤者の割合が大

きいことを考えると就業地での曝露を無視することはで

きないことを示している。今回のモデルには種々の制約

があり，今後はモデルの感度分析を進めながら，推計精

度に大きく影響を与える可能性があるパラメータについ

てはさらに検討を加えるとともに，確率変動を考慮した

�����������	�
��の適用についても検討する必要があ

る。

〔備　考〕

（５）��２．５・���の毒性・影響評価に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２９９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�小 林 隆 弘（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・高野裕久・鈴木　明・

古山昭子・藤巻秀和・平野靖史郎

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕実験動物を使った研究を実施して，��特に

���の健康影響に関する知見を集積する。ディーゼル

排気（��）全体の呼吸�循環器系への影響およびその

機構を明らかにする。同時に呼吸��循環系に病態のある

モデル動物（高血圧，肺高血圧，動脈硬化，心筋炎，肺

炎など）を用い疫学調査に見られる死亡率の増加に関連

する可能性のある指標にどのような影響があるかについ

て検討する。次に，��成分中のガス状成分の曝露実験

を行い，呼吸�循環器系への影響およびその機構を検討

する。��全体の曝露による影響と比較し�粒子状成分

の寄与について検討する。さらに，���を含めた微小

粒子の��������での影響評価手法を開発し各種粒子の影

響評価を行う。また，��暴露の動物への濃度��影響関

係から閾値の算定を行う。

〔内容および成果〕

　ラットまたはマウスに��全体や���の抽出物を曝露

あるいは気管内投与し呼吸��循環器系に及ぼす影響につ

いて検討し以下のことを明らかにした。

　１．前年度までの研究で，ラットに��を吸入曝露す

ると，異常心電図が出現することが明確となったので，

本年度では，異常心電図の出現の要因について検討し

た。まず，１年間��を曝露した曝露ラットの動脈血中

のガス分圧と��を測定すると，動脈血液中の酸素濃度

の低下および二酸化炭素濃度の増加が起こることが確認

された。さらに，同時に肺および気道におけるガス交換

障害を主とする呼吸機能の低下が起こり，これらの変化

は，心臓負荷を増大させ，循環機能の低下をもたらすこ

とが示唆された。

　２．疫学調査では，��２．５と気管支喘息，肺炎，気

管支炎，慢性閉塞性肺疾患等の既往者や，高齢者などの

易感染性が示唆される高感受性群の死亡率の増加が示唆

されているが病態増悪の機構は明らかにされていない。
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易感染者の急性増悪にはグラム陰性桿菌が関与すること

が多い。そこで，グラム陰性桿菌由来の細菌毒素による

炎症性肺傷害に���が与える影響を検討し，これまで

細菌毒素による肺障害は���により顕著の増悪するこ

と，急性肺傷害は好中球性炎症と肺水腫を主体とし，炎

症性サイトカインやケモカインと�����１等の細胞接着

分子の発現増強とよく相関することを見いだしてきた。

本年度は���を脂溶成分と粒子成分に分画し，細菌毒

素による急性肺傷害を増悪するかについて検討し，抽出

物を除いた粒子成分に感染時におきる炎症を増悪させる

作用が強いことを見いだした。これらの結果は易感染性

を有する肺気腫等の患者が粒子状物質に対して高感受性

である可能性を示唆するものである。

　３．これまで，アレルギー性喘息や花粉症様病態を増

悪することを見いだしてきたがその機構について検討し

た。アレルギー反応で重要な抗原の提示機能や提示の際

に重要な役割を果たす細胞表面分子の発現が���によ

り増加することが見いだされた。これらのことから，

���のアレルギー反応増悪に抗原提示機能の増加が寄

与している可能性が示唆された。

　また，アレルギー性炎症誘導における上気道リンパ節

の役割を明らかにするために��８陽性�リンパ球を除

去し影響を検討した。���１産生において抗原と抗��

８抗体処理した群で��曝露およびガス状物質曝露群で

有意な増加が認められ，��８陽性�リンパ球が��曝

露の影響を抑制していることが示唆された。

　４．微小粒子状物質の毒性スクリーニング手法の開発

および毒性物質の解析については，���は肺内の種々

の細胞に酸化ストレスを与え，それに対する防御機構が

作動するよう遺伝子が発現することが明らかになった。

このことから抗酸化系酵素である���１の発現を指標に

粒子の持つ酸化的ストレスの程度を評価できる可能性が

示唆された。また，���中にはニトロフェノール類な

ど血管を弛緩させる作用を持つ物質があり循環機能に影

響を持つ可能性が示唆された。

〔備　考〕

（６）都市大気環境評価のための数値シミュレーション

手法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��３７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕須賀伸介（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕環境を定量的に評価する立場から，環境問題

に対する数理モデルの構築およびシミュレーションに関

する基礎的研究を行う。本年度は，局所的に複雑な挙動

を示す物理現象に関連したシミュレーションシステムと

観測データの解析システム構築の準備として，（１）交

通量の多い沿道付近での大気流体シミュレーションおよ

び観測データの処理手法の検討　（２）新しい流体の数

値シミュレーション手法として近年注目されている格子

ガス法・格子ボルツマン法の適用について検討すること

を目的とする。

〔内容および成果〕

（１）格子ガス法により，水滴の沈着モデルの設計を

行った。（２）格子ボルツマン法による流れ場の計算シ

ステムを開発し，���乱流モデルも組み込んだ。これを

２次元の沿道流れ場の計算に適用し，従来手法と同程度

の精度で計算できることを確認し，計算の効率性で優れ

ていることを見いだした。（３）格子ボルツマン法によ

り汚染物質の挙動をシミュレーションする移流拡散問題

の計算システムを開発した。この際，これまで文献で報

告されていた手法よりも非常に精度高く計算可能な手法

を開発した。（４）複数の観測器による同時観測データ

の解析を行うために，機械間のデータを補正する効率的

な計算アルゴリズムを構築した。

〔備　考〕

（７）大気環境のフィールド観測のための新ライダー技

術に関する基礎研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０９４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕松井一郎（大気環境研究領域）・杉本伸夫

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕自動車排気ガスから放出される大気中粒子物

質の粒子別の空間的・時間的分布の遠隔計測を目的とし

た新しいライダー技術の開発に関する基礎的な検討を次

の項目について行う。１）ミー散乱ライダーによる粒子

別エアロゾル測定の方法としてマルチスタティックライ

ダーの検討　２）可搬型ライダーシステムの構築に必要

な小型化に関する技術的検討　３）具体的に製作可能な

測定システムの検討，設計。

〔内容および成果〕

　本年度は，フィールドでの観測を行う上で可搬型シス

テムの構築に要求される装置の小型化および湿度などの

環境条件について技術的な検討を行った。
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〔備　考〕

（８）肺における細胞外基質代謝に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��２１５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�古 山 昭 子（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・持立克身

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕肺胞組織は肺胞上皮細胞，肺線維芽細胞，血

管内皮細胞とそれらの細胞間を埋める細胞外基質から構

成されており，それぞれの細胞の機能発現には正常な細

胞外基質構成を保つことが重要である。大気汚染物質暴

露により，傷害を受けた肺で分泌される様々なサイトカ

インは，組織再生あるいは組織の破壊や異常な線維化に

関与していると考えられる。本研究では，��������で肺

胞上皮組織を模した培養系を用い，細胞外基質代謝への

サイトカインの影響を検討し，組織傷害後の再生機構を

明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度は，肺胞上皮細胞と肺線維芽細胞の共培養系に

おいて，肺組織障害と修復に伴ってマクロファージなど

から分泌される代表的な炎症性サイトカインである

�����������	１β（���１β）と ��������	��
�
��	�����α

（�����α）が培養肺胞上皮細胞の基底膜形成に与える

影響を検討した。���１βと�����αは肺胞上皮細胞から

の基底膜構成分子であるⅣ型コラーゲンの生合成を促進

させることにより基底膜形成を促進した。一方，肺胞上

皮細胞と線維芽細胞の共培養においては，���１βは線

維芽細胞に作用して細胞外基質分解酵素である����

９の分泌を誘導し活性化することにより基底膜形成を阻

害し，既存の基底膜構造体をも分解することが明らかに

なった。���１βは肺胞上皮細胞からの����９の分泌は

誘導しなかった。�����αは単独では線維芽細胞にほと

んど影響を与えないが，���１βの����９誘導を相乗的

に促進した。また，肺胞上皮細胞が正常な細胞間接着構

造を形成している場合には，添加した���１βは下層の

線維芽細胞に作用しなかった。以上の結果から，肺胞上

皮細胞層が正常な場合には，���１βと�����αは基底膜

形成と維持を促進し上皮細胞層の安定化に貢献するが，

肺胞上皮細胞に間隙が生じるとその下層に存在する線維

芽細胞に作用し基底膜形成と維持を阻害することを明ら

かにした。

〔備　考〕

（９）大気環境影響評価に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２１８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・デイーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�若 松 伸 司（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・デイーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・上原　清・菅田誠治

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕総合的な都市大気環境対策に資するための，

さまざまな時間空間スケールに対応する大気環境予測モ

デルに関する基礎的な検討を行い，大気環境影響評価の

理論化と体系化を図ることを研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　都市大気中におけるガス状大気汚染や��２．５や���

を中心とした粒子状物質のモデル化に関する研究を基

に，大気環境影響評価の技術体系を構築する。具体的に

は，風洞実験，野外観測，モデル解析，データ解析等を

基に，沿道スケールから地域スケールの環境大気環境質

を総合的に把握する手法を開発する。また，モデルの誤

差と精度の検証や，モデルの利用方法，モデルを用いて

の大気環境予測の実施方法に関する基礎的な検討を行

う。本年度までに，研究課題の明確化と，特に発生源把

握に関わる基礎的な検討，モデルのレビュー，トレンド

解析による大気環境の現状把握，広域大気汚染予測モデ

ルの検討，局地大気環境予測モデルの検討，を行った。

平成１５年度以降は大気環境予測モデルの検証を実施し，

これを基に最終的には大気環境影響評価の理論化と体系

化に向け検討を進める。

〔備　考〕

（１０）空間・時間変動を考慮した大気汚染物質の曝露影

響モデルの開発に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��２２６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕�松 本 幸 雄（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕大気汚染物質濃度が空間的，時間的に変動す

る事を考慮した曝露―影響モデルの開発を目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度は前年度に行った曝露―影響モデルの現況の把

握と問題点に関し，さらに検討を進めた。

　特に，気象データと大気汚染の関連の詳細検討，なら

びに大気汚染と死亡の関連データの時系列的な調整方法

について実データでなく仮想データによるプロトタイプ

的な検討を行った。これらを大気汚染と死亡データ（実

データ）の解析につなげる予定である。

〔備　考〕

（１１）粒子等の沿道大気拡散モデルの開発に関する基礎

的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��３７４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�松 本 幸 雄（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・須賀伸介・内山政弘

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕道路周辺の粒子等大気汚染物質の拡散モデル

を開発することを目的とする。まず，簡便な拡散モデル

により評価した沿道の濃度と実測データとの整合性を検

討し，より現実に近いモデルを構築するための基礎的検

討を行うのが目標である。

〔内容および成果〕

　沿道数値モデルの主な課題は，個々のプロセスの近似

の向上とその総合化，及び計算法の効率化と考える。

　今年度は熱流体ソフトウエア「������」を導入し，

���εモデルで基礎的な形状の物質について流体の流れ

場と拡散を計算した。

　また，基礎的な形状について格子ボルツマン法により

乱流と拡散効果を計算した。この結果を，風洞による結

果と比較しつつある。

　これらをまとめて今後の粒子拡散モデルの改良方針を

検討する。

〔備　考〕

（１２）複雑市街地における局所高濃度大気汚染の発生と

その予測に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２１６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�上 原　清（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトチーム）・若松伸司・松本幸雄

〔期　間〕平成１３年度～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕実市街地の縮尺模型や単純な形に理想化した

市街地模型（街区模型）などを用いた風洞実験を行い，

沿道における風の流れと大気汚染物質の拡散の関係を明

らかにすること。

〔内容および成果〕

　本年度は川崎市池上新町交差点周辺の市街地を簡易に

モデル化して風洞実験を行った。その結果，１）高架道

路下部に設置された防音フェンスによって高架道路下の

風通しが阻害され，沿道内部の濃度分布が大きく変化す

ること　２）沿道内部の濃度分布は直近道路構造の影響

を強く受けるが，道路から離れるとそれらの影響は減少

する　３）大気安定度による沿道内部および後背地にお

ける濃度の差は大きい，などのことがわかった。

〔備　考〕

（１３）大気中における微小粒子分散系の生成，時間発展

および沈着に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９７０２��２２０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�福 山　力（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成９～１４年（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕微量大気成分から気相－凝縮相転移により固

相や液相のエアロゾル粒子が生成し，粒子�気体および

粒子�粒子相互作用を経て沈着により除去される過程を

調べ，多相系としての大気の物理・化学的特性を明らか

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



にし，大気中浮遊粒子状物質の制御に役立つ知見を得る

こと。

〔内容および成果〕

　前年度終了した地球環境研究総合推進費による研究で

は，森林地帯における粒子状物質（主に硫酸塩）の鉛直

フラックスが，場合により上向きあるいは下向きになる

という結果が得られ，この挙動にオゾンの反応が関与す

るものと推測された。そこで，森林内外におけるオゾン

濃度分布データについて，��������関係式などに基づ

く解析を行い，森林内で光化学的生成過程が進行するこ

とを明らかにした。この結果は，オゾンやそれに伴う過

酸化物などの酸化性物質が硫酸塩を生成する，という推

測を裏付けるものである。

〔備　考〕

（１４）建物・街区・都市・地域の各規模にまたがる熱環

境解析と環境共生都市の計画への応用

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��３７５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕建物・街区・都市・地域の各規模をまたぐ解

析を行う手法を確立し，都市計画的な手法への応用を行

うほか，都市気候図の作成を行い，そこから得られる知

見をもとに，都市計画への具体的提言を行う。

〔内容および成果〕

　東京都心部等を対象に，夏季の暑熱問題日における高

密度観測気象データ，地表面熱画像（衛星及びグランド

トゥルース），大規模緑地からの夜間の冷気流モデルに

よる計算結果などを統合し，夜間の暑熱緩和に向けた都

市計画的方策についての提言を試みた。図は都心に展開

する大規模緑地からの冷気の供給を活用するための都市

環境再生戦略を示すマップの例として描かれたものであ

る。

〔備　考〕

研究代表者：花木啓祐（東京大学）

共同研究機関：東京大学

共同研究者：研究代表者に同じ

（１５）山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に関す

る研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��３７６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕長野県長野市を研究対象地とし，気象観測に

より山風出現日における都市内の気温と風の水平分布及

び山風の鉛直分布を明らかにし，都市内における山風の

影響範囲や山風自身の構造を解明する。そして，これら

のデータを元にした山風再現の数値シミュレーションを

実施し，その結果を観測データと照らし合わせてモデル

を確立し，山風の都市ヒートアイランド緩和効果につい

て検証を行う。

〔内容および成果〕

　観測開始（２０００年７月）から２００１年１２月までの

データを用い，裾花川に沿った山風の基本的な特性につ

いて解析を行った。県庁と気象台における２１時から３

時までの平均風速の差が３���以上の日を山風日と定義

した結果，山風日は６８例抽出され，その出現頻度は春

と秋に多くなった。気象台では長野盆地の走行にほぼ等

しい東西風の頻度が高かったのに対し，県庁では北西の

風向頻度が突出して高かった。また，気象台では１年を

通じ日中に風速のピークが現れるのに対し，県庁では夜

から朝にかけて風速の強い時間帯が通年で現れる。さら

に，ドイツで開発された数値モデルである��������
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図　都心に展開する大規模緑地からの冷気の供給
を活用するための都市環境再生戦略を示す
マップの例（東京）



を長野市周辺地域に適用し，裾花川上流の山地斜面で形

成された冷気がどのように市街地へ到達するかを検討す

るための数値シミュレーションを行い，長野市への冷気

の供給パターンが描き出され，典型日の地上風系との比

較が行われた。

〔備　考〕

研究代表者：浜田　崇（長野県自然保護研究所）

共同研究機関：長野県自然保護研究所

共同研究者：研究代表者に同じ

（１６）中国における都市大気汚染による健康影響と予防

対策に関する国際共同研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０００４��０７３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕田村憲治（環境健康研究領域）・高野裕久・�

小野雅司・新垣たずさ

〔期　間〕平成１２～１６年度�（２０００～２００４年度）

〔目　的〕近年中国の都市大気汚染には，工場排煙，地

域暖房用の石炭燃焼排煙に，自動車排ガスが加わり粒子

状物質の大気汚染が重大な問題となっている。住民の健

康影響も顕在化しているといわれているが，その実態に

ついては調査研究が始められたばかりである。

　本国際共同研究は，中国東北地方の大都市を対象に，

①都市大気汚染の状況を大気中微小粒子（��１０，

��２．５）を中心に把握し，②こうした大気汚染と地域

住民の曝露実態との関係を個人曝露調査により明らかに

し，③呼吸器を中心とした慢性的および亜急性的な大気

汚染による健康影響の有無を明らかにすることにより，

都市大気汚染の健康影響に関する予防対策に寄与するこ

とを目的にしている。

〔内容および成果〕

　大気汚染の原因として工場排煙，暖房用石炭燃焼排

煙，自動車排ガスのいずれかを特徴とする大都市を各年

度１都市ずつ対象とし，最終年度は初年度の対象都市の

再調査（経年変化の確認）とまとめを行う。各対象都市

には，大気汚染濃度レベルの異なる３調査地区を設定

し，以下の項目について調査し，比較検討を行う。

　①粒径別サンプラーを設置して大気中粒子濃度を，

パッシブサンプラーで���，���濃度をそれぞれ測定し

年間の汚染濃度を評価するとともに，既存の環境測定資

料を収集・解析することにより対象都市の汚染状況を把

握する。

　②成人を対象として，上記汚染質に関して，居住家屋

内外および個人曝露濃度を測定し，地域の一般環境濃度

と住民の曝露量との関係を明らかにする。

　③学童を対象に標準的な質問紙調査により慢性的な呼

吸器影響の有無を把握するとともに，都市暖房の亜急性

の呼吸器への影響を把握するために，同一学童に対して

肺機能検査を繰り返し，冬季暖房の影響を明らかにす

る。

　④粒径別に捕集した微小粒子を分析し，粒径，地域，

季節による微小粒子の有害性の評価を行う。

　さらに，⑤地域の社会経済状況，大気汚染発生源情報

などを収集・解析し，上記の知見を総合して予防対策に

寄与する情報を提供する。

　平成１２年度に中国医科大学公共衛生学院孫貴範院長

（遼寧省瀋陽市）を代表とした共同研究体勢を整え，前

年度は，自動車交通量の異なる瀋陽市内３地区を対象に

サンプリング及び調査を実施した。

本年度は瀋陽市の東に隣接する撫順市において，工場地

帯からの距離の違いで３地区を対象として，前年度と同

様の調査を実施した。

　本年度の結果は整理中であるが，瀋陽市における調査

結果から，大気中粒子中の有害な����（ニトロ多環芳

香族炭化水素）濃度は冬季に増加し，特に微小粒子中に

多いことを確認した。また，児童の肺機能検査の結果か

ら都市暖房期間中（１月）に，わずかではあるが地区に

より有意な肺機能低下が認められ，詳細な検討を行って

いる。

〔備　考〕

共同研究者：孫　貴範（中国医科大学）

（１７）西日本地域を中心とした大気汚染の長期的なトレ

ンド解析

〔区分名〕地環研

〔研究課題コード〕０１０５��３００

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・デイーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�若 松 伸 司（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・デイーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・菅田誠治・宮下七重

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕日本の都市大気環境質の経年変化や地域特性
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を知るためには，長期的なトレンド解析が必要である。

これを行うためには，日本の大気質境界濃度の把握が不

可欠であり，特に西日本地域の濃度変化の把握が重要で

ある。本研究においては，西日本を中心とした地域にお

ける光化学オキシダント等の経年変化の解析を実施す

る。

〔内容および成果〕

　本年度までに，経年変化の解析を実施するためのデー

タベースを構築した。また「大気汚染データ集計・解析

プログラム」を作成し地域間の比較評価を行った。その

結果，オキシダント濃度の季節変動や経年変化には，全

国共通のパターンと地域固有のパターンがあることが明

らかとなった。平成１５年度以降は，濃度変動パターン

によるグループ分けを行った上で，変動要因等について

研究を進め解析結果をとりまとめる。また，���等の

他の物質についても同様の解析を行い，光化学オキシダ

ントとの関連性を検討する。

〔備　考〕

�型共同研究参加１９研究機関：秋田県環境センター・

長野県衛生公害研究所・富山県環境科学センター・福井

県衛生環境研究センター・静岡県環境衛生科学研究所・

岐阜県保健環境研究所・名古屋市環境科学研究所・滋賀

県衛生環境センター・京都府保健環境研究所・兵庫県立

健康環境科学研究センター・鳥取県衛生環境研究所・島

根県保健環境科学研究所・山口県環境保健研究センター・

徳島県保健環境センター・香川県環境保健研究センター・

愛媛県衛生環境研究所・福岡市保健環境研究所・佐賀県

環境センター・長崎県衛生公害研究所

（１８）ディーゼル車排出ガスを主因とした局地汚染の改

善に関する研究

〔区分名〕環境��公害一括

〔研究課題コード〕０２０４��３７７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�松 本 幸 雄（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・上原　清・福山　力・

内山政弘・須賀伸介・田村憲治・森口祐一・

小林伸治・西川雅高・若松伸司

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕ディーゼル車排出ガス等による局所沿道高濃

度汚染に実効果のある対策を提言することを目的とす

る。そのために本研究では，川崎市をモデルに高精度風

洞シミュレーションシステムの開発を行い，また実測調

査等により現象の理解を深めることにより，各種改善策

の効果を事前に高精度に評価するシステムを構築するこ

とを目標とする。

〔内容および成果〕

　ディーゼルを主因とする沿道大気汚染に対し（１）風

洞実験および（２）現地調査の二つの視点から川崎市池

上新田交差点周辺をモデル地域として対策につながる手

法の探索を進めた。

　対象とする地域には東京大師横浜線（産業道路）と，

その上に高架として首都高速横羽線が走る。とくに汚染

の激しい新田交差点は，臨海の工業地帯につながる道路

が交差している。ディーゼル車の割合は産業道路および

臨海工業地帯への道路に多い。

対策の観点からみた初年度の主な成果の概要はつぎの通

りである。

　１．風洞実験による検討結果

　風洞実験において２次元街区模型を用いることによ

り，各種構造物が周辺の汚染に与える効果について詳細

に検討した。結果の概要は次のとおりである。

　①高架道路下に植物浄化および防音のためのフェンス

（以下，防音壁）がないとき，風は高架道路の下を通り

抜けて後背地に流出する。防音壁があると，高架道路下

を通る流れが阻害されるため自動車排ガスは沿道に滞留

しやすく，濃度が増加する。

　②本事例の場合，幹線道路沿道内部の濃度に対する，

高架道路から排出された自動車排ガスの影響は少ない。

ただし，高架道路下の通風が阻害される場合には，高架

下部沿道や後背地に高架道路からの汚染が降下し濃度が

増加する可能性がある。

　③地上の交通の一部を高架道路に迂回させることに

よって，ほぼ交通量が減少した分だけ，地上濃度は低減

するものと予想される。

　④しかし，新たに高架道路を敷設し，その高架道路に

進入するための地上からのスロープが設置される場合に

は，その構造物自体の存在やスロープを上昇することに

よる車の排気ガス増加を十分考慮する必要がある。

今後は，実物市街を縮小した詳細模型を用いることによ

り，これらの点を確認するとともに，地上濃度を下げる

視点から各種構造物の効果を確認する。

　２．現地調査

　川崎市池上新田交差点周辺の大気汚染，特にディーゼ

ルが主因とされる粒子状物質の空間濃度分布を知るため

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



に，２００２年９月と２００３年２月にそれぞれ約１０日間の

調査を行った。調査の目的は，粒子数の多地点同時測定

により粒子の空間分布が評価可能なことの確認であっ

た。粒径１～１０μ�の粒子について，研究担当者らが

開発したエアロゾルセンサーを交差点周辺に多地点（約

３０地点）配置することにより，１０分ごとの粒子個数を

同時測定し，短時間の粒子濃度分布を測定した。２期間

とも粒子数は，概ね道路近くで多く，道路から離れるに

従って低減する。

　また，０．０３～１μ��の粒子についても，２台の凝縮

粒子カウンター（���社�������３００７）を用い，沿道直近

と池上自動車排出ガス測定局において測定した。

　この結果によると，地上の自動車から排出された大気

汚染物質は道路の直面した地点では高濃度だが，沿道の

家屋群に入れば急激に濃度が低下することが確認され

た。このことは，車道から発生した汚染物は道路周辺で

上方への移流・混合が大きいことを示唆する。沿道高濃

度の低減対策を考える上で留意すべきことと考える。

〔備　考〕

地域密着型環境研究

共同研究者：井上俊明（川崎市）・原　久男（川崎市）・

林　久緒（川崎市）・藤田周治（川崎市）

（１９）車載型機器による実走行時自動車排ガス計測・管

理システムの実証

〔区分名〕環境��環境技術

〔研究課題コード〕０１０３��３０２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�森 口 祐 一（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・小林伸治・近藤美則・

松橋啓介・田邊　潔・若松伸司・上原　清・

工藤祐揮

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕自動車排ガス中の���，��，��などの物

質は，都市大気汚染の主因であり，自動車排ガスによる

都市・沿道の大気汚染は改善が遅れ，残された公害問題

の最重要なものの一つである。一方，���などの温室効

果ガスの発生源としても自動車排ガスの重要性が高まり

つつある。自動車排ガス中の各種大気汚染物質の測定

（排ガス試験）は，従来，主にシャシーダイナモ装置を

用いて行われてきたが，特殊・大型・高価な施設であり

多くの車両について実測を行うのが困難なこと，実際の

走行条件を完全には模擬できないことなどの問題があ

る。これを補完，あるいは代替する手法として，車載型

の排ガス計測機器が実用化されれば，これを多くの車両

に搭載した実測調査が可能となり，現実の社会における

自動車の使用実態に即した，より的確な大気汚染物質排

出量の計測・監視が可能となる。一方，���（全地球測

位システム）や自動車の制御系から得られる情報の活用

により，自動車の走行動態を計測・記録する技術も急速

に発展しつつあり，これを排ガス計測技術と組み合せる

ことにより，走行動態と排ガス量の関係を詳細に解明す

ることが可能となりつつある。

　そこで本研究では，車載型の排ガス計測技術および走

行動態の計測技術を開発するとともに，この技術を用い

て走行動態と排ガス量の関係を解明し，自動車排ガス汚

染の改善に資する知見を提供することを目指す。

〔内容および成果〕

　本研究の全体計画では，（１）既に実用化レベルに達

しつつある車載型���計測装置および実用化に近いレ

ベルにある��，���，��，��の車載型計測装置を用

いて，市街地実走行による計測と，この走行条件を模し

たシャシーダイナモ装置による排ガス試験を行って結果

を相互比較し，必要な技術的改善を施すことで車載型計

測装置が十分な精度を持ちうることを実証する。（２）

車載排ガス計測技術を低コストで多数の車両に適用可能

なものとするため，簡易車載型���計測装置について，

より精緻な計測装置による測定との比較によって，その

精度を検証する。また，簡易車載型��計測装置の技術

開発を行い，実用化にあたっての問題点と実用化の可能

性を明らかにする。（３）多くの車両に走行動態計測記

録装置を搭載して連続測定を行い，速度や加速度等のエ

ンジン側の情報に加え，運転者の視点等の運転状態の情

報，道路勾配などの道路側の情報，トリップ長などの自

動車運行形態の情報を調査する。これらの結果を車載型

計測装置による排ガス測定データと組み合せることに

よって，沿道局地汚染地区における排出実態の把握，地

域の総排出量推定・排ガス削減計画の立案，さらには運

輸事業者等による排ガスの自主管理に資する知見を得

る。

　本年度は，１台のディーゼル車両に対して季節ごとの

走行動態及び排ガス排出実態等の変動を明らかにするた

めに，前年度に引き続き高精度型および簡易型の車載

���計測装置および走行動態計測記録装置を搭載し，

市街地及び高速道路での実走行調査を実施した。また，
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前年度に実施した５台の試験車両を用いた実走行調査に

よる排ガス・走行動態の計測結果を併せて，走行動態と

排ガス排出実態の関係の解析を深めた。

　さらに，排ガス中の��濃度を光の透過率から求める

オパシティメータによる車載��計測装置を新たに用い

て，市街地の実走行調査を行うとともに，シャシーダイ

ナモ装置上での高精度��測定装置との精度比較実験を

行った。また，共同研究機関が開発中の簡易型・車載型

��計測装置について，動作確認のための基礎的実験を

行った。

　一方，加熱型の非分散赤外分光法（����）による車

載型計測装置を用いて，ガソリン直接噴射車両に対して

市街地及び高速道路における実走行調査を実施し，

��，���，��の排出実態の計測を行った。また，走

行動態の計測に関して，加速度計を用いた道路勾配の計

測を試み，���による計測と組み合せることにより，

排ガス排出と道路勾配との関係の解析に十分な情報が得

られることを確認した。

　これら一連の研究から，車載型機器の精度検証と改善

点の検討を行い，車載計測がシャシーダイナモ装置によ

る排ガス試験を補完，代替しうる有効な技術であること

を示した。

〔備　考〕

共同研究機関：東京都環境科学研究所・慶応義塾大学・

中央大学・㈱堀場製作所・㈱数理計画

（２０）環太平洋地域の巨大都市地域における大気環境比

較研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０２��３０１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・デイーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�若 松 伸 司（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・デイーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・畠山史郎・菅田誠治・

長谷川就一

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕環太平洋地域の大都市地域において，共通の

手法によりガス状物質や炭素成分の測定・分析等を共同

で実施し，発生源条件，気象条件，都市構造等の違いに

よる大気汚染の特徴を把握することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本年度は現在，世界の大都市において特に大きな問題

となっている粒子状物質の動態把握に焦点を絞り試料採

取と比較分析を実施した。また日本，メキシコ，中国に

おける大気汚染の立体分布データの解析を実施した。具

体的には有機炭素成分と元素状炭素成分の比較，航空機

を用いた観測と解析を行った。

〔備　考〕

（２１）大気環境中のエンドトキシンの有害性評価と測定

における蛍光偏光法の有用性とその応用について

〔区分名〕委託請負

〔研究課題コード〕０２０２��３９３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．３．１　内分泌かく乱化学物質の総合的対策に関

する研究

〔担当者〕高野裕久（内分泌かく乱化学物質およびダイ

オキシン類のリスク評価と管理プロジェクト

グループ）・柳澤利枝・桜井美穂

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕大気環境中，特に浮遊粒子状物質には，エン

ドトキシンやβグルカンが存在することが報告されてい

る。しかし，その測定法は未確立の状態にある。エンド

トキシンと浮遊粒子状物質の併存は肺傷害を相乗的に増

悪するため，一般大気環境中に存在するエンドトキシン

の測定とそのリスク評価を図る必要がある。本研究で

は，大気環境中，特に浮遊粒子状物質に存在するエンド

トキシンやβグルカンの蛍光偏光法による測定法の確立

をめざす。また，エンドトキシンやβグルカンと浮遊粒

子状物質の併存による肺傷害増悪の有無とメカニズムを

明らかにする。

〔内容および成果〕

　室内空気中でエンドトキシンやβグルカンを測定する

ことが可能であった。ディーゼル排気微粒子とエンドト

キシンの併用気管内投与により，肺傷害は著明に増悪し

たが，このメカニズムには炎症性サイトカインやケモカ

インの発現亢進が重要と考えられた。

〔備　考〕

生化学工業（株）中央研究所からの委託請負研究である。

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．１にも関連

（２２）粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関する調査

研究

〔区分名〕�環境��委託請負

〔研究課題コード〕０２０２��４３５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子�����等の大気中粒子状物質の動態解明と影

響評価

〔担当者〕小林伸治�大気中微小粒子状物質（��２．５）・

ディーゼル排気粒子�����等の大気中粒子状

物質の動態解明と影響評価プロジェクトグ

ループ�・近藤美則・田邊　潔・森口祐一・�

若松伸司・長谷川就一

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕排出ガス規制の強化により，自動車から排出

される��（粒子状物質）の重量排出量は低下傾向にあ

るが，排出ガス対策が高度になるに従い，粒径が微小化

するため，排出される粒子の数は低減されず，むしろ増

加する場合もあるとの懸念が顕在化し，重量排出量に加

えて，微粒子の数に対する関心が高まっている。そのた

め，本調査研究では，道路沿道におけるフィールド観測

により，自動車から排出される微小粒子の大気中におけ

る実態を把握するとともに，排気ガスの大気への放出・

拡散状況を模擬したシャシ��ダイナモ装置による実験を

行って，自動車から排出される微小粒子の挙動を把握

し，実状に即した微小粒子の排出評価を行うための基礎

資料を提供することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では，道路沿道におけるフィールド観測を実施

し，自動車から排出される微小粒子の大気中における実

態を把握した。その結果，沿道大気中には，自動車から

排出されていると考えられる粒径が２０～３０��と９０～

１００��の二つのピークを有する微小な高濃度の粒子が

存在することが確認された。また，車種構成の異なる

数ヶ所の道路沿道で観測を実施したところ，ディーゼル

車の比率が高い場合には高濃度を示すが，ガソリン車が

主体になる場合には濃度が低下することから，微小粒子

の数濃度は，ディーゼル車の影響が大きいことが示唆さ

れた。さらに，沿道大気中における微小粒子の組成につ

いての知見を得るため，サーモデニューダを用いて，数

濃度への粒径ごとの揮発性成分の影響を調べた。その結

果，粒径が２０～３０��に数濃度のピークを有する粒子

は，主に揮発性成分で構成されている可能性が高いこと

が明らかになった。

　自動車から排出される微小粒子の粒径分布を評価する

ためには，希釈トンネルの排気導入管や希釈排ガス中に

おける凝集の影響を防ぐ必要がある。そこで，本研究で

は，排気管から排出された直後の粒径分布を把握するた

め，排気を瞬時に１００～５００倍程度に希釈可能な高希釈

倍率トンネルを用いて，自動車から排出される粒子の粒

径分布を測定した。高希釈倍率トンネルを用いて測定さ

れた排気中における粒子の粒径分布は，定常走行時にお

けるディーゼル車では，粒径が５０～６０��にピークを

持つ分布であった。また，直接噴射ガソリンエンジンを

搭載した車両からは，８０����までは，ディーゼル車に

比べて低い排出濃度であったが，１００����になると

ディーゼル車と同レベルの濃度の微小粒子が測定され

た。一方，定常運転で測定された排ガス中の粒径分布と

沿道大気中で測定された粒径分布は，異なる分布形状を

示した。そのため，過渡運転における評価を試みたとこ

ろ，沿道大気中の粒径分布に近い形状が得られた。

　さらに，大気中への排出ガスの拡散を模擬できる排出

ガス拡散チャンバを用いて，大気中に放出された粒子の

経時変化を調べた結果，微小な粒子の粒径分布や数濃度

は，排気管から排出された後，時々刻々変化することが

確認された。沿道大気中における粒径分布を説明するた

めには，自動車から排出された後の粒子の変質を考慮す

る必要があることが示された。

〔備　考〕

（２３）大気汚染と健康関連���との関連に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．６　大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディーゼ

ル排気粒子（���）等の大気中粒子状物質の動態解明

と影響評価

〔担当者〕�山 崎　新（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）・新田裕史・村上義孝

〔期　間〕平成１４年度�（２００２年度）

〔目　的〕大気汚染の健康影響は，これまで死亡や呼吸

器系および循環器系疾患への影響を主として研究がなさ

れてきた。今日，���（��������	
���
���生活の質）は医

療や公衆衛生を評価する上で重要性を増している。しか

し，大気汚染と���の関連を定量的に検討した研究は

これまでになく，その関連を検討することには意義があ

る。本研究は，���，���および��と���の関連を

検討した。

〔内容および成果〕

　���は���３６により評価した。���３６は１９８０年代

に米国で開発された後，日本他複数の国や地域の言語に

翻訳され，その信頼性および妥当性が検証された包括的

な���質問票である。���３６により���を８つの構
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成要素別に得点化することができる。本研究では，���

３６の日本国民標準値を調査した際のデータベース

（１９９５年１０月実施。全国から４５００人を無作為に抽出

し，回収は３３９５名）に，全国の一般環境大気観測局で

記録された���，���および��濃度のデータ（１９９５年

１０月の月間平均値）を市区町村単位でリンクさせた。

そして，���３６の構成要素別に，それらの得点を目的

変数，大気汚染濃度を説明変数として，共分散分析によ

り関連を検討した。このとき，調整因子として，対象者

の性別，年齢，居住地の地域および都市規模，世帯年収

および呼吸器系疾患の有無をモデルに含めた。解析の結

果，���の高濃度曝露群では「活力」，「身体機能」お

よび「体の痛み」の各���要素において，得点が低い

と い う 傾 向 が 共 通 に み ら れ た（そ れ ぞ れ�＝

０．０１，０．０８，０．１１）。一方，���と��については���

のような傾向はみられなかった。大気汚染濃度のカテゴ

リ分けの問題や，未知の交絡因子の存在などは否定でき

ないが，大気中の���濃度の���への影響が示唆され

たことは，公衆衛生上重要かつ新たな知見であり，大気

汚染物質の���への影響の研究に先鞭をつけた。

〔備　考〕

���３６国民標準値のデータベースは福原俊一教授（京

都大学大学院医学研究科）に帰属し，本研究のために同

教授から貸与された。

５．２　酸性雨等の長距離越境大気汚染とその影

響に関する研究

（１）インピンジングフロー法を用いたエアロゾル上で

の不均一反応の研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��０８９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高見昭憲（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕大気中においてエアロゾルは気相からの分子

の取り込みや，表面反応および液相反応を通じて大気組

成に変動を与える。気液界面での物質移動や反応機構を

明らかにすることは観測とモデルを結び付ける上で重要

である。本研究においては，インピンジングフロー法を

用い，検出にレーザー誘起蛍光法などを用いて不均一反

応における物質移動係数を求め，野外観測などのデータ

解析に役立てる。

〔内容および成果〕

　本年度は���について純水および擬似海水などへの取

り込み係数を測定した。擬似海水に対する���の取り込

み係数は，���＝�７．８，２９３�において（１．３±０．２）×�

１０���であった。純水の場合と誤差の範囲内で一致した。

また���＝３にすると，取り込み係数は（６．４±０．４）×

１０���となり，純水の場合と同様に取り込み係数は減少し

た。高湿度の場所で海塩粒子の��が下がり変質した粒

子の割合が低くなることは，酸性物質の取り込みが海塩

の場合でも��に依存することにより説明できると考え

られる。

〔備　考〕

（２）環境汚染のタイムカプセルに関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０５��３７９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４～１７年度（２００２～２００５年度）

〔目　的〕環境汚染の時系列変化を知るため，環境汚染

物質を蓄積している樹木試料の特性について基礎的研究

を行う。

〔内容および成果〕

　汚染地域ならびに準汚染地域に分布する樹木の樹皮

（外樹皮・入皮）を採取し，含まれる重金属の酸性汚染物

質等の汚染物質の経年変化を調べた。環境汚染物質のう

ち特にヒ素に注目し，環境汚染史を記録していると考え

られる樹木「入皮」および「年輪」のそれぞれの特性を

比較検討し，死細胞で構成されている樹木の外樹皮が樹

木内に内蔵された入皮の場合には，大気汚染物質を大気

から直接沈着しているため，汚染物質濃度が高く，かつ

明確に大気の汚染史を反映しているのに対し，年輪は一

度土壌に沈着した汚染物質が根によって吸収されたもの

であり，年輪中の濃度が極めて薄くまた樹幹内での鉛直

方向，水平方向への拡散もあり，年輪を環境汚染のタイ

ムカプセルとして使用する場合には問題を含むことを明

らかにした。

〔備　考〕

研究代表者：佐竹研一（国立環境研究所）

（３）中緯度における大気中物質輸送についての研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０８２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕菅田誠治（大気圏環境研究領域）
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〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕中緯度対流圏は高低気圧波動やジェットが存

在し複雑な物質循環を引き起こしている。この中緯度で

の物質輸送に関して基本的な性質を解明して，越境大気

汚染に関する大気状態の影響について理解する。

〔内容および成果〕

　物質輸送モデルを用いて，反応性の低い物質を選んで

日本周辺域への輸送量の変動を調べた。日本域の地表で

の高濃度出現時には，発生源近傍における物質上昇，自

由大気中での水平輸送，および観測地にいたるまでの物

質下降が重要であった。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．２にも関連

（４）反応性窒素酸化物の野外観測による対流圏オゾン

の生成機構と輸送効率に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��２８７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕谷本浩志（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕対流圏におけるオゾンは北半球で二番目に大

きな放射強制力を有する温室効果気体であるが，濃度変

動にみられる季節性とその支配要因には未解明な部分が

多い。そこで，オゾンの生成・消失をコントロールする

上で重要な物質である窒素酸化物，パーオキシアセチル

ナイトレート，硝酸などの反応性窒素酸化物を通年観測

することにより，オゾンの季節変動パターンをもたらす

化学的・気象的要因を理解し，放出源の強度・光化学に

よる生成強度・輸送の効率の季節依存性についての知見

を得ることを目的として研究を行った。また，北半球中

高緯度の対流圏オゾンに広くみられる春季極大現象の要

因解明に寄与することも目的の一つである。

〔内容および成果〕

　日本の最北端付近に位置する北海道・利尻島の地上観

測ステーションにおいて行った，オゾンとパーオキシア

セチルナイトレート，窒素酸化物，硝酸など種類別反応

性窒素酸化物の間欠的通年観測の結果を後方流跡線解析

と三次元グローバル化学輸送モデルを用いて解析した。

ここでは，本研究で大気中における存在が新たに見いだ

された����（パーオキシアクリロイルナイトレート，

���＝���（�）�����）の再解析を行った。観測され

た数種類の���型化合物の相関関係から，観測された

����は人為起源発生源が主たる前駆体の発生源である

���（パーオキシプロピオニルナイトレート，�������

（�）�����）とは異なる揮発性有機化合物の発生源が

前駆体となっていることが示唆された。後方流跡線によ

る解析では，一年を通じて人間活動が盛んな地域を通過

してきたエアマスよりも清浄な北ないし北東から到達す

るエアマス中で����の���に対する存在比が高いこ

とが明らかとなり，上記の示唆を支持する結果となっ

た。また，����の高濃度イベント時には寿命が短い数

種類のアルケンも同時に高濃度になっていることが分

かった。����の前駆体は，１，３�ブタジエンもしくは

その酸化形態であるアクロレインであると通常考えられ

るものの，高濃度イベント時にはブタジエンの濃度レベ

ルは����を維持できるほど高くなかったため，ブタ

ジエンの発生源である人間活動（化学工業や自動車の排

ガス）が観測された����の発生源であるとは考えに

くい。観測されたアルケンの寿命はせいぜい数時間～１

日程度であるため，利尻島近傍の数種類の不飽和炭化水

素および含酸素揮発性炭化水素（アルデヒド・ケトン）

を放出する何らかの発生源の可能性が示唆された。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．２にも関連

（５）沖縄・波照間ステーションにおける���の季節変

化観測

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０３��３８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕谷本浩志（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４～１５年度�（２００２～２００３年度）

〔目　的〕対流圏における窒素酸化物（���）の発生

源は人間活動が支配的であるため，主に大陸に位置す

る。大陸上で大気中に放出された���は一連の光化学

反応サイクルで非メタン炭化水素と反応し，���（パー

オキシアセチルナイトレート：����（�）�����）と

なって大陸から半球規模で“輸出”されていることが近

年の観測から明らかになってきた。言うならば���は

半球規模で���の運び手となり，海洋上などで���を

再放出し清浄大気中のオゾン生成や生態系への人為起源

窒素分の供給に寄与していると推測される。翻って北東

アジアを見るに，急速な産業活動の発展に伴う窒素酸化

物の放出量が急増しており，硫黄の排出規制が比較的進

んだ現在，世界は窒素が支配的な大気に移行しつつあ

る。本研究では，観測装置を開発し，中国の下流直下に

位置する沖縄・波照間島において予備的データを取得す
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ることが具体的な目的である。

〔内容および成果〕

　日本南方の沖縄・波照間ステーションにおいて���の

長期観測を実施すべく，測定装置とキャリブレーション

装置の設計ならびに製作を行った。沖縄のようなリモー

トなサイトで信頼性の高い長期観測データを得るには，

低い検出下限と高い選択性に加えて長期間感度が安定で

あり，補正可能であることが必要である。測定装置に

は，長期間の連続運転でも感度が比較的安定なガスクロ

マトグラフ�電子捕獲型検出器を採用した。検出前に

���の熱分解を最小限に押さえるため，ガスクロマト

グラフをペルチエ冷却し，温度を室温よりも５度程度低

くした。また，カラムにはプレカットカラムとメインカ

ラムを用いて，他の化学成分との分離能を向上するとと

もに，バックフラッシュ方式を用いて���溶出後の高

沸点成分による検出器の汚染を極力避けた。

　キャリブレーション装置には，アセトンと一酸化窒素

の気相合成法を用いた。石英セルに大過剰のアセトンと

少量の一酸化窒素を導入し，２８５��のペンレイを照射

することにより，一酸化窒素を���まで化学量論的に

変換する。アセトン，一酸化窒素はそれぞれ濃度既知の

ガスボンベから供給され，従来の液相合成法では精度管

理が困難であった���のキャリブレーションの精度管

理が容易になった。本研究で製作された気相合成装置に

よる���較正の確度は液相合成装置による較正と測定

の不確実性の範囲内で良い一致を示した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．２にも関連

（６）大陸規模広域大気汚染に関する国際共同研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０１０５��１０８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）・中根英昭・

村野健太郎・酒巻史郎・高見昭憲・�

菅田誠治・杉本伸夫・松井一郎・清水　厚・�

甲斐沼美紀子・西川雅高

〔期　間〕平成１３年～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕中国の中南部四川盆地から杭州湾にかけての

領域は広大な平野とそこを流れる長江を有し，両端には

成都，重慶と上海，杭州，中間にも武漢などの大都市を

抱えて，人口も多く，排出された大気汚染物質のやりと

りにより，自然環境や農作物，文化財・遺跡を含む建造

物，さらには人間の健康に対して多大の影響が加えられ

ているものと考えられる。また中国では硫黄酸化物系の

大気汚染が深刻であるが，経済発展とともに自動車の数

も飛躍的に増加し，窒素酸化物を主因とする光化学大気

汚染の深刻化も懸念されており，両者を含む大気汚染現

象の解明とその将来予測に基づく大陸規模の広域大気汚

染の管理・制御は緊急に着手すべき問題である。大陸規

模の大気汚染に関する研究は北米や欧州等の冷涼な地域

のものがあるが，温暖・多湿な地域における地域におけ

る研究はこれまでにない。東アジアでは人口の密集，温

暖・多湿な気候，モンスーンの存在，硫黄酸化物がまだ

多い中での窒素酸化物放出量の上昇など，北米・欧州と

は大きな違いがあり，地域の特性を考慮した解析が必要

である。

　本研究では，現在の中国で問題となっている硫黄酸化

物系の大気汚染と，今後益々重要となってくるものと予

想される窒素酸化物・光化学大気汚染系の大気汚染が混

在する広域の大気汚染を観測，モデルの分野から研究

し，中国をフィールドとした共同研究から，今後インド

や東南アジアにおいても問題化すると予想される大陸規

模の広域大気汚染の現象を解明し，その管理・制御に資

することを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究プロジェクトは中国中南部におけるいくつかの

サイトにおける地上観測により四川盆地－杭州湾地域間

の大気汚染の実態を把握し，大陸規模の地域モデルを用

いて広域大気汚染の実態を解明する。モデルに組み込ま

れる発生源インベントリーを詳細に作成して，さらにこ

れの社会経済モデルによる将来予測を行い，地域モデル

にフィードバックして様々な発生源の変化に基づく広域

大気汚染の将来像を描く。これから，大陸規模の広域大

気汚染に対する管理・制御の手法を提言する。このため，

本研究は以下の３つのサブテーマ，（１）四川盆地－杭

州湾地域間の大気汚染物質の輸送に関する野外観測

（２）大陸規模のモデルによる広域大気汚染の解明（３）

社会経済モデルを基にした発生源インベントリーとその

将来予測，によって構成される。

　本年度の成果としては，

（１）四川盆地�杭州湾地域間の大気汚染物質の輸送に

関する野外観測：重慶・成都付近と杭州湾島嶼およびそ

の中間の武漢付近で平成１４年６月に地上でのガス・エア

ロゾル観測を行った。またライダー観測によってエアロ

ゾルの鉛直分布，混合層高度を測定した。また１２月に

は文部科学省科学研究費補助金による上海付近における

航空機観測と連動して上海付近及び青島付近において地

上観測を行い，大規模発生源近傍における大気汚染物質
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の空間分布の変動を把握した。

（２）大陸規模のモデルによる広域大気汚染の解明：気

象モデルとして����４．３，大気質モデルとして

����（米国���）１９９８年版を導入し，���，���，オ

キシダント等のガス，各種エアロゾル等の濃度，沈着量

を空間解像度東西南北１２５��メッシュにて，中国全土

と日本を含む領域のモデル計算を行った。

（３）社会経済モデルを基にした発生源インベントリー

とその将来予測：中国国内の従来のものよりメッシュの

細かい詳細な発生源インベントリー（���，���，炭化

水素）を作成した。前年度１９９５年ベースのものを作成

したが，本年度は２０００年ベースにアップデートした。

〔備　考〕

共同研究機関：中国環境科学研究院大気環境研究所

共同研究者：�王　　�（環境科学研究院大気環境研究

所）

（７）中国北東地域で発生する黄砂の三次元的輸送機構

と環境負荷に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���５

〔研究課題コード〕０１０３��０４６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕西川雅高（化学環境研究領域）・杉本伸夫・�

菅田誠治・松井一郎・清水　厚・森　育子・

的場澄人・早崎将光

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕中国内陸部で発生する砂嵐現象は，近年，発

生回数と規模が増加傾向にある。その砂塵嵐のうち，中

国北東地域（内モンゴル砂漠地帯および草原荒廃地域河

北省，山西省の黄土地帯等を指す）で発生し風送される

黄砂の三次元的大気動態の把握，および東アジア周辺の

環境への負荷量評価を求めるに有効なシミュレーション

手法の確立，発生源地域の特定等を目指す。加えて，本

プロジェクトの推進に際し，中国研究機関との共同研究

を行うことが合意されており，中国政府が行う黄砂防止

に係る環境施策に有効な科学的情報の提供も目的として

いる。

〔内容および成果〕

（１）黄砂の三次元的動態把握に関する研究

　ライダーによるエアロゾルの観測を北京，長崎，つく

ばにおいて連続的に行った。ライダーで得られる偏光解

消度を用いて，黄砂と大気汚染エアロゾルの�高度分布

を分離して推定する手法を用いて，黄砂エアロゾル，大

気汚染エアロゾルの輸送の動態をとらえた。２００１年と

２００２年の北京，長崎，つくばのライダーデータを統計

的に解析した結果，２００２年につくばでは黄砂の頻度が

倍増し，また地上に達する事例が多かったことなどが明

らかになった。２００１年と２００２年の大きな黄砂につい

て，化学輸送モデル�����を用いた解析を行い黄砂の

輸送の特徴を調べた。この結果，２００２年は黄砂の輸送

経路が�やや東に移動したことが分かった。また，２００２

年３月に北京で記録的な高濃度の黄砂が観測された事例

について気象状況との関連を明らかにした。

（２）黄砂の輸送過程中での化学的動態変化に関する研究

　黄砂サンプリング地点として，中国国内に１２ヵ所，

日本国内に４ヵ所を設けた。ハイボリュームサンプラー

捕集を基本として，１イベント黄砂を風送距離ごとに試

料採取した。本年度は，２００２年３月と４月にそれぞれ

大気環境基準を超える濃度の黄砂現象を観測，試料の多

点採取を実施した。多点観測結果から，北京経由で日本

に飛来した２００２年春の黄砂は，外モンゴルー内モンゴ

ル（ジーニン）ー北京を経由する北ルートが全体の８割

以上にもなることが判明した。また，北京市内４ヵ所に

設置した光散乱式連続濃度観測装置（���３�）のモニ

タリング結果等から，北京市内に降下した黄砂塵量を推

定し，１イベントあたり１０�������にもなることもわ

かった。この値は，日本の数十倍から数百倍に相当す

る。黄砂が輸送過程中で生じる大気中���との反応機構

を調べるために新たな実験システムを工夫した。��に

よる���酸化過程と黄砂粒子の触媒的作用について基礎

実験を行い，相対湿度が高いときは黄砂表面での���直

接酸化が支配的で，相対湿度が低いときは��酸化が無

視できなくなることを明らかにした。中国で採取した黄

砂と日本で採取した黄砂の化学成分比較から，本来の鉱

物粒子組成で説明できない硫酸イオンや硝酸イオン含有

量の高まりが風送距離に応じて見つかった。

（３）黄砂の三次元的輸送モデルの構築と負荷量推定に

関する研究

　前年度開発した黄砂の発生量計算ツールおよび黄砂輸

送モデルを用いて，黄砂発生の風速閾値，植生依存，初

期高度分布等を変えた発生量を与えてシミュレーション

を行い，北京等における黄砂濃度の時間高度依存性に対

する感度解析を行った。黄砂発生への植物成長，耕作等

の取り込みに関して基礎的な検討を行った。また，輸送

モデルの水平解像度を５０��程度まで上げた。日中友好

環境保護センターの所持する最新の中国地域の地表面状

態に関するデータに関する情報収集を継続して行った。

また，それらのデータを取得できた場合のモデルへの取

り込みに関する基礎的な検討を行った。
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（４）ライダーおよび光学的計測手法による黄砂の輸送

の研究（国際交流研究）

　北京のライダーで観測された黄砂の高度分布を解析

し，黄砂の頻度，輸送パターンを解析した。また，２００１

年と２００２年の比較を行った。２００２年は記録的な高濃度

が観測されたが黄砂発生の述べ時間では２００２年の方が

やや少ないことが分かった。

〔備　考〕

海外共同研究機関：�中国中日友好環境保護中心

国内共同研究機関：�長崎大学・東京商船大学・埼玉大学・

筑波大学

本プロジェクト研究は，日中友好環境保全センター

����フェーズⅢプロジェクトおよび環境省地球環境保

全局が実施する黄砂実体解明調査との連携を行ってい

る。

（８）北半球における越境大気汚染の解明に関する国際

共同研究

〔区分名〕環境��地球推進���１

〔研究課題コード〕０２０４��３９６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村野健太郎（大気圏環境研究領域）・�

畠山史郎・向井人史・酒巻史郎

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕北半球における越境大気汚染の解明を研究目

的として，これまで研究が行われていなかった東シベリ

ア及び沿海州地域における大気環境評価に関する研究を

行うことにより，欧州からの大気汚染を評価する。東ア

ジア地域における大気汚染物質のソース・リセプターマ

トリックスの精緻化としての多物質（炭素状物質，黄

砂）を考慮し，評価地域を細分化した次世代型ソース・

リセプターマトリックスの作成，検証に関する研究を発

生源インベントリーの改訂，地上観測によるモデルの検

証等を組み合わせて実施する。

〔内容および成果〕

　ロシア・東シベリア地域において代表的な清浄地点で

あるモンディ，田園地点であるリストビヤンカ及び都市

地点であるイルクーツクにおいて，また，沿海州地域内

の代表的田園地点であるウスリースクで，年間を通して

フィルターパック法で二酸化硫黄，硝酸ガス，アンモニ

アガス等のガス状物質並びに粒子状物質（含エアロゾル

成分）濃度を測定した。同地点で降水を採取し，水銀・

鉛等重金属の湿性沈着量の測定を開始した。さらに，積

雪測定から乾性沈着に関する知見を得た。

　東アジア地域を対象とした長距離大気輸送モデルに投

入するための総合的な大気汚染物質発生源インベント

リーの開発を行ってきた。揮発性炭化水素，アンモニ

ア，重金属に関して発生源インベントリー開発国際共同

研究チームの立ち上げを行い，中国，韓国，米国，ドイ

ツ，オーストリア，ギリシアの研究者から文献を収集

し，整理した。中国の各種炉の粒子状物質，重金属の排

出係数及び排出低減技術動向を調査した。重金属に関す

る人為発生源の統計，排出係数データのデータベース化

を一部行った。

　地域気象モデル����を用いて１９９５年の気象場デー

タを作成し，物質輸送モデル������を用いて硫黄酸

化物の発生沈着マトリックスを作成した。春季には，中

国の大都市や華中付近から硫黄酸化物が大量に排出さ

れ，日本に帯のように広がりを見せているため，中国か

ら日本への寄与が大量となり，また沈着量自体も莫大と

なっている。夏季（梅雨を含む）においては自国と特に

九州の火山帯の影響で，火山からの寄与が高くなってい

る。冬季においては中国側からの北風が強く，春季と同

様中国からの寄与が高くなっている。年間を通して見る

と日本領域で硫黄酸化物は７００����以上沈着している

ことが明らかとなった。

　また，「東アジア酸性雨モニタリングネットワーク」

（�����）で得られた降水データをエアロゾルの変質，

雲物理過程を取り込んだモデルで解析する研究の一環と

して三宅島火山起源硫酸エアロゾルによる硫黄化合物の

動態を調べた。三宅島で発生する二酸化硫黄の酸化によ

り生成された硫酸は極東アジア域の環境の酸性化に影響

を与えている。水溶性エアロゾルの挙動を説明するモデ

ル（����：��������	
�������������������������������

��������	）を導入し，中部山岳地帯における三宅島起源

硫酸エアロゾルの観測結果）に対する数値モデルを用い

た追加的な解析を行った。２００１年５月における硫酸濃

度の二つのピーク（１５～２０�����）は人為起源と自然

起源に分類された。アンモニアの輸送とガスエアロゾル

平衡の時間変化（４時間平均値）は特に良く再現され

（相関係数０．９０８），三宅島からの気塊においては全ての

アンモニアはエアロゾル相に移行し，硫酸エアロゾルが

過剰に存在することにより，エアロゾルの��は０もし

くはそれ以下であった。三宅島からの気塊の通過直後の

降水は三宅島起源の硫酸により��３．３から��２．３まで

酸化されていた。２００１年５月における境界層内の二酸

化硫黄から硫酸への酸化速度は１～４％���程度で，昼

間は夜間のおよそ２．０５倍であった。２０００年冬季は季節

風の影響や酸化速度が遅いこともあり，日本付近に硫酸
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の増加はあまり見られなかったが，２００１年春から夏に

かけては酸化速度が速くなり三宅島の放出量は次第に減

少したにもかかわらず，濃度の増加は大きくなった。

〔備　考〕

共同研究者：福崎紀夫（日本環境衛生センター・酸性雨

研究センター）・外岡　豊（埼玉大学）・神

成陽容（計量計画研究所）・大原利眞（静岡

大学）・植田洋匡（京都大学防災研究所）

（９）酸性雨汚染物質の陸水の水質と生物に与える影響

の実態解明に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���２

〔研究課題コード〕０２０４��３８２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気圏環境研究領域）・�

高松武次郎・野原精一

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕本研究では，酸性雨等越境大気汚染の懸念さ

れる地域及び都市大気汚染の進行している地域を対象と

して，（１）酸性汚染物質の渓流河川水の水質に与える

影響の実態解明　（２）渓流河川の水質の魚類の分布行

動に与える影響の実態解明（サケ科魚類への影響解明）

について研究を進め，酸性化危惧度評価指標を作成する

ことを目標としている。

〔内容および成果〕

（１）新潟県北部を流れて日本海に注ぐ三面川水系は，

源流部に酸中和能力に乏しい花崗岩地帯を持っている。

この水系を本研究の主な調査研究対象に選び，三面川水

系を構成する渓流水について，水に含まれる陽イオン，

陰イオン，各態アルミニウム，酸中和能，酸素安定同位

体比等の予察的測定を開始した。その結果，三面川水系

において山岳地帯に降下した雨水は，土壌深く浸透して

湧き出してくるというよりも，比較的表層を流れて渓流

河川に注ぐことが明らかとなり，またこれに関連して，

各種イオン量の濃度が，特にカルシウムイオン濃度が日

本国内の他の河川に比較して著しく少なく，また，酸中

和能も乏しく，酸性物質を含む雨や雪の降下に伴って酸

性化されやすいことが明らかとなった。しかし，��等，

水質は季節変化することが予想され，１年を通じての変

化を把握するため，連続水質測定装置を三面川水系の

５ヵ所にセットし，その測定を開始した。また，関東地

域の土壌中窒素化合物鉛直分布の測定，渓流河川水の窒

素化合物量の調査を行い，北海道地域においても土壌

水，渓流河川水ならびに積雪に含まれる窒素化合物調査

を行った。

（２）三面川水系，源流部の渓流水ならびに鬼怒川水系

におけるイワナの分布及び食物網の調査と��段階別魚

類影響について調査を開始した。

〔備　考〕

研究代表者：佐竹研一（国立環境研究所）

共同研究機関：（独）水産総合センター養殖研究所日光支

所・東京農工大学・北海道大学・財団法

人日本環境衛生センター酸性雨研究セン

ター

（１０）アジア域の広域大気汚染による大気粒子環境の変

調について

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕０１０４��２８１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）・杉本伸夫・

日暮明子

〔期　間〕平成１３年～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕本研究は，アジアの大気汚染による大気粒子

環境の変調を研究する。この目的のため，アジア大陸か

らの汚染気塊が輸送されやすい季節に，エアロゾルやエ

アロゾルの前駆物質（���，���，���）の濃度分布や

輸送パターン，雲の変化などを航空機観測，衛星観測，

地上観測によって観測し，解析する。

〔内容および成果〕

　本研究では（１）エアロゾル前駆物質の観測　（２）

衛星によるエアロゾル観測データの解析　（３）ライ

ダーによるエアロゾル雲観測を行うこととしており，

（１）では主に海洋上空での航空機によるエアロゾル前

駆物質である���の観測　（２）では人工衛星から送ら

れてくるデータの解析による海上のエアロゾルの分布と

成分の解析　（３）ではライダーを用いたエアロゾルや

雲の空間分布の観測を行っている。

　本年度の成果としては，（１）平成１５年３月に鹿児島

空港をベースに行われた������３観測に参加して，航

空機に���計を搭載し，���濃度の空間分布を測定する

とともに，各種モデルデータを用いて解析を行った。本

年度の観測期間前半においては大陸からの汚染物質の輸

送は割合少なく，���濃度は全般に低めであった（高く

ても４���程度）。境界層の高度が１０００�程度以下であ

ることが多く，また境界層内と自由対流圏内とで���の

濃度が大きく異なる場合が多かった。このとき，下層の

大気は中国中部から低空を飛来し，上層の大気は中国北
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部から高々度を飛来してきていた。

（２）２０００年�１２月と２００１年４月に実施された集中観

測期間の�������データについて４チャンネル法によ

る再解析を行った。推定された光学特性パラメータは地

上放射観測値との比較が行われ，光学的厚さには０．１程

度の過大評価傾向が認められたが，ほぼよい一致が得ら

れた。また，タイプ分類についても，多種類が同程度で

混在する状況は多少困難があるが，化学成分分析および

エアロゾル輸送モデルの分布・変動傾向を大概は把握で

きていることが示された。さらに，得られた結果から，

東アジア域のより詳細な地域特性について調べた。

（３）海洋科学技術センターの観測船「みらい」に搭載

したライダーを用いて西部太平洋上のエアロゾルおよび

雲の立体分布の観測を行った。また，２００１年度に「み

らい」搭載国立環境研ライダーと通信総合研究所の雲

レーダーによる同時観測データおよびバイスタティック

ライダーのデータを用いて雲の微物理量の解析を行っ

た。このほか，タイのシサムロン，奄美大島，福江島，

宮古島において偏光小型ライダーによる連続観測を行っ

た。シサムロンの観測では２００２年５月にインド北部の

砂漠地帯から輸送されたダストなど，大気境界層構造と

エアロゾルの輸送に関する貴重な観測データが得られ

た。

〔備　考〕

研究代表者：中島映至（東京大学）

（１１）ライダーによるエアロゾル性状の空間分布測定

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０５��４１７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕杉本伸夫（大気圏環境研究領域）・清水　厚

〔期　間〕平成１４～１７年度（２００２～２００５年度）

〔目　的〕アジア域のエアロゾルの空間分布と光学特性

を明らかにすることを目的として，連続運転ライダー

ネットワークによる空間分布の全体像の把握とラマンラ

イダー等による光学特性の精密測定の２つのアプローチ

で観測研究を行う。前者によって，エアロゾルの発生，

輸送の動態や大気境界層構造等をイベントスケールで解

析し，化学輸送モデルとの比較解析を行うとともに，エ

アロゾルの気候学的な分布特性を明らかにする。一方，

後者によりエアロゾルの光学特性を詳細に把握し，エア

ロゾルの気候影響評価のための基礎データを得る。

〔内容および成果〕

　連続運転ライダーによる観測では，これまでに国立環

境研究所が展開しているネットワークに加えて，中国内

陸部からのエアロゾルの輸送を観測するために新たに，

中国・合肥の安徽光学精密機械研究所に２波長偏光ライ

ダーを設置し連続観測を開始した。偏光解消度と２波長

の後方散乱のデータから大気汚染エアロゾルと黄砂の高

度分布を分離して推定する手法を用いて，大気汚染エア

ロゾルおよび黄砂の高度分布の時間変化を導出し，化学

輸送モデル�����との比較などの解析を行った。ま

た，２００１年から連続データのある北京，長崎，つくば

などのデータも利用して，エアロゾルの高度分布の統計

的な解析を行った。この他，航空機観測チームが中国沿

岸部で行った航空機によるサンプリング観測と同期して

観測データを得た。この他，山岳部における�������観

測をサポートするために小型ライダー（シーロメータ）

による大気境界層観測を名古屋大学が乗鞍岳で行ない，

昼間に山頂が大気境界層内に入る状況が観測された。一

方，ラマンライダー等によるエアロゾルの光学特性の観

測を名古屋大学と東京商船大学が分担して行い，黄砂な

どいくつかのケースについてライダー比などの光学パラ

メータを求めた。

〔備　考〕

共同研究者：柴田　隆（名古屋大学）・村山利幸（東京商

船大学）

（１２）山岳（八方尾根）降雪中の鉛同位体比測定による

アジア大陸からの越境大気汚染の定量化

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村野健太郎（大気圏環境研究領域）・向井人史

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕標高１８５０�の八方尾根で湿性降下物（降雨

と降雪）を採取し，鉛安定同位体比を測定することによ

り，アジア大陸からの越境大気汚染の定量化を行う。

〔内容および成果〕

　平成１４年４月から平成１５年３月までの間に，八方尾

根において６０検体以上の降水試料を採取した。降水は

湿性降下物（降雨と降雪）を１日単位で採取したもの

と，降雪サンプラーにより２週間単位でバルク採取した

ものの２種類である。これらの試料をメンブランフィル

ターでろ過し，溶解性成分（ろ液）と不溶解性成分（残

査）に分けて保存した。既往の研究では降水に硝酸を加

えて一括して分析がなされているが，溶解性と不溶解性

に分けることでより多くの情報が得られると考えた。
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　予備試験として誘導結合プラズマ質量分析（����

��）装置で溶解性鉛濃度の測定を行った結果，鉛濃度

は１～１２μ����の 範 囲 に あ っ た。安 定 同 位 体 比

（２０７���２０６��，２０８���２０６��）の測定はフィールド

ブランクを考慮して０．８μ����以上の濃度の試料につい

て行うこととし，������法による分析条件の基礎的な

検討を行った。同位体比の測定には高い分析精度を必要

とするため，同位体比測定用の標準物質である���９８１

を用いて標準液を調製し，ブランク値の扱い，測定モー

ド，測定可能な濃度範囲，測定時間等について検討し

た。

〔備　考〕

共同研究者：川村　實（長野県衛生公害研究所）・鹿角孝

男（長野県衛生公害研究所）

当課題は重点研究分野Ⅳ．５．２にも関連

５．３　流域圏の総合的環境管理に関する研究

　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

（１）１）衛星データを利用したアジア・太平洋地域の

総合的モニタリング

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２６９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕田村正行（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・松永恒雄・山野博哉・

陳　　晋・松下文経

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕アジア・太平洋地域を対象として，広域の地

表面を定期的に観測することのできる各種の衛星センサ

（���������	
，���������	など）を利用することに

より，環境の変化を実証的に把握し，自然資源の持続的

管理に資する情報を得る。具体的には，土地利用・土地

被覆及び生態系の現状と変化の把握，重要サイトと攪乱

サイトの同定，温暖化や砂漠化による影響の監視などを

行う。

〔内容および成果〕

　本年度は主として，土地利用・土地被覆変化の抽出と，

植生純一次生産量の推定するための基礎となる高品質の

����時系列データセットを再構築する方法の開発を

行った。雲の影響や大気の変動が主な原因である����

時系列データ内のノイズは，����データセットが入力

情報として使われる際に，地球規模の環境変動の研究に

とって重大な問題として認識されている。しかし，

����時系列内のノイズを低減するための既存のアプ

ローチは，適応性と有効性において不十分であった。

����時系列は植生における１年間の成長と衰退の周期

に従い，また雲や大気の不安定な状態が通常は����値

を低下させるという仮定に基づき，本研究では����時

系列内に存在するノイズを平滑化するために，��������

�����フィルタに基づいた簡便でしかも柔軟な手法を開

発した。この手法は����データの上部エンベロープに

アプローチし，反復処理を通じて����の変動傾向を反

映できる。

　新しく開発した手法を，中国をカバーする１０日間の

����������	�
�プロダクトに適用し，����アルゴ

リズムと比較することで，我々は新手法が既存のアプ

ローチに比べ次のような五つの長所があることを発見し

た。（１）補助データとして雲のフラグを最大に活用で

きる。（２）��������	
���フィルタに平滑化ウィンド

ウと，平滑化多項式の次数という二つのパラメータを設

定するだけで，高品質の����時系列を再構築できる。

新手法におけるパラメータの設定は，����アルゴリズ

ムにおけるいき値の設定に比べ過敏に反応しない。一連

の実験を通じて，我々は新手法の最適なパラメータの値

を推奨した。（３）新手法は理論的に極めてシンプルで，

������，���等の市販のソフトウェアに��������

�����フィルタを組み込んでいるため，導入も容易であ

る。（４）低速の論理演算を省略し，近似反復について

はほとんどのケースにおいて反復１０回以内で収束する

ため速度も速い。（５）毎日のデータおよび１０日間ある

いは１ヵ月間の���など，異なる間隔でサンプリング

された����データセットにも応用できる。また，

����のスケーリングとセンサにも制限はない。した

がって，新手法は地球規模環境変動の研究のために，高

品質な����時系列データセットの再構築に応用するこ

とができる。

〔備　考〕

　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

（２）２）流域環境管理に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０１０５��２７０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理
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〔担当者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・村上正吾・林　誠二・

中山忠暢・亀山　哲・徐　開欽

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕中国内陸部の経済発展のため長江・黄河の上

流域においては西部（内陸）開発に伴って，三峡ダム建

設，長江から黄河への導水事業（南水北調）など地球規

模での水循環の人為的変化をもたらす事業が進んでい

る。この水循環変動が流域生態系，農業生産及び水資源

保全に与える影響を予測することが，持続可能な流域の

発展を考える上で必要である。本年度は，長江の水資源

管理モデルと土砂動態モデルの開発を行った。

〔内容および成果〕

　１）長江流域の水資源管理モデルの開発に関する研究

　長江流域の水資源管理を目的として，農地（主に稲作

地）への灌漑に代表される人間の社会経済活動に伴う水

利用やダム建設に伴う洪水制御等，様々な要素を考慮し

た流域水文モデルの開発を進めている。これまでに，稲

作地における灌漑を目的とした水利用を考慮した水田モ

デルと，中下流域の洪水氾濫現象に大きな影響を与える

長江本流と洞庭湖及び�陽湖における水理学的相互作用

を表したモデルをそれぞれ開発し，サブモデルとして既

存の流域水文モデルへの統合を図った。開発したサブモ

デルは，計算結果と観測値の比較によりその妥当性が検

証された。特に，水田モデルにおいては，その利用が降

雨時の直接流出事象の再現や実蒸発散量の算定精度の向

上に著しく寄与することが示された。また，長江と湖に

おける水理学的相互作用を表現したモデルは，準定常条

件に基づく比較的簡便な計算手法を用いたにもかかわら

ず，湖から長江への流入事象に対する長江の河川水位上

昇に伴う背水効果の影響を的確に再現し，その実用性の

高さが確認された。さらに，これらサブモデルを組み込

んだ統合モデルが，長江流域全体を対象とした水動態シ

ミュレーションにおいて，日単位での流域の流出応答特

性を精度良く再現することが示された。また，統合モデ

ルを用いて洞庭湖周辺域で生じる洪水氾濫に対する三峡

ダムの抑制効果を検討した結果，洪水期においてダムに

よる放流水量のコントロールが湖周辺域での洪水氾濫発

生リスクを小さくする可能性が高いことを示すことがで

きた。今後は本統合モデルを利用して，持続可能な水資

源利用を目的とした流域管理手法の構築を目指す予定で

ある。

　２）嘉陵江源流域での土砂生産量のモデル化

　三峡ダムの堪水に伴って出現するダム湖における土砂

の堆積は，ダム湖自体の貯留量を低減させることでダム

の洪水防御機能を低下させる。また，多量の栄養塩も同

時に滞留・堆積させることで富栄養化，プランクトンの

異常増殖の原因となる。また，これまで流下疎通してい

た大量の土砂を補足することで，長期的には下流の河道

地形の変化が促進，最終的には河口域にその影響は及ぶ

ことになる。従って，三峡ダム湖に流入する土砂量，堆

積特性（堆積量とその領域）についての検討が，流域環

境管理上必須である。本検討では，長江流域上流域での

土砂動態の特徴である（１）生産地区が金沙江と嘉陵江

上流に集中化し，特定化していること　（２）土砂の生

産形態としては降雨による表面侵食が卓越していること

（３）流域斜面で生産された土砂の河道域への輸送率が

小さいという点に着目した土砂侵食モデルを提案した。

このモデルを近年，土砂動態に急激な変化が見られる嘉

陵江上流域に適用した。その結果，提案した流域斜面で

の土砂生産推定モデルは，日変動程度の短時間スケール

での適用は困難であり，それは降雨の非定常性が土砂生

産の時間スケールより短くしかも強度が強いことに起因

するものと思われた。しかしながら，降雨強度の非定常

性が十分に緩和されると考えられる月単位での生産量の

推定には，比較的有効であると判断された。また，年単

位での土砂生産量の観測値と計算値のオーダー的な差は

１０倍程度以内であり，土砂生産モデルとしては有効で

あるものの更なる改良が必要と判断された。

〔備　考〕

外国共同研究機関：�中国科学院地理科学与資源研究所：�

劉　紀遠，庄　大方・中国科学院遙

感応用研究所：昊　秋華・中国水利

部長江水利委員会　徐　保華，�

翁　立達・中国華東師範大学環境科

学院：陳　中原

（３）２０��グリッドメッシュでの中国における食糧移

動のモデル化

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��１２９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕大坪國順（水土壌圏環境研究領域）・�

一ノ瀬俊明・劉　晨

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕中国の代表的な地域での食生活の現況とその

トレンドを把握し，それを基に中国全体の食生活の将来

動向を予測する。また，中国の大，中，小都市及び農村
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部の食生活を支えるための流通のメカニズムを解明し，

それを基に中国の食糧の需給バランスを予測することを

目的とする。前年度は中国での食糧消費動向の把握と食

糧流通（移動）のモデル化を行い，本年度は食糧流通モ

デルの中国への適用と食糧需給の将来バランスのマップ

化を行うとともに，穀物需要量精度をあげるため，人口

移動のメカニズムの検討も行った。

〔内容および成果〕

　中国全土を２０��グリッドで分割し，全グリッド間で

の食糧のやりとりを考慮した食糧輸送モデルを用いて，

食糧ストック変化の数値シミュレーションを行った。市

場誘導型モデルでは，���が高い沿岸域の大都市での

食糧ストックが急速に進む結果となった。１９８０年代後

半の中国での人口移動に関しては以下の特徴が見いださ

れた。１）省内移動の方が省間移動より多い。２）省間

移動は主に北京，天津，上海，広東などの大都市に集中

し，省内移動は省内市轄区に集中する。３）移動人口の

年齢層は２０～２４，３５～３９歳に集中する。４）ビジネ

スのための移動が総移動人口数の５０％以上を占める。

５）移入人口は���，一人当たりの���との相関が高

い。６）移入人口分布は移動距離に関して指数分布で近

似される。

〔備　考〕

（４）流域水環境管理モデルに関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９６０５��２１１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理プロジェクト

〔担当者〕村上正吾�東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ�・徐　開欽・林　誠二・

中山忠暢・亀山　哲

〔期　間〕平成８～１７年度（１９９６～２００５年度）

〔目　的〕河川流域の持続的発展のためには治水・利水

に加えて生態系を含む水環境の管理・保全が必須条件と

なる。このトレードオフの関係にある水環境の機能を独

立して評価する数理モデルの開発を進め，このモデル

に，ある制約条件下での各機能間の相互関係を仮定し，

ある目的関数を最大化する解を求めることで，水・物質・

エネルギーの効率的な配分と生態系機能の適切な管理を

可能にする流域環境手法を提案することを目的としてい

る。

〔内　容〕

　流域内での河道および氾濫堆積域の時間的・空間的変

化を精度良く評価することは，生息空間の変化や生態系

機能の変質を評価する上で必須である。この河川地形の

変動を生み出す土砂動態の基本事象の一つである流域で

の土砂生産源としては，流域山地斜面と河岸の二つの面

の寄与が高いことが指摘されている。本検討では土砂の

生産形態として降雨による表面侵食をとりあげ，モデル

化を行った。提案されたモデルを長江上流域の嘉陵江源

流域に適用した結果は，（１）日変動程度の短時間ス

ケールの応答は表現できないが，（２）生産された土砂

の移動の単位時間スケール程度と考えられる月単位での

生産量の推定には，比較的有効であるとことが認められ

た。短時間スケールの非定常土砂生産への適用について

は更なる改良が必要と判断された。

〔備　考〕

（５）グローバル水循環系におけるリン・窒素負荷増大

とシリカ減少による海洋環境変質に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���３

〔研究課題コード〕０２０４��３８３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕原島　省（水土壌圏環境研究領域）・中村泰男

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕地球規模での水系の改変の影響として「シリ

カ欠乏仮説」が議論されはじめた。すなわち，人間活動

で水域への窒素（�）およびリン（�）の負荷が増大す

る一方，自然の風化溶出で補給されるケイ酸（�����

��������������	
��）の補給はほぼ上限がきまっており，

ダム建設により停滞水域が増えると，そこで淡水性ケイ

藻類が吸収，沈降，埋積してしまうため，海域への流下

が減ってしまうという仮説である。この結果予想される

弊害としては，ケイ素を殻形成のために必要とするケイ

藻類（通常の海洋生態系の基盤）よりも，ケイ素を必要

としない渦鞭毛藻類（有害赤潮を起こす種はおおむねこ

のグループに属する）などが有利になることである。

　この仮説を検証し，地球規模の水環境施策に対する提

言を行うため，他の研究機関との学際的な共同研究を行

う。

〔内容および成果〕

　１）琵琶湖��淀川��東部瀬戸内海をモデル水系とし，

ケイ酸を含む栄養塩の時系列観測を行った。また，小林

純が１９５０年代と１９７０年代に行った河川水質計測データ

を収集し，電子化・データベース化を行った。両データ

の解析を行い，琵琶湖が溶存ケイ素のシンクであること
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が確認できた。また，琵琶湖への流入量比からすると�

制限であると推定され，�流入の増減が琵琶湖からの��

流下の増減をコントロールしていると考えられる。

　２）淀川水系の���濃度が１９５０年代から７０年代にか

けて減少し，１９９０年代には逆にやや増加傾向にあるこ

とが確認できた。これは高度成長期に琵琶湖への�負荷

が増大し，これによって淡水ケイ藻による���の吸収・

沈降（シンク）が強まったが，その後の�負荷の減少に

よりシンクが緩和されて���の流下量が回復してきたと

考えられる。

　３）大阪湾での赤潮発生件数のうちのケイ藻類による

ものが１９９０年代に増加しだした。これも２）の結果，

��を必須とするケイ藻にとって有利な状況が復活しだし

たという推定に合う。

　４）湖沼において���が回復してきたという報告はミ

シガン湖についても提出されている。ただし，海域の赤

潮構成比の変遷に言及した例は少ない。さらに，本研究

では琵琶湖－淀川－瀬戸内海系を選択することにより，

��の減少と復活の両方の過程を議論したが，これは，黒

海やバルト海がバッチ系であるのに対し，瀬戸内海の海

水平均滞留時間が約１５ヵ月であって海域の応答を見る

のに適していたことによるものである。５）これらの事

柄間の因果関係は必ずしも明白ではなく，以上の結果も

今後の検証の後確定するものであるが，海洋環境に関す

る議論において，�，�に加え��の要素を加えるべきこ

とが提言される。

〔備　考〕

本研究は課題代表の国立環境研究所のほか，滋賀県立大

学（サブサブテーマ代表：三田村緒佐武），信州大学

（同：樋上照男），岡山大学（同：大久保賢治），水産総合

研究センター瀬戸内海区水産研究所（同：樽谷賢治），九

州大学（同：柳哲雄）が加わった共同研究である。

（６）��������	
�����	解析を用いた釧路湿原の懸濁

物質拡散と植生の空間変動

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��２１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕亀山　哲（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデルと持続可能な環境管理プロジェ

クトグループ）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕湿原保全のためには湿原のみを対象とした研

究では実質的な成果を上げることは不可能である。この

ためには流域全体を視野に入れ，水文特性と懸濁物質輸

送形態の定量化を行う必要がある。しかし，このような

河川構造の変化が湿原に与える影響に関し，フラックス

の移動と湿原植生の分布を結び付けた研究事例は少な

い。これは，湿原へのインパクトと立地環境変化の両方

を同時に観測しうるモニタリング技術が未だ開発段階で

あることに起因している。

　そこで本研究の目的は，釧路湿原とその流入流域を対

象とした次の３点とする。１．湿原に負荷される懸濁物

質の総量と年間変動の算出。２．湿原内濁水の氾濫状況

及び植生群落の変動に関するリモートセンシング技術を

用いたその空間変動の解析。３．�以上の成果を���の

中で統合化し，総合的なモニタリング技術として確立す

る。

〔内容および成果〕

　�������画像より氾濫濁水濃度指数を開発し，現地

観測データとのキャリブレーションを通しその精度を向

上させた。またこの画像を利用し釧路湿原における濁水

拡散に関しその時空間変動をモニタリングした。

　本解析により次の点を明らかにした。１）湿原に氾濫

している濁水の最大濃度約９０���を示した部分は排水

路末端部と久著呂川の氾濫部分で名居排水路末端から下

流に約３��付近である。また濁水の氾濫は釧路川の主

流を中心に広がっており，濁水はキラコタン岬のほぼ南

側にまで達していた。２）１９８４年当時の氾濫原には明

瞭な濁水流路は確認できず，流入河川末端を出発点とし

て，東側は約２～３��，西側はキラコタン岬までの範

囲に広く拡散していた。３）画像の中での濁水の拡散状

況は１９９４年が特異的であった。これは経年的変化では

なく，衛星記録直前に降雨があり雪融けが一気に加速し

た結果一時的に湿原表面に濁水が拡散している事が原因

であると結論付けた。

〔備　考〕

研究代表者：亀山　哲

（７）地下水利用の現状把握と将来予測手法の開発

〔区分名〕文科��振興費

〔研究課題コード〕０２０６��４２１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕大坪國順（水土壌圏環境研究領域）・�

一ノ瀬俊明・王　勤学

〔期　間〕平成１４～１８年度（２００２～２００６年度）

〔目　的〕黄河流域及び地下水位低下の著しい都市域の

浅層（自由）及び深層（被圧）地下水変動の再現と将来
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予測に不可欠な両層地下水資源の揚水量（消費量）の現

状マップと将来予測マップを整備する。

〔内容および成果〕

　中国の黄河流域において，流域全域における地下水資

源需要分布を１０��グリッドで把握し，さらに都市域に

ついては１��グリッドで把握する。また，現状での分

布に加え，２０２０年頃の将来予測を行う。都市域におけ

る需要分布の推計手法開発のため，事例解析都市として

黄河下流域の山東省済南市（東西２０��・南北１５��）を

対象に，航空機画像（１９９８年度）に建築物ポリゴン

データ（２０００年度調査）を貼り付けた画像をベース

マップとして使用し，原単位法による需要マップの描画

作業（解像度２５０�）に着手した。この作業においては

済南市政府の所有する空間情報基盤を使用するため，山

東師範大学人口・資源与環境学院の協力を得ている。ま

た，当該手法を他の都市に必ずしも適用できるとは限ら

ないので，「中国城市地図集」の各都市総体規劃図から

１��解像度の需要マップを作成する方法を同時に検討・

提唱した。

〔備　考〕

研究代表者：�大坪國順

共同研究機関：�中華人民共和国・山東師範大学

共同研究者：�張　祖陸（山東師範大学）

（８）リモートセンシング情報を活用した地域の保水能

力の把握技術開発

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０２��４３１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・村上正吾・王　勤学・

林　誠二・中山忠暢・亀山　哲

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕本研究は，自然植生や農作物が成長に必要と

する土壌表層部での水分保持能と現存水分量の把握を

行って，流域保水能の定量的評価に関するガイドライン

を策定するためのケーススタディーとして実施するもの

である。対象とする北海道釧路川流域は，流域での農地

開発が急激に進行しているとともに下流域にラムサール

条約指定を受けた釧路湿原を擁しており，地表流，中間

流，及び地下水流を含めた広域的な流域保全能の定量的

評価が望まれている。本研究ではリモートセンシング

（以下「リモセン」）技術とプロセスベースの統合型数値

モデルの融合を行うことによって流域保水能の定量的な

評価を行い，自然の水循環の持つ恩恵を最大限享受でき

るような新しい水循環の形を構築することを目指す。

〔内容および成果〕

　北海道釧路川流域及び釧路湿原を対象として，現地観

測・リモセン情報及び�����衛星データ・プロセスモ

デル，の３者の融合を行った。現地観測・リモセン情報

及び�����衛星データは，プロセスモデルの入力デー

タ及び境界データとして使用し，地上から地下までの

水・熱移動の再現可能なプロセスベースの統合型数値モ

デルの開発を行い，現地観測データとの比較・検証，及

び流域保水能評価を行った。

（１）現地観測

　北海道釧路川流域及び釧路湿原における気象観測・河

川水位・地下水観測ネットワークの確立を行った。観測

項目は，気温・相対湿度・風速・全天日射量・反射日射

量・放射収支量・地中熱流量・地温・降水量・土壌水分

量・地下水位等である。

（２）土壌サンプリング試験

　土中のサンプリングを定期的に行うことによって水分

特性曲線の作成・飽和透水試験等の土壌試験を行い，土

壌水分計のキャリブレーション及び土壌構造の把握によ

る数値モデルの精度向上を行った。

（３）大流域場に適用可能なプロセスモデルの開発

　リモセン情報，衛星データの利用，河川流出モデル，

陸面過程モデル，土壌水分方程式への��������式の導

入による鉛直方向へのメッシュの細分化，及び地下水モ

デルから構成される統合型数値モデルの開発及び改良を

行った。これを用いて，スーパーコンピュータを用いた

モデルシミュレーションを行い，現地観測データとの比

較・検証を行い，良好に一致した。

（４）流域保水能評価

　モデルシミュレーションによって計算された精度の高

い土壌水分量，及び土壌サンプリング試験結果を利用す

ることによって，流域におけるメッシュレベルでの保水

能力の評価を行った。特に，計算によって，湿原域にお

ける高い保水性が再認識された。

〔備　考〕

実務代表者：中山忠暢

（９）長期流出モデルの集中化及び物質輸送特性の解明

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４３２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕
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〔担当者〕中山忠暢（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕流域における水収支・物質輸送の評価を行う

場合，地表面流出から地下水位までを厳密に物理性に基

づくモデル計算によって評価するには非常に大きな計算

時間及び計算容量を伴う。本研究では，北海道釧路川流

域を対象として，集中化された概念型モデルのパラメー

タを物理型モデルと比較するとともに，比較的小さい計

算時間・計算容量での計算によって長期流出過程の再現

を行う。さらに，集中化された長期流出モデルを既存の

物質輸送モデルと組み合わせることによって土砂生産・

汚濁負荷流出モデルの改良を行い，現場レベルで適用可

能なように物質輸送モデルの集中化を行うことを最終的

な目的とする。

〔内容および成果〕

　北海道釧路川流域の１地点において，鉛直１次元での

詳細な土壌水分量を観測することにより，既存の近接地

点での同時刻における降水量データ及び地下水位データ

との比較をとおして，降水量・不飽和層での土壌水分量・

飽和層での地下水位，の相関特性について評価を行っ

た。これをもとに，土壌水分量及び地下水位に影響を及

ぼしうる降水量の限界値の決定を行った。また，統合型

物理モデルの精度向上及び地下水モデルとの接合を目的

として，観測データをもとに不飽和層と飽和層間での水

分フラックスについての検討も行った。本年度の研究で

得られた結果は，次年度以降での集中型モデルの開発及

び物質輸送モデルの集中化を行う上で，非常に有意義な

ものである。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅲ．１．５にも関連

５．４　湖沼・海域環境の保全に関する研究

　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

（１）３）東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物質

の動態と生態系評価

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００５��２７１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループリーダー）・村上正吾・�

木幡邦男・徐　開欽・越川　海・牧　秀明・

張　継群

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕渤海・東シナ海は世界でも代表的大陸棚であ

り，生物生産・生物多様性が高い海域である。長江を中

心とした流域の開発により�河川を通じて流入する懸濁

物質，栄養塩および有害化学物質等の陸域からの環境負

荷の量・質的変化が，海洋生態系機能および生物種多様

性に大きな影響を及ぼすことが懸念されている。一方，

長江流域から東シナ海に流入する汚濁負荷の予測手法に

ついての研究は皆無に等しく，本研究では長江経由東シ

ナ海に流入する淡水量から汚濁負荷を推定手法の開発を

行った。

〔内容および成果〕

　長江から東シナ海への汚濁負荷量に関する実態調査は

皆無に等しく不明な点が多い．汚濁負荷量の把握におい

ては，長江本流経由のみならず，河口域に広がる大都市

上海の影響を考慮する必要があると考えられる。上海市

では生活廃水は無処理または一次処理のみで東シナ海に

直接放流されているためである。

　本研究では，東シナ海に流入する汚濁負荷推定のため

に，１９９８年および１９９９年に南京～上海間の９地点で実

施した水質観測に基づいて，長江本流と上海市の一部か

ら負荷される汚濁量の見積を行った。

　観測では，懸濁粒子濃度は９０����～２００����の範囲

で長江本流の影響が強くかつ河口近くで増大すること，

シリカ濃度は約１１０～１２０μ��程度で安定しているこ

と，リンは約８０％が土砂粒子に吸着した粒子態であり，

溶存態リン（���態）濃度が０．７μ��程度であること，

硝酸濃度は上流農地から負荷され約４０μ��程度である

ことが示された。アンモニア濃度は上海を流れる黄浦江

口の前後（瀏河・呉淞口地点間）で３μ��以下から４０μ

��程度まで急激な上昇が見られた。水質観測日の汚濁負

荷物質の流下量を，黄浦江を挟んだ瀏河および呉淞口地

点における観測結果と，長江最下流の水文観測地点（大

通）の流量データを用いて計算した。その結果，例えば

１９９８年の瀏河における汚濁物質流下量は，全窒素で約

１９５０トン�日，全リンは約１００トン�日に相当すること

が明らかとなった。また瀏河および呉淞口地点での流下

量を比較すると，アンモニア性窒素の９６％，���成分

の３９％が両地点の間，つまり黄浦江及び黄浦江口付近

にある下水放流点（６０万トン�日）を通じて上海市か

ら負荷されたものであることが明らかとなった。

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



　瀏河，呉淞口間を通過する汚濁物質量の差から明らか

なように，東シナ海への汚濁負荷量を把握するために

は，上海市からの排水量および汚濁物質濃度を把握する

ことが不可欠である。１９９８年の上海市からの生活・工業

排水量は約５７０万トン�日である。このうち約４００万ト

ンは呉淞口調査点より下流から放流されている。近年の

生活・工業廃水量および処理率，汚濁物質の一次処理濃

度の推移などを調査し，上海市全体から長江および河口

域への汚濁負荷量を集計した。その結果，例えば１９９８

年の全窒素・リンの負荷量は，それぞれ２３８．２トン�日，

２６．５トン�日であった。

　東シナ海に負荷される汚濁物質量は，長江本流と上海

市を起源とするものの和として考えることができる。瀏

河での観測結果から推定した汚濁負荷量は上海市起源の

汚濁を含まない値であると考えられ，したがって，例え

ば１９９８年の調査日における全窒素，リンの東シナ海へ

の負荷量は，それぞれ２１９０トン�日，１２７トン�日と推

定された。

　本研究の解析に供した１９９８年の調査データは秋に取

得したものである。１９９８年夏季，長江は６５日間（６月

１５日～８月１９日）に亘って大洪水に見舞われた。中国

の研究者らの報告によると，１９９８年１９９８年６月１５日

～８月１９日に亘る洪水期６５日間の無機溶存態窒素負荷

量は１９８０～１９９０年代の年間平均輸送量の５６％を占め

るとされ，洪水期における汚濁流出の大きさが示されて

いる。また洪水期における大通地点の全窒素，全リン，

無機溶存態窒素，���態リンの輸送量はそれぞれ

８０，８．４，４３，０．６９万トン�６５日と報告されている。そ

こで，本研究で解析した汚濁負荷量を１９９８年非洪水期

の平均値と見なし，次のように年間を通じた全窒素，全

リンの東シナ海への汚濁負荷量として試算した。全窒素

総負荷量＝８０万トン（６５日洪水期総計）＋１９５２トン

（瀏河負荷量）×３００日＋２３８トン（上海市）×３６５日＝

１４７万トン�年，同様の計算により，全リン総負荷量＝

１２．４万トン�年となる．

　今後，年間を通じた東シナ海への汚濁負荷流入量のよ

り正確な推定方法の検討が必要である。とくに洪水期に

おける汚濁物質の挙動が全体の負荷量に占める割合が高

いため，その動向の把握が重要である。

〔備　考〕

外国共同研究機関：�中国科学院地理科学与資源研究所　

劉　紀遠，庄　大方・中国科学院遙

感応用研究所：昊　秋華・中国水利

部長江水利委員会：徐　保華，翁　

立達・華東師範大学環境学院：陳　

中原

　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

（２）４）沿岸域環境総合管理に関する研究

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０００５��２７２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．５　東アジアの流域圏における生態系機能のモデ

ル化と持続可能な環境管理

〔担当者〕木幡邦男（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・越川　海・牧　秀明・

中村泰男・樋渡武彦・須賀伸介・矢部　徹・

今井章雄

〔期　間〕平成１２～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕失われた自然海岸の機能の回復を目的とし

て，また，新たな沿岸開発による環境影響を軽減する措

置として環境修復技術が盛んに開発されている。これら

は独自に適用されたり，あるいは開発の際の環境に配慮

した工法として行われる。しかし，これらを実際に適用

する際に常に問題になるのは，その環境影響評価であ

る。環境影響評価の対象となる項目は，地形や海水の流

動等の物理因子，水質や汚染物質の化学因子，さらに生

態系保全などの生物学的因子がある。平成１１年６月に

施行された環境影響評価法では，環境基準である水質な

どの変化予測の他に，生態系も評価項目として重要視さ

れている。

　近年，上記のように生態系に対する研究の要請が強い

状況を考慮して，本課題では，沿岸域生態系の中で重要

と思われる水界生態系と底生生態系との相互関係や，底

生生態系において代表的な生物種の生活史や個体群動態

に着目し，それらを用いて現在行われつつある環境修復

技術の評価される点を抽出したりその問題点を指摘し，

環境修復技術の生態系に与える影響と修復効果を評価す

るための科学的な基礎を提供することを目的とする。

〔内容および成果〕

　前年度までに，底生生物が水質浄化に大きく貢献する

ことを報告してきた。本年度は，東京湾大井ふ頭中央海

浜公園内に設置された人工干潟，及び，大阪湾尼崎港内

に設置された人工干潟などで，現場における二枚貝の成

長を網籠法を用いて調査した。さらに，自然環境が残さ

れた対照区として，福島県松川浦でも同様の調査を行っ

た。

　大井人工干潟や尼崎港内の人工干潟では，二枚貝の餌
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となる周囲の海水中の植物プランクトン濃度が高いた

め，対照区に比べ，二枚貝の成長速度が非常に高かっ

た。しかし，両海域とも，夏季には貧酸素化した底層の

海水が人工干潟面を覆うことがあり，このため実験中の

二枚貝の多くが酸素不足により死亡した。人工海浜を造

成する目的にもよるが，健全な生態系を維持するために

は，造成する干潟に連続する周囲の環境にも配慮する必

要があることが明らかになった。

　東京湾を初め，大都市を後背地にもつ閉鎖性の高い内

湾では，いまだ，水質環境基準の達成率は改善されず，

赤潮や貧酸素水塊の発生などの環境問題が頻発してい

る。この原因の一つとして，降雨後の増水時に海域に流

入する有機汚濁や栄養塩の負荷が大きいことが指摘され

ている。この影響を評価するため，本年度は，降雨時の

合流式下水道越流水と都市河川水流入について調査し

た。代表的な東京湾流入河川として荒川を選定し，荒川

河口域及び大規模な下水処理施設の放水口のある京浜運

河部において降雨時の連続的な観測を行い，河口部から

の淡水流入・拡散度合いや，浅海域生態系におよぼす影

響を調査した。

　その結果，増水時には，表層で塩分が極めて低い塩分

成層が沖合２０��のアクアライン通風口〈風の塔〉付近

まで見られ，この成層と共に高濃度（～１．８������）

の無機態窒素の広範な分布が観察された。増水時に水勢

の強くなった荒川から流入した河川水が，汚濁質を含み

つつ南方向に表層部を滑るようにして押し流されている

様子が見られた。京浜運河部においては，荒川河口部と

同様，運河から灯標部付近にかけて，表層で塩分が極め

て低い成層の形成が顕著に観察されており，これに沿っ

た形で非常に高い無機態窒素濃度（２～５������）の

分布がみられた。このように高い栄養塩濃度は，通常あ

まりみられないことから，増水時の下水越流水などの影

響が大きいものと推察された。

〔備　考〕

（３）天然水系中のおける溶存フミン物質に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１１０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２０００～２００５年度）

〔目　的〕溶存フミン物質は自然水中の溶存有機物の

３０％～８０％を占める。フミン物質は鉄等の微量必須金

属と安定な錯体を形成し，その存在状態に大きな影響を

与える。金属の存在状態は生物利用可能性と密接に関係

しているため，鉄等の金属とフミン物質との錯化反応を

定量化する必要がある。本研究ではその手法の開発を目

指す。同時に，湖水・河川水中の溶存有機態鉄濃度を測

定する。

〔内容および成果〕

　溶存フミン物質と鉄等の金属イオンとの錯化反応にお

ける安定度定数と錯化容量を電気化学的手法

（��������	
�������������������	����������������	
）

により測定する手法を開発した。

〔備　考〕

（４）内湾域における底生生態系による物質循環

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２１３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕木幡邦男（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループ）・中村泰男・牧　秀明・�

越川　海・樋渡武彦

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕海底には様々な底生生物が生息している。特

に，富栄養化した内湾において，底生生物の生物量が多

く，水質浄化や物質循環に大きく影響している。本研究

では，現場における一次生産と合わせて解析すること

で，底生生物が，栄養塩，汚濁物質の物質循環にいかに

寄与するかを明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　前年度までに，底生生物が水質浄化に大きく貢献する

ことを報告してきた。特に，海水をろ過しながら摂食す

る二枚貝が，海水中の懸濁粒子を除去することに着目し

てきた。

　本年度は，アサリ漁業が盛んに行われている松川浦

で，アサリの分布状況と環境要因の関係を調査した。ア

サリは松川浦水道部付近に集中しているものの，この範

囲でも分布は不均質であった。浦内外の水質の比較か

ら，アサリの餌料は外海から供給されることが推定され

たが，アサリの分布は餌料供給だけでは説明できなかっ

た。近年松川浦では，底質の悪化が懸念されていること

から，アサリの分布に及ぼす底質環境の影響を調べた。

　澪で区切られた干潟ごとに生息密度が高いと思われる

干潟を密に，低いと思われるところは粗に，浦全域にお

いて６２区画を設定してアサリの分布を調査した。同時

に，アサリの生息数の多い浦内浦内北半分の２０区画に
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て底質の調査を実施した。

　アサリの生息密度と砂分（細れき分＋粗砂分＋細砂

分）の関係では，砂分が多いほど，生息密度は増加し

た。砂分が６０％以下ではアサリはほとんど生息せず，

９５％以上で４�����の高密度な生息が見られた。漁業者

により「良い漁場」といわれる３区画では３世代のアサ

リが認められ，１才で６��，２才で１７��，３才で

２９��前後であり，浮遊幼生が毎年安定して着底してい

ることが推察された。一方，「良くない漁場」といわれ

る３区画では，若年世代が認められず，２０��以上の大

型世代だけが認められた。このような世代組成の著しい

違いは底質環境の違いにより，浮遊幼生の着底が妨げら

れていると考えられた。

〔備　考〕

（５）有明海等における高レベル栄養塩濃度維持機構に

関する研究：適正な浅海域管理をめざして

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０６��３８４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中村泰男（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４～１８年度（２００２～２００６年度）

〔目　的〕晩秋から初冬にかけ，通常の年の有明海に

は，高濃度の栄養塩が存在している。そしてこの豊富な

栄養塩を利用して良質のノリが栽培されている。しかし

ながら，高濃度の栄養塩がこの時期に維持される仕組み

はよくわかっていない。本研究はそのメカニズムを海洋

生態学の立場から明かにしようとするものである。とく

に，植物プランクトンとさまざまな捕食者の間の「食う

�食われる」の関係を定量的に評価することで，なぜ初

冬には植物プランクトンの現存量が低く押さえられ，栄

養塩が枯渇することなく存在するのかを解析しようとす

るものである。

〔内容および成果〕

　�）毎年１１月と１月に約１０日間ずつ有明海に出向き，

環境調査と現場実験を行う。とくに，「希釈培養法」と

呼ばれる実験により，植物プランクトンの現場での増殖

速度と動物プランクトンによる植物プランクトンへの捕

食圧を測定する。

　�）有明海を特徴づける二枚貝であるアサリとサルボ

ウについて，植物プランクトンを捕食する速度（濾水速

度）と成長速度を水温やプランクトン濃度の函数として

求める。そして，他機関が提示するこれら二枚貝の現存

量データをあわせることで，二枚貝群集全体が有明海で

果たす植物プランクトン捕食者の役割を評価する。

　現場調査と希釈培養実験：�）予想通り，植物プラン

クトンの増殖速度は水温に依存し，１１月には高く１月

には低いこと，�）動物プランクトンによる植物に対す

る捕食圧も，１１月には高く，１月には低いことが判明し

た。とくに，１１月には，動物プランクトンの捕食が植

物の成長を上回るケースもあった。すなわち，この時

期，植物プランクトンの現存量が低く押さえられ，高濃

度の栄養塩が保たれる上で，動物プランクトン群集が重

要な役割を果たしていることが予想された。とくに，従

属栄養性渦鞭毛藻と呼ばれる原生動物や，�������属か

いあし類，「ワムシ」などの寄与が大きかった。こうし

た結果が例年のパターンなのかどうかを今後明らかにし

てゆく予定である。二枚貝のろ水と成長：アサリについ

ては，ろ水速度の水温，貝のサイズ依存性，餌粒子のサ

イズに対する依存性を検討した。また成長が水温や餌の

濃度によってどの程度変化するのかも明らかにした。そ

の結果，プランクトン捕食者としてアサリが果たす役割

を評価するための基礎が確立した。サルボウについては

次年度以降明らかにしてゆく予定である。

〔備　考〕

（６）湖沼における有機炭素の物質収支および機能・影

響の評価に関する研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕０１０３��１１２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）・�

松重一夫・木幡邦男・冨岡典子・林　誠二・

野原精一・佐野友春

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕琵琶湖北湖で注目された湖水中の難分解性溶

存���濃度の漸増現象は，その後，十和田湖，霞ヶ

浦，印旛沼，さらに内湾の富山湾と遍在的な広がりを見

せている。湖沼での溶存有機物（���）濃度の上昇は，

植物プランクトン増殖・種組成を含む湖沼生態系の変化，

水道水源水としての湖沼水の健康リスク（トリハロメタ

ン等）上昇および異臭味等，湖沼環境に甚大な影響を及

ぼすと考えられる。湖沼環境保全上，緊急に，湖水中の

難分解性���の漸増メカニズムを定量的に解明する必

要がある。

　現在の湖沼有機物指標である過マンガン酸カリウム法

���（�����）は，加算性がないという物質収支を取

る上で致命的な問題を抱えている。したがって，発生源
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対策をより実効あるものにするには，物質収支の取れる

有機物指標，すなわち有機炭素�（���）を採用した物

質収支により湖水中の難分解性���の主要発生源を定

量的に特定することが重要かつ急務である。

　湖水溶存有機物（���）は不均質な混合体であり，

その複雑さの故に依然不明な部分が多い。湖水���の

特性・起源に関する科学的知見の充実・蓄積が重要であ

る。特に，主要な湖内部生産���である底泥および藻

類由来���の特性に関する情報が圧倒的に不足してい

る。底泥および藻類由来���の定量的評価が必要であ

る。

　藻類由来���の特性が藻類種組成に依存するのとは

反対に，湖水���は微量金属や栄養塩の生物利用性を

制御する機能を持ち，藻類の増殖・種組成に大きな影響

を及ぼすと報告されている。すなわち，湖水���と湖

沼の藻類は複雑な相互関係にある。湖沼環境は，近年，

急激に変化しており，藻類の種組成変化を含む生態系の

変化が著しい。微量金属や栄養塩の生物利用性という観

点から，湖水���の藻類の増殖・種組成に及ぼす影響

を評価する必要がある。

　本研究は，���を有機物指標として富栄養湖，霞ヶ

浦における有機物収支をとることを目的とするマクロ的

（フレーム構築的，課題１）研究と湖水���の特性・機

能評価，湖沼微生物群集の解析等のミクロ的（知見探索

的，課題２）研究に大別される。本研究は，前者におい

て湖沼問題の枠組みを構築し，後者において新たな知見

を得ることにより，湖沼における難分解性���の主要

発生源を有機炭素等の物質収支により定量的に明らかに

することを目指す。

〔内容および成果〕

　課題１．湖における有機炭素収支に関する研究

［モデルの構築］霞ヶ浦湖内モデルとして，���������	

��������	�
を基本モデルとする３次元流動モデル

（水平方向５００�メッシュ，鉛直方向１０層）を構築し，

水粒子の流動と河川水および下水処理水由来の難分解性

���の湖内における挙動（１９９４～９５）を季節的・場所

的に再現した。河川水量・取水量・風速・風向によって

水塊の移動や鉛直混合が大きく影響されることがわかっ

た。結果として，高浜入りでは土浦入りに比べて水塊が

顕著に停滞することが明らかとなった。

［湖水���の動態・特性］霞ヶ浦湖心における�����

フミン物質，親水性酸および難分解性���，フミン物

質，親水性酸の１９９７～２００１年の５年間に渡る動態を明

らかにした。当該期間における難分解性���の増減

は，主に難分解性親水性酸の寄与によるものであった。

　灌漑水量・排水量・浸透量・蒸発散量が定量可能な水

田（つくば市真瀬地区，５７�）を対象として，灌漑開始

から最終落水まで，���および各分画成分の水田にお

ける収支を調査した。その結果，水田自体から排出され

る���は，フミン物質ではなく，親水性酸と疎水性中

性物質であることが明示された。

　課題２．湖水溶存有機物（���）の特性・起源と機

能・影響に関する研究

［���の藻類の増殖・種組成に及ぼす影響］霞ヶ浦４

地点から湖水を採取し，吸着濃縮ボルタンメトリー法に

より湖水���と鉄の錯化反応における条件安定度定数

と錯化容量を決定した（各々１０����～１０���������，４３．９

～１２７．２���）。溶存鉄の９９．９％以上が有機態として存

在することが明らかとなった。また，条件安定度定数お

よび生物利用可能鉄濃度に場所的な変動は認められな

かった。

［湖内部生産���量の算定］霞ヶ浦の典型的な藍藻類

（�����������	
�������
�	��
�
��
	������������	�
���������

��������）や緑藻類（�����������	
�����
���）から排出

される難分解性���としては，親水性酸が優占してい

た。特に���排出量の大きくかつ分解率が低い���

���������や��������	
�	�由来の難分解性���では親水

性酸が圧倒的に優占した。藻類由来のフミン物質は霞ヶ

浦湖水の水柱ではほとんど生成されないと示唆された。

［微生物群集構造の解析］代表的なアオコ形成藍藻類

�����������	
������	と近年霞ヶ浦で優占している糸状

藍 藻 類���������	��（���������	
�）����������	�
��������

�����を培養し，����抽出・���増幅・シークエンス

解析を行い，目的の種を特異的に検出できるプローブの

設計・作成・適用性の検討を行った。結果，���������		

については環境水でも選択的に検出できるプローブが得

られた。

［���の特性・起源の評価］霞ヶ浦主要４河川（恋瀬

川，桜川，花室川，小野川）で毎月採水した。水サンプ

ル（懸濁粒子含む）とろ過サンプルを長期間生分解試験

に供した後に樹脂吸着分画を行い，難分解性���濃度

と���分画分布について比較した。結果，全ての河川

において，顕著な差は認められなかった。河川水中の懸

濁粒子からの湖水難分解性���への寄与は無視できる

と示唆された。

〔備　考〕
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（７）海域の油汚染に対する環境修復のためのバイオレ

メディエーション技術と生態系影響評価手法の開発

　　湖沼・海域環境の保全に関する研究

〔区分名〕特別研究

〔研究課題コード〕９８０３��１２６

〔担当者〕渡辺正孝（水土壌圏環境研究領域）・�

内山裕夫・越川　海・牧　秀明・木幡邦男・

樋渡武彦・稲森悠平・水落元之

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕１９９７年１月，日本海海上でロシア船籍タン

カー・ナホトカ号油流出事故は，我が国沿岸海域におけ

る油流出事故としてきわめて大規模な被害をもたらし

た。また同年夏には，東京湾におけるダイヤモンド・グ

レース号事故や，東南アジア史上最大の重油流出事件と

されるシンガポール海峡におけるエボイコス号事故と，

比較的大規模な流出油事故が相次いで起こり，１９９９年

にはイスタンブール沖のボスポラス海峡，２０００年には

仏ブルターニュ半島沖，南アフリカ沖でそれぞれ小規模

タンカー事故による油流出，２００２年はスペイン沖での

プレステージ号による大規模なタンカー事故が発生し，

流出油による沿岸部に甚大な被害をもたらした。さらに

同年，我が国でも島根，鹿児島，大島，茨城などの各沿

岸で沈没，座礁した貨物船から流出した燃料重油が近傍

の海岸に漂着した。また最近，サハリン沖で大規模な海

底油田の開発が行われつつあり，北海道付近の海域にお

ける流出油事故が懸念されている。この様な状況に鑑

み，環境省では，上記ナホトカ号油流出事故に際しては

平成７年に閣議決定された「油汚染事故への準備及び対

応のための国家的な緊急計画」に基づき，関係省庁と連

携をとりながら対応を行っている。その一環として，水

産庁と共同で油漂着海岸における栄養剤散布による土着

性分解微生物の活性化を利用した油汚染浄化技術につい

て，環境影響及び有効性等に関する基礎的知見を得るこ

とを目的として，流出油バイオレメディエーション技術

の調査を開始し，その利用指針をまとめつつある。バイ

オレメディエーションによる漂着油の浄化効果及び環境

への影響については様々な報告があるが，現場試験の結

果のほとんどは地理学的，気象学的，生態学的諸条件に

依存し，現場の状況により浄化効果が左右される上に，

我が国での正式な適用事例はほとんどなく，その有効

性。および安全性についての知見は極めて乏しいと言わ

ざるをえないのが現状である。

　以上のような国内外の情勢に鑑み，本研究において

は，油汚染により損傷をうけた海域の環境修復を図るた

めに有効なバイオレメディエーション技術の開発，なら

びに生態系影響評価手法の開発を行うことを目的とす

る。

〔内容および成果〕

研究概要

　１）寒冷海域における流出油バイオレメディエーショ

ン現場実証試験

　サハリン沖で開発が進む海底油田由来の原油が，何ら

かの事故により流出した場合に漂着する可能性が想定さ

れる北海道オホーツク沿岸部において，寒冷地における

原油の微生物分解の進行具合を評価するために，紋別港

内の砂浜部において小規模現場実証試験を行い，農業用

合成肥料と地元特産の魚糟付与による土着石油分解細菌

による油分解の活性化（バイオスティミュレーション）

の効果について検討を行った。

　２）炭化水素代謝関連遺伝子の定量的解析による油分

解菌の挙動解析手法の開発

　前年度開発した，代表的な炭化水素化合物の代謝関連

遺伝子を検出する���プライマーを用いて，日本海沿

岸部における原油微生物分解現場試験より得た微生物試

料を対象として，その設計の妥当性の検証，また混合菌

相内に含まれる上記の遺伝子の定量的解析を行った。

成果概要

　１）北海道オホ－ツク沿岸部における石油のバイオレ

メディエーション現場実証試験

　現在サハリンでは，大規模な海底油田開発が進行中で

あり，将来に渡ってオホーツク海における流出油事故の

発生が懸念されている。風雪・波浪等の気象条件や潮流

を考慮した流出油漂流シミュレーション結果から，サハ

リン海底油田から漏洩した原油は北海道オホーツク海沿

岸に漂着する可能性が高く，我が国の漁業資源にとり重

要な経済水域である同海域に激甚被害を及ぼすことが予

想される。オホーツク海沿岸は毎冬流氷に覆われるよう

な寒冷海域であるため，想定される漂着油の流動性が著

しく低下する可能性が高く，物理的回収や油処理剤の作

用，生分解性に与える影響について不明瞭な点が多い。

以上のような状況を鑑み，北海道のオホーツク海沿岸部

において小規模な漂着油のバイオレメディエーションの

現場実証試験を行い，寒冷海域に於ける原油の生分解性

と栄養塩付与による分解促進効果の評価を行った。

　現場試験は紋別港内の砂浜部にて６月～９月にかけて

行った。栄養塩付与を行わない対照，これまで他海域で

行ってきた原油分解現場試験で用いてきた農業用徐放性

顆粒状合成肥料と，地元特産の魚糟を付与した計三種の

区を設け，原油分解の進行具合を調べた。その結果，対

照区と合成肥料添加区とでは，原油分解の進行具合に有
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意な差は見られず，平均水温が１５℃ と低いために，ジ

ベンゾチオフェンやフェナンスレン等の芳香族化合物

は，アルカン，ナフタレン，フルオレンより分解の開始

が遅く，最終分解率も低かった。また魚糟添加区では，

栄養塩の供給能は合成肥料添加区より優っていたが，魚

糟に有機物が豊富に含まれるため嫌気状態となり，結果

的には対照区よりも原油の分解が劣り，却って原油分解

を遅延させてしまう結果となった。

　２）炭化水素代謝関連遺伝子の定量的解析による油分

解菌の挙動解析手法の開発

　前年度開発した四つの炭化水素代謝関連遺伝子（アル

カン酸化酵素遺伝子����Ⅰ，Ⅱ，カテコール酸化酵素

�１２�，�２３�）を検出する���プライマーを用いて，

日本海沿岸部における原油分解試験現場より得られた微

生物試料について，１）炭化水素化合物分解能を有する

単離株を対象としたプライマー設計の妥当性　２）混合

微生物試料内の当該遺伝子の定量的解析を行った。

　原油分解試験現場より得られた単離菌約１４０株につい

て原油分解試験を行ったところ，アルカン分解能が認め

られたものが４５株，ナフタレン分解が認められたもの

が１７株得られ，それぞれについて設計した四種の���

プライマーを用いて当該遺伝子の増幅を行ったところ，

����，�１２�＋�２３�，それぞれ約６割の菌株について

増幅���断片を検出することができた。また，����に

関しては�����������属由来のⅠ型の検出頻度が高く，

用いた現場試料内には�����������属の石油分解菌が優

占化していることが示唆された。

　またこれらの���プライマーを用いて，リアルタイ

ム���による混合微生物試料内の当該遺伝子の定量的

検出を行ったところ，現場試験での栄養塩添加区におい

て石油成分の分解活性が最も高いと思われた試験開始後

３１日目に，����Ⅰ，�１２�遺伝子量が最大となる一方，

栄養塩を添加していない対照区では，試験開始後７３日

目に����Ⅰが検出された以外には，�１２�ともに有意な

���断片の増幅は認められなかった。また，����Ⅱ，

�２３�の量は相対的に低く，����Ⅰ，�１２�が優勢であ

るのに対し，����Ⅱ，�２３�は主要な炭化水素代謝遺

伝子でないことが示された。以上の結果から，開発した

����Ⅰ，�１２�検出用���プライマーの妥当性が示さ

れ，現場における石油分解の進行具合と当該遺伝子の定

量的解析との結果もよく合致し，各プライマーの実用性

が示されたものと考えられる。

〔備　考〕

（８）陸域由来の環境負荷変動に対する東シナ海の物質

循環応答に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���１

〔研究課題コード〕０２０４��３８０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕渡辺正孝（東アジアの流域圏における生態系

機能のモデル化と持続可能な環境管理プロ

ジェクトグループリーダー）・高松武次郎・

越川昌美・渡邊　信・広木幹也・河地正伸・

村上正吾・徐　開欽・越川　海・牧　秀明・

張　継群

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕東シナ海は生物生産および生物種多様性が高

い海域である。長江河口域は豊富な漁業資源に恵まれ，

また沖縄を中心とした海域は珊瑚礁をはじめ野生生物の

宝庫である。しかしながら，今後，長江流域を中心とす

る大陸の開発により，河川を通じて東シナ海へ流入する

流砂，栄養塩類および有害化学物質などの環境負荷の

量・質が大きく変化し，本海域の海洋生態系，生物生産

性，生物多様性に多大な影響を与えることが危惧されて

いる。

　本研究は，長江経由の環境負荷が東シナ海，特に長江

河口域の海洋生態系機能及び生物多様性に及ぼしている

影響を評価し，また将来的に推定される環境負荷の質・

量の変化に伴う海洋環境への影響を予測するために必要

な知見の集積，また予測手法の開発を目的としている。

〔内容および成果〕

　以下では，１）長江河口域における海洋環境調査を通

じた河川経由汚濁負荷が海洋生態系に与える影響の把握

２）長江河口域で近年頻発している渦鞭毛藻赤潮が河口

域の生物生産性に与える影響に関する解析結果について

の成果を報告する。

（１）長江起源物質が河口域生態系に及ぼす影響

　長江河口域における海洋環境調査を通じた河川経由汚

濁負荷が海洋生態系に与える影響の把握については，長

江から供給される栄養塩等の溶存物質は東経１２２度３０

分～１２３度までは海水の希釈を受けながら拡散し，表層

の光制限が緩和されると生態系に取り込まれること，河

川水中で懸濁粒子に吸着して存在するリンや一部の重金

属類は，海水との接触によって容易に脱離，溶存態に移

行することが明らかとなった。また植物プランクトンを

中心とする浮遊生物は，光環境の影響を強く受けながら

も，河口から沖合にかけて広くかつそれぞれ環境に適応

した生態系を形成していることが認められた。
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（２）長江河口域における渦鞭毛藻赤潮が生物生産性に

及ぼす影響

　長江河口域で近年頻発している渦鞭毛藻赤潮が河口域

の生物生産性に与える影響に関する解析結果から，���

��������が優占した系においては，植物プランクトン

態炭素損出の４０～１００％以上がカイアシ類を中心とす

る動物プランクトンの捕食によって説明された。一方，

���������	
が優占した系では，最大でも１０％に満た

ず，カイアシ類などの動物プランクトンが植物プランク

トンをエネルギーとして効率よく利用できないことが認

められた。

〔備　考〕

外国共同研究機関：中国科学院地理科学与資源研究所・

劉　紀遠，庄　大方，中国科学院遙

感応用研究所・昊　秋華，中国水利

部長江水利委員会・徐　保華，�

翁　立達，華東師範大学環境学院・

陳　中原

（９）陸水境界域における自然浄化プロセス評価手法の

開発に関する研究

〔区分名〕文科��原子力

〔研究課題コード〕０００４��１３０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕冨岡典子（水土壌圏環境研究領域）・越川　海

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕陸水境界域（海浜，干潟，湿地，湖沼，河川

等）は人間活動における安息の場を提供するのみなら

ず，野生生物の生息地としても重要な場である。一方，

人間活動に由来する各種有機汚染物質の流入・集積が生

じやすい場でもあるため，本境界域の有する自然浄化能

を把握することは，場の保全及び将来予測の上で重要で

ある。このため，本研究では海浜，ヨシ原等湿地帯，湖

岸等において，自然浄化能を把握するために自然浄化プ

ロセスを評価する手法の開発を行う。すなわち，１）海

浜における汚染有機物の分解速度把握手法の開発　２）

湿地帯における土壌への汚濁物質の浸透などの挙動の解

析　３）湿地における炭素循環プロセス評価手法に関す

る研究　４）湖沼沿岸域における有機汚染物質負荷に対

する微生物群集応答把握手法の開発に関する研究を行

う。

〔内容および成果〕

　本年度は１）海浜における汚染有機物の分解速度把握

手法の開発を中心に検討を行い，有機汚濁海岸から発生

する���量，炭素安定同位体比（δ
��
�）測定から汚濁

物質分解速度を評価する基礎となる���の回収，保存，

δ���分析法について検討した。その結果，安定同位体

比法を用いた有機物分解速度評価法に必要な微量���

ガスの炭酸塩化の手法が改良され，同位体比測定手法が

確立された。また，半閉鎖系有機物微生物分解システム

に本研究において開発した手法を適用し，本手法の有効

性の検証を行った。すなわち，有機物の分解速度を異な

る手法である，炭素収支法と安定同位体法によって見積

もったところ，見積もられる分解速度は２法でほぼ一致

した。問題点として，系内に有機物分解によって発生す

る���の捕捉相が存在する場合は，安定同位体法によ

る推定は過小評価となることが明らかとなった。

〔備　考〕

（１０）湖沼で蓄積する難分解性溶存有機物の動態とトリ

ハロメタン生成能の評価

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��１１１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）・松重一夫

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕本研究の目的は，霞ヶ浦での難分解性溶存有

機物（���）の動態を把握し，難分解性���として

フミン物質が優占するかを確かめ，湖水と���発生源

水の特性比較から湖水難分解性���の発生原因を検討

し，湖水���の難分解性化が水道水源水としての湖水

に及ぼす影響を把握することである。

〔内容および成果〕

　霞ヶ浦湖水，溶存有機物（���）発生源水（河川水，

下水初沈水，下水処理水，生活雑排水，し尿処理水等を

���分画手法（生分解試験＋フミン物質の分離に基づ

く樹脂分画）に供し，サンプル���をフミン物質，疎

水性中性物質，親水性酸，塩基，親水性中性物質の５つ

に分画した。引き続いて，ろ過サンプル（���），フミ

ン物質（���），親水性画分（�����親水性酸＋塩基＋親

水性中性物質）のトリハロメタン生成能（�����）を

ヘッドスペース�����で測定した。

　生分解プロセスの�����（μ������������	���）に及

ぼす影響を評価した。湖水���およびフミン物質の

�����は生分解前後で少し（約４％）上昇した。一

方，親水性画分の�����は生分解によりかなり増大し

た（約１４％）。

　霞ヶ浦に流入する河川水では，湖水とは異なり，生分
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解前後でフミン物質の�����は少し減少し，���お

よび親水性画分，特に親水性画分の�����が顕著に増

大した。また，下水初沈水や生活雑排水等の生分解性の

高いサンプルでは生分解前後で�����が極端に異なっ

た。下水初沈水および生活雑排水の�����は生分解に

より���で各々９倍，１０倍増大し，親水性画分では

各々１６倍，５倍増大した。両サンプルともフミン物質

の�����は約８％減少した。一方，既に生分解処理を

既に受けている下水処理水の�����は，生分解によっ

て，���で３０％上昇，フミン物質で８％減少，親水性

画分で４０％増大した。また，１００日間生分解試験での

���分解率が僅か７％であるし尿処理水では，生分解

によって�����はほとんど変化しなかった（���：

１％，フミン物質：０．２％，親水性画分：０．８％の減少）。

〔備　考〕

（１１）高解像度衛星によるサンゴ礁マッピングのの有効

性の検証

〔区分名〕研究調整費

〔研究課題コード〕０２０２��４２９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕山野博哉（社会環境システム研究領域）・�

松永恒雄

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕近年，１～４�の高空間解像度をもつセンサ

を搭載した衛星（例えば，������）の打ち上げが成

功し，生態系のマッピングの高精度化が期待されてい

る。特に，空間的な多様性の高いサンゴ礁においては高

解像度衛星に対する期待は非常に大きい。しかし，画像

が高価であること，画像取得範囲が小さいことから，研

究例が少なく，有効性に関する定量評価はいまだ不十分

である。本研究においては，サンゴ礁の分類に関し，高

解像度衛星と従来型の衛星の分類性能を比較し，高解像

度衛星の有効性を定量的に明らかにする。

〔内容および成果〕

　石垣島白保サンゴ礁を対象として，高解像度衛星セン

サとして������（空間解像度４�），従来型の衛星セン

サとして���������	
＋（空間解像度３０�）を用い，

サンゴ礁の分類を行った。その結果，���������	
�の

分類精度が６４％であったのに対して，������の分類

精度は８１％であった。この結果は同時期に世界の他地

域で解析を行った結果とほぼ一致する。本研究と他地域

での結果によって，������の有効性を定量的に示す

ことができた。

〔備　考〕

共同研究者：�����������	
����（南フロリダ大学）

（１２）溶存有機物（���）分画手法による水道水源と

しての湖沼水質の評価およびモニタリング

〔区分名〕厚労��厚生科学

〔研究課題コード〕０２０４��４３３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕今井章雄（水土壌圏環境研究領域）・松重一夫

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕本研究では，長期間生分解試験と樹脂吸着分

画手法を組み合わせた溶存有機物（���）分画手法を

用いて，湖水や流入河川水等の���を，フミン物質の

分離に基づいて，易分解性�難分解性，疎水性�親水

性，酸性�塩基性の切り口で分画する。本研究の目的

は，���分画分布，各画分の物理化学的特性やトリハ

ロメタン生成能を測定することにより，水道水源として

の湖沼水質を評価し，同時に長期モニタリングにより，

���およびその特性の季節変化や場所的変化を把握す

ることである。

〔内容および成果〕

　本年度は，湖沼における主要な内部生産性の溶存有機

物（���）と考えられる藻類由来の���の特性評価

とトリハロメタン生成能を評価・検討した。

　本研究の対象湖沼である霞ヶ浦で優占する藍藻類３種

（�����������	
�������
，�����������	
�����，���������	��

〔���������	
�〕��������）を，極力有機物濃度を抑えた培

地で無菌培養し，培養後のろ液を���分画手法に供し

て藻類由来���を疎水性－親水性，酸性－塩基性の切

り口で５つに分画した（フミン物質，疎水性中性物質，

親水性酸，塩基物質，親水性中性物質）。さらに，

���，フミン物質および親水性画分（＝親水性酸＋塩

基物質＋親水性中性物質）のトリハロメタン生成能を測

定した。

　藍藻類はフミン物質的な���をほとんど排出しな

かった。親水性画分（親水性酸，塩基物質，親水性中性

物質）が���として優占していた。優占親水性分画成

分は藻類種で異なっていた。��������	
���では親水性酸

と親水性中性物質，��������	
�	�では親水性酸，���

��������では塩基物質の存在比が顕著に大きかった。

トリハロメタン生成能（�����，μ������������）は，

���で０．０５５～０．０９５，フミン物質で０．２２３�０．２９５，

親水性画分で０．０４８～０．０８４であった。したがって，藻

類由来���の�����は主に親水性���に由来する
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ことが明らかとなった。

〔備　考〕

（１３）流域の森林土壌が湖水に溶存するアルミニウムの

濃度と形態に与える影響

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４３７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕越川昌美（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕天然水中の溶存アルミニウムは����のほか各

種の無機錯体・有機錯体として存在するが，その毒性は

濃度だけでなく存在形態にも強く依存する。本研究で

は，琵琶湖に溶存するアルミニウムが最も毒性の強い無

機の加水分解種であったという観測事実と，森林土壌に

は高濃度のアルミニウムが有機錯体となって毒性が弱め

られているという事実をもとに，「森林土壌に含まれる

アルミニウムの有機錯体が，河川を通じて湖に至るまで

に，どこでどれだけ減少するか」を把握することを目的

とする。

〔内容および成果〕

　本年度は，霞ヶ浦流域においてサンプリング地点の選

定および予備調査を行った。桜川（霞ヶ浦流入河川）上

流域にあたる筑波山の森林５地点における土壌水（土壌

の水抽出液で代用した），その森林を流れる渓流４地点，

桜川４地点，および桜川が霞ヶ浦に流入する土浦入りか

ら湖水の流下方向に沿った霞ヶ浦６地点でサンプリング

を行った。

　孔径０．４μ��のフィルターを通過するアルミニウム

を，アルミニウムのヒドロキソ錯体（���），アルミニウ

ムの有機錯体（�����），アルミニウムのコロイド（�����）

に分画するために，ルモガリオン法で（���＋�����）を，

����法で�����を，�����法で（���＋�����＋�����）を

定量した。

　溶存アルミニウム濃度（���＋�����）に占める有機錯

体アルミニウム濃度�����の割合は，森林から湖にかけ

て大きく変化した。筑波山の森林土壌水では，溶存アル

ミニウムの約５０％が有機錯体アルミニウムであったの

に対して，その森林を流れる渓流水では有機錯体アルミ

ニウムの割合は約２０％であり，さらに流下して桜川本

流に至ると１０％まで減少した。桜川が霞ヶ浦に流入す

る土浦入りでは有機錯体アルミニウムの割合は１０％以

下であるが，湖心より下流では５０％以上であった。

〔備　考〕

５．５　地下水汚染機構の解明とその予測に関す

る研究

　地下水利用に伴う広域的ヒ素汚染に関する地

球環境保全のための環境計画に関する研究

（１）２）自然環境汚染状況と生態系影響調査と回復手法

〔区分名〕環境��地球推進���６

〔研究課題コード〕０００２��２４７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中杉修身（化学物質環境リスク研究セン

ター）・柴田康行

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕極めて大規模な西ベンガル地方の地下水汚染

によるヒ素汚染事例の解決にむけて，人への健康影響メ

カニズム，生態学的影響の解明を進める。特に飲料水や

潅漑目的で地表に汲み上げられた地下水中のヒ素のその

後の挙動を明らかにすることを目的として，大気中ヒ素

の測定等を行う。

〔内容及び成果〕

　ヒ素汚染地帯並びにコントロール地帯で室内大気粉じ

ん試料の捕集を行い，ヒ素濃度並びにヒ素化合物の同定

を行った。また，その原因の探索を実施した。その結

果，汚染地帯で飼育された牛のふんを乾かしてつくる燃

料の使用が室内大気曝露の大きな原因候補として浮かび

上がってきた。また，こうして発生する室内大気中ヒ素

は，無機のヒ素以外に毒性の強い有機ヒ素が作られてい

る恐れのあることが明らかとなり，ヒ素汚染地下水の灌

漑用水としての利用によって，さらにヒ素汚染の拡大し

ている状況が明らかになった。以上の結果から，飲料

水，直接的な食物由来以外のヒ素曝露経路もあることが

わかり，灌漑用水由来のヒ素汚染の低減が今後に残され

た大きな課題であることが浮かび上がってきた。

〔備　考〕

研究代表者：安藤正典（国立医薬品食品衛生研究所）

（２）規制項目等有害元素による地下水高濃度汚染実態

解明と修復技術に関する研究

〔区分名〕環境��公害��一括

〔研究課題コード〕０００２��０５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕西川雅高（化学環境研究領域）・中杉修身・�

小川祐美

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕硝酸態窒素による地下水が顕在化している静
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岡県，岐阜県，福岡県において，その汚染実態や二次汚

染の有無を把握し，地下環境の修復技術の開発を主な目

的としている。地下水中に含まれる硝酸態窒素濃度は

１０����が規制値と定められているのだが，主に丘陵型

農耕地域を中心として規制値を超える地下水汚染現場が

点在していることが明らかになってきた。最近では，そ

れら地域において硝酸汚染のみならずアルミニウム，ホ

ウ素，ニッケル等重金属類汚染も顕在化していることが

判明し，その汚染機構を明らかにすることが急務と成っ

ている。本研究プロジェクトでは，各県の汚染実態を詳

細に把握し，その汚染機構を明らかにすると共に，地域

特性にあった地下環境修復技術の開発も視野に入れ，厚

生省国立公衆衛生院および農水省野菜茶業研究所と連携

し，各県の研究機関の参画をいただいて実施するもので

ある。

〔内容および成果〕

　本研究の対象地域（福岡県内，岐阜県内，静岡県内）

は，農業活動によって地下水汚染が生じている可能性が

高いといわれている。特に，硝酸性窒素（環境基準値は

硝酸性と亜硝酸性窒素の合計濃度で１０����）による汚

染が顕在化している。このうち，静岡県内の地下水汚染

地区を詳細観測フィールドとし，野菜・茶業研究所との

共同で汚染実態と施肥との関連性を明らかにするための

モニタリングを３年間継続して行った。ニッケル，マン

ガン，アルミニウム，アンチモン等の地下水濃度変動

が，地下水中の硝酸濃度の変動と良い相関関係があるこ

とを明らかにした。また，硝酸性窒素の安定同位体比は

＋１１の比較的高い値を示した。そして，対象となる雨

水中のその値は－４であった。比較的高い窒素安定同位

体比を示したことは，化学肥料よりも生物系肥料中の窒

素分由来である可能性が高いことを示唆した。また，伏

流水が流入する河川水を上流から下流域まで調査した結

果，流下方向に硝酸性窒素濃度の低下と��の上昇，重

金属濃度の低下が認められた。その化学成分別当量パ

ターン（ヘキサダイヤグラム）に３通りあり，施肥の寄

与が高い流域，土壌形成成分の溶出が高い流域，施肥に

よる影響を抑えるために苦土石灰などの土壌改良剤を積

極的に施肥と併用している流域に分けることができた。

土壌改良剤を併用する地域の硝酸性窒素濃度は，併用し

ない地域に比べやや低下する程度であるが，硝酸性窒素

に伴って溶出するアルミニウム，ニッケル，マンガン，

銅等の重金属濃度が著しく抑えられていることが判っ

た。

　その他，含酸素酸態の無機態陰イオンの挙動解析と汚

染地下水の高次処理法の検討にあたっては，厚生労働省

国立公衆衛生院に担当していただいた。本年は，硝酸性

窒素が高濃度で存在するときのアンチモンのナノ膜濾過

法による浄化過程で，その効率性に影響を与える因子に

ついて解析した。ナノ膜の機能は，篩い分け効果と膜表

面が電荷を帯びておりイオン除去効果も併せ持ってい

る。アンチモンは，水溶液中で三価と五価の価数で存在

する。五価のアンチモンは硝酸性窒素濃度の影響（０～

２０����）を受けず９０％以上の高い除去効率を示した

が，三価のアンチモンは硝酸性窒素濃度の増加に伴い除

去効率が低下した。また，ナノ膜濾過自身に硝酸性窒素

の除去効率が認められ，環境基準値である１０����では

約２０％の効率であった。また，原水中の��によっても

アンチモンの処理効率が変化することもわかった。処理

技術については，ナノ濾過膜を用いた処理技術に着目

し，ベンチスケールの実験装置による検討した。硝酸高

濃度汚染地下水は，ナノ膜濾過法によって環境基準

（１０����）を下回るレベルにまで浄化することができ

た。その結果，濃縮水の中には１０００����オーダーの硝

酸性窒素分が含まれており，その新たな処理法あるいは

用途を探した。野菜茶業研究所では，汚染地下水を膜濾

過処理した時に生じる汚染成分濃縮水の農業活動におけ

る再利用方法について検討を行い，水耕栽培用液肥とし

て中和した処理水について検討を加えた。

〔備　考〕

共同研究機関：厚生労働省国立公衆衛生院・（独）農業技

術研究機構野菜茶業研究所・静岡県環境

衛生科学研究所西部支所・岐阜県保健環

境研究所・福岡県保健環境研究所

５．６　土壌劣化，土壌汚染の機構解明とその予

測に関する研究

（１）土壌中における無機汚染物質の挙動に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��１１９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高松武次郎（水土壌圏環境研究領域）・�

越川昌美・村田智吉

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕将来，「鉛フリーはんだ」などの材料として，

利用が急増すると考えられる銀，ビスマス，アンチモ

ン，インジウムなど（いわゆる次世代技術利用金属）の

環境中における溶出特性を暴露試験などで明らかにす

る。また，それら金属の土壌中動態を，大型ライシメー

ターを利用して調べ，土壌の化学性や土壌種との関連で
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検討して，金属の移動，蓄積，地下浸透などの機構を明

らかにする。結果を，これまで人類が多用してきたカド

ミウム，鉛などの動態と比較し，次世代技術利用金属に

よる土壌汚染の予測と評価を行う。

〔内容および成果〕

　鉛フリーはんだ（��０．８���５７���と��３���２���１

���）を１年半の間裸地と林内で降雨に継続的に曝露

し，組成金属の年間溶出量を求めた結果，銀はいずれの

場所でもほとんど溶けなかったが，他の金属は状況次第

で，表面積当たりで０．数から十数μ�����������，重量

当たりでは０．数から１００μ���������程度溶け出すこと

が分かった。ライシメーターやカラム試験の結果から，

上記金属を吸着・保持する力は黒ボク土＞褐色森林土＝

褐色低地土＞砂丘未熟土の順に大きいこと，インジウム

とビスマスは土壌中で他の金属より動きやすいことなど

も明らかになった。

〔備　考〕

（２）土壌生態系における土壌微生物群集構造の解析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��１１４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村田智吉（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕土壌の生成過程や管理履歴のちがいが土壌微

生物量と群集構造の関係に与える影響について解明す

る。

〔内容および成果〕

　リン脂質脂肪酸プロファイル法を用いて水田土壌微生

物相へのスルホニルウレア系除草剤（ベンスルフロンメ

チル，イマゾスルフロンを標準の１０倍量）の影響を検

討した。非標的生物である土壌微生物バイオマス量やそ

の脂肪酸プロファイルはいずれの薬剤においても直接的

な影響を認めることはできなかった。

〔備　考〕

（３）環境汚濁物質の水土壌環境中での挙動とその微生

物生態系への影響に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��３８５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕冨岡典子（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕有機汚濁物質の組成および環境条件が汚濁物

質の挙動と微生物生態系に及ぼす影響の検討を行い，人

為的操作による環境負荷低減化手法の開発を行う。ま

た，放射能汚染が土壌環境中の微生物生態系に及ぼす影

響の解明を行う。

〔内容および成果〕

　放射性セシウム汚染土壌における微生物群集構造の解

析のために，種々の汚染濃度の土壌に対して，生菌数お

よび全菌数の検討を行った。今回の検討では，セシウム

汚染濃度と生菌数および全菌数の間に関連は見いだされ

なかった。

〔備　考〕

（４）ケイ酸塩鉱物の風化過程における表面変化と自然

環境に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��０５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕瀬山春彦（化学環境研究領域）・田中　敦

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕いくつかの表面分析法を組み合わせ，風化し

たケイ酸塩鉱物表面の組成，化学結合状態を調べ，自然

環境中における鉱物の化学的風化進行のメカニズムを明

らかにする。ひろく天然に存在する造岩鉱物である黒雲

母や長石をモデル鉱物とし，風化による表面変化を調べ

る。得られた測定結果から，ケイ酸塩鉱物の風化反応メ

カニズムを考察するとともに，自然環境と風化反応の関

係を明らかにし，風化鉱物の表面分析による酸性雨など

の環境影響評価について検討する。

〔内容および成果〕

　本年度は，ケイ酸塩鉱物の酸溶解反応メカニズムの

��依存性を明らかにするため，斜長石粉末試料を濃度

の異なる硫酸酸性溶液と反応させ，その表面変化を�線

光電子分光法（���），走査電子顕微鏡（���）により

調べた。その結果，強酸性（５×１０������������������）

における溶解では，��，��，��が選択的に溶出した，

二酸化ケイ素（����・����）に富む表面溶脱層が生成す

ることが分かった。酸濃度の低い条件（５×１０����

�����
��
������）での溶解でも，同様に表面溶脱層の生

成が確認されたが，��，��，��表面濃度の低下は強酸

性（５×１０������������������）の場合より少なく，表面

溶脱層の厚さは酸濃度の低下とともに薄くなることが示

唆された。一方，５×１０������������������との反応では，

斜長石の��表面濃度が増加した。これは，微酸性溶液
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との反応で，鉱物表面に��を含む水酸化物層が生成す

るためと考えられた。以上の研究結果から，斜長石の風

化反応（酸溶解）では，鉱物表面に二酸化ケイ素�

（����・����）に富む表面溶脱層が生成するが，その厚

さは反応溶液の��により変化し，��が低下すると表

面溶脱層が厚くなることが明らかとなった。また，酸濃

度が低く中性に近い溶液との反応では，��の表面濃縮

が生じることが分かった。従って，風化メカニズムは反

応溶液の��により変化し，斜長石の表面分析から風化

環境について推定できる可能性が示唆された。

〔備　考〕

（５）次世代対応新素材はんだの構成金属元素が土壌微

生物群集の多様性にあたえる影響評価

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０２��２９２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕村田智吉（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕鉛フリーの次世代利用型はんだに含まれる金

属が土壌微生物の生育にあたえる影響評価を行い，各種

金属と鉛との相対評価を行う。

〔内容および成果〕

　土壌細菌群に対する増殖阻害効果は，鉛においては遊

離イオンの形態で最も強く，土壌中の水溶性腐植と錯体

を形成する場合は概ね増殖阻害効果は軽減された。一

方，ビスマスは土壌中の水溶性腐植と錯体を形成するこ

とにより溶解性が高まり，土壌細菌群に対する増殖阻害

効果は高くなる傾向が認められた。

〔備　考〕

５．７　その他

（１）東アジア地域の持続的発展に関する環境総合診断

システムの構築に関する研究

〔区分名〕重点研究支援

〔研究課題コード〕９７０２��１２８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕大坪國順（水土壌圏環境研究領域）・�

渡辺正孝・小野雅司・奥田敏統・清水英幸

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕以下の重点研究課題を効率的に遂行するため

に，支援協力員が，①地理情報システムやエキスパート

システム等を活用した環境総合診断システムに関する研

究　②東アジア地域での物質輸送，循環に関するモデル

結果表示の高度化とネットワーク化　③熱帯林生態系の

長期変動モニタリングのための基礎的研究および　④東

アジアにおける生物多様性インベントリーシステムの構

築に関する研究について研究支援的業務を行う。

〔内容および成果〕

　５年間の成果を要約すると，

　①－１　環境総合診断システムのコアとなる大流域水

文モデルの中で流量，流砂量等についてモデル化した。

モデルを用いて三峡ダムによる洪水被害削減効果につい

て数値実験を行い，ダムによる放水流量コントロールは

洞庭湖周辺の洪水被害の緩和に有効との結果を得た。

　①－２　中国，タイを主対象として，アジア地域のマ

ラリア，デング熱等の動物媒介性感染症の流行状況及び

これらの疾患を媒介する������（蚊）の生息状況，並び

に，気象情報，植生情報等様々な環境情報を収集し，

データベース化を行った。解析により，環境要因と動物

媒介性感染症流行との関連を明らかにした。

　②総合的環境診断のための入力データとして中国の土

地利用・被覆，自然環境（気象，地形，土壌など）など

の多数のディジタル地図を整備した。このデータベース

を基に，中国河北平原に対して地下水資源の持続的利用

性の診断や，中国内蒙古地域の黄砂ダスト発生の要因を

解析した。

　③マレーシア半島部パソ保護林に設置された天然林，

二次林の長期観測プロットのデータを基に，林冠構造，

樹幹面積，林分構造，種組成，多様性について解析を

行った。森林伐採は直接的には森林面積の減少にはつな

がらないものの，多様性の保全機能などを含む諸機能に

重大な影響を及ぼすことが示唆された。

　④生物多様性インベントリーに関する既存の情報・資

料を収集・整理し，比較・検討することにより，環境変

化に敏感な蘚苔類をターゲットに選定し，電子化を行っ

た。この統合データベースを�������������	を用いて

情報発信するための��の再整理を行い，また���公開

の手段について検討・考察し，その試験運転を行った。

〔備　考〕
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６．開発途上国の環境問題

６．１　途上国の環境汚染対策に関する研究

　地下水利用に伴う広域的ヒ素汚染に対する地

域環境保全のための環境計画に関する研究

（１）５）他地域におけるヒ素汚染に関する諸問題解決

のためのワークショップ

〔区分名〕環境��地球推進���６

〔研究課題コード〕０００２��００８

〔重点特別研究プロジェジェクト名，政策対応型・研究名〕

〔担当者〕兜　�徳（首席研究官）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕インド西ベンガルとバングラデシュ，中国内

モンゴル地域などで深刻化している飲料水のヒ素汚染に

よる健康影響に対する対策のあり方や技術などについて

総合的に検討し，適切な手法を提案する。なお，筆者の

分担は情報交換のためのワークショップを開催すること

であった。

〔内容および結果〕

　平成１２年度はインドのチャクラボルティ博士，タイ

の押川氏，中国予防医学科学院の金博士，中国医科大学

の孫博士を招へいし，国際的に大きな汚染問題を呈して

いる中国と南アジアでの汚染の実態と影響評価の状況に

関するワークショップを開催した。前年度は国連大学と

協賛で同趣旨のワークショップを，本研究所からは中国

で汚染が顕著となっている山西省から������と���

�������，またバングラデシュから���������	を招聘

し，その他の招へい者を含め，国連大学で開催した。約

１００名の参加者があり，活発な討議や情報交換が行い，

プロシーディングを出版した。本年度は，平成１５年３

月に「国際ウォーターフォーラム」（京都）において国連

大学と協賛でシンポジウムを開催した。このため，中国

���（前中国予防医学科学院）の環境保健研究所の金所

長を招へいした。同シンポジウムでは，アジア地域にお

けるヒ素汚染への������や���などの取り組みに

ついても報告された。筆者からは，中国で最近行われた

全国調査の結果を含め，今後の飲料水中あるいは石炭燃

焼による室内汚染に伴うヒ素毒性に関する今後のメカニ

ズム研究の方向性，現行の安全基準の問題などについて

発表した。

〔備　考〕

研究代表者：�安藤正典（国立医薬品食品衛生研究所）

共同研究者：�真柄泰甚（北海道大学）・内海秀雄（九州大

学）・山本和夫（東京大学）・石橋良信（東

北学院大学）

国際研究機関：�中国の予防医学科学院・中国医科大学・

国際保健機関（���）

（２）東アジアにおける民生用燃料からの酸性雨原因物

質排出対策技術の開発と様々な環境への影響評価と

その手法に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���３

〔研究課題コード〕０００２��０８７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕畠山史郎（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２年～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕中国のエネルギーの約７５％を占める石炭の

需要は，将来的に増加する傾向があるが，地方の中小炭

鉱には，適切な石炭クリーン化技術がないため，採炭さ

れる高硫黄分の低品位石炭は未処理のまま市場に流通し

ており，その多くは，民生用や中小規模ボイラー等の低

い煙源の施設にて燃焼に供されている。その結果，中国

各地，特に西南地区および東北地区の都市部では，高硫

黄分の低品位石炭の燃焼に起因する大量の二酸化硫黄

（���）及び粉塵が放出されており，大気汚染や酸性雨

が顕在化し，それらによる生態系の破壊，農林業の経済

的損失，建造物の腐食，健康被害等が発生している。こ

れらの問題は，中国国内だけでなく日本を含む東アジア

地域の酸性雨越境汚染の一因となっている。このように

深刻な大気汚染や酸性雨被害を防止するためには，低品

位石炭をクリーン化する技術が必要となる。石炭クリー

ン化技術の中でも比較的低コストで実現可能な乾式選炭

技術は開発途上国向けの環境調和型の石炭利用技術とし

て重要視されている。また，これまでに，中国への適正

化研究の実績があるバイオブリケット化技術を広域に普

及させるため，その使用によって住民の健康被害，建造

物・材料の腐食による経済的損失などがいかに改善され

るか，またバイオブリケット使用後の廃棄物がどのよう

に有効利用できるかを研究し，ブリケット利用の促進を

図る必要がある。

〔内容および成果〕

　本研究では乾式選炭技術の実用化・適正化と，住民の

健康状態の改善や経済性の評価からバイオブリケット技

術の普及促進・啓発を行って，中国における石炭利用か

らの酸性雨原因物質の排出削減をはかることを目的とす

る。このため以下の研究を行っている。

（１）乾式選炭技術の開発・実用化に関する研究

　静電気セパレータ方式の乾式選炭実用機に関する設

計，試作，および乾式選炭実用機による中国の低品位粉
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炭に関する選炭実験，精炭の炭質評価。乾式選炭技術の

適正化については，日中共同による乾式選炭実用機の改

善設計と製作，実証プラント設置および現地の既存技

術・装置との融合，乾式選炭技術の経済性評価に関する

基礎的研究を行う。

（２）バイオブリケット技術の民間移転と普及方策に関

する研究

　住民の各種燃料に対する使用意欲の実態調査，バイオ

ブリケットの利用普及状況に関する追跡調査，バイオブ

リケット燃焼灰の農林地への散布による地域循環型総合

環境保全対策の実施可能性に関する調査，材料・建造物

への影響推定を行う。さらに，酸性雨・複合大気汚染に

よる社会経済的損失の見積りと環境改善方策の提言を行

う。

（３）バイオブリケットの普及による健康影響に関する

研究

　重慶市と鞍山市の郊外及び市街区を調査対象地域と

し，バイオブリケット使用前後における使用群と対照群

の健康影響への改善効果を明らかにすると共に，各種汚

染物質濃度を生活時間帯別に曝露評価を行う。バイオブ

リケット使用による具体的な効果に関する資料を集積

し，バイオブリケット普及促進に資する。

　本年度の成果として，乾式選炭技術については，現地

の既存技術，装置等と融合される乾式選炭実証プラント

の性能試験，選炭実証実験による経済性の評価，廃石か

ら回収した硫黄分の有効利用に関する基礎的研究，現地

モデル地域内の酸性雨原因物質の低減効果の将来環境影

響予測評価，普及展開のための製造�消費エリアの適正

規模に関する研究・啓蒙活動を行った。さらに，技術移

転と装置処理能力を向上する実用化研究に伴い，中国国

内での部品適応性の調査も進めている。

　バイオブリケットの普及については，中国普及対象地

域におけるバイオブリケットの利用普及状況に関する追

跡調査とその普及政策の提示，大気汚染対策・酸性土壌

修復・水質汚染対策からなる地域循環型総合環境保全対

策の実施可能性に関する調査，酸性雨・複合大気汚染に

よる社会経済的損失の見積りと環境改善による影響の評

価を行った。

　健康影響に関する研究では，バイオブリケットの使用

を継続し，重慶の２年間，鞍山市の１年間のバイオブリ

ケット使用による大気汚染，室内汚染のトレンド及び自

覚症状，他覚症状から評価を行い，バイオブリケット普

及に役立たせるデータを集積した。

〔備　考〕

共同研究者：�内山巌雄（京都大学）・王　青躍（埼玉大

学，国際善隣協会）・坂本和彦（埼玉大学）・

溝口次夫（佛教大学）・前田泰昭（大阪府立

大学）・辻野喜夫（大阪府立公害監視セン

タ）・古明地哲人（東京都環境科学研究所）

（３）有毒アオコの発生防止国際ネットワーク創り

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０３��３８６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕稲森悠平（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）・水落元之・岩見徳雄・板山朋聡

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕開発途上国で死亡事故を引き起こし新たな水

環境の緊急な問題としてあがっている���のガイドラ

インに位置づけられた青酸カリより強力なミクロキスチ

ンという毒性物質を生産する有毒アオコの顕在化が懸念

されているアジア太平洋諸国を対象としてその実態と生

物処理工学としてのバイオエンジニアリング，生態工学

としてのエコエンジニアリングのシステムを導入した有

毒アオコの発生防止国際ネットワークを構築する。

〔内容および成果〕

　有毒アオコ発生防止に掛かる技術開発として（１）各

地域における有毒アオコの発生状況および汚濁負荷の質

と量の調査解析　（２）有毒アオコの分解に貢献する微

生物の特性解析　（３）有毒藻類の毒素産生特性の分子

生物学的解析　（４）ばっ気拡散・循環法を併用した藻類

異常増殖抑制技術開発　（５）再資源化可能な水耕栽培

植物と水生植物の最適組み合わせによる高度浄化エコエ

ンジニアリングシステムの開発　（６）高度簡易分散型

生活系排水・汚泥処理バイオ・エコシステムの技術開発

を実施した。具体的には（１）に関して本年度はタイ，

フィリピンの代表的な富栄養化湖沼である，ソンクラ，

ラグナの各湖沼で現地調査を行い，汽水湖であるソンク

ラ湖において塩分濃度の違いにより優占種が�����������	

�������および�����������	
�������
に分かれることが明

らかになり，ラグナ湖ではマニラ市近郊の水域で���

��������	�が優占化し，いずれも生活排水の寄与が高い

ことが明らかになった。（２），（３）に関してアオコを

捕食する原生動物内での毒性物質分解酵素の存在が明ら

かになり，また，毒性物質合成遺伝子をターゲットとし

た有毒アオコの同定方法を明らかにした。（４）につい

ては中国貴州省での実証試験からばっ気拡散・循環法の

有用性が示され，有毒アオコだけではなく底泥からの

��，��の溶出も抑制されることが明らかになった。
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（４）に関してタイでの実証試験からタイではクレソン

に比べ，クウシンサイの浄化能力が高く，これらの刈り

取り量は一年を通じて日本の夏季の場合と同程度あるこ

とが明らかになった。（６）に関して，有機物，窒素，

リンの同時除去が可能な無循環多段式土壌トレンチ法の

中国温州での実証検討で，有機物およびリン９５％以上，

窒素８０％以上の安定した処理性能が得られた。これら

の成果をもとに効果的な国際ネットワークを構築するた

めに中国，韓国，ベトナム，フィリピン，タイ，イン

ド，オーストラリアの研究者を交えて国際ワークショッ

プを開催し，各地域の有毒アオコ発生状況，対策の現

況，開発されつつある対策技術の適用性について検討を

行った結果，ネットワークとして発生状況および各地域

におけるローカルな対策手法の情報集約の重要性が示唆

され，有毒アオコの警報システムとして分子生物学的手

法を含めた毒性判定手法確立の緊急性が示された。

〔備　考〕

共同研究機関：東京農業大学・早稲田大学・筑波大学・

（株）日水コン・（株）日本環境クリエイト

６．２　途上国の経済発展と環境保全の関わりに

関する研究

（１）アジア諸国における環境意識に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０４��０１３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青柳みどり（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕本課題では，アジア諸国における一般の人々

の環境意識の形成について明らかにしようとするもので

ある。特に，低環境負荷型経済発展の方策を探るため

に，どのようなライフスタイルを提示したらよいかにつ

いて意識，制度など行動を規定する諸要因に着目する。

特に，日本，香港，ベトナム，タイでの研究グループに

参加し，アジアの複数地域における比較において分析・

考察する。

〔内容および成果〕

　アジア各国における「伝統的な知識����������	

���������」に着目した共同研究計画についての議論お

よび事例研究のあり方について検討を行った。環境配慮

型ライフスタイルにおいては，日本では特に江戸時代の

ライフスタイルを良しとする考え方もあるが，それだけ

ではなく，夏の暑さをしのぎ冬の寒さを和らげる住まい

方や，廃棄物を繰り返して利用する方法に代表される資

源管理の方法などが伝統的な知恵として伝えられてき

た。アジア諸国には，まだそれらの知恵が多く生きてお

り，これからの環境配慮型生活に行かしていくべきとい

う考え方も強くある。この研究においては，それらの知

恵を単純に模倣するのではなく，制度的な面や新たなス

テークホルダーの登場，現代的な持続可能性の考え方と

の整合性を踏まえ，ケーススタディを通じた考察を行う

こととし，事例研究についての検討を行った。

〔備　考〕

当課題は環境��地球推進���１にも関連

（２）アジアにおける環境をめぐる人々の消費行動とそ

の変容に関する国際比較研究

〔区分名〕環境��地球推進���１

〔研究課題コード〕０００３��０２６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青柳みどり（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１２～１５年度（２０００～２００３年度）

〔目　的〕アジアにおける人々の生活水準の向上は，ア

ジア各国のエネルギー消費の増大をはじめとするさまざ

まな資源消費の増大をもたらしている。しかし，人々の

物質的な充足の欲求，快適性追求はしばしば指摘される

ように環境への多大な負荷をもたらし，地球環境問題を

はじめとする環境悪化の大きな原因となっている。本課

題では，日本，中国をはじめとするアジア諸国の一般市

民の消費行動を軸として，持続可能な消費の可能性をさ

ぐるものである。さらに，その変容の大きな要因として

の企業の環境行動および環境コミュニケーションのあり

方に着目し，企業は環境をめぐってどのようなコミュニ

ケーションを行っているのか，そしてそれが企業の環境

戦略にどのように影響を与えているのか，について調査

分析を行う。

〔内容および成果〕

　アジアの消費者行動とその変容について探るために，

　１）アジアにおける消費者意識調査　２）企業の消費

者環境戦略（環境コミュニケーション）の２つの調査分

析を行った。１）においては，過去２年間の中国調査と

比較可能な形での日本調査を実施した。しかしながら，

様々な制約や社会経済的条件の差を加味するために，調

査票の再検討を行い，１２月に調査を実施し，単純集計

結果の比較を，１月以降に行った。また，１９９７年実施

の先行する日本調査との比較も行った。その結果，５年

の期間で日本人の環境問題に対する認識は大きく変化

し，特に地球温暖化について深刻と考える人々の割合が
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６％から１８％へと大きく増加した。また価値観につい

ても変化の兆しが見られる。２）企業の環境戦略（環境

コミュニケーション）調査は，日独の比較分析を行っ

た。

〔備　考〕

（３）アジア太平洋地域における環境イノベーション戦

略評価のためのモデル開発とデータベース構築に関

する研究

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０１０５��２７４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕森田恒幸（社会環境システム研究領域）・�

甲斐沼美紀子・原沢英夫・日引　聡・亀山康子・

増井利彦・高橋　潔・藤野純一・肱岡靖明

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕アジア・太平洋地域全域にわたり，環境負荷

及び環境・資源の現状及び変化を包括的に把握し，環境

分野へのイノベーションの導入とその実現のための投資

の緊急性を評価することを目的とする。そのために本研

究では，今までに開発してきた各種の計算機モデルを基

礎として，アジア太平洋全域及び主要国に適用できる新

たな統合モデルを開発するとともに，これを用いて各種

指標データを計算する。さらに，これらの指標データを

体系的に提供するために，環境イノベーションに関する

各種背景データと有機的に関連づけた戦略的データ・

ベースを構築する。

〔内容及び成果〕

　２年間をかけて，国別簡略モデル（��������	）の開

発，各種の個別モデルの主要途上国への適用，４２カ国

の戦略的データベースの開発，アジア太平洋地域の将来

シナリオ，政策オプションの検討を行う。その後２年間

を費やして，アジア太平洋地域の環境－経済統合モデル

の開発，アジア太平洋地域の戦略的データベースの構

築，アジア太平洋地域の環境イノベーションのシナリオ

調査，��に対応するためのエコシステム・モデルの開

発。アジア太平洋地域のイノベーション戦略のデザイン

とその効果分析を行う予定。

　本年度においては，国別簡略モデル（��������	）を

拡張し，新たな経済－生態系統合モデルの開発に着手す

るとともに，各種の個別モデルを主要途上国へ適用し

た。また，戦略的データベースの基本部分を開発した。

さらに，千年紀生態系評価（��）のために地球規模の

環境変化の将来シナリオを推計した。

〔備　考〕

６．３　その他

（１）中進国における環境問題の特性及び環境支援国際

協力のあり方に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０１７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕乙間末廣（社会環境システム研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕開発進度により国の社会経済状況は多様であ

り，それに伴って，国際協力により支援すべき対象も異

なる。���が５，０００～１０，０００ドル�人前後の多くの中

進国では，環境問題が自国にとっても地球にとっても重

要課題であるという認識があり，環境投資と環境管理を

する潜在能力もある程度有すると思われるが，先進国の

高度な技術力と途上国の安価な労働力に対抗する経済躍

進を政策の中心に据えていることから，環境投資が後回

しになっているのが現状である。したがって，中進国は

国内に環境管理システムを確立するために機の熟した国

であり，先進国の環境支援協力が効果的に作用する国で

もある。本研究は，中進国のかかえる環境問題及び社

会・経済・法整備の特性を把握し，先進国からの環境支

援のあり方について検討することにより，今後日本が実

施する環境支援国際協力プロジェクトの形成に資するこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　日本は有数の���提供国であり，���は重要な外

交手段の一つとなっている。経済状況の悪化から，近

年，���全体の予算は減少傾向にあるが，環境関連

���はその比率を増しつつある。ここでは，環境省が

主支援官庁となって実施している６つの����環境セン

タープロジェクト（タイ，中国，インドネシア，チリ，

メキシコ，エジプト）の立上げから実施，終了までの経

緯をレビューし，課題を検討した。その結果，個々のプ

ロジェクト特有の課題もあるが，共通して見られる課題

も多く，それらをプロジェクトの企画内容に起因するも

のと，実施支援体制・支援人材に起因するものに整理し

指摘した。さらに，プロジェクト終了後，それぞれのセ

ンターが自立的に活動していくための方向性を提示し

た。

〔備　考〕

本研究は担当者が他の機関に転出するため本年度で終了

する。
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７．環境問題の解明・対策のための監視観測

７．１　地球環境モニタリング

（１）落石・波照間における����及びオゾンの動態解析

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０２��０８８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕酒巻史郎�大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕対流圏大気中の温暖化原因物質やその関連物

質の動態解明のために北海道東端の太平洋に面した落石

岬と沖縄県波照間島で各種の微量ガス成分のモニタリン

グを実施しているが、本研究ではこれら測定成分中の窒

素酸化物とオゾンについてその動態解析を目的とした。

〔内容及び成果〕

　窒素酸化物（��及び���）の測定は市販の化学発光

型測定器を用いて行い，その校正は一定周期で校正ガス

を供給する自動校正システムによって連続測定中に周期

的に実施した。また，オゾンの測定は市販の紫外吸収型

測定器で実施した。落石ステーションではこれらの測定

を１９９５年９月より，また波照間ステーションでは１９９７

年５月より実施している。本年度は，前年度に引き続い

て，これらの測定結果のうちの落石ステーションの

２０００年の測定結果に対して，地球環境研究センターの

対流圏モニタリングデータ評価のための支援システム

（���������）による後方流跡線解析を実施し，その

解析結果から落石では北西～南方向のアジア大陸中部や

日本の本州方面からの陸性大気が流入してくるとき，全

体に高濃度となっていることがわかった。また、オゾン

も���と同様な濃度傾向を示しており，光化学生成由

来のオゾンが移流してきていると推測した。

〔備　考〕

（２）気候変動と自然環境との相互作用に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１５５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕向井人史（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球の気候は生物の出現によって長い年月の

間に作り変えられてきた歴史を持っている。生物の存在

する地球の大気は物質循環を通して組成を変化させなが

らそれを気候に反映させてきた。また一方では，気候が

生物圏へ関与し，生物圏自身も変化させられてきた。こ

れらの相互作用のなかで比較的安定した地球環境という

ものが維持されているという仮説がある。地球の気候は

温室効果ガスの濃度や太陽光の反射量に大きく左右され

る。生物の活動は気候を大きく変化させないように，大

気を調節しているのではないかといういわゆるガイア仮

説の例としてジメチルサルファイドなどの生物が作り出

す物質がある。ここでは，ジメチルサルファイドの反応

生成物の濃度を長期的に調査することによって，気候と

海洋植物プランクトンとの相互作用がどのように存在す

るか検討する。

〔内容および成果〕

　島根県隠岐島において１９８３年以来大気粉塵の採取を

続けているが，２００２年度も西郷町にある島根県合同庁

舎屋上および五箇村にある国設隠岐酸性雨測定局におい

て採取を実行し１９年間の大気粉塵試料の時系列を作っ

た。サンプルは重さを量った後３分割し，－２０℃ の試

料保存庫に設置したステンレス製の特別な保存容器に保

存した。サンプルのうち１�１６を分割し，分析に共した。

これにより１９年のメタンスルホン酸（���）濃度の時

系列を作成した。大きな年々変動が観測され，ここ３年

間若干の増加が見られた。これは，ラニーニャ現象と関

係がある増加と考えられ，これまでの仮説を指示する結

果となった。

〔備　考〕

共同研究機関：島根県保健環境科学研究所・西郷保健所

（３）環境・災害監視のためのアジア衛星観測ネット

ワークの構築

〔区分名〕計算科学

〔研究課題コード〕０１０４��３８７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）・�

松永恒雄・山野博哉

〔期　間〕平成１３～１６年度（２００１～２００４年度）

〔目　的〕アジア地域では，地球温暖化に伴う大陸／地

球規模での気候変動により，集中的な降雨や旱魃が予想

されている。一方で，急激な都市開発や農地開発などの

ための森林伐採などによる地表面改変，環境変動が著し

く，今後，これらの地域的な環境変動と地球規模での気

候変動の相乗作用により大規模な災害を引き起こす危険

性が高い。

　本研究開発課題は，アジア地域を対象として，環境・

災害に関する広域監視システムを実現するために，衛星

データ（���������	
，����������等）を準実
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時間で収集，転送，処理・解析，アーカイブする衛星観

測ネットワークを構築し，さらに衛星データに基づく基

盤データセットを整備することを目的とする。

〔内容および成果〕

　１９９８年に大規模な森林火災が発生した極東ロシアに

おいて，����������データを用いた二つの代表的

な火災検知方法（���������	
�����（��）と ���������	�

�������（��））の比較を行った。その結果，極東ロシ

アに見られるような大規模な森林火災の特定に対して

は，��の法が��よりも適していることが判明した。

これは，対象ピクセルと周辺ピクセルを比較することに

より火災を検知する��の方が，一律にいき値を設定し

て火災を検知する��より，植生や地形の変化を考慮し

て柔軟に火災の判定ができるためである。

　本研究では��の検知精度をさらに向上させるため

に，対象ピクセルを含む複数の異なるサイズのウィンド

ウのいずれかが火災判定条件を満たしておれば，対象ピ

クセルを火災ピクセルとするという改良を加えた。この

改良によって，従来のように単一のウィンドウで火災判

定を行う��よりも，さらに検知精度を高めることが出

来た。

〔備　考〕

研究代表者：�安岡善文（東京大学）

共同研究者：�高木幹雄（東京理科大学）・須崎純一（東京

情報大学）・飯倉善和（弘前大学）

（４）森林生態系における幹・主根呼吸の多点自動連続

測定システムの試作

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４６９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．１　炭素循環と吸収源変動要因の解明

〔担当者〕梁　乃申（地球環境研究センター）・�

藤沼康実・井上　元

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕森林の中で最も大きいバイオマスを占めてい

る樹木の幹の呼吸量を見積もることは，森林生態系の炭

素収支を評価する上で重要である。しかし，その測定手

法は，長期連続測定に耐えるものではなかった。そこで

本研究は，幹呼吸を安定して連続測定することを目標と

して，現地で取り付けやすく，安価な多点幹呼吸自動観

測装置の開発を試みた。

〔内容および成果〕

　小径木から大径木までのあらゆる樹木に対応できる現

地取り付け型自動換気式幹呼吸チャンバーを開発した。

本システムは，既に我々が開発した多点自動開閉チャン

バー式土壌呼吸自動測定システムのマルチエアーサンプ

リング装置と���アナライザを流用して幹呼吸速度を

測定するもので，幹に設置するチャンバーは常時開いて

いるため，従来の幹呼吸測定システムに比べて，樹木に

影響を与えることはなく，また，風雨に関係なく幹・枝

の呼吸速度の自動連続測定が可能である。

　本システムの性能評価のために，２００２年秋期に苫小

牧フラックスリサーチサイトのカラマツ林で，幹径や設

置高別など多様な条件のもとに設置して，幹呼吸速度を

測定したが，幹の生理状況や環境に影響を与えることな

く，連続測定が可能であることがわかった。

　また，幹呼吸速度と地上部・地下部のバイオマスの

データをもとに，森林生態系レベルの地上部の木質部と

地下部の主根の呼吸量を推定することを試みたが，今回

の測定ではカラマツ林の落葉以降の休眠時期の低い呼吸

速度が測定できたが，年間炭素収支を見積るまでにはい

たらなかった。

〔備　考〕

研究代表者：井上　元（地球温暖化研究�）

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．１と知的研究基盤Ⅵ．（１）

にも関連

７．２　衛星観測プロジェクト

（１）������Ⅱ及び�����データの処理・保存・提供

のためのシステム開発・改訂及び運用

〔区分名〕重点特別

〔研究課題コード〕０２０６��４１３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕横田達也（社会環境システム研究領域）・�

中島英彰・杉田考史・神沢　博・笹野泰弘

〔期　間〕平成１４～１８年度（２００２～２００６年度）

〔目　的〕環境省が進める改良型大気周縁赤外分光計Ⅱ

型（������Ⅱ）及び傾斜軌道衛星搭載太陽掩蔽法フーリ

エ変換分光計（�����）による衛星観測事業の一環とし

て，地上データ処理運用の開発・改訂並びに運用を行い，

衛星観測データの迅速かつ高精度な処理，保存，提供を

行うことを目的とする。

〔内容および成果〕

　平成１４年１２月１４日に打ち上げられた衛星センサ

������Ⅱによる観測データを取得・処理・保存・提供す

るためのシステムの整備と改訂に関する研究を実施し

た。������Ⅱ打ち上げ後のセンサの初期チェックアウト

時に，適切な診断支援とデータ処理を実施し，機器の特
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性に合わせた対処を行った。また，�����のデータ処

理運用システム開発のための，センサの特性に合わせた

運用処理手法として，ミディアムウインドウの選定に関

する研究を実施し，データシミュレーションによって導

出性能について検討を行った。

〔備　考〕

（２）大気衛星観測データの放射伝達解析に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��２５９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕横田達也（社会環境システム研究領域）・�

笹野泰弘・中島英彰・杉田考史

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕地球環境における大気組成の定量値またはそ

の変動量を把握するために，人工衛星によって観測され

た分光計測データから，必要な情報を精度良く導出する

ことを目的として，放射伝達計算に関する事項を研究す

る。本研究では，分光波長帯の選定，逆推定手法（アル

ゴリズム），大気気候値モデル，観測手法，計算処理手

法等に関する研究を行う。本研究は，情報処理の観点か

らの基盤的な研究であり，研究成果を衛星観測プロジェ

クトの������������Ⅱ�������等のデータ解析に実利用

することを目的とする。

〔内容および成果〕

　平成１４年１２月１４日に打ち上げられた衛星センサ

������Ⅱのデータ処理に関して，改良した気体導出アル

ゴリズムに基づく感度解析及び誤差評価に関連する研究

を進めた。また，将来衛星センサ開発を目標に，温室効

果気体濃度の導出のための手法研究として調査及び数値

シミュレーションを実施した。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．４にも関連

（３）������Ⅱ及び�����データ処理運用システムの

開発に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０５��３８８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕横田達也（社会環境システム研究領域）・�

中島英彰・杉田考史・神沢　博・笹野泰弘

〔期　間〕平成１４～１７年度（２００２～２００５年度）

〔目　的〕改良型大気周縁赤外分光計Ⅱ型（������Ⅱ）

及び傾斜軌道衛星搭載太陽掩蔽法フーリエ変換分光計

（�����）に係る，地上データ処理運用システムの改良

及び開発に反映させることを目的とする。������Ⅱに関

しては，効率的な計算機システムの更新を目標とする。

�����に関しては，効率的かつ柔軟性に富むシステム

の開発に必要な技術的事項の検討を行う。

〔内容および成果〕

　平成１４年１２月１４日に打ち上げられた衛星センサ

������Ⅱによる観測データの取得・処理・保存・提供を

行う������Ⅱデータ処理運用システムの更新に関して，

処理性能，運用効率，コスト面から検討し，必要なシス

テム要素の延長利用と更新を行った。�����のデータ

処理運用システム開発のため，動向調査を実施し，高

速・広域ネットワーク（つくば���）等の利用可能性

についての検討を行った。

〔備　考〕

（４）衛星観測による酸素分子�バンドデータからの気

温・気圧の高度分布導出に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��１６２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕杉田考史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・�

中島英彰・横田達也

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００年～２００２度）

〔目　的〕衛星からの大気リモートセンシングによっ

て，成層圏・中間圏の大気温度・気圧の情報を得ること

は，そこでの気温トレンド解析等を行う上で非常に重要

である。大気組成変動の影響は，対流圏よりもむしろ成

層圏の気温に敏感に反映されると考えられている。これ

までの二酸化炭素の放射吸収を利用した手法よりも高精

度な観測が要求される。本研究では，酸素分子の大気バ

ンドを利用した気温・気圧導出の高精度化を目的とする。

〔内容および成果〕

　高精度な大気温度導出のためには，その導出アルゴリ

ズムにおいて精度の高い各種パラメータの決定が必要と

なる。前年度までに，衛星センサー����の可視分光器

の軌道上での装置パラメータの再評価を行い，それに

よって導出された気温気圧を全球気象データや他の衛星

センサや地上からのレイリーライダーによる結果との比

較研究を行った。得られた成果は　１）機器パラメータ

の最適化手法の確立した。２）比較が行われた季節およ

び半球の違いにより，他のデータとの一致が良い時期と
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バイアス的に気温が低めに導出される時期があることが

分かった。

〔備　考〕

（５）温室効果気体観測用衛星搭載型差分吸光ライダー

に関する研究

〔区分名〕文科��海地

〔研究課題コード〕０２０４��３８９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕中島英彰（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）・�

杉本伸夫・杉田考史

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕１９９７年の地球温暖化防止京都会議以来，世

界的な温室効果気体削減の流れの中で，対流圏も含めた

全球的な���の衛星からのモニタリングが嘱望されて

きている。本研究では，温室効果気体観測用衛星搭載型

差分吸光ライダー（����）の技術的実現可能性の評価

と，その概念検討を行うことを目的とする。本技術が実

現されれば，���や���などの���の全球高度分布

を，対流圏も含めて高分解能・高精度で取得することが

可能となる。世界的に見てもこのような���観測用衛

星搭載型����はまだ提案されていないが，温暖化防止

が国際的な課題である今，社会的に見てもこれを実現さ

せることの意義は多大である。ひいては，地球温暖化の

防止と人類の持続可能な発展のために，多大な貢献がで

きるものと期待される。

〔内容および成果〕

　温室効果気体観測用差分吸光ライダーの技術的実現可

能性を評価するため，初年度にあたる本年度は，���や

���などの���の観測に使用することが適切な波長ペ

アについて，最新のレーザーの開発状況と製作可能性な

ども考慮しながら検討を行った。その結果，以下のこと

が明らかとなった。

　まず，���や���の測定には，近赤外領域の１．６μ��

もしくは２．０μ��付近の波長がふさわしいこと。そし

て，大気モデルを利用したシミュレーションを行った結

果，使用するレーザーに関しては，比較的繰り返し頻度

の低い（２０��），ピークパワー１５０��程度の固体レー

ザーがふさわしいことが明らかとなった。衛星軌道高度

を８００���と仮定すると，１ショットで期待される���

としては４程度が見込まれた。これは，空間分解能で

８０�に相当する。

　また，最近のレーザー技術をもとに，実際に使用可能

と思われるレーザー技術についても調査を行った。その

結果，１．６μ��帯では，ダイオード励起���ベースの

���が，また２．０μ��帯では，同じくダイオード励起

の����������	がもっとも将来性があることが判った。

〔備　考〕

（６）成層圏オゾン回復期における各種大気科学過程の

オゾンへの影響評価

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕杉田考史（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕化学気候結合モデルによる２１世紀半ばまで

の成層圏オゾンの回復を予測することは，特に北極域に

おいて様々な科学過程の不確定性により困難であると考

えられている。それら過程には成層圏脱硝がオゾンに及

ぼす影響も含まれる。この研究の目的はその脱硝とオゾ

ンとの関係の定量的把握を行うことで，さらなる成層圏

オゾン破壊機構の理解を進め，将来オゾン層のトレンド

予測に貢献することにある。

〔内容および成果〕

　衛星搭載センサ����により測定されたオゾン，硝

酸，二酸化窒素，硝酸塩素，五酸化二窒素，一酸化二窒

素の各濃度の高度分布や�����による全球気象デー

タなどを利用することで，１９９７年冬から春にかけての

北極域における成層圏オゾン破壊量を見積もる。次に観

測空気塊の気温・日照履歴や脱硝過程の規模の指標とな

る観測空気塊に残存する窒素酸化物の総和の関数として

そのオゾン破壊量を表す。その結果を２０００年の脱硝・オ

ゾン・気温の関係と比較する（これは過去に唯一得られ

た航空機観測からの結果）。

　����による１９９７年の観測から，����程度の時空間

分解能のデータを利用することで，より脱硝された観測

空気塊ほどオゾン破壊が大きいことを定量的にとらえる

ことができた。また，気象データや空気塊の流跡線解析

等を利用することで，空気塊の気温・日照履歴，脱硝規

模とオゾン破壊量の間の関係を定量的に明らかにするこ

とが出来た。この研究はその後も２００３年４月から定常

運用に入る������Ⅱのデータセット利用により引き継が

れる。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．４にも関連
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（７）南極成層圏雲の生成過程の解明

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４４７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕入江仁士（成層圏オゾン層変動のモニタリン

グと機構変動解明プロジェクトグループ）・�

中島英彰

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕フロンを代表とする人為起源物質による極域

成層圏オゾンの破壊は地上生物の紫外線環境や気候変動

に大きな影響を与える地球環境問題として注目されてお

り，将来のオゾン層の正確な変動予測が必要とされてい

る。オゾン層の予測精度を上げるためには，反応性窒素

酸化物の濃度を大きく左右する極域成層圏雲（���）の

形成過程の理解が鍵を握っている。この���の形成過

程は，将来の成層圏の寒冷化によって���の出現頻度

が上がる可能性を考えれば，今後さらに重要になってく

る。本研究は，人工衛星データと自ら構築した���形

成過程の数値モデルから，氷点まで冷却された環境下で

反応性窒素酸化物の分布を支配する���の雲微物理過

程（核形成・成長・重力落下）を解明することを目的と

する。

〔内容および成果〕

　冬季に極域成層圏で発生する���は反応性窒素酸化

物の主成分である硝酸を吸収する。低温下でおよそ１０

μ��にまで成長した���粒子は重力により硝酸と共に

落下し，窒素酸化物が不可逆的に失われる（脱硝）。窒

素酸化物はオゾンを破壊する反応性の高い塩素を不活性

化する働きを持つため，脱硝はオゾン破壊を拡大させる

重要な現象である。

　しかしながら，これまでの気球・航空機による直接測

定や人工衛星観測によっても脱硝された直後の空気を観

測することが非常に困難であり，脱硝を起こす���の

形成過程の詳細を明らかにすることができなかった。

�����衛星に搭載された����センサによる観測は，

これまでの衛星センサに比べ格段に極域の観測頻度が高

く，この観測データにより脱硝過程を詳細に調べること

が初めて可能になった。

　この研究では����データを詳細に解析し，液滴粒子

の数値モデルとミー散乱モデルを組み合わせて，１９９７

年６月に南極が氷点（およそ１８８�）まで冷却された直

後に脱硝が高度２０��付近で起き始めたことを示した。

����が観測した空気から後方トラジェクトリーを計算

し，１９０�付近への冷却が脱窒を起こす必要条件である

ことを明確に示した。室内実験を考慮することで，

１９０�付近で���（硝酸三水和物の組成を持つ���粒

子）の核形成が起き，その���粒子の落下によって脱

硝が進行するという機構を提案した。さらに���粒子

による脱硝過程を取り入れた数値モデルを用いて，氷点

まで冷却した南極成層圏においても北極と同様に，

���の重力落下による脱窒過程が重要であることを世

界に先駆けて明らかにした。

〔備　考〕

当課題は重点研究分野Ⅳ．１．４にも関連

（８）地上����で得られる成層圏水蒸気の同位対比を

用いた成層圏・対流圏交換の解明

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４５１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．２　成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構解明

〔担当者〕江尻　省（成層圏オゾン層変のモニタリング

と機構解明プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕成層圏では，水蒸気のような温室効果（赤外

活性）気体が増加すると，大気の放射率が増して寒冷化

すると予測される。成層圏の寒冷化はオゾン破壊サイク

ルにも影響するので，最近報告されている成層圏での水

蒸気の増加トレンドの起源を探ることは重要である。こ

の水蒸気の増加トレンドは，成層圏におけるメタンの増

加量だけでは説明できない程大きいとされ，対流圏から

の流入があると考えられているが，その時間的・空間的

規模についてはほとんど分かっておらず，それぞれの寄

与量も良く分かっていない。本研究の目的は，成層圏の

メタンや水蒸気の同位体を利用して，成層圏水蒸気の増

加トレンドに対するメタンからの生成と対流圏から成層

圏への流入の寄与量等を得ることによって，地球環境の

将来予測モデルに貢献することである。

〔内容および成果〕

　近年，地上����によるスペクトルデータから，大気

微量成分の高度分布を導出するためのアルゴリズム

（����２）が開発されつつある。これによって，大気微

量成分の大まかな高度分布の導出が可能になったので，

成層圏の上部と下部を分けた議論が可能になった。目的

への第一段階として，スウェーデン・キルナでの地上

����観測（１９９７年１～７月）から成層圏メタンの同位

対比を導出することを試みた。メタンは対流圏にも多く

存在するため，地上����による観測スペクトルから，

その高度分布を導出する場合，対流圏メタンの影響が大
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きく，成層圏メタンの情報を得るのは難しい。そこで，

アルゴリズムの中で種々のパラメータを，より細かく調

整することが可能になった，最新バージョンの����２を

新たに導入し，これを解析に用いた。これによる解析結

果と，同時期に成層圏の大気微量成分の観測を行ってい

た，人工衛星（�����）に搭載された大気センサー

����の，検証済みである観測結果と比較・検討しつつ，

����２のパラメータの調整を行った。その結果，����２

によるメタンの高度分布導出が，ほぼ可能になった。メ

タンの同位体についても，引き続きパラメータの調整を

行っていく。

〔備　考〕
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Ⅴ　先導的・萌芽的研究



（１）風景評価の人間社会的側面に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��０１９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕青木陽二（社会環境システム研究領域）・�

榊原映子

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕環境知覚の中で視覚を中心とした刺激による

風景評価という現象は，人それぞれの社会的背景により

その結果が異なるものである。現場で与えられた物理的

条件と心理的評価の間には確率的な関係が成立する。そ

してこの確率現象は人間社会的な要因によって変化する

ものである。このような要因には，過去の体験や教育，

文化や気候風土が作用すると考えられる。このような人

間社会的条件と人間の知覚の関連を明らかにし，風景評

価の持続可能性を明らかにする。

　初年度は課題を明らかにし，２年度は調査の準備を行

い，３年度は調査を実施し，４年度は結果解析を行う。

最終年度はこれらの成果を発表する。

〔内容および成果〕

　室町時代以降に来日した西洋人の日本での風景評価に

ついてさらに調査を継続した。それらの記述のなかで，

バジル・ホールの記述を訪ねて那覇市へ，アーネスト・

サトウの記述を訪ねて春野町へ，イサベラ・バードの記

述を訪ねて青森市へ，ブラキストン・トーマスの記述を

訪ねて北海道森町へ，英国の景観研究者サイモン・ベル

氏と現地調査を行った。八景の全国調査を継続した。八

景についての学識者の見方を識者に問い直した。日本人

の自然風景観の特徴である季節感を表す俳句の歳時記を

調べ，日本人の風景評価の基礎を探った。

〔備　考〕

共同研究者：藤田　均（青森大学）・サイモン�ベル（エ

ジンバラ大学）

（２）地理・画像情報の処理解析システムに関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９９０３��０１８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕田村正行（社会環境システム研究領域）・�

須賀伸介・清水　明・松永恒雄・山野博哉

〔期　間〕平成１１～１５年度（１９９９～２００３年度）

〔目　的〕地球温暖化や森林減少のように広域化，多様

化している環境問題に対処するためには，観測点におい

て得られる物理，化学，生物等に関する数値情報に加え

て，人工衛星データ，地形データ，地図データなどの地

理・画像情報を有効に活用して面的分布情報を得ること

が重要である。本研究では，様々な地理・画像情報を利

用して，環境を解析し評価するための手法およびシステ

ムを開発することを目的とする。

〔内容および成果〕

　���������や������等の高分解能衛星画像を解析

することにより，地表面の小規模な変化（面積１平方

メートル以下）を検知する方法を開発した。釧路湿原の

������画像から作成したシミュレーション画像を用

いて，本手法により湿原中に存在するタンチョウヅルの

検出可能性を検討した。また，画像解析手法を用いて孵

化中の鳥の卵内における変化を観測する手法を開発し，

毒性試験や内分泌攪乱物質試験への適用可能性を検討し

た。

〔備　考〕

（３）光化学エアロゾル生成に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��０９１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐藤　圭（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕大気中の炭化水素の光化学酸化過程で生成す

る二次汚染物質のうち，気体状物質だけでなく，粒子状

物質についても実験的に調べることにより，光化学ス

モッグの化学的変質過程の全体像をより明確化すること

を目的とする。

〔内容および成果〕

　前年までは，都市大気中に存在する芳香族炭化水素の

代表として，トルエンを前駆体とした場合の光化学エア

ロゾル生成の反応メカニズムを光化学チャンバーで調べ

てきた。本年度は，同じ芳香族炭化水素のうち，トルエ

ンにくらべて極端に光化学エアロゾル生成収率が低いと

報告されているキシレンおよびトリメチルベンゼンにつ

いて，エアロゾル生成の反応メカニズムを調べ，トルエ

ンの場合との比較を行った。

　光化学チャンバー内に，芳香族炭化水素（キシレンあ

るいはトリメチルベンゼン），��，反応開始剤のメチ

ルナイトライトおよび空気の混合気体を導入し，光照射

後の炭化水素，���，光化学オゾンおよびエアロゾル

濃度をモニターした。気体化合物およびエアロゾルのモ

ニターは，それぞれ長光路����および����測定器に
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よって行われた。

　光照射後，ある誘導時間の後に光化学オゾン生成が起

こるが，エアロゾルは常に光化学オゾン生成をまって生

成することが認められた。この傾向はトルエンの場合と

同じであった。このことから，キシレンやトリメチルベ

ンゼンでもトルエンと同様な反応メカニズムでエアロゾ

ルが生成することが予想された。トルエンの場合，トル

エンの酸化生成物がさらに光化学オゾンと反応して光化

学エアロゾルが生成されることが前年までの研究で示唆

されている。この反応メカニズムにもとづいてエアロゾ

ル生成量の時間変化を計算したところ，実験結果を矛盾

なく説明可能であった。トルエンとのエアロゾル収率の

違いは，エアロゾルの生成の中間体である酸化物の生成

収率の違いから説明可能であることが明らかになった。

〔備　考〕

（４）レーザー誘起蛍光法を用いたラジカルの検出と反

応に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０３��０９０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕猪俣　敏（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕大気中においてラジカルは反応性が高いため

に大気中での反応に関与し，これらラジカルの反応を明

らかにすることは大気化学を理解するうえで必要であ

る。しかし，ラジカルの反応を研究する場合，ラジカル

は反応性が高いために，低濃度でかつ短時間での測定が

必要になる。本研究ではレーザー誘起蛍光法を用いて，

ラジカルの高感度検出を行い，さらにラジカル反応の研

究を行う。

〔内容および成果〕

　オレフィンと酸素原子の反応でビノキシラジカルが生

成することは知られているが，これまでハロゲン原子

（フッ素原子，塩素原子）が１つあるいは２つ付いたハ

ロゲン置換型ビノキシラジカルのレーザー誘起蛍光法に

よる検出に成功し，それぞれのラジカルの基底状態，励

起状態の構造を決定した。現在のところ，臭素原子が１

つ付いたもの，フッ素原子あるいは塩素原子が３つ付い

た新たなハロゲン置換型ビノキシラジカルの検出に成功

している。さらに，環状のビノキシ型ラジカルの検出に

も成功している。

〔備　考〕

（５）多相雲化学過程に関する基礎的研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕９７０２��０９７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕内山政弘（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成９～１４年度（１９９７～２００２年度）

〔目　的〕雲の性質およびその生成・消滅過程は大気中

の様々な過程と深く関っている。例えば湿性沈着，大気

中の成分の酸化過程，大気放射過程などである。ここで

は雲と大気中の他の成分（エアロゾルやガス）との相互

作用を定量的に明らかにする。

〔内容および成果〕

　深度５００�の立坑・上端にファンを設置し定常的な上

昇気流を発生させ，立坑下端より水蒸気を供給すること

により微小水滴（雲粒）を定常的に発生させることが出

来る。坑底と坑頂の温度差を大気での高度に換算する

と，熱的な高度は１．５��程度となり，この系のスケー

ルは熱力学的にはほぼ実スケールと見なせる。この雲粒

の生成過程に積極的に���や凝縮核の添加を行い雲粒の

生成過程とエアロゾルやガスの相互作用を観測する。ま

た，この系を定常的な霧粒生成風洞と見なすと，近年酸

性雨被害の経路の一つと考えられているが，定量的な評

価が困難であるオカルトデポジッションの定量的な評価

を行うことが可能となる。

　独自に開発した微小水滴径測定装置を用い，立坑にお

いて定常的に発生させた雲の粒径分布の測定を行い，雲

粒の生成過程と凝縮核の関係について定量的な観測を行

なつた。これのまでの予想に反し粒径と凝縮核の化学組

成（����，������，��（���）�）の間には明瞭な関係

が認められなかったが，添加する凝縮核の濃度と生成す

る雲粒の個数濃度の間には明らかな関係が見られた。人

為的に添加した���の減衰より酸性雨生成過程の初期段

階である雲粒への吸収速度の定量的な測定を行い速度論

的な定式化を行った。立坑上端に樹木を設置し新規に開

発した高分子吸水体を用いた測定法によりオカルトデポ

ジッションの直接測定に成功した。風速１������での

水滴（直径７μ）の樹木へ沈着は樹木全体に起こり，風

に対する向きにほとんど依存していなかった。この測定

結果を基礎パラメータとして森林へのオカルトデポジッ

ションのモデルの構築を検討した。

〔備　考〕

共同研究者：泉　克幸（東洋大学）
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（６）土壌中における微生物の挙動に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１２０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕向井　哲（水土壌圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕組換え微生物（非土着微生物を含む）の土壌

環境導入を意図した研究が進められつつあるが，その土

壌中における挙動には不明な点が多い。本研究は，組換

え微生物の土壌中における挙動およびその制御に関与す

る土壌要因を明らかにすることを目的とする。

〔内容および成果〕

　山口県農試水田土壌の２種類の孔隙（粗毛管孔隙，細

毛管孔隙）に入るような方法で接種した���分解菌の

生残に及ぼすその接種密度（１０��１０������乾土）の影

響を調べ，その生残性と菌を接種した孔隙のサイズとの

関係を検討した。その結果，接種菌の生残割合（＝�１０�� ��

�１００％�週。�：菌の死滅速度定数）が接種菌の密度と共

に増大すること，および低菌密度（８．８×１０������乾

土）を除く菌密度が同じ場合，接種菌の生残割合が粗毛

管孔隙よりも細毛管孔隙に接種した場合の方が高いこと

が認められた。

〔備　考〕

（７）バイカル湖堆積物を用いた古環境復元とバイカル

スケールの構築に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００４��２７５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高松武次郎（水土壌圏環境研究領域）・�

柴田康行・�刀正行・瀬山春彦・田中　敦

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕バイカル湖の古い湖底堆積物を物理的，化学

的，そして生物学的側面から研究し，地球規模ならびに

バイカル地域の過去最大３０００万年の環境（気候，地形，

水文，陸上植生，湖内生物など）の変化を復元する。ま

た，これらの情報に基づいて，地球規模の環境変動を同

一基盤で解釈するための時間と事象の標準化（バイカル

スケールの構築）を目指す。

〔内容および成果〕

　バイカル湖の古環境変動に関しては，今までの研究に

より様々な重要な事象が明らかになってきている。しか

しながら，従来の分析法は試料の制約により時間分解能

は約５００年程度であった。地誌的スケール上ではある程

度の十分な分解能といえるが，現在の環境との比較を考

える場合には，分解能は十分とはいえない。そこで，

我々は，�線ガイドチューブを用いた�線分析顕微鏡お

よび光源として放射光を利用した蛍光�線分析法の利用

を検討した。位置分解能は前者で１０��，後者では３

��であり，それぞれ時間分解能としては，ほぼ３ヵ

月，１ヵ月に相当する。分析用試料は，磁化率測定用の

２��角の試料を接着剤で固定後，ほぼ中央で切断し，

切断面を各測定法で測定した。��，��の元素分布はし

ばしばスパイク状のパターンを示し，微小粒子などの存

在か，極短期間のイベントの存在が示唆される。��の分

布は珪藻の分析結果と一致し，珪藻が卓越する場合に高

濃度となるが微細な変動も観測された。放射光を利用し

た蛍光�線分析法は同等の感度を得るために�線分析分

析顕微鏡の数十分の１の時間ですむこと，ビームがス

リット状に出来ることなどコアの分析には極めて好都合

である。

〔備　考〕

共同研究機関：�ロシア科学アカデミー・地球化学研究所，

モンゴル科学アカデミー・地質鉱物資源

研究所

共同研究者：�河合崇欣（名古屋大学）・箕浦幸治（東北

大学）・柏谷健二（金沢大学）他

（８）環境科学研究用に開発した実験動物の有用性に関

する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０１０５��１７４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕高橋慎司（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・清水　明

〔期　間〕平成１３～平成１７年度（２００１～２００５）

〔目　的〕国立環境研究所実験動物施設では，環境汚染

物質の毒性スクリーニング実験動物としてウズラ及びハ

ムスターを純化しているが，本年度は環境ホルモン感受

性試験の実験動物としての有用性について更に検討し

た。

〔内容及び成果〕

（１）ニューカッスル病ウイルス不活化ワクチンに対す

る抗体産生能（������抗体産生能と略）の高及び低

系ウズラの選抜を５９世代へと進め，両系ウズラを遺伝

的に純化することができた。また，ハムスターでは兄妹
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交配による近交化を行い，これまでに２家系を３５世代

まで継代した。

（２）������抗体産生能の低系に出現した羽装突然

変異を固定することができた。また，低系の繁殖能力は

高系と比較して良好な成績を示し，絶滅の危機を回避で

きるモデル動物であることがわかった。

（３）ウズラ卵形を用いて近交退化の診断手法を開発

し，卵形に種間差及び系統間差のあることがわかった。

〔備　考〕

（９）環境データの統計解析法に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０００２��２２４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕�松 本 幸 雄（大 気 中 微 小 粒 子 状 物 質

（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の

大気中粒子状物質の動態解明と影響評価プロ

ジェクトグループ）

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕環境データから有効に情報を引き出すため統

計的視点からデータ取得計画とデータ解析に寄与するこ

とを目的とする。主な対象は，１）大気汚染物質の調査

結果から濃度変動の空間時間変動特性を明らかにするた

めの解析方法の開発　２）環境データの分布における極

値（高い値）の出現確率と各種期待値との関係のモデル

化および極値の制御可能性の検討　３）乾性沈着評価式

の統計的導出である。

〔内容および成果〕

　本年度は，気体や粒子などのスカラー物理量の乾性沈

着量評価に用いるフラックス評価式の統計的導出を行っ

た。地表面付近の鉛直方向フラックスの測定における簡

易渦集積法の評価式は，渦相関法，渦集積法の簡便法と

し て，説 明 な し に��������（��������	�
��������

������３４９�３５２��１９９０）により「仮定」の式として提案

された。この評価式では，着目する物理量のフラックス

を風の鉛直成分が正と負のそれぞれの場合の平均値の差

を用いて表すので，高時間分解能測定が難しい物理量に

特に有効と考えられる。従来直接測定が困難とされてき

た量の沈着量を測定できる可能性が高い。しかし，その

理論的根拠や導出条件についてはいまだ未解明であっ

た。また，その中のある常数を測定から直接きめること

ができないという困難があった。

　本研究では，フラックスの定義式からその評価式の一

般的表式を与えた。その特殊例として，��������によ

る評価式が成り立つこと，及び常数を測定から評価する

為の理論式を与えた。現在，この理論に基づき，エアロ

ゾルの乾性沈着量測定法を開発している。

〔備　考〕

（１０）夜間光衛星画像データ����によるアジアの地

域別経済活動強度推定

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��３９０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕一般的に途上国アジアにおいては地域別各種

統計データの整備が遅れており，その入手・利用は困難

である。また，既存の統計資料には信憑性のないものも

多い。本研究では，夜間光衛星画像データ����の時

系列データセットを構築し，アジアの地域別経済活動強

度推定を時系列で行い，１９９０年代におけるアジアの経

済活動強度の時空間分布推定を行う。

〔内容および成果〕

　前年度までに構築されているアジア地域の時系列

����データについて，行政界別光強度・光総量時系列

データセットの地域別経済指標としての代替性を検討す

るべく，既存の経済指標統計の存在する地域について，

光強度・光総量データとの相関を分析し，アジアにおけ

る行政界別経済指標時系列データセットを試作した。地

級・県級行政区を単位とした事例への適用を行った結果，

省級行政区を単位とした解析で確認されている灯光指数

と経済指標との間の高い相関関係が維持されており，解

析の空間解像度を上げた場合でも，本研究で開発された

経済活動強度空間分布の推定手法が適用可能であること

が明らかとなった。また，中国国内における都市化レベ

ルの地域的多様性，とりわけ沿海地域における急速な都

市化の進展が浮き彫りとなった。

〔備　考〕

研究代表者：�一ノ瀬俊明

共同研究機関：�立命館大学・東京大学・中華人民共和国・

北京師範大学

共同研究者：�中谷友樹（立命館大学）・松村寛一郎

（東京大学）・中野泰臣（東京大学）・�

史　培軍（北京師範大学）・陳　　晋（北

京師範大学）
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（１１）ヨシ原管理が野生生物および生態系機能に与える

影響に関する研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０４��３９１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕永田尚志（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）・矢部　徹

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕ヨシ原は，本来，河川の氾濫など不定期な撹

乱により維持されていたが，治水による水量調節の結

果，撹乱が減少し植生遷移が進行して，ヨシ原に適応し

た生物が減少している。本研究では，ヨシ原に対する人

為的な撹乱が野生生物にあたえる影響，および，「ヨシ

刈り」がヨシの換気能力に与える影響を明らかにするこ

とで，ヨシ原の生物多様性を維持するのに最適な管理手

法を検討する。同時に，管理手法として確立しつつある

ヨシ刈りがヨシ原の生態系機能へ及ぼす影響を明らかに

することを目的としている。

〔内容および成果〕

　１）ヨシ原の管理手法が生物多様性に与える影響の把

握：霞ケ浦湖岸で，予備調査として冬季の間にヨシの刈

り取りと野焼きが行なわれた２ヵ所のヨシ原を選定し，

ヨシの成長，スウィープサンプルによる昆虫量，オオヨ

シキリの渡来状況を比較した。オオヨシキリの渡来初期

にあたる５月初旬のは野焼区と対照区のヨシのシュート

密度には差がなかったが，前年の枯桿が残っている対照

区の丈が高く，オオヨシキリの定着は対照区で，若干，

早いものの，最終的な渡来数は変わらなかった。また，

ヨシの現存量を比較したところ，野焼区や刈取区では対

照区より低い位置でのヨシの同化部の現存量が大きかっ

たが地面近くの枯死部の現存量は小さかった。

　２）ヨシ刈りが生物地球化学的機能に及ぼす影響の把

握：ヨシには地上と地下の間でガス交換をさせる換気機

能があり，主に湿度差起因の加圧化によって起きてい

る。「ヨシ刈り」によって換気機能や周辺土壌の酸化還

元電位がどのように変化するかを検証した。植物体内の

加圧力を測定する多連微差圧計および小型酸化還元電極

を作成した。予備実験を行った結果，加圧力は桿の上部

ほど高く，桿上部と下部の圧力差は１０～１４時に高く

なった。秋にヨシ刈りを行ったところ，ヨシを刈った瞬

間から桿の加圧力は０になり，換気能を失ったが，桿の

近傍地下部における酸化還元電位は低下せず，逆に若干

の上昇も確認された。

〔備　考〕

（１２）バイオ・エコエンジニアリング支援技術としての

微生物・細胞計測システムに関する基盤研究

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��３７８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕板山朋聡（循環型社会形成推進・廃棄物研究

センター）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕近年著しく発達した微細加工技術を応用した

マイクロ生化学リアクターやマイクロ生体センサー技

術，ナノマシン技術が急速に発展しており，特に，分子

生物学的手法との組み合わせによる単一細胞，単一分子

レベル測定解析と多量同時データ取得が可能な次世代シ

ステムとして，ポストゲノム生命科学の最重要キー技術

であり，国際的な競争が行われつつある中，ナノテク分

野の研究開発は最重要政策課題の一つとして位置づけら

れている。環境分野においても，毒性細胞影響評価装

置，微生物機能評価システムなど極めて広範な応用が期

待できるため，実際にそのシステムを試作し，環境分野

への適用可能性を検討することは，極めて緊急性の高い

課題である。そこで，毒性物質の細胞影響評価や生態系

影響評価に応用できる微生物や動物細胞の機能評価解析

マイクロリアクターシステムの基盤要素技術を確立する

ことを目的とし研究を行った。

〔内容および成果〕

　バイオ・エコエンジニアリングにおける処理水安全性

や藻類および微生物特性の迅速で並列処理が可能な評価

システムのための，細胞の機能評価解析マイクロリアク

ターシステムの基盤要素技術を確立するために，マイク

ロリアクターシステムで用いる基板上の微小ウェル作製

技術，微小流路作製技術などについての技術情報の収集

と適用可能性を検討した結果，バイオデバイスへの応用

においては，数１０μ��の微小流路等の加工においては，

エポキシ系のフォトレジスト��８とシリコン系樹脂

����を用いた微細加工技術が容易であり，もっとも普

及していることが判明した。この����を用いて幅２０

μ��の培地供給流路と直径２０μ��，深さ２０μ��の細胞

培養用のウェルを１００ヶ持つ，微小細胞培養システムを

作製し，また，毒性物質評価用のために微小パーターン

電極を備えた活動電位測定用の神経細胞培養システムの

設計を実施した。

〔備　考〕
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（１３）分子認識サイト構築法の開発とその環境研究への

応用

〔区分名〕研究調整費

〔研究課題コード〕０２０２��３４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕彼谷邦光（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

佐野友春・高木博夫・細矢　憲

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕環境中の濃度が低く，毒性が高いアオコ毒や

環境ホルモンのような化学物質を環境中から除去する現

在の技術は効率が悪いと云われている。本研究では，標

的分子の構造と電子状態を利用して選択性の高い分子認

識サイトの構築法を開発し，環境研究や環境改善への応

用を図ることを目的とする。

〔内容および成果〕

　本研究では分子認識に必要な要素として当口調的な部

分構造，極性基の荷電（イオン）状態や電子の偏り

（δ）や芳香環のπ電子などが有効であることをビス

フェノール�やアオコ毒をモデルとした実験から明らか

にした。また，吸脱着を容易にするためには標的分子そ

のものではなく，部分構造が似た擬似分子の方が有利で

あることを明らかにした。

〔備　考〕

（１４）持続可能なコンパクト・シティの在り方と実現方

策に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���８

〔研究課題コード〕０１０３��０２５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

Ⅲ．１．１．２　統合評価モデルを用いた地球温暖化のシ

ナリオ分析とアジアを中心とした総合対策研究

〔担当者〕原沢英夫（社会環境システム研究領域）・�

肱岡靖明

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕世界人口の４５％を越す約２６億人は都市に居

住しており，人間活動，エネルギー利用が集中したた

め，都市が大量生産・大量消費・大量廃棄型社会の根本

原因となっているが，省エネ・省資源を徹底した循環型

社会の構築には，循環を基調とした都市（循環型都市）

への変革が緊急課題となっている。都市には，あらゆる

人間活動が集中しているため，多面的な評価が不可欠で

あり，このため人間活動やライフスタイルなど人間・社

会的側面に係る研究者を巻き込んだ，学際的な研究アプ

ローチを行い，①先進国，途上国において循環型社会の

構築を具体化する都市の在り方を提示するとともに，②

持続可能なコンパクト・シティを実現するための政策提

案型の研究が求められている。本研究は，省エネ・省資

源を徹底した循環型都市のひとつの形態として，コンパ

クト・シティを取り上げ，日本をはじめとした先進国及

びアジア地域途上国における方策を検討し，提言するこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　途上国及び先進国における持続可能なコンパクト・シ

ティの在り方に関する研究では，欧米の諸都市で問題と

なっている空洞化の要因を類型化し，類型ごとに空洞化

メカニズムのモデル化に資する関連都市データを収集

し，データベースを構築する。本年度は，都市に関する

各種データを収集し，データベース化するとともに，先

進国，途上国の都市について，都市の遷移の視点から指

標を作成して比較検討を行った。

　産業転換による持続可能なコンパクト・シティの総合

評価に関する研究では，コンパクト・シティを評価する

ための基礎情報調査及び新たな評価指標の枠組みを検討

する。本年度は，持続可能な都市としてのコンパクト・

シティの定義等について検討し，コンパクト・シティを

総合評価するための総合指標を作成し，いくつか都市に

ついて試算を行った。

〔備　考〕

研究代表者：伊藤達雄（名古屋産業大学）

（１５）アジアにおける水資源域の水質評価と有毒アオコ

発生モニタリング手法の開発に関する研究

〔区分名〕環境��地球推進���１

〔研究課題コード〕０１０３��２８３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕彼谷邦光（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

今井章雄・松重一夫・佐野友春・高木博夫・

笠井文絵・渡邊　信・田辺雄彦・河地正伸

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕アジアの湖沼は飲料水源や農工業用水として

だけではなく，養魚の場としても活用されている場合が

多い。近年これらの湖沼に生活排水や種々の排水が流入

することによって富栄養化が進行し，有毒アオコの発生

が拡大している。有毒アオコの発生は健康面だけでなく

経済面での大きな被害を与えている。本研究では，緊急

課題である有毒藻類の監視手法を開発するとともに，漁

業生産を維持し，有毒アオコ発生を最小限に押さえる

「アジア型の水質管理手法」を開発することによって，
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アジアの利用可能な水資源の確保に大きく貢献すること

を目的としている。

〔内容および成果〕

　本研究ではアジア地域の発展途上国（中国およびタ

イ）と共同して研究を進めている。

　サブ課題１は（独）港湾空港技術研究所で「水質汚濁

の原因調査および水質の予測法の開発に取り組んでい

る。

　サブ課題２では有毒アオコ発生の要因として溶存鉄の

存在形態が重要であるとの結果を得た。また，有毒アオ

コの発生制御物質をタイの藍藻から抽出した。本化合物

は新規リポペプチドの一種でスピロイデシンと命名し

た。

　サブ課題３では有毒アオコの毒素遺伝子を同定し，毒

素遺伝子からアオコの毒性をスクリーニングする方法を

開発した。また。アオコ毒ミクロシスチンを比色法で定

量できる簡易分析法を開発し，機器設備のない現場での

毒素の定量を可能とした。

〔備　考〕

（１６）環境低負荷型オフィスビルにおける地球・地域環

境負荷低減効果の検証

〔区分名〕環境��地球推進���５６

〔研究課題コード〕０１０３��２６３

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕一ノ瀬俊明（地球環境研究センター）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕国立環境研究所地球温暖化研究棟各部位にお

ける放射と熱の挙動に関する通年モニタリングを通じた

個別の導入環境保全技術毎の環境負荷低減性の比較検討

及び建物全体の���評価を行う。また，アメニティー

を含めたオフィス（研究棟）内外空間の快適性向上の検

討や日本の気象条件，建物使用実態に即した環境負荷低

減手法の効果の確認を行う。さらに，エネルギー消費行

為から大気への放熱にいたるまでの躯体内部の詳細な熱

挙動の把握とモデル開発を通じて，大規模に環境低負荷

技術が普及した場合のヒートアイランド低減効果などに

よる副次的環境負荷低減効果を明らかにする。

〔内容および成果〕

（前年度までの成果）

　１）白濁ガラスと庇を組み合わせた窓面のデザインに

ついて，温熱・光環境及びエネルギー実測，対執務者ア

ンケートにより，快適な環境の形成が確認された。�

２）建物エネルギー消費量計算プログラム�����を用

いた数値シミュレーションにより，従来技術に対し全棟

で５２％のエネルギー消費削減効果が期待される。３）

エリア毎の電力消費量の解析から，執務形態・活動強度・

生活習慣による電力消費パターン・量の違いが明らかに

なった。４）建物の換気回路網計算プログラム

�������により，開口部の開放による通風量の効果的

な増加が定量的に示された。５）太陽光発電パネル設置

による屋上面熱収支変化の実測と数値モデルの構築を行

い，パネル上の顕熱フラックスを定量的に求めた。

（本年度成果）

　建物開口部の構造に関して，白濁ガラス（複層）と通

常複層ガラス，通常ガラスの比較実験（室内居住環境，

アメニティーの視点を含む）を行い，個別技術の導入可

能性を検討した。屋上面の構造に関しては，大面積太陽

光発電パネルと屋上緑化の比較を行った。また，これら

の複合的な適応例として，複層ガラスと室内気流制御の

組合せ効果の検証，及びその基礎となる風圧・自然換気

量の実測を行った。さらに，個別の対策技術の効果を理

論的に実証するため，照明及び室内熱負荷低減効果の数

値シミュレーションモデル，屋外熱負荷低減効果の数値

シミュレーションモデルの開発を行った。加えて，

���評価手法の開発を行った。とりわけ屋上緑化面と

大面積太陽光発電パネル面における熱の挙動に関する基

本的なパフォーマンスが明らかとなった。屋上緑化面に

おける日中の緑被地と裸地との地中温度の差は，水平面

ではおよそ１０℃，特に植生が多い場所との比較では

１３℃，また日射の入射角がより鉛直に近くなる斜面の緑

被地と裸地との比較では１３℃ であった。一方地中温度

の最高値は，裸地では１２時～１３時にかけて，緑被地で

は１５時に現れた。日没後，裸地の地温は緑被地より急

速に低下し，１８時から翌朝８時にかけて裸地と緑被地

の地中温度は逆転し，夜間は裸地の方が低い。また，地

中に設置した熱流計の観測結果から，裸地では９時～

１２時にかけて４０～６０����程度の熱流が地中方向へ移

動しているのに対し，緑被地では１１時～１４時にかけて

２０����程度と少ない。日没後は，裸地では１７時～１８

時にかけて急激におよそ４０����の熱流が地中から地表

面へと移動しており，地中温度を急激に低下させてい

る。一方，緑被地での熱流の移動は穏やかで，日没後は

１０����程度が夜間継続して移動している。

（平成１５年度計画）

　本研究棟において得られたデータにもとづいて個別の

対策技術を評価し，国際的な普及の一助とするため，国

内外の建築家，環境科学者等を招へいして実地検討会を

行うほか，国際シンポジウムを開催する。また，個別の
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対策技術の効果を理論的に実証するため，照明及び室内

熱負荷低減効果の数値シミュレーションモデルによる検

証，屋外熱負荷低減効果の数値シミュレーションモデル

による検証を行う。屋上面の構造に関しては，大面積太

陽光発電パネルと屋上緑化の比較を行う。また，建物内

部における人間の行動，エネルギー消費の屋内外環境へ

のレスポンスを探るため，各種ライフスタイルシナリオ

の下での比較モニタリングを行う。さらに，研究棟運用

段階における個別対策技術の二酸化炭素排出量・コスト

パフォーマンスからみた評価を行い，各種技術の導入可

能性を検討する。なお，個別の要素間の連成解析を重点

的に行う。

〔備　考〕

研究代表者：一ノ瀬俊明

共同研究機関：�東京理科大学・（独）建築研究所・（独）産

業技術総合研究所

共同研究者：�井上　隆（東京理科大学）・澤地孝男

（（独）建築研究所）・玄地　裕（（独）産業

技術総合研究所）

　サンゴ年輪気候学に基づく，アジアモンスー

ン域における海水温上昇の解析に関する研究

（１７）２）炭素１４を用いた表層炭素リザーバーの二酸

化炭素交換に関する研究

〔区分名〕環境��地球一括

〔研究課題コード〕０１０５��０４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・田中　敦・�

米田　穣

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕日本が位置する西太平洋海域で卓越するアジ

アモンスーンの海洋炭素循環への影響を明らかにするた

めの一歩として，アジアモンスーン海域周辺で長尺サン

ゴコアを採取し，２００年以上に渡る水温，塩分，降雨等

の環境変化に関する情報を復元して温暖化傾向とモン

スーン変動との関連を探る。アジアモンスーンの表層海

水リザーバー効果への影響を探るあらたな手法として，

加速器質量分析法を用いたサンゴ骨格中の��
�精密高分

解能測定を可能にするシステムを開発し，１００年単位の
��
�変動データを５年間の間に提出する。

〔内容および成果〕

　前年度に作成した元素分析計を基本とする自動前処理

装置を使って，���の測定のための様々な前処理条件の

検討，最適化の作業を進めた。特にデータの信頼性に

とって重要な，前処理作業中のコンタミネーションに関

して丁寧な解析を進めた。���濃度の保証値が出されて

いる����や���，����の各種標準物質を従来法並び

に自動前処理装置で処理し，作成した��
�測定用グラ

ファイトを加速器質量分析法で測定した結果，両者の

データは極めてよい一致を示し，今回作成した自動前処

理装置の信頼性を確認することができた。一方，���を

含まない標準試料を試料量を変化させながら処理して測

定結果を解析し，���並びに総炭素量の前処理過程での

混入の様子を明らかにした。その結果，前処理過程で混

入する炭素には２種類の起源があることが明らかとなっ

た。一方は処理する試料量に関係なくいつも一定量加

わってくるもので，そのうち３�４は元素分析計で用いる

スズ箔に由来するものであることが明らかとなった。一

方，もう一つの起源は処理する試料量に比例して変化す

ると考えざるを得ない結果となった。こちらについて

は，作成した試料が活性炭としての性質を有することか

ら，作成後試料ホルダーに詰めて測定するまでに周囲の

炭素成分を吸着し，それがコンタミネーションとして測

定結果に影響してくるのではないかと考えられた。こう

した解析結果から，より精度，正確性の高い試料前処理

方法を確立するための重要な情報を得ることができた。

以上の結果を第９回国際加速器質量分析法会議等の国際

会議で報告した。

〔備　考〕

共同研究機関：（独）産業技術総合研究所

アクティブ・ナノ計測基盤技術の確立

（１８）４）ナノメータ�線アクティブ計測に関する研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０３��４１５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕久米　博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕気体センサにおいて，検出すべき気体の曝

露・非曝露という条件の下で，センサ内で起こっている

化学反応を�線を使ったナノメータ計測によって調べ

る。そして，その結果を，センサの基本性能（感度，精

度，寿命）の向上へ反映させる。

〔内容および成果〕

　物質・材料研究機構，高エネルギー加速器研究機構，

ならびに高輝度光科学研究センターの研究グループと協

力し，高エネルギー加速器研究機構・フォトンファクト

リーのビームライン��４�と��１６�１，さらには
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�������８のビームライン��２０��において，蛍光�線イ

メージングによるアクティブ計測実験を本格的に開始可

能とするための基本的な整備を行った。また，気体セン

サに任意の濃度の気体を曝露しつつ，同時にそのセンサ

の蛍光�線イメージング測定を可能とするセンサ動作評

価用システムを設計・製作した。

〔備　考〕

研究代表者：藤田大介（物質・材料研究機構）

　炭素循環に関わるグローバルマッピングとそ

の高度化に関する国際共同研究

（１９）〔３〕気候変動とエクスポート生産の変動に関す

る研究

〔区分名〕文科��振興調整

〔研究課題コード〕０１０２��０５２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・米田　穣・�

三ツ口丈弘

〔期　間〕平成１３～１４年度（２００１～２００２年度）

〔目　的〕人間活動にともなう二酸化炭素等の放出によ

る地球温暖化は，現代の地球環境問題の中でも重要な課

題である。この解決のためには全球レベルの炭素収支の

把握に基づく定量的な解析が不可欠であるが，現状では

情報は極めて不十分であり，正確な収支の推定が難し

い。本研究では，衛星観測データに基づいて炭素収支の

解析のための基礎データの全球分布図を提出する（グ

ローバルマッピング）ことを目的とし，そのための精査

地域・海域として世界の熱源である西太平洋暖水塊

（����）周辺の精密測定と衛星データとの突き合わせ

をあわせて実施する。

〔内容および成果〕

　オーストラリア北西部ローリーショールズ環礁から採

取された約２�のサンゴ長尺コアについて，０．４��単

位（年間約５０試料）の切削を継続し，ほぼ９０年近い試

料を得た。これらについて水温や塩分濃度の指標となる

炭素・窒素安定同位体比，�����比，�����比の測定を

継続した。�����比，�����比はいずれも明瞭な季節

変化を示し，両者の間には良い相関が認められた。ま

た，���の変動についてもデータを蓄積した。測定結果

を石垣島のサンゴの分析結果と比較したところ，�����

比，�����比，���の変動の間に相互に類似した変化が

認められた。また，気象データのそろった石垣の解析結

果から季節風と局所的な湧昇との関連などがその変動原

因として浮かび上がり，これらの解析から新たな気候変

動に関連した要素が抽出できる可能性が示唆された。こ

うした結果を，名古屋で開催された第９回国際加速器質

量分析法会議などで報告した。

〔備　考〕

（２０）熱帯域において植物から大気中に放出される極性

有機化合物の分布と変動に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０００２��０５６

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕横内陽子（化学環境研究領域）・奥田敏統

〔期　間〕平成１２～１４年度（２０００～２００２年度）

〔目　的〕アジアの熱帯林・亜熱帯林において，極性有

機化合物を中心に大気中植物起源����の分布と変動

を調べ，その大気化学的影響を解明するための基礎デー

タとする。

〔内容および成果〕

　マレーシア・パソの熱帯雨林において，植物由来の大

気中揮発性有機化合物（���）の観測を実施した。

��������		
�����他１０種類のフタバガキの葉から放出

される���組成には種毎に大きな違いが見られたが，

含酸素化合物（����）としてアセトン，アセトアル

デヒド，メタクロレン，メチルビニルケトン，ヘキセニ

ルアセテート，フラン，メチルフラン，エチルフラン，

ブタノン，ブテノン，�４－�８アルコール，�５－�

９アルデヒド，�６－�８ケトンが放出ガス中に検出さ

れた。これらの内，森林大気中で主要成分として検出さ

れたものはアセトン，アセトアルデヒド，メタクロレ

ン，メチルビニルケトンと比較的低分子のものに限られ

ていたが，アセトンやアセトアルデヒド濃度は���レベ

ルに達していた。これら低分子����にはイソプレン

などの一次放出ガスの反応生成物が相当量含まれている

可能性があるが，熱帯林全体として����の重要な発

生源になっていることが明らかとなった。また，昨年度

の温室実験によって明らかとなったフタバガキからの塩

化メチル放出については，������������	
�������が０．２

μ����（乾燥重量）��の割合で塩化メチルを放出するな

ど，実際の熱帯林においても確認することができた。し

かし，全てのフタバガキが塩化メチルを大量に放出する

わけではなく，幼樹や地衣類の付着した葉では塩化メチ

ル放出は少ないという結果が得られた。

〔備　考〕

共同研究者：遊川知久（国立科学博物館筑波実験植物園）
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（２１）超高磁場人体用���における多核種同時計測法

の開発に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０１０３��１８８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕三森文行（内分泌かく乱化学物質及びダイオ

キシン類のリスク評価と管理プロジェクトグ

ループ）・梅津豊司

〔期　間〕平成１３～１５年度（２００１～２００３年度）

〔目　的〕近年の世界的な人体用核磁気共鳴イメージン

グ装置の高磁場化のすい勢に鑑み，これまでの我が国の

高磁場���装置のレベルを越える４．７�での多核種同時

計測システムの構築を目的とする。高磁場化により得ら

れるメリットのうち最大のものは，検出感度の向上であ

る。本研究ではまずこの高い検出感度を利して高精細プ

ロトンイメージング，高感度プロトンスペクトロスコ

ピーの実現をめざす。さらに，検出感度の低い���，���

核の測定を実用化するために多核種同時測定システムの

開発をめざす。これによりヒトの超高磁場イメージン

グ，多核種スペクトル測定を実現することを目標とす

る。

〔内容および成果〕

　４．７�の超高磁場���装置で使用可能な２種類の多核

種同調信号検出器を作製した。第１は２４個の送信線エ

レメントを有する���型信号検出器で，各８エレメン

トずつを��，���，���に同調した。３周波数間の分離は

２６��以上と良好であるが，単核種同調検出器に比べ約

２倍のラジオ波磁場強度を要するという問題点があっ

た。これについては原因を検討中である。第２は���

型の��信号検出器に口径８��のデュアルループクォド

ラチャ表面検出器を組み合わせるものである。��，���

間には重大な相互作用はみられず，必要とされるラジオ

波磁場強度も小さく押さえられた。第２の検出器を用い

て，同一の局在化領域から��，���の領域選択スペクト

ルを同時に測定するための測定シークエンスの開発を

行った。��測定には前年動物用測定に用いた

���������	
���
�����������
��	�（�����）法を，���

測定には����法を採用した。最も簡単な同時測定法は

測定用コンピュータの個別のワークスペースに両法を併

置してワークスペースを飛び移りながら交互測定を行う

ものであるが，この方法ではパルス繰り返しを１０秒以

下に短縮することは困難であった。このため，両法を融

合させた新しい測定シークエンスを作製した。本法を用

いて，５０���グルタミン酸と１００������を含む模擬

試料で１回のパルス繰り返し時間内に��，���スペクトル

を測定できることを確認した。

〔備　考〕

所外研究分担者：板井悠二（筑波大学臨床医学系）

（２２）高密度励起子状態を利用したダイヤモンド紫外線

ナノデバイスの開発

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕０１０６��３９２

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕久米　博（化学環境研究領域）

〔期　間〕平成１３～１８年度（２００１～２００６年度）

〔目　的〕ダイヤモンドの高密度励起子状態における非

線形光学効果という物理現象をナノスペースで実現さ

せ，これを利用してダイヤモンドによる新しい紫外線発

光デバイスと紫外線センサーを開発すること。

〔内容および成果〕

　有磁場マイクロ波プラズマ���装置を用いたダイヤ

モンド薄膜合成を継続し，原子レベルで平坦な高品質膜

を作製する条件を検討した。また，ガスあるいはイオン

注入による�型ダイヤモンドの作製技術の開発を進め

た。さらに，このようなダイヤモンドの光物性（光伝導

度，光誘起電流，光透過特性）を一度に測定できる超高

真空装置を設計し製作した。

〔備　考〕

（２３）雌脳の発達に関する毒性試験法の構築

〔区分名〕その他の公募

〔研究課題コード〕０２０３��４１８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕掛山正心（環境健康研究領域）

〔期　間〕平成１４～１５年度（２００２～２００３年度）

〔目　的〕従来の脳の発達に関する毒性試験は雄におけ

るものが中心であり，また脳の性分化についても雄脳の

雌化という視点からの研究がほとんどである。しかし雌

脳の発達は単に雄化の反対なのではなく，排卵・妊娠を

コントロールする脳機能の成熟という独立した過程を意

味する。本研究では，脳の性分化（性決定）に始まり性

成熟（排卵周期の発来）にいたるまでの雌脳の発達につ

いての毒性試験法の構築を目的とする。脳の性分化（性

決定）時における試験法と，発達完了時すなわち性成熟

をエンドポイントとした試験法の二つを確立する。

〔内容および成果〕

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



　脳の性分化についての試験法としては，発達期におけ

る性的二型核のアポトーシス細胞数の雌雄差に着目し

た。神経細胞数あたりのアポトーシス数を������

��������	
�	���法で検出したところ，従来の手法よ

りも顕著な雌雄差が確認できたことから，性ホルモンが

脳の性分化に及ぼす影響についての優れた試験法となり

うることが示唆された。さらに，この手法を用いて新た

な基礎科学的知見が得られた。すなわち，雌優位性的二

型核におけるアポトーシスの雌雄差は生後１日に見ら

れ，一方の雄優位性的二型核における雌雄差は生後７日

後に見られた。このことは脳の雄化と雌化の時期が異な

ることを示唆する。

　次に性成熟についての試験法では，排卵機能の発現そ

のものを捉えるため形態学的・組織学的手法を用いた。

膣開口，卵巣重量増加，性周期発来，初発排卵といった

性成熟の指標について網羅的に検査し，さらに新たな試

みとして代償性卵巣肥大を用いた視床下部成熟の指標も

取り入れた。ダイオキシン曝露の影響を調べることで試

験法の妥当性を検証したところ，発達期のダイオキシン

曝露により中枢性の早熟化が引き起こされることが新た

にわかった。同時に本研究で構築した試験法が信頼でき

るものであることも強く示唆された。

〔備　考〕

研究代表者：掛山正心

当課題は重点研究分野Ⅳ．３．２にも関連

（２４）新規環境・技術リスクの社会的ガバナンスの国際

比較

〔区分名〕戦略基礎

〔研究課題コード〕０２０４��４５９

〔重点特別研究プロジェジェクト名，政策対応型・研究名〕

〔担当者〕兜　�徳（首席研究官）・青柳みどり

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕不確実性が優先する技術・環境リスクを社会

的にマネージメントするためには，１）利害関係者のリ

スク認知とその価値　２）多様な科学的知見とリスクシ

ナリオの生成　３）期待費用・便益分析の有効性とその

限界　４）他のリスク（代替，転嫁リスク）とのトレー

ドオフ　５）マネージメントのプロセスの信頼性，合法

性，参加者（利害関係者）の役割と責任　６）リスクの

とり方とその代替性（選択性，非選択性，公的，私的な

保険と損害賠償）等々の総合的で多元的な分析が必要と

なる。リスクの社会的ガバナンスを実効性のあるものに

するには，多様な利害関係者がかかわっている。本研究

は，社会的なリスクのガバナンスが問われている課題と

して，１）食品安全リスク　２）電磁波の健康リスクを

取り上げて，社会的なガバナンスの評価の共通的な枠組

みを，国際的な研究団体（����，���）と協議して構

築しようとするものである。このうち，筆者の分担は，

現在社会問題となっている「電磁波」のリスクが対象と

なっている。

〔内容および結果〕

　本年度は初年度であり，また，年度後半に開始された

ため，筆者の分担としては，所要のアンケートを作成

し，また，１万人の対象者を別途リストから選出して郵

送調査の準備を整えた。なお。それらの発送は４月上旬

に，また回収は中旬以後になるので，その結果解析は次

年度の研究の一環として行う予定である。

〔備　考〕

研究代表者：�池田三郎（筑波大学）

共同研究者：�水野敏明（筑波大学）・前田恭伸（静岡大

学）・西沢真理子（ドイツ技術評価セン

ター）・山田友紀子（食品総合研究所）・

�刀由紀子（愛知大学）

国際研究機関：国際保健機関（���）

（２５）生活環境中電磁界の健康リスク評価にかかる調査

〔区分名〕環境��委託請負

〔研究課題コード〕０２０２��４６０

〔重点特別研究プロジェジェクト名，政策対応型・研究名〕

〔担当者〕兜　�徳（首席研究官）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕生活環境中の超低周波磁界の健康への影響に

ついては大きな社会的関心を呼んでいる。���は来年

中に超低周波磁界の健康リスク評価結果をまとめるとし

ており，我が国においても，高レベルの商用周波数磁界

をもたらす磁界環境の特徴の把握等に関する調査研究が

急務となっている。本調査研究では，国立環境研究所が

実施した小児がんの疫学調査で得られている磁界レベル

測定値を基本として磁界環境と超低周波曝露量との関連

について解析するほか，すでに開発されている送電線等

の周辺家屋における最大磁界レベル推定プログラムの検

証を行う。また，電磁界に関する新たな研究，国際機関

および諸外国の動向等を調査する。

〔内容および結果〕

　疫学調査の対照児計７７６名についての１週間の子供の

寝室の磁界レベル（「寝室の磁界レベル」と呼ぶ）の

データについて所要の解析を行った。それら「寝室の磁
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界レベル」の分布では，２��未満は７４３名（９５．７％），�

２��以上は３３名（４．３％），３��以上は１６名（２．１％），�

４��以上は６名（０．７７％）であった。特に高いレベル

を示した対照児の場合，１週間の磁界レベルの変動パ

ターンあるいは屋外についてのスポット測定値との比較

などから，極端な変動を示した１例を除き，それらが屋

外の電力設備あるいは屋内配線から発生している磁界を

反映していることが示唆された。なお，月間変動，季節

変動あるいは近傍の高圧送電線のタイプとの関係などに

ついても基本的解析を加えた。

　一方，東京都内で住宅から１００�以内に高圧送電線が

存在している家屋を���を用いて選出し４１の家屋近傍

の高圧送電線周辺の磁界レベルを一定の距離別（直下，

３０�，６０�，１００�および対象家屋付近）に測定した。

それら測定値について，別途，金沢大学で開発された送

電線からの距離，電圧規格などの基本条件を入力するこ

とによって推定される最大磁界レベルとの比較を試み

た。しかし，同推定モデルは�電力管内の送電線規格

などを基本としているため，東京都内での規格と大きく

異なっており，推定値を得ることができなかった。さら

に，同モデルによる推定パラメータなどの情報を収集し

て改変が必要となっている。

　また，筆者が諮問委員会委員として毎年参加してきて

いる���の国際電磁波プロジェクト（１９９６～２００７の

予定）の最近の動向，とくに予防原則を巡るワーク

ショップ（ルクセンブルグ，２００３）などについて調査し

た結果をまとめて報告した。

〔備　考〕

（２６）洋上太陽エネルギー（含風力）発電��海水電解シ

ステムのフィージビリティスタディ

〔区分名〕研究調整費

〔研究課題コード〕０２０２��４６５

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕植弘崇嗣（化学環境研究領域）・内山政弘

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕典型的な低密度，非定常エネルギーである風

力，太陽光エネルギーの利用法を，現在の産業構造およ

び経済効率にとらわれずに環境サイドから考察すること

により，『環境負荷を少なくする技術開発の促進』とい

う，環境省が「技術開発分野」で本来担うべき役割を具

体化する例として，「洋上において太陽エネルギーを利

用して発電し，その電気で海水を直接電気分解して水素

を製造するシステム」に関して予備的調査研究を実施す

る。

〔内容および成果〕

　「地球表面に『現在』降り注いでいる太陽エネルギー

を利用することのみが，究極的な持続可能なエネルギー

確保の途である。」との命題の下，いわれるところの

「太陽（自然）エネルギーの欠点」である「薄い面密

度」，「大きな変動」を克服する系として，洋上発電－海

水電解��水素生成システムを考察した。

　日本を対象とし，「薄い面密度」に対しては陸地面積

の約１２倍（４４７万平方キロメートル）の面積を有する

排他的経済水域（���）利用を，「大きな変動」に対し

ては水素という化学エネルギー貯蔵で「エネルギーの供

給と消費の時間的空間的分離」を行うことにより，「欠

点」の克服が期待できる。利用する太陽エネルギーとし

ては主として太陽電池と風力発電を，電解システムとし

ては海水の直接電解を対象とした。また，生成した水素

を貯蔵・運搬するシステムについても検討を行った。

　○想定している洋上の太陽エネルギーは，光は海水に

より吸収されて海水温を上昇させ，風は海水との摩擦に

より流れを生じさせるとともに大気��海水間の物質交換

を担っていると考えられる。これをある海域で「効率良

く」自然界から収奪してくると，その海域のエネル

ギー・物質収支に異変が起こる可能性が高い。したがっ

て，自然との共存をはかる観点から，自然エネルギーか

ら電気への変換効率に関しては「ほどほど」で良しと

し，高効率な風車や太陽電池など個別技術の開発・製造

にエネルギーや資源を浪費しないアプローチ（「木守り

柿型技術開発」）を提唱する。一方，発電過程以降に関

しては高い効率を目指すことはいうまでもない。

　○日本の年間総一次エネルギー供給量は全部電気で賄

うとすると２６６３０００百万���（資源エネルギー庁２０００

年度速報値より推定）であり，海水の直接電解により効

率８０％で電気を水素に変換できる外洋水素製造システ

ムと効率５０％の水素発電システムを想定すると，７６０百

万��の実効発電能力が必要となる。海水の直接電解シ

ステムは，陽極で塩素を生成しない電極という国産技術

が存在する。

　○この発電能力を確保するには，５��クラスの風車

を用いた風力発電（稼働率２０％）或いは１０％程度の光

電気変換効率を有する太陽電池を用いた太陽光パネル

（稼働率２０％）を想定すると，いずれの場合でも全面積

として国土面積の１�１０，���の１％程度である約４万

平方キロメートルを必要とする。これを１００年計画で達

成するとしても，年間２０平方キロメートルの浮体２０基

の生産を実現できるインフラの整備が必要である。
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　○風車，浮体（粗鋼），電解装置及び輸送に関する

粗々の���（ライフサイクルアセスメント）の積み上げ

を試みたところ，単位発電量当たりの二酸化炭素排出量

は現在の商用電力の約１�３であり，また投下エネルギー

に対する回収エネルギー算定においても十分にペイする

ことが確認できた。製造段階で二酸化炭素排出量の大き

かったのは風車システムであり，二酸化炭素排出量の少

ない風車の製造技術開発により，いっそう有効になる。

また，太陽電池に関しては性能低下を含めた耐用年数の

改良が必要とされる。

　○個別技術では多くが既存のもので対応可能或いは研

究開発で目標に到達可能と判断されたが，トータルなシ

ステムとして作り上げるには個別技術のインテグレー

ションに係る更なる研究開発とともに，上記の浮体や風

車製造のインフラの整備が不可欠となる。

　○本研究では，発電されたエネルギーの４０％しか利

用できないにもかかわらず，エネルギー生産地における

電解水素製造と，消費地における水素利用発電（燃料電

池など）を想定した。これは，現時点で理想的な蓄電シ

ステムが存在せず，またその開発に係る具体的道筋を見

出し得なかったためである。しかし，将来，高容量で漏

れの少ない蓄電システム（低リーク高効率スーパーキャ

パシターなど）が開発されれば，無駄なエネルギー変換

である電解水素産生過程は省き，電気を直接効率良く利

用できる電気エネルギー利用システムを開発すべきであ

る。

〔備　考〕

（２７）モニタリング手法の精査と測定技術の開発に関す

る研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０５��４７７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕西川雅高（化学環境研究領域）・的場澄人・�

森　育子

〔期　間〕平成１４～１７年度（２００２～２００５年度）

〔目　的〕大気中に存在する物質は，乾性沈着あるいは

湿性沈着過程を経て除去される。陸域に沈着した後，一

部は雨水によって河川水や地下水へ運搬される。そのよ

うな過程で，硫黄や窒素などの元素は，相変化や化学形

態変化を生じる。大気環境，水環境，土壌環境において

多様な化学形態をとると考えられる元素に焦点をあて，

化学種ごとに適した分析技術，モニタリング技術の確立

を目指す他，その環境中での変動についても調査研究す

る。

〔内容および成果〕

　１９９８年以来の降水モニタリングデータをまとめ，三

宅島火山活動による降水成分への影響を調査した。本年

は，三宅島発生の二酸化硫黄ガスの高濃度気塊がつくば

まで到達した日と降水中に硫酸性硫黄濃度が高まる事例

とを比較検討した。その結果，大気中の二酸化硫黄ガス

の高まり（環境基準値を超えるような濃度事例もある）

は，春季と秋季に多いことがわかった。そのパターン解

析から，一部の降水中の硫酸イオンの濃度増加は，明ら

かに三宅島の噴火ガスに由来していることがが認められ

た。

〔備　考〕

環境研究基盤技術ラボラトリー環境分析研究室で行う大

気モニター棟および共通機器の精度管理業務にも関連

（２８）環境化学物質の計測法と評価に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０４��４７８

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕森田昌敏（統括研究官）

〔期　間〕平成１４～１６年度（２００２～２００４年度）

〔目　的〕環境中の汚染物質については，その対象とす

べき物質の数が近年著しく増加しつつあり，それに対応

した信頼できる計測法の確立，および得られた測定値の

持つ意味についての理解がますます必要となっている。

本研究ではこれに対応して，個々の物質の計測法，総合

的或いは，系統的な計測手法の確立にむけて，その手法

を明らかとすると共に，評価の手法，その国際的調和等

について検討する。

〔内容および成果〕

　水道水，およびその原水中に含まれる化学物質の測定

法及び含有濃度の決定を行った。トリハロメタンの測定

についてヘッドスペース�����法を用いた場合の��

や塩分濃度の影響を調べ，正確な測定値を得るための条

件の精密化を行った。また農薬の多成分同時分析によ

り，ある地域における水道原水や水道水中の農薬の種類

と濃度を明らかとする研究を行った。一方で重金属や有

機汚染物質の地球環境での循環や時間的なトレンドにつ

いて考察を加え，将来における汚染問題へのありさまを

推察した。

〔備　考〕
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（２９）ビスフェノール�を無毒化する植物のグルコース

転移酵素の����クローニング

〔区分名〕奨励

〔研究課題コード〕０２０２��４７９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中嶋信美（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕内分泌攪乱化学物質とされているビスフェ

ノール��はプラスチックの可塑剤として広く使用され

ており環境中へ大量に流出している。我々はこれまでに

植物を用いて環境中に流出したビスフェノール�を回収

すること，またその流出を予防することを目的として，

植物がビスフェノール�を吸収・代謝することができる

かどうか調べた。その結果，ビスフェノール�は植物体

内でグルコース配糖体となり，エストロゲン活性を失

い，葉に蓄積する事を明らかにした。本研究では，ビス

フェノール�の配糖化に関わる酵素（���）をコード

する����を単離し，その機能を強化し，より強いビス

フェノール��解毒能力のある植物を育種することを目

的とする。

〔内容および成果〕

　通常の状態でタバコ培養細胞がビスフェノール�を効

率よく配糖化することから，����はタバコ培養細胞に

おいては構成的に発現していると思われる。そこで，グ

ルコース転移酵素（�����）で保存されているアミノ酸

配列を用いてプライマーを設計しタバコ培養細胞由来の

���を用いて������を行い，タバコ培養細胞で構成

的に発現しているグルコース転移酵素の遺伝子断片を

１００個得た。これらを塩基配列の類似度により分類した

ところ，これまで既にタバコからクローニングされてい

た６つの�����に分類された。次にこれら６つのうち，

４つの完全長����（�，�，�，�とする）を������

を用いて単離し，大腸菌内で発現させて���の活性を

調べた。その結果，�は強い活性を持ち，�と�は�の

半分以下の活性を持っていた。�は活性を持たなかっ

た。次に�，�，�がタバコ植物体でも発現しているこ

とを確かめるため，播種後４週間のタバコ実生を葉と根

に分け，それぞれの����活性と�，�，�の発現量を調

べた。その結果，葉は根の３倍以上の���活性を持っ

ていた。また，�と�の����の発現量は葉と根で大き

な差はなく，どちらも構成的に存在していた。それに対

し�の����は葉で強く発現しており，根ではほとん

ど発現が見られなかった。

〔備　考〕

（３０）環境汚染のタイムカプセル樹木入皮を用いる越境

大気汚染の検証に関する研究

〔区分名〕文科��科研費

〔研究課題コード〕０２０４��４８０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕佐竹研一（大気圏環境研究領域）

〔期　間〕平成１４～１６年度�（２００２～２００４年度）

〔目　的〕環境汚染や自然破壊が地球規模の広がりをみ

せている。環境汚染物質は国境を越えて拡散し，２１世

紀の地球生態系について深刻な懸念が広がっている。そ

の中でヨーロッパや北米で，長距離越境大気汚染によっ

て酸性雨問題が生じ，東アジア地域でもこの問題が浮上

している。しかし，長距離越境大気汚染現状ならびに過

去から現在にいたる変化を検証することは，数々の試み

にも関わらず極めて困難であることが知られている。本

研究では，このような課題に対し，最近私達の研究チー

ムで世界に先駆けて開発した過去の汚染を探る全く新し

い研究手法“環境汚染のタイムカプセル樹木入皮（いり

かわ）”を用いる手法によって，過去約百年から現在に

至る汚染の変化を明らかにし，さらに，これを未来に生

じるであろう汚染の記録にも応用することを目的として

いる。

〔内容および成果〕

　越境大気汚染検証地域において，ミズナラ，ケヤキ，

ヒマラヤスギ等の樹木外樹皮および入皮を採取し，含ま

れる汚染物質の時系列変化を明らかにした。

〔備　考〕

研究代表者：佐竹研一（国立環境研究所）

研究分担者：高松武次郎・上原　清（国立環境研究所）・

角田欣一・梅村知也（群馬大学）

海外共同研究者：��������		�
（国立環境研究所）

（３１）植物の気孔開度に影響を与える環境刺激の受容と

伝達に関する研究

〔区分名〕経常

〔研究課題コード〕０２０２��３５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕中嶋信美（生物多様性の減少機構の解明と保

全プロジェクトグループ）

〔期　間〕平成１４年度（２００２年度）

〔目　的〕植物は乾燥ストレスにさらされると，それに
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対抗するため様々な代謝変化が起こることが知られてい

る。本研究ではソラマメ孔辺細胞に浸透圧ストレスを与

えるとリンゴ酸の蓄積が見られることを明らかにした。

本研究では気孔開度へのリンゴ酸役割を明らかにするこ

とを目的とする。

〔内容および成果〕

　ソラマメの葉から表皮をはく離し，０．４�マンニトー

ル水溶液に表皮を浸し浸透圧処理とした。����

���������	
（����）の阻害剤を処理すると，リンゴ酸

の蓄積が抑えられ，気孔開度も低下した。さらに，浸透

圧ストレス処理によって細胞内にリンゴ酸が蓄積するこ

とや，リンゴ酸の合成酵素である����の活性が上がる

ことが見出された。このことからリンゴ酸の蓄積が気孔

開度に影響を与えていると考えられる。ソラマメ孔辺細

胞で発現している����遺伝子を���法で増幅してそ

の構造を調べたところ，これまでに報告されていない２

種類の遺伝子が検出された。

〔備　考〕
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Ⅵ　知的研究基盤



（１）地球環境モニタリング

〔区分名〕地球セ

〔研究課題コード〕９２０５��２６４

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤沼康実（地球環境研究センター）・�

向井人史・稲葉一穂・犬飼　孔・今井章雄・

岩崎一弘・上野隆平・小野雅司・勝本正之・

神沢　博・酒巻史郎・杉本伸夫・高村典子・

高橋善幸・遠嶋康徳・冨岡典子・長濱　強・

野原精一・松井一郎・中根英昭・西川雅高・

野尻幸宏・町田敏暢・松重一夫・横内陽子・

畠山史郎

〔期　間〕平成４～１７年度（１９９２～２００５年度）

〔目　的〕近年顕在化してきた様々な地球環境問題に対

し，実効ある取り組みを行うためには，地球環境の観

測・監視（モニタリング）と調査研究を強化し，人類の

諸活動が地球環境に及ぼす影響の大きさやそのメカニズ

ムを科学的に解明することが不可欠である。地球環境研

究や行政施策に必要となる基礎的なデータを得るため

に，内外関係機関と連携しつつ，地球規模での精緻で体

系的かつ継続的な地球環境モニタリング（地球環境変動

因子や地球環境変動による影響等の継続的監視）を行

い，効果的な対策を講ずる上で必要な知見を得る。ここ

では，成層圏オゾンに係るモニタリング，対流圏の温室

効果ガスに係るモニタリング，陸域生態系・海洋環境に

係るモニタリング，��������	
支援事業の４つの分

野に分けて，各分野ごとにプロジェクトを推進してい

る。

〔内容および成果〕

　①つくばにおける成層圏オゾンモニタリング：オゾン

レーザーレーダー及びミリ波放射計により，高度１５～

７０��の成層圏から中間圏に渡る成層圏全域にまたがる

オゾンの鉛直分布を観測できる体制を整備し観測を継続

した。季節変化に関しては，高度ごとに異なった周期の

季節変化が見られ，そのメカニズムに関しての検討を進

めた。

　②北域成層圏総合モニタリング：北極極渦の中緯度域

へのオゾン層破壊への影響を明らかにするために，名古

屋大学太陽地球環境研究所と共同で北海道陸別町の町立

天体観測施設を利用して観測を行った。これまで，つく

ば上空では見られなかった年のスケールでのオゾン濃度

変動が観測された。

　③有害紫外線モニタリングネットワーク：有害紫外線

（�領域紫外線）の増加による生物影響の基礎データを

整備するために，広く研究機関・大学などの参画を得て，

全国に観測ネットワークを構築した。データ発信のため

のデータのクリーニングを行い，発信するための準備を

進めた。

　④地上ステーション（波照間・落石岬）モニタリング：

温室効果ガスのベースライン濃度を長期連続観測し，そ

れらのデータを世界的な温室効果ガスのデータセンター

に提出した。これまでの，濃度変動は，二酸化炭素にお

いては観測以来，１０���以上増加し両地点で３７５���

に達した。メタンの増加はここ数年でとどまっていた

が，���や代替フロンに関しては増加傾向が続いてい

た。

　⑤定期船舶を利用した太平洋温室効果ガスモニタリン

グ：海洋の二酸化炭素吸収機能を把握するために，日本

－米，日本－豪間を運行する定期貨物船の協力を得て，

太平洋海域において洋上大気の温室効果ガス濃度，並び

に大気－海洋間の二酸化炭素交換収支量などを観測し

た。本年度は特に定期貨物船の路線変更に伴い，代わり

の船舶を選定し機器の乗せ替えなどを行った。

　⑥シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ

ニタリング：３地点の上空で観測した温室効果ガス濃度

の鉛直分布の時系列データが観測され，シベリアでの森

林吸収の影響などが，エルニーニョによる温度異常に関

連し見られることがわかった。

　⑦北方林の温室効果ガスフラックスモニタリング：苫

小牧国有林のカラマツ林に整備し，森林－大気間のガス

フラックスをはじめとする森林生態系における炭素循環

過程を検討した。アジア地域のフラックス観測ネット

ワーク，��������を発足させネットワーク化を強化し

た。また，森林の生育過程に伴う炭素循環機能の推移を

長期観測するために，北海道大学天塩研究林での観測を

開始した。

　⑧リモートセンシングを用いた森林の構造と機能の評

価に関するモニタリング：陸域植生の構造と機能を評価

するために，苫小牧フラックスリサーチサイトにて，

レーザープロファイラーによる森林構造解析とマルチス

ペクトルカメラによる森林の生理生態学的機能の評価に

着手した。

　⑨��������	
支援事業：アジアの中核拠点として事

業に参画するとともに，旧来からの観測湖沼であった摩

周湖と霞ヶ浦での観測を継続した。約２５年にわたる

霞ヶ浦調査の膨大なデータをデータベース化した。

　⑩標準ガス事業：温暖化に係わるガスの濃度や同位体

比観測に係わるガスの一次標準の維持管理や新たな濃度

レベルの標準の製作を行った。オゾンの標準に関しての
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基礎検討や機関比較実験を行った。

〔備　考〕

共同研究機関：北海道大学大学院農学研究科・北海道大

学北方生物圏フィールド科学センター森

林圏ステーション・北海道環境科学研究

センター・北見工業大学・兵庫県立公害

研究所・沖縄県保健環境研究所

当課題は地球環境研究センターⅧにも関連

（２）地球環境モニタリングデータベース及びデータ提

供システムに関する基礎的研究

〔区分名〕地球セ

〔研究課題コード〕９８０２��２６７

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕藤沼康実（地球環境研究センター）・勝本正之

〔期　間〕平成１０～１４年度（１９９８～２００２年度）

〔目　的〕地球環境研究センターが実施する十数の地球

環境モニタリングプロジェクトで得られている，数多く

の貴重なデータを，担当研究者から政策立案者，国内外

の一般市民まで，広範囲かつ利用形態の異なる様々な

ユーザーに利用可能とするため，観測データの加工・管

理・維持を含むデータベース，及びユーザー要求に対応

したデータ提供システム，データの統合化システム，な

らびに総合解析システムを構築する必要がある。

　本研究では，モニタリングデータの作成者と提供のた

めの加工・維持・提供を行う管理者およびユーザーの３

者の要求と利便性に配慮したデータベース及びデータ提

供システムの，立ち上げと試験運用に基づいた構築，観

測データの解析に不可欠な補助データベースの整備，観

測データのハーモナイゼーション手法の検討を経て，総

合解析システムの開発と解析を目的としている。

〔内容および成果〕

　地球環境モニタリングプロジェクトで得られる観測

データに係わる総合解析システムの開発を目指し，地球

環境モニタリングデータベースシステムの構築とデータ

ベース化，地球環境モニタリングデータ提供システムの

構築，および観測データの統合化・解析に係わるデータ

統合解析・支援システムの開発を行った。

　本年度は，ホームページからの地球環境モニタリング

プロジェクトで得られた観測データのデータ利用者のレ

ベルに応じた提供を充実させるとともに，気象予報デー

タを用いて毎日行われる両極の渦位の予測データの自動

提供システムを追加した。前年度のデータ提供開始以来

システムは順調に稼動している。また対流圏観測研究の

支援ツールとして，従来の����版を発展させて��版

の流跡線解析システムを開発，新旧両システムについて

総合的な解説とユーザーズマニュアルを整備し刊行し

た。

〔備　考〕

（３）化学形態分析のための環境標準試料の作製と評価

に関する研究

〔区分名〕基盤ラボ

〔研究課題コード〕０１０５��２４９

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕伊藤裕康（化学環境研究領域）・田中　敦・�

白石寛明・柴田康行・田邊　潔・堀口敏宏・

森田昌敏・彼谷邦光

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕標準試料は環境分析の信頼性を支える基準と

なる物質であるが，環境汚染問題の多様化にともない，

さまざまな種類の環境標準試料が必要とされている。本

研究では，天然の環境試料等から標準試料を作製し，そ

の中に含まれる環境汚染物質（有機金属化合物や有機化

合物を対象とする）について化学形態別に保証値を定め

ることを目的とする。化学形態分析のための環境標準試

料の作製と配布及び精度管理を行い，社会ニーズに沿っ

た研究をする。試料の均一性，安定性，保存性等を管理

し，長期に渡る供給の確保により，各研究者，分析者の

ための試料作製を心がける。世界的に信頼される環境標

準試料として位置づけられることを目標にする。

〔内容および成果〕

　本年度に作製予定の����������	．２４候補として，

水質，生体試料，廃棄物関係等が上げられ，分析対象物

質は，特に要望の多いダイオキシン類，���，クロル

デン等有機化合物と，ストック分のない試料の再作製が

考えられた。環境標準試料����������	．２０「湖沼底

質試料」および����������	．２１は，「土壌試料」に含

まれるダイオキシン類の共同分析をし，保証値を検討し

た。また過去に作製した����������	．７（茶葉）は，

ストック分がゼロのため，再作製を行い，���������

��．２３として元素分析について共同分析をし，保証値

を検討した。保証値の得られている試料については，約

１２０件の外部への提供を行った。また，環境標準試料の

ホームページを作製し，その情報を公開している。

〔備　考〕
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（４）微生物系統保存施設に保存されている微細藻類株

の分類学的情報の収集とデータベース化に関する研究

〔区分名〕基盤ラボ

〔研究課題コード〕０００４��２５０

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕笠井文絵（環境研究基盤技術ラボラトリー）・

河地正伸・広木幹也・清水　明・志村純子

〔期　間〕平成１２～１６年度（２０００～２００４年度）

〔目　的〕微生物培養株の保存は重要な知的基盤整備の

一つである。国立環境研究所・微生物系統保存施設には

多数の微細藻類培養株が保存されており，環境研究を始

めとする多様な研究の材料として，あるいは富栄養化や

化学物質の汚染を測定するための試験生物として利用さ

れている。これらの培養株の品質維持の一環として，ま

た利用性の拡大のため，分類学的再考と株情報の集積を

行い，データベース化する。

〔内容および成果〕

　現在分子分類学的手法により見直しが行われている緑

藻類を中心とした保存株の１８�����遺伝子の塩基配列

を解析し，類縁種との比較や系統解析によって種名の再

確認を行う。また，これらの株の形態的特徴の記録，光

合成色素・脂肪酸組成の測定法の確立とルーチン化を行

い，それらを統合したデータベースを作成する。

　これまでに７０株あまりの保存株の分子系統解，３００

株あまりの光顕写真を蓄積，またデータベースの入力項

目の検討を行った。

〔備　考〕

（５）環境試料長期保存（スペシメンバンク）に関する

研究

〔区分名〕基盤ラボ

〔研究課題コード〕０１０５��２５１

〔重点特別研究プロジェクト名，政策対応型調査・研究名〕

〔担当者〕柴田康行（化学環境研究領域）・彼谷邦光・�

向井人史・堀口敏宏・田中　敦・米田　穣・�

�澤嘉一・廣田正史・植弘崇嗣・森田昌敏

〔期　間〕平成１３～１７年度（２００１～２００５年度）

〔目　的〕将来の新たな汚染・環境問題の顕在化に備え，

また現在十分な感度，精度で測定できない汚染の進展を

将来の進んだ手法で明らかにするために，所内外の長期

環境モニタリング事業と連携をとりながら，環境試料及

びデータの収集，保存を継続するとともに，より長期

的，広域的視野にたった環境試料の長期保存のあり方を

検討する。

〔内容及び成果〕

　これまでの継続として，離島並びに都市部での大気粉

塵試料の捕集，日本沿岸各地の巻き貝，二枚貝，母乳試

料の収集，保存を継続し，また一部重金属などの測定を

実施した。さらに，新たに請負事業として環境タイムカ

プセル事業を開始し，大気粉じん，生物試料の採取地点

を増やしたほか，東京湾を精査海域として生物調査並び

に生物・底質試料の採取を実施した。また，新たな手法

として保存作業中に生物試料の変化を最小限にとどめ汚

染物質のみならず生物側に引き起こされた曝露試料（バ

イオマーカー）の保存も目指して，生物試料の凍結粉

砕・均質化条件の検討，確立と収集試料の凍結粉砕・保

存を開始した。

〔備　考〕
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Ⅶ　環境情報センター



７．１　業務概要

　環境情報センターは，平成２年７月，国立公害研究所

が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置さ

れ，環境情報の収集，整理及び提供並びにコンピュー

タ・ネットワークシステムの運用等の業務を行ってきた。

　平成１３年４月の独立行政法人化に伴い，独立行政法

人国立環境研究所法第１０条第２号に規定する環境情報

の収集，整理及び提供に関する業務を中心となって担う

とともに，研究を支援する業務，研究所の広報及び成果

の普及に関する業務を実施している。

　環境情報の収集，整理及び提供に関する業務について

は，近年の環境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広

範な需要に応じるため，本研究所のみならず広く環境研

究，環境行政の推進に必要な情報を提供している（図

７．１）。また，環境基本法を踏まえ，広く一般の国民等

への環境情報の提供を行うため，平成８年３月より環境

情報提供システムを運用している。

　コンピュータシステムについては，平成１４年３月に

全面的な更改を行い，スーパーコンピュータ（べクトル

計算サーバ）を中心に，スカラー計算サーバ，フロント
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図７．１　環境情報センターにおいて提供している情報



エンドサーバ，超大容量ファイルサーバ，超大容量デー

タ格納装置等から構成され，膨大な演算結果の収録に備

えるほか，多数の��サーバ（�����）を積極的に導入

するなど，大幅な分散化，二重化等を図り，性能，機能

等を強化した。

　また，本研究所を含む筑波研究学園都市の１０の研究

機関の連携の下に，平成１４年３月末に構築された「つ

くば���」により，各機関が保有するスーパーコン

ピュータを結んだ相互利用，人工衛星搭載センサーから

得られる大容量リモートセンシングデータ等の高速な相

互利用（ファイル共有）等が可能となっている。本研究

所では，通常の高速なインターネット接続回線として利

用 す る と と も に，�������Ⅱ の������Ⅱ デ ー タ，

����������データ等の取り込みのほか，これらの

膨大なデータの提供の際の利用も想定している。

　なお，本研究所は，独立行政法人化したことにより，

新たな業務として，国や民間の機関等からの業務委託，

請負の実施が可能となり，本センターでは，本年度，３

件の委託・請負業務を実施した。

　本年度の個別業務の実施状況は以下のとおりである。

７．２　国立環境研究所ホームページの運営

　本研究所の案内情報，研究情報等のインターネット上

での発信手段として，平成８年３月より「国立環境研究

所ホームページ」の運営を開始している。

　運営開始当初は，本研究所の業務紹介やデータベース

の提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後，順次，個別研究テーマごとのページ，

化学物質データベースなどの研究成果等を提供，紹介す

るページを追加掲載するとともに，ホームページ情報検

索システムの導入や英文年報等の掲載を行ってきたとこ

ろである。

　本年度，新たに追加した情報のうち主なものは，広報

的情報として「情報公開・法人文書開示」，「����子ども

のページ」，研究概要全般の紹介として「循環型社会形

成推進・廃棄物研究センターホームページ」，個別研究の

詳細の紹介として「化学物質環境動態モデルデータベー

ス」，「環境ホルモンデータベース」，「環境���」など

１７件である。

　また，所内検討チームによる検討も踏まえ，所内研究

者が保有する研究関連データについて，環境情報セン

ターにおいて当該研究者へのヒアリングを経て，研究所

ホームページの「データベース」コーナーから提供する

ための作業を行い，「環境標準試料」など２件のデータ

の提供を開始した。

　本年度１年間における国立環境研究所ホームページへ

のアクセス数（注）は，４２，９０３，８７３件であった。

　情報提供の内容等については，図７．２に示すとおり

である。

（注）ここでいうアクセス数とは，国立環境研究所ホー

ムページ内各ページのヒット数を合計したもの。

７．３　環境情報提供システム（���ネット）の

運営

　���ネ ッ ト（����������	
�������
	������������

����������	�
���）は，環境基本法第２７条に基づき，

環境教育・学習の振興及び民間の環境保全活動の促進に

資するため，環境情報の提供及び情報交流の促進を図る

ことを目的とし，平成８年３月にパソコン通信による運

営を開始したものである。環境基本法第２７条の規定は，

独立行政法人国立環境研究所法にも反映され，同法第

１０条第２号の規定に基づいて，本研究所が���ネット

の運営を継続しているものである。���ネットは，平成

９年１月からはインターネットを利用したサービスに切

り換え，順次提供情報を追加するなど，その充実を図っ

ているところである。

　本年度は前年度に引き続き，���ネット全体の安定稼

働を図る一方，「環境ニュース」や「トピックス」など

の毎日又は定期的なコンテンツの更新を行った。また，

市民参加型の環境情報交流の場として，利用者が提示し

た特定のテーマに対して，関心のある他の利用者が意見

等を述べて議論の輪を広げていく「フォーラム」につい

ては約１７０件，また利用者が提示した疑問・質問等に対

して他の利用者が回答する「環境���」については，

１，０００件を超える書き込みがあり，イベント等の開催情

報を掲示する「イベント情報」についても１，３００件を超

える書き込みがあった。

　新規コンテンツとしては，地方公共団体の環境試験研

究機関の研究情報等を広く発信するため，「地方の環境

研究の紹介コーナー」を開設したほか，環境行政・研究

や環境問題に関する主な出来事を年月日別に整理し，フ

リーワードによる検索も可能とした「環境年表」，関西

学院大学総合政策学部の久野教授による「�教授の環境

行政時評」などを掲載した。さらに，必要とする環境情

報に手際よくたどり着くため，環境関連サイトへのリン

ク集として分野ごとに整理した「環境情報ナビゲーショ

ン」を開設した。

　このほか，���ネットを通じてアンケート調査を行

い，利用者のニーズを把握するとともに，有識者に対す
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図７．２　国立環境研究所ホームページによる情報提供



るヒアリング調査を行い，環境情報の整備・提供に関す

る問題点を探った。さらに，「環境情報の的確な普及に

関する検討会」を設置し，環境情報の効果的な整備・提

供のための所要の検討を行った。

　本年度の１年間における���ネットへのアクセス数

（注）は，２９，４０８，７１６件であった。また，利用者自身に

よる情報の書き込みには利用者登録を必要としている

が，本年度における新規利用登録者数は２，１２３名で，総

利用登録者数は４，９６３名となった。

　提供情報の内容については，図７．３に示すとおりで

ある。なお，システムの日常運用は，（財）環境情報普及

センターに請け負わせて実施している。

　���ネットについては，今後も引き続き，機能の拡

充，提供情報の充実を図っていくこととしている。

（注）ここでいうアクセス数とは，���ネット内各ペー

ジのヒット数を合計したもの。

７．４　環境国勢データ地理情報システム（環境

���）の整備

　環境���は，環境省が策定した「環境省国土空間デー

タ基盤整備等実施計画」に基づき，本センターと環境省

大臣官房総務課環境情報室とが協力して整備を進めてい

るものである。同実施計画では，汚染物質の総量規制な

どの「指定・規制等位置図」を第１類型とし，大気質や

水質等の測定データやその集計値などの「環境質測定結

果等データ」を第２類型として位置づけている。そし

て，第２類型のデータに位置情報を加え，第１類型の地

図上に重ね合わせ表示を行うなど，理解しやすい視覚的

な形に加工して，インターネットを通じて環境の状況に

関する情報などを広く提供しようとするものである。

　本年度においては，前年度からの試験運用を踏まえて

必要な改善を加え，平成１４年９月に本格運用を開始し

た。その後も，１９９４年から１９９８年にかけて環境省が実

施した「水質汚濁物質排出量総合調査」に係るデータ，

１９９１年から１９９４年における「瀬戸内海環境管理基本調

査（底質調査）」に係るデータの追加掲載を行った。

　また，ユーザが任意に凡例情報を操作し，求める主題

図・グラフ等を作成できる機能を開発するとともに，シ

ステムの運用が容易にできるよう機能拡充等を行うとと

もに，次節に述べる環境数値情報の一部について，本シ

ステムからダウンロード提供を開始した。

７．５　環境数値情報の整備と提供

７．５．１　データファイルの整備

　本センターの主要な任務の一つである環境数値情報の

収集，整理，保管，提供業務の一環として，本年度は，

前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境データを

収集してデータファイルの整備を行った。

　また，平成２年度以降の大気環境月間値・年間値デー

タ及び水質環境年間値データについて，「環境数値デー

タベース」を作成し，国立環境研究所ホームページから

提供を実施している。

（１）大気環境データ

　大気環境データは，①大気環境時間値データファイル

②大気環境時間値データファイル；国設局　③大気環境

月間値・年間値データファイル　④大気測定局マスター

ファイルにより構成されている。本年度は，前年度に引

き続きこれらのファイルの作成を行った。

　各ファイルの内容は以下のとおりである。

　①大気環境時間値データファイル

　昭和５２年度より，大気汚染防止法に基づき都道府県

が実施する大気環境常時監視の１時間値測定結果をデー

タファイルに収録する作業を開始し，収録項目を逐次充

実してきた。本年度は，平成１３年度測定に係る関東・中

部・近畿・中国・九州地方の測定局（１９都府県，１，２７８

局）について，大気汚染物質（窒素酸化物，浮遊粒子状

物質，二酸化イオウ，一酸化炭素，光化学オキシダン

ト，非メタン炭化水素等１６項目）及びその他項目（気

象要素等１０項目）等の各測定結果データを収録した

（延べ１０，４９８件）。

　②大気環境時間値データファイル；国設局

　①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排

出ガス測定局（２１局）についても，常時監視の１時間

値測定結果を収録した（延べ２７２件）。

　③大気環境月間値・年間値データファイル

　環境省環境管理局は，大気汚染防止法に基づき，各都

道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果を取

りまとめ，データファイルに収録・集計を行っている。

本センターでは，環境管理局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて，昭和４５年度測定結果

から整備している。本年度は，平成１３年度測定に係る

全国の測定局について，大気汚染物質１１項目の各測定

結果データを収録した。

　なお，本年度も前年度に引き続き，環境管理局の平成

１３年度測定結果データファイル及び測定結果報告書の

作成について，支援を行った。

　④大気測定局マスターファイル
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　大気測定局マスターファイルは，本研究所及び環境省

環境管理局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガス

測定局属性調査」に基づき，全国の大気測定局に関する

基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，平成

１３年度調査結果に係る情報を収録した。

（２）水質環境データ

　環境省水環境部は，水質汚濁防止法に基づき，昭和

４６年度から全国公共用水域水質調査を実施しており，

都道府県より報告を受けた水質常時監視測定結果を取り

まとめ，データファイルに収録・集計を行っている。本

センターでは，水環境部よりデータの提供を受けて，水

質環境データファイルの作成を行った。

　水質環境データは，①公共用水域水質データファイル

②公共用水域水質年間値データファイル　③公共用水域

水質マスターファイルにより構成されており，その内容

は以下のとおりである。

　①公共用水域水質データファイル

　昭和４６年～平成１０年度の全国公共用水域の全測定点

について，生活環境項目（��，��，���，���，

��，大腸菌群数，��ヘキサン抽出物質（油分等），全窒

素，全リン），健康項目（カドミウム，全シアン，鉛，

六価クロム，ヒ素，総水銀，アルキル水銀，���等計

２３項目）及びトリハロメタン生成能（クロロホルム生

成能等計５項目）等の各測定結果データを収録している。
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図７．３　環境情報提供システム（���ネット）による提供情報等一覧



　②公共用水域水質年間値データファイル

　全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目，

健康項目等の項目別に年間の最大値，平均値及び測定実

施検体数等を収録したものである。本年度は，平成１３

年度調査結果に係る情報を収録した。

　③公共用水域水質マスターファイル

　水質マスターファイルは公共用水域の水質測定点に関

する基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，

前年度に引き続き，変更地点等の調査結果に基づいて，

地点統一番号，地点名称，指定類型，達成期間，緯度，

経度などをマスターファイルに収録した。

７．５．２　データファイルの提供

（１）貸出による提供

　大気環境及び水質環境データファイルは，「環境デー

タベース磁気テープ貸出規程」に基づき，従来より環境

省を始めとする行政機関・研究者等への提供を行ってい

る。本年度は，計７６９ファイルの貸出を行った。

　また，ユーザの多様なニーズに対し，よりきめ細かな

対応ができるようイントラネット上に整備した���対

応「データ提供システム」を運用し，データファイルの

提供業務の効率化を図っている。

（２）コピーサービスによる提供

　大気環境及び水質環境データファイルが環境研究及び

環境行政分野のほか，民間機関を含め広く社会的に利用

されるよう，「コピーサービス用磁気テープ貸出規程」

に基づき，（財）環境情報普及センターを通じて，磁気

テープコピーサービスによる実費提供を行っている。本

年度は計２８７ファイルの提供を行った。

７．６　研究情報の整備と提供

７．６．１　文献データベースの整備と提供

　本センターでは環境研究を側面から支援するために国

内外のデータベースの効果的な活用体制の整備を図って

いる。

（１）オンライン文献データベース

　����（科学技術振興事業団（���））��������（����

��������	
）��������	
���	����（��������	

����������	
����
（���），��������	�
�����が共同で

提供），��������（（株）ジー・サーチ）の４種類のデー

タベースを整備しており，本年度は，２６件の検索申込

みを受け付けた。

（２）文献データベースの管理

　①引用文献データベース���������	�
��（��������）を

平成１４年７月より，自然科学分野及び社会科学分野の

２分野について１９８１年からのバックファイルを導入し，

研究基盤の強化を図った。利用件数は，７，３２２件であっ

た。

　②その他に���を利用した文献データベースは，

��������	����
�	�����������（米国国立医学図書館）

及び���������	��
��������	�������（大英図書館）を導

入しており，所内ネットワーク接続のパーソナルコン

ピュータから必要な文献を検索することが可能である。

　③図書閲覧室内情報検索室を利用した検索には，

���������������	����
�	�����（��������），及び����（米

国国立技術情報サービス）を随時利用できるように整備

している。本年度は，合わせて１４７件の利用があった。

７．６．２　所外文献照会業務

　所内研究者による所外文献のコピー入手申請を受け

て，国立大学附属図書館，���，国立国会図書館にコ

ピーの提供を依頼しており，さらに，国外所蔵文献に関

しては，���������	��
������を利用して原報提供体制の

強化を図っている。本年度の外部機関への複写申込件数

は，３，６２３件であった。

７．６．３　研究成果発表管理業務

　誌上（所外の印刷物）発表論文及び口頭発表（講演

等）に関し，発表した後に研究課題コード，発表者，題

目，掲載誌（発表学会名称等），巻号，ページ（開催年）

及び刊行年に係る情報を研究者からの申請により受け付

けて，研究所の活動状況の把握のため整備している。本

年度は，イントラネットに「研究成果発表（誌上�口

頭）申請管理システム」を構築し本格運用を開始した。

なお，整備されたデータは，年報の「１０．３�研究成果の

発表状況」に掲載された後，研究所ホームページから

「国立環境研究所発表研究論文データベース」（誌上発

表），「成果発表一覧（誌上�口頭）」に搭載され広く提

供されている。　

７．６．４　図書関係業務

　図書関係業務では，研究活動に不可欠な情報源である

学術雑誌を始めとする書籍の収集・管理と，閲覧等の図

書室の運営を行っている。本年度末における単行本蔵書

数は４５，７３９冊であり，購読学術雑誌は，国内外合わせ

て５８４誌にのぼる。その他，マイクロフィッシュの形態

で収集している米国政府の環境分野の技術報告書は

１１５，８６２件を数える。

　図書等の管理及び文献情報の提供については，情報の

電子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検
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索できるよう整備している。特に，雑誌所蔵目録データ

ベースにおいては，インターネットによる出版社オンラ

インサービスや各誌の電子ジャーナルサイトへリンクで

きるように，最新の情報を掲載した。

　図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数２�６６４

棚，雑誌展示書架８４０誌分，２０４��，単行本閲覧室は棚

数７０８棚，雑誌展示書架２８０誌分，１９４��，索引・抄録

誌閲覧室は棚数１，００８棚，８０��，報告書閲覧室は棚数

９１８棚，７４��であり，その他情報検索室（５０��），地

図・マイクロ資料閲覧室（１０１��），及び複写室（１７��）

となっている。

　なお，本年度の外来閲覧利用者は７０人，図書室の延

べ利用者数は２１，５８４人であった。

７．６．５　環境省委託調査報告書等の収集

　環境省行政部局が委託等により実施した調査研究の成

果は，研究者や一般の国民にとっても貴重なものであ

る。本年度は，環境省が前年度中に実施した調査研究等

の成果物を中心に，８３５種の報告書を収集，整備した。

この結果，累積総数は，３，０９７種に達している。

　また，国，地方公共団体，大学等より６５６種の寄贈及

び寄贈交換があり，累積総数では，１４，３４５種を数える。

７．６．６　編集・刊行業務

　本研究所の各領域，各プロジェクト，各センターの活

動状況及び研究成果等については，刊行物として関係各

方面に配布するとともに研究所ホームページにおいて広

く提供している。本年度は過去の刊行物のうち可能なも

のから���化を行い，研究所ホームページから閲覧及

び印刷を可能にした。

　本年度においては，年報，���������	
�������２００２，

特別研究報告（３件），研究計画（１件）�研究報告（３

件），地球環境研究センター報告（６件），国立環境研究

所ニュース（６回�年）を刊行したほか，本研究所の研

究成果を国民に分かりやすくリライトした研究情報誌

「環境儀」第４～７号を刊行した。（１０．１　研究所出版物

参照）

　なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国

会図書館，国内外の環境関係試験研究機関，各省庁及び

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配布し

た。また，新たに利用者の高度利用や配布の便を図るた

め，平成１３年度指定刊行物の���ファイルを１枚の

������に編集し，関係各方面に提供した。

７．７　電子計算機管理業務

　本センターは，電子計算機管理業務として，スーパー

コンピュータを含む各種のコンピュータシステム及び国

立環境研究所ネットワークに関する管理，運用等業務を

所掌している。これらの業務を遂行するため，「国立環

境研究所電子計算機処理管理規程」及び「国立環境研究

所ネットワーク運営管理規程」を定め，適正な管理，運

用等に努めている。

　平成１２年度からは，指紋照合方式を採用した入室管

理システムを導入し，「国立環境研究所電子計算機室利

用要領」及び「国立環境研究所電子計算機室利用要領細

則」を改定の上，運用している。

（１）コンピュータシステム管理業務

　平成１４年３月のシステム更改により導入された現行

システムは，比較的大規模のスーパーコンピュータを中

核に，複数の各種サブシステムを加えた分散型のシステ

ムであり，夜間及び休日を含めて２４時間連続運転を

行っている。また，スーパーコンピュータについては，

原則として３月に１度の定期保守を行うこととしている。

　各システムのうち，ベクトル計算サーバ及びグラ

フィックスワークステーションの利用に係る調整は地球

環境研究センターが行い，上記以外のシステムの利用に

係る調整，全システムの管理及び運用を本センターが行

うこととしている。

　本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含め

て，ベクトル計算サーバ及びフロントエンドシステム

４７名，グラフィックスワークステーション３５名，スカ

ラー計算サーバ２７名となっている。

　また，システム更改直後であることから，利用者支援

の一環として，利用者向け情報発信サーバによる，運用

情報・統計情報，利用情報・支援情報等に係る発信体制

の整備のほか，各種機能に関する講習会として，���及

び���の利用に関する講習会を実施した。

（２）ネットワーク管理業務

　国立環境研究所ネットワーク（�������）�の代表的

な利用例は，各研究室等に配置されたワークステーショ

ン又はパーソナルコンピュータにより，スーパーコン

ピュータを始めとする各種コンピュータの利用，国外を

含む所内外との電子メール，ファイル転送及び���の

利用等である。

　これらの管理業務の中で最も重要なものは，ネット

ワークセキュリティ対策であり，ファイアウォールを設

け，通過プロトコルを制限するなど，非武装セグメント

（���）に設置された各種の���サーバ，データベー

スサーバ等の監視を始めとする各種の不正アクセスの防
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止に努めるほか，イントラネットを通じた研究ユニット

のサーバ管理者向けにセキュリティ情報を掲載し，より

積極的な注意喚起を行っている。

　また，ウイルス対策サーバを設置し，メール添付ファ

イル等のウイルス対策を講じているが，本年度における

ウイルス検査では，１３，４９８件（前年度の３倍強）検出

されており，その増加が著しい。この原因としては，こ

こ数年，自動配信機能を有するウイルスが一般化したこ

とによるものと考えられる。

　さらに，メール添付ファイル以外のネットワークを利

用した情報交換，フロッピーディスク等の電子媒体，イ

ンターネットからのダウンロード等によるウイルスの感

染を防止するため，ソフトウェアの一括購入に基づいた

イントラネットからのダウンロード方式により，個別の

パーソナルコンピュータについても，ウイルス対策を講

じている。

　一方，利用者の便宜に供するため，���メールの導

入，グループアドレスの採用，メーリングリストの運営

等を進め，各種の業務の遂行を側面から支援するメール

の使い方の普及を図っている。

　その他，所内の情報交換をより一層円滑に行う観点か

ら，本年度においては，イントラネット機能の強化のた

め，環境研究���掲示板の開発及び電子申請システム

の開発を行うとともに，所外からのリモートアクセス機

能の充実，���コンテンツフィルタリングソフト及び

ストリーミングシステムの試験運用等を実施した。

７．８　環境情報ネットワーク研究会

　本年度は，前年度に引き続き「国立環境研究所環境情

報ネットワーク研究会（第１５回）」を平成１５年２月

６，７日に開催し，地方行政機関及び地方環境試験研究

機関等から約４５機関（約７０名）の参加を得た。本年度

は���をテーマとし「地理情報システム（���）の歴史

と現状」の基調講演ほか，３つの講演を行った。その

他，地方環境試験研究所におけるネットワーク事例の紹

介と���を用いたデモンストレーションを行った。

７．９　環境省からの受託等業務

　本研究所は，平成１３年４月に独立行政法人化したこ

とにより，国や民間の機関等からの業務の委託，請負実

施が可能となった。本センターにおいても，本年度，環

境省からの３件の委託，請負業務を実施した。その概要

は以下のとおりである。

（１）平成１４年度水質環境総合管理情報システムの開

発業務（委託，水環境部企画課）

　各種の水環境情報を一般に利用しやすい形で提供する

システムの構築を行い，広く国民の環境保全への理解を

深めるとともに，水環境保全活動及び学術的な調査・研

究を支援し，さらに，各行政機関が収集した水環境関連

情報及び市民から提供される情報についても総合的に提

供できるシステムの構築を目的として，前年度から４年

計画で開始されたものである。

　本年度は，水環境の関連データをインプットするため

の「データ管理システム」を開発し，既に整備済みの

「公共用水域水質測定結果」等のデータを入力するとと

もに，データ登録機能プログラムの開発を行った。ま

た，新規に「全国水生生物調査データ」等の整備を行った。

　さらに，システムの方向性を明らかにするため，地方

公共団体の水環境保全行政担当者等からなる検討会を設

置し，所内研究者の協力も得て所要の検討を行った。

（２）平成１４年度大気汚染物質広域監視システム（そ

らまめ君）表示系管理業務（請負，環境管理局大気

環境課）

　環境省では，光化学オキシダント対策等の大気汚染防

止施策に資することを目的として，平成１２年６月から

の一般向けの試験運用を踏まえ，���を活用した表示機

能を追加開発し，平成１４年１月２１日から本格運用に移

行するとともに，データ収集の範囲を広く全国的に展開

しているところである。

　本年度は昨年度に引き続いて「そらまめ君」ホーム

ページの日常運用を行うとともに，新規機能として携帯

電話からもアクセスを可能とするシステムを追加した。

また，新たに関東地域に設置された花粉自動測定器から

の毎時測定データを取得して，花粉情報として公開する

ためのデータ収集機能を追加した。

（３）平成１４年度生活環境情報総合管理システムの開

発業務（請負，環境管理局大気生活環境室）

　近年における感覚公害問題の実情を踏まえ，全国の騒

音・振動・悪臭に係る法施行データ，発生源データ等を

整備したシステムを開発し，広く情報発信することによ

り，地方公共団体における対策の推進，事業者による自

主管理の推進，国民自らによる生活環境向上のための活

動，環境影響評価のための基礎資料を得るなど，多岐に

わたる利用に資することを目的とするものである。

　本年度は，生活環境情報のデータ登録・更新等データ

管理を行う「情報管理システム」を開発するとともに，

騒音・振動・悪臭に係る法施行状況データ，騒音・振動

に係る規制・指定地域データの整備を行った。また，モ

デル地域における自治体業務支援システムのパイロット

版を試行的に開発した。
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Ⅷ　地球環境研究センター



８．１　業務概要

　地球環境問題は，近代科学のめざましい発展のもと，

人口の増加・エネルギーと資源の大量消費などにより，

過去に類のない繁栄を享受しているところに起因してい

る。こうした状況に直面し，地球環境問題解決の国際的

機運が高まっている反面，科学的理解が不十分なため，

実際の対策をとる国際的・国内的合意が形成されにくい

のが現状である。

　このような事態に対して実効ある取り組みを行うため

には，地球環境に関する観測・監視と調査研究を抜本的

に強化し，人類の諸活動が地球環境に及ぼす影響を科学

的に解明する基礎作りを進めることが不可欠であるとい

う認識が世界的に広まっている。とりわけ，高度な経済

活動を営み，優れた技術力を有する我が国としては，国

際的な責務として，国際的地位に応じた役割を積極的に

果たしていくことが求められている。

　以上のような背景のもとに，地球環境研究センター

（以下，����）は平成２年１０月に発足した。当セン

ターの基本的任務は，地球環境研究を国際的，学際的，

さらには省際的な観点から総合的に推進することにあ

り，このために，「地球環境研究の総合化」，「地球環境

研究の支援」，および「地球環境のモニタリング」を業

務の「三本柱」として据えて活動してきた。

　前年度の独立行政法人化に伴い，効果的な事業展開が

要求されるようになり，また，����の活動が「知的

研究基盤」として位置づけられることとなり，より焦点

を絞った先鋭的な事業展開が求められている。そのため

に，独立行政法人化に際して策定された中長期計画に

沿って事業体制を強化し，従来の「三本柱」による事業

内容を分割することではなく，業務分担にとらわれず分

野横断的な体制で事業を推進することとした。

　地球環境研究の総合化として，地球環境研究に係わる

中核的研究機関（���）機能の強化をはかるために，

国際研究ネットワークのコアオフィスの積極的誘致や広

報活動の充実を図った。また，前年度末に導入された第

三世代のスーパーコンピュータシステムの戦略的運用，

国 連 環 境 計 画�地 球 資 源 情 報 デ ー タ ベ ー ス

（��������	）の地域センターとしての情報提供サー

ビスとともに所内外の地球環境研究成果のデータベース

化・提供，落石岬・波照間ステーションなどでの温室効

果ガスに係わる観測内容の強化や森林生態系の炭素循環

機能に係わる観測体制の整備など地球環境モニタリング

事業の充実などをはかった。また，地球観測プラット

フォーム技術衛星（みどり２号）に搭載される改良型大

気周縁赤外分光計（������Ⅱ）によって取得されたオゾ

ン層関連データの解析と一般ユーザーへのデータ提供シ

ステムの運用を開始した。

　また，平成１４年６月より「温室効果ガスインベント

リオフィス（���）」が発足し，日本の温室効果ガス排

出量・吸収量の算定及び関連情報の提供を開始した。

８．２　地球環境モニタリング・データベース事業

　従来，����では自然科学的な地球環境研究で得ら

れた成果を踏まえて，様々な地球環境モニタリング事業

を推進してきた。また，データベース事業として社会経

済的な地球環境研究の成果をフォローアップしてきた。

両者は，データの取得方法が異なるが，その後の「デー

タのとりまとめ（データベース化）」－「データ発信」と

いうプロセスは同一であるので，両者を常に研究的な視

野に立脚して地球環境問題に係わる研究及び施策の基盤

となる客観的データを取得するという視点に立って推進

することとした。

８．２．１　地球環境モニタリング・データベース事業の

体制

　地球環境モニタリング・データベース事業の中核とな

る所内研究者（実施代表者），観測実務を分担協力する

所内研究者（協力研究者），専門的見地から指導・助言を

行う所外の有識者（指導助言者），事業実務を担当・補佐

する民間団体（技術支援団体）からなる実施グループに

より実施されている。そして，事業全体の企画調整・予

算等は，����の研究管理官および観測第一・第二係が

事務局となり，事業実施グループ・技術支援団体等と緊

密な連携を図りながら管理・運営が行われている。

　事業の成果は毎年，「地球環境モニタリング・データ

ベース事業報告会」で発表され，国立環境研究所内に設

置された地球環境研究センター運営委員会で評価され

た。

　得られた観測データは検証・評価を経て，報告書，

������やインターネットなどの電子情報媒体で逐次

公表している。

　なお，����ではこれまで自然科学的な地球環境モ

ニタリング事業および社会経済学的な地球環境問題に関

するデータベース事業を行ってきた。本年度は，両者の

情報をバランス良く総合的に蓄積し，地球環境問題に係

わる研究及び施策の基礎を広く社会に提供するところを

目指して長期的に事業を展開している。

８．２．２　地球環境モニタリング事業

　����では，地球環境研究及び行政施策に必要な基
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礎データを得るために，世界各国の関係機関・研究所と

連携しつつ，地球的規模での精緻で長期的な地球環境の

モニタリングを実施している。本年からさらに，地球温

暖化総合モニタリングシステム基盤強化業務を開始し

た。これは，航空機を用いた大気観測や温室効果ガス関

連気体の国内の標準に関する事業等から成り立ってい

る。

　以下に，主な活動概要を記す。

・つくばにおける成層圏オゾンモニタリング：オゾン

レーザーレーダー及びミリ波放射計により，高度１５～

７０��の成層圏から中間圏に渡る成層圏全域にまたがる

オゾンの鉛直分布を観測できる体制を整備し観測を継続

した。つくば上空におけるオゾン濃度のトレンドとして

の際立った減少は見られなかった。季節変化に関して

は，高度毎に異なった周期の季節変化が見られ，そのメ

カニズムに関しての検討を進めた。

・北域成層圏総合モニタリング：北極極渦の中緯度域へ

のオゾン層破壊の影響を明らかにするために，名古屋大

学太陽地球環境研究所と共同で北海道陸別町の町立天体

観測施設を利用して，両機関がそれぞれの得意とする観

測システムを用いて総合観測を行った。これまで，つく

ば上空では見られなかった年のスケールでのオゾン濃度

変動が観測されたが，その原因はまだあきらかではな

い。

・有害紫外線モニタリングネットワーク：有害紫外線

（�領域紫外線）の増加による生物影響の基礎データを

整備するために，広く研究機関・大学などのボランティ

ア参画を得て，全国に観測ネットワークを構築し，前年

度からネットワークとしての活動を開始した。データ発

信のためのデータのクリーニングを本年度行い，各サイ

トでの測定値を���で発信できるよう準備を進めた。

・地上ステーション（波照間・落石岬）モニタリング：

波照間，落石岬において温室効果ガスのベースライン濃

度を長期連続観測し，それらのデータは世界的な温室効

果ガスのデータセンターに提出した。これまでの濃度変

動は，二酸化炭素においては観測以来，１０���以上増

加し両地点で３７５���に達した。メタンの増加はここ数

年でとどまっていたが，���や代替フロンに関しては増

加傾向が続いていた。オゾン観測に関して除湿装置を新

設し対策等を考えた。

・定期船舶を利用した太平洋温室効果ガスモニタリン

グ：海洋の二酸化炭素吸収機能を把握するために，日本

－カナダ，日本－オーストラリア間を運行する定期貨物

船の協力を得て，太平洋海域において洋上大気の温室効

果ガス濃度，並びに大気－海洋間の二酸化炭素交換収支

量などを観測した。本年度は特に定期貨物船の路線変更

に伴い，代わりの船舶を選定し機器の乗せ替えなどを

行った。二酸化炭素の緯度分布が観測され，北半球中緯

度での二酸化炭素の高濃度や，メタン，亜酸化窒素の緯

度分布が測定された。北太平洋では，二酸化炭素の海洋

での吸収の面的，季節的変化などが観測された。

・シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モニ

タリング：シベリアの３地点の上空で観測した温室効果

ガス濃度の鉛直分布の時系列データが観測され，シベリ

アでの森林吸収の影響などが，エルニーニョによる温度

異常に関連し見られることがわかった。また，湿地から

の夏季のメタンの発生，冬季の人為起源のメタン発生の

影響などが観察された。

・北方林の温室効果ガスフラックスモニタリング：北海

道苫小牧国有林のカラマツ林に整備し，森林－大気間の

ガスフラックスをはじめとする森林生態系における炭素

循環過程に係わる総合観測研究を平成１２年夏から開始

した。

　この苫小牧フラックス観測が引き金となって，アジア

地域のフラックス観測ネットワーク，��������が発足

し，当観測地がネットワークの基幹拠点と位置づけられ

ている。

　また，森林の生育過程に伴う炭素循環機能の推移を長

期観測するために，北海道大学北方生物圏フィールド科

学センター，北海道電力株式会社と����の共同研究

として，北海道天塩郡幌延町に所在する北海道大学天塩

研究林に観測林を設定し，観測を開始した。

・リモートセンシングを用いた森林の構造と機能の評価

に関するモニタリング：陸域植生の構造と機能を評価す

るために，苫小牧フラックスリサーチサイトにて，レー

ザープロファイラーによる森林構造解析とマルチスペク

トルカメラによる森林の生理生態学的機能の評価に着手

した。

・��������	
支援事業：��������	
プロジェクト

に，東アジア・太平洋域の中核拠点としてプロジェクト

を支援・参画するとともに，当研究所の旧来からの観測

湖沼であった北海道摩周湖と茨城県霞ヶ浦での観測を継

続している。約２５年にわたる霞ヶ浦調査の膨大なデー

タをデータベース化し，湖沼観測研究の貴重な資料とし

て国内外に情報発信した。

・標準ガス事業：温暖化に係わるガスの濃度や同位体比

標準に関して，地球環境研究センターでの観測に係わる

ガス（���，���，���，��，��，���）の一次標準の

維持管理や新たな濃度レベルの標準の製作（例えば二酸

化炭素）を行った。これに加えオゾンの標準に関しての
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基礎検討や機関比較実験を行った。また，��に関する

標準を整備した。

８．２．３　地球環境データベース事業

　従来，地球環境データベース事業としては，地球環境

問題の社会経済的な研究成果をデータベース化してき

た。これらの個々の事業を地球環境研究モニタリングと

同一形態に整合させ，地球環境研究の推進・地球環境問

題解決のための施策に資する社会科学的情報資源として

系統的に整備する。特に，これらのデータベースは，所

内の研究者の研究成果の発展例であり，様々なレベルで

活用され，高い評価を受けており，適宜最新データに更

新する。以下に，その概要を紹介する。

・温室効果ガス排出シナリオデータベース：当研究所で

開発した���（アジア太平洋地域における温暖化対策統

合評価モデル）等の二酸化炭素排出シナリオを体系的に

収集したデータベースであり，様々な温暖化モデルにそ

のデータが利用されている。本年度は，データベースシ

ステムの改良を引き続き行うとともに，新規データの収

集とファイル化，データ分析を行った。

・排出インベントリーデータベース：アジア地域の大気

汚染質（���および���）の排出施設の立地，各施設の

燃料消費量，脱硫・脱硝施設の運用状況等のデータを収

集し，���（地理情報システム）として構築する。本年

度は，引き続きインド・中国の排出インベントリーにつ

いてデータの精緻化等を行うとともに，韓国に代えて新

たに�����諸国のインベントリー作成に着手した。

・マテリアルフローデータベース：我が国の物質収支

（勘定）の基礎データの整備とともに，その移動・流通過

程を解析したデータベースであり，「貿易と環境」に関

する研究等を支援するものである。本年度は，紙製品の

リサイクルフロー及び廃棄製品の埋立地での挙動につい

て重点的に精緻化するとともに，最新の国連貿易データ

を反映した，マテリアルフローデータブック第２版を出

版した。

・温暖化影響・気候シナリオ・影響モデルデータベース：

前年度までに温暖化の影響評価に係わる����の報告内

容や最新の温暖化研究の成果を研究者や一般向けに解説

したデータベースを作成し，本年度からホームページ上

での公開を開始した。

・熱帯域における陸上生態系に関する基礎データベー

ス：熱帯林の炭素循環，温暖化影響，生物多様性の視点

から，����（スミソニアン熱帯研究所）及び現地の

ローカルカウンターパートと共同で，東南アジアの熱帯

林４地点の森林植生のセンサスを行っている。本年度

は，タイ及びスリランカの熱帯林プロットについてデー

タ収集・整備・解析を行った。

・吸収源関連データベース：京都議定書における���

（クリーン開発メカニズム）に対応し，森林を二酸化炭

素吸収源として評価するために，国際動向やリーケージ

の把握手法，リモートセンシング技術の利用可能性等に

ついての情報をとりまとめる。また，衛星観測データを

利用した吸収源データセットを開発するために，衛星観

測データと植林地インベントリー，地理情報データを組

み合わせた吸収源データベースの開発を進めている。前

年度から，アジア・太平洋地域温暖化対策関連データ

ベースをホームページ上で公開しており，随時情報を

アップデートしている。

８．２．４　衛星観測プロジェクト関連

　次期地球観測プラットフォーム技術衛星（みどり２

号；平成１４年１月打ち上げ）に搭載される������Ⅱの

データ処理運用システム（計算機システムおよびソフト

ウェアシステムを統合したシステム）の運用システムを

開始するとともに，次期観測センサー（�����）の基本

設計を進めている。

８．３　地球環境研究支援事業

　����では，地球環境研究を円滑に推進できるよう

に，地球環境データベースとして各種環境情報を収集・

蓄積し，国内外の研究者等への提供，ならびに膨大な計

算能力・記憶能力を必要とする地球環境に係わるモデル・

シミュレーションを行う研究者にスーパーコンピュタの

利用サービスを提供している。

８．３．１　��������	つくば

　��������	（国連環境計画�地球資源情報データ

ベース）－つくばは，��������	の地域センターとし

て，１９９１年に発足した。����で取り扱うデータは主に

全球の地理情報データである。日本及び近隣諸国に向け

て，世界の����ネットワークから発信されるデータを

提供するとともに，����－つくばでも所内外の研究成

果（特に，社会経済的データ）をデータベース化し，オ

リジナルデータとして国内外に発信・提供している。ま

た，����データ利用者に対して，���（地理情報システ

ム）やリモートセンシング技術等の技術支援を行ってい

る。

　現在，温室効果ガスの削減のために，森林等の吸収源

による吸収量を正確に算出することが緊要な課題となっ

ており，関連する基礎データセットの整備とともに，世
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界の森林生態系モデルと森林生態系の炭素ストックモデ

ルの開発等を進めている。

８．３．２　���への貢献

　���（地球環境概況）は，����が推進する地球環境

の現状を解説する白書を作成するプロジェクトである。

����は，東アジア（日本・中国・モンゴル・韓国・北

朝鮮）の環境のレビューを分担しており，平成１４年度

には第４次報告書（����Ⅳ）の執筆に向けた準備を進

めた。

８．３．３　スーパーコンピュータシステムの運用

　地球環境変動や影響の予測のために，地球環境の変動

メカニズムを研究し，それらを数値的な予測モデルにま

とめ，計算実験をしてみる必要がある。本センターで

は，これらの地球環境予測モデルの研究を支援する目的

で，スーパーコンピュータシステムを整備し，国内外の

研究者に利用提供している。なお，スーパーコンピュー

タのシステム支援に関しては，環境情報センターの協力

の基で行われている。

　当スーパーコンピュータの運用に際しては，専門家か

らなる「スーパーコンピュータ関連研究ステアリンググ

ループ」の意見を反映させるとともに，代表的な利用者

からなる「スーパーコンピュータ利用ワーキンググルー

プ」（代表的ユーザーからの意見聴取等）を開催し，利用

者への情報提供等の円滑，かつ効率的な運用をはかって

いる。

　また，当スーパーコンピュータシステムは，超高速の

演算性能と超高速・大容量の磁気ディスクを駆使した大

気海洋結合大循環モデル等の大規模な数値シミュレー

ションや人間活動が地球環境に及ぼす影響の解明などの

研究に使用され，本年度には，１４課題（主に所内で実

施するもの３課題，主に所外研究機関や大学で実施する

もの１１課題）が利用した。「高解像度大気海洋結合モデ

ルを用いた気候変化実験」と「����衛星データと３次

元化学輸送モデルの比較解析」が優先利用課題となって

利用され，それぞれ地球温暖化の予測と極域オゾン層破

壊の解明に関する研究であり，国外を含む所内外の研究

者が使用し，多くの成果を得ている。成果の一部である

地球温暖化の将来見通しに関する気候モデル実験結果な

どは，地球温暖化アセスメントを目的とした����の第

３次評価報告書にも引用された。また，国内の新聞や

ジャーナル等でも数多く取り上げられた。なお，当シス

テムを利用した地球環境研究の幅広い紹介，利用者間の

情報交換などを目的として，前年度の研究成果を

「���������	���
�	���������������	
���

�����１０」，����の新しいシナリオに基づく２１世紀の地

球温暖化将来見通しに関する気候モデル実験結果を

「����’���������	
���	��������８」として出

版した。

　なお，本年度は，演算能力・記録能力ともに前世代機

種と比べ，１桁能力の高くなった（���数は６４���

（＝８��������	８�����））第３世代のスーパーコン

ピュータ（�������６�６４�８）が円滑に運用され，こ

れにより研究環境も向上し，さらに良い成果が達成され

ている。

８．４　地球環境研究の総合化

　本センターの発足当初は，地球環境研究の創世期であ

り，本センター業務の三本柱の一つである地球環境研究

の総合化業務の機能は，地球環境研究者・グループの育

成・交流，地球環境研究の情報集中と発信，地球環境研

究のあり方の考察・提案等であった。しかし，地球環境

問題がより顕在化し，それに対応した調査研究が急激な

勢いで推進されてきた。その結果，地球環境研究が環境

研究の大きな部分を占めるようになり，研究体制も整備

されてきた。それに対応して，本総合化事業も「ナビ

ゲーター」および「レビュアー」としての機能に加え，

本年度から「温室効果ガスインベントリオフィス

（���）」による日本の温室効果ガス排出量・吸収量の算

定及び関連情報の提供を中心に事業を開始した。

８．４．１　ナビゲーター機能

　地球環境の変動は多くの要素が絡み合う複雑なプロセ

スであり，多様な分野の多くの研究者が，国際的にも協

力して対処する必要がある。そのために，国内外の地球

環境研究に携わる研究者の交流・組織化を進め，研究の

方向付けを行うとともに，地球環境研究を分野横断的に

総合化し，行政施策に資する提言を行う。そのために地

球環境研究に関する「リサーチ・オン・リサーチ」を所

内併任者や所外客員研究員の協力を得て実施してきた。

　また，����の個々の事業には，それぞれの分野に

おけるコアオフィス機能を有する事業が数多くあり，そ

れぞれの分野における中核的機関となっている。地球環

境モニタリングにおいては，����と���が組織する

��������	
（世界環境監視システム�水質監視計画）

の我が国のナショナルセンター，あるいはアジア地域の

二酸化炭素フラックス観測ネットワーク（��������）の

事務局として機能する他，各モニタリング事業も，世界

的な観測研究ネットワークの主要構成者となっている。
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また，データベース関連でも地球環境情報を図化した

データベース整備機関である��������	（地球資源情

報データベース）の地域センターとしてデータ提供を

行っている。

　他に，地球環境研究の国際的組織・機関に積極的に組

織構成員として，運営に参加・協力している。特に，

����（地球変動に関する政府間会合）の評価報告書の執

筆者（リードオーサ）として，関連分野において作業を

分担し，貢献している。

８．４．２　レビュアー機能

　多くの人々の地球環境に関する理解を高めるために，

国内外の地球環境研究情報を集約し，知的基盤として整

備を進めている。

　その一つとして，地球環境研究に係わる情報を収集・

データベース化して，広く所内外に最新の地球環境研究

情報を提供するためのシステム整備を行っている。ま

た，情報提供・広報手段として，インターネットでは

「地球環境研究センターホームページ」を整備し，最新

情報を提供している。加えて，����の活動紹介だけ

ではなく，広く地球環境研究の動静を紹介するために，

毎月，広報誌「地球環境研究センターニュース」を刊行

している。現在，印刷部数は３千部以上に達し，ほぼ国

内の地球環境研究関係者全体に，情報が周知される体制

になっている。他に，����の活動成果を報告書

「����レポート」として６冊刊行した。地球環境研究

の最新の動向を周知させるために，会議開催や報告書刊

行を随時行った。

　なお，広報・普及活動として，子供たちを対象とした

環境の理解を深めるクイズ「環境関心度チェック」を，

１２分野の環境問題について作成している。他に，地球

環境問題に関する基礎的知識から最新の研究成果まで，

電子媒体で動画像などを活用して分かりやすく解説する

プログラムの開発を進めている。

８．４．３　温室効果ガスインベントリオフィス（���）

　本事業は，気候変動枠組条約の下で条約事務局に提出

する我が国の温室効果ガス排出量・吸収量目録（以下

「インベントリ」）の作成及びその作成方法の改善を目的

としている。加えて，インベントリに関連する情報を広

く発信し国内における地球温暖化対策を推進すること，

インベントリに関連する����等の開催する国際的会合

に参加し将来の地球温暖化対策の推進への貢献も行って

いる。以下に主な活動概要を示す。

・インベントリ作成方法の改善：気候変動枠組条約及び

京都議定書下のインベントリについては，暦年ベースで

の報告が求められている。しかし，温室効果ガス排出量

の太宗を占めるエネルギー起源���の排出量の算定に

用いている「総合エネルギー統計」は会計年度ベースで

の値のみが公表されている。そこで，暦年ベースのイン

ベントリ作成のために「石油等消費動態統計年報」等か

ら暦年ベースのエネルギーバランス表を作成し，暦年の

排出量の試算を行った。

・インベントリ作成：１９９０～２０００年までの日本の温室

効果ガス排出量及び吸収量の推計を行い，共通報告様式

（���）を含むインベントリとして２００２年８月に条約

事務局にインベントリの提出をした。２００２年提出イン

ベントリでは，２０００年の日本の総排出量は基準年�から

８．０％増加していることが明らかになった。また，国家

インベントリ報告書（���），インベントリの暦年化，

算定方法の変更等のインベントリの改善を継続して行っ

ている。

・インベントリのトレンド分析：２０００年度の温室効果

ガス排出量について，前年度からの増減の要因分析や

２０００年度のエネルギーバランス表に旧発熱量を適用し

た場合のエネルギー起源���排出量の試算を行った。

この試算結果と新発熱量に基づくエネルギーバランス表

に基づくエネルギー起源���排出量の比較を行った。

・その他：インベントリ作成に関する知見を活用し，

���において日本の温室効果ガス排出量データの提供を

開始した。また，第３回日本国報告書に対する国際審査

への対応，����排出係数データベースへの参画，

������レビュー活動への参画，温室効果ガスインベ

ントリレビュートレーニングへの参加，国際交渉の支援

活動等を行った。

８．５　その他

８．５．１　組織

　本年度末現在で，地球環境研究センター長（充て職），

総括研究管理官（１名），研究管理官（４名），主任研究

員（２名），業務係長，交流係長（欠），観測第一係及び

観測第二係の体制で業務に当たった。

　また，各事業の推進に際して，当センター職員のほか

に，特別流動研究員，����フェロー，所内併任者の協

力を得ている。

８．５．２　所外協力活動

・「サイエンスキャンプ２００２」への参加：若者の自然科

学への理解を深めるために，文部科学省が主催する高校

生の体験宿泊研修として，温室効果ガス等の観測現場で
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ある落石岬ステーションで夏休み中に２泊３日で全国か

ら６名の高校生の参加を得て実施した。

・「つくば科学フェスティバル」への参加：つくば市内の

教育機関・研究機関が子どもたちに身近な科学的体験を

してもらうために，地球温暖化の現状を分かりやすく表

現した�パラパラ漫画�の工作と環境問題クイズを行っ

た。

・地方団体主催環境関連行事への協力：北海道根室支庁・

根室市教育委員会等が主催する子供の環境月間行事「エ

コスクール」として，根室市内の小学生を対象に，落石

岬ステーションの施設見学と地球温暖化の講義を行っ

た。

その他：本研究所への見学・視察，および地方公共団体

や産業界等の環境に係わる研修や催事での講演等に積極

的に協力した。
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Ⅸ　研究施設・設備



９．１　運営体制

　本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行って

いる。

９．２　大型研究施設

９．２．１　大気化学実験棟（光化学チャンバー）

　本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，都市域

における光化学スモッグや光化学エアロゾル生成，対流

圏バックグラウンド・成層圏等の大気光化学反応を解明

することを主目的としている。そのための大型実験装置

として光化学チャンバーが設置されている。

　本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ

た。

９．２．２　大気拡散実験棟（風洞）

　本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が

設置されている。

　本年度は，特別研究，地方公害研究所との共同研究，

地域密着型研究および経常研究等が行われた。

９．２．３　大気汚染質実験棟（エアロドーム）

　本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（７・

８階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚

染質の空間分布を短時間に広範囲にわたって観測するた

めの装置である。３階には，粒子状汚染質および酸性・

酸化性物質の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエア

ロゾルチャンバー装置が設置されている。

　本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ

た。

９．２．４　大気共同実験棟（大気フリースペース）

　本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の

機器の校正に利用された。また，対流圏および成層圏の

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー

ダーが設置されている。

「オゾンレーザーレーダー」

　オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーはレーザーと口径１００��の望遠鏡を備えており，

高度４５��までのオゾンの高度分布を高い精度で観測す

ることができる。

　本年度は，地球環境研究および地球環境研究センター

による成層圏モニタリングが行われた。

９．２．５　大気モニター棟

　本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（���，���，��，���，非メタン，���，

ガス状　��，酸性雨化学成分に関する各測定機器）が

設置されている。機器の性能を維持するために，専門技

術者が精度管理を厳しく行っている。また，所内外の研

究者に対して，気象要素（風向，風速，雨量，気圧，日

射量，紫外線放射量，地表温度）や大気質の測定結果の

公開やデータ提供サービスなども行っている。

９．２．６　ラジオアイソトープ実験棟（��棟）

　本施設は，放射性同位元素を利用することにより環境

中の汚染物質の挙動や，生態系への影響，物質循環の解

明，生物を用いた汚染物質の除去技術の開発等を行って

いる。

　文部科学省より使用許可を受けている核種は２３核種

である。本年度の放射線業務従事者は職員，客員，共同

研究員，研究生合わせて４９人であった。また，本施設

を利用して重点特別研究プロジェクトによる研究３課題

経常研究１０課題，奨励研究による研究１課題，科学技

術振興調整費による研究２課題，国立機関原子力試験研

究費による研究２課題，地球環境研究総合推進費による

研究２課題，戦略的基礎研究による研究１課題が行われ

た。
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９．２．７　水生生物実験棟（アクアトロン）

　本施設は，水界における汚染物質の挙動および影響を

生態学，生物学，水処理工学等の見知から解明し，汚染

環境を修復するための手法開発の研究を目的とした施設

である。アオコ等の微生物の挙動や水質改善手法等を研

究する目的で淡水マイクロコズム装置，微生物大量培養

装置が設置され，農薬等の汚染物質が水生生物へ与える

影響の評価手法を研究する目的で毒性試験装置が設置さ

れている。

　さらに，水生生物の飼育・培養，系統保存が行える人

工環境室，培養室および自然環境下における生態系の遷

移現象や水質変化を研究するための生物生態実験池が設

けられている。

　本年度に供試された実験水生生物は，大型から小型ま

でおよそ５０種に及んだ。

　また，バイオ・エコエンジニアリングの基盤技術開発

研究がなされた。

　本年度は，政策対応型調査・研究，重点特別研究，地

球環境保全試験研究，経常研究等が行われた。

９．２．８　水理実験棟

　本施設は，水土壌圏の水理・水質に関与する物理・化

学・生物学的な諸現象を実験的に解明することを目的と

した施設であり，海洋における生態物質循環機構の解明

を目的とした海産藻類の無菌的培養を行う海洋マイクロ

コズム，物質循環速度・経路を解明するための安定同位

体比質量分析計と前処理装置が設置されている。

　本年度は地球環境研究，重点特別研究プロジェクト，

経常研究等が行われ，特に海洋マイクロコズムでは藻類

の生産する活性酸素種の，藻類細胞の分裂周期と関連し

た発生パターンについて成果を得た。

９．２．９　土壌環境実験棟（ペドトロン）

　本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，気

温，地温，土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る汚染物質の挙動を調べるための土壌環境シミュレー

ター（大型ライシメーター）が設置されている。この装

置には不攪乱土壌が充填されており，現地の土壌構造が

室内に再現されている。本施設には他に，土壌微生物の

培養試験を行うための設備や化学物質研究のための実験

室なども設置されている。

　本年度は，本施設を利用して，地球環境研究総合推進

費による研究，民間受託研究，経常研究，文部科学省科

学研究費補助金による研究などが行われた。

９．２．１０　動物実験棟（ズートロン）

　本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

���������	
�������の立場から，動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

　本施設は，重点特別研究である「大気中微小粒子状物

質（��２．５）・ディーゼル排気粒子（���）等の大気中

粒子状物質の動態解明と影響評価プロジェクト」，「内分

泌かく乱物質及びダイオキシン類のリスク評価と管理プ

ロジェクト」の２課題，政策対応型研究「効率的な化学

物質環境リスク管理のための高精度リスク評価手法等の

開発に関する研究」と経常研究及び奨励研究などに使用

された。

　これらの内容として，大気汚染物質，重金属およびそ

の他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研

究・リスク評価研究に加えて，地球規模の環境変化とし

ての地球温暖化やオゾン層の破壊に伴う紫外線の健康影

響に関する研究が含まれている。

「生体用���装置」

　本装置は実験動物が生きた状態で���計測を行い，

その代謝機能や体内イメージを解析する装置である。内

分泌撹乱化学物質総合対策研究，経常研究，科学技術振

興調整費による研究などに使用された。

９．２．１１　植物実験棟（ファイトトロン）

　本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影

響について，制御された環境下で研究をすることを目的

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対

象とした自然環境シミュレータを始めとして，クリーン

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，

種々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰ及びⅡ

に設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のため

の低温低湿�高温高湿の設定のできるグロースチャン

バーも設置されている。

　本年度は本施設を利用して，地球環境研究，科学技術

振興調整費による研究，重点特別プロジェクト研究，経

常研究などが実施された。

９．２．１２　環境生物保存棟

　本施設は，生物資源としての微細藻類の系統保存（微

生物系統保存事業），絶滅の危機に瀕する野生生物の細

胞等の凍結保存，および希少藻類の系統保存を行い，環

境研究やライフサイエンス研究のために研究基盤を整

備・提供すること目的とした施設である。
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　微生物系統保存事業では，���試験，赤潮・アオコ防

除等の環境研究および技術開発，生理活性物質の探索や

生理機能の解析等の応用研究をはじめとして，分類や系

統解析等の基礎研究や教材等，多様な目的で所内外の研

究者等に保存株が利用された。

　本年度は，新たな寄託株を含めた１１００株あまりにつ

いて，生育状態の検査や株データの整理を行った。所内

では，本施設の保存株を利用し，特別研究，地球環境研

究，経常研究，その他の競争的資金による研究が実施さ

れた。

９．２．１３　騒音・保健研究棟

　本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対

象として研究することを目的とした施設である。本施設

を利用し，主として，環境健康研究領域部・分子細胞毒

性研究室，健康指標研究室および疫学・国際保健研究室，

��２．５・���研究プロジェクトの疫学・曝露評価研究

チーム，化学物質環境リスク研究センター・健康リスク

評価研究室，が以下の研究を実施している。分子毒性研

究室は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的研究

を，健康指標研究室は健康影響のモニタリング手法の開

発および感受性要因に関する基礎的研究を，疫学・国際

保健研究室は各種疫学調査の準備並びに現地調査の実

施，調査試料の分析，収集資料の整理とデータベースの

作成を行うとともに，各種計算機システムを活用した

データ解析を行っている。疫学・曝露評価研究チームは

微小粒子状物質をはじめとした大気汚染物質の曝露評価

や健康影響評価のための疫学研究など，各種疫学調査の

準備・解析に利用している。さらに，健康リスク評価研

究室は，政策対応型調査・研究のうち，有害性の作用メ

カニズムに基づくバイオアッセイ手法の開発に関する研

究に利用している。

９．２．１４　環境遺伝子工学実験棟

　本施設は，組換え���技術を環境保全に利用するた

めの手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中での

挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収

集することを目的とした施設である。

　本年度に承認された本研究所における組換え���実

験は３３課題，登録された組換え���実験従事者は１１５

人であった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植

物の作成，組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解

明，動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で

実施された。

　また，管理区域外の分析機器室にはペプチドシークエ

ンサーや���シークエンサー等の分析機器が設置され

ており，極めて活発に使用された。

９．２．１５　環境ホルモン総合研究棟

　本施設は，内分泌攪乱作用に関する質の高い調査研究

を総合的に進めていくための拠点として設置され，２００１

年３月に竣工し，重点研究分野の「内分泌かく乱化学物

質のリスク評価と管理に関する研究」を中心に研究が行

われている。１階は主として水生生物への影響を研究す

るエリアで，淡水魚（とくにメダカ），カエル，ミジン

コや巻貝（イボニシ，アワビ）等への影響研究が行われ

ている。２階は化学部門で，液体クロマトグラフ質量分

析計（��������）を用いた内分泌攪乱物質の正確な

微量分析法や各種生物の様々なホルモン受容体の遺伝子

を導入した酵母を用いた生物検定法の開発など計測・評

価手法の開発や，これらの新しい手法を用いた東京湾，

霞ヶ浦，各種排水中の汚染状況の解明が行われている。

４階の動物系実験施設では，ラットやマウスなどを飼育

するための環境整備が行われ，環境ホルモンが脳・神経

に及ぼす影響について，分子レベル，組織・器官レベル

及び個体レベルでの研究が開始された。また，環境ホル

モンやダイオキシンのモニタリング・影響評価・環境動

態を総合的に扱う情報システムを構築している情報セン

ターがある。付属する別棟���（磁気共鳴イメージン

グ），高分解能���（８００���），��������などの大

型計測機器が設置されている。

９．２．１６　地球温暖化研究棟

　本施設は，温暖化現象の解明・評価のための観測技術

の開発や観測試料の分析・準備，温暖化の影響評価・予

測の様々なシュミレーション・モデル開発，温暖化の社

会経済的影響の評価・予測など，さらには，研究交流に

いたる地球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進す

るための総合研究施設であり，以下に示す研究設備が設

置されている。また，自動車から排出される有害物質の

量を様々な条件のもとで測定できる最新の低公害車実験

施設が設置されている。

（１）生態系パラメータ実験設備

　地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として，植物が育成できる大型の人工

光型グロースキャビネット群が設置されている。これら

の設備の特徴は，自然光に劣らない強光条件や温湿度の

制御範囲が広く，かつ二酸化炭素濃度を制御できるとこ
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ろにある。

（２）大気微量成分スペクトル観測室

　世界最高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換赤外

分光計（����）と太陽光を����に導入するための太陽

光追尾装置を有する大気観測室である。����は，大気

中の温暖化関連物質をスペクトルを高分解能で観測し，

温室効果ガスなどの気柱全量や鉛直分布を観測すること

ができる。衛星観測による温暖化物質などの観測に対す

る地上からの検証機器としての活動が期待されている。

（３）グローバルカーボンシュミレータ

　地球規模での地球温暖化の影響予測や炭素循環現象の

シュミレーションなどに，その機能を特化した大型のコ

ンピュターシステムである。主に，所内に設置されてい

るスーパーコンピュターシステムで計算する前段階の

チューニング作業や機動性が要求されるモデル計算に使

用される。

（４）温暖化対策設備

　本施設には，以下の温暖化防止に有効な熱負荷低減手

法・技術が取り入れられており，それらの効果について，

検証試験を行っている。

〔温暖化防止・省エネルギー対策〕

・屋上緑化，屋上への太陽光パネルの設置，

・日射遮蔽と自然光利用のためのすだれ，バルコニー，

ひさしの設置と熱感応型白濁ガラスの導入

・自然通風・自然換気を促進するための室内構造の改良，

ソーラーウオール・アトリウムの導入

９．２．１７　循環・廃棄物研究棟

　本施設は，大量生産，大量消費，大量廃棄型の社会か

ら，天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環

型社会への転換を進めるための研究拠点として整備さ

れ，２００２年３月に竣工した。

　循環型社会の評価手法や基盤システムの整備，廃棄物

の資源化・処理処分技術やシステムの開発，有害物質に

よるリスクの総合的な制御手法などに関する研究を実施

するために，乳酸発酵，回収装置，熱処理プラント，埋

立処分シミュレータなどの各種プラント実験設備や，資

源循環や廃棄物処理に関する様々な物質を物理学・化学・

生物学的に分析するために必要な機器等が設置されてい

る。

　本年度は，政策対応型調査・研究の一つである「循環

型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究」を中

心に研究が行われた。

９．２．１８　共通機器

　本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ

ている。どの機器も性能を維持するために専門技術者に

よる維持管理業務が行われている。その中でも�［①透過

型電子顕微鏡（���）②走査型電子顕微鏡（���）③

超電導磁石核磁気共鳴装置（���）④ガスクロマトグ

ラフ質量分析計（�����）⑤パージ＆トラップガスク

ロマトグラフ質量分析計（���������	
）⑥プラズマ

発光分光分析装置�������（����及び�������）の２機種�

⑦���質量分析装置（������）⑧元素分析計（���）］

は特に分析希望が多い装置である。分析希望試料も難度

の高い前処理や分析技術を必要とするものが多いため，

この９装置については，専門技術者による依頼分析業務

を行っている。

　本年度に依頼分析を行った研究テーマは，約３０課題，

約１０，０００検体の分析希望があった。このようにして，

所内約４割の研究者が共通機器を毎年利用しており，環

境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータ

を提供している。

９．２．１９　情報関連施設

（１）コンピュータシステム

　平成１４年３月に行われた，スーパーコンピュータ及

び所内基幹ネットワーク����������を含む全面的なシ

ステム更改では，比較的大規模のスーパーコンピュータ

を中核に，複数の各種サブシステムを加えた分散型のシ

ステムを導入した。

　本システムの主な構成としては，システムの中核をな

すベクトル計算サーバ（６４���，総合演算ピーク性能：

５１２������，主記憶容量：５１２��），米国等で開発され

た数値シミュレーションの計算アルゴリズム（算法）及

びプログラムの実行に適したスカラー計算サーバ

（���：��������６４（８００���），１６���，総合演算性能：

３２������（��������	
�），主記憶容量：６４��），スカ

ラー計算サーバと同一構成のフロントエンドサーバ及び

これらのサーバから，高速かつ共通に利用可能な共通外

部記憶装置（８��）を，ファイバチャネルによる���

（��������	�����
������）接続としている。また，膨大

な計算結果を格納するためのマイグレーションサーバ

（��������	１６０，８���，１１��）及び大容量テープ装

置（��������	
���，１００��×２）を備えている。

　このほか，地球環境研究において重要となる，現象解

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



明，影響評価及び予測のための計算結果の可視化を行う

グラフィックスワークステーション，���サーバ，���

サーバ（��������，���������	�
�）等の各サー

バ及び基幹ネットワークスイッチ，サーバにより構成さ

れている。

（２）国立環境研究所ネットワーク

　国立環境研究所ネットワーク（�������）は，当初，

平成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導

入されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエリア

ネットワーク：���）として，����を基幹ネットワー

クとして構築されたものである。

　その後，各年度ごとに，所外との接続回線（�����）

を増強（５１２����，１．５����，６����，１３５����（���

専用サービス）），前年度末には，国内の主要な超高速研

究ネットワークに相互接続された「つくば���」を筑

波研究学園都市内の１０の研究機関と連携して整備した

ことにより，１５５����の高速回線による所外接続環境

を整備したほか，���サーバ，ファイアウォール，��

スイッチ，イントラネット，コンピュータウィルス対策

サーバ，非武装地帯（���），個別ウイルス対策ソフ

ト，常時監視型セキュリティシステム，���メール

サーバ等の導入・開発及び汎用��ドメイン取得等を実施

するなど，常にシステムの高度化，多様化に対応してき

たところである。

　さらに，前年度に実施した，基幹ネットワーク機器の

更新及び光ファイバユニット等の交換工事により，所内

ネットワークについては，ギガビットイーサネット

（���，１０００����）による超高速ネットワークが整備

されている。

　本年度においては，���ケーブルによる接続となっ

ていた，大気化学実験棟への光ファイバケーブルの敷

設，一般の研究室等への���ケーブルの敷設を進める

とともに，従来利用していたイーサネットケーブル（イ

エローケーブル，１０�����５��）の撤去工事を行うな

ど，実験ほ場等，一部の箇所を除き，ほぼ１００�����

��への高速化に移行したほか，配線工事の困難な箇所

での利用を念頭に，構内内線電話網を利用した，����

（��������	�
������������
��������������）によるネッ

トワーク接続環境を整備し，運転手控え室等における試

験運用を実施した。

　また，つくば���を利用したネットワークの高度利

用の一環として，���（����������	�
���
���）との接

続による利用環境の整備を進めているところである。

９．２．２０　実験ほ場

　本施設は，植物・動物および土壌生物の環境保全機能

や特性を野外条件下において測定・検証することや，上

記の実験用生物を維持・供給することを目的とした生物

系野外実験施設である。施設は，所内にある構内実験ほ

場と当研究所の西方約４��に所在する別団地ほ場（つ

くば市八幡台３）の２施設により構成される。

　本年度は，重点プロジェクト研究や経常研究などの

２５件の課題が実施された。近年の傾向として，従来の

植物・土壌生物に係わる野外試験・実験生物供給に加え

て，森林・草地といった植生の広域特性測定のための観

測方法検証や野生生物の繁殖実験など，自然環境下での

調査研究方法論の基礎を固める場としての活用も盛んと

なっている。

９．２．２１　霞ヶ浦臨湖実験施設

　霞ヶ浦臨湖実験施設は本研究所の研究者の共同利用施

設として利用されている。日本の中でも水質汚濁の進行

している霞ヶ浦の湖畔に位置するところから，霞ヶ浦を

対象とした調査や，霞ヶ浦の湖水や生物を利用した各種

の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の解明，汚

濁した湖の水質回復に関する研究，湖の生態や物質循環

などを明らかにすることを目的として研究が行われてい

る。

　本年度は，重点特別研究「多様な自然環境の保全と持

続可能な利用」，特別研究「湖沼における有機炭素の物

質収支および機能・影響の評価に関する研究」，地球環境

モニタリング経費による��������	
支援事業で

「霞ヶ浦トレンドモニタリング」，文部科学省科学研究費

による「湖沼で蓄積する難分解性溶存有機物の動態とト

リハロメタン生成能の評価」，経常研究「天然水系中に

おける溶存フミン物質に関する研究」等，研究プロジェ

クトおよび研究領域で多くの研究テーマが本施設を利用

して行われた。

９．２．２２　奥日光環境観測所

　本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設

である。

　本施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所

在し�観測所と管理棟の２施設により構成されている。

　本年度は，生物圏環境部と大気研究部において下記の

研究テ－マについて実施された。

　干潟・湿地等の保全に資する知見を得ることを目的と
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した重点国際共同研究の湿地生態系の参照基準地として

戦場ヶ原で調査を実施した。調査データから湿地生態系

の持つ分解機能等のパラメータを解析した。酸性雨関連

問題としては森林被害地におけるオゾン濃度と比較のた

め，本観測所で測定したオゾン濃度を解析し，また過酸

化水素，有機過酸化物を測定して気象要素や他の環境要

因などと比較し，森林衰退地に対する大気汚染物質の輸

送などに関する知見を得た。

９．２．２３　バイオ・エコエンジニアリング研究施設

　本施設は，水環境の保全・再生および循環型社会の構

築に貢献できる技術・開発・解析・評価を行うことを目

的とした研究施設である。

　開発対象としては，バイオエンジニアリングいわゆる

生物処理工学としての分散型の窒素，リン除去型のオン

サイトで水の循環，水の涵養の図れる高度合併処理浄化

槽，生ごみ等のバイオマスをディスポーザで破砕して処

理する処理システムおよびメタン発酵して水素ガス化す

る処理システム等，エコエンジニアリングいわゆる自然

生態系に工学の技術を導入した生態工学としての無動力

型嫌気ろ床・土壌トレンチシステム，可食性植物で浄化

を図る水耕栽培浄化システム等の技術開発の行える装置

が設置されている。さらに，湖沼の直接浄化法の機能解

析の行える実験池が設置されている。

　本年度は，政策対応型調査・研究，重点研究，民間と

の共同研究，競争的資金による共同研究等が行われた。

９．２．２４　地球環境モニタリングステーション

　地球環境変化を監視する一環として，人為的な発生源

の直接影響を受けることが少ない沖縄県竹富町波照間島

と北海道根室市落石岬に無人の自動観測ステーションを

設置して，大気中の温室効果ガス等を高精度自動測定

し，ベースライン大気（大気汚染の影響をほとんど無視

できる十分に清浄な空気）の長期的変化を観測してい

る。

　本年度には，ネットワークラインを国立環境研究所と

結ぶために各研究機関との調整を行った。両ステーショ

ンの観測項目は表のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

　本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南

方約２０��の有人島としては日本最南端である波照間島

の東端に所在している。

　本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど

の長期的な変化を観測するために，３９�の観測塔上で

大気を採取して，温室効果ガスのほか，採気する気団の

起源を推定するための指標因子として，オゾン・粒子状

物質・ラドン・気象要素などを１９９３年秋より観測してい

る。

（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

　本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部

（海抜５０�）に建設された。

　本施設は，５５．５�の観測塔上で大気を採取して，波

照間ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・

気象要素を１９９５年秋より観測している。

９．２．２５　陸別成層圏総合観測室

　本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北域

成層圏総合モニタリング」を行うための施設であり，北

海道陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館�銀河の森

天文台�」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共

同で借り受け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分

布の観測，ブリューワー分光計などによる有害紫外線の

観測，レーザーレーダーによる成層圏の気温鉛直分布の

観測などを行っている。

９．２．２６　森林炭素循環機能モニタリングサイト

　本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北方

林温室効果ガスフラックスモニタリング」を行うための

フィールド施設である。観測サイトは北海道内に２ヵ所

あり，育林過程の異なる林分で，森林の二酸化炭素の吸

収／放出（フラックス）をはじめとする森林生態系の炭

素循環機能について総合的な観測研究を行っている。
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表　地上モニタリングステーションの観測項目

落石岬波照間観測項目

○○二酸化炭素

○○メタン

○○一酸化二窒素

○○オゾン

○ラドン

○フロン等

○○エアロゾル

○○一酸化炭素

○○水素

○○窒素酸化物

○○硫黄酸化物

○○気象要素



（１）苫小牧フラックスリサーチサイト

　本施設は，林野庁北海道森林管理局の協力を得て，樽

前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカラマツ

林（約１００��，約４５年生）に，森林－大気間の二酸化

炭素・水蒸気・熱フラックスや，林内及び土壌の観測シ

ステム，森林機能のリモートセンシング観測システム等

を整備し平成１２年８月より観測を開始した。また，本

サイトはアジア地域のフラックス観測ネットワーク

“��������”の基幹拠点として，ネットワークとしての

観測手法の開発・評価・研修等に活用される。

（２）天塩フラックスリサーチサイト

　本施設は，北海道大学北方生物圏フィールド科学セン

ター森林圏ステーション天塩研究林（天塩郡幌延町字問

寒別）に所在する針広混交林（約１４��，天然林）で，

観測林が一つの集水域を構成している。本サイトの目的

としては，二酸化炭素フラックスを含めた森林生態系の

物質循環機能が，育林過程でどのように変遷するかを長

期間観測することである。そのため，平成１５年２月に

皆伐を行い，平成１５年秋にカラマツ苗を植林する予定

である。観測内容は苫小牧サイトと同様であり，平成

１３年８月より観測を開始した。

９．２．２７　研究本館Ⅰ（計測棟）

　環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の同位体

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要か

つ基本的なことである。研究本館Ⅰ（計測棟）は，この

ような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器な

ど）およびそれらを有効に使用するための施設（クリー

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の

測定データを提供している。また，一部の機器について

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても

利用されている。

（１）主要機器

　１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（���������）

　２）二次イオン質量分析装置（����）

　３）高分解能質量分析装置（����）

　４）原子吸光光度計（���）

　５）レーザーラマン分光分析装置（�����）

（２）主要設備

　１）クリーンルーム

　２）純水製造装置

９．２．２８　研究本館Ⅱ（試料庫）

　環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであり，低温室，ディープフ

リーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っ

ている。低温室は－２０℃�の３低温室からなり，大量の

試料の保存が可能である。ディープフリーザー室には３

基の超低温槽と３台の液体窒素ジャーを設置し，超低温

保存（－�８５℃，－�１１０℃，－�１９６℃）の必要な少量の試料

の保存が可能である。＋４℃，＋�２０℃�の恒温室は，それ

ぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する試料

の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温度が

表示記録されるとともに，保存試料の情報が記録されて

いる。

　前年度に引き続き各種環境試料の収集，保存を実施し

た。又新たにタイムカプセル請負事業として凍結粉砕試

料調整法の開発を進め，生物試料処理を実施した。

９．２．２９　研究本館Ⅲ

（１）大型質量分析施設

「フーリエ変換質量分析装置（�����）」

　本装置は，フーリエ変換方式によるイオンサイクロト

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは３

テスラの超伝導マグネットを用いている。測定できる質

量範囲は１２～１６，０００���で，分解能は���＝１３１で

１０６以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イ

オン源は��，��レーザーイオン化が使用可能であり�ま

た�����本体のアナライザセル側にイオン加速レンズ

系を介して接続されている外部イオン化室を有する。

　以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス

ターの測定，同位体の測定，ラジカルの反応測定，イオ

ン反応の測定の研究に用いられる。

　本年度は，定圧から大気圧力領域での���＋���反応

速度に関する研究を行った。

「タンデム質量分析装置（タンデム��）」

　本装置は，分解能６５，０００の二重収束型質量分析計

（��）を２台直列に組み合わせたもので，通常の高分解

能質量分析に加え，第一��で分離・選択されたイオン

をさらに第二��で質量分析することによって，正確か

つ詳細な化学構造情報を調べることができる。

　本年度は，環境から検出される医薬品類の多成分高感
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度分析のために，エレクトロスプレーイオン化

��������の各種条件検討を行った。

「加速器分析施設」

　本施設は，最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（���），同百十

万ボルトの��������分析装置，並びに���用試料調

製クリーンルームから構成される。���は，質量分析

の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合わ

せて，極めて微量にしか存在しない�（安定同位体の�

１０����以下）同位体を精度�感度良く測定するためのシ

ステムで，特に炭素１４等の，宇宙線起源の長寿命放射

性同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。

��������は表面分析，元素分析の手法であり，各種環

境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力を

発揮する。���は放射線発生装置であり，放射線防護

の観点から，放射線モニターと連動したインターロック

システムの設置など，様々な工夫が凝らされた施設に

なっている。

　本年度は，地球一括計上によるサンゴの��
�測定など

の研究を進め，成果を国際会議（����９）で報告した。

（２）化学物質管理区域

　本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ

る。

　安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。

　さらに区域内で出る実験廃棄物，廃液，使用済み排気

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ

ないよう区域内に焼却炉を設置している。

　また区域内利用者は登録制でカードキーで出入を記録

している。

　実験室としては�����室�試料調整室�微生物実験

室，�物性実験室，低温室，水生生物実験室，細胞実験

室，毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分

解室がある。

　本年度は，「内分泌攪乱化学物質総合対策研究」「ダイ

オキシン類対策高度化研究」を中心に研究が進められ

た。

（３）������Ⅱ

　������Ⅱデータ処理運用施設は，平成１４年１２月に打

ち上げられた環境観測技術衛星�������Ⅱに搭載され

ているオゾン層観測センサ������Ⅱ（改良型大気周縁赤

外分光計Ⅱ型）の観測データを処理し，データの保存・

解析・提供を行うための計算機施設である。本年度は，

これまでに開発整備したソフトウェアの最終的な性能試

験と，衛星打ち上げ後には，センサの初期チェックアウ

ト作業等のデータ処理を実施した。また，１９９６年１１月

より１９９７年６月に����（改良型大気周縁赤外分光計）

によって観測されたデータの再処理作業を当施設におい

て実施し，����バージョン５．２０レベル２データプロダ

クトとして，その提供を本施設で行っている。

　なお，本年度は，������Ⅱデータ処理運用施設におけ

る計算機設備が平成１５年１月末にリースアップしたこ

とに伴い，主要な装置のリース継続と部分的な更新作業

を実施した。

（４）ミリ波測定施設

　本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分

光観器室の３部屋からなっており，ミリ波オゾン分光観

測システム等を使用し，成層圏・中間圏のオゾンが放出

する電波（ミリ波）の回転スペクトルを高い分解能で分

光し，３８��以上の高度領域のオゾン鉛直分布を観測し

ている。本年度は，ほぼ毎日（雨天等，厚い雲のある場

合を除く），高度約３８��～７６��のオゾンの鉛直分布

を２４時間連続的に観測し，良好なデータが得られてい

る。

９．３　共通施設

９．３．１　エネルギー供給施設

　生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため，各研究室との密接な連絡をとり，安定したエネル

ギーの供給を行った。

　また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省

エネルギーに努めた。

　本年度における，エネルギーセンターの施設概要は次

のとおりである。

（１）電気設備

　１）特高受電需要設備　６６，０００�

　　変圧器容量　１０，０００���×２台，

　　　特高受電所　１カ所，２・３次変電所　２５カ所

　２）自家発電設備
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　　非常用ディーゼル発電設備　１，０００���×３台

（２）機械設備

　１）蒸気ボイラー

　　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）

　　　１０���×３台

　　　貫流ボイラー

　　　２���×１台

　２）冷凍機

　　　蒸気二重効用吸収式冷凍機　６００����×４台

９．３．２　廃棄物処理施設

　廃棄物処理施設は，各処理施設と共に順調に稼働し

た。

　本年度における廃棄物処理施設の概要は次のとおりで

ある。

処理能力

　１）一般実験排水処理能力　　　　　　３００���

　２）特殊実験排水処理能力　　　　　　１００���

　３）一般固体焼却処理能力　　　　　　１６０����

　４）特殊固体焼却処理能力　　　　　　３５����

　３）実験廃水処理水リサイクル（��水）　���５０，０００���年

９．３．３　工作室

　研究活動に伴い，�ガラス工作室，金工室，材料工作

室，木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用

され研究機器等の加工，製作が行われた。
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Ⅹ　成果発表一覧
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１０．１　研究所出版物
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１０． ２　国立環境研究所研究発表会

発表年月日　平成１４年６月１９日

題　　　　　　　　　　　目発　　　表　　　者

バイカル湖－地球環境変動の歴史を映す魔鏡－高松武次郎（水土壌圏環境研究領域）

樹木が語る地球環境汚染史－数百年を生きた巨木の証言－佐竹　研一（大気圏環境研究領域）

年代を測る－過去の環境変化の記録を求めて－柴田　康行（化学環境研究領域）

国際的水環境の修復－バイオ・エコエンジニアリングという技術－稲森　悠平（循環型社会・廃棄物センター）

中国における大気汚染による健康影響－日本の経験をどう生かすか－田村　憲治（環境健康研究領域）

現代文明最大のジレンマ－環境と経済の両立－増井　利彦（社会環境システム研究領域）
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１０．３　研究成果の発表状況

（１）年次別研究成果の発表件数

（２）誌上発表・口頭発表一覧の構成
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（３）誌上発表一覧
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（４）口頭発表一覧
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資　料



１．独立行政法人国立環境研究所中期計画の概要�
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２．平成１４年度独立行政法人国立環境研究所年度計画の概要�
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３．組織の状況
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４．人員の状況

（１）役員及び常勤職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１５年３月３１日）�
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

理事長� 合　志　陽　一

理事（研究担当）� 西　岡　秀　三

理事（企画・総務担当）� 浜　田　康　敬

監事（非常勤）� 冨　浦　　　梓

監事（非常勤）� 大　塚　　　宏

主任研究企画官� 高　木　宏　明

　上席研究官（併）� 大　坪　國　順

　　企画・広報室長� 滝　村　　　朗

　　研究企画官� 安　田　直　人

　　　　〃� 是　澤　裕　二

　　　　〃� 杉　山　健一郎

　　　　〃　　　（併）� 酒　巻　史　郎

　　　　〃　　　（併）� 菅　谷　芳　雄

　　国際室長（併）� 大　坪　國　順

　　国際共同研究官� 清　水　英　幸

　　国際研究協力官� 広　兼　克　憲

監査室長（併）� 大　西　　　茂

　　　監査調整官� 成　島　克　子

　　　監査専門官� 糸魚川　　　弘

総務部長� 小　沢　典　夫

　　総務課長� 大　西　　　茂

　　　課長補佐� 篠　木　恒　成

　　　安全衛生専門官� 工　藤　常　男

　　　総務係長� 有　泉　安　浩

　　　総務係員� 玉　井　和　仁

　　　車庫長� 阿久津　　　勇

　　　副車庫長� 染　谷　竹　男

　　　厚生係長� 山　口　和　子

　　　厚生係員� 島　田　佳代子

　　　人事係長� 大　竹　　　敦

　　　人事係主任（併）� 山　口　和　子

　　　人事係員� 桑　原　　　隆

　　　業務係長� 名　取　美保子

　　会計課長� 大　塚　徹　哉

　　　課長補佐� 木　村　英　雄

　　　会計システム専門官（併）� 成　島　克　子

　　　主査� 小　石　　　元

　　　経理係長� 種　瀬　治　良

　　　主査� 猪　岡　貴　光

　　　経理係員� 相　澤　佑　輔

　　　出納係長� 赤　塚　輝　子

　　　出納係員� 畠　中　太　陽

　　　契約第一係長� 八　巻　　　順

　　　契約第一係員� 大　石　浩　巳

　　　契約第一係員� 門　川　貴　明

　　　　　　〃� 下　村　謙　吾

　　　契約第二係長� 長谷川　　　学

　　　契約第二係員� 藤　林　啓　介

　　　財産管理係員� 佐　藤　恵　介

　　施設課長� 臼　木　民　夫

　　　課長補佐� 遠　藤　裕　一

　　　　　〃　　（併）� 竹　内　　　正

　　　施設整備専門官� 横　山　知　永

　　　主査� 駒　場　勝　雄

　　　　〃� 土　屋　重　和

　　　管理係長（併）� 糸魚川　　　弘

　　　共通施設係長� 池　田　利　男

　　　営繕係長� 杉　野　政　弘

　　　営繕係主任� 吾　妻　　　洋

統括研究官� 森　田　昌　敏

　首席研究官� 兜　　　眞　徳

社会環境システム研究領域長� 森　田　恒　幸

　上席研究官� 田　村　正　行

　　環境経済研究室長（併）� 森　田　恒　幸

　　　主任研究員� 青　柳　みどり

　　　　　〃� 日　引　　　聡

　　　　　〃� 亀　山　康　子

　　資源管理研究室長� 森　口　祐　一

　　　主任研究員� 森　　　保　文

　　　　　〃� 寺　園　　　淳

　　環境計画研究室長� 原　沢　英　夫

　　　研　究　員� 高　橋　　　潔

　　　　　〃� 肱　岡　靖　明

　　情報解析研究室長� 横　田　達　也

　　　主任研究員� 清　水　　　明

　　　　　〃� 須　賀　伸　介

　　　　　〃� 松　永　恒　雄

　　　研　究　員� 山　野　博　哉

　　統合評価モデル研究室長� 甲斐沼　美紀子

　　　主任研究員� 増　井　利　彦

　　　研　究　員� 藤　野　純　一

　　主任研究官� 青　木　陽　二

　　　　〃� 乙　間　末　廣

化学環境研究領域長（併）� 森　田　昌　敏

　上席研究官� 田　邊　　　潔

　　計測技術研究室長� 植　弘　崇　嗣

　　　主任研究員� 久　米　　　博
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　　　主任研究員� 西　川　雅　高

　　　研　究　員� 荒　巻　能　史

　　計測管理研究室長（併）� 田　邊　　　潔

　　　主任研究員� 伊　藤　裕　康

　　　研　究　員� 崔　　　宰　源

　　動態化学研究室長� 柴　田　康　行

　　　主任研究員� �　刀　正　行

　　　　　〃� 瀬　山　春　彦

　　　　　〃� 田　中　　　敦

　　　　　〃� 米　田　　　穣

　　生態化学研究室長（併）� 森　田　昌　敏

　　　主任研究員� 堀　口　敏　宏

　　　　〃� ����������	�


　　　研　究　員� 岩　根　泰　蔵

　　主任研究官� 横　内　陽　子

環境健康研究領域長� 遠　山　千　春

　上席研究官� 小　林　隆　弘

　　分子細胞毒性研究室長� 野　原　恵　子

　　　主任研究員� 大　迫　誠一郎

　　　研　究　員� 石　村　隆　太

　　生体防御研究室長� 藤　巻　秀　和

　　　主任研究員� 持　立　克　身

　　　　　〃� 山　元　昭　二

　　　　　〃� 黒　河　佳　香

　　　研　究　員� 掛　山　正　心

　　健康指標研究室長� 平　野　靖史郎

　　　研　究　員� 崔　　　　　星

　　疫学・国際保健研究室長� 小　野　雅　司

　　　主任研究員� 田　村　憲　治

　　　研　究　員� 新　垣　たずさ

　　　　　〃� 村　上　義　孝

大気圏環境研究領域長� 笹　野　泰　弘

　上席研究官� 中　根　英　昭

　　大気物理研究室長� 神　沢　　　博

　　　主任研究員� 菅　田　誠　治

　　　　　〃� 江　守　正　多

　　　　　〃� 野　沢　　　徹

　　　　　〃� 日　暮　明　子

　　大気反応研究室長� 畠　山　史　郎

　　　主任研究員� 酒　巻　史　郎

　　　　　〃� 高　見　昭　憲

　　　　　〃� 佐　藤　　　圭

　　　研　究　員� 猪　俣　　　敏

　　　　　〃� 谷　本　浩　志

　　遠隔計測研究室長� 杉　本　伸　夫

　　　主任研究員� 松　井　一　郎

　　　研　究　員� 清　水　　　厚

　　大気動態研究室長（併）� 笹　野　泰　弘

　　　主任研究員� 内　山　政　弘

　　　主任研究員� 遠　嶋　康　徳

　　　　　〃� 町　田　敏　暢

　　　研　究　員� 高　橋　善　幸

　　酸性雨研究チーム総合研究官� 佐　竹　研　一

　　　（併）� 畠　山　史　郎

　　　（併）� 高　松　武次郎

　　　（併）� 村　野　健太郎

　　　（併）� 野　原　精　一

　　主任研究官� 村　野　健太郎

水土壌圏環境研究領域長� 渡　辺　正　孝

　上席研究官� 大　坪　國　順

　　水環境質研究室長（併）� 渡　辺　正　孝

　　　主任研究員� 冨　岡　典　子

　　　　　〃� 浦　川　秀　敏

　　土壌環境研究室長� 高　松　武次郎

　　　主任研究員� 向　井　　　哲

　　　　　〃� 林　　　誠　二

　　　　　〃� 村　田　智　吉

　　　研　究　員� 越　川　昌　美

　　地下環境研究室長（併）� 陶　野　郁　雄

　　　主任研究員� 土　井　妙　子

　　　　　〃� 稲　葉　一　穂

　　湖沼環境研究室長� 今　井　章　雄

　　　主任研究員� 松　重　一　夫

　　海洋環境研究室長� 原　島　　　省

　　　主任研究員� 中　村　泰　男

生物圏環境研究領域長� 渡　邉　　　信

　上席研究官（併）� 椿　　　宜　高

　　生態系機構研究室長� 野　原　精　一

　　　主任研究員� 宮　下　　　衛

　　　　　〃� 名　取　俊　樹

　　　　　〃� 佐　竹　　　潔

　　　研　究　員� 矢　部　　　徹

　　系統・多様性研究室長� 笠　井　文　絵

　　　主任研究員� 広　木　幹　也

　　　　　〃� 上　野　隆　平

　　　　　〃� 河　地　正　伸

　　熱帯生態系保全研究室長� 奥　田　敏　統

　　　主任研究員� 唐　　　艶　鴻

　　分子生態毒性研究室長� 佐　治　　　光

　　　主任研究員� 久　保　明　弘

　　　　　〃� 青　野　光　子

地球温暖化の影響評価と対策効果プロジェ

クトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 森　田　恒　幸

　サブリーダー（併）� 井　上　　　元

　　炭素循環研究チーム総合研究官� 野　尻　幸　宏

　　　（併）� 向　井　人　史

氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

　　　（併）� 遠　嶋　康　徳

　　　（併）� 町　田　敏　暢

　　　（併）� 高　橋　善　幸

　　　（併）� 荒　巻　能　史

　　炭素吸収源評価研究チーム総合研究官（併）�山　形　与志樹

　　　（併）� 藤　沼　康　実

　　　（併）� 小　熊　宏　之

　　社会経済・排出モデル研究チーム総合研究官（併）�甲斐沼　美紀子

　　　（併）� 日　引　　　聡

　　　（併）� 亀　山　康　子

　　　（併）� 増　井　利　彦

　　　（併）� 藤　野　純　一

　　気候モデル研究チーム総合研究官（併）�神　沢　　　博

　　　（併）� 野　沢　　　徹

　　　（併）� 日　暮　明　子

　　影響・適応モデル研究チーム総合研究官（併）�原　沢　英　夫

　　　（併）� 高　橋　　　潔

成層圏オゾン層変動のモニタリングと機構

解明プロジェクトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 笹　野　泰　弘

　サブリーダー� 今　村　隆　史

　　衛星観測研究チーム総合研究官� 中　島　英　彰

　　　主任研究員� 杉　田　考　史

　　　（併）� 神　沢　　　博

　　　（併）� 横　田　達　也

　　地上リモートセンシング研究チーム総合研究官（併）�中　根　英　昭

　　オゾン層モデリング研究チーム総合研究官（併）�今　村　隆　史

　　　主任研究員� 秋　吉　英　治

内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類

のリスク評価と管理プロジェクトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 森　田　昌　敏

　サブリーダー（併）� 遠　山　千　春

　　計測・生物検定・動態研究チーム総合研究官（併）� 白　石　寛　明

　　　主任研究員� 白　石　不二雄

　　　（併）� 彼　谷　邦　光

　　　（併）� 高　木　博　夫

　　生体機能評価研究チーム総合研究官� 三　森　文　行

　　　主任研究員� 梅　津　豊　司

　　　　　〃� 渡　邉　英　宏

　　　（併）� 黒　河　佳　香

　　病態生理研究チーム総合研究官� 高　野　裕　久

　　　主任研究員� 石　堂　正　美

　　　　　〃� 今　井　秀　樹

　　健康影響研究チーム総合研究官� 米　元　純　三

　　　主任研究員� 曽　根　秀　子

　　　　　〃� 西　村　典　子

　　生態影響研究チーム総合研究官（併）� 森　田　昌　敏

　　　主任研究員� 高　橋　慎　司

　　　　　〃� 多　田　　　満

　　　（併）� 菅　谷　芳　雄

　　　（併）� 堀　口　敏　宏

　　対策技術チーム総合研究官（併）� 安　原　昭　夫

　　　主任研究員� 橋　本　俊　次

　　　（併）� 伊　藤　裕　康

　総合化研究チーム総合研究官� 鈴　木　規　之

　　　主任研究員� 櫻　井　健　郎

生物多様性の減少機構の解明と保全プロ

ジェクトグループ

プロジェクトリーダー（併）� 渡　邉　　　信

　サブリーダー� 椿　　　宜　高

　　生物個体群研究チーム総合研究官� 高　村　健　二

　　　主任研究員� 永　田　尚　志

　　侵入生物研究チーム総合研究官（併）� 五　箇　公　一

　　群集動態研究チーム総合研究官� 竹　中　明　夫

　　　研　究　員� 吉　田　勝　彦

　　多様性機能研究チーム総合研究官� 高　村　典　子

　　　主任研究員� 福　島　路　生

　　分子生態影響評価研究チーム総合研究官（併）�内　山　裕　夫

　　　主任研究員� 中　嶋　信　美

　　　　　〃� 岩　崎　一　弘

　　　　　〃� 玉　置　雅　紀

　　　（併）� 冨　岡　典　子

東アジアの流域圏における生態系機能のモ

デル化と持続可能な環境管理プロジェクト

グループ

プロジェクトリーダー（併）� 渡　辺　正　孝

　　流域環境管理研究チーム総合研究官� 村　上　正　吾

　　　主任研究員� 徐　　　開　欽

　　　　　〃� 王　　　勤　学

　　　研　究　員� 亀　山　　　哲

　　　　　〃� 中　山　忠　暢

　　　（併）� 林　　　誠　二

　　海域環境管理研究チーム総合研究官� 木　幡　邦　男

　　　主任研究員� 越　川　　　海

　　　　　〃� 牧　　　秀　明

　　衛星データ解析チーム総合研究官（併）�田　村　正　行

　　　（併）� 松　永　恒　雄

　　　（併）� 山　野　博　哉

大気中微小粒子状物質（��２．５）・ディー

ゼル排気粒子（���）等の大気中粒子状物

質の動態解明と影響評価プロジェクトグ

ループ

プロジェクトリーダー� 若　松　伸　司

　サブリーダー（併）� 小　林　隆　弘

　　交通公害防止研究チーム総合研究官（併）�森　口　祐　一

　　　主任研究員� 近　藤　美　則

　　　　　〃� 小　林　伸　治
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氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

　　　研　究　員� 松　橋　啓　介

　　　（併）� 田　邊　　　潔

　　都市大気保全研究チーム総合研究官（併）�若　松　伸　司

　　　主任研究員� 上　原　　　清

　　　（併）� 酒　巻　史　郎

　　　（併）� 菅　田　誠　治

　　エアロゾル測定研究チーム総合研究官� 福　山　　　力

　　　（併）� 内　山　政　弘

　　　（併）� 西　川　雅　高

　　疫学・曝露評価研究チーム総合研究官� 新　田　裕　史

　　　（併）� 小　野　雅　司

　　　（併）� 田　村　憲　治

　　毒性・影響評価研究チーム総合研究官（併）�高　野　裕　久

　　　主任研究員� 鈴　木　　　明

　　　　　〃� 古　山　昭　子

　　　　　〃� 小　池　英　子

　　主任研究官� 松　本　幸　雄

循環型社会形成推進・廃棄物研究センター長� 酒　井　伸　一

　　　研究調整官（併）� 是　澤　裕　二

　　循環型社会形成システム研究室長（併）�森　口　祐　一

　　　研　究　員� 加　河　茂　美

　　　　　〃� 橋　本　征　二

　　　（併）� 寺　園　　　淳

　　　（併）� 森　　　保　文

　　循環技術システム研究開発室長� 後　藤　純　雄

　　　研　究　員� 中　島　大　介

　　　　　〃� 田　崎　智　宏

　　適正処理技術研究開発室長� 川　本　克　也

　　　主任研究員� 西　村　和　之

　　　研　究　員� 倉　持　秀　敏

　　最終処分技術研究開発室長� 井　上　雄　三

　　　主任研究員� 山　田　正　人

　　　　　〃� ���������	�


　　　研　究　員� 石　垣　智　基

　　　　　〃� 遠　藤　和　人

　　循環資源・廃棄物試験評価研究室長� 安　原　昭　夫

　　　主任研究員� 鈴　木　　　茂

　　　　　〃� 野　馬　幸　生

　　　　　〃� 山　本　貴　士

　　　研　究　員� 高　橋　　　真

　　　（併）� 橋　本　俊　次

　　有害廃棄物管理研究室長（併）� 酒　井　伸　一

　　　主任研究員� 大　迫　政　浩

　　　　　〃� 貴　田　晶　子

　　　研　究　員� 滝　上　英　孝

　　　（併）� 鈴　木　規　之

　　バイオエコエンジニアリング研究室長� 稲　森　悠　平

　　　主任研究員� 水　落　元　之

　　　研　究　員� 板　山　朋　聡

　　　　　〃� 岩　見　徳　雄

化学物質環境リスク研究センター長� 中　杉　修　身

　　曝露評価研究室長� 白　石　寛　明

　　健康リスク評価研究室長� 青　木　康　展

　　　主任研究員� 松　本　　　理

　　　研　究　員� 丸　山　若　重

　　生態リスク評価研究室長� 五　箇　公　一

　　　主任研究員� 菅　谷　芳　雄

　　（併）� 兜　　　眞　徳

　　（併）� 鈴　木　規　之

　　（併）� 後　藤　純　雄

　　（併）� 平　野　靖史郎

環境情報センター長� 松　井　佳　巳

　　情報管理室長� 阿　部　重　信

　　　室長補佐� 桑　原　伸　充

　　　連絡調整係長� 森　　　範　勝

　　　電算機係長（併）� 阿　部　裕　明

　　　電算機係員� 井　原　啓　太

　　　ネットワーク係長� 阿　部　裕　明

　　情報整備室長� 白　井　邦　彦

　　　環境データ専門官� 田　崎　昭　男

　　　データベース整備係長� 宮　下　七　重

　　　情報提供係長� 松　井　文　子

　　研究情報室長� 竹　内　久　智

　　　学術情報専門官� 古　田　早　苗

　　　研究情報係長（併）� 古　田　早　苗

　　　文献調査係長（併）� 古　田　早　苗

　　　図書資料係長� 猪　爪　京　子

　　　出版普及係長� 木　村　幸　子

環境研究基盤技術ラボラトリー長� 彼　谷　邦　光

　　　技術調整官� 竹　内　　　正

　　環境分析化学研究室長（併）� 彼　谷　邦　光

　　　主任研究員� 佐　野　友　春

　　　　　〃� 高　木　博　夫

　　　（併）� 柴　田　康　行

　　　（併）� 西　川　雅　高

　　　（併）� 伊　藤　裕　康

　　環境生物資源研究室長（併）� 笠　井　文　絵

　　　主任研究員� 志　村　純　子

　　　　　〃� 戸　部　和　夫

　　　研　究　員� 川　嶋　貴　治

　　　併）� 菅　谷　芳　雄

　　　（併）� 高　橋　慎　司

　　　（併）� 河　地　正　伸

　　　（併）� 清　水　　　明

地球環境研究センター長（理事充て職）� 西　岡　秀　三

総括研究管理官� 井　上　　　元

　　研究管理官� 藤　沼　康　実

　　　　〃� 向　井　人　史



任期付研究員等

（ア）「一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の特例に関する法律」（平成９年６月施行）

　　　による任期付任用制度に基づく任用者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

（イ）外国人の任用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

�

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）

氏　　名職　　　　　名氏　　名職　　　　　名

　　　研究管理官� 山　形　与志樹

　　　主任研究員� 一ノ瀬　俊　明

　　　　　〃� 小　熊　宏　之

　　　業務係長� 川　村　和　江

　　　観測第一係員� 長　濱　　　強

　　　観測第二係員� 井　上　哲　也

　　（併）� 原　沢　英　夫

　　（併）� 森　口　祐　一

　　（併）� 甲斐沼　美紀子

　　（併）� 小　野　雅　司

　　（併）� 中　根　英　昭

　　（併）� 神　沢　　　博

　　（併）� 遠　嶋　康　徳

　　（併）� 町　田　敏　暢

　　（併）� 松　重　一　夫

　　（併）� 奥　田　敏　統

　　（併）� 野　尻　幸　宏

　　（併）� 中　島　英　彰

　　（併）� 阿　部　重　信

　　（併）� 横　田　達　也

　　（併）� 田　中　　　敦

　　１４　　１３　　１２　　１１平成１０年　　　度

３５招 へ い 型 任 用 者 数

８１１１３若手育成型任用者数

　　１４　　１３　　１２　　１１　　１０　　９　　８　　７平成６年　　度

３２１１任用者数



　　（２）流動研究員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１５年３月３１日）

�
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

所　　　　　属区　　　分氏　　　名
化学物質環境リスク研究センター����フェロー天　沼　喜美子
地球温暖化研究プロジェクト　　〃松　本　泰　子
流域圏環境管理研究プロジェクト　　〃樋　渡　武　彦
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト　　〃鑪　迫　典　久
生物多様性研究プロジェクト　　〃辻　　　宣　行
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター　　〃松　永　充　史
　　〃　　〃礒　田　博　子
地球環境研究センター　　〃���������	�
�����

　　〃　　〃勝　本　正　之
　　〃　　〃相　沢　智　之
社会環境システム研究領域����ポスドクフェロー�����������

　　〃　　〃������������	
���

化学環境研究領域　　〃森　　　育　子
　　〃　　〃�　澤　嘉　一
大気圏環境研究領域　　〃永　島　達　也
　　〃　　〃三　好　猛　雄
　　〃　　〃長　濱　智　生
生物圏環境研究領域　　〃沼　田　真　也
　　〃　　〃田　辺　雄　彦
地球温暖化研究プロジェクト　　〃岡　松　暁　子
　　〃　　〃武　田　知　己
成層圏オゾン層変動研究プロジェクト　　〃江　尻　　　省
　　〃　　〃入　江　仁　士
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト　　〃磯　部　友　彦
　　〃　　〃鎌　田　　　亮
　　〃　　〃橋　詰　和　慶
　　〃　　〃山　本　裕　史
　　〃　　〃寺　崎　正　紀
　　〃　　〃西　川　智　浩
　　〃　　〃村　澤　香　織
　　〃　　〃中　宮　邦　近
　　〃　　〃南　齋　規　介
　　〃　　〃平　井　慈　恵
　　〃　　〃北　村　公　義
生物多様性研究プロジェクト　　〃加　藤　秀　男
流域圏環境管理研究プロジェクト　　〃関　口　博　之
　　〃　　〃陳　　　　　晋
　　〃　　〃楊　　　永　輝
��２．５・���研究プロジェクト　　〃長谷川　就　一
　　〃　　〃工　藤　祐　揮
　　〃　　〃����������		�


循環型社会形成推進・廃棄物研究センター　　〃稲　葉　陸　太
　　〃　　〃金　　　容　珍
　　〃　　〃桂　　　　　萍
　　〃　　〃江　副　優　香
　　〃　　〃松　井　康　弘
　　〃　　〃川　畑　隆　常
　　〃　　〃大河内　由美子
　　〃　　〃毛　利　紫　乃
化学物質環境リスク研究センター　　〃橋　本　顯　子
　　〃　　〃金　　　再　奎
　　〃　　〃金　　　東　明
　　〃　　〃鈴　木　一　寿
環境研究基盤技術ラボラトリー　　〃����������	�
�������

地球環境研究センター　　〃須　藤　洋　志
　　〃　　〃中　路　達　郎
　　〃　　〃鳥　山　　　敦



（３）客員研究官等の状況
①　客員研究官　　　　　　　　　１２名
　　　　国立大学　　　　　　　　　７名
　　　　私立大学　　　　　　　　　１名
　　　　国立機関　　　　　　　　　２名
　　　　公益法人　　　　　　　　　２名

②　客員研究員　　　　　　　　３１２名
　　　　国立大学　　　　　　　１４７名
　　　　公立大学　　　　　　　　１２名
　　　　私立大学　　　　　　　　３６名
　　　　国立機関　　　　　　　　１０名
　　　　地方公害研究所　　　　　５３名
　　　　公益法人　　　　　　　　２０名
　　　　民間企業　　　　　　　　　８名
　　　　その他　　　　　　　　　１６名
　　　　外国人　　　　　　　　　１０名

③　共同研究員　　　　　　　　　６３名
　　　　国立大学　　　　　　　　　５名
　　　　公立大学　　　　　　　　　１名
　　　　私立大学　　　　　　　　　２名
　　　　国立機関　　　　　　　　　０名
　　　　地方公害研究所　　　　　　１名
　　　　公益法人　　　　　　　　　１名
　　　　民間企業　　　　　　　　１５名
　　　　その他　　　　　　　　　　２名
　　　　外国人　　　　　　　　　３６名

④　研究生　　　　　　　　　　　７３名
　　　　国立大学　　　　　　　　４５名
　　　　公立大学　　　　　　　　　０名
　　　　私立大学　　　　　　　　２３名
　　　　外国人　　　　　　　　　　５名

客員研究官等合計　　　　　　　４６０名

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）

所　　　　　属区　　　分氏　　　名
地球環境研究センター����ポスドクフェロー保　原　　　達
　　〃　　〃朴　　　贊　鳳
　　〃　　〃李　　　美　善
　　〃　　〃梁　　　乃　申
社会環境システム研究領域����アシスタントフェロー久保田　　　泉
　　〃　　〃島　崎　彦　人
化学環境研究領域　　〃廣　田　正　史
水土壌圏環境研究領域　　〃永　井　孝　志
地球温暖化研究プロジェクト　　〃石　井　　　敦
環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクト　　〃近　藤　卓　哉
　　〃　　〃小宇田　智　子
　　〃　　〃小　塩　正　朗
　　〃　　〃小　田　重　人
　　〃　　〃柳　澤　利　枝
��２．５・���研究プロジェクト　　〃山　崎　　　新
化学物質環境リスク研究センター　　〃西　川　　　希
地球環境研究センター　　〃下　山　　　宏
　　〃　　〃吉　田　友紀子
社会環境システム研究領域����リサーチアシスタント酒　井　絢　子
　　〃　　〃菅　原　桃　子
生物圏環境研究領域　　〃比　嘉　　　敦
循環型社会形成推進・廃棄物研究センター　　〃今　泉　隆　志
　　〃　　〃秋　山　　　貴
　　〃　　〃平　井　康　宏
　　〃　　〃鈴　木　　　剛
　　〃　　〃鈴　木　和　将
環境研究基盤技術ラボラトリー　　〃久　保　拓　也



５．収入及び支出の状況

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）

（単位：円）

差　　　額支　出　額対前年度収　入　額区　　　　　　　　　　分

８８９，０３６，５５０９，１７４，７０４，０３９－１０，０６３，７４０，５８９
（５４７，８７３，５８９）運営費交付金収入

０４０２，７３０，１８９－４０２，７３０，１８９
（１６３，５９４，０００）施設整備費補助金収入

０３，７８４，０２４，００１１２２．３％３，７８４，０２４，００１政府受託収入

０２，２３６，９９６，０００１０８．６％２，２３６，９９６，０００（競争的資金等）

０１，４５９，７９８，０００１１１．５％１，４５９，７９８，０００　　地球環境研究総合推進費

０２７８，８７６，０００１１１，０％２７８，８７６，０００　　地球環境保全等試験研究費

０２０９，５２２，０００１５１，６％２０９，５２２，０００　　環境技術開発等推進事業費

０２９，７２１，０００２７０，２％２９，７２１，０００　　廃棄物処理施設科学研究費（間接経費のみ）

０１３１，３７８，０００４５，１％１３１，３７８，０００　　科学技術振興調整費

０３０，０００，０００－３０，０００，０００　　科学技術振興費

０７，６４１，０００９５，７％７，６４１，０００　　海洋開発及地球科学技術調査研究促進費

０４３，０６０，０００８５，４％４３，０６０，０００　　原子力試験研究費

０４７，０００，０００－４７，０００，０００　　国立機関再委託

０１，５４７，０２８，００１１４９，４％１，５４７，０２８，００１（業務委託）

０１，４９８，３０８，００１１５０，８％１，４９８，３０８，００１　　環境省

０４８，７２０，０００１１４，９％４８，７２０，０００　　国土交通省

－５０３４２，５８９，５０３８１．６％４２，５８９，０００特別研究員等受入経費収入

０４，４５４，０５０１６３．９％４，４５４，０５０研修生等受入経費収入

４，１９９，８７０５１，０３１，２３４１５３．５％５５，２３１，１０４
（１１，７１４，７０４）民間受託収入

０６，４８５，６９８１６１．８％６，４８５，６９８環境標準試料等分譲事業収入

１０，４６２，４４５１１，１８７，５５５４１５．５％２１，６５０，０００
（４，２００，０００）民間寄附金収入

１１，２０８，８７０１，４００，３６０－１２，６０９，２３０事業外収入

４，３２１，９２０１，４００，３６０－５，７２２，２８０　　事業外収入

６，８８６，９５００－６，８８６，９５０　　大型風洞施設貸付収入

０５３９，３１７，２７５－５３９，３１７，２７５長期借入金収入

９１４，９０７，２３２１４，０１７，９２３，９０４１１８．７％１４，９３２，８３１，１３６
（７２７，３８２，２９３）合　　　　　計

※　１．未収還付（見込み）消費税を除く。
　　２．（　）「カッコ」書きは，前事業年度からの繰越額で内数である。
　　３．「対前年度」は繰越額を除く前年度比である。



６．施設の整備状況一覧

（平成１５年３月３１日現在）
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

竣　工　年　月
建物面積（��）

構　　　造施　　　設　　　名
延面積建面積

Ⅰ期昭和４９年３月竣工１１，６３３５，５４０��－３研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅱ棟）

Ⅱ期昭和５２年５月竣工

Ⅰ期昭和５４年１１月竣工　５，６６４２，４０５��－３研究本館Ⅱ（共同利用棟，共同研究棟）

Ⅱ期昭和５７年２月竣工

平成７年８月竣工４，０７７１，０６８��－４研究本館Ⅲ

Ⅰ期昭和４９年５月竣工１，１４４６９７��－２管理棟

Ⅱ期昭和５４年１月竣工

昭和５１年１０月竣工７２３７２３��－１大気化学実験棟（スモッグチャンバー）

昭和５３年３月竣工２，３２９７４１��－２，地下－１大気拡散実験棟（風洞）

昭和５４年４月竣工１，３２１１７６���－８大気汚染質実験棟（エアロドーム）

昭和５３年３月竣工８１８１��－１大気モニター棟

昭和５８年１２月竣工９８６４４３��－３大気共同実験棟（フリースペース）

昭和５３年３月竣工１，５８０９７４��－３ラジオアイソトープ実験棟

Ⅰ期昭和５１年１０月竣工２，５３５１，３８４��－３，��－２水生生物実験棟（アクアトロン）

Ⅱ期昭和５５年１１月竣工

Ⅰ期昭和５１年１０月竣工１，１６７１，１６７�－１水理実験棟

Ⅱ期昭和５５年１１月竣工

Ⅰ期昭和５１年３月竣工５，１８５１，３７９���－７動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ）

Ⅱ期昭和５１年１０月竣工

（中動物棟含む）

昭和５５年５月竣工１，８６２９３４��－３動物実験棟Ⅱ（ズートロンⅡ）

昭和５３年２月竣工１，９３１６３７��－３土壌環境実験棟（ペドトロン）

昭和５０年１２月竣工３，３４８１，３９２��－３植物実験棟Ⅰ（ファイトトロンⅠ）

昭和５６年７月竣工３，７２１１，２４２��－４，地下－１植物実験棟Ⅱ・騒音保健研究棟

Ⅰ期昭和５２年１１月竣工実験ほ場（本構内）

Ⅱ期昭和５７年３月竣工

４１４３７３　　管理棟

５７６５７６　　温室３棟

５，６００　　ほ場

Ⅰ期昭和５２年１１月竣工実験ほ場（別団地）

Ⅱ期昭和５７年３月竣工

Ⅱ期昭和５７年３月竣工２１４１７９��－２　　管理棟

７，０００　　ほ場１１面

昭和５４年１０月竣工１５，０００生物生態園

昭和４９年１０月竣工１８９１５８��－２工作棟

昭和５５年１１月竣工８２８２�－１危険物倉庫

昭和４９年１０月竣工３，１０１２，５９０��－２エネルギーセンター

（昭和５１年一部増築）

昭和４９年１０月竣工特殊実験廃水処理能力廃棄物処理施設Ⅰ

　　　　１００���日

昭和５４年２月竣工一般実験廃水処理能力廃棄物処理施設Ⅱ

平成７年３月更新　　　　３００���日
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竣　工　年　月
建物面積（��）

構　　　造施　　　設　　　名
延面積建面積

平成１４年５月竣工１，３８２４８９��－３環境生物保存棟

昭和５８年１月竣工８０１３５５��－２微生物系統保存棟

平成１３年３月竣工５，２４５１，７４６��－４環境ホルモン総合研究棟

平成１３年３月竣工５，４４７１，８８３��－３地球温暖化研究棟

平成１４年３月竣工４，２２８１，５８３��－３循環・廃棄物研究棟

平成１３年１２月竣工１，３３９１，３３９�－１バイオ・エコエンジニアリング研究施設

昭和５８年３月竣工霞ヶ浦臨湖実験施設

１，７４８１，０４５��－２　　実験管理棟

９１３９１３��－１　　用廃水処理施設

２８６２８６��－１　　附属施設

奥日光環境観測所

昭和６１年１０月竣工１８９１２１��－２　　管理棟

昭和６３年３月竣工１９８１９８��－１　　実験棟

昭和６３年３月竣工８８��－１　　観測棟

平成４年３月竣工建�延面積１６０．７���観測棟：��－１地球環境モニタリングステーション－波照間

平成４年３月竣工観測塔：自立型鉄骨造
　　　　�３９．０ｍ

平成６年３月竣工建�延面積８３．４���
観測棟：アルミパネル
　　　　構造１階建地球環境モニタリングステーション－落石岬

平成６年３月竣工観測塔：支線型鉄骨造
　　　　�５５．５ｍ

平成７年１月竣工受信アンテナ塔：
　自立型鉄骨造���１３．０�ｍ

黒島����受信施設

平成５年６月竣工１，６２７７３７��－３環境遺伝子工学実験棟

平成９年３月竣工５２４５２４��－１特高受電需要設備棟



―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）

国
立
環
境
研
究
所
施
設
配
置
図



―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）



７．研究に関する業務の状況

（１）外部評価委員会構成員　　　　　　　　　　平成１５年３月現在

�
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

所属及び役職氏　　名

財団法人地球環境戦略研究機関関西研究センター所長天　野　明　弘

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授磯　部　雅　彦

北里学園常任理事井　村　伸　正

名古屋大学大学院工学研究科教授井　村　秀　文

九州大学大学院理学研究院教授巖　佐　　　庸

京都大学大学院工学研究科教授内　山　巌　雄

筑波大学生物科学系教授鎌　田　　　博

労働福祉事業団群馬産業保険推進センター所長鈴　木　庄　亮

国連大学副学長鈴　木　基　之

埼玉県環境科学国際センター総長須　藤　隆　一

東京大学気候システム研究センター教授住　　　明　正

京都大学大学院工学研究科教授武　田　信　生

京都大学大学院農学研究科教授武　田　博　清

東北工業大学工学部教授田　中　正　之

北海道大学名誉教授角　皆　静　男

東京大学名誉教授富　永　　　健

広島大学大学院生物圏科学研究科教授中　根　周　歩

社団法人海外環境協力センター顧問橋　本　道　夫

北海道大学大学院工学研究科教授眞　柄　泰　基

静岡県立大学名誉教授松　下　秀　鶴

大阪大学大学院工学研究科教授盛　岡　　　通

東京大学生産技術研究所教授安　井　　　至

長崎大学環境科学部教授山　崎　素　直



（２）共同研究等の状況

（注）１　一つの契約であっても，複数の種類の機関と共同研究を行っている場合は，それぞれ該当する機関の欄に�

　　　　計上する。（複数あり）

　　　２　「国研等」は，国，国立研究機関，独法研究機関。

　　　３　「国立大学」には，大学共同利用機関を含む。

　　　４　「特殊法人等」は，特殊法人及び認可法人。

　　　５　国際共同研究は，二国間政府間協定に基づいて実施されているものと，研究所間協定に基づいて実施されて

　　　　いるものの合計。
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共　　同　　研　　究　　等　　の　　件　　数　　　　　　　　　　区　分

年　度　　　　　　　　　　

計国　外国　　　　　　　　　　内

その他
地　方

民　間
企　業

公　益
法　人

特　殊
法人等

公・私
立大学

国　立
大　学国研等

１１６７１３２２５６１４４共　同　研　究１４

７２１１６４３５６受　託　研　究

１５１１０１１１３１２７８９委　託　研　究

３３９７２１４３９２２７２８９６６０合　　　　　計



（３）平成１４年度地方環境研究所等との共同研究

　内訳：２４機関　４５課題（新規２２，継続２３）
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新規
継続国環研担当課　題　名地環研機関名

継続社会環境システム研究領域リモートセンシングによる自然環境モニタリ
ング手法の研究

北海道環境科学研究センター

継続流域圏環境管理研究プロジェクト北海道釧路川流域を対象とした流域内の水収
支モデルの開発

継続環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクトバイオアッセイを用いた水環境試料中の環境ホ
ルモン作用のモニタリングとそのリスク評価

岩手県環境保健研究センター

継続化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

環境汚染化学物質であるダイオキシン類の分
析法に関する研究

宮城県保健環境センター

継続化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

環境中におけるダイオキシン類の分析法に関
する研究

栃木県保健環境センター

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター生活系排水対策法としての浄化槽由来の�����
放出量・放出係数の推定と高度合併化に伴う
削減効果等の解析評価

埼玉県環境科学国際センター

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター埋立地ガスならびに土壌保有水を用いた最終
処分場安定化診断技術の開発

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター循環資源の地域流通円滑化のための中継基地
システムの開発

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター埼玉県における食品系廃棄物の発生に関する
調査研究と資源化システムの評価

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター最終処分場における魚類を用いた浸出水モニ
タリング系の開発

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター最終処分場における環境汚染ポテンシャル評
価のための地理情報システムの開発

継続化学環境研究領域有害大気汚染物質自動分析計の精度管理に関
する研究

東京都環境科学研究所

新規��２．５・���研究プロジェクト利用形態別自動車行動形態と排出ガス排出量
の関係把握に関する研究

新規化学物質環境リスク研究センター内分泌かく乱化学物質の魚類へのリスク評価
に関する研究

継続��２．５・���研究プロジェクト自動車からの粒子状物質発生量推定とその大
気環境質に及ぼす影響評価に関する研究

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター東京都内湾の河口域や運河部の物理化学的・
生物的因子の挙動に関する研究

新規化学環境研究領域大気中の有害化学物質の動態解析川崎市公害研究所
新規化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ

シン研究プロジェクト
ダイオキシン類による地域環境汚染原因解明
に関する研究

新潟県保健環境科学研究所

新規化学環境研究領域ガス状ほう素化合物による大気汚染監視測定
技術の開発

富山県環境科学センター

継続循環型社会形成推進・廃棄物研究センター有害物質藻類産生ミクロキスチンの生分解機
構と水質改善に関する研究

福井県環境科学センター

継続化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

環境試料中のダイオキシン類の分析法に関す
る研究

長野県衛生公害研究所

継続環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェク
ト

廃棄物埋立処分に起因する有害物質による環
境影響評価に関する研究

継続化学環境研究領域山岳地域におけるハロゲン化メチルの動態に
関する研究

継続生物圏環境研究領域車軸藻の絶滅・絶滅危惧種の保護と自然界へ
の復元に関する研究

新規生物多様性研究プロジェクト野生生物の遺伝的多様性をモニタリングする
ための手法の開発に関する研究

長野県自然保護研究所

継続地球環境研究センター山風が都市ヒートアイランドに及ぼす影響に
関する研究

新規化学環境研究領域，環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

環境試料中のダイオキシン類の分析法に関す
る研究

岐阜県保健環境研究所

継続化学環境研究領域農耕地周辺の地下水に含まれる微量成分の濃
度実態と溶脱機構に関する研究

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター焼却処理におけるダイオキシン類発生量予測
指標に関する研究

岐阜県生物産業技術研究所

継続環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェクトエストロゲン様物質塩素置換体の内分泌攪乱
作用発現機作の解明に関する研究

静岡県環境衛生科学研究所

継続生物多様性研究プロジェクト微生物分解を用いた土壌汚染修復に関する研
究

名古屋市環境科学研究所
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新規
継続国環研担当課　題　名地環研機関名

新規大気圏環境研究領域，地球環境研究センター日本海側におけるエアロゾル中の微量金属及
び鉛同位体比の動態に関する研究

京都府保健環境研究所

新規環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェク
ト

廃棄物処分に起因する外因性内分泌かく乱物
質による環境影響評価に関する研究

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター環境水及び廃棄物埋立地浸出水中における化
学物質の�����による分析法の検討

大阪府公害監視センター

継続��２．５・���研究プロジェクト道路沿道の局地���高濃度汚染とその対策
に関する研究

兵庫県立公害研究所

継続水土壌圏環境研究領域山林域における水質形成と汚濁負荷流出過程
に関する研究

新規流域圏環境管理研究プロジェクト瀬戸内海沿岸の水質浄化能に関する研究
継続��２．５・���研究プロジェクト，大気圏環境

研究領域，環境情報センター
西日本及び日本海側を中心とした地域におけ
る光化学オキシダント濃度等の経年変動に関
する研究

島根県保健環境科学研究所

新規循環型社会形成推進・廃棄物研究センター廃棄物二次資源の安全性評価に関する研究広島県保健環境センター
継続社会環境システム研究領域リモートセンシング情報の特徴抽出による環

境モニタリング
福岡県保健環境研究所

継続水土壌圏環境研究領域湖沼における難分解性有機物質の発生原因と
影響評価に関する研究

継続化学環境研究領域畑地周辺水域の酸性化が及ぼす環境リスクの
低減化に関する研究

新規国際室北部九州におけるハンノキ群落およびハマボ
ウフウ群落の生態とその保全に関する研究

新規環境ホルモン・ダイオキシン研究プロジェク
ト

魚介類におけるダイオキシン蓄積量の比較北九州市環境科学研究所

継続大気圏環境研究領域辺戸岬・地上観測施設における環境酸性化物
質の物質収支に関する研究

沖縄県衛生環境研究所



（４）国立環境研究所における研究成果の評価

　独立行政法人化を機に研究の再構成を行い，各研究の評価を以下のような方針で行っている。

１．経常研究

　　経常研究費による研究であるので，各領域長が各領域等に原籍を持つ研究者の研究について，それぞれの裁量で実

施する。

２．奨励研究

　　基盤的な研究及び長期的なモニタリング等が必要な研究について，毎年所内で公募し，内部の研究推進委員会にお

いて事前評価を行い採択課題を選定。研究成果については，同様に事後評価を実施。

　　本年度は，１４年度実施課題の事後評価及び１５年度新規提案課題の事前評価を１５年２月に行った。また，１４年度の

研究途上で新たに生じた研究課題等に対応することを目的に，１４年９月に平成１４年度後期奨励研究等の募集，事前

評価を行った。

３．特別研究

　・重点研究分野（重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究を除く）における所内公募プロジェクト型研究

応募課題について，内部の事前評価により外部の委員からなる研究評価委員会にかける課題を選定し，研究評価委

員会で事前評価を実施。

　・内部評価及び外部評価の結果を総合的に判断して，採択課題を決定。

　・期間２年以上の研究については，２年目後半に内部評価による中間評価を実施。また，研究の終了時には，終了年

度の翌年度に内部評価及び外部評価による事後評価を実施。

　・本年度は，４月に外部評価による１４年度新規提案課題の事前評価，１０月に内部評価による１３年度終了課題の事後

評価及び１５年度新規提案課題の事前評価，１２月に外部評価による１３年度終了課題の事後評価及び１５年度新規提案

課題の事前評価，３月に内部評価による平成１３年度開始課題の中間評価を行った。

４．重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査研究

　・事前評価（助言）

　　　平成１３年４月の研究評価委員会において，各プロジェクトの研究計画の説明を行い，助言を受けた。

　・年度評価（助言）

　　　毎年度の研究成果と翌年度の研究計画について，内部評価委員会（３月）及び研究評価委員会（４月）に報告し，

助言を受ける。ただし，第２年度終了時については，中間評価とする。

　　　本年度は，４月に研究評価委員会による年度評価（助言）及び１５年３月に内部評価委員会による中間評価を行っ

た。

　・終了時評価

　　　各プロジェクトの研究成果について，内部評価（３月）及び研究評価委員会による評価（４月）を実施する。
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（５）国際交流及び研究協力等

　１）国際会議（国立環境研究所主催・共催の主な国際会議）

　２）国際共同研究（二国間環境保護協力協定，科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

注：担当部等は直近の協定会合開催時のもので，旧組織名で示されている場合がある。
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開催期間場　所開催地国　際　会　議　名

１４．５．９国連大学高等研
究所

東京・渋谷������������	
���	����������	��	������������	�
�����������	
���������������
�	��	
����������	����
������

１４．７．２３国立環境研究所茨城・つくば環境生物保存棟完成記念シンポジウム「カルチャーコレクションと環
境研究」

１４．９．１０�１７マリオット・プト
ラジャヤ・ホテル

マレーシア・
プトラジャヤ

第１回世界分類学イニシアティブ（���）アジア地域ワークショップ

１４．９．２０�２１���������	
�����
北京

中国・北京��������	�
�������������������	��������������	
�����������	
������������	�
�������	���������

１４．１０．１５�１７ハワイ・東西セ
ンター

米国・ハワイ「太平洋域の炭素バランスにおける太平洋・大気－海洋システムの相互
作用」に関するワークショップ

１４．１０．２４�２６グランドイン
ターコンチネン
タルホテル

インド・ニュー
デリー

��������	�
�������������������	��������������	
�����������	
�����������������	
�	�����������

１４．１０．２５グランドイン
ターコンチネン
タルホテル

インド・ニュー
デリー

������������	
���	���	���������������������	��
���������������
����������

１４．１０．２８�２９つくば国際会議
場

茨城・つくば������������	
�������
��
���������������������	
����
��
�
�����
���������	
����
�����������������������������	�
������

１４．１０．３０�３１つくば国際会議
場

茨城・つくば２�����������	
�����
	���������
���
���������	��
�������������
��������	
������������
����
�����������������	�
��������
����
������������	
�������

１４．１１．５国立環境研究所茨城・つくば持続可能な循環資源に関する国際シンポジウム

１４．１１．１８�２１国立環境研究所茨城・つくばグローバル炭素プロジェクト国際科学推進会議

１４．１１．２５�２６国連大学東京・渋谷����������	�
����	�����	����	�����������	
�������	���
�
������������	
����

１４．１２．２�４メルパルク東京，
国立環境研究所

東京・芝公園，
茨城・つくば

����������	�
	����	�	������	�����	�����������	�
	����
���
����������	
�����	�	���	����	����	��������	

１５．１．２２�２４��������	
�インドネシア，
プンチャク

������������	
��������	�����
��������������	
�������������
�
���������

１５．１．１４�１５国立環境研究所茨城・つくばナノ粒子に関する国際ワークショップ

１５．３．２０早稲田大学理工
学部

東京・新宿�����������	
�����
���“����������	
���
�����	���
�����
��
�����
��������”

担当部等相手先研究機関名等課　題　名国　　名

地球環境研究グループテネシー大学微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発アメリカ合衆国

地球環境研究グループ米国海洋大気局（����）地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの高精度測定

地域環境研究グループ米国環境保健研究所地域社会の罹患率に及ぼす気候変化と環境劣化による健康
影響の研究

地域環境研究グループアラスカ大学森林伐採が湖沼生態系に及ぼす影響

生物圏環境部スミソニアン研究所湿地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為影響
評価

生物圏環境部デューク大学ファイトトロン研究ネットワークの構築

環境健康部国立環境評価センター�
（���）

粒子状物質の測定法の標準化および健康影響に関する研究

大気圏環境部デンバー大学����による大気微量物質鉛直分布観測ネットワークのフ
イージビリティーに関する研究

大気圏環境研究領域米国航空宇宙局（����）排出��気候��影響統合モデルの一部としての地域気候変化予
測モデルの開発
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担当部等相手先研究機関名等課　題　名国　　名

地球温暖化研究プロ
ジェクト

米国海洋大気局（����）海洋の����吸収量解明に向けた太平洋の������観測の共同
推進

アメリカ合衆国

地球環境研究センター米 国 エ ネ ル ギ ー 省
（���）

森林による炭素固定能力評価とその変動予測のためのフ
ラックス観測共同実施

地球環境研究センター米国海洋大気局（����）炭素，その他の温室効果ガス，エアロゾルの陸域／海洋で
の収支推定のための大気成分比較・標準化・相補観測

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

ケンブリッジ大学�����������	分光法の開発とその環境健康問題への適用イ ギ リ ス

環境健康研究領域ロウェット研究所ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ぼ
す環境汚染の影響

生物圏環境研究領域陸水生態研究所藻類及び原生動物

化学環境研究領域オックスフォード大学加速器質量分析法とクロマトグラフィーの結合による放射
性核種測定方法の高度化に関する共同研究

環境研究基盤技術ラボ
ラトリー

ダンディー大学日英の水域に発生する糸状整藻類オッシラトリア及びノス
トックの新規有毒物質の化学構造と生体影響

水土壌圏環境研究領域ワーヴック大学メタン酸化細菌の分子生物学及び生態学に関する研究

化学環境部，地域環境
研究グループ

西オーストラリア海洋
研究所

海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究オーストラリア

大気圏環境部，地球環
境研究センター

�����地球環境モニタリングに関する研究協力

生物圏環境部ニューサウスウエール
ズ大学

微生物多様性（特にシアノバクテリア）の総合データベー
スの構築

地球環境研究グループ海洋科学研究所�北太平洋における大気・海水間の二酸化炭素交換の研究カ ナ ダ

化学環境部大気環境局�極の日の出時（ポーラーサンライズ）における北極大気

化学環境部ブリティッシュコロン
ビア大学�

北太平洋海域における化学物質の動態解明

環境健康部ウェスタン・オンタリオ
大学

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の開�
発に関する研究

水土壌圏環境研究領域海洋研究所定期航路船舶を利用した汚染に関する研究韓 国

化学環境研究領域海洋研究所定期航路船舶を利用した残留性有械汚染物質（����）の
長距離移動についての研究

大気圏環境研究領域韓国科学技術研究院環
境研究センター

東アジアにおける大気中の酸性・酸化性物質の航空機・地
上観測

社会環境システム研究
領域

国立慶北大学校景観評価の国際比較（日本列島と朝鮮半島を例として）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

国立環境研究院有害藻類の発生現況モニタリングと窒素，リン除去対策に
関する研究

大気圏環境研究領域国立環境研究院北東アジアにおける大気汚染物質の長距離輸送と酸性沈着
の観測に関する研究

環境健康研究領域国立環境研究院環境性疾患の予防及び管理に関する研究

環境健康部カロリンスカ研究所人間活動の増大に伴う重金属暴露の健康リスク評価スウェーデン

地域環境研究グループウプサラ細胞毒性研究所��������系を用いたリスクアセスメント手法の開発

環境健康部バルセロナ自治大学�環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発ス ペ イ ン

大気圏環境研究領域景観・生態学研究所酸性・環境汚染物質による生態系の汚染と影響に関する研究チ ェ コ

社会環境システム研究
領域

景観・生態学研究所景観認識に関する研究

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

環境科学研究院�中国の国情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究中 国

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

国家環境保護総局環境
工程研究所・精華大学

中国の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の開
発に関する研究

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

中国科学院沈陽応用生
態研究所

中国の国情に合う土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処
理システム開発に関する研究
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担当部等相手先研究機関名等課　題　名国　　名

大気圏環境研究領域国家環境保護総局東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と環
境への影響評価に関する研究

中 国

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

中国環境科学院中国大湖流域のバイオ・エコエンジニアリング導入による
水環境修復技術開発に関する研究

化学環境研究領域日中友好環境保全セン
ター

ダイオキシンの発生源と汚染状況の解明等に関する研究

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

貴州省環境保護科学研
究所

貴州省紅楓湖，百花湖流域における生態工学を導入した富
栄養化抑制技術の開発に関する研究

化学環境研究領域日中友好環境保全セン
ター

黄砂飛来ルートの解明に関する共同研究

環境健康研究領域中国予防医学院ヒ素汚染による健康影響に関する分子易学的研究

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

上海交通工学環境科学
与工程学院

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学・生
態工学を活用した抑制技術の開発に関する研究

大気圏環境研究領域環境科学研究院中国の����及びアンモニアの排出に関する研究

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

ヴッパータール気候環
境エネルギー研究所

総物質収支に関する日独比較研究ド イ ツ

国際室カールスルーエ核研究
センター

閉鎖性水域における富栄養化に関する研究

成層圏オゾン層変動研
究プロジェクト

アルフレッド・ウェゲ
ナー研究所

成層圏オゾン及び微量気体の衛星及び地上観測に関する研
究（�����Ⅱプロジェクト）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

ドイツ連邦環境庁固形廃棄物処理に関するワークショップ

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

シュツットガルト大学内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）の評価法に関する研究

地球環境研究グループノルウェー大気研究所成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究ノルウェー

地球環境研究センター����アーレンデール地球環境データベース

地球環境研究グループ����・マリー／ピエー
ルキュリー大学

衛星からのオゾン層観測フ ラ ン ス

地域環境研究グループアーマントゥルーソー
病院

大気汚染物質による肺障害評価

生物圏環境部パスツール研究所シアノバクテリアの化学分類及び分子系統に関する研究

生物圏環境部ピカルデイー大学植物の環境適応機構の分子生物学的研究

化学環境部ピエール＆マリー・
キューリー大学

環境大気およびフレーム中の中間生成体に関する研究

生物圏環境部カーン大学大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究

地域環境研究グループ国立保健医学研究所環境汚染物質の毒性発現におけるホルモン調節

地域環境研究グループ育種馴化研究所植物の大気環境ストレス耐性の分子機構に関する研究ポーランド

化学環境研究領域湖沼学研究所（地球化
学研究所，太平洋海洋
研究所），陸水学研究所

パイカル国際生態学研究センターにおける国際共同研究ロ シ ア

地球環境研究センター凍土研究所凍土地帯からのメタン発生量の共同観測

地球環境研究センター微生物研究所湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究

地球環境研究センター中央大気観測所シベリアにおける温室効果気体の航空機観測

大気圏環境研究領域太陽地球物理学研究所シベリア領域における����等による大気微量物質に関す
る研究

地球環境研究センターヤクーツク生物学研究
所，永久凍土研究所，
太平洋海洋研究所

シベリアにおける永久凍土地域における環境変動とその温
暖化への影響

地球環境研究センター大気光学研究所シベリアにおける温室効果ガスの高度分布観測

地球環境研究センター永久凍土研究所，生物
学研究所

シベリアにおけるランド・エコシステムの温室効果ガス収支

化学環境研究領域地球化学研究所バイカル湖の研究を基礎とした中央アジアの地球規模の環
境及び気候変動



　３）国際研究協力協定等

　　　注：協定締結時点の旧組織名で示されている場合がある。
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研��究��所��間��の��共��同��研��究国　名　等
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イ ン ド
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インドネジア

����������	��
��������������������������������	
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�����
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日本国環境庁国立環境研究所及び中華人民共和国上海交通大学との間の湖沼水質改善バイオ・エコ技術の国際共
同研究の推進に関する取決め（２０００：日本語及び中国語を正文）

日本国環境庁国立環境研究所と中国科学院地理科学与資源研究所「環境資源関連分野における国際共同研究に
関する総括協議書」

日本国環境庁国立環境研究所と中国吉林省環境保護研究所との「湿地生態系の管理についての共同研究」に関
する覚書
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国立環境研究所年報（平成１４年度）
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４）外国人研究者一覧（流動研究員を除く）

　①招へい外国人研究者

　②客員研究員

　③共同研究員
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１４．７．１～１４．８．１０培養法を用いた黒潮内植物プランクトンの潜
在的多様性に関する研究

河地　正伸��������	��
����
ア メ リ カ

１４．５．２８～１４．７．２６重金属汚染した乾燥土壌の改善効果を探る基
礎的研究

西川　雅高����������	
��
イ ギ リ ス

１４．９．１４～１４．１０．１４森林生態系におけるデザイン及び管理青木　陽二��������		

１４．２．２８～１４．５．１８化学プロセス及びフレーム中の中間生成体に
関する研究

森田　昌敏馬　万紅（���������	）中 国

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１４．５．２４～１５．３．３１畜舎排水等の適正処理技術開発と温室効果ガ
ス生成抑制手法の開発

稲森　悠平金　主鉉（���������	）韓 国

１４．９．２６～１５．３．３１韓国の二酸化炭素排出モデルの開発森田　恒幸丁　太庸（��������	
��）

１４．４．８～１５．３．３１砂漠化の評価とモニタリングに関する研究清水　英幸安　萍（�������）中 国

１４．４．８～１５．３．３１��������	
摩周湖ベースラインモニタリ
ング

藤沼　康実
田中　　敦

張　強斌（��������	
��
）

１４．５．２１～１５．３．３１球座標系における地球大気流体の数値差分解
析方法の開発

井上　　元余　偉明（���������	
）

１４．６．２１～１４．１１．１３生態工学を活用した高度化技術構築の基礎と
なる微小動物の探索と定着化活用システムの
開発

稲森　悠平丁　国際（���������	）

１４．６．２１～１４．１１．１３水生植物を活用した資源循環型水浄化システ
ムの開発

稲森　悠平李　先寧（�����������）

１４．６．２１～１４．１１．１３生活排水，湖水の浄化後の汚泥残渣の効果的
処理技術の開発

稲森　悠平楊　瑜芳（���������	
）

１４．８．２６～１５．３．３１樹木による地球環境汚染監視に関する研究佐竹　研一王　秋泉（��������	�
�）

１４．４．１９～１５．３．３１温室効果気体のフラックスモデル井上　　元��������	
�����ロ シ ア

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１３．３．２９～１５．３．２８環境汚染のタイムカプセル樹木入皮を用いる
環境汚染史解明に関する研究

佐竹　研一����������	
���イ ギ リ ス

１４．１１．２９～１５．３．３１アワビ資源の減少要因に関する研究：幼生及
び器官培養手法による評価の試み

堀口　敏宏����������	
������

１２．５．２３～１４．５．２２廃棄物対策を中心とした循環型社会に向けて
の展望と政策効果に関する定量的分析

森田　恒幸�����������イ ン ド

１２．１０．１７～１４．１０．１６活性汚泥法における非成長エネルギー消費メ
カニズムによる余剰汚泥生産の最小化に関す
る研究

稲森　悠平����������	
����	���


１３．４．１～１５．３．３１����，�����放出抑制のための土壌活用処理手
法の運転操作・管理条件の確立化に関する研
究

稲森　悠平���������		

１４．１．７～１５．３．３１アジア太平洋地域における環境イノベーショ
ン戦略のためのモデル，データベース，及び
フレームワークの開発

甲斐沼美紀子��������	
��

１４．２．１５～１５．３．３１オゾン感受性シロイヌナズナ突然変異体を用
いたオゾン耐性遺伝子の単離と解析

久保　明弘���������	
���


１４．５．１６～１５．３．３１大気中粒子状物質の発生と動態に関する研究若松　伸司���������	�
����	��������

１３．２．２７～１５．２．２６各種農薬の水圏モデル生態系マイクロコズム
を用いた影響評価

稲森　悠平魏　晨旭（��������	
�）韓 国
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１４．１２．２５～１５．２．２８韓・日　ダイオキシン分析法の比較研究，新
規物質分析法の研究

鈴木　規之劉　載千（��������	
���）韓 国

１４．７．１～１５．３．２０温帯高山草原における炭素蓄積速度の測定と
評価

唐　　艶鴻李　載錫（����������	
）

１４．９．２５～１５．３．３１北太平洋における海洋の二酸化炭素吸収解析
および制限因子としての鉄との関係

野尻　幸宏����������	
���������スウェーデン

１４．９．２５～１５．３．３１海洋表層二酸化炭素観測統合データの利用に
よる太平洋・大西洋の比較研究

野尻　幸宏���������	
��
�


１３．２．１～１５．１．１２富栄養化が水圏生態系における有害藻類の増
殖および気候変動気体の代謝に及ぼす影響に
関する研究

稲森　悠平孫　麗偉（���������）中 国

１３．３．１～１５．２．２６中国遼河三角州における土地利用変化過程と
駆動因子に関する研究

田村　正行楊　翠芬（��������	
�）

１３．３．１～１４．６．５多元素・化学形態分析法の開発ならびに生物，
医学，環境試料への応用

柴田　康行鄭　建（��������	
）

１３．４．１～１５．３．３１長江流域からの環境負荷量推定に関する国際
共同研究

渡辺　正孝張　継群（��������	
�）

１３．７．９～１５．３．３１チベット高原草原生態系における生物気象環
境に関する研究

唐　　艶鴻古　松（�������）

１３．７．１０～１５．３．３１青海草原における個葉の光合成に及ぼす温度
と紫外線の複合影響に関する研究

唐　　艶鴻崔　驍勇（��������	�
�）

１３．７．１６～１５．３．３１砂漠化の植生指標に関する研究戸部　和夫高　永（��������）

１３．７．２７～１５．３．３１砂漠化回復手法の評価に関する研究清水　英幸鄭　元潤（��������	
��
）

１３．８．７～１５．３．３１ライダーおよび光学的計測手法による黄砂の
輸送の研究

杉本　伸夫陳　岩（��������）

１３．８．１７～１５．３．３１中国における���の有効性と持続的発展へ
の効果に関する国際交流研究

甲斐沼美紀子楊　宏偉（��������	
��）

１４．１．１７～１５．３．３１炭化水素の光化学反応による過酸化物の生成
過程の研究

畠山　史郎斉　斌（������）

１４．３．１９～１５．３．３１化学輸送モデルを用いたオゾンの輸送過程に
関する研究

秋吉　英治周　立波（��������	）

１４．３．２５～１５．３．２４廃棄物のライフサイクル管理とリサイクル方
策に関する研究

森口　祐一楊　建新（��������	
�	）

１４．３．２５～１５．３．３１アジア域における二酸化炭素の動態に関する
研究

向井　人史周　凌晞（��������	
�）

１４．７．１６～１５．３．３１����，�����放出抑制のための水生植物等を活
用した処理手法の運転操作・管理条件の確立
化に関する研究

稲森　悠平朱　南文（��������	�）

１４．１０．２～１５．３．３１風砂流が植物の生理生態に及ぼす影響の機構
解明および風砂流に対する植物の適応能に関
する研究

清水　英幸干　云江（����������	）

１４．９．３０～１５．３．３１衛星によるトレーサーデータと化学ラグラン
ジアンモデルを用いた，極域オゾン破壊に関
する研究

中島　英彰����������	
����ド イ ツ

１３．１０．１５～１５．３．３１光化学ラグランジアンモデルと気球観測デー
タを用いた極域成層圏化学に関する研究

中島　英彰���������	
�
�	�フ ラ ン ス

１４．１２．１～１５．３．３１エコロジカルサービス機能の���化に関する
研究

奥田　敏統���������	�
�マレーシア

１４．２．２５～１４．４．２５ロシアにおける経済改革が気候変動政策へ及
ぼす影響

西岡　秀三���������	
�
�ロ シ ア

１４．４．１～１５．３．３１光化学モデルを用いたオゾン層破壊の解明中根　英昭���������	
�������

１４．５．１６～１５．３．３１各エアロゾル成分の規定されたクロスセク
ション値を用いた����������Ⅱガス・エア
ロゾル同時算出アルゴリズム開発

中島　英彰����������	�
���



　④研究生
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

期　　間研　　究　　課　　題受入先氏　　　　　名国　　名

１４．３．２９～１５．３．３１����データによるエアロゾル特性の導出と
����＆�����Ⅱデータによる二酸化炭素混
合比の導出研究

横田　達也金　倫載（���������	
）韓 国

１４．５．１６～１５．３．３１ビスマスの土壌中動態に関する研究高松武次郎侯　紅（�����）中 国

１４．５．２９～１５．３．３１環境ホルモンの胎児期曝露が神経行動学的指
標に与える影響に関する研究

今井　秀樹許　暁彬（����������）

１４．１１．２７～１５．３．３１地球温暖化による中国の健康影響のモデル分析森田　恒幸宛　悦（�������）

１４．５．１６～１５．３．３１日本人小児の鉛曝露アセスメント田中　　敦���������������	ミャンマー
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

期　　間内　　　　容依　頼　元所　　　　属氏　　名派遣国名

１４．１１．３０～
１４．１２．７

�����サイエンスチーム会議出席及
び�����同期地上観測参加

（財）資源環境・観測
解析センター

社会環境システム研究
領域

松永　恒雄ア メ リ カ

１４．４．１５～
１４．４．２０

��������２００２年オゾンアセスメ
ント報告書第３章共著者会議出席

（株）ダイナックス都
市環境研究所

大気圏環境研究領域中根　英昭

１４．４．３～
１４．４．８

ボランティア観測船による海洋モニ
タリングワークショップ出席

北太平洋海洋科学機
構事務局・エクソン
バルティーズ号原油
漏出信託基金委員会

水土壌圏環境研究領域原島　　省

１５．３．９～
１５．３．１６

ストックホルム条約に係る第１回
�������専門家会合出席

環境省環境管理局循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

酒井　伸一

１４．１０．２１～
１４．１０．２７

�����������	�
��
��	������
�����������������	出席

イー・アンド・イー・
ソリュージョンズ
（株）

化学物質環境リスクセ
ンター

菅谷　芳雄

１４．７．２８～
１４．８．４

北極圏研究プロジェクト推進のため
のワークショップ出席

全米科学財団（国際
北 極 圏 研 究 セ ン
ター）

地球環境研究センター井上　　元

１４．１０．１４～
１４．１０．１９

太平洋域の炭素収支における太平洋・
大気��海洋システムの相互作用に関す
るワークショップ出席

全米科学財団地球環境研究センター井上　　元

１４．１０．１９～
１４．１１．３

先進的地質リモートセンシング短期
専門家（�����熱赤外センサー利用
技術）

国際協力事業団
（����）

社会環境システム研究
領域

松永　恒雄アルゼンチン

１４．１１．２７～
１４．１２．８

短期専門家（南米南部紫外線観測体
制強化）

国際協力事業団
（����）

環境健康研究領域小野　雅司

１４．１１．１０～
１４．１１．２３

短期専門家（南米南部オゾン層観測
体制強化）

国際協力事業団
（����）

大気圏環境研究領域長浜　智生

１４．５．２１～
１４．５．２４

���（���������	
��������������）�
３会合出席

国連環境計画
（����）

社会環境システム研究
領域

亀山　康子イ ギ リ ス

１４．１０．２６～
１４．１０．３１

第８回気候変動枠組条約締約国会合
（���８）出席

（財）地球環境戦略研
究機関（����）

理事西岡　秀三イ ン ド

１４．１０．２０～
１４．１１．１

第８回気候変動枠組条約締約国会合
（���８）出席

環境省地球環境局大気圏環境研究領域中根　英昭

１５．１．８～
１５．１２．２６

日本学術振興会オーストラリア科学・
学術派遣研究員としてマードック大
学派遣

日本学術振興会��２．５����研究プロ
ジェクト

松橋　啓介オーストラリア

１５．１．６～
１５．１．１１

����������シナリオ会合出席（財）地球・人間環境
フォーラム

社会環境システム研究
領域

増井　利彦オ ラ ン ダ

１５．１．７～
１５．１．１１

����������シナリオ会合出席（財）地球・人間環境
フォーラム

社会環境システム研究
領域

藤野　純一

１５．１．６～
１５．１．１１

����������シナリオ会合出席（財）地球・人間環境
フォーラム

大気圏環境研究領域野沢　　徹

１４．１２．２～
１４．１２．７

��������	�の日欧合同化学会議出
席

宇宙開発事業団大気圏環境研究領域杉本　伸夫

１４．４．９～
１４．４．２１

生物多様性条約締約国会議出席環境省自然環境局環境研究基盤技術ラボ
ラトリー

志村　純子

１４．１１．１７～
１４．１１．２３

����炭素貯留に関する専門家ワーク
ショップ出席（地球環境問題に関す
る状況調査）

（財）地球・人間環境
フォーラム

地球温暖化研究プロ
ジェクト

野尻　幸宏カ ナ ダ

１４．９．８～
１４．９．１５

生物多様性条約科学上及び技術上の
助言に関する補助機関専門家会合出
席

環境省自然環境局生物多様性研究プロ
ジェクト

椿　　宣高

１４．１１．１８～
１４．１１．２０

�����������	
���
��	�������
���
���������	��
�������������出席

（財）地球環境戦略研
究機関（����）

理事西岡　秀三韓 国

１５．１．２５～
１５．１．２７

国際ワークショップ「東アジア沿岸
水圏における地域環境問題��環境基準
と能力育成」講演

国際連合大学統括研究官森田　昌敏

１４．１１．１９～
１４．１１．２１

気候変動と持続可能な発展に関する
国際専門会合出席

韓国エネルギー経済
研究所

社会環境システム研究
領域

森田　恒幸

１４．１１．１０～
１４．１１．１３

日韓共同研修「淡水環境修復」モニ
タリング調査（統括）

国際協力事業団
（����）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

稲森　悠平
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国立環境研究所年報（平成１４年度）

期　　間内　　　　容依　頼　元所　　　　属氏　　名派遣国名

１４．１１．１０～
１４．１１．１３

日韓共同研修「淡水環境修復」モニ
タリング調査（技術指導）

国際協力事業団
（����）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

水落　元之韓 国

１４．６．１～
１４．６．１１

���電磁界プロジェクト第７回国際
諮問委員会出席及びわが国における
「電磁波と小児白血病の疫学調査結
果」の打合せ会議出席

文部科学省首席研究官兜　　眞徳ス イ ス

１４．４．１６～
１４．４．２２

第１９回����総会出席（地球環境問
題に関する状況調査）

（財）地球・人間環境
フォーラム

社会環境システム研究
領域

原沢　英夫

１５．３．２２～
１５．３．２９

���������	��
������������������
�����������	����
��������		����
�������������	�

���������	��������
���������	��
��
��
	�
	�������
�	
��������	
�������出席

国連環境計画
（����）

化学環境研究領域森田　昌敏

１５．３．２３～
１５．３．２９

���������	��
������������������
�����������	����
��������		����
�������������	�

���������	��������
���������	��
��
��
	�
	�������
�	
��������	
�������出席

国連環境計画
（����）

化学環境研究領域柴田　康行

１５．３．２２～
１５．３．２９

���������	��
������������������
�����������	����
��������		����
�������������	�

���������	��������
���������	��
��
��
	�
	�������
�	
��������	
�������出席

国連環境計画
（����）

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

鈴木　規之

１４．７．２９～
１４．８．２

第１２回地球温暖化アジア太平洋セミ
ナー講演

（財）地球環境戦略研
究機関（����）

理事西岡　秀三タ イ

１５．３．１５～
１５．３．２２

���　���������	２．１�����������	���
���������	�
���
�������������������
����２０�����������	��
��
�����
��出
席

�����������	

�����
�������������	��
��
�
�����������

理事西岡　秀三

１４．９．２９～
１４．１０．１

�����２００３第１回プログラム部会
出席

（財）国際エメックス
センター

水土壌圏環境研究領域渡辺　正孝

１４．６．３０～
１４．７．２

日中友好環境保全センターフェーズ３
運営指導調査団員（大気汚染）

国際協力事業団
（����）

化学環境研究領域西川　雅高中 国

１４．１０．０７～
１４．１０．２３

日中友好環境保全センターフェーズ３
短期専門家（黄砂分析・発生源解析）

国際協力事業団
（����）

化学環境研究領域西川　雅高

１５．２．１７～
１５．３．１

中国北西部生態系修復に関する第３
回専門家会合出席及び黄砂プロジェ
クトに関する現地調査

海外環境協力セン
ター

化学環境研究領域西川　雅高

１４．６．３０～
１４．７．４

日中友好環境保全センターフェーズ
３運営指導調査団員（化学物質対応）

国際協力事業団
（����）

化学環境研究領域伊藤　裕康

１４．１１．１２～
１４．１１．１６

日中友好環境保全センターフェーズ
３運営指導調査団員（団長・総括・室
内環境汚染）

国際協力事業団
（����）

化学環境研究領域伊藤　裕康

１５．３．１８～
１５．３．２３

日中友好環境保全センターフェーズ
３短期専門家（環境中ダイオキシン）

国際協力事業団
（����）

化学環境研究領域伊藤　裕康

１５．３．２５～
１５．３．３０

公害健康被害補償予防協会健康被害
予防事業「中国における大気汚染に
よる健康影響調査」に係る研究打合
せ及び現地調査

（社）環境情報科学セ
ンター

環境健康研究領域小野　雅司

１５．２．１２～
１５．２．２７

日中友好環境保全センターフェーズ３
短期専門家（黄砂レーザーライダー
解析）

国際協力事業団
（����）

大気圏環境研究領域杉本　伸夫

１４．１０．１３～
１４．１０．１７

公害健康被害補償予防協会健康被害
予防事業「中国における大気汚染に
よる健康影響調査」に係る研究打合
せ及び現地調査

（社）環境情報科学セ
ンター

��２．５����研究プロ
ジェクト

新田　裕史

１４．１０．２１～
１４．１０．２４

太湖水環境修復モデルプロジェクト
短期専門家（分散型生活排水の処理
技術）

国際協力事業団
（����）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

稲森　悠平

１４．１２．８～
１４．１２．１４

太湖水環境修復モデルプロジェクト
運営指導調査団員

国際協力事業団
（����）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

稲森　悠平

１４．５．１３～
１４．５．１７

���������	
�����������
��
������������	�
���������������
��������	�
�２���������������������
出席

����������	�
�����
������������	
���
���������	��
�

環境ホルモン・ダイオキ
シン研究プロジェクト

鈴木　規之中 国
（香　港）
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期　　間内　　　　容依　頼　元所　　　　属氏　　名派遣国名

１４．４．１４～
１４．５．１８

チリ国環境センター短期専門家（国
際研修コース開設支援）

国際協力事業団
（����）

社会環境システム研究
領域

乙間　末廣チ リ

１４．５．９～
１４．５．１９

チリ国環境センター短期専門家（光
化学反応２次生成物大気汚染（セミ
ナー講師及び研究助言））

国際協力事業団
（����）

��２．５����研究プロ
ジェクト

若松　伸司

１４．５．４～
１４．５．１６

チリ国環境センター短期専門家（特
定有害物質（砒素化合物）の形態分
析）および����（国連環境計画）環
境中化学物質のモニタリングのため
のグローバルネットワーク第１回ア
ドバイザリーグループ会合出席

国際協力事業団
（����）

化学環境研究領域柴田　康行チ リ ・
ス イ ス

１４．９．１７～
１４．９．２３

��������	
�������
	���	�
��������	�����
��	������
�����	
�����������	��
�����
��出席

世界保健機関
（���）

首席研究官兜　　眞徳ド イ ツ

１４．６．４～
１４．６．１６

気候変更枠組条約第１６回補助機関会
合（��１６）出席

環境省地球環境局社会環境システム研究
領域

亀山　康子

１４．５．１４～
１４．５．１８

「京都議定書：モデルは長期的な気候
影響について何を示唆するか」ワー
クショップ出席及び研究発表

カッセル大学社会環境システム研究
領域

増井　利彦

１４．４．２０～
１４．４．２７

�������������	
�専門家会議
出席

世界保健機関
（���）

環境健康研究領域藤巻　秀和

１４．６．４～
１４．６．９

ＩＰＣＣ影響評価のための気候シナ
リ オ に 関 す る タ ス ク グ ル ー プ
（�����）会合出席

（財）地球・人間環境
フォーラム

社会環境システム研究
領域

高橋　　潔フィンランド

１５．３．２０～
１５．３．３１

ブラジル国生活排水の処理技術在外
技術研修講師（生活排水処理技術）

国際協力事業団
（����）

循環型社会形成推進・廃
棄物研究センター

水落　元之ブ ラ ジ ル

１４．９．３０～
１４．１０．１１

������������	�	会議出席及び
熱帯林に関する研究打合せ

（財）地球・環境人間
フォーラム

生物圏環境研究領域奥田　敏統ブラジル・
ア メ リ カ

１４．１１．４～
１４．１１．１０

「環境に悪い補助金に関するワーク
ショップ」出席及び発表と研究打合
せ

経済協力開発機構社会環境システム研究
領域

日引　　聡フ ラ ン ス

１４．１１．４～
１４．１１．９

「第３４回化学品委員会と化学品ワー
キングパーティーの合同委員会」出
席

環境省環境保健部化学物質環境リスク研
究センター

白石　寛明

１４．５．２８～
１４．６．２

１４����������	
������	�������	���
����������	�
�������	
������������
��������	�
������������出席

（株）三菱化学安全科
学研究所

化学物質環境リスク研
究センター

菅谷　芳雄

１４．６．２３～
１４．６．２７

非ダイオキシン様���のリスク評価
の戦略、評価文書の作成スケジュー
ル，執筆者を決定する会合出席

欧州連合・世界保健
機関（���）

環境健康研究領域遠山　千春ベ ル ギ ー

１４．６．６～
１４．６．１５

メキシコ環境研究研修センター短期
専門家

国際協力事業団
（����）

��２．５����研究プロ
ジェクト

若松　伸司メ キ シ コ

１４．１０．１７～
１４．１０．２８

������プロジェクト参加並びに
����環境政策レビューの実施

環境省地球環境局��２．５����研究プロ
ジェクト

若松　伸司

１４．１０．４～
１４．１０．１０

第１０回������会議出席および
���������シンポジウム出席・発表

���������国際共同研究官清水　英幸ロ シ ア

１４．４．２４～
１４．４．２７

「原子力に関する長期エネルギーシナ
リオのレビュー」国際ワークショッ
プ出席及び研究発表

国際連合社会環境システム研究
領域

藤野　純一



（６）表　彰　等
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受賞年月日受�賞�内�容賞�の�名�称所　　属氏　　名

１４．３．２８大気エアロゾルの計測手法とその
環境影響評価手法に関する研究
中国北東地域で発生する黄砂の三
次元的輸送機構と環境負担に関す
る研究

中国環境科学学会長賞化学環境研究領域西川　雅高

１４．５．２４環境共生都市の都市空間形態に関
する研究

日本都市計画学会
論文奨励賞

大気中微小粒子状物質
（��２．５）・ディーゼル
排気粒子（���）等の
大気中粒子状物質の動
態解明と影響評価プロ
ジェクトグループ
交通公害防止研究チー
ム

松橋　啓介

１４．６．４試料平均化採取・�����による揮
発性有害大気汚染物質自動車分析
装置の開発

日本環境化学会
第１１回環境化学技術賞

統括研究官森田　昌敏

化学環境研究領域田邊　　潔

１４．６．２８下水道台帳データベースと細密数
値情報を利用した分布型�モデル
による都市雨水流出解析

日本下水道協会奨励賞社会環境システム研究
領域

肱岡　靖明

１４．７．１７気候変動下における水資源問題の
評価
－���計算により得られる気候
の年々変動を考慮して－

土木学会地球環境委員会
地球環境論文賞

社会環境システム研究
領域

原沢　英夫

高橋　　潔

１４．７．１７環境に対する価値観と環境保全行
動の関連に関する国際比較研究

環境科学会奨励賞社会環境システム研究
領域

青柳みどり

１４．１０．１０モノテルペンとオゾン反応により
生成するエアロゾル

��������	
����
	�����
��������	
������２００２

化学環境研究領域横内　陽子

１４．１１．２０脳機能発現の代謝機構解明の超高
磁場における多核種多チャンネル
����測定システムの構築

武田研究奨励賞優秀賞内分泌かく乱化学物質
及びダイオキシン類の
リスク評価と環境管理
プロジェクトグループ

三森　文行



（７）主要プロジェクト・プログラムのフォーカルポイント等の担当状況
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��������	
つくば
※����（���������	�
���	������������������	�：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

プログラム等の名称

１９９１年５月，地球環境研究センター内に設立。発 足 年 度

　����が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・
多様なデータを統合し，世界中の研究者や政策決定者へ提供すること，環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として，１９８５年，����の一部として設立。１９９１年５月には，地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い，����管理理事会の決定によって����は����から独立した����
の独立機関となった。

概 要

　�����つくばの設立に関して，����と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは，以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において，����の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを����データとして提
供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また，この分野にお
ける����データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　山形与志樹担 当

���������	
���：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクトプログラム等の名称

１９７７年度より開始。当初は国立公衆衛生院が担当（１９７９からデータ提供）　���������は１９９４年（リ
ファレンスラボラトリー業務は１９９３年）から担当している。

発 足 年 度

　国連環境計画（����）と世界保健機関（���）などの国連専門機関が中心となり，地球環境監視お
よび人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために，１９７４年に����が設立され，１９７６年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（��������	
）が発足し，世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

概 要

　地球環境研究センターが我が国の窓口となり，①ナショナルセンター業務，②リファレンス�ラボラト
リー事業，③摩周湖ベースラインモニタリング，④霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実担 当

��������２０００����������	��プログラム等の名称

１９９９発 足 年 度

　アジアオセアニア地域の１１カ国（経済地域を含む）の研究機関が協働で同地域の生物多様性研究と情
報共有の機構構築にとりくむための研究ネットワーク。
　各国の生物多様性クリアリングハウスメカニズム，分類学・生態学研究機関，博物館・大学・研究所
の生物多様性研究者により，（１）生物種・生息地・分類群研究専門家のインベントリを構築する，（２）
情報の電子化と共有化を行うためのデータベース開発，ソフトウエア開発を行う，（３）生物多様性に関
する総合的な解析を行うためソフトウエア開発とこれを用いた研究活動の実施，等を行う。

概 要

　事務局を運営し，国際プログラム（�������２０００���������������	
�����等）と連携・調整しつつ，
年１回分類群または適時性のある課題について研究フォーラムを開催し，研究内容の公表を促進するほ
か，データベース化に必要なツール開発，微生物に関する標準学名情報データベースの構築・更新，
データサーバーならびに公開用の���サーバーを構築している。

国 環 研 の 役 割

議　長　生物圏環境研究領域長　渡邉　信
事務局　環境研究基盤技術ラボラトリー　志村純子

担 当

アジアライダー観測ネットワーク（����������	�
���	�����������	�）プログラム等の名称

１９９９年発 足 年 度

　ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。����の��������
（����������	��
�������
�������
���������������	
�������	�）のライダーワーキンググループを兼ね
る。観測情報，観測データの交換および公開。日本，韓国，中国の研究グループが参加。

概 要

　ネットワーク観測および���������ライダーワーキンググループの取りまとめ。リアルタイムデータ
の交換，公開のための���ページの運用。
（����������	
����
	
���８０９４���������）

国 環 研 の 役 割

大気圏環境研究領域遠隔計測研究室長　杉本伸夫
　（清水　厚：���ページの運用）

担 当
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����������地球環境変動の制度的側面プログラム等の名称

２０００年発 足 年 度

　気候変動枠組み条約，京都議定書などの地球環境変動レジームの形成に関する研究概 要

　国際研究推進委員国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター　山形与志樹担 当

��������	
���プログラム等の名称

１９７４年発 足 年 度

　環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で，国連環境計画（����）によって設立され，
各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

概 要

　ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）国 環 研 の 役 割

�������：環境情報センター長　松井佳巳
���������	
����	（担当）：環境情報センター情報管理室

担 当

日中韓三ヶ国環境大臣会合ホームページ（����ウェブサイト）運営プログラム等の名称

２０００年度発 足 年 度

　日中韓三ヶ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を���上に掲載，三
カ国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし，これらの情報をシェアする。

概 要

　フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境協力室と密接に連絡）国 環 研 の 役 割

環境情報センター情報整備室長　白井邦彦担 当

�����������	�
���	�����（���）プログラム等の名称

２００１発 足 年 度

　生物多様性条約締約国会議の決議により，締約国は各国に分類学イニシアティブのナショナルフォー
カルポイントを設置し，国および地域の分類学の振興をはかり，分類学情報の構築と共有化を実施する。
このために必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，ツール開発，をは
じめ，国際協働をとり行う。

概 要

　ナショナルフォーカルポイント
　研究活動をとおして，���に必要な，国内，アジアオセアニア地域における調査，データベース開発，
ツール開発，をはじめ，国際協働を執り行う。
　���調整機構会議，および関連する専門家会合等に出席し，国際間の連携と調整に協力する。

国 環 研 の 役 割

���調整機構会議アジアオセアニア地域代表者
ナショナルフォーカルポイント
生物圏環境研究領域長　渡邉　信

担 当

��������ネットワークプログラム等の名称

２０００年度発 足 年 度

　アジア地域における陸上生態系のフラックス観測に係わるネットワーク。今後は，ネットワークのア
ジア地域への拡大を図るとともに，観測技術やデータベースの開発等を進め，アジア地域におけるフ
ラックス観測研究の連携をより強めていくこととしている。

概 要

　事務局として，観測ネットワークの運用とともに，ホームページを開設し，国内外の観測サイト情報
やニュースレター等による情報発信を行う。また，苫小牧フラックスリサーチサイトにおいて，技術開
発拠点としての役割を担う。

国 環 研 の 役 割

地球環境研究センター総括研究管理官　井上　元
　　　　　　　　　　　　研究管理官　藤沼康実

担 当
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有害紫外線モニタリングネットワークプログラム等の名称

２０００年度発 足 年 度

　地上への紫外線到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ，様々な形
でその成果を広く活用することを目指し，各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点をネッ
トワーク化し，有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
　ネットワークは，国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６箇所を中心に，１４機関の自発的
な参加を得て発足し，現在データ収集，精度確保のためのキャリブレーションの実施，運営委員会及び
担当者会議による技術検討を行っている。

概 要

・ネットワークの事務局としての役割
・����の観測拠点が，ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析，評価に関して，技術的に先導していく役割

国 環 研 の 役 割

環境健康研究領域疫学・国際保健研究室長　小野雅司
地球環境研究センター研究管理官　藤沼康実

担 当
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平成１４平成１３平成１２平成１１平成１０平成９平成８区分　　　　　　　　　　年度末現在

２２２２２２２出願中
特　 許　 権

外　国

４４４３２２２所　有

４０４０３４２６２８２９２６出願中
特　 許　 権

国　内

４０３７３５３７３６３１３１所　有

１１１５６６８出願中
実用新案権

３４６６６６６所　有

００００００１出願中
意　 匠　 権

３３３３３３０所　有

０１０００００出願中
商 標 権

１００００００所　有



８．研究活動に関する成果普及，広報啓発の状況

（１）研究所行事及び研究発表会，セミナー等活動状況

　１）研究所

　１．研究所行事

　　　国立環境研究所公開シンポジウム２００２　－環境研究　温故知新－

　　　開催日：平成１４年６月１９日（水）　場所：東京メルパルクホール（東京都港区芝公園２�５�２０）

　２．国立環境研究所セミナー

　　　題目：「俳句と自然」　発表者：有馬　朗人

　　　開催日：平成１４年９月３日（火）　場所：国立環境研究所地球温暖化棟交流会議室

　３．１８回全国環境研究所交流シンポジウム

　　　開催日：平成１５年２月１９日（水），２０日（木）　場所：国立環境研究所大山記念ホール
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所　　　属発　表　者題　　　　　　　　　　　　　　目

国立環境研究所　理事長合志　陽一開会挨拶

環境省環境研究技術室長徳田　博保来賓挨拶

研究発表

埼玉県環境科学国際センター村山　清史　（１）自治体における廃棄物・リサイクル研究

国立環境研究所大迫　政浩　（２）不法投棄問題解決への研究的アプローチ

千葉県環境研究センター原　　　雄　（３）不法投棄現場の把握と実態

国立環境研究所井上　雄三　（４）循環型社会における廃棄物最終処分場の役割と課題

北九州市環境科学研究所大庭　俊一　（５）海面埋立における浸出水循環法の適用可能性と内水池の硫
　　　　化水素発生防止対策技術の検討

国立環境研究所森口　祐一　（６）地域レベルにおける循環の指標

三重県科学技術振興センター高橋　正昭　（７）下水処理汚泥からのリン回収と資源化に関する試み

国立環境研究所野馬　幸生　（８）���の処理技術と分解メカニズム

広島県保健環境センター岡本　　拓　（９）���汚染土壌からの溶出と処理対策例

福岡県保健環境研究所永瀬　　誠　（１０）プラスチック廃棄物中の有害化学物質の定量

国立環境研究所寺園　　淳　（１１）ごみ処理計画策定時の評価項目について

神奈川県横須賀三浦地区行政セン
ター

安田　憲二　（１２）廃棄物の処理計画とその実効性について－ごみ処理の広域
　　　　化計画，廃棄物処理計画を例として－

パネルディスカッション　廃棄物・リサイクル研究の今後について
　司会，　　　　　酒井　伸一（国立環境研究所）；
　パネラー，　　　貴田　晶子（国立環境研究所）；
　　　　　　　　原　　　雄（千葉県環境研究センター）；
　　　　　　　　小野　雄策（埼玉県環境科学国際センター）；
　　　　　　　　横山　尚秀（神奈川県環境科学センター）；
　　　　　　　　占部　武生（東京都環境科学研究所）；
　　　　　　　　山本　　攻（大阪市環境科学研究所）；
　　　　　　　　岡　　正人（岐阜県保健環境研究所）

国立環境研究所　理事浜田　康敬閉会挨拶

発　表　者題　　　　　目

合志　陽一

高松武次郎
佐竹　研一
柴田　康行

稲森　悠平
田村　憲治
増井　利彦
浜田　康敬

開会挨拶　　　　「繰り返すべきこと，繰り返してはならぬこと」
第一セッション　「地球環境の古きをたずねて」　司会：彼谷　邦光
　　　　　　　　「バイカル湖－地球環境変動の歴史を映す魔境－」
　　　　　　　　「樹木が語る地球環境汚染史－数百年を生きた巨木の証言－」
　　　　　　　　「年代を測る－過去の環境変化の記憶を求めて－」
昼食およびポスターセッション
第二セッション　「人間社会の未来を拓く」　司会：森田　恒幸
　　　　　　　　「国際的水環境の修復－バイオ・エコエンジニアリングという技術－」
　　　　　　　　「中国における大気汚染による健康影響－日本の経験をどう活かすか－」
　　　　　　　　「現代文明最大のジレンマ－環境と経済の両立－」
閉会挨拶
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環境省

西岡秀三，森田昌敏，中杉修身，
酒井伸一

中央環境審議会専門委員　大臣官房総務課

森田恒幸廃棄物処理対策研究審査委員会委員　大臣官房廃棄物・リサ
イクル対策部

森口祐一産業廃棄物税に関する検討会委員

大迫政浩中央環境審議会専門委員

酒井伸一中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会専門委員

森田昌敏，酒井伸一，井上雄三，
中杉修身

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会廃棄物処理基準等専門委
員会委員

井上雄三，中杉修身次世代廃棄物処理技術基盤整備事業審査委員会委員

森田昌敏，中杉修身廃棄物処理対策研究審査委員会委員

西岡秀三廃棄物処理等科学研究企画委員会委員

酒井伸一���廃棄物処理事業評価検討会委員

中杉修身疫学研究に関する審査委員会委員　総合環境政策局

西岡秀三環境研究技術の推進に関するワーキンググループ検討員

森口祐一事業者の環境パフォーマンス指標に関する検討会委員

森口祐一，渡辺正孝，若松伸司大気・水・環境負荷分野の環境影響評価技術検討会検討員

森田恒幸中央環境審議会専門委員

西岡秀三中央環境審議会総合政策部会環境研究技術専門委員会専門委員

乙間末広特定調達品目検討会委員

合志陽一独立行政法人国立環境研究所に追加して出資する財産に係る評価
委員

森田昌敏，柴田康行，鈴木規之，
酒井伸一，中杉修身

����対策検討会委員　総合環境政策局環境
保健部

青木康展，五箇公一中央環境審議会臨時委員

鈴木規之，鈴木　茂，中杉修身，
白石寛明

化学物質環境汚染実態調査物質選定検討会委員

森田昌敏，遠山千春内分泌攪乱化学物質問題に関する国際シンポジウムプログラム検
討会委員

柴田康行，平野靖史郎，
米元純三，白石寛明，青木康展，
五箇公一，菅谷芳雄

化学物質審査検討会委員

森口祐一，小野雅司，新田裕史環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委員

中杉修身，菅谷芳雄生態影響評価検討会委員

森田昌敏，遠山千春内分泌攪乱化学物質問題検討会委員

菅谷芳雄生態影響���評価委員

西岡秀三，亀山泰子京都メカニズムに関する検討会委員　地球環境局

森口祐一温室効果ガス排出量算定方法検討会，インベントリ��，エネル
ギー・工業プロセス分科会，廃棄物分科会委員

中根英昭温室効果ガス排出量算定方法検討会���等３ガス分科会委員

西岡秀三温室効果ガス排出量算定方法検討会委員，インベントリ��委員

山田正人温室効果ガス排出量算定方法検討会廃棄物分科会委員

村野健太郎酸性雨対策検討会（検討会本会）（大気分科会）委員

佐竹研一酸性雨対策検討会（検討会本会）委員

高松武次郎酸性雨対策検討会（生態影響分科会）委員

畠山史郎，清水英幸酸性雨対策検討会（大気分科会）（生態影響分科会）

福山　力酸性雨対策検討会（大気分科会）委員

森田恒幸，渡邉　信，井上　元地球環境企画委員会第１研究分科会事前評価専門部会委員

森田昌敏未査定液体物質査定検討会委員

植弘崇嗣，大坪国順インドネシア地方環境管理システム強化プロジェクト国内支援委
員会設置に係る国内委員
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小野雅司，中根英昭，今村隆史，
青木康展

成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会及び環境影響分科
会委員

森田昌敏，伊藤裕康，鈴木規之，
櫻井健郎

ダイオキシン類環境測定・調査受注資格審査検討会委員　環境管理局

田邊　潔中央環境審議会大気部会排出抑制専門委員会専門委員

森田昌敏環境測定分析検討会委員

森口祐一，小林伸治大気シュミレーション用自動車排出ガスインベントリ検討会委員

田邊　潔大気汚染に係る重金属等により長期暴露影響調査検討会，疫学
ワーキング，大気環境評価ワーキンググループ委員

森田昌敏大気汚染に係る重金属等による長期暴露影響調査検討会および大
気環境評価ワーキンググループ委員

渡辺正孝，鈴木規之中央環境審議会専門委員　環境管理局水環境部

田邊　潔，安原昭夫，川本克也ダイオキシン類未規制発生源調査検討会委員

森田昌敏度水生生物保全水質検討会委員

川本克也，中杉修身低コスト・低負荷型土壌汚染調査対策技術検討会委員

白石寛明，菅谷芳雄農薬環境懇談会委員

白石寛明農薬登録保留基準設定技術検討会委員

渡邉　信，奥田敏統自然環境保全基礎調査検討会検討員　自然環境局

渡邉　信野生生物保護対策検討会委員

内閣官房

森田昌敏ダイオキシン類・環境ホルモン対応評価・助言会議委員　内閣内政審議室

内閣府

西岡秀三総合科学技術会議専門委員

森田昌敏，白石寛明化学剤等分析検討チーム委員　大臣官房遺棄化学兵
器処理担当室

横内陽子極地研究連絡委員会委員

森田昌敏荒廃した生活環境の先端技術による回復研究連絡委員会員

志村純子情報学研究連絡委員会委員

原沢英夫，大坪国順地球環境研究連絡委員会委員

渡邉　信微生物学研究連絡委員会委員

西岡秀三運営審議会附置持続可能な社会に向けた新しい科学と技術国際会
議実行委員会委員

大坪国順����シンポジウム実行委員会委員

原沢英夫生態・環境生物学研究連絡委員会委員

総務省

小林隆弘環境保健学研究連絡委員会委員　日本学術会議事務局

文部科学省

合志陽一，彼谷邦光革新技術活性化委員会委員

西岡秀三科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会臨時委員　科学技術・学術政策局

浜田康敬科学技術・学術審議会専門委員（技術士分科会）

森口祐一，安原昭夫革新技術活性化委員会フォローアップ部会委員

森口祐一革新技術活性化委員会ワーキンググループ委員

合志陽一宇宙３機関・産業界等宇宙開発利用推進会議委員　研究開発局

笹野泰弘宇宙３機関・産業界等宇宙開発利用推進会議幹事会構成員

森田恒幸科学技術・学術審議会専門委員（研究計画・評価分科会）

杉本伸夫科学技術振興調整費「送風ダストの大気中への供給量評価と機構
への影響に関する研究」研究運営委員

井上　元成層圏プラットフォーム開発協議会地球観測部会委員

合志陽一科学技術・学術審議会専門委員　研究振興局

渡邉　信科学技術振興調整費総合研究「生殖系列細胞を用いた希少動物種
の維持・増殖法の開発に関する基盤研究」研究推進委員会委員

土井妙子環境安全審議委員会委員　高エネルギー加速器
研究機構
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合志陽一高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所評議員

米田　穣国際日本文化研究センター共同研究員　国際日本文化研究セ
ンター

神沢　博国立極地研究所専門委員会委員　国立極地研究所

原島　省国立極地研究所南極圏環境モニタリング研究センター運営委員会
委員

井上　元国立極地研究所北極科学研究推進特別委員会委員

神沢　博，町田敏暢国立極地研究所特別共同研究員

原島　省国立極地研究所南極圏環境モニタリング研究センター運営委員会
委員

森田恒幸総合地球環境学研究所運営協議員　総合地球環境学研究所

杉本伸夫，松井一郎，日暮明子総合地球環境学研究所共同研究員

合志陽一総合地球環境学研究所評議員

志村純子科学技術専門家ネットワーク専門調査委員　科学技術政策研究所
科学技術動向研究セ
ンター

合志陽一，兜　眞徳専門調査員

阿部重信つくば���運用管理委員会委員　研究交流センター

国土交通省

渡辺正孝海域利用技術開発懇談会委員会　国土交通省港湾局

中杉修身今後の地下水利用のあり方に関する懇談会委員　国土交通省土地・水資
源局

森田恒幸東京都環状道路有識者委員会委員　国土交通省関東地方
整備局

白石寛明さがみ縦貫危険物処理に関する有識者委員会員

野沢　徹「２１世紀のアジアの水資源変動予測」研究運営委員会委員　気象庁気象研究所

経済産業省

中杉修身化学物質審議会臨時委員　経済産業省製造産業局

酒井伸一産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサ
イクルワーキンググループ許可基準等関係検討タスクフォース
臨時委員

農林水産省

稲森悠平諫早湾干拓調整池等水質委員会委員　九州農政局

村野健太郎第２期酸性雨等森林衰退モニタリング事業検討会委員　林野庁

厚生労働省

今井章雄水道関連調査研究検討会委員　厚生労働省健康局水
道課

酒井伸一内分泌かく乱化学物質の健康影響に関する検討会委員　厚生労働省医薬局

森田昌敏国立医薬品食品衛生研究所所内研究評価委員会委員　国立医薬品食品衛生
研究所

青木康展水域環境における内分泌かく乱化学物質の次世代への影響評価法
確立に関する分子遺伝学的研究委員

国立大学

兜　眞徳非常勤講師（統合・衛生・公衆衛生）　北海道大学

田村正行併任教授（衛星画像を利用した研究）　東北大学

水落元之非常勤講師（地球環境工学）　茨城大学

唐　艶鴻非常勤講師（バイオシステム学　特講Ⅱ）　筑波大学

稲森悠平非常勤講師（生態系利用工学）

青野光子非常勤講師（生物に学ぶ－生き物のふるまいに見る戦略・戦術－）

稲森悠平非常勤講師（生物機能科学特別講座Ⅳ）

青木康展非常勤講師（総合科目　先端科学・技術と人間）

青木陽二非常勤講師（都市・地域・環境を探る）

遠山千春，小林隆弘併任教授（医学特殊研究「環境生理学�）

笠井文絵併任教授（水圏環境生物学特論）
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若松伸司，畠山史郎併任教授（地域大気汚染学「気候学・気象学�）

高野裕久，野原惠子併任教授（地球環境保健学）

中杉修身，田村正行併任教授（特別演習，都市・環境システム）

持立克身併任助教授（環境生理学，環境保健学）

河地正伸併任助教授（水圏環境生物学特講）

菅田誠治併任助教授（地域大気汚染学「気候学・気象学」）

今井秀樹併任助教授（地球環境保健学）

水落元之非常勤講師（環境アセスメント）　埼玉大学

田村憲治非常勤講師（基礎保健学Ⅲ）　千葉大学

今井秀樹，平野靖史郎，
青木康展

非常勤講師（公衆衛生学）

矢部　徹非常勤講師（生命科学）

畠山史郎，野沢　徹非常勤講師（大気科学）

五箇公一非常勤講師（地球環境の行方を探る）

平野靖史郎，青木康展併任教授（環境物質学）

高松武次郎併任教授（環境分析学）

大迫誠一郎併任助教授（環境生体制御学）

渡邉　信千葉大学真菌医学研究センター運営協議会委員　千葉大学真菌医学研
究センター

森田昌敏非常勤講師（衛生学）　東京大学

森口祐一，堀口敏宏非常勤講師（環境システム学総論Ⅱ）

新田裕史非常勤講師（環境保健学）

一ノ瀬俊明非常勤講師（自然環境保護論）

山形与志樹非常勤講師（実現型プロジェクト）

兜　眞徳，米元純三非常勤講師（人類生態学特論Ⅱ）

原沢英夫非常勤講師（生物環境情報工学特別講義）

椿　宜高併任教授（生圏システム学専攻連携併任講座）

渡辺正孝併任教授（農学国際専攻連携併任講座）

神沢　博東京大学気候システム研究センター運営委員会委員　東京大学気候システ
ム研究センター

田村正行，上原　清研究員（非常勤）　東京大学生産技術研
究所

井上　元陸域生態系モデルパラメタリゼーション研究運営委員会委員

谷本浩志，井上　元科学技術振興調整費「高度質量分析技術による大気環境計測器開
発」研究運営委員会委員

　東京大学先端科学技
術研究センター

鈴木　明非常勤講師（公衆衛生学Ⅰ）　東京農工大学

山田正人非常勤講師（循環資源の地域流通）　東京工業大学

渡辺正孝非常勤講師（生態環境工学）

森田昌敏非常勤講師（総合科目�「現代科学・技術と安全性�）

高橋　潔非常勤講師（地球環境と経済発展のモデリング）

森田恒幸併任教授（計画理論講座計画支援数理分野）

日引　聡，増井利彦併任助教授（計画理論講座計画支援数理分野）

青野光子併任助教授（広域生体機能工学講座）

大迫政浩併任助教授（自然環境講座）

合志陽一東京工業大学大学院総合理工学研究科外部評価委員

�刀正行非常勤講師（環境化学）　東京工業大学高等専
門学校

青木康展非常勤講師（衛生学）　東京医科歯科大学

一ノ瀬俊明非常勤講師（地球環境学特殊講義・地球環境論特殊講義）　お茶の水女子大学

稲森悠平非常勤講師（地球環境工学，湖の環境問題）

�刀正行非常勤講師（環境科学特論Ⅰ）　山梨大学

遠山千春非常勤講師（環境保健「環境毒性学概論」）　山梨医科大学
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酒井伸一非常勤講師（生物資源開発学特論）　信州大学

村野健太郎非常勤講師（自然環境科学特論�）　新潟大学

渡辺正孝非常勤講師（生物地球環境科学特別講義「沿岸生態系の保全�）　静岡大学

神沢　博非常勤講師（大気中の物質輸送）　名古屋大学

兜　眞徳非常勤講師（環境リスク論）

渡辺正孝非常勤講師（地圏環境総合プロジェクト）

椿　宜高非常勤講師（電子物性学特別講義）

畠山史郎���分科会トレーニング・コース��委員会委員　名古屋大学地球水循
環研究センター

森田昌敏難処理人工物研究センター研究懇談会委員　名古屋大学難処理人
工物研究センター

遠山千春非常勤講師（高齢医学）　岐阜大学

今井秀樹非常勤講師（地域環境学特講）　京都教育大学

遠山千春非常勤講師（環境衛生学）　京都大学

酒井伸一非常勤講師（有害廃棄物管理工学特論・環境保全概論）

今村隆史併任助教授（大気光化学研究指導）

椿　宜高京都大学生態学研究センター運営委員会委員　京都大学生態学研究
センター

増井利彦非常勤講師（環境経済学）　大阪大学

中島英彰非常勤講師（環境基礎科学特論）　神戸大学

井上　元非常勤講師（地球環境問題を考える）　広島大学

松永恒雄，矢部　徹島根大学汽水域研究センター協力研究員　島根大学汽水域研究
センター

柴田康行，�刀正行，堀口敏宏，
原島　省，中村泰男

愛媛大学沿岸環境科学研究センター客員研究員　愛媛大学沿岸環境科
学研究センター

安原昭夫非常勤講師（環境科学概論）　徳島大学

遠山千春非常勤講師（環境保健学）　高知医科大学

中杉修身非常勤講師（化学と環境）　熊本大学

横田達也非常勤講師（地球惑星科学特論・電波計測工学）　鹿児島大学

白石寛明併任教授（陸水生態系部門）

地方公共団体

兜　眞徳，若松伸司「エコフロンティアかさま」環境保全委員会委員　茨城県

井上　元茨城県環境基本計画改定小委員会委員

若松伸司，中杉修身，高村典子，
井上　元

茨城県環境審議会委員

森田恒幸茨城県地球温暖化防止活動推進員

兜　眞徳，若松伸司茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員

宮下　衛中沢水辺環境整備懇談会委員

藤巻秀和，森田恒幸，稲森悠平平成１４年度茨城県環境アドバイザー

村上正吾涸沼水質浄化対策検討委員会委員

宮下　衛涸沼宮前地区ヒヌマイトトンボ生息地保全対策検討会委員

高村典子茨城県希少野生動植物保護指針策定検討委員会委員

甲斐沼美紀子千葉市環境審議会委員　千葉市

森田恒幸東京都環境審議会委員　東京都

中杉修身東京都廃棄物審議会委員

森田昌敏東京都環境保健対策専門委員会化学物質保健対策分科会委員　衛生局

森田昌敏母乳中ダイオキシン類濃度調査検討委員会委員

高木宏明，井上雄三東京都環境科学研究所運営委員会研究評価部会委員　環境科学研究所

若松伸司ディーゼル車排出ガスと花粉症の関連に関する調査委員会ディー
ゼル車排出ガス関連環境調査部会員

　環境局

新田裕史東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員

中杉修身東京都廃棄物審議会委員
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森田昌敏将来リスク低減検討会委員

小林伸治浮遊粒子状物質削減対策検討会委員

森田昌敏母乳中化学物質等検討委員会委員　健康局

森田昌敏東京都危害防止対策専門助言員　生活文化局消費生活部

川本克也新ごみ処理施設整備基本計画検討委員会委員　三鷹市調布市

中杉修身日産跡地土壌・地下水浄化対策監修委員　杉並区

竹中明夫非常勤講師（生態学特論）　東京都立大学

川本克也神奈川県科学技術会議研究推進委員会委員　神奈川県

川本克也神奈川県環境影響審査会委員

若松伸司，川本克也神奈川県環境影響評価審査会委員

川本克也神奈川県環境科学センター研究推進委員会委員

森口祐一神奈川県自動車排出窒素酸化物総量削減計画策定協議会専門委員

川本克也神奈川県廃棄物処理施設専門家委員会委員

原沢英夫神奈川県環境科学センター研究推進委員会委員　環境科学センター

中杉修身神奈川県化学物質等環境保全対策委員会委員　環境農政部

新田裕史��２．５動物曝露実験調査検討委員会委員　横浜市

川本克也，中杉修身横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員

山田正人神明台処分地跡地暫定利用検討委員会委員　環境事業局

亀山康子鎌倉市まちづくり審議会委員　鎌倉市

川島康子鎌倉市廃棄物減量化及び資源化審議会委員

若松伸司，川本克也黒須田川流入水路等ダイオキシン類対策専門家会議委員　川崎市

川本克也川崎市仮称リサイクルパークあさお建設事業に関するごみ焼却方
式選定委員

川本克也川崎市環境影響評価審議会委員

森口祐一，新田裕史川崎市道路沿道大気汚染個人曝露量把握手法開発検討委員会委員

川本克也川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員

森口祐一，新田裕史浮遊微粒子（２．５ミクロン）の調査検討のあり方に関する委員会
委員

原沢英夫とやま２１世紀水ビジョン推進会議専門委員会（地球温暖化）委員　富山県

原沢英夫富山県環境基本計画研究会委員

木幡邦男富山県環境審議会水質専門部会専門員

陶野郁雄富山県環境審議会地下水専門部会専門員

鈴木規之富山県環境審議会土壌専門部会専門員

鈴木規之，木幡邦男富山県環境審議会専門部会専門員

井上雄三，中杉修身富山県富岩運河等ダイオキシン類対策検討委員会委員

木幡邦男富山湾水質保全研究会委員

西川雅高，今井章雄富山県環境科学センター客員研究員　環境科学センター

稲森悠平アオコ対策技術検討委員会委員　福井県衛生環境研究
センター

井上雄三，中杉修身福井県民間最終処分場技術検討委員会委員　福祉環境部

合志陽一山梨県環境科学研究所課題評価委員会委員　山梨県環境科学研究所

青柳みどり長野県環境審議会水道水源ダム湖に係る水質保全目標設定専門委
員会委員

　長野県

青柳みどり長野県環境審議会第３次長野県水環境保全総合計画策定専門委員　生活環境部

西岡秀三岐阜県県政顧問　岐阜県

木幡邦男浜名湖浄化技術研究会アドバイザー会員　静岡県環境森林部

西川雅高硝酸性窒素等負荷軽減総合対策推進事業連絡調整委員会委員　環境部

宮下　衛ヒヌマイトトンボ保護検討委員会委員　細江町

中杉修身名古屋市土壌及び地下水汚染対策検討委員会委員　愛知県名古屋市

渡邉　信，高村典子生態学琵琶湖賞選考委員会委員　滋賀県

酒井伸一京都市廃棄物減量等推進審議会部会委員　京都府京都市
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高野裕久非常勤講師（研究指導）　京都府立医科大学

鈴木規之ダイオキシン類に関する環境対策検討委員会汚染土壌浄化技術専
門部会専門委員

　大阪府

藤沼康実非常勤講師（環境汚染論）　大阪府立大学

酒井伸一ダイオキシン類対策検討委員会委員　兵庫県

森田昌敏，中杉修身馬潟工業団地周辺ダイオキシン調査対策検討会議委員　島根県

野馬幸生非常勤講師（環境動態学特論）　広島県立広島女子大学

中杉修身豊島廃棄物等技術委員会委員　香川県

堀口敏宏北九州市における外因性内分泌攪乱化学物質の野生生物に与える
影響に関する検討委員会（環境ホルモン北九州委員会）委員

　福岡県北九州市

特殊法人

井上　元宇宙開発事業団オゾン・温室効果気体観測衛星（�������）プ
ロジェクト評価委員

　宇宙開発事業団

合志陽一地球フロンティア研究システム運営委員会委員　宇宙開発事業団・海洋
科学技術センター

西岡秀三地球フロンティア研究システム中間評価委員会委員

安原昭夫「若手研究者研究推進事業」領域アドバイザー　科学技術振興事業団

安原昭夫「戦略的創造研究推進事業」領域アドバイザー

清水英幸，渡邉　信����技術専門委員会委員

志村純子����技術専門委員会科学分科会委員

合志陽一科学技術振興事業団領域総括

田村正行技術アドバイザリー委員会委員

志村純子専門アドバイザリー委員会委員

野尻幸宏戦略的基礎研究「北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列観測」
研究代表者

木幡邦男地域振興事業評価委員会専門委員

合志陽一領域総括

渡辺正孝「みらい」運用検討委員会委員　海洋科学技術セン
ター

井上　元人・自然・地球共生プロジェクト課題２運営委員会委員

神沢　博地球シュミレータ運営委員会委員

合志陽一地球観測フロンティア研究システム運営委員会委員

植弘崇嗣研究開発課題評価委員会（廃棄物処理処分課題評価委員会）委員　核燃料サイクル開発
機構

森田昌敏，酒井伸一���処理技術アドバイザー　環境事業団

森田昌敏，若松伸司，酒井伸一ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会委員

川本克也ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会技術部会委員

川本克也ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会豊田事業部部会委員

森田昌敏，酒井伸一ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会北九州事業部会委員

森田昌敏廃棄物処理技術開発（���等適正処理支援事業）審査委員会委員

中杉修身環境浄化機材貸付事業に係る技術アドバイザー

森田昌敏，酒井伸一北九州���処理事業技術アドバイザー

若松伸司健康被害予防事業検討委員会専門委員　公害健康被害補償予
防協会

森口祐一，小林伸治局地汚染地域における各種自動車排出ガス抑制対策の評価手法等
に関する調査に係る検討委員会委員

　公害健康被害補償予
防協会

大坪国順インドネシア地方環境管理システム強化プロジェクトに係る国内
委員会委員

　国際協力事業団

伊藤裕康，西川雅高，田村憲治日中友好環境保全センタープロジェクト（フェーズⅢ）国内委員
会委員

村野健太郎「東アジア酸性雨モニタリングネットワーク研修」コースに係る
研修指導者

　国際協力事業団兵庫
国際センター

合志陽一，森田昌敏，森田恒幸，
日引　聡，近藤美則

����技術委員　新エネルギー・産業技
術総合開発機構
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氏　　　　名委　　　嘱　　　名委　　嘱　　先

内山裕夫エネルギー・環境技術審議委員会専門委員

中杉修身新エネルギー・産業技術総合開発機構技術評価委員会専門委員

合志陽一２１世紀���プログラム委員会分野別審査・評価部会専門委員　日本学術振興会

森田昌敏，横内陽子，遠山千春，
小林隆弘，小野雅司，神沢　博，
笠井文絵，椿　宜高

科学研究費委員会専門委員

森田恒幸未来開拓学術研究推進事業「アジア地域の環境保全」研究推進委
員会委員

合志陽一，柴田康行環境科学研究委員会委員長　日本原子力研究所

安原昭夫放射線フロンティア研究委員会専門委員

渡邉　信微生物系統保存事業運営委員会委員　理化学研究所中央研
究所

独立行政法人

森田昌敏，堀口敏宏船底塗料用防汚物質の海水中挙動の解明に関わる研究委員会委員　海上技術安全研究所

近藤美則船舶への���の適用研究に係わる研究委員会委員

小林伸治自動車環境アセスメント検討会委員　交通安全環境研究所

渡邉　信独立行政法人国立科学博物館新館Ⅱ期展示企画検討プロジェクト
チーム外部委員

　国立科学博物館

合志陽一国際計量研究連絡委員会委員　産業技術総合研究所

彼谷邦光国際計量研究連絡委員会物質量標準分科会委員

森口祐一独立行政法人産業技術総合研究所レビューボート委員

奥田敏統，椿宜高独立行政法人森林総合研究所研究分野評価会議における評価委員　森林総合研究所

山田正人ビスフェノール�リスク評価管理研究会委員　製品評価技術基盤機構

森口祐一化学物質のリスク及びリスク評価手法の開発に係る研究開発委員
会委員

伊藤裕康標準物質情報関係委員会委員

合志陽一アクティブ・ナノ計測基盤技術の確立プロジェクト運営委員　物質・材料研究機構ナ
ノマテリアル研究所

三森文行核磁気共鳴医学研究班班員　放射線医学総合研究所

原沢英夫研究開発課題外部評価委員　防災科学技術研究所

私立大学

中島英彰地球環境変動観測ミッション（����）委員会委員　学校法人東海大学情
報技術センター

川本克也非常勤講師（環境衛生工学，廃棄物工学，大気と環境）　関東学院大学

森田昌敏客員教授（土木工学）　金沢工業大学

平野靖史郎非常勤講師（保健科学講座）　自治医科大学

内山裕夫非常勤講師（総合講座バイオテクノロジーⅠ）　上智大学

稲森悠平非常勤講師（環境化学工学（後期））　早稲田大学

西岡秀三非常勤講師（環境政策論）　東亜大学

村野健太郎非常勤講師（地球環境問題Ⅰ，Ⅱ）　東京家政学院筑波女
子大学

岩崎一弘非常勤講師（生物分子科学特論Ⅱ）　東邦大学

�刀正行非常勤講師（生活・環境）　日本女子大学

西岡秀三非常勤講師（循環型社会創造学特論）　名城大学

米田　穣非常勤講師（人類の科学）　立教大学

青柳みどり非常勤講師（環境政策論研究）　龍谷大学
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事　　　　　項年月日

東京工業大学助教授・ドイツ研究者１４．４．５

環境省新採用職員４．１２

環境省奥谷通大臣政務官４．１７

東京都水道局４．１９

財務省主計局４．２２

社団法人日本環境測定分析協会４．２５

電機連合栃木地協青年・女性委員会５．１４

環境技術研究会５．１６

株式会社パスコ社員５．１７

北九州市産業学術振興局学術研究都市担当主幹５．２０

����集団研修「淡水養殖コース」５．２９

フィンランド���５．３０

筑波大学自然学類３年生５．３１

国立保健医療科学院・専攻課程・専門課程研修６．３

環境省水環境部企画課６．１３

����「環境負荷物質分析の技術コース」及び「リス
ク評価コース」

６．２０

韓国カントウ大学校６．２０

牛久市レインボーグループ６．２５

つくば市立東小学校６．２６

環境行政実務研修生６．２７

愛知県犬山市立犬山中学校３年生６．２７

キャノン株式会社６．２８

東京都立大学地理学科学部生６．２８

フランス・モンペリエ大学教授ら７．２

宮城県仙台第一高等学校２年生７．２

筑波大学大学院環境科学研究科修士課程１年次生７．３

����集団研修「社会資本関連環境影響評価コー
ス」

７．８

土壌浸透浄化技術研究会７．１０

����「有害金属等汚染対策研修」７．１１

福岡県立八幡高等学校理数科２年生７．２５

富山県立入善高等学校２年生自然科学コース７．２９

東京農工大学農学部環境資源科学科３年生７．３１

東京薬科大学１年生８．１

立正大学地球環境科学部３年生８．２

福岡県立修猷館高等学校２年生８．５

新日鐵環境・水ソリューション事業部８．７

新潟県立新潟高等学校理数科２年生８．８

韓国国会議員８．２２

����「日墨計画産業工学品質管理コース」８．２２

英国大使館ノートン参事官ら，各国科学技術担当
書記官・参事官

８．２３

環境カウンセラー千葉県協議会８．２６

事　　　　　項年月日

米国環境保護庁（�����）８．２８

日本分析化学会ガスクロマトグラフィー研究懇談
会

８．３０

環境省廃棄物・リサイクル対策部９．３

青梅市消費生活展実行委員会９．１２

カナダ地質調査所所長及びカナダ大使館９．１３

衆議院調査局環境調査室９．１９

三菱マーケティング研究会９．２０

神戸大学発達科学部人間環境科学科自然環境論
コース

９．２０

����「水質環境管理コース」９．２６～
９．２７

東京都環境計量協議会９．２７

フィンランド大使館９．３０

福岡県立城南高等学校２年生９．３０

スウェーデン大使館１０．１

東京工業高等専門学校物質工学課５年生１０．１

全国浄化槽工業組合１０．３

台湾研究者ら１０．７

島根県理数科担当教員１０．８

鳥取県立八頭高等学校理数科２年生１０．９

鳥取県立鳥取東高等学校２年生１０．９

環境省総合環境政策局総務課１０．１６

「閉鎖性海域の水環境管理技術研修コース」１０．１７

インドネシア環境省次官１０．１８

����「キューバ国ハバナ湾・内湾水環境改善対策
コース」

１０．２１

����「環境行政コース」１０．２３

����「環境モニタリング（水質）コース」１０．２４

龍ヶ崎市立愛宕中学校２年生１０．２４

富山県日本海環境協力センター１０．３０

茨城県合併処理浄化槽普及推進市町村協議会１０．３１

ひたちなか市市民憲章推進協議会環境部会１１．１

東京水産大学１１．５

公共設備技術士１１．１１

主婦連合会１１．１２

国立環境研究所友の会１１．１３

浦安市消費生活モニター１１．１４

千葉県柏市環境保全協議会１１．１５

ブループラネット賞受賞者１１．１８

入間市連合区長会１１．１９

地球温暖化�＆�に関するスウェーデン政府調査団１１．２１

����「大気汚染源モニタリング管理コース」１１．２１

茨城県立土浦第一高等学校２年生１１．２１
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事　　　　　項年月日

����日韓共同研修１１．２５

長崎県立北陽台高等学校教諭１１．２６

日本学術振興会鉱物新活用第１１１委員会１１．２６

筑波大学地球科学系１１．２８

新日本製鐵株式会社１１．２９

水産行政委員会合同協議会１１．２９

長崎県立島原高等学校２年生１２．２

英国王立委員会ホールゲート教授及び大使館職員１２．３

中国科学院１２．３～
１２．４

����ワークショップメンバー１２．４

日本環境測定分析協会１２．５

環境省環境保健部１２．６

インドネール大学元学長１２．６

����平成１４年度・東アジア酸性雨モニタリング
ネットワーク研修コース

１２．９

弘友環境副大臣１２．１０

環境省職員１２．１８

茨城県立つくば工科高等学校電子機械科２年生１２．１９

鈴木環境大臣１５．１．１０

工学院エコ・シビルエンジニアリング研究会１．１７

環境省環境管理局総務課１．２２

茨城コープ環境セミナー１．２３

����「地球温暖化対策コース」１．２４

事　　　　　項年月日

三井業際研究所技術企画委員会１．２４

埼玉環境カウンセラー協会１．２７

社団法人建築業協会環境ホルモン専門部会２．７

金沢大学及び金沢市共同開催の「環境ゼミナール」２．１３

ひたちなか市田彦中学区環境部会２．１３

����「大気保全コース」２．１４

第１８回全国環境研究所交流シンポジウム参加者２．２０

����「湖沼水質保全コース」２．２０

第２２回地方環境研究所との協力に関する検討会出
席者

２．２１

����「オゾン層研修」２．２１

財団法人日本環境衛生センター２．２４

つくば市立真瀬小学校５年生２．２４

中国都市環境関係訪日団２．２７

新潟県浄化槽整備協会村上支部３．５

ドイツ・フランス環境・技術研修団３．５

中国湖沼環境研修団３．６～
３．７

����「ベトナム研修」３．７

環境省地球環境審議官３．１０

西野衆議院議員３．１２

つくば市館野・小野川地区３．２０

ウイグル研究者３．２６

����メンバー３．２７



　　　　　（視察・見学者）
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合　　計国　　外

国　　　　　　内
　区　分

年　度　
小　　計議�員�・

官�公�庁
一　　般研究機関

職�員�等
環�境�省

件
７８

件
４０

件
３８

件
８

件
２５

件
０

件
５平成８

１０８２９７９１７５４１７　　９

１１８４１７７９５８２８　　１０

１３５５０８５１６５８４７　　１１

１２４５３７１９５５２５　　１２

１２９４７８２１０５６５１１　　１３

１２５４３８２５５８７１２　　１４
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新聞社名タ　　　イ　　　ト　　　ル年　月　日

毎日オゾン層壊す「塩化メチル」熱帯植物も放出　国立環境研確認２００２．４．１

朝日（夕刊）黄砂猛威　３年連続当たり年　全国で延べ４９３日観測２００２．４．３

日経産業独立行政法人　１年目の真価　評価の反映難しく　非公務員型の模索も２００２．４．４

日経（夕刊）身近に迫る温暖化　　生物変化　湖底の警鐘２００２．４．５

日経新巨大ビル群，ヒートアイランド増幅　都心　熱汚染の街に　２００２．４．１４

日経黄砂観測　最多に　北海道東部で初確認　砂漠化・温暖化　原因か２００２．４．１６

毎日第８回日韓国際環境賞　温暖化防止，黄砂対策など急ピッチ　中国含め３カ国協力２００２．４．３０

日経中国・長江の富栄養化進めば・・・　東シナ海の魚急減　日中共同調査　エサ減少・赤
潮発生

２００２．５．６

赤旗二枚貝１個が１時間海水１．５㍑浄化　千葉・三番瀬で調査２００２．５．１９

日経海に鉄散布����吸収　植物プランクトン活用　環境省など実験成功２００２．５．２０

朝日輸入昆虫，進む交雑　野生化し在来種圧迫２００２．５．２０

水道産業新聞水道事業が果たし得る地球環境保全２００２．５．２３

日刊工業日・独　環境経営に温度差　コミュニケーション効果　日本企業に遅れ目立つ　国立環
境研が共同調査

２００２．５．２３

毎日循環型社会へ３シナリオ　閣議で白書了承　国民から意見募る２００２．５．２４

日本工業日本企業　存続の優先課題　独企業　環境負荷への責任　環境経営　社会性に認識差　
国立環境研と住生総研が調査

２００２．５．２７

東京精密データなき削減目標　森林吸収に“カラクリ”　観測技術開発　米と競う２００２．５．２７

日経（夕刊）オゾン層が４０年後回復　国立環境研など予測２００２．５．２８

茨城４０年後にオゾン層回復　フロン規制，効果　国立環境研など予測２００２．５．２９

読売（夕刊）国立環境研究所一般公開　２００２．５．２９

日刊工業企業は環境情報の提供に工夫を２００２．５．３０

日刊工業最新のエコカー勢ぞろい　８輪駆動の電気自動車も登場２００２．６．４

読売（夕刊）ガソリン暫定税率やめると�����２．２％増２００２．６．６

日経中国　５０年後水不足深刻　国立環境研と京大　インドと明暗　温暖化・人口増から予測２００２．６．１０

読売（夕刊）中国の渇水　衛星で調査　画像を解析，予測２００２．６．１２

日経アジアの環境常時監視　環境省がネットワーク　災害防止などへの利用２００２．６．１７

読売（夕刊）相模湾で登録開始　生物種　いくつある？２００２．６．１７

日刊工業ディーゼル排気微粒子　肺炎など悪化の原因に　国環研，マウス実験で確認２００２．６．２４

日経排ガス中のナノ粒子　健康へ影響　調査　環境省，規制必要か判断２００２．６．２４

読売（夕刊）２年がかり　対策法成立　土壌汚染　浄化へ機運　工場跡地調査し“監視”２００２．６．２６

日刊工業植物のストレス　遺伝子発現量で判定　国環研が手法開発　被害が出る前に対策２００２．６．２７

毎日大気汚染情報を携帯電話で提供　環境省２００２．６．２７

日経「ごみゼロ都市」実験着手　環境省来年度に　有機物など完全循環２００２．６．２９

日経国立環境研「危険侵入種」のリスト　生態系保護　外来１００種を選定２００２．７．１

日刊工業自然共生研究で２テーマを採択　環境省２００２．７．３

日経産業自然共生都市の研究を２題選定　環境省２００２．７．３

日刊工業注目集める環境省の次世代環境保全プロ　温暖化防止と循環型社会を両立　バイオマス
循環利用技術システム　小型高効率発電技術　過疎地や離島に廃棄物発電を普及

２００２．７．５

日本工業水田の排水に含まれる窒素分，リン分　生分解性プラに吸着，再利用　富栄養化防止に
効果　京都工芸繊維大と国立環境研

２００２．７．５
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朝日環境省　排ガスから肺細胞すり抜け体内に　ナノ粒子，影響調査へ２００２．７．１０

読売（夕刊）記念シンポ開催　排ガス沿道汚染の犯人？ナノ粒子　影響調査　がん，花粉症との関連
追及　環境省が来年から

２００２．７．１０

茨城地球の温暖化実感して２００２．７．１１

朝日ダイオキシンに近い化学物質　体内蓄積，３０年前の４０倍　国立環境研２００２．７．１４

日刊工業国立環境研　循環・廃棄物研究を推進　適正処理・資源化など総合研究　敷地内に新研
究棟

２００２．７．１７

赤旗縄文人が食べたシカとオットセイ　骨の年代差８００年のなぞに迫る　カギにぎる海洋大
循環

２００２．７．２１

日経野鳥，マラリアの感染率高い２００２．７．２１

日経産業環境省　環境技術にナノ応用　有害物質検出チップなど２００２．７．２２

日刊建設工業独立行政法人　国立環境研究所　循環型社会形成推進・廃棄物研究センター　循環・廃
棄物研究棟完成　環境負荷低減時代の羅針盤に

２００２．７．２２

毎日輸出禁止カブトムシ国内流通　生態系・固有遺伝子に危機２００２．７．２６

毎日ボラから高濃度���　東京湾河口域都調査で判明　国の調査値の約１０倍２００２．８．５

読売携帯型ダイオキシン測定装置　生物の抗体で実現　従来法　数千万４週間　新手法　１０
万円６時間

２００２．８．１３

朝日黄砂予報　４カ国連合　日中韓とモンゴル　日本が観測機器設置２００２．８．１４

日刊工業生ゴミを生分解性プラに　国立環境研　事業系廃棄物を資源に　工場・スーパーで原料
手当て　２年後めど実用化

２００２．８．１５

日本工業環境省　有害物質に絞り除去　排水処理向けに来年度から開発“分子鋳型”で吸着２００２．８．２２

朝日電磁波　健康に影響　超低周波　全国疫学調査で確認　小児白血病磁界強いと発症率が
倍増　低減策が課題　高圧線など

２００２．８．２４

毎日電磁波が小児白血病誘発？　超低周波疫学研究　高レベルで頻度倍増の可能性２００２．８．２５

朝日脳への影響　新たな懸念　環境ホルモンの存在　���が公式確認　人の生殖への影響
低い？　神経系，基礎研究の段階

２００２．８．２７

読売（夕刊）屋上の緑で熱を奪う２００２．８．２８

日経生物の力で水質浄化　国立環境研　美浦に研究施設２００２．９．４

常陽高度処理浄化槽などの開発担う　バイオとエコ融合し新技術　美浦に研究施設完成　国
立環境研　関係者集め披露式典

２００２．９．４

毎日水環境　改善しよう　国立環境研究所霞ヶ浦臨湖実験施設　バイオ施設が完成２００２．９．１２

日刊工業環境質測定結果を��で公開　国環研２００２．９．１２

茨城黄砂の実態調査へ　中韓と協力　飛来経路など解明　環境省２００２．１０．７

読売（夕刊）アオコ毒素を高速分解　新しい細菌発見　低コストで「安全な水」　アジア各国に技術
移転も

２００２．１０．２３

毎日５年間の成果を披露　霞ヶ浦水質浄化プロジェクト　つくば２００２．１０．３０

朝日湾岸の衝立　密集ビル群，海風を阻む？２００２．１１．６

日経（夕刊）東京大気汚染訴訟　新たな救済求める声　「２００５年度から調査」に原告反発２００２．１１．８

日経ゼミナール「水の時代」が来た⑤　危機と世界　アジア，人口増で膨らむ需要２００２．１１．１３

毎日役員数　３倍増　半数天下り　独立行政法人　効率化のはずが…２００２．１１．２４

日刊工業今年度補正予算　非公共事業で２００億円以上要求　環境省２００２．１１．２６

日刊工業日韓ワークショップ　環境ホルモンで来月６日に開催　環境省２００２．１１．２７

赤旗海の呼吸を測る　貨物船使い北太平洋調査２００２．１２．１

日経（第二部）環境対策　企業の競争力育てる　経済との共存めざす２００２．１２．６

毎日五つの目　地球みつめ　新観測衛星打ち上げへ　環境変化キメ細かく　研究者からテー
マ募集　データの共有や活用も

２００２．１２．８



�

―�����―

国立環境研究所年報（平成１４年度）

新聞社名タ　　　イ　　　ト　　　ル年　月　日

読売ごみ焼却炉を大幅改善　財政圧迫　自治体は悲鳴　ダイオキシン規制強化　社会全体で
コスト負担を

２００２．１２．８

読売サンゴ　海の微妙な環境変化に敏感　温暖化知る指標としても重要２００３．１．９

日刊工業衛星で温室効果ガス観測２００３．１．９

日経風と緑の街　住みやすく　人口増，企業も呼び込む２００３．１．１０

読売環境相が視察　つくば・国立環境研２００３．１．１１

朝日鈴木環境相　国立環境研を視察２００３．１．１２

朝日超微小粒子投与　多いと高い肺がん率，うら付け　ディーゼル排ガス，動物実験２００３．１．１２

日経（夕刊）超時空の技　寿命操る２００３．１．１４

東京（朝刊）�
中日（夕刊）

進行は確実　予測に苦戦　大気モデルの計算　スパコンでも数年２００３．１．１４

日経産業小型３次元風速計　屋外で精密測定２００３．１．１６

茨城環境省　ごみから燃料電池水素　来年度から技術開発へ　����削減に向け２００３．１．１８

読売（夕刊）海上風力発電で燃料電池用水素　量産化へ実証実験　環境省２００３．１．２０

日刊工業ナノ粒子規制視野に　ディーゼル排ガス��　生体影響を調査　環境省２００３．１．２４

朝日（夕刊）電磁波疫学調査きょう報告　国立環境研・がんセンター２００３．１．２８

朝日電磁波巡り国が調査　急性リンパ性の白血病も影響か２００３．１．２９

朝日電磁波の調査「症例少ない」文科省が評価結果２００３．２．６

日刊工業「みどりⅡ」観測センサー機能正常を確認　環境省など２００３．２．６

読売遺伝子分析で生態系守る２００３．２．１８

読売（夕刊）絶滅危惧種の細胞　保存　土壌なども含めタイムカプセル化　６４種を５０年超２００３．２．１９

朝日先進国に重い責務２００３．３．１２

日刊工業大気中の����濃度　垂直分布を正確観測２００３．３．２８



９．環境情報に関する業務の状況

（１）国立環境研究所ホームページのヒット数

４２，９０３，８７３件

（２）国立環境研究所ホームページへの照会件数

質　問�　　　　　１７２件

リンク依頼　　　　７８件

出版物掲載依頼　　４件

（３）環境情報提供システム（���ネット）のヒット数

２９，４０８，７１６件

（４）環境情報提供システム（���ネット）への照会件数

５３６件

（５）環境データファイル提供実績

貸　出　　　　　　７６９件

コピーサービス　　２８７件
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